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平成１２年度国立環境研究所年報の発刊に当たって

　平成１２年度の国立環境研究所年報を発刊することとなりました。本研究所の平成１２年

度の活動がまとめられております。環境の広い分野を対象として本研究所がどのように環

境問題の解明・解決に取り組んでいるかをご覧いただきたいと思います。参考としてお役

に立てる点があれば幸いであります。また，本研究所の評価の一助ともなることを願って

おります。

　本研究所は平成１３年４月に改組し新しく発足しました。そのために１２年度は新しい組

織，運営，設備を整える必要があり，大変忙しい年でもありました。直接の研究活動だけ

でなく，組織のあり方，運営の方法，設備，建物の設計・建設などに多くの時間とエネル

ギーを費やしました。次のステップのためとは言え，研究活動に悪影響が出なかったかど

うか気になるところであります。幸い本年報にまとめられた活動は，これが杞憂であった

ことを示しております。さらに新しく廃棄物処理に関する研究部門が国立公衆衛生院より

移ってまいりましたが，このような研究分野の拡大もまた１２年度の大きな変化でありま

した。循環型社会は持続可能な社会実現のための最も重要な方向でありますが，その実現

には多くの解決すべき課題をもっております。循環型社会は生活の隅々まで及ぶことで技

術や経済のみならず人間の行動そして環境中で物質の輪廻をも考慮しなければならず，あ

らゆる分野を統合した研究が要求されます。本研究所はまさにその様な取り組みが可能

な，日本での唯一の公的機関であります。この分野の研究を大いに推進してゆく所存です。

　地球規模での環境問題として本研究所が長年取り組んできました温暖化の問題は，最も

先鋭な国際的な政治問題にまでなっておりますが，その科学的な検討は一層重要性を増し

ております。これに関する研究棟も新築され，幅広い取組を強化しております。環境ホル

モンをはじめとする化学物質に関する研究棟も完成し，研究体制を一段と強化充実するこ

ととなりました。研究者の不足は解決し得ない問題でありますが，常勤以外の研究者，客

員研究員，共同研究員などを加えて創意工夫を重ね，研究を推進して参ります。

　本研究所が独立行政法人として歩むためには，社会の多くの方々のご理解とご支援が欠

かせません。しかし，それにも増して素直なご意見ご批判を得て我々の正しい方向を見い

だして行かなければなりません。ご指導ご鞭撻を下さいますよう，お願い申し上げます。

　　　平成１３年７月

　　　　独立行政法人�国立環境研究所　　　　　　　

理事長　合　志　陽　一　
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　国立環境研究所は，昭和４９年３月１５日に国立公害研

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の

特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工

学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構成

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研

究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学

際的に実施していること，及び第一級の環境研究を実施

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調

査研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施

していることにある。

　創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究

体制の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ

ろであるが，①人間の健康保護や自然生態系保全のため

の目的指向型研究の充実，②環境研究の中核的機関とし

ての役割の発揮，③環境データ等の蓄積と提供のための

研究・業務の充実，④国際的な頁献度の向上と国際研究

交流の促進，⑤大型実験施設及びフィールド施設の活用

という役割を果たすため，①総合研究部門の創設等研究

体制の充実，②複合的な研究機構への発展，③国際研究

交流の躍進，④研究員流動性の確保方策の整備，⑤研究

運営の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく

こととし，平成２年７月，大幅な組織改編を行い，名称

を「国立環境研究所」と改め，研究業務活動の充実に努

めてきた。平成７年度には組織改編後５年が経過すると

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委

員の参加を得て研究活動評価専門委員会を設置し，今後

の研究活動について提言を受けた。

　本年度は，平成１３年１月６日の国の省庁再編により，

廃棄物行政が環境省に一元化されたことを受け，同日付

けをもって廃棄物・リサイクル研究を進める「廃棄物研

究部」を設置し，研究を開始した。

　国立環境研究所の平成１２年度における主な活動は次

のとおりである。

（１）研究活動評価

　上記の国立環境研究所評議委員会より平成８年２月に

示された研究所の研究活動に関する提言では，今後の研

究推進の基本的な方向性として，①研究課題の戦略的選

定と重点化，②環境研究の総合化，③活力ある研究環境

の創出，④国際的リーダーシップの発揮，⑤研究成果の

社会的還元，の５項目が示されている。

　さらに，内閣総理大臣決定「国の研究開発全般に共通

する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針（平

成９年８月７日）」を踏まえて，平成１０年１２月には

「国立環境研究所研究評価実施要領」を策定し，研究活

動の効率化・活性化を通じて優れた研究成果をあげるこ

とを目的として，平成１０年度に終了した研究課題及び

平成１３年度に開始する方向で検討中の研究課題につい

て，外部の有識者及び専門家による評価を実施した。

（２）組織・定員

　平成２年度に機構改革を実施し，研究部門として，社

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）

とシーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う

基盤研究部門（６部）を設置した。また同時に，環境情

報センター，地球環境研究センター及び環境研修セン

ターの３センターを設置し，幅広い活動を行っている。

　本年度は，先述のとおり新たに「廃棄物研究部」を設

置した。

　また，定員については，平成１２年度末で２７０名と

なっている。（平成１１年度末：２６７名，定員削減：３名）

（３）予　算

　平成１２年度当初予算では，研究所の運営等に必要な

経費として９，３４３百万円，施設の整備等に必要な経費と

して３１０百万円が計上されたほか，国立機関公害防止等

試験研究費として３９百万円，海洋開発及地球科学技術

調査研究促進費（科学技術庁）として８百万円，国立機

関原子力試験研究費（科学技術庁）として７０百万円が

計上された。

　さらに，年度途中の移し替え経費として，環境研究総

合推進費�，２３６百万円，科学技術振興調整費（科学技術

庁）４９７百万円等が計上された。

（４）施　設

　国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充

に努めている。

　平成１２年度には，環境ホルモンに係る総合的な評価・

解析のための環境ホルモン総合研究棟，地球温暖化防止

のための地球温暖化研究棟が竣工したほか，廃棄物・リ

サイクルに関する総合的な研究を行うための廃棄物・リ
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サイクリング総合研究棟（仮称），生態工学等を利用し

た新しいタイプの浄化槽に関する研究・技術開発等を行

うためのバイオ・エコエンジニアリング研究施設（仮

称），及び有害物質を分解する微生物等の探索，分類同

定，機能評価及び系統保存を行う有害物質分解微生物棟

（仮称）に着工した。

　また，老朽化対策として空調機等の更新を行った。

（５）研究活動

　地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中

心となって，社会ニーズに対応したプロジェクト研究を

実施している。また，主として基盤研究部門において，

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術

的知見の蓄積を図っている。さらに，科学技術全般から

みて重要と考えられる共通基盤的研究についても環境分

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機

関との連携のもとに積極的に参画している。

　①プロジェクト研究として，環境研究総合推進費，特

別研究費，開発途上国環境技術共同研究費，重点共同研

究費，革新的環境監視計測技術先導研究費，環境修復技

術開発研究費，内分泌攪乱化学物質総合対策研究費，ダ

イオキシン類対策高度化研究費及び廃棄物対策研究費に

よる研究を実施した。

　環境研究総合推進費（地球環境研究総合推進費）によ

る研究として，オゾン層の破壊，地球温暖化の現象解

明・影響・対策，酸性雨，海洋汚染，熱帯林の減少，生

物多様性の保全，砂漠化，人間・社会的側面からみた地

球環境問題，京都議定書対応等の研究を行った。これら

地球環境研究総合推進費による課題別研究，総合化研究

及び先駆的地球環境研究の総数４４課題のうち４０課題の

研究に参画するとともに，課題検討調査研究（���）５

課題について実施した。

　環境研究総合推進費（未来環境創造型基礎研究推進

費）による研究として，１課題について開始するととも

に，１課題について継続実施した。

　特別研究として，「沿岸地域環境修復技術の生態系に

与える影響及び修復効果に関する研究」及び「淡水環境

（湖沼・河川）の生態系保全と移行・周辺帯の環境管理に

関する研究」の２課題について開始するとともに，４課

題について縦続実施した。

　開発途上国環境技術共同研究として，「環境低負荷型・

資源循環型の水環境改善システムに関する調査研究」及

び「中国における都市大気汚染による健康影響と予防対

策に関する国際共同研究」の２課題について開始すると

ともに，１課題について継続実施した。

　国際的連携のもとに実施する重点共同研究として，２

課題について継続実施した。

　革新的環境監視計測技術先導研究として，１課題につ

いて縦続実施した。

　環境修復技術開発研究として，１課題について継続実

施した。

　内分泌攪乱化学物質総合対策研究として，新たな計測

手法，環境中の動態解明，環境影響評価及び対策の総合

化に関する研究を拡充実施した。

　新たにダイオキシン類対策高度化研究として，新たな

計測手法及び生体影響評価に関する研究を開始した。

　さらに，新たに廃棄物対策研究として，「廃棄物対策

を中心とした循環型経済社会に向けての展望と政策効果

に関する定量的分析」を開始した。

　②経常研究として，各研究部・グループ等において，

シーズ創出，プロジェクト研究に対する支援等の観点か

ら研究を実施した。

　③国立機関公害防止等試験研究３課題について実施し

た。

　④国立機関原子力試験研究費による研究６課題につい

て実施した。

　⑤科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究と

して，４課題に参画した。生活・社会基盤研究では，３

課題に参画した。また，知的基盤整備推進制度による研

究１課題，流動促進研究制度による研究２課題，国際共

同研究２課題，重点基礎研究９課題について参画又は実

施するとともに，重点研究支援協力員制度による研究１

課題について実施した。

　⑥海洋開発及地球科学技術調査研究促進費による研究

については，地球科学技術特定調査研究１課題について

参画した。

　⑦文部省科学研究費補助金による研究３０課題につい

て実施した。

　⑧地方公共団体環境・公害研究機関との共同研究を引

き続き実施した。

　⑨地球観測衛星みどり（�����）に搭載されたセン

サー����のデータ再処理とデータ利用研究を実施し，

������Ⅱ用データ処理システムの改訂研究を引き続き実

施した。

　さらに，その後継機�����のシステム開発のため，
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基本設計を実施した。

　また，�����用アルゴリズム検討用システムを導入

した。

　⑩戦略的基礎研究推進事業等の公募型研究について引

き続き実施した。

（６）環境情報センター

　環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国

外の情報の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ

の関連システムの運用を行っている。

　平成１２年度には，国立環境研究所ホームページの運

用及び提供情報の更新等を行うとともに，環境情報を案

内する環境情報源情報データベース等の整備や，文献情

報データベースのオンライン検索システムの運用等を実

施した。

　また，環境情報提供システム（���ネット）について

は，インターネットを利用した情報交流の場として，市

民からの環境情報の書き込みコーナーを運用するほか，

子ども向けの環境問題等の解説ページ「エコキッズ」な

ど，環境を理解するための多くのコンテンツを追加，充

実させた。

　さらに，大気汚染や水質汚濁等具体的な環境の状況に

関するデータの分かりやすい情報提供を実現するため，

環境���（地理情報システム）の構築を進めた。

（７）地球環境研究センター

　地球環境研究センターは，地球環境の保全に関し，国

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合

化を図るとともに，データベース等の研究支援体制を充

実させ，また，地球環境の長期的モニタリングを行う

等，地球環境研究の推進に幅広く頁献していくことを目

的として活動している。

　平成１２年度には，地球環境研究者交流会議等の開催，

地球環境研究センターニュース及び各種報告書等の発

行，総合化研究の推進，スーパーコンピュータシステム

を利用した研究支援，����（国連環境計画）�����（地

球資源情報データベース）の協力センター（������つく

ば）としてのデータ提供等の業務，成層圏オゾンや対流

圏の温室効果ガス等に係る地球環境モニタリング，

������Ⅱデータ処理運用施設の運用等を継続して実施し

た。

（８）環境研修センター

　環境研修センターは，環境庁所管行政に関する職員等

の養成及び訓練を行っている。平成１２年度には，行政

関係研修１７コース，国際関係研修８コース，政策研究

研修１コース，分析関係研修１３コースを実施した。
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２�１�１　地球環境研究グループ

　当研究グループは，１９９０年度の発足時より，地球環

境の諸問題ごとにチームを結成し，中核の研究を自ら推

進するとともに，地球環境研究総合推進費を中心とし

て，内外の研究を組織化しながら，環境保全に有効な科

学的知見の集積と利用に努めてきた。環境研究所の独立

行政法人化を機に，当研究グループはいったん解散し，

２００１年度から新たな組織に再編成されて活動すること

になった。

　温暖化影響対策研究チームでは，アジア地域の研究者

と共同して，地球温暖化対策とこの地域での経済発展と

の統合政策を評価するモデル開発に着手し，温室効果ガ

ス削減方策や環境投資が地域の環境負荷改善に与える役

割について検討するとともに，温暖化対策の費用や対策

がマクロ経済に与える影響を評価した。また，京都メカ

ニズムを活用した費用低減の方策について検討した。

　温暖化現象解明研究チームでは，温室効果ガスの物質

循環に関する観測研究を，地球環境研究センターモニタ

リング事業と協力して行った。地上観測点・船舶・航空

機という立体的な観測網による観測結果に加え，同位体

比，大気酸素濃度測定など進んだ観測手法を組み合わ

せ，陸域と海洋の二酸化炭素吸収量を解析する研究，森

林の二酸化炭素吸収量変動を解析する研究，太平洋の二

酸化炭素吸収量を解明する研究などをすすめた。

　衛星観測研究チームにあっては，１９９６年１０月から

１９９７年６月まで観測を行った環境庁（現在は環境省）

のオゾン層観測センサー衛星センサー����のデータ検

証ならびにデータ解析を行った。最新のデータ処理アル

ゴリズムである�������５�２０データと，検証実験キャン

ペーン期間中のキルナ（スウェーデン）およびフェアバ

ンクス（アラスカ）における大気球観測データ，オゾン

ゾンデ観測データ，�����，�������，�������等他

衛星による観測データ，�������キャンペーン期間中

の���２航空機観測データ等とを比較することにより，

��������５�２０によるオゾン，硝酸，二酸化窒素，亜酸

化窒素，メタン，水蒸気，可視エアロゾル硝酸係数の鉛

直分布データ質が十分に高く，科学的解析に利用可能な

ことを実証した。

　オゾン層研究チームでは，成層圏プロセスを含んだ大

気大循環モデル（����）ならびに����をベースに

成層圏気象場にナッジングさせた化学輸送モデル

（���）の開発を行い，極渦内の空気塊と中緯度大気と

の混合過程などに関する知見を得た。また，成層圏エア

ロゾル上での不均一反応を評価するための反応データの

決定もなされた。極域オゾン変動の要因を明らかにする

ため，極渦の活動度（強度やサイズなど）の長期変動の

解析も行われ，北半球での極渦活動度の短期・長期変動

実態を明らかにした。

　地球環境を汚染する酸性汚染物質の半分は硫黄化合

物，約半分は窒素化合物であり，酸性雨研究チームでは

これらの硫黄並びに窒素化合物の発生，移流拡散，沈

着，森林生態系影響，陸水生態系影響等に注目し，航空

機観測，地上観測，生態系試料の採取と分析等を行い総

合的な研究を推進している。西暦２０００年にはつくばで

開催された酸性雨国際学会においてその研究成果の多く

を発表し，これらは�����������	
�����������	誌の特

集号として２００１年に印刷発表される。

　人間活動の影響は海洋への有害化学物質，リンや窒素

などの負荷を増加させるとともに，ケイ素などのように

自然に供給される物質を減少させる傾向がある。海洋研

究チームでは，定期航路を利用した継続的観測により，

アジア海域の海洋生態系変動や微量有害化学物質分布の

動態に関する研究を行っている。また，サンゴ礁生態系

の長期変化の検知のために，水中立体画像の継続的取

得・アーカイブ作成に関する研究を行っている。

　森林減少・砂漠化研究チームでは熱帯林の保全・研究

管理を目指して，択伐などが森林の機能にどのような影

響を与えるかについて調査を行っている。本年度は森林

伐採が森林の構造，種組成や炭素循環系及び林冠構成種

の遺伝的多様性に与える影響などについてマレーシア半

島部にあるパソ保護林及びその周辺域で調査を行った。

また熱帯林の社会的評価の経済価値をとらえることを目

的としてマレーシアにおいて仮想評価手法に基づいた調

査を行った。
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生物多様性保全の分野では，地理情報システムを活用し

ながら地理的スケールにおける野生生物の動態を把握

し，それをモデル化することを目指している。調査地を

特定の水系単位で設定して，その中で土地利用分布から

様々な生物の分布・生態までの情報を空間的に，かつ経

時的に調査し，生物多様性の保全に寄与する知見の集積

に努めている。

２�１�２　地域環境研究グループ

　地域環境研究グループは“環境保全対策研究”と“環

境リスク評価環境”の２分野及び“開発途上国環境技術

共同研究”分野について９課題のプロジェクト研究を実

施した。それら成果の要点を研究チームごとにまとめる

と以下のようである。

　海域保全研究チームは，社会的関心の高い干潟を含む

浅海域において，物質循環や生態系の機能に関する研究

を行い，浅海域生態系の特徴や底生生物による水質浄化

能などを明らかにした。播磨灘での調査・実験から，微

小生物食物連鎖や，浮遊生態系から底生生態系への食物

連鎖を介した物質循環についての解明が進んだ。

　湖沼保全研究チームは湖水中の有機物の特性・起源を

適切に把握する手法を確立し，湖水中での難分解性有機

物濃度上昇の原因を検討し，さらに湖水有機物の質的・

量的変化が湖沼環境・水道水源としての湖沼水質に及ぼ

す影響を評価した。霞ヶ浦を調査した結果，トリハロメ

タン前駆物質として，フミン物質よりも親水性成分の重

要性が認められた。

　都市大気保全研究チーム及び交通公害防止研究チーム

は，���による大気汚染および光化学スモック等の二

次的汚染の解明のために，走行中の自動車からの排出量

調査データ解析などを行って発生状況の把握に努めると

ともに，データ解析プラットフォームとしての���シス

テムの運用・評価を行った。また，公共交通，自動車交

通，電気自動車等の次世代交通システムの���等によ

る比較評価を行い，今後の交通システムのあり方に関す

る検討を進めた。更に，沿道大気汚染機能解明のための

風洞実験や，広域・都市大気汚染解析のための数値モデ

ルの利用に関する研究を行った。これとともに，

��２�５・���の発生源推定と環境動態把握に関する予

備的な調査・研究を実施した。

　有害廃棄物対策研究チームは，廃棄物中に含まれる有

害物質が埋立処分の過程で環境に与える影響を評価する

上で不可欠な計測手法の開発と実用化を図るとともに，

有害化学物質の溶出挙動，分解挙動などの解明を行っ

た。特に廃プラスチックに含まれる添加物が水系の環境

汚染の原因であることを示した。

　水改善手法研究チームは，とくに，河川流域における

化学物質の動態のモデル化を支援するための地理情報シ

ステムの設計，構築に重点を置いた。環境ホルモン等の

多様な環境リスクの評価と管理を目的として，リスク要

因についての発生源・環境の状況・影響等にかかわる情

報とこれらの相互関係を記述するモデルを地理情報を核

として統合した情報システムの構築を進めた。

　環境リスク評価を対象としている分野では，４つの特

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態

系リスク評価とに大別できる。

　新生生物評価研究チームは，汚染土壌・地下水の浄化

に有用な浄化微生物を探索し，浄化機構を解明するとと

もに，土壌環境中において浄化能を発揮できる環境浄化

型微生物を創生した。さらに，分子生物学的手法を応用

した浄化微生物の検出法並びに汚染土壌・地下水中にお

ける分解活性の評価法を開発した。

　化学物質健康リスク評価研究チームは，環境中のホル

モン様化学物質としてダイオキシンをとりあげ，子（次

世代）への影響，とりわけ生殖機能，内分泌機能，免疫

機能への影響について実験動物を用いて検討を行い，リ

スク評価のための基礎データを得た。

　都市環境影響評価研究チームは，人間個体レベルのリ

スクを評価するため，ヒトを対象とした低レベル電磁界

暴露実験動物及び培養細胞系を用いた，低～高レベル電

磁界暴露実験を行った。またヒト集団における曝露レベ

ルを６世帯における１年間の長期連続測定や送電線近接

の２０世帯の測定により解析した。

　大気影響評価研究チームは，浮遊粒子状物質の中の大

部分を占めるディーゼル排気微粒子（���，��２�５粒

子）を対象物質として，ディーゼル排気（��）の暴露

実験と組織培養等を含む��������の実験を組み合わせる

ことにより，その中のどのような物質がどのような機序

で心血管系に傷害を及ぼしているかを明らかにするため

に，本年度は，��をラットに長期間暴露（１年半）す

ると，呼吸器におけるガス交換機能の低下と，異常心電

図の出現率が高くなることを見いだした。さらに，��

暴露雌マウスから生まれた子供の成長に影響が及ぶこと

が推測された。また，���は細菌毒素に関連する肺傷
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害を顕著に増悪した。

　化学物質生態影響評価研究チームは，内分泌撹乱物質

の生態影響を明らかにするために魚類及び無脊椎動物を

用いた試験法と影響メカニズムの解明を行っている。本

年度は，遺伝子型が形態から分別できる系統のメダカを

用いてエストロジェン活性物質による性転換，中間性，

成長速度および繁殖に及ぼす影響を調べた。

　バイオアッセイ環境リスク評価研究チームは，環境中

の化学物質の総リスク評価のために，各種のバイアッセ

イを組み合わせ環境試料への適用性を含めて，有害性総

合指標を目指して，その評価と標準化を行っている。

　開発途上国健康影響研究チームは，中国において深刻

化している石炭による地域暖房，工場煤煙，自動車排気

など，粒子状物質による都市大気汚染に注目してその健

康影響を明らかにする現地調査を開始するため，中国医

科大学，対象都市防疫ステーションとの共同研究体制を

整えた。また，この研究で個人曝露調査に用いる

��１０，��２�５サンプリング機器の開発を行った。

　水環境改善国際共同研究チームは，開発途上国におけ

る生活排水等の処理方法として，多大な施設とエネル

ギー消費を伴う処理ではなく，有用生物を活用すること

によって，自然の浄化能力を強化し，効率化した水処理

技術の開発を行った。また同時にその技術を我が国にお

ける水質改善手法の多様化を計る際においての基礎とな

るような適正手法の開発を行った。

　生態系管理国際共同研究チームは，植生と自然地形か

らなるランドスケープと水棲動植物の多様性との関係を

解明するための野外調査を実施した。釧路湿原の３湖沼

では，水生植物群落の有無と水質，プランクトン群集構

造との定量的な関係を調べた。さらに，北海道内に設け

た３本の調査河川では，高性能な���によって記録し

たサケの産卵床と瀬�淵構造の空間的な関係を明らかに

した。

　大気環境改善国際共同研究チームは，大きさの異なる

人為由来の大気エアロゾルと土壌起源系（黄砂）エアロ

ゾルとの多年同時観測を中国各地で行い，大気環境保全

帰するための環境化学的解析を行った。

２�１�３　社会環境システム部

　環境問題は，人間活動が引き起こし，人の自然外囲で

ある大気，水，土，生物等の環境を介して，ふたたび人

間の生存，生活，社会経済活動等に回帰してくる問題で

あるといえる。それゆえ，環境問題は一面すぐれて社会

的な問題でもある。社会環境システム部では，こうした

問題意識のもとに，システム分析等の手法により環境保

全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究を行う

ことにしている。

　本年度は，上席研究官及び環境経済，資源管理，環境

計画及び情報解析の４研究室，及び主任研究官が，それ

ぞれ基幹となる合計８の広範な経常研究課題を選定し実

施した。

　上席研究官を中心として環境の認識構造に関する基礎

的研究課題を実施した。この中で，東京周辺の通勤者に

対して自由記述法と選択肢法による環境意識調査を実施

し，その結果から，居住環境の評価が勤務先，通勤時，

居住地のそれぞれの状況によって決定されることを明ら

かにした。

　環境経済研究室で行う経常研究課題の１つは，企業の

環境保全行動がどのような要因により引き起こされるか

を，理論・実証の両面から分析し，自主的協定の有効性

について検討した。また，気候変動枠組条約に関する国

際交渉をとりあげ，公平性の扱いと負担分担の現状を分

析した。さらに，アジア太平洋地域の今後の環境の見通

しに関するいくつかのシナリオを作成し，今後の環境政

策のあり方の検討に備えた。

　資源管理研究室で行う２つの経常研究課題では，廃棄

物減量化とその影響に関連し，ライフサイクルによる

トータルな環境負荷の算定に重要となるライフサイク

ル・アセスメント（���）手法の確立のため，前年度に

引き続き事例研究を進めるとともに手法の簡略化やイン

パクトアセスメントについて検討した。

　環境計画研究室では，国の環境基本法及びこれに基づ

く環境基本計画の策定や最近の地球温暖化防止対策推進

法の成立を受け，昨年に引き続き，環境マネジメントシ

ステムの認証制度の効果やその問題点，専門家の役割等

について検討した。

　情報解析研究室では２つの経常研究課題に取り組んで

おり，一つが人工衛星，地図，写真等による地理・画像

データの解析手法の開発であり，第二は種々の環境シス

テムの評価に資するモデル化やシミュレーション手法の

開発である。さらに，サンゴ礁白化現象に焦点を当てた

リモートセンシング解析を行った。第一のテーマについ

ては，前年度に引き続き，様々な地理・画像情報を利用

して環境を解析・評価するためのシステムを開発すると
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ともに，第二のテーマについては，音場の数値シミュ

レーションの改良などを行った。さらに，サンゴ礁の白

化現象を検出することに成功し，リモートセンシングの

新しい活用分野を開拓した。

　また，主任研究官により，環境計画との関連で，景観

評価についての研究が進められている。前年度に引き続

き，景観の価値がどのように決まるかを社会文化的及び

歴史的背景に基づいて分析した。また科学的風景評価の

方法論についての検討を深めた。

２�１�４　化学環境部

　複雑化，多様化する化学物質汚染の環境リスクを適正

に管理するには，汚染実態や機構解明のための高感度で

信頼性のある環境計測法の開発や挙動の解明が求められ

ている。これらの課題を解決するため，化学環境部では

各種環境汚染物質の計測・監視や毒性評価方法の開発と

汚染物質の環境動態の解明に関する研究を実施してい

る。

　計測技術研究室では，��＋イオン付加反応を利用し

た質量分析法，常温吸着／キャピラリー��／��法に

よる低沸点化合物の分析，����分析による毛髪中の水

銀分析など，環境汚染物質の測定技術の高度化を進め

た。

　計測管理研究室では，酵母エストロゲンアッセイシス

テムを用いて，エストロゲン作用を抑制する化学物質を

検出するシステムの開発やイボニシのインポセックスと

有機スズ化合物濃度の全国調査など，内分泌撹乱化学物

質の研究を行った。また，化学物質分析法のデータベー

スを公開するとともに，精度管理の研究を進めた。

　動態化学研究室を中心としたグループでは，環境中で

の元素の存在状態と動態の解明を進めた。セレンの化学

形態分析法の改良，岩石や土壌の風化過程を模擬した斜

長石の表面状態の変化の解明などを行った。また，タン

デム加速器質量分析システムの適用範囲を拡張するた

め，測定条件等の改良を進めた。

　化学毒性研究室では，アオコの有毒物質の代謝と生体

影響を調べ，構造の違いが反応性に著しい差を与えるこ

とを見いだした。急性毒性試験でも，構造の違いによる

差を見いだしたが，２０週間の投与試験では，体重増加

への影響や腫瘍の形成などの影響は見いだせなかった。

　継続中の環境標準試料の研究では，フライアッシュ粉

末及び抽出物中のダイオキシン類，ヒト尿中のヒ素化合

物の保証値を決めた。また，センネンダイから採取した

耳石を用い，標準試料を作成した。

　また，バイカル湖の底泥を用いた地球環境の変動解析

を始め，各種プロジェクト研究を進めるとともに，地

球・地域環境研究グループが実施するプロジェクト研究

に多くのメンバーが参加した。

２�１�５　環境健康部

　環境健康部においては，環境有害因子（窒素酸化物・

ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，ダイオキシンや

環境ホルモンなどの有害化学物質，重金属，花粉，紫外

線等）がいかにヒトの健康に影響を及ぼすかに関する実

験的・疫学的研究を行っている。これらの基礎研究は，

健康リスクアセスメントを行うために必要な情報を提供

することを意図している。これら環境有害因子の空間的

広がりにより，地域規模での環境問題と地球規模の環境

問題に分けられるが，それぞれ総合研究部門の地球環境

研究グループ及び地域環境研究グループの研究チームと

連携をとりながら，「地球環境研究総合推進費」，「特別

研究」，「特別経常研究」の研究も行われた。さらに，環

境リスク評価のために，重金属，大気汚染物質，紫外

線，ダイオキシン・環境ホルモンなどの文献レビューも

行った。本年度は，経常研究７課題，奨励研究１課題が

行われた。

　生体機能研究室を中心として，大気汚染物質（ディー

ゼル排ガス粒子，オゾン，花粉など）が免疫系など生体

防御機能に与える影響を解明するために，マウスを

ディーゼル排気暴露環境下で育て，炎症性細胞に及ぼす

影響について検討を行った。病態機構研究室では，環境

有害因子の毒性に酸化的ストレスがどのように関与して

いるかを解明するための研究が行われた。そのため，メ

タロチオネイン欠損マウスに，活性酸素種を細胞内で発

生する農薬であるパラコートを投与し毒性発現のメカニ

ズムの検討が行われた。また，妊娠マウスにダイオキシ

ンを投与し，酸化的ストレスの作用メカニズムについて

も研究した。保健指標研究室では，�������状態での

���による機能測定法，行動毒性に関する研究が行わ

れた。環境疫学研究室を中心に，ダイオキシン曝露量と

子宮内膜症との関係を調べるため，生体試料中のダイオ

キシン濃度の分析も行った。さらに，人間集団を対象と

した環境保健指標の開発のため，人口動態死亡統計と浮

遊粒子状物質濃度と循環器疾患，呼吸器疾患による死亡
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数との関係，ならびにゴミ焼却施設のデーターベースの

作成と死亡統計を用いた解析が行われた。

２�１�６　大気圏環境部

　大気圏環境部では，地球温暖化，成層圏オゾン層破

壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，都市の大気

汚染問題に代表されるような地域的な環境問題を解決す

るための基礎となる研究を推進している。本年度は，１７

課題の経常研究，１課題の奨励研究ならびに１課題の革

新的環境監視計測技術先導研究が行われたほか，地球環

境研究グループ（温暖化現象解明，オゾン層，酸性雨，

衛星観測各チーム），地域環境研究グループ（都市大気

保全チーム）の準構成員として，さらには地球環境研究

センターの併任または協力研究者としてプロジェクト研

究推進への協力も行われた。

　大気物理研究室では，気象学・大気物理学を基礎とし

た大気循環および物質循環の研究が行われた。大気海洋

結合気候モデルを用いた温室効果ガスおよびエアロゾル

の増減に伴う将来の気候変化のシミュレーションとその

結果の解析，エアロゾルの光学特性の衛星データによる

全球分布導出アルゴリズムの開発，大気�陸面間での植

生を通じた熱・水蒸気輸送過程のモデル化，地域スケー

ルの大気循環と物質循環のシミュレーション，極中心を

とりまく大気の渦運動の解析等が行われた。

　大気反応研究室では，気相の化学反応の研究と大気中

の反応性微量成分の観測に関する研究が行われた。芳香

族炭化水素トルエンの光酸化反応によるオゾン生成の温

度依存性の理論的解析や同反応から生成するエアロゾル

の生成過程の解析を行った。また，航空機によるアジア

大陸と日本の間の海洋上空の大気観測を行い，高濃度の

二酸化硫黄やオゾン，同時に黄砂エアロゾルが観測さ

れ，その長距離輸送過程が解析された。

　高層大気研究室では，レーザーレーダー（ライダー）

を用いた観測研究や手法の開発が行われた。つくばにお

けるライダー連続観測に加え，新たに長崎に２波長ライ

ダー装置を導入して連続観測を開始し，海洋地球研究船

「みらい」による太平洋上での観測と合わせて雲・エアロ

ゾルの地域特性などについて解析を行った。また将来予

定されている衛星搭載型ライダーによる全球観測のため

の最適なデータ解析・利用手法を研究した。

　大気動態研究室では，温室効果気体および関連物質の

動態を調べるため，濃度の長期観測や同位体比の測定を

行っている。本年度は波照間島および落石岬における観

測を継続し，メタン濃度の増加率は１９９８年をピークと

して減少傾向にある一方，波照間島における亜酸化窒素

濃度増加率は１９９９年以来上昇していることを確認した。

また，日本およびシベリア上空で採取した大気試料中の

二酸化炭素について炭素安定同位体比を測定し，年変動

を明らかにした。これらに加えて，廃坑を利用した人工

雲実験を行い，樹木に対する微小水滴沈着量を測定し

た。

２�１�７　水土壌圏環境部

　水土壌圏環境部では地球温暖化，酸性雨，海洋汚染，

砂漠化といった地球環境問題及び湖沼・海域の水環境保

全やバイオテクノロジーを用いた水質改善などの地域環

境問題に関して現象解明，影響評価，予測手法，環境改

善手法等の基礎的研究を行っている。本年度は地球環境

総合推進費研究５課題，重点共同研究１課題，経常研究

７課題，特別経常研究１課題，奨励研究２課題，内分泌

撹乱化学物質総合対策研究１課題，環境修復技術開発研

究１課題，科学技術振興調整費による研究２課題，原子

力試験研究２課題，文部省・科学研究費補助金による研

究６課題を行った。

水環境質研究室では，漂着重油，有機塩素化合物，窒

素，リン等の環境汚濁物質の生成・分解に関与する生物

およびそれらの代謝・変換量等について研究を行った。

水環境工学研究室では，水文流出の物理モデルと土砂流

出の確立モデルを融合させた流域内農林地域での土砂動

態モデルを構築した。提案したモデルを釧路川支川久著

呂川流域の１９９５年の秋季洪水に適用した結果は，土砂

生産における流域面と河岸浸食の寄与について観測傾向

を十分説明しえるものと判断された。

　土壌環境研究室では，土壌中での無機・有機汚染物質

の挙動とその微生物影響についての基礎的研究を行っ

た。また，酸性雨の土壌・植生影響についても調査，研

究を行った。

　地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，岩盤内の地

下水の流動特性，地盤沈下観測システムの開発と観測に

ついての研究を行った。また，大深度地下水開発の環境

影響に関する基礎的研究を行った。

２�１�８　生物圏環境部

　生物圏環境部では分子レベルから生態系レベルまでの
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生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度

は奨励研究を含めて１７課題の経常研究を行った。また，

環境研究総合推進費による研究１課題，未来環境創造型

基礎研究１課題，重点共同研究１課題，科学技術振興調

整費による研究１課題，重点基礎研究１課題，文部省・

科学研究費補助金による研究５課題が推進された。

　環境植物研究室では，環境の変化が植物個体の生理プ

ロセスや，野外での生活，植物群集の動態などに及ぼす

影響を，栽培実験，フィールド調査，理論的解析などの

各方面から研究している。本年度は，高山に分布する植

物の生物季節と温度環境との関係の解析，乾燥地に生育

する植物の耐乾燥性，耐塩性などに関する生理生態学的

な研究，進化的な時間スケールのなかでの生物多様性の

動態についての理論的研究，温暖化環境化での植物の分

布域の移動のしかたについてのシミュレーション実験な

どを行った。

　環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果

たすピコプランクトンであるシアノバクテリアの１属

������������	属や，富栄養化した湖沼で大発生するアオ

コの�動態に関与するバクテリア，及び二酸化炭素やイ

オウの循環に関与する円石藻の分子系統学的研究を行っ

た。また，微細藻類の種および遺伝的多様性の解析や測

定手法の開発，及び多様性維持機構を解明するための遺

伝的マーカーの開発も行われた。

　生態機構研究室では，湿地生態系の構造と機能を解明

する研究を行った。まず，尾瀬沼に侵入した帰化植物の

コカナダモ群落の変動と在来水生植物の分布と底質調

査，尾瀬ヶ原の赤雪現象の分布調査と水の安定同位体比

による水循環の解析による発生解明研究を行った。ま

た，底生動物の調査が行き届いてない島嶼地域の河川に

おいて底生動物群集の調査を行った。南西諸島の生活史

が明らかになっていない淡水エビの数種について種の特

徴について明らかにした。さらに，河川渓流における自

然環境保全のための評価手法について検討した。また，

南西諸島の多様な立地において個体群を成立させている

海草類を中心に，各個体群形成種のバイオマスや分布の

変動を追跡した。

　分子生物学研究室では，様々な環境要因が原因となっ

て植物に生じるストレスとそれに対する植物の耐性機構

を分子レベルで明らかにすることを目的に，シロイヌナ

ズナの環境ストレス感受性変異体の単離とその解析を

行っている。これまでに単離した約５０系統の変異体の

うちオゾン感受性の８系統について，戻し交配による系

統の純化と優・劣性の解析を行い，さらに１系統につい

ては遺伝子座を決定した。

２�１�９　廃棄物研究部

　２００１年１月の中央省庁再編により，廃棄物行政が環

境省に一元化された。これに伴い，国立環境研究所にお

いても，２００１年１月に廃棄物研究部を新設し，廃棄物・

リサイクル研究を進めてきた。その目的は，循環型社会

における適正な廃棄物管理のあり方を考察・提案するこ

とであり，廃棄物の発生から再資源化・処理及び処分に

至るまでの様々な局面での廃棄物問題について，廃棄物

の発生抑制や資源化，有害物質の管理やリスク管理を念

頭においた基礎的な現象解明研究から対策技術やシステ

ムの開発や評価などの実用研究までを研究対象とした。

　本年度は，廃棄物管理計画，廃棄物資源化・処理，最

終処分工学の３研究室が，旧国立公衆衛生院廃棄物工学

部の研究を引き継ぎ，廃棄物試験・評価研究室において，

２つの経常研究課題を実施した。廃棄物管理計画研究室

では，廃棄物管理におけるリスクマネジメント及び情報

データベースに関する研究を中心に実施した。廃棄物資

源化・処理研究室では，廃棄物の資源化や処理に関する

要素技術の開発と，これらを含む施設の整備や運転管理

に関する試験研究・調査を核にすえて研究推進してきた。

最終処分工学研究室では，最終処分場のリスク削減に関

する技術開発やこれらにかかわる施設の整備，維持管理

及び監視に関する試験研究・調査を中心に実施した。廃

棄物試験・評価研究室は，廃棄物管理における各種試験

法の開発・評価，廃棄物本体又は処理過程で発生する有

害化学物質の分析・発生機構・挙動などの環境汚染に関

する試験研究・調査に取り組んできた。小型焼却におけ

るダイオキシン類の生成機構の解明に関する経常研究で

は，無機態の塩化ナトリウムがダイオキシン生成につな

がる可能性を明らかにし，その生成機構に関する考察を

加えた。

　そして，２００１年４月に発足の循環型社会形成推進・廃

棄物研究センターにおける循環型社会のあり方を基礎的

に，かつ政策対応的に研究する態勢の検討を行った。

２�１�１０　地球環境研究センター

　地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費

における総合化研究を推進している。総合化研究の研究
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領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェク

トと異なり，①個々の研究プロジェクトの成果を集約し

つつ，経済学，社会工学的手法を含む観点から総合的か

つ体系的に検討を行い，政策の具体的な展開に資する知

見を提供する「政策研究」，②「課題別研究」として分

野ごとに研究プロジェクトが推進される地球環境研究に

対し，これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通す

る研究領域を体系的かつ集中的に解析する「横断的研

究」，③個々の研究領域の重要性を地球環境問題の解決

という観点から総合的に評価する「リサーチ・オン・リ

サーチ」の三つの役割を有している。本年度は，以下の

２課題について研究を推進した。「持続的な国際経済社

会に向けた環境経済統合分析手法の開発に関する研究」

では�多国間経済モデルにおいて土地利用変化を分析す

るためのモジュールの開発�アジアの発展途上国におけ

る水資源利用と経済発展の相互作用のシミュレーション

及び���手法を用いた国際公共財の評価の試行などを

行った。「温室効果ガスインベントリーシステム構築の

方法論に関する研究」では�精度の高い温室効果ガスイ

ンベントリーシステムの構築を目標に�特にアジア地域

を中心にインベントリーの精度の向上方法の検討�およ

び�世界のインベントリー情報の収集整理と�インベン

トリーに関するネットワーク・システムの開発研究に取

り組んだ。いずれの研究も地球環境研究センターの併任

研究員�客員研究員等の研究者の協力を得て遂行してい

る。
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２�２�１　地球環境研究グループ

研究課題　１）昆虫の生活史・繁殖行動における集団内

変異性とその維持機構

〔担当者〕椿　宜高

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕昆虫のオスに見られる繁殖行動の集団内多型

現象に着目し，生活史の観点から繁殖行動に関する集団

内多型の維持機構を解明しようとする。多くの昆虫に集

団内変異として縄張り型・スニーカー型の繁殖行動を示

すことがわかっている。２型の共存は���理論から次

の２つの場合が考えられる。ひとつは個体のサイズや闘

争能力に依存して行動が決まる場合である。しかし，色

彩多型のような遺伝的に支配されている形態形質に依存

する行動多型はこの説明に当てはまりにくい。この場合

に考えやすいのは頻度依存淘汰による遺伝子型の平衡多

型である。しかし，縄ばり型とスニーカー型が共存する

集団には，頻度依存淘汰ばかりでなく，密度依存淘汰も

表現型依存淘汰も働き，その効果の程度は型によって異

なると考えられる。これらの両側面を考慮した上で多型

平衡の成立条件を解明する。

〔内　容〕オス成虫のオレンジ翅型と透明翅型の両者に

ついて，羽化時点から成熟後約２週間までの脂肪蓄積量

を比較した。その結果，資源を闘争によって獲得するオ

レンジ翅型は羽化して成熟に達するまでの約６日間，急

速に脂肪を蓄積するが，運動量の多さのためかその後急

速に脂肪を消費する。一方，闘争を避ける透明翅型は羽

化後の脂肪蓄積は遅いが，成熟後もゆっくりと脂肪を消

費することがわかった。このエネルギー獲得と消費の生

活史パターンの違いが集団内の変異の維持に重要な役割

を果たしていることが示唆された。

〔発　表〕��３３，��５５

研究課題　２）３次元モデルによる成層圏光化学－放射

－力学相互作用の研究

〔担当者〕秋吉英治

〔期　間〕平成１１～１５年度�１９９９～２００３年度�

〔目　的〕年々変化する温室効果ガス濃度やハロゲンガ

ス濃度の大気環境の中で，オゾン層の将来予測を行うた

めには，大気中の光化学過程，放射過程，力学輸送過程

の個々の過程を理解するのみならず，その相互作用を理

解することが必要である。そのために，オゾンホールや

極渦崩壊など，成層圏で起こる顕著な現象に対して，そ

の相互作用を考慮に入れた３次元モデルによる数値実験

を行い，相互作用に関する知見を得る。

〔内　容〕前年度ボックスモデル上で開発を行った，４

種類の極成層圏雲上で起こる不均一反応に関する計算ス

キームを，３次元光化学輸送モデルへ導入した。３次元

モデル内で生成される極成層圏雲の表面積などのチェッ

クを行い，不均一反応スキームが３次元モデルの中で正

しく働くことを確認した。

〔発　表〕��２，��５，��８６

研究課題　３）生息場所変化に応じた野生生物の分布動

態評価に関する研究

〔担当者〕高村健二

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕野生動物の年齢構成・性比・密度・個体変異

などの個体群構造と生息環境との関連を把握し，個体群

の遺伝的多様性がどのように維持されているかを明らか

にし，野生動物保全に役立てることを目的とする。脊椎

動物・無脊椎動物の自然個体群を選び，各個体群ごとの

個体群密度・生存率・性比・産卵数などを測定し，繁殖

成功度を比較することにより個体群内の形質変異および

遺伝的多様性の維持機構を解析した。

〔内　容〕つくば市の農耕地流下河川において，河川で

ふ化・成長・羽化し，周辺の森林で成熟し，繁殖のため

に河川に再び舞い戻るハグロトンボの個体群を調査し

た。個体識別標識法を用いて採集個体に標識を付けた上

で放逐し，その後の移動先を追跡・記録した。互いに最

低５００�離れた３ヵ所の森林で各々３０～４０個体を標識

して放したところ，森林間での移動は認められなかっ

た。これらの森林に２～３００�の距離で近接している河

川で個体数調査を行い，その際に標識個体を探索したと

ころ，おおよそ１割程度の個体を再発見することができ

た。再発見の場所は標識した森林よりも上流に位置する

ことが多かった。

〔発　表〕��２６，��４８
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研究課題　４）湿地性スズメ目鳥類の個体群動態に関す

る研究

〔担当者〕永田尚志

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕河川敷や湖岸に広がるヨシ原などの抽水植物

群落で繁殖するスズメ目鳥類の年齢構成，性比，密度な

どの個体群構造の変動と生息環境の変化の関連を把握

し，河川敷の生息環境が各種の個体群および種間関係に

及ぼす影響を明らかにする。最終的には，河川敷に生息

する鳥類群集および希少種のオオセッカの保全に役立て

ることを目的とする。

〔内　容〕河川の上流域に生息するセグロセキレイの標

識個体群を長期間にわたって追跡した結果，いったん定

着した個体は高い定住性を示し，年間の縄張りの移動距

離（繁殖分散距離）は７８�程度であり，雌雄差および

年齢差は認められなかった。ラック法で得られた成鳥の

年生存率の９５％推定幅は０�５８±０�０４であり，個体群中

の成鳥の割合（５３～６２％）とほぼ一致していて，安定

齢構成に近いと考えられた。

〔発　表〕��４４，��８４

研究課題　５）マルハナバチ導入に伴う寄生生物の持ち

込みに関する研究

〔担当者〕五箇公一

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕近年，化学農薬にかわる農業資材として，天

敵昆虫などの生物資材の利用が注目を集めつつある。人

体および環境へのリスクが大きく低減されることが期待

されているが，現在のところ，利用されている生物資材

のほとんどが外国産の輸入種であり，これらが野生化し

定着した場合，すなわち生物学的侵入が生じた場合，在

来の生物相に影響を与えることも懸念される。ハウス栽

培作物の花粉媒介昆虫として輸入されているセイヨウオ

オマルハナバチは世界中で大量に利用されており，一部

の国では野生化している。本種は日本でも年間５万コロ

ニーが輸入・販売されているが，検疫を一切受けておら

ず，国外の病原菌や寄生生物を持ち込む恐れがある。そ

こで，本研究では輸入マルハナバチ商品における寄生生

物の寄生状況の調査を行った。

〔内　容〕輸入商品の抜き取り調査を行った結果，ハチ

体内より寄生性ダニであるマルハナバチポリプダニを発

見した。このダニはハチ成虫の気嚢から口針をハチ体内

に差し込み，ハチの血液である血リンパを吸汁して繁殖

する。商品の平均２０％が感染していた。ダニに感染し

た個体と感染していない個体を同じ飼育ケースで飼育す

ると２週間でほぼ１００％非感染個体にもダニは感染し

た。また，このダニは日本在来のオオマルハナバチおよ

びクロマルハナバチにも感染することが示された。今後

輸入マルハナバチが野生化した場合，寄生性ダニも日本

在来のマルハナバチ個体群を浸食する恐れがある。今回

の実験結果は，ダニ以外の寄生生物の持ち込みの可能性

も強く示唆するものであり，輸入生物資材の検疫のあり

方を議論する必要がある

〔発　表〕��１３，��２９

研究課題　６）太陽掩蔽法における，新たなデータ処理

アルゴリズムの開発に関する基礎的研究

〔担当者〕中島英彰

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕地球大気における大気微量物質や気温気圧の

垂直高度分布を知ることは，地球温暖化などの把握やト

レンド予測をする上でとても重要である。その垂直高度

分布を得る方法として従来から衛星大気観測法である太

陽掩蔽観測法が使われてきた。従来方法では観測データ

から単層のスペクトルを取り出すことが難しかった。そ

こで単層スペクトルを取り出すアルゴリズムとして，コ

ンピュータトモグラフィーの原理を応用したフィルター

補正逆投影法を開発し，より容易で高精度な解析手法の

研究を行う。

〔内　容〕本年度には，まず最初に新データ処理アルゴ

リズムであるフィルター補正逆投影法の検証を行った。

その結果，この方式が十分実用的であることがわかっ

た。そのアルゴリズムを，実際の����が観測した可視

エアロゾル硝酸係数データに適応した結果，オペレー

ショナルな��������	�４�２０によるエアロゾルデータと

よく一致することがわかった。

〔発　表〕��３９，��５９，６３，６６，７１

研究課題　７）衛星センサー�����������Ⅱ�データ処

理におけるエアロゾル・非ガス成分及びガ

ス成分の同時算出に関する研究

〔担当者〕中島英彰

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕衛星からの大気リモートセンシングによっ
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て，ガス濃度とともに���を含むエアロゾル消散係数

及びノンガス成分を求めることは，衛星のデータを科学

的に利用していく上で大変重要な課題である。ここで

は，「滑らかさの度合い」といった新たな制約をデータ

処理アルゴリズムに加えることで，����������

���������非線形逆変換問題の解法に役立てていくこと

を試みる。

〔内　容〕本年度は，まず最初に������������の透過

率スペクトルを擬したシミュレーションデータの作成

し，このシミュレーションデータを用いて，滑らかさ度

合いの制約の強さの検討を行った。その結果得られた知

見に基づき，実験室から得られたいくつかのエアロゾ

ル・���の消散係数スペクトルを用いた検討を行った。

さらに，このようにして得られたアルゴリズムを，実際

の����データへの試験的適用することを試行的に行っ

た。

〔発　表〕��４２～４７，��４０，��６１，７３

研究課題　８）衛星センサー（����������Ⅱ）データ

処理における可視チャンネルからの気温・

気圧の導出に関する研究

〔担当者〕杉田考史

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕衛星からの大気リモートセンシングによっ

て，成層圏・中間圏の大気温度・気圧の情報を得ること

は，そこでの気温トレンド解析等を行う上で非常に重要

である。大気組成変動の影響は，対流圏よりもむしろ成

層圏の気温に敏感に反映されると考えられている。これ

までの二酸化炭素の放射吸収を利用した手法よりも高精

度な観測が要求される。本研究では，酸素分子の大気バ

ンドを利用した気温・気圧導出の高精度化を目的とする。

〔内　容〕高精度な大気温度導出のためには，その導出

アルゴリズムにおいて精度の高い各種パラメータの決定

が必要となる。本年度では，衛星センサー����の可視

分光器の軌道上での装置パラメータの評価を行った。ま

た，この時点で出版されていた最新の分子分光学的デー

タの入手を行い，これを利用した気温気圧高度分布の導

出を行った。さらに����から導出された結果を全球気

象グリッドデータおよび二酸化炭素の吸収を利用した衛

星検証データと比較・検討した。

〔発　表〕��４２～４７，��２５，��４６�
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２�２�２　地域環境研究グループ

研究課題　１）外因性内分泌撹乱物質に関する基礎的研究

〔担当者〕森田昌敏

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕人間と外因性内分泌撹乱物質とのかかわりに

ついて，社会地球科学的立場からの分析を試みる。

〔内　容〕外因性内分泌撹乱物質が人口，食糧，資源，

エネルギー，社会生活上の価値観等とどのようにかかわ

るかについて引き続き分析し，考察した。

研究課題　２）環境負荷低減のための都市規模と移動手

段のあり方に関する研究

〔担当者〕近藤美則

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕人が自動車等の交通手段を利用して移動する

ことによって，与えている環境への負荷は非常に大き

い。本研究では，経済的，社会的な障害を念頭に置きつ

つ地域の規模と利用目的に合致した移動手段およびその

実現に必要な要件を見いだすことを目的とする。

〔内　容〕現在の移動手段の利用状況を目的とともに調

査・整理する。つぎに地域の規模別に必要な移動手段を

提示するとともに，実現に当たっての問題点を整理す

る。そして移動手段の変更による環境負荷低減量につい

て定量的評価を行う。本年度は，前年度検討したデータ

収集システムを利用して乗用車の利用実態にかかわる

データを収集するとともにそのデータを平均速度，加速

度，距離等などを基準として分類・整理するとともに，

その特徴を抽出した。

研究課題　３）都市域における大気汚染現象のモデル化

に関する研究

〔担当者〕若松伸司

〔期　間〕平成７～１２年度（１９９５～２０００年度）

〔目　的〕都市域における大気汚染と発生源の関連性を

定量的に明らかにするために気象と反応を含んだモデル

の構築を行う。これを基に大気汚染の経年変化や地域分

布の特徴を把握することが研究の目的である。

〔内　容〕フィールド観測結果，大気汚染常時監視デー

タ，発生源データ等を総合的に解析し，都市域における

二酸化窒素汚染，光化学大気汚染，���汚染，

��２�５・���汚染などの特性を抽出するとともにこれ

らの特性を的確に予測・評価できるモデルを構築するこ

のモデルを用いて大都市地域における大気汚染の比較評

価を行う。本年度は長期間にわたる大気汚染トレンドの

解析と，��２�５・���モデルの予備的検討を行った。

研究課題　４）沿道大気汚染の簡易予測手法に関する研究

〔担当者〕上原　清

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕大都市における沿道大気汚染は，沿道周辺の

建物が作り出す複雑な市街地気流の影響を受ける。本研

究の目的は１）建物によって仕切られた道路空間の気流

分布を温度成層風洞を用いた実験によって明らかにし，

２）汚染濃度分布との関連を調べることによって，沿道

大気汚染の予測手法を開発することを目的としている。

〔内　容〕市街地の道路の基本的な構成要素であるスト

リートキャニオン内部の気流分布や大気汚染濃度分布

と，１）道路幅　２）周囲の建物高さ　３）大気安定度

などの条件との関連を風洞実験によって調べた。

研究課題　５）内湾域における底生生物の動態

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕海底には，様々な底生生物が生息している。

富栄養化した内湾において，特に底生生物の生物量が多

く，水質や物質循環に大きく影響している。本研究で

は，底生生物の現場における摂食・増殖を水柱の一次生

産と合わせて解析することで，彼らが内湾の物質循環に

いかに寄与するかを明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕瀬戸内海，播磨灘にある家島諸島において，

底生生物調査を行った。泥食性のオカメブンブクやイカ

リナマコといった棘皮動物が広い範囲で卓越し，前者は

底生生物群衆全体のバイオマスの３０％以上を占めるこ

とが明らかになった。また，チワラスボ（ハゼ科）が棘

皮動物についでバイオマスが大きかった。また，オカメ

ブンブクは冬に着底することも判明した。

研究課題　６）自然水系中における溶存フミン物質に関

する研究

〔担当者〕今井章雄

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕溶存フミン物質は自然水中の溶存有機物の

３０～８０％を占める。フミン物質は鉄等の微量必須金属

と安定な錯体を形成し，その存在状態に大きな影響を与
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える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係し

ているため，鉄等の金属とフミン物質との錯化反応を定

量化する必要がある。本研究ではその手法の開発を目指

す。

〔内　容〕溶存フミン物質と鉄等の錯化反応における安

定度定数と錯化容量を電気化学的手法（ボルタメト

リー）により測定する手法の検討を引き続き行った。

研究課題　７）環境ストレスの複合影響

〔担当者〕高野裕久

〔期　間〕平成１２�年度（２０００年度）

〔目　的〕生物は多種多様の環境ストレスの暴露を受け

るため，その影響は複合的結果として表現される。単一

の環境ストレスが悪影響を発揮し得ない濃度あるいは量

においても，他の環境ストレスが加わることにより毒性

が出現する場合も想定される。本検討では，ディーゼル

排気微粒子の経気道暴露が細菌毒素の併存により修飾さ

れるか否かを検討した。

〔内　容〕ディーゼル排気微粒子あるいは細菌毒素単独

の経気道暴露に比較し，両者の併用暴露は顕著に肺傷害

を増悪した。その相乗効果はディーゼル排気微粒子ある

いは細菌毒素を２倍量に増加して単独投与した場合に比

較しても有意に強かった。環境ストレスの複合影響は今

後の環境影響評価研究の課題であり，単一物質の毒性発

現に内在するメカニズムの解明とともに，他の物質の毒

性発現に関するシグナルとのクロストークの総合的解明

が急がれる。

研究課題　８）動物の遺伝的背景の特徴をいかした毒性

評価系の開発に関する研究

〔担当者〕曽根秀子

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００５年）

〔目　的〕実験動物に投与される化学物質の量は実際の

ヒト曝露量に比較し一万倍から百万倍と高い。生体影響

の動物からヒトへの外挿をより精度の高いものにするた

めには，実際のヒト曝露量により近いレベルでの研究が

望まれる。そのため，本研究では従来の健常動物ではな

く遺伝的背景の特徴を持った動物や遺伝子導入動物の特

徴を健康リスク評価に利用した影響評価系の確立を行

う。

〔内　容〕本年度は，���チップを用いたサブトラク

ションによる酸化ストレス応答遺伝子の探索を試みた。

���チップには，８７３２個のラット���クラスターが

のっているものを用いた。材料には，正常肝と銅の蓄積

により障害を受けている肝から抽出した全���を用い

た。その結果，両者での発現の差が増減している遺伝子

が７種確認された。それらの遺伝子群は，���メチ

レーション，ユビキチン化，酸化還元関連分子などで

あった。

研究課題　９）水中微量化学物質の分析方法に関する研究

〔担当者〕高木博夫

〔期　間〕平成９～１２�年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕現在の湖沼，河川水中の微量化学物質の分析

法では，化学物質濃度は採水時の瞬時値しか得る事がで

きないため，流出した総量を推定することは簡単ではな

い。本研究では，吸着剤の一定時間暴露による化学物質

の積算吸着量から総流出量を求める方法について検討す

る。

〔内　容〕本年度は，河川水の有機物除去に用いている

活性炭フィルターを用いた評価手法について検討した。

活性炭フィルターにおける内分泌かく乱化学物質として

疑われる農薬等の除去率の変動とその要因を検討した。

また，活性炭からの化学物質の回収方法について検討し

た。

研究課題　１０）セスジユスリカを用いた底質試験法の検討

〔担当者〕菅谷芳雄

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕����で検討されている底質試験法は，日

本特産のセスジユスリカを試験生物に認めている．とこ

ろが本種を使っての底質試験の研究例は多くなく問題点

の把握が十分でない．同ガイドラインに沿って実用試験

に入る前に他の推奨種との比較検討を行う必要がある．

本研究では，ガイドラインに沿って底質中の化学物質の

毒性評価を行う際の問題点を検討すると同時に，セスジ

ユスリカの生物特性に合った試験法の開発を行う。

〔内　容〕����ガイドラインがエンドポイントとし

ている羽化率について調べた結果，本種の対照区の羽化

率は９２％で，実験の成立条件を満たした。ただし，羽

化に要する日数をみると全体の１５％が平均日数より２

日以上遅れて羽化し，その原因として実験容器内の餌の

不均一性が考えられ，給餌方法の改良が必要となった。

その後，改良された方法では遅延個体が著しく減少した。
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研究課題　１１）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす内分泌攪

乱化学物質の影響

〔担当者〕多田　満

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕陸水域は多種多様な化学物質で汚染されてい

るが，これまでの研究から化学物質は致死濃度以下のレ

ベルでも生物相互作用系を撹乱し，生態系に予測し難い

間接的影響を及ぼすことが明らかになってきた。最近で

は内分泌攪乱化学物質によるとみられる魚類等淡水生物

に対する生殖異常が確認されている。本研究ではこれま

でに知見のほとんどない淡水無脊椎動物（甲殻類）を対

象にその繁殖に対する内分泌攪乱化学物質の影響を調べ

ることを目的とする。

〔内　容〕淡水無脊椎動物ヌカエビ（����������	
�����

���������）の抱卵メスに１７β�エストラジオールを

０�１，１�０，１０�μ����の濃度で暴露した結果，孵化後の稚

エビの生存率が５６�１～１０�１％まで低下した（対照

８２�１％）。生き残った成熟個体の性比（オス／メス）

は，１０�μ����の濃度で１�２３～１�８３と対照（０�８８）に

比べて高まった。

〔発　表〕��６６～６８

研究課題　１２）バイオ技術の環境適用における生態系影

響評価に関する基礎的研究

〔担当者〕矢木修身・森田昌敏・兜　眞徳・中嶋信美・

岩崎一弘・玉置雅紀・佐治　光��・�久保明弘��・

青野光子��・大坪國順��・内山裕夫��・　　　

冨岡典子��・向井　哲��・大井　紘��・　　　

須賀伸介��

　　　　　（��生物圏環境部，��水土壌圏環境部，
��社会環境システム部）

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕様々な産業分野において組換え生物が利用さ

れつつあり，環境保全分野においても，大気浄化植物や

有害物質分解微生物が開発され，これらの利用が期待さ

れている。しかし一方では，生態系への影響も懸念され

ている。本研究では，環境保全を目指したバイオ技術の

活用ならびにその安全性を評価することを目的に，各種

の環境浄化に関与する生物を開発するとともにバイオ技

術の安全性評価法について検討を行う。

〔内　容〕植物のストレス耐性にかかわる���合成酵

素のアンチセンス植物はオゾンによるエチレン発生，葉

の障害が減少することが示された。また，組換え植物の

挙動マーカーとしてホメオボックス遺伝子を植物に導入

し，葉の形が変化した系統を単離した。�一方，底泥中

より水銀浄化活性の高い微生物を分離し，その菌学的性

質及び１６������配列を決定し，��������属であると同

定できた。また，バイオリアクターを用いてその水銀除

去特性を検討した。

〔発　表〕��２５，２７，１０７，１０８，��１０９，１１０，１１３～

１３５，２７７～２８４

研究課題　１３）微生物分解機能を活用した環境汚染の評

価に関する研究

〔担当者〕矢木修身・岩崎一弘

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕テトラクロロエチレン（���），トリクロロ

エチレン（���），トリクロロエタン（���）等の揮発

性有機塩素化合物による土壌汚染が問題となっている。

汚染環境における汚染物質濃度，汚染物質分解微生物の

種類，数，分解能の関係を調べ，汚染状況と分解微生物

の関連を明らかにすることにより，汚染程度を評価する

手法を開発する。

〔内　容〕各地の���，���で汚染した土壌中におけ

る���及び���の自然分解速度ならびにポリ乳酸添加

による分解促進効果を調べ，有効性を確認した。汚染濃

度を測定する場合，現在の公定法である水抽出による分

析法では基準値以下の土壌が，オートクレーブ処理する

ことによりかなりの���，���の溶出が認められ，浄

化には含有量試験での評価が必須と考えられた。

〔発　表〕��２７８

研究課題　１４）環境中における微生物遺伝子の挙動に関

する研究

〔担当者〕岩崎一弘

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕近年，培養を必要としない分子生物的な手法

によって微生物生態を解明する試みがなされてきてい

る。本研究は環境中の有害物質分解菌の遺伝子の挙動及

び分解活性を解析するために，���（ポリメラーゼ・

チェイン・リアクション）法によるトリクロロエチレン

（���）分解遺伝子及びその����の環境試料中からの

検出・定量法を開発を試みた。

〔内　容〕Ｍ株の���分解活性を左右している分解遺
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伝子の産物である����を地下水試料中から定量する

ために，まず環境試料中からの微生物����の効果的

な抽出法を開発し，少量のＭ株菌体（１０�細胞）からの

定量的な回収が可能となった。

〔発　表〕��２６，��１１１，１１２

研究課題　１５）植物の気孔開度に影響を与える環境要因

の受容と伝達に関する研究

〔担当者〕中嶋信美

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２００１年度）

〔目　的〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい

る。本研究ではソラマメ孔辺細胞に浸透圧ストレスを与

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。

本研究では気孔開度へのリンゴ酸役割を明らかにするこ

とを目的とする。

〔内　容〕ソラマメの葉から表皮を剥離し，０�４Ｍマン

ニトール水溶液に表皮を浸し浸透圧処理とした。����

���������	
（����）の阻害剤を処理すると，リンゴ酸

の蓄積が抑えられ，気孔開度も低下した。また，����

のタンパク量が浸透圧ストレスによって上昇した。以上

の結果から，浸透圧ストレスによるリンゴ酸の蓄積は

����タンパク量の上昇に由来し，リンゴ酸が孔辺細胞

内浸透圧の上昇に作用していると考えられる。リンゴ酸

の合成に関わる酵素の一つであるホスホエノールピルビ

ン酸カルボキシラーゼの活性を測定したところ，わずか

だが上昇する傾向が見られた。現在，リンゴ酸の合成や

分解に関与するほかの酵素の活性に対する影響も分析し

ている。

〔発　表〕��２０９，２１０

研究課題　１６）シロイヌナズナのアスコルビン酸合成遺

伝子の環境ストレス下における発現に関す

る研究

〔担当者〕玉置雅紀

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕種々の環境ストレスによる植物の被害の多く

は，ストレスにより生じる活性酸素によって引き起こさ

れている。アスコルビン酸はその抗酸化作用により活性

酸素の消去に重要な働きを持つと考えられるが，植物に

おいてはそれらの遺伝子レベルでの研究はほとんど行わ

れていない。本研究ではシロイヌナズナよりアスコルビ

ン酸合成酵素をコードしている遺伝子を単離し，大気汚

染ガス下での発現解析を行う。また，この遺伝子を導入

した組換え植物を作製し，そのストレス耐性を検討す

る。

〔内　容〕前年度までにシロイヌナズナより単離した２

種類のアスコルビン酸合成酵素の遺伝子，������，

�����の発現を変化させた植物を作成するため，これ

らをセンス，アンチセンス方向につないだ導入用コンス

トラクトを作成した。これを����������	�
������法に

よりシロイヌナズナ���，���に導入した。その結果，

������のセンス系統，アンチセンス系統，�����の

センス系統，アンチセンス系統をそれぞれ，４９系統，

３９系統，６３系統，６４系統作成することができた。現在

これらのアスコルビン酸含量の解析を行っている。

〔発　表〕��２０８，２０９，

研究課題　１７）電磁界曝露によるヒト由来培養細胞の変化

〔担当者〕黒河佳香・石堂正美

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕細胞を用いた電磁界曝露実験で再現性の高い

陽性所見として知られている現象（��８２３株����７

の増殖へのメラトニンの抑制作用を５０ヘルツ磁界が阻

害する）が，どのような分子生物学的機序で起こってい

るのかを調べる。

〔内　容〕放射性物質での標識メラトニンなどを用いた

実験により，��８２３株����７の細胞膜表面に１�型の

メラトニン受容体の存在を確認した。また５０ヘルツ磁

界を照射することにより，この受容体を介すると思われ

る細胞内����濃度の変化が抑制されることが判明し

た。

研究課題　１８）有機錫化合物の中枢神経毒性に関する免

疫神経内分泌学的研究

〔担当者〕今井秀樹・兜　真徳

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕いくつかの有機錫化合物は中枢神経系を傷害

し，さらに免疫系および内分泌系に影響を及ぼす。有機

スズ化合物による脳・神経傷害のメカニズムは詳細には

わかっていない。本年度は，有機スズ化合物投与によっ

て引き起こされる脳内海馬領域における神経細胞死およ

び神経細胞再生について解析した。

〔内　容〕��������	�
���系雄ラット（６週齢）にト
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リメチルスズを一回投与し，投与後５日目に脳を採取

し，海馬領域におけるプログラム細胞死（アポトーシ

ス）を�����法にて，神経細胞再生を����取り込み

法によって観察した。その結果トリメチル錫投与ラット

の海馬領域ではアポトーシス陽性細胞が観察されたが，

特に歯状回下部錐体細胞葉においてその頻度は顕著で

あった。一方����陽性細胞は���投与ラットの海馬

領域全般において顕著であったが，その分布は必ずしも

アポトーシス陽性細胞のそれとは一致しなかった。

研究課題　１９）神経毒性指標としての脳アンキリンの分

子生物学的解析に関する研究

〔担当者〕国本　学・石堂正美・足立達美

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕細胞膜裏打ち構造を構成する蛋白質の一つ脳

アンキリン（��������）にはオルターナティブスプラ

イシングによって生ずる分子量４４０��と２２０��の少な

くとも２種類のイソ型が存在する。特に，胎児・新生児

期に発現のピークを迎える４４０����������	は，神経突

起の伸展，ミエリン膜の形成等への関与の他，神経細胞

傷害の高感度マーカーとしての利用の可能性も明らかに

なりつつある。本研究では，この��������の脳神経系

における生理学的意義を分子生物学的手法を用いてさら

に解析する。

〔内　容〕��������の生理的意義を明らかにするため，

培養神経細胞，あるいは実験動物（ラット，マウス）の

脳神経系を対象として，��������の発現を分子生物学

的手法を用いて人為的に変化させることにより引き起こ

される神経細胞或いは脳神経系の機能的・形態的変化を

解析した。

　今年度は，培養神経細胞（���１）において，神経細

胞に特異的なイソ型である４４０����������	の発現を特

異的に阻害するためのアンチセンス���の設計を行っ

た。

研究課題　２０）�暑熱とオゾンの複合暴露が感染防御能

に及ぼす影響に関する研究

〔担当者〕山元昭二・安藤　満

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕オゾン（���）による健康影響を考える場合，

夏期の暑熱は，���の生体影響を修飾する重要な要素の

一つとなることが予想される。しかしながら，暑熱と

���を組み合わせた生体影響に関する検討は十分でない。

本研究では，暑熱に着目し，暑熱と���の複合暴露が生

体の感染防御能に及ぼす影響について検討する。

〔内　容〕暑熱と���の複合影響を明らかにするために，

本年度は，前年度に引き続きマウスを種々の温熱条件下

で高温暴露後，吸入チャンバーで���曝露し，黄色ブド

ウ球菌や変形菌に対する肺の抗細菌防御能や気管肺胞洗

浄（���）液中の細胞・液性成分への影響について検討

した。その結果，高温と���の複合暴露によって肺の抗

細菌防御能への相加的な抑制影響が認められた。

〔発　表〕��１１６，１１７，��２９６～２９８�

研究課題　２１）埋立地浸出水の高度処理に関する研究

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・徐　開欽��

　　　　　（��水土壌圏環境部）

〔期　間〕平成７～１５年度（１９９５～２００３年度）

〔目　的〕社会活動の中で発生する一般廃棄物，産業廃

棄物は最終的に埋立地で処分される。この埋立地から発

生する浸出水には，重金属や近年問題となっているダイ

オキシン，内分泌かく乱化学物質等の様々な化学物質を

含んでいる可能性がある。そこで本研究では，水環境の

水質汚濁および生物への影響を与える可能性のある埋立

地浸出水の高度処理手法について検討・開発し水環境改

善を図る事を目的として行った。

〔内　容〕埋立地浸出水には有害化学物質が含まれてい

る可能性があり，処理における評価検討は必須である。

そこで動物細胞を用いた急性毒性にて埋立地浸出水なら

び処理評価検討を行った。その結果，本研究で用いた埋

立地浸出水では，細胞影響が示唆された。しかし，生物

活性炭処理やオゾン酸化処理等を行なった試料を細胞に

暴露した結果，いずれのサンプルについても細胞増殖が

見られず，有害化学物質の低減・除去が行われていた事

が示唆された。

〔発　表〕��３３

研究課題　２２）水質改善効果の評価手法に関する研究

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・徐　開欽��

　　　　　（��水土壌圏環境部）

〔期　間〕平成７～１５年度（１９９５～２００３年度）

〔目　的〕湖沼等における富栄養化対策としての高度処

理浄化槽の整備による水域改善効果および水域の安全

性・適正水質に関して生態系の観点から解析するため，
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単一生物種による生物培養系ではなく，生態系における

捕食・被食関係を含めた微生物間相互作用を有するマイ

クロコズムを用いることで，生態学的評価解析を行っ

た。

〔内　容〕農薬を散布した水田からの流出水が，自然水

域において水圏生態系にいかなる影響を及ぼすかを解析

するため，生態系の基本骨格を有するホールタイプマイ

クロコズムを用い，影響評価を行った。その結果，農薬

散布前の河川水でも構成生物種は影響を受けたことか

ら，サンプリング以前の農薬散布の影響が長期間残存し

ていた可能性やさらに上流における農薬散布の影響を受

けた可能性も示唆された。

〔発　表〕��８，９，��１０，４３

研究課題　２３）生物・物理・化学的手法を活用した汚水

および汚泥処理に関する研究

〔担当者〕稲森悠平�水落元之�松重一夫・徐　開欽��

　　　　　（��水土壌圏環境部）

〔期　間〕平成７～１５年度（１９９５～２００３年度）

〔目　的〕有用微生物を活用した生物処理と物理化学処

理との組合せにより汚濁の進行した湖沼，海域，内湾，

河川，地下水等の汚濁水，生活排水，事業場排水，埋立

地浸出水等の汚水およびこれらの処理過程で発生する汚

泥を，生物・物理・化学的に効率よく分解・除去あるい

は有用物質を回収する手法を集積培養，遺伝子操作等の

技術と生態学的技術を活用して確立する検討を行うこと

を目的として推進する。

〔内　容〕汚水からの生物学的窒素除去で極めて重要な

役割を演ずる硝化細菌の，リアクターへの大量安定定着

化と，活性向上のための検討を行った。その結果，硝化

細菌の活性の維持・向上のためには��の存在が極めて重

要であること，また厳寒期および高流入負荷時の硝化活

性低下への対応として，比表面積が大きなろ床表面への

効率的な硝化細菌の定着が極めて重要であることが明ら

かとなった。さらに，これらの窒素除去微生物の高密度

培養時には，特に酸素供給の効率化が重要であることも

明らかとなった。

〔発　表〕��１０，１１，１３～１９，２１，２２，��１１～

１６，１９，２１，２３～２６，２８～３２，３４～４０，４７，６２

～６５，７２，７３，８１，８５，８７～８９，９４～９８�

研究課題　２４）大気エアロゾルのウオッシュアウト現象

に関する研究

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔担当者〕西川雅高

〔目　的〕土壌，地下水への大気からの負荷を推定する

ため，寄与の大きい大気エアロゾルの湿性沈着量を探

る。

〔内　容〕国立環境研究所内の大気モニター棟におい

て，全降水の採取を行っている。その化学成分につい

て，イオンクロマトグラフィーで測定した。また，不溶

性成分は，分析法の確立をまって分析を行うため，ろ過

フィルターごと保存した。

〔発　表〕��２２０

研究課題　２５）霞ヶ浦の生物資源保護に果たす役割に関

する研究

〔担当者〕春日清一

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕霞ヶ浦及びその周辺は水・陸両環境を利用す

る生物が生活し，多様な生態系を形成している。これら

生物の存在や生活様式は知られていないことも多く，急

激な環境変化により野生生物が気付かれずに消滅する危

険性をはらんでいる。このような生物の生活を知り，で

きる限り記録に残し，保護することを目的とする。

〔内　容〕①霞ヶ浦の湖沼調査時，また随時生物に注意

を払い，多くの現象の発見に努力する。これら現象が重

要なものであれば記録として残す。②霞ヶ浦ではオオク

チバス，ブルーギルばかりでなく外来魚類であるペヘレ

イやアメリカナマズが定着，繁殖し生態系構造を著しく

変え，動植物や水質にまで大きな影響を与える可能性が

指摘された。

研究課題　２６）霞ヶ浦の湖岸植生帯の衰退とその復元に

関する研究

〔担当者〕春日清一

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕霞ヶ浦湖岸植生帯は壊滅的に破壊され，ほと

んど機能していない。この植生帯減少の要因を明らかに

し，回復手法を検討する。また湖岸植生帯の湖内生態系

の中で果たす役割を調べる。

〔内　容〕１９９３年から霞ヶ浦南岸に定点を設け，定位

置から毎月植生帯の写真を撮影した。抽水植物であるヨ
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シ帯は日常的に波による洗掘を受け，根茎が洗い出され

枯死する。根茎の洗い出しは水位が高位安定に保たれる

ことによって急速に進んだ。水中のヨシはシュートを横

方向に伸展することができず株化，高密度化し倒壊す

る。また渇水による水位の低下により沈水植物が繁茂し

た。このことは霞ヶ浦の水門閉鎖による水位安定が植生

帯の破壊を招いていることを示し，水位の変動操作に

よって植生帯が回復することを示唆した。

研究課題　２７）環境データの統計解析法に関する研究

〔担当者〕松本幸雄

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕環境に関するデータの多くは，繰り返し測定

が困難なこと，データの含む誤差の性質が様々であるこ

となど，特有の統計的特徴をもつので，データの取得，

解析，評価に独自の方法論を必要としている。この研究

は環境データから有効に情報を引き出すための統計的方

法を開発し，データ取得計画とデータ解析に適用するこ

とを目的とする。

〔内　容〕１）オゾン濃度の経年データを年次変化，季

節変動，偶然変動の各成分にわけ，各成分の経年変化の

地点による違いを検討した。

２）ある地域内の大気汚染測定局の年平均値と高濃度出

現頻度との間で良く見られる特徴が，その地域内の測定

局のある種の分布構造と対応していることを理論的に明

らかにした。

３）酸性雨モニタリングデータを用いて，列島レベルの

酸性降下物の地域変化と経年変化を解析した。また，地

球温暖化による大気汚染の健康影響の増加の検証可能性

を吟味した。

〔発　表〕��９９，１００，��２４３～２４７

研究課題　２８）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響

〔担当者〕平野靖史郎

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕微小粒子状物質は肺の深部に沈着し，様々な

呼吸器系細胞に影響を及ぼす。本研究では，肺胞腔内に

沈着した粒子状物質を貧食していると考えられている肺

胞マクロファージや，肺の炎症時に肺胞腔内に浸潤して

くる好中球の細胞機能の変化，上皮細胞や内皮細胞にお

ける炎症に関連する遺伝子の発現に関する研究を行い，

大気汚染物質の呼吸器に及ぼす健康影響評価を行うため

の指標を開発することを目的とする。

〔内　容〕肺胞マクロファージ，内皮細胞において粒子

状物質の曝露指標として最も重要な生体内分子の測定を

行った。具体的には�����アレーやサブトラクション�

����法を用いて粒子状物質やその抽出成分を曝露した

際，特異的に発現する遺伝子の検索を行った。

研究課題　２９）湖沼における有機物の物質収支および機

能・影響に関する予備的研究（奨励研究）

〔担当者〕今井章雄・松重一夫・木幡邦男・冨岡典子・

　　　　　林　誠二

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕１９８０年代中頃から琵琶湖北湖で注目された

湖水中の難分解性溶存���濃度の漸増現象は，その

後，十和田湖，霞ヶ浦，印旛沼さらには内湾の富山湾で

も観察され，遍在的な広がりを見せている。湖沼での溶

存有機物（���）濃度の上昇は，植物プランクトンの

増殖・種組成を含む湖沼生態系の変化，重金属・農薬等

の有害物質の可溶化，水道水源水としての湖沼水の健康

リスク上昇および異臭味等，湖沼環境に甚大な影響を及

ぼすと考えられる。湖沼環境保全上，緊急に，湖水中の

難分解性���の漸増メカニズムを定量的に解明する必

要がある。

　本研究の展望的目的は，平成１３年度開始特別研究

「湖沼における有機炭素の物質収支および機能・影響の評

価に関する研究」と同じく，湖水���の特性・起源，

湖沼生態系への機能・影響，湖沼における難分解性

���の主要発生源を有機炭素等の物質収支により明ら

かにすることである。本研究の限定的目的は，当該特別

研究の準備研究として，上記目的を達成するためのデー

タ収集，予備実験，情報収集を行うことである。

〔内　容〕本研究は，平成１３年度開始特別研究の予備

研究として実施された。以下に研究内容を記す。

　本研究は，有機炭素（���）を有機物指標として典

型的富栄養湖である霞ヶ浦における物質収支をとること

を目的とするマクロ的（フレーム構築的）研究と湖水溶

存有機物（���）の特性・機能評価，湖沼微生物群集構

造の解析等のミクロ的（知見探索的）研究に大別され

る。

課題１　湖における有機炭素収支に関する研究

　有機炭素（���），溶存有機炭素（���），難分解性

���，フミン物質等を用いた排出源原単位を求めるた
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めのサンプルを採取した。流域発生源モデルおよび湖内

モデルについての文献調査を行った。また，���物質

収支を取る際にモデル予測値と比較するために必要な

フィールドデータを湖や河川で取得した。

課題２　湖水溶存有機物（���）の特性・起源と機能・

影響に関する研究

　霞ヶ浦湖水から分離抽出したフミン物質を添加した培

地で，フミン物質濃度を変動させて，�����������	

��������	�と���������	��
���	���の増殖実験を行った。

結果，��������	
���はフミン物質濃度が高くなると増

殖が顕著に抑制されたが，一方，����������はフミン物

質濃度による増殖抑制は認められなかった。この結果

は，霞ヶ浦で起きた�����������から���������	��への優

占ラン藻種の遷移と整合する。

　霞ヶ浦湖心でコアサンプラーにより底泥を毎月採取

し，底泥間隙水中の���や栄養塩の底泥深さ方向の濃

度プロファイルを明らかにした。既存の報告とは異な

り，底泥間隙水中の���濃度が最も高くなるのは７～

９月ではなく，３～４月であった。

　霞ヶ浦河川流入湾部，湖心及び湖尻の５地点におい

て，����バンドパターンに基づく湖水中の細菌群集

構造の解析を行った。その結果，細菌群集は季節によっ

て著しい変化を示し，特に夏季に多様性が低下した。ま

た，バンドパターンを主成分分析解析した結果，春およ

び夏にそれぞれ特徴的な群集構造を形成していることが

わかった。

　���の特性を評価する手法として３次元蛍光光度法

の手法を開発・確立した。既存の分光蛍光光度計には３

次元蛍光を測定するメニュープログラムがないため測定

には多大な時間を労する。この問題を解決するために，

３次元蛍光光度測定用のオリジナル測定プログラム

（�����������	）を作成した。

〔発　表〕��６，７，１４�

研究課題　３０）瀬戸内海播磨灘における夏季連続環境モ

ニタリング（特別経常研究）

〔担当者〕中村泰男

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕内湾域の富栄養化およびその対策が，長期的

に見て，プランクトン群集にどのような影響を及ぼすの

かを知ることが本研究の第一の目的である。具体的に

は，１）富栄養化に伴い，窒素あるいはリンとケイ素の

比が増加することで，ケイ藻からベン毛藻への植物プラ

ンクトン種のシフトが起きる　２）ケイ藻からベン毛藻

へのシフトがクラゲなどのゼラチン質動物プランクトン

の卓越を引き起こす，といった仮説の検証を試みる。

　一方，内湾域における物質循環の解明は今後とも海洋

環境研究室が取り組まなければならないテーマである。

こうした立場からの研究を実りあるものにするために

は，現場環境のモニタリング，とくに有機物の鉛直フ

ラックスや底層での栄養塩回帰速度を細かいサンプリン

グ間隔で測定することが必要となる。そこで，本研究は

底泥をめぐる物質循環解明のための基礎的モニタリング

データを供給することを第二の目的としている。

〔内　容〕播磨灘，家島諸島の西島付近の定点（水深

２１�）において２０００年７月半ばから８月半ばにかけて，

連日環境モニタリングを行った。モニタリング項目は次

のとおり。

①物理的環境因子：水温，塩分，透明度

②化学的環境因子：栄養塩類，溶存酸素，植物色素

③生物的環境因子：バクテリア，ピコプランクトン，植

物プランクトン，微小動物プランクトン，ネット動物プ

ランクトン

　７月末の強風により，栄養塩が表層に供給され，これ

に伴い珪藻の赤潮が発生した。水塊が十分混合されてい

る場合にはケイ藻がベン毛藻を圧倒するという従来から

の予想が現場で示された。また，１９８４年から２０００年ま

でのデータの内，透明度，水温，栄養塩，クロロフィル

（植物プランクトン量の目安）の経年変動を調べたが，

明瞭な傾向は見い出されなかった。�
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２�２�３　社会環境システム部

研究課題　１）環境の認識構造にかかわる基礎的研究

〔担当者〕大井　紘・須賀伸介

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕環境認識のあり方の問題として，意味論的な

環境観の立場の理論的、実証的な整備を行う。また，こ

のような立場から、環境の評価のあり方を検討し，さら

には，その評価の根拠としての意味論的な環境観の重要

性を実証しようとする。一方，環境を社会的にどう認識

するかと，社会的な環境問題への意識の求心力の強さと

によって、環境学の構築の可能性が生じうることを，環

境学構築の論争を批判的に検討しつつ明らかにする。

〔内　容〕（１）通勤者に対するアンケート調査から，通

勤の負担を軸とした住居と勤務先との関係性において自

宅の環境の評価が成り立ち，住居の周辺状況による環境

指標では居住の環境は評価できないことを示した。（２）

勤務先・通勤時・自宅での気になる音・不快な音につい

ての通勤者の意識が，音のレベルよりもそのイメージに

強く規定されていることを示した。（３）環境学の構成の

ための要件を検討し，環境問題の求心力に基づくことを

示した。

〔発　表〕��９，��１０，��７

研究課題　２）環境政策が経済に及ぼす影響の分析

〔担当者〕日引　聡・森田恒幸

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕企業の汚染物質の排出を抑制する手段とし

て，自主協定の締結がある。これは，企業と住民との

間，あるいは，企業と政府の間で結ばれる汚染物質削減

のための，法的拘束力を有しない自主的な協定である。

本研究では，環境保全のための自主協定は，企業の環境

保全行動にどのようなインセンティブを与えるかについ

て分析し，自主協定の有効性について検討することを目

的としている。

〔内　容〕従来の研究は，規制的手段導入という

������がある場合，企業は協定の締結・遵守のインセン

ティブを有することを理論的に明らかにしている。

　本研究では，従来の理論が日本にあてはまるかを検証

するために，北九州市の事例を取り上げ，協定の締結の

要因を分析した。その結果，協定を結ばないことは，企

業の評判を下げ，その将来的な立地や生産にマイナスの

影響を及ぼすため，大きな企業ほど，協定の締結・遵守

のインセンティブを持つことが明らかになった。

〔発　表〕��２９，３０，��３６

研究課題　３）持続可能な発展を目的とした国際制度の

構築に関する研究

〔担当者〕川島康子

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕持続可能な発展という概念が注目され始めた

１９８０年代後半以来，地球環境関連の国際条約の採択，

新たな国際組織の設立，企業や環境保護団体等「国」以

外の主体の参加等，国際社会では急速な変化が見られて

きた。この一連の変遷は，基本的な国家関係を「対立」

から「協調」として見直す等，国際関係そのものの変化

としてとらえられている。本研究では，持続可能な発展

の実現に向けた国際制度の構築を分析し，今後の課題を

挙げる。

〔内　容〕気候変動問題に関する京都議定書交渉中に各

国から提案された排出量削減目標案を数量化し，その中

に見られる公平性の扱いを分析し，持続可能な発展に必

要な負担分配を検討した。また，国連環境計画

（����）の第３回地球環境見通し（����３）作成作業

に参加し，アジア・太平洋地域における環境の現状と今

後の見通しに関するデータを収集し，将来シナリオを作

成した。

〔発　表〕��１５

研究課題　４）物質循環社会に向けた環境負荷の評価と

施策に関する研究

〔担当者〕森口祐一・森　保文・寺園　淳・乙間末広

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕廃棄物の増加に伴う様々な影響が顕在化しつ

つある中で，廃棄物の排出抑制，再使用・再利用，リサ

イクルによる物質循環型社会への転換が求められてい

る。本研究では，環境負荷低減のためにモノの流れがど

うあるべきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む

評価手法によって探り，施策に生かすことを目的とす

る。

〔内　容〕環境負荷低減のためにモノの流れがどうある

べきかを，ライフサイクル・アセスメント等の評価手法

によって探る事例研究を実施した。事例として材料リサ

イクルおよびエネルギーシステムを取り上げ，生産，使

用，廃棄にかかわる環境負荷を解析，検討した。またラ
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イフサイクル・アセスメント手法の簡略化インベントリ

データの整備及びインパクトアセスメントについて検討

した。

〔発　表〕��３３～３７，４１，４３，��４２，４３，４５～４７，�

５０，５１

研究課題　５）地理・画像情報の処理解析システムに関

する研究

〔担当者〕田村正行・須賀伸介・清水　明・山野博哉

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕地球温暖化や森林減少のように広域化，多様

化している環境問題に対処するためには，観測点におい

て得られる物理，化学，生物等に関する数値情報に加え

て，人工衛星データ，地形データ，地図データなどの地

理・画像情報を有効に活用して面的分布情報を得ること

が重要である。本研究では，様々な地理・画像情報を利

用して，環境を解析し評価するための手法及びシステム

を開発することを目的とする。

〔内　容〕本年度は以下のように地理・画像情報を用い

た環境解析手法の開発を行った。（１）衛星トラッキング

と衛星画像解析を組み合わせた渡り鳥生息地の環境解析

（２）����衛星データを用いた東アジアの植生生産量

の推定と検証（３）衛星データによるサンゴ礁白化の検

出可能性の検討。

〔発　表〕��１９，��１６

研究課題　６）環境評価のためのモデリングとシミュ

レーション手法に関する研究

〔担当者〕須賀伸介・田村正行・清水　明

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕環境を定量的に評価する立場から，環境問題

に対するモデルの構築及びシミュレーションに関する基

礎的研究を行う。本年度は特に，環境現象のモデル解析

に関連する数値シミュレーション手法，統計的データ解

析手法について検討を行う。

〔内　容〕（１）複雑な形状の防音壁を想定した音場の数

値シミュレーションに対して精度のよい数値計算が可能

なシステムを開発した。また，（２）環境データの解析に

おける確率解析的手法の有効性について文献調査を行っ

た。

研究課題�　７）人間社会的尺度から見た景観価値の解明

〔担当者〕青木陽二・原沢英夫・藤沼康実��

　　　　　（��地球環境研究センター）

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕景観評価という現象は，ある環境条件から得

た視覚を中心とした刺激に対する，人それぞれの価値付

けである。環境計画で，良好な景観を計画の対象として

取り扱うには，この景観価値がどのように決まるのかを

解明する必要がある。知覚によって把握される景観は，

景域の気候や地形などの自然条件のほかに，社会文化的

や歴史的背景にも影響される。このような性質を持つ景

観価値の人間社会的側面について明らかにする。

〔内　容〕本年度は，最終年度であるので外国人の日本

の風景に対する評価をまとめ，イフラの東アジア大会で

発表した。風景評価の発達について人類の歴史と個人の

成長プロセスの観点から分析した。そしてどちらのプロ

セスにおいても時間をかけて発達してきたものであるこ

とが明らかとなった。また風景評価に関する研究をより

科学的なものとするための研究方法について提案した。

日本における八景の景観言語に関する研究を韓国庭苑学

会誌に発表した。

〔発　表〕��８，��１～５

研究課題　８）リモートセンシングデータを用いたサン

ゴ礁白化現象のモニタリング手法の開発に

関する研究（奨励研究�）

〔担当者〕山野博哉

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕サンゴ礁は，水産資源・観光資源としての重

要性とともに，地形（砂浜・洲島）を形成するという重

要性がある。近年，サンゴ礁が撹乱によって衰退してい

ることが報告され，水産資源・観光資源の低下，洲島の

消滅が懸念されている。撹乱のうちの大きな要素の一つ

として，サンゴに共生している藻類が高水温などのスト

レスにより放出され，サンゴの色が白くなってしまう白

化現象が挙げられる。現在のところ，白化現象の確認は

主に人の目視による現地観測によってなされているた

め，白化現象の起こった範囲を精確に確定することは難

しく，白化と水温などの環境要因との関連の議論は十分

であるとは言えない。したがって，広範囲でサンゴ礁を

モニタリングし，白化現象を検出する手法の開発が急務

である。サンゴ礁は水深が小さく，また，サンゴ礁域の

海水の透明度は大きいため，衛星によるリモートセンシ
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ングが非常に有効であると考えられる。本研究において

は，サンゴ礁を広範囲・高解像度で観測できる衛星デー

タを用いたサンゴ礁白化現象のモニタリング手法を開発

し，それにより継続的な白化現象のモニタリングを行う

ことを目的とする。

〔内　容〕衛星リモートセンシングにより観測される輝

度は，直接対象物によって反射された輝度のほかに大気

や海面反射になどよる輝度を含む。また，輝度は水深の

増加とともに減少する。これらの影響を評価するため

に，放射伝達モデルの検証と利用を行い，さらに，実際

の衛星データに適用してサンゴ礁白化現象を検出した。

第一に，雲のない���������	データにおけるサンゴ礁

内の砂地の輝度値と，大気中と水中における放射伝達モ

デルにより計算された値を比較し，モデルの妥当性を検

証した。第二に，これらの放射伝達モデルを用いてシ

ミュレーションを行い，衛星リモートセンシングのサン

ゴ礁白化現象検出能力を検討した。その結果，サンゴ礁

をはじめとする水中のリモートセンシングには青と緑の

波長域が有効であること，大気と海面反射の影響が適切

に除去できれば，水深の浅い礁原における大規模な白化

現象は，青と緑の波長域にバンドを持つ���������	

と，将来型センサである���������	
２によって検出

可能であることを示した。第三に，この結果を実際の衛

星データに適用した。沖縄県石垣島をテストサイトと

し，現地においてサンゴや砂地など底質のスペクトル測

定を行った。また，石垣島の過去１５年間における

���������	データを収集し，水中の放射伝達モデルを

用いて水深の影響を除去した。さらに，サンゴ礁域の輝

度値と外洋・砂地の輝度値を用いて大気と海面反射の影

響を除去する方法を開発し，１９９８年に起きた大規模な

白化現象を検出した。本研究により，衛星リモートセン

シングによるサンゴ礁白化現象のモニタリングが，理論

的のみならず現実的に可能であることが示された。

〔発　表〕��６９，７５～７７�
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２�２�４　化学環境部

研究課題　１）環境汚染物質の測定技術および測定手法

に関する研究

〔担当者〕相馬悠子・横内陽子・久米　博・藤井敏博

〔期　間〕平成２～１２年度（１９９０～２０００年度）

〔目　的〕環境を正確に把握するという立場から，環境

汚染物質の測定技術および環境の質を的確に計測し評価

するための計測手法の確立を目的とする。コンピュター

ケミストリーを含むシーズ的，先導的研究を行う。

〔内　容〕①��＋イオン付加反応を利用した質量分析

法による，���４�８の測定法を確立した。������２のマ

イクロ波放電プラズマ中に�３�４の存在を確認した。②

密度汎関数法により，ダイオキシン類の毒性評価システ

ムの開発を行った。③カーボキセン１０００とカーボパッ

ク�を用いた塩化メチル等低沸点化合物の常温吸着／

キャピラリー��／��法について検討し，再現性，直

線性について良好な結果を得た。④金採掘労働者の毛髪

中の水銀について����分析を行い，健常人に比べて１０

倍以上汚染されているものがいることがわかった。

〔発　表〕��３７～４２，��５８～６３

研究課題　２）底質，土壌中の有機化合物の存在状態及

び化学変化に関する研究

〔担当者〕相馬悠子

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕環境汚染に関する有機化合物の底質，土壌に

おける存在状態，化学変化の反応機構を調べ，環境汚染

物質の環境における挙動を明らかにする。

〔内　容〕昨年に引き続き，バイカル湖堆積物中のクロ

ロ フ ィ ル 分 解 生 成 物 で 安 定 に 残 留 し て い る

���������	�
������のステロール組成を調べた。そのた

めに，���������	�
������を����で分取した後，ステ

ロール結合を切断して����で定量する方法を検討し

た。また���������	�
������の安定性を検討するために，

バイカル湖堆積物中では，何百万年前まで検出されるか

を����測定から推定した。気候変動による植物プラ

ンクトン量の違いもあるが，５００万年前になるとかなり

減少しているのが見られた。

〔発　表〕��２４，��４６

研究課題　３）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変

動の解析に関する国際共同研究

〔担当者〕河合崇欣・柴田康行・田中　敦・高松武次郎��・

　刀正行��・相馬悠子・森田昌敏��

　　　　　（��水土壌圏環境部，��地球環境研究グループ，

　　　　　��　��地域環境研究グループ）

〔期　間〕平成７～１２年度（１９９５～２０００年度）

〔目　的〕同名の科学技術振興調整費総合研究課題（～

１９９９）の成果に関して，解析を進めるとともに終了評価

を受ける。次期研究課題の準備を進める。

〔内　容〕成果をまとめた。バイカル湖地域の過去１千

万年の気候変動は寒冷化，約２７０万年前から北半球氷床

の形成及び氷期ー間氷期サイクルが始まった。約百万年

前ころに温暖性樹種が消滅したが，新属の出現なし。湖

内では，ケイ藻の進化頻度増大，種の寿命短縮。

研究課題　４）加速器質量分析法の環境研究への応用に

関する基礎研究

〔担当者〕柴田康行・瀬山春彦・田中　敦・米田　穣・

植弘崇嗣��・森田昌敏��

　　　　　（��国際室，��地域環境研究グループ）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕加速器質量分析法（���）を環境研究へ応

用していく上で必要となる加速器やイオン源などの運転

技術，検出系の改良，試料採取，前処理技術等の確立，

改良を図るとともに，適用範囲を広げるためのハード，

ソフト両面の改良，新しい分析手法の開発等を行う，あ

わせて関連情報を収集，整理して今後の研究の発展の基

礎作りを行う。

〔内　容〕���のビーム調整法について再検討を行い，

新たな条件を確立した。����の測定の際の���による妨

害を減らすために，現在の検出系の一部を電気的に隔離

されたガス吸収チェンバーとして用いる改良案を飛程の

計算ソフト（����２０００）を元に設計し，試作を行って

基礎検討を開始した。バイカル湖底泥中の����，����の

測定並びに共同研究を実施した。

〔発　表〕��１５，１６，６２，��２４，２５，２８，８５

研究課題　５）環境中／生態系での元素の存在状態並び

に動態に関する基礎研究

〔担当者〕柴田康行・瀬山春彦・田中　敦・米田　穣・

　　　　　堀口敏宏

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕元素・物質の環境中での挙動，生態系循環の
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解明や毒性等の評価のためには，それぞれの元素の存在

状態／化学形態や局所的な存在／蓄積部位に関する情報

が必要である。一方，元素の同位体比は，元素・物質の

起源を探り，環境動態を追跡し，さらに生態系における

汚染物質の蓄積を解明する上で重要な手がかりを与えて

くれる。本経常研究では，そのための基礎研究を実施す

る。

〔内　容〕セレンの化学形態分析法の改良を進め，

������を利用した新たな手法を開発した。イカ肝臓中

の汚染物質の分析結果をとりまとめ，報告した。岩石，

土壌の風化過程を調べるため，酸溶解による斜長石の表

面状態変化を調べた。その結果，強酸性下での溶解で

は，二酸化ケイ素からなる表面溶脱層が形成されるが，

酸溶液の��が大きくなるとこの表面溶脱層は薄くな

り，��が鉱物表面へ集積される傾向が認められ，ケイ

酸塩鉱物風化メカニズムは溶液の酸性度に依存している

ことが分かった。霞ヶ浦での養殖による重金属動態への

影響を解析した。タンパク質の同位体分析による起源の

推定方法について，考古学試料を用いて検討を行った。

〔発　表〕��１３，２２，２３，２６，３１，３２，５７～５９，

��１５，３０，４３～４５，５１，５２，５４

研究課題　６）外因性内分泌攪乱化学物質の培養細胞を

用いたバイオ・アッセイ系の基礎的研究

〔担当者〕白石不二雄・白石寛明・佐野友春・彼谷邦光

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕環境中に排出される化学物質は生態系への影

響のみならず，ヒトへの性ホルモン作用としての影響が

危惧されている。比較的簡単に性ホルモン作用を検出で

きる系として，酵母にレセプターを組み込んだ試験系が

開発されているが，簡便性や汎用性といった面からは問

題点も多く，多数の化学物質や環境試料のバイオ・アッ

セイ系としては改良が必要とされている。

〔内　容〕本年度は前年度に開発した酵母エストロゲン

アッセイシステムを用いて，エストロゲン作用を抑制す

る化学物質（アンタゴニスト）を検出できる試験システ

ムの開発を試みた。アンタゴニスト試験はエストラジ

オールの活性をどれだけ抑制するかを測定する試験法で

あるが，アンタゴニスト物質の酵母への毒性を検出する

試験法と組み合わせ，評価することにより，化学物質の

エストロゲン・アンタゴニスト活性を測定することが可

能となった。

〔発　表〕��４２

研究課題　７）環境分析の精度管理に関する研究

〔担当者〕白石寛明・伊藤裕康・中杉修身

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕環境の状況の正確な把握のためには，適切な

サンプリング計画と高精度の計測法が必要である。本研

究では有効な精度管理を実現するために，検討すべき各

種要因を明らかにし，環境分析におけるサンプリング

法，計測法の高精度化を実現する。

〔内　容〕揮発性有機化合物（���）の季節変動，時

間変動が問題となると考えられ，当研究所の排水（原

水，処理水）のモニタリングし，分析精度，月変化の測

定を行った�年１～数回程度の測定では，その廃水処理

等の実務の内容によっては，クロロホルム等����濃

度は大きく変動することが判明し，常時モニタリングの

必要性が示唆された。また，環境試料中のダイオキシン

類（ポリクロロジベンゾ���ジオキシン類（�����）

とポリクロロジベンゾフラン類（�����））の分析法に

関する比較研究を当研究所で作製した環境標準試料を用

い，抽出，カラムクロマト等前処理，高分解能�����

による測定，データの解析，分析値の精度管理等を地方

自治体の研究所等と実施した。いくつかのダイオキシン

類分析法では精度管理上の間題点が示された。

〔発　表〕��４，５

研究課題　８）化学物質分析法のデータベース化に関す

る研究

〔担当者〕白石寛明

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕環境中の化学物質の測定法に対する現状の分

析法を要素技術で分類し，データベース化する。化学物

質の物理化学的性状と分析法における要素技術との関係

を整理し，既存分析法の統合や新たな分析法の作成に利

用できるようにする。また，有効な精度管理を実現する

ために，精度管理に及ぼす分析技術の各種要因を明らか

にし，環境分析における化学物質の計測法の高精度化に

資する。

〔内　容〕各種分析法における精度管理の現状を整理

し，問題点を明らかにするために，���の環境分析法，

食品および作物残留分析法，内分泌かく乱化学物質の分

析法，米国���の環境分析法などのデータベース化を
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引き続き行い，作成したデータベースの一部を本研究所

の化学物質データベースでインターネット上に随時公開

した。また，これらの分析法に付随する分析の検出下限

や精度管理に関する問題点を整理した。

〔発　表〕��２０，２１

研究課題　９）水生生物の内分泌撹乱並びに生殖機能障

害に関する研究

〔担当者〕堀口敏宏

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕いくつかの化学物質により生物の内分泌及び

生殖の撹乱が引き起こされることが知られており，一部

の野生生物においてはすでに異常が顕在化している。し

かし，国内の生物における内分泌撹乱や生殖機能障害及

びそれに起因する個体数減少については不明な部分が多

い。ここでは外因性内分泌撹乱化学物質（環境ホルモ

ン）の影響を最も受けやすい生物群と考えられる水生生

物を対象に内分泌撹乱の実態把握と原因究明及び機構解

明を行う。

〔内　容〕イボニシのインポセックスと体内有機スズ濃

度に関する全国調査を継続して行った。長崎県（対馬を

含む：９調査地点）では，７地点でインポセックスが

１００％のまま推移し，依然高率であった。相対ペニス長

指数（��������），輸精管順位（���）及び輸卵管の閉

塞による産卵不能個体の出現率ともに，前回の調査結果

（１９９８年）と比べて横這いないしは微減であった。な

お，野母崎町ではインポセックスが見られなかった。

〔発　表〕��４４，４７，４８，５１，��６４，６５，６７，６９，７０，�

７２，７４，７９～８１

研究課題　１０）藍藻の有毒物質（�����ミクロシスチン）

の代謝及び生体影響に関する研究（奨励研

究�）

〔担当者〕佐野友春

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕アオコの有毒物質による飲料水源及び湖沼の

汚染は世界中で問題となっており，昨年，���からも

ミクロシスチンの濃度について勧告がなされた。ミクロ

シスチンは藍藻が生産する環状ペプチドで，肝発がんプ

ロモーターであることが知られている。一方，藍藻が生

産するノジュラリンと呼ばれている環状ペプチドは，ミ

クロシスチンに類似した構造をしており，発ガン性があ

ると報告されている。本研究で対象としている���－

ミクロシスチンは，淡水産の藍藻が生産する環状ペプチ

ドで，ミクロシスチンとノジュラリンの中間的な構造を

しており，その生理活性が注目されている。本研究で

は，���－ミクロシスチンの代謝や生体影響について調

べ，ミクロシスチンとの相違を明らかにする。

〔内　容〕ミクロシスチンは，グルタチオンやタンパク

質リン酸化酵素等のチオール基と反応し，不可逆的な付

加物を生成することが知られている。���－ミクロシス

チンとミクロシスチンの代謝の相違を調べるために，グ

ルタチオンと���－ミクロシスチン及びミクロシスチ

ンを反応させ，その反応速度を調べたところ，ミクロシ

スチンはグルタチオンと反応したが，���－ミクロシス

チンは全く反応しなかった。ミクロシスチンのチオール

基との反応部位は���残基であるが，���－ミクロシ

スチンは���残基のかわりに，���残基が置換してお

り，メチル基が１つ余計についただけでも，反応性に著

しい相違が出ることが明らかとなった。このことから，

���－ミクロシスチン及びミクロシスチンが生体内にと

りこまれた場合，���－ミクロシスチンの方が細胞内残

留時間が長くなることが推察された。また，���－ミク

ロシスチンとミクロシスチンの生体影響の相違を調べる

ために，マウスに���－ミクロシスチン及びミクロシ

ス チ ン を 投 与 し，病 理 学 的 な 解 析 を 行 っ た。

�３�������マウスにミクロシスチン及び���－ミクロ

シスチンを週２回，２０週間投与し，その影響を調べた。

その結果，投与期間を通して，投与群と対照群との間に

体重の有意な差は見られなかった。また，ミクロシスチ

ン及び���－ミクロシスチン投与群ともに肉眼的には

顕著な腫瘍の形成は認められなかった。また，急性毒性

実験では，�３�������マウスに対しては，���－ミク

ロシスチンの方が半数致死濃度が高い（毒性が低い）こ

とが明らかとなった。

研究課題　１１）化学形態分析のための環境標準試料の作

製と評価に関する研究（特別経常研究）

〔担当者〕伊藤裕康・白石寛明・柴田康行・中杉修身・

　　　　　堀口敏宏・田邊　潔��・安原昭夫��・橋本俊次・

　　　　　山本貴士��・森田昌敏��・吉永　淳��

　　　　　（��地域環境研究グループ，��東京大学）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕標準試料は環境分析の信頼性を支える基準と
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なる物質であるが，環境汚染問題の多様化に伴い，さま

ざまな種類の環境標準試料が必要とされている。特に近

年は，微量の汚染物質の化学種や化学形態別の正確な分

析値を示すことが必要とされており，こうした分析値の

信頼性を確保するために「化学形態分析のための環境標

準試料」の作製と配布及び利用が必要不可欠となってい

る。本研究では，天然の環境試料等から標準試料を作製

し，その中に含まれる環境汚染物質（有機金属化合物や

有機化合物を対象とする）について化学形態別に保証値

を定めることを目的とする。

〔内　容〕環境標準試料���������	
１７「フライアッ

シュ抽出物」（平成８年度作製）に含まれるダイオキシン

類（ジベンゾ���ジオキシン類とジベンゾフラン類）の

共同分析をし，保証値を決定した。���������	
１８

「ヒト尿」（平成８年度作製）は，予備分析として，全セ

レンと全ヒ素の分析を共同分析機関を行い，トリメチル

セレノニウムイオン，ジメチルヒ素，アルセノベタイン

について保証値を決定した。���������	
１９「フライ

アッシュ粉末」（平成９年度作製）に含まれるダイオキシ

ン類の共同分析をし，保証値を決定した。また，

���������	
２０「湖沼底質試料」（平成１０年度作製）

及び���������	
２１は，「土壌試料」に含まれるダイ

オキシン類の共同分析をし，保証値を検討した。

　平成１２年度の環境標準試料は，センネンダイから採

取した耳石（約を１．４��）を用い，���������	
２２

「耳石試料」を作製した。大学，公的機関と炭酸カルシ

ウム中の元素分析について共同分析をし，保証値を検討

した。また，過去に作製した���������	
７は，ス

トックぎれのため，再作製を行い，���������	
２３と

して元素分析を検討している。

　平成１３年度に作製予定の���������	
２４候補とし

て，水質，生体試料，廃棄物関係等が上げられ，分析対

象物質は，特に要望の多いダイオキシン類，���，ク

ロルデン等有機化合物と，ストック分のない試料の再作

製が考えられている。

〔発　表〕��１２，��１�
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２�２�５　環境健康部

研究課題　１）環境有害因子の健康影響評価に関する研究

〔担当者〕遠山千春・小林隆弘

〔期　間〕平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕環境有害因子の毒性の有無，毒性発現機構の

解明，毒性評価および健康影響モニタリング手法に関す

る研究を推進する一環として健康リスクアセスメントに

関する文献調査を行い，健康リスクアセスメントの現状

の把握と今後の研究の方向性を探ることを目的とする。

〔内　容〕ガス状および浮遊粒子状物質の生体影響，ダ

イオキシンのリスク評価に関する文献レビュー，臭素化

ダイオキシンの健康リスク評価に関する���文書の翻

訳監修業務を行った。ディーゼル排気粒子の生体影響に

関する研究の文献レビューを行い中間とりまとめを行っ

た。

〔発　表〕��８，２９～３３

研究課題　２）気道の抗原提示細胞に関する基礎研究

〔担当者〕小林隆弘

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕ぜん息，花粉症などの原因に抗原に特異的な

抗体の産生がある。抗体の産生には多くの素過程があ

る。抗原提示の過程は抗体産生の初期の段階として重要

である。大気汚染物質を曝露したときに抗原提示にかか

わる細胞が気道においてどのような挙動をし，抗体産生

にかかわるかについて検討を行う。

〔内　容〕オゾンをラットに曝露したときの肺組織中の

細胞における抗原提示機能がどのような影響を受けるか

について検討した。オゾン曝露した肺組織中の細胞と感

作した動物からの�リンパ球を用いて抗原提示機能を測

定した。肺組織中の細胞の抗原提示機能が顕著に増加す

ることが明らかになった。生体が侵襲を受けたときそれ

に対応するため抗原提示細胞が素早く集まり提示機能を

高め，異物を処理し抗体を産生するべくリンパ節に移行

していく可能性が示唆された。

〔発　表〕��２９

研究課題　３）�細胞分化と抗原提示細胞との相互作用

に関する基礎的研究

〔担当者〕藤巻秀和・野原恵子

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕�細胞は免疫応答系の制御において中心的役

割を果たす細胞群である。抗原提示細胞との相互作用が

その分化に関与していることが近年明らかにされつつあ

るが，環境化学物質がこの相互作用に及ぼす影響につい

ては不明な点が多い。本研究は，環境化学物質の�細

胞ー抗原提示細胞間での相互作用への影響を明らかにす

ることを目的とする。

〔内　容〕ディーゼル排気暴露したマウスの肺胞洗浄液

中に浸潤してきた細胞を集めて抗原提示細胞上の情報伝

達の補助分子である��８０と��８６の発現について

����で検討した。炎症性細胞としては，マクロファー

ジ，好中球，リンパ球の集積がみられ，��８０と��８６

陽性細胞の比率は，ディーゼル排気暴露によりともに増

加しており補助分子の発現している活性化した細胞が増

加していることが明らかとなった。

〔発　表〕��３６，３７，��４８～５４

研究課題　４）環境因子の生体影響を評価するための遺

伝子導入動物を用いたバイオアッセイ手法

の開発

〔担当者〕青木康展・松本　理・佐藤雅彦・大迫誠一郎・

　　　　　石塚真由美・石村隆太

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕様々な環境化学物質による毒性発現機構を統

一的に説明することは，環境保健研究における重要な課

題である。ダイオキシン類や多環芳香族化合物などの化

学物質が生体内に取り込まれると，シトクロム�４５０な

どの一酸素添加酵素の作用により活性酸素種が発生し，

生体内に酸化ストレスを誘起する。この酸化ストレスと

毒性作用の関係を明らかにすることにより，化学物質の

毒性発現機構の解明を目指す。

〔内　容〕毒性発現に酸化ストレスが関与しているパラ

コートを投与したメタロチオネイン（��）の遺伝子欠

損マウスでは急性肺毒性が著しく増強され，��がパラ

コートの肺毒性の軽減に重要であることが明らかになっ

た。また，妊娠中期に極低容量の����を投与した

ラットでは胎仔の死亡率が上昇し，胎盤では���１�１

が上昇した。この胎盤では酸化ストレスに応答する熱

ショックタンパク質���２７の発現が上昇していること

が明らかとなり，酸化ストレスが起きている可能性が示

唆された。

〔発　表〕��１，３，４，６，８，１１，４２，�～６，９，１８，�

３１，４１，５５
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研究課題　５）���による生体の無侵襲診断手法の研究

〔担当者〕三森文行，山根一祐

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕�����������の手法を用いて，従来の諸方法

ではアプローチできない，生きている生体内臓器の代謝

機能等を無侵襲的に解析する方法の開発を行うことを目

的とする。生体内の臓器の機能を評価するための���

分光法，イメージング法の開発を行い，それを応用し

て，各種化学物質や，物理的環境要因が臓器の代謝機能

に及ぼす影響を明らかにすることを目指す。

〔内　容〕生体���分光計の機能向上のために制御用

コンピュータ，ラジオ波発信，受信系の改修を行った。

この結果，分光計の安定性の向上，測定条件の高速制御

等が実現できた。この結果，プロトン核の分光測定，イ

メージ測定の高度化が実現でき，エコープレイナー法を

用いた高速イメージングでは２０ミリ秒での画像測定が

可能となった。高速イメージング法における偽像軽減の

ために位相エンコード法の検討を行った。

〔発　表〕��５６

研究課題　６）マウスにおける行動毒性試験法の確立に

関する研究

〔担当者〕梅津豊司

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕環境化学物質の生体影響の評価を行う上で中

枢神経系への影響を評価することは重要であるが，その

ための方法論については現在のところ未整備の状況にあ

る。本課題では，環境化学物質の中枢神経系への影響を

個体レベルで無侵襲的に評価するために，行動科学的手

法の体系をマウスで確立することを目指す。

〔内　容〕植物の香り成分（精油）に抗不安作用がある

かどうかをゲラー型及びフォーゲル型コンフリクト試験

法により検討した。結果，バラの花から得られた精油と

ラベンダーの花から得られた精油に抗不安作用のあるこ

とが判明した。バラの花の精油の含有成分を�����で

同定し，各成分についてコンフリクト試験で検討したと

ころ，フェネチルアルコールとシトロネロールが抗不安

作用を有する有効成分であることが明らかとなった。

〔発　表〕��６，１５，��７，１０�

研究課題　７）環境保健指標の開発に関する研究

〔担当者〕小野雅司・田村憲治・宮原裕一

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕環境汚染による非特異的あるいは遅発的な疾

病の発生に関する監視が必要となり，今日新たな環境保

健指標の開発が要請されている。本研究では，利用可能

な既存情報，各種の健康調査及び健康診断データ等を統

合し，疫学研究のための環境保健指標の開発，疫学研究

デザインの開発・検討を行い，地域健康状況監視システ

ム，環境汚染の健康影響評価法の開発を試みる。

〔内　容〕収集した国保レセプトデータ，人口動態死亡

統計等について，データベースの整備をはかるととも

に，解析を行った。特に，死亡統計に関して，近年欧米

等で指摘されている微小粒子状物質等の急性影響を中心

に検討した。その結果，���等の大気汚染物質濃度と

循環器疾患，呼吸器疾患等による死亡数の日変動に明ら

かな相関が見られ，大気汚染物質濃度の上昇が死亡を増

加させる可能性が示唆された。また，��２．５曝露評価の

ための個人サンプラーの開発を行った。さらに，ダイオ

キシン汚染による健康影響に関して，全国のゴミ焼却施

設等ダイオキシン発生源のデータベース化をはかるとと

もに，死亡統計に関してより詳細な情報収集を開始した。

〔発　表〕��１２，１５，��２１

研究課題　８）ヒトのダイオキシン類曝露と子宮内膜症

に関する疫学的研究

〔担当者〕宮原裕一

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕動物実験の結果から，ダイオキシン類がヒト

近縁のサルに子宮内膜症を誘発することが明らかとなっ

ている。また，近年ヒトでも子宮内膜症の増加が示唆さ

れてきている。本研究では，ヒトのダイオキシン類暴露

量を明らかにすることを目的とし，ヒト生体試料中のダ

イオキシン類濃度の測定を行った。

〔内　容〕ヒト生体試料（羊水および胎脂）は，妊婦の

了解後，東京大学医学部産科婦人科学教室にて採取し

た。ヒト羊水および胎脂を定法に従い処理し，ダイオキ

シン類濃度を高分解能�����で測定したところ，それ

ぞれ湿重量あたり，０．０２１±０．０１５��������	
�，１．８３

±０．８５��������	
�であった。また，脂質あたりで

は，１２６�±２０３���������	�	
，１９．６±１０．１���������

�����であった。
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研究課題　９）��２�５の個人曝露モニタリングに関する

研究（奨励研究�）

〔担当者〕田村憲治

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕大気中の浮遊粉塵，特に微小粒子状物質

（��２．５）の個人曝露モニタリング法については，米国

を中心にサンプラーや手法が紹介されているが，日本に

おけるフィールド調査にそのまま適応できるものではな

い。特に���という基準は日本独自のものであり，こ

れまでの蓄積された環境測定データと��１０，��２．５と

の関連も明らかにする必要がある。そこで本研究では，

日本における調査手法とサンプラーの選択に関する基礎

的検討を行い，最適な手法を提案することを目的にす

る。特に，被験者の負担を左右するサンプリングポンプ

の小型化に対応するため，フィルター上の微量な捕集量

に対応した秤量機器と環境の整備（温湿度管理と静電気

対策など）を行う。

〔内　容〕携帯用小型ポンプは吸引流量が１～２���

程度と少ないため，捕集される��２．５重量は２４時間で

も１００μ��以下である。このような微量なフィルター重

量の増加を正確に測定するために，恒温恒湿の実験室に

秤量単位０．１μ��の精密電子天秤を購入・設置した。天秤

の秤量部には秤量に影響するフィルターの帯電を除去す

るためにα線を放出するアメリシウムを置いて秤量法の

改良を行った。

　これまで我々が用いてきた���個人サンプラーの捕

集特性を変更し，吸引流量１．５���において��１０と

��２．５を同時に分級捕集する改良型サンプラーを作成し

た。このサンプラーと海外において��２．５の個人曝露

調査に用いられているサンプラー，および��２．５の標

準的な測定法である���サンプラーとの並行測定試験

を川崎市内や横浜市内の屋外環境で行った。その結果，

改良型サンプラーは標準法との相関も高く，他の個人サ

ンプラー測定値に比べても��１０と��２．５同時測定，

取り扱いのしやすさ，費用などで最適なものであった。

　さらに，某大学院生を被験者にして個人曝露調査や家

屋内のモニタリングのテストを行ったが，既製の小型ポ

ンプは重量，大きさの点で一般住民での携帯には改善の

必要性があることなどが明らかになった。�
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２�２�６　大気圏環境部

研究課題　１）極渦の変動に関する基礎的研究

〔担当者〕中根英昭

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕モントリオール議定書とその改訂を中心とし

た国際的な取り決めに基づく協力によって，フロン等か

ら放出される塩素の成層圏濃度は２０００年頃をピークと

して徐々に減少することが見込まれるに至った。成層圏

オゾン層が成層圏塩素濃度に追随して回復するか否かを

決定する大きな要因の一つに極渦の強度がある。この数

十年間の極渦の変動を解明することが本研究の目的であ

る。

〔内　容〕本年度は，����再解析データから南半球の

渦位の強度等を導出し，その変動を北半球と比較した。

〔発　表〕��３８，３９，��８９

研究課題　２）大気中における物質輸送・循環の研究

〔担当者〕神沢　博

〔期　間〕平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕地球大気中における物質の輸送および物質循

環の研究を行う。温室効果気体，オゾンおよびオゾン破

壊関連気体，エアロゾル等の大気微量成分の物質循環

は，気候変動，地球環境にとって重要な要素である。

〔内　容〕温室効果気体であり，かつ，オゾンおよびオ

ゾン破壊関連気体である亜酸化窒素，メタン，水蒸気等

の長寿命の大気微量成分につき，主に極域成層圏を対象

として，主に人工衛星によって得られたデータを解析し

た。特に水蒸気に着目してその循環の様相を明らかにし

うるデータ質を衛星水蒸気データが備えているかどうか

の検討を行い，目的によって十分なデータ質を備えてい

ることを確かめた。

〔発　表〕��４～５，��２３～２６，２８，２９

研究課題　３）中緯度における大気中物質輸送について

の研究

〔担当者〕菅田誠治

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕中緯度対流圏においては高低気圧波動や

ジェットが存在し，複雑な物質輸送を引き起こしてい

る。中緯度は熱帯域から極域に至る南北循環の橋渡をし

ており，また，太平洋横断といった大陸・全球スケール

の東方輸送の担い手である。この中緯度での物質輸送に

関して季節変化等の基本的な性質を解明し，実際の物質

循環の理解を深める。

〔内　容〕化学反応を伴う物質の数値シミュレーション

を行う際に発生源における物質を与える高度分布を変え

ることによりそのインパクトを調べた。地上付近にのみ

分布する時間定常な鉛直分布と，各時刻で大気境界層上

端と判定された高度以下に混合比一様になるように鉛直

分布を与えた場合を比較し，１０００��以上の風下では発

生量の与え方による変化がほとんど現れないことがわ

かった。

〔発　表〕��２５，４５

研究課題　４）陸面大気間の水循環的相互作用の研究

〔担当者〕江守正多

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕陸上の降水がどのような条件により規定され

ているかを明らかにすることは，気候変動における降水

量予測などと密接に関連しており重要である。この問題

には，陸面の状態が降水により変化し，逆に降水過程が

陸面の状態に依存するという相互作用が重要な役割を果

たしていると考えられる。本研究では，陸上の乾湿の状

態と降水過程との相互作用が陸上の降水量をいかに規定

しているかを解明することを目的とする。

〔内　容〕様々な空間スケールと複雑さを持つ大気陸面

システムの数値モデルを用いた実験を行い，土壌水分量

とその空間分布が陸上の降水過程に及ぼす影響，降水過

程による土壌水分の変動，およびその結果として形成さ

れる相互作用について解析した。これに伴い，陸面の乾

湿の状態を適切に表現しうる陸面過程の数値モデルの構

築，大気モデルによる降水過程の再現性の検証とモデル

の改良などを行った。

〔発　表〕��１３，１４，２０，２１

研究課題　５）大気・海洋の大規模運動の乱流的性質に

関する研究

〔担当者〕野沢　徹

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕大気・海洋の大規模運動は本来３次元空間内

の運動であるが，地球が自転していることと流体が安定

成層していることにより，近似的に水平２次元の乱流運

動とみなすことができる。本研究では，大気・海洋の大

規模運動が本質的に持つ２次元乱流的な特徴を調べ，そ
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れらが気候システムにおいて果たしている役割について

解明する。

〔内　容〕����などの客観解析データおよび大気海洋

結合モデルによる長期積分データを解析し，大気・海洋

中のエネルギースペクトルの冪やエネルギーおよびエン

ストロフィーフラックス等の２次元乱流的特徴の気候変

動について検討を行った。

〔発　表〕��１６，９０

研究課題　６）エアロゾルの気候影響評価に関する研究

〔担当者〕日暮明子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年）

〔目　的〕エアロゾルの気候影響の重要性が認識されは

じめてきている。しかし，その気候影響評価に十分な全

球でのエアロゾル特性は明らかになっていないのが実状

である。本研究では，エアロゾルの気候影響評価をより

よい精度で行っていくために，衛星データを利用し，全

球でのエアロゾル光学特性の把握を行う。

〔内　容〕衛星搭載放射計の可視・近赤外データからエ

アロゾルの光学特性を推定するアルゴリズムを長期間

データに適用し解析を行っていく際には，センサーキャ

リブレーションが大きな問題となることが明らかになっ

た。そこでこの問題を解決するために，地上放射観測

データの収集を進めるとともに，キャリブレーション係

数の決定について，雲の反射率を用いた相対的な係数決

定法と直達放射データを用いた絶対値の決定について検

討を行った。

〔発　表〕��５１～５４，��１１３～１１８

研究課題　７）反応性大気微量成分の動態に係わる生

成・変換過程の研究

〔担当者〕酒巻史郎

〔期　間〕平成５～１２年度（１９９３～２０００年度）

〔目　的〕対流圏大気中に存在する様々な微量成分のう

ちで炭化水素や窒素酸化物は，太陽光の作用によって一

連の光化学反応を引き起こし，対流圏オゾンや酸性雨原

因物質の生成に密接に関係する。本研究ではこれら反応

性気体である炭化水素や窒素酸化物の動態解明の基礎的

知見を得るために，これらの大気中での分布を調査し，

その生成・変換過程について検討する。

〔内　容〕日本周辺のバックグランド地域での炭化水素

や窒素酸化物の測定を行い，それらの濃度分布とその変

動についての基礎的知見を蓄積した。また，それらの濃

度変動の原因を解明するために，大気の動態や発生源地

域との関係について検討した。

〔発　表〕��３０，３１

研究課題　８）インピンジングフロー法を用いた不均一

反応の研究

〔担当者〕高見昭憲

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕大気中においてエアロゾルは気相からの分子

の取り込みや，表面反応および液相反応を通じて大気組

成に変動を与える。気液界面での物質移動や反応機構を

明らかにすることは観測とモデルを結び付ける上で重要

である。本研究においては，インピンジングフロー法を

用い，検出にレーザー誘起蛍光法などを用いて不均一反

応における物質移動係数や反応機構を解明することを目

的とする。

〔内　容〕本年度はインピンジングフロー法とレーザー

誘起蛍光法を用いて����の取り込み係数を純水，擬似

海水，亜硫酸ナトリウム水溶液，ヒドロキノン水溶液な

どに対して測定し，取り込みへの液相反応の影響を検討

した。その結果，亜硫酸ナトリウム水溶液の場合，既知

の液相反応では取り込み係数の測定値を再現できないこ

とがわかった。

〔発　表〕��２５，２６，��６７，６８

研究課題　９）����を用いたラジカルの反応機構に関

する研究

〔担当者〕猪俣　敏

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕大気中においてラジカルは極めて反応性が高

いために様々な反応に関与しており，このラジカル反応

の機構を明らかにすることは，大気中での様々な現象を

理解するうえで必要となる。本研究においては，光化学

チャンバーを用い，検出に����を用いてラジカル反応

の機構を解明することを目的とする。

〔内　容〕芳香族炭化水素が大気中で酸化されていく過

程で生成する共鳴構造をもったラジカルの酸素分子との

反応性について調べた。大きな共鳴を持つペンタジエニ

ルラジカルと酸素分子の反応は室温付近で熱平衡が観測

され，６０℃�以上では反応しないことがわかった。これ

は，ラジカルの共鳴エネルギー分だけ安定された分，ラ
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ジカルと���との結合エネルギーが小さくなったためと

考えられた。

〔発　表〕��１，��１，３

研究課題　１０）光化学エアロゾル生成に関する研究

〔担当者〕佐藤　圭

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕大気中の炭化水素の光化学酸化過程で生成す

る二次汚染物質のうち，気体状物質だけでなく，粒子状

物質についても実験的に調べることにより，光化学ス

モッグの化学的変質過程の全体像を明確化することを目

的とする。

〔内　容〕試料として人為起源炭化水素の一つであるト

ルエンを用い，１５℃，２５℃および５０℃の温度において，

���存在下の光酸化により生成されるエアロゾルの体

積濃度の時間変化を調べた。温度により光化学エアロゾ

ルの収率は大差がないことが確認された。生成物分子の

エアロゾル相への凝縮率は高温であるほど減少すると予

想されるが，トルエンのケースでは凝縮率減少を上回る

エアロゾル形成分子の生成収率増加があることが示唆さ

れた。

〔発　表〕��４１

研究課題　１１）レーザー長光路吸収による大気微量分子

計測のための分光手法の研究

〔担当者〕杉本伸夫

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕レーザー長光路吸収法は野外の大気微量分子

の遠隔計測手法として原理的に高感度が期待される手法

であるが，赤外域の良好な波長可変光源が応用上の問題

点となっていた。近年，周期構造を持つ非線形光学素子

や半導体レーザーの開発が目覚ましく，これらを用いた

レーザー長光路吸収システムの新たな展開が期待されて

いる。本研究では，これらの新しい赤外波長可変光源を

用いて，その特性を有効に利用した分光計測手法を開発

することを目的とする。

〔内　容〕周期的な構造を持つ半導体レーザーである量

子カスケードレーザーについて，連続光動作およびパル

ス動作時の特性を調査し，大気微量分子の測定への応用

の可能性を検討した。量子カスケードレーザーは中赤外

域において従来の鉛化合物レーザーにくらべ飛躍的に大

きな出力が得られ，原理的には室温動作が得られる。実

際には連続光では冷却が必要である。また，パルス発振

の場合，パルスエネルギーは非常に小さく，また，周波

数のチャープも問題である。屋外の微量気体の遠隔計測

では光パラメトリック発振器などが現状では有望であ

る。

研究課題　１２）ミー散乱ライダーによるエアロゾルおよ

び雲の観測に関する研究

〔担当者〕松井一郎

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕大気中のエアロゾルの放射特性および雲の生

成にかかわる効果に関する情報を得るためのライダー

（レーザーレーダー）手法，ライダー装置，および解析

手法について研究する。

〔内　容〕１ミクロンと５００��の２波長におけるライ

ダー信号からエアロゾルに関する情報を求める手法につ

いて，海洋地球研究船「みらい」および長崎に設置した

連続運転ライダーを用いて検討した。観測結果では，後

方散乱係数の波長依存性は場所による変化が大きく非常

に有用であることが示された。また，偏光解消度の測定

と合わせて，ダストエアロゾルの識別だけでなく，混合

状態のエアロゾルの起源の推定に利用できることが示さ

れた。

〔発　表〕��５２，１２６

研究課題　１３）ミー散乱ライダーによるエアロゾルおよ

び雲の気候学的特性に関する研究

〔担当者〕清水　厚

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕地球温暖化等に関係する大気の放射過程を理

解するためには雲，エアロゾルの鉛直分布の観測が重要

であり，ライダーはそのための最も有効な観測手法であ

る。国立環境研究所では，つくばなどでの地上ライダー

観測や，海洋地球研究船「みらい」による観測を継続的

に行っている。本研究ではこれらのデータを解析し，エ

アロゾルおよび雲の気候学的特性を明らかにする。ま

た，連続観測データをエアロゾル気候モデルの検証や同

化に応用するための手法について研究する。

〔内　容〕つくばにおける連続観測データを解析し，消

散係数の鉛直プロファイルや雲の高度分布などに関し

て，その季節変化，経年変化などを明らかにした。また

つくばと長崎に設置された連続運転ライダーにリアルタ
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イムデータ処理ルーチンを付加し，観測と同時に大気の

状態の判定やエアロゾル消散係数の導出などを行ってイ

ンターネット上に画像ファイルおよび数値データファイ

ルとして公開するシステムを開発した。

〔発　表〕��１６，��４２，６２

研究課題　１４）大気中における微小粒子分散系の生成，

時間発展および沈着に関する研究

〔担当者〕福山　力

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕微量大気成分から気相－凝縮相転移によりエ

アロゾル粒子や微小水滴が生成し，粒子－気体および粒

子－粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を調

べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らかに

する。

〔内　容〕８月下旬から９月にかけて長野県大芝高原ア

カマツ林（平均樹高１４．７�）において野外観測を行い，

粒子状物質質量濃度の垂直分布を測定した。測定には光

散乱式エアロゾルモニターを用いて，４粒径区分：

��１，２．５，７，１０，４高度：１．５，６．４，９．７，１２．０�に

対するデータを得た。微小粒子��１の濃度はこの高度

範囲でほぼ一定（平均０．８μ�����）であり，オゾン等の

気相汚染物と異なり地表面に対しても樹木の葉に対して

も沈着速度が小さいことがわかった。

〔発　表〕��２，��９～１０，��６～１１，１１９～１２５

研究課題　１５）多相雲化学過程に関する基礎的研究

〔担当者〕内山政弘

〔期　間〕平成９～１４年度�１９９７～２００２年度�

〔目　的〕雲の物理・化学特性および過程は大気中の

様々な過程と深くかかわっている。例えば酸性質の沈

着，大気中の成分の酸化過程，大気放射過程などであ

る。雲と大気中の他の成分（エアロゾルやガス）との相

互作用を定量的に把握することを目的とする。

〔内　容〕深度４３０�の立坑において上昇気流により人

工雲を発生させた。坑底で化学組成の異なる凝結核を添

加することにより雲の濃度および粒径分布は著しく変化

する。このようにして発生させた密度の異なる雲（霧）

を用いて，樹木へのオカルト沈着量の定量測定を行っ

た。オカルト沈着は風向および枝の存否に依存しない

が，本年度は特に風速を０．５���から２���まで変化さ

せ，そのときの雲粒粒径の変動および，それによる沈着

量の変化を求めた。

〔発　表〕��８，１０

研究課題　１６）モニタリングステーションにおける大気

中のメタンと亜酸化窒素，一酸化炭素の連

続観測

〔担当者〕遠嶋康徳

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕国立環境研究所が落石岬と波照間島のそれぞ

れに所有するモニタリングステーションにおいて，温室

効果気体であるメタンと亜酸化窒素，さらに汚染空気の

指標となる一酸化炭素の大気中濃度の連続観測を行いそ

の変動を明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕１９９６年から２０００年にかけての大気中メタン

濃度の平均増加率は落石で年間４���，波照間で５���

であった。増加率の時間変動を詳しく調べると，落石・

波照間ともに１９９８年に増加率が一時２０������に達し，

１９９９年には�１０������まで減少したことがわかった。

波照間での亜酸化窒素濃度の１９９６年から２０００年にかけ

ての平均増加率は年間０．８���であった。亜酸化窒素の

増加率は１９９９年ころから上昇しており，２０００年の増加

率は約１������であった。

〔発　表〕��２９，��７６

研究課題　１７）同位体比測定を用いた対流圏温暖化気体

の動態解明に関する基礎研究

〔担当者〕高橋善幸

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕近年，二酸化炭素やメタンなどの温暖化気体

成分の大気中での濃度上昇の速度が一定ではないことが

わかってきた。この濃度上昇速度の異常がどのような原

因によって引き起こされているのかが議論されている。

大気中の温暖化気体の濃度とともにその同位体比を観測

することによって，濃度上昇速度の異常の原因を明らか

にするための基礎研究を行う。

〔内　容〕前年度までに開発された高精度測定手法によ

り，日本およびシベリア上空で採取された大気試料の二

酸化炭素安定同位体比測定を行った。大気二酸化炭素の

濃度上昇率は１９９８年に高く１９９９年に低くなっている

が、これに対応して炭素安定同位体比の低下率は１９９８

年に大きく１９９９年には小さいことが観測された。これ

は陸上生態系の正味の二酸化炭素交換量が両年で大きく

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



異なっていることを示唆する。

〔発　表〕��６６

研究課題　１８）縮退四波混合分光法による��２の直接

検出とエアロゾルへの取り込み係数測定に

関する研究（奨励研究�）

〔担当者〕高見昭憲

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕対流圏において炭化水素などの寿命を決める

��は，��存在下では���，���との反応により再生

される。このような��の連鎖反応を支えている���

は，ヘンリー定数が４０００�����と大きいため，エアロ

ゾル存在下では液相へ取り込まれ，間接的に大気組成に

影響を与えると予想される。しかし，���の水への取り

込み係数測定は，���が紫外域（２２０～２３０��）では光

解離を起こすため，直接，レーザー誘起蛍光（���）法

などの分光法を用いて測定することができない。このよ

うに，大気化学では重要であるが，光解離が起こるため

に，���法などの分光法を用いて測定できない分子は多

数ある。これに対し，縮退四光波混合（����）分光

法は分子の光吸収を利用するため，原理的には非常に多

数の分子に適用が可能と考えられる。

　本研究では，光解離を起こす分子，ラジカルの直接検

出法として縮退四光波混合（����）分光法の適用を

実験的に検討し，���の水への取り込み係数（実質的に

エアロゾルに取り込まれる割合を示す係数で，０から１

の値を取る）の測定への応用を試みる。

〔内　容〕取り込み係数を測定する方法として，インピ

ンジングフロー法を採用し装置を作成した。装置の概要

は以下のとおりである。上方より測定対象分子，およ

び，水蒸気を含むヘリウムガスを流し，同軸下方より純

水または��を調製した水溶液を流して，常に新鮮な液

界面が気相と接触する，安定な気液接触面を形成する。

定常的な気液の衝突面を通して進行する物質移動の結果

生じる，気液界面近傍の分子の濃度分布をレーザー誘起

蛍光法などの分光法を用いて測定する。濃度分布から

����の拡散と分子運動論的に記述される境界条件から

取り込み係数を求めることができる。

　作成したインピンジングフロー法の装置特性を調べる

ために，まず，レーザー誘起蛍光法を用いて，���の水

への取り込み係数を測定した。その結果���の水への

取り込み係数は１×�１０��程度と測定できた。これは既往

の研究と比較したとき，ほぼ一致しており，本装置で取

り込み係数の測定は可能であることがわかった。

　����法は高次の過程を含むためレーザー光の強度

が重要である。研究室所有の色素レーザーは性能上，紫

外域（２２０～２３０��）での出力が弱く，このレーザーで

の���の����法による検出は無理であった。

　���は４００��より短波長側で光解離がほぼ収率１で

起こる。光解離性分子の検出という点に注目し���の

代わりに���を用いて，光解離が起こる３５４��（���

レーザーの三倍波）の領域での検出を試みた。シグナル

は得られたが，非常に弱く取り込み係数を測定するまで

は至らなかった。しかしより強度の強いレーザー等を用

い，装置上の工夫をすれば，解離する分子に対して適応

可能であると考えられる。

〔発　表〕��７１�

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



２�２�７　水土壌圏環境部

研究課題　１）環境汚濁物質の水土壌環境中における挙

動に関する基礎的研究

〔担当者〕内山裕夫・冨岡典子・徐　開欽・越川　海

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕水土壌環境中において環境汚染物質の挙動お

よび生態影響を明らかにするために，これらの生成およ

び分解にかかわる生物を検索し，また汚染物質の代謝・

変換量等を計測・予測することを目的とする。本年度は，

水質浄化能を有した代替自然帯，かつ，浚渫ヘドロの有

効利用等を兼ね備えた「浚渫ヘドロを用いた人工ヨシ

原」の創出に先立ち，実水域で浚渫ヘドロ上にヨシ種子

苗を植栽して，ヨシ原創出の可能性を水質浄化能力から

検討した。

〔内　容〕浚渫ヘドロ上に砂または網状担体系を置いた

植栽場にヨシを植栽し，下水処理水を用いて浄化特性を

検討した。砂を植栽場に用いた系の窒素・リン除去能力

は，夏場では自然ヨシ原や他の人工ヨシ原と同程度で

あった。また，網状担体の系では窒素除去能力が大き

く，夏場では自然ヨシ原や他の人工ヨシ原の浄化能力以

上であった。さらに，ヨシ原創出時に植栽場構造を工夫

することにより，栄養塩類除去能力を高められる可能性

が示唆された。

〔発　表〕��５，７，１１

研究課題　２）流域水環境管理モデルに関する研究

〔担当者〕村上正吾・牧　秀明・林　誠二・中山忠暢・

亀山　哲

〔期　間〕平成８～１５年度（１９９６～２００３年度）

〔目　的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必須条件と

なるが，これらはトレードオフの関係にあり，その最適

解を求めることは容易ではない。本研究では，流域全

体，上流から下流への水と物質の輸送過程の物理・化学

的モデル化を進め，治水・利水・水環境の質と量にかか

わる個々の物理化学的機構の解明を行っている。次に，

これらの個々の機構が全系として影響を与える水界生態

系，陸上生態系を含む形で，流域の水環境の理解を進

め，水・物質・エネルギーの効率的な配分と生態系機能

の適切な管理を可能にする流域環境手法の開発を目的と

している。

〔内　容〕日本の場合，河道沖積地に人間の生産社会活

動が集中し，特に低平地における水と物質の輸送現象の

理解が重要である。本年度は流域開発の進行とともに釧

路湿原への土砂供給量が増加し，湿原の陸地化に大きな

影響を有する久著呂川流域を対象に，凍結融解の影響を

考慮した融雪出水時の土砂生産モデルを開発し，年間を

通しての土砂供給についての検討を行った。

研究課題　３）土壌中における無機汚染物質の挙動に関

する研究

〔担当者〕高松武次郎・越川昌美

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕湖沼堆積物は流域から流入する天然及び汚染

物質の量的・質的変動を記録しているので，その分析か

ら流域の環境変化を知ることができる。また，堆積物中

の物質分布を堆積環境（酸化還元，��，鉄・マンガン酸

化物量，有機物量など）との関連で解析することによ

り，環境での物質動態に関する基礎的知見を得ることが

できる。この観点から，バイカル湖表層堆積物の分析を

行った。

〔内　容〕堆積物の元素組成と水深との関係を検討し

た。流入形態は元素によって異なるため，濃度が浅い沿

岸部で高い元素と深い沖で高い元素がある。ハフニウム

は前者の，マンガンやヒ素は後者の代表である。した

がって，堆積物の元素組成は通常水深とともに変化す

る。バイカル湖は複数の湖盆を持つので，その関係は複

雑であるが，水深は１０元素の濃度の関数で表せた：　水

深（�）≒５００＋０．００１４［��］＋０．０９９［��］＋１５０［��］＋１６

［��］＋０．０３２［��］－０．２７［��］－０．１５［��］－４１［��］－

０．０２１［�］－２．０［��］（濃度は���，��０．９９１）。この関係は

古水深の再現などに利用できる。

研究課題　４）土壌中における微生物の挙動に関する研究

〔担当者〕向井　哲

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕土壌の特定孔隙（細毛管孔隙，粗毛管孔隙）

に入るような方法で接種した���分解菌が増殖・生残・

死滅する過程と土壌孔隙サイズの関係，およびその過程

に及ぼす有機資材の添加の影響を明らかにする。

〔内　容〕���分 解 菌（４．５×１０������乾 土）を，

向井の方法に準じて，山口水田土壌試料の細毛管孔隙，

粗毛管孔隙に接種し，次いで有機質資材（稲わら，堆

肥，厩肥）を添加・混和した後，２５℃�の暗所で２０週間培
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養して経週的に本菌の生残性を調べた。その結果，①い

ずれの処理区土壌においても，本菌の生残性は細毛管孔

隙に接種した方が粗毛管孔隙に接種した場合よりも高い

傾向があった。②本菌の生残性を土壌の処理区間で比較

すると，いずれのサイズの毛管孔隙に接種した場合に

も，生残性は稲わら区＞堆肥区＞厩肥区＞有機質資材無

添加区の順に低下した。

研究課題　５）土壌生態系における土壌微生物群集構造

の解析

〔担当者〕村田智吉

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕土壌生成過程の相違が土壌に生息する微生物

の群集構造に与える影響を明らかにするとともに，これ

ら微生物群集構造の相違が重金属等の汚染物質に対して

どのような挙動変化を示すものかをあわせて検証してい

く。

〔内　容〕土壌型の異なる試料の採取を行い，淡色黒ボ

ク土（つくば市小野川），砂丘未熟土（鹿島市小山），褐

色森林土（那珂郡山方町），褐色低地土（水海道市羽生

町）の４点をえた。土壌試料中の生菌数の測定方法を検

討し，�２�，１�１０����，１�１０��，１�１００��培地を

用いることとした。今後は各種培養処理間（例：重金属

添加など）による生菌数，微生物バイオマス量の変動お

よび１６������を用いた微生物群集構造解析を行うこ

ととする。

研究課題　６）地盤と地下水の環境に関する物理・化学

的研究

〔担当者〕陶野郁雄・土井妙子

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕地盤と地下水に関する環境問題について，物

理的・化学的な手法を用いてその実態を把握し，それを

解明することを目的として研究を行うものである。

〔内　容〕（１）前年度佐賀県白石町に新たに開発した

観測装置を用いた観測井を設置し，本年度から経常的な

観測を開始した。また，同様な方法で新潟県六日町に設

置した観測井において経常的な観測を続けている。ロ

ボットが歩行するために開発された材料などを用いて摩

擦力を低減させた装置を作製した。現在，検証のための

観測を行っている。（２）前年度に引き続き，非破壊ガ

ンマ線計測による鉛�２１０年代測定法の堆積学的応用の

問題点の検討を行った。東京湾の堆積物中のセシウム�

１３７の濃度分布を測定し，採取されたコアの表層より約

２０㎝�の位置にセシウム�１３７濃度のピークがみられ，こ

の層が１９６０年代前半と推定された。

〔発　表〕��１８，��２６

研究課題　７）水環境中における界面活性剤の挙動の解

明とその共存汚染化学物質の挙動や毒性に

及ぼす影響の研究

〔担当者〕稲葉一穂・矢木修身��

　　　　　（��地域環境研究グル－プ）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度�

〔目　的〕合成洗剤による水環境汚染は，排出量が大量

であること，分解により環境ホルモン物質が生成する場

合があること，さらには水に不溶の物質を可溶化してそ

の挙動を変化させることなど様々な問題を含んでいる。

このような諸問題点を検討するために，合成洗剤の主成

分である界面活性剤の挙動を支配する吸着性や移動性，

微生物分解性などを測定するとともに，水中及び底泥中

の界面活性剤が共存化学物質の挙動にどのような影響を

与えるかを検討する。

〔内　容〕前年度に引き続いて，殺菌洗剤の殺菌成分と

して使用されているトリクロサンの水への溶解度の測定

を行った。トリクロサンは水道水中の残留塩素により塩

素付加を受けるが，この反応により生じた３種類の化合

物はいずれも界面活性剤ミセルの共存により溶解度が上

昇することが確認された。

研究課題　８）地盤沈下地域の地盤調査（特別経常研究）

〔担当者〕陶野郁雄

〔期　間〕平成５～１２年度（１９９３～２０００年度）

〔目　的〕地下水を揚水すると，おおかれすくなかれ地

盤は収縮する。ある地域内で，複数の井戸で地下水を揚

水すると，地盤沈下を生じたところがある程度の面積に

達し，地盤沈下地域が形成される。このような地盤沈下

地域の実態を把握するためには地下水を揚水している帯

水層（砂礫層）のすぐ下に存在する難透水層（粘性土

層）までの地盤・地下水の情報を得る必要がある。しか

も，地盤沈下の将来予測や対策をはかるためには，１回

限りの調査ではなく，長期間継続して情報を得る必要が

ある。そこで，地盤沈下地域の地盤・地下水情報を得る

ことを目的として調査研究を行うものである。
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〔内　容〕ボーリング調査を行って，地盤沈下地域の地

盤構成および地下水の実態を把握する。なお，ボーリン

グ調査は隔年に行っている。前年度は行わなかったの

で，本年度は新潟県上越市新町公園内において深度

１１０�までボーリング調査を行った。その結果，深度

４．３�までが埋土層，４９．９�までが粘土と砂の互層から

なる沖積層，６４．０�までが沖積層の基底礫層（��層），

１０２．２�までが上部更新統，それ以深が礫層（��層）と

思われる。�
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２�２�８　生物圏環境部

研究課題　１）水生生物の繁殖に及ぼす化学物質の影響

評価試験法に関する研究

〔担当者〕畠山成久

〔期　間〕平成１２年～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕かつては農薬類により，魚類など各種の生物

が急性致死的な影響を被ったが，近年はそのような事例

は顕在しなくなった。しかし，環境ホルモンなど低濃度

で水生生物の繁殖に慢性的な影響を及ぼす化学物質の影

響が危惧されるようになっている。そのため，これまで

実績のある各種水生生物をベースに，そのライフサイク

ル試験法（試験生物・曝露法）と繁殖影響のエンドポイ

ント検討をし，有効な試験法の開発と行うこととする。

〔内　容〕ユスリカ，イトトンボ，チカイエカなどは，

水生昆虫の繁殖に及ぼすライフサイクルテストの試験生

物として好適と考えられ，すでに予備的な試験を行って

きたが，今年はさらに繁殖ケージの小型化などに改善を

加えた。���メダカでは，ふ化直後の餌が重要である

が，１週間程度淡水産ワムシを給餌することにより，良

好な試験結果が得られた。また，雌雄対でメダカの繁殖

影響を評価するためのる流水式曝露システムを開発し

た。

〔発　表〕��２１

研究課題　２）藻類群集におよぼす紫外線の影響

〔担当者〕笠井文絵

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕オゾン層の減少による有害な紫外線の増加

は，極地方ばかりでなく温帯域でも大きな問題になりつ

つある。紫外線は，例え現在のレベルでも植物プランク

トン群集に対して，生産量の抑制，種組成の変化，生化

学的構成成分の変化を起こし，食物網の初期段階に大き

な影響を及ぼすと考えられている。本研究では，比較的

紫外線量が少ない時期に藻類の増殖に及ぼす紫外線の影

響を調べた。

〔内　容〕フィルターで自然の紫外線を除去した条件を

設定し，藻類の増殖を自然の太陽光の下と比較した。紫

外線の影響を受けることが明らかな群集から分離した緑

藻１０株，珪藻３株，クリプト藻，藍藻各１株でのうち，

緑藻と珪藻の各１株が紫外線を除去した条件で明らかに

増殖が促進され，紫外線による増殖阻害が示唆された。

藍藻と緑藻８株ではむしろ紫外線の除去によって増殖量

が減少し，弱い紫外線が増殖に寄与していることが示唆

された。

研究課題　３）植物の光をめぐる競争関係および群落の

動態の解析

〔担当者〕竹中明夫

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕植物にとって光は生存・成長する上で必須の

エネルギー源である。植物群落のなかでの個々の植物の

生活を理解するためにも，また，個体間の相互作用の結

果として現れる群落の動態を理解するためにも，光をめ

ぐる個体間の競争関係を理解することが必要となる。本

課題の目的は，個体間の地上部の相互作用を光の奪い合

いのプロセスに注目して解析すること，個体間の相互作

用に基づいて群落の動態を再構成するシミュレーション

モデルを構築することの２点である。

〔内　容〕樹木の個体全体としての成長バランスも考慮

したモデルの開発を進めた。以前に測定した樹木の枝の

動態のデータは，個体全体が光不足の環境下におかれて

いる場合には，暗い環境下の枝も生残りやすいが，光が

十分にある環境下におかれた個体では，相対的に暗い環

境下の枝は死亡しやすいことを示している。この現象

を，個々の枝が個体内の有機物を引き寄せて生存，成

長，子枝の生産に使おうとする相対的な力の強さのバラ

ンスによるものと考えてモデル化した。

〔発　表〕��１０

研究課題　４）高山植物の実験植物化および生態的特性

解明に関する研究

〔担当者〕名取俊樹

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年人間活動の様々な影響が我が国の高山帯

のみに分布が限られている植物にも及んでいる。これら

の影響をできる限り正確に把握するためには，野外調査

に加え実験的検討が必要である。しかし，これら植物の

入手・栽培・繁殖の困難さが実験的検討を妨げている大

きな原因の一つである。そこで，これら植物についての

実験的検討を行うため，本年度は，まずこれら植物の温

室内での栽培法を検討した。

〔内　容〕我が国の北岳周辺（山梨県）にのみに分布が

限られておりいわゆる「種の保存法」に指定されていて

実験に必要な個体数の入手や環境制御温室内での栽培等
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が困難なキタダケソウを対象植物として，培養土を選び

かつ塩ビ管により株元を鉢面より上げることにより環境

制御温室内での栽培上大きな問題点の一つであった株元

の根腐れの発生が防止でき，環境制御温室内での栽培が

可能となった。

研究課題　５）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理

生態機能に関する研究

〔担当者〕戸部和夫

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕中国の半乾燥地域に生育している代表的な植

物種の乾燥環境あるいは塩性環境への適応機構を明らか

にし，砂漠化地域における植生の回復や砂漠化進行度の

指標の確立のために必要な基礎的知見を得る。また，こ

れらの植物種を系統保存するための技術の確立を図る。

〔内　容〕塩 性 化 土 壌 に 生 育 す る 潅 木���������

��������の幼植物の生育におよぼす異なる塩の影響を比

較した。その結果，１）��塩は��塩に比べ数分の一程

度の低濃度で幼植物の生育を阻害すること　２）��塩は

��塩や��塩の幼植物の生育阻害効果を低減させるこ

と等が明らかとなった。以上の結果から，塩性土壌中の

塩成分の組成が，この植物種の塩性環境での定着を決定

づける重要な要因であることが推測された。

〔発　表〕��１３，１５，１７，��１１

研究課題　６）植物による大気中有機汚染物質の除去能

の評価に関する研究

〔担当者〕戸部和夫

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕大気中に含まれる多様な有機汚染物質の長期

暴露が人間の健康に悪影響を及ぼすことが懸念されてい

る。一方，植物は，葉面の気孔を通じて多くの種類の大

気汚染物質を吸収することが知られている。そこで，植

物葉が，大気中のどのような有機汚染物質に対しどの程

度の除去能を持つかを明らかにするため，都市域の野外

に植栽されている樹木による代表的な有機汚染物質の吸

収能の評価を行う。

〔内　容〕樹木の葉による２種のアルコール（メタノー

ルおよびイソブタノール）および２種のエーテル（ジエ

チルエーテルおよびテトラヒドロフラン）の吸収速度の

測定を行った。その結果，２種のアルコールはいずれも

植物葉により継続的に吸収されるが，２種のエーテルは

いずれとも植物による吸収は認められないことがわかっ

た。ガス交換速度の解析の結果，植物葉によるアルコー

ルの吸収は気孔を介してのものであることが明らかと

なった。

〔発　表〕��１４，１６，��１２

研究課題　７）仮想的生物群集における多様性変動に関

する研究

〔担当者〕吉田勝彦

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕仮想的生物群集モデルを構築してコンピュー

ターシミュレーションを行い，その結果を解析すること

によって，生物間相互作用を介した生物多様性変動のメ

カニズムを明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕多様性が低い分類群はすぐに滅びると考えら

れているが，現実には「生きた化石」のように低い多様

性を保ったまま長期間存続する分類群があることが知ら

れている。本研究のモデルはこのようなクレードの再現

に成功した。解析の結果，これらのクレードは変異率の

低い種から構成されており，被食者クレードを持続的に

利用することによって安定した餌の供給を受けられるの

で，低い多様性を保ったまま長期間存続できることが明

らかとなった。

〔発　表〕��３２，３３

研究課題　８）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝

子の探索と機能解析

〔担当者〕佐治　光・久保明弘・青野光子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕植物は環境保全に必須であり，大気汚染や紫

外線などのストレス要因が植物に及ぼす影響やそれらに

対する植物の耐性機構を明らかにすることは，基礎・応

用の両面において重要である。特に環境ストレス耐性機

構については植物の様々な遺伝子が関与していると考え

られるため，それらの遺伝子の同定と機能の解明を目指す。

〔内　容〕シロイヌナズナの環境ストレス感受性変異体

の単離と解析を継続的に行うかたわら，代表的な生態型

４系統とシグナル伝達系変異体９系統のオゾンに対する

感受性を調べ，比較した。その結果生態型に関しては，

����０＞（����０，���０）＞����０の順にオゾン感受性が

高く，シグナル伝達系変異体については，���１�１（エ

チレン高生産系統）が高感受性を示し，それ以外の系統
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（���１�１，���２�１，���３�１，���４，���５�１，���７，���１�

１，���１�１）は，野生型と比べ顕著な差を示さなかった。

〔発　表〕��１，９，��１，２６～２８

研究課題　９）撹乱された移行帯生態系の修復過程に関

する研究

〔担当者〕野原精一・矢部　徹・佐竹　潔・上野隆平

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕人為的栄養塩負荷の解消のために行われた浚

渫事業によっていかに自然が損なわれ再び，もとの生態

系に回復するかという生態系影響の事後評価が十分では

ない。尾瀬沼では帰化植物コカナダモが，１９８０年代に

繁茂していたが近年忽然と大部分の純群落が消え，移行

帯の砂漠化が見いだされた。そこで，撹乱された湖沼移

行帯に今後シャジクモ等がいかに回復し，もとの生態系

に復元するかモニターを行い，シャジクモ等の回復に必

要な条件を見いだすことを目的とする。

〔内　容〕���を用いて尾瀬沼の水生植物の分布・底質

及び水質調査を実施した。１９９６年にカタシャジクモの

存在を再確認し，１９９９年にはヒメフラスコモを再確認

し，合計１８種の在来の水生植物が認められ，これまで

にコカナダモ侵入後絶滅した在来種はなかった。尾瀬沼

の湖水��は６．７～８．２の範囲にあった。一方湿原の７河

川は特に酸性であった。また，５河川の水温は他に比べ

低いことから流域の違いを詳しく調査する必要がある。

浅湖湿原などの湿原に由来する河川水の溶存有機物は高

い（３河川）が，最大の流入河川の大江川は溶存有機物

の濃度が低く，大江湿原からの有機物の流入は少ないと

考えられる。それと同様に湿原に由来する河川水のδ����

�値は他の河川より有意に重く（約１‰），河川水には泥

炭層の少し古い水が混ざっていると考えられた。また，

湿原に由来する河川水は硝酸濃度が低く，湿原で窒素が

取り込まれていると考えられた。河川水の硝酸濃度は湖

水より高く，流域からの自然の窒素負荷が尾瀬沼の窒素

循環を支えていると思われる。今後流量を測定して，尾

瀬沼の富栄養化の要因を明らかにする必要がある。

研究課題　１０）環境指標生物としてのホタルの現況とそ

の保全に関する研究

〔担当者〕宮下　衛

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００年度～２００４年度）

〔目　的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の

指標として親しまれているホタルやヒヌマイトトンボな

どの絶滅のおそれのある生物の生息する自然環境の保全

と再生について調査研究することを目的とする。

〔内　容〕全国各地の生息地で行った絶滅危惧種ヒヌマ

イトトンボの分布，塩分濃度，水環境，地形等の調査の

結果，ヒヌマイトトンボ生息地は立地から河川敷タイ

プ，可動堰タイプ，汽水湖タイプ，潮止池タイプの４タ

イプに分けられた。また，各タイプは生息地のヨシ原と

河川や湖沼，海との境界に堰堤や自然堤防が形成されて

いることで共通することを認めた。

研究課題　１１）河川に生息する底生動物の分類及び生態

に関する基礎的研究

〔担当者〕佐竹　潔

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕河川生物群集の主要な構成種であるカゲロ

ウ，カワゲラ，トビケラ，淡水エビなどの底生動物につ

いては，種名が決定されていなかったり，その生息環境

との関係が十分に解明されていない場合が多い。このよ

うな状況は，種々の影響評価を曖昧なものにし，より高

度な実験的解析を困難にしている。そこで，本研究では

底生動物に関する基礎的な知見を蓄積・整理することを

目的としている。

〔内　容〕亜熱帯島嶼の河川，西表島などでのフィール

ド調査により，淡水エビの生息を制限する環境要因とし

て水温などが関連している可能性が示唆された。また，

数種の淡水エビについて実験室内で飼育を行い，その生

育・繁殖条件について検討を行った。

〔発　表〕��５，６

研究課題　１２）底生動物の形態と環境要因との関連に関

する基礎的研究

〔担当者〕上野隆平

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕動物の形態には種間での差異や種内変異があ

り，運動・呼吸など生理的機能を持つ部位の形態は環境

要因に応じて変化することから，形態の変異の情報は環

境への適応のしくみを知る上で重要だと考えられる。ま

た，特に種内変異の情報は種の定義を明らかにするため

にも必要である。本研究では，十分に研究されていない

無脊椎動物の形態の種間・種内での変異と環境要因との

関連について調査する。
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〔内　容〕種の同定が難しいユスリカ属幼虫の口器の形

態を比較し，検索表作成での有用性について検討するた

め，４種のユスリカ属幼虫の口器の形態を���で観察

した。その結果これらの種については口器の微細形態だ

けで種の同定が可能だった。したがって，���の普及

を考え，従来同定に用いられてきた形態に口器の微細形

態を加えて検索表を作成することでユスリカ属の同定を

今まで以上に正確に行うことができると考えられた。

〔発　表〕��２

研究課題　１３）浅水域に生育する大型植物の個体群動態

評価手法に関する研究

〔担当者〕矢部　徹

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕埋め立て，護岸工事や油の流出事故は浅水域

の生物相に重大な影響を及ぼす。生物影響をバイオマス

など量的指標をもちいて評価する際に，それら量的指標

は通常期においても変動が大きく，工事や事故の影響か

どうかが識別しにくい。本研究では潮間帯や干潟をはじ

め浅水域の様々な大型植物の個体群動態から質的及び量

的指標の抽出を行い，それらの変動幅と相関を把握する

ことを試みる。

〔内　容〕海草藻場が点在する干潟において４９箇所の

等間隔な地点を設定し，航空写真および目視調査と底質

の物理・化学的環境の調査を実施した。計測された海草

被度と底質の有機物含有量，酸化還元電位や底質の流動

性の関係を解析した。海草類の被度が高い場所では有機

物含有量は高く，表層であっても還元的雰囲気を呈し

た。海草被度が低いところでは酸化的な雰囲気であり，

底質流動性が著しく高かった。大型植物の分布が底質の

物理・化学的環境に与える影響は極めて大きいことを明

らかにした。

〔発　表〕��１９，２９，３０

研究課題　１４）微細藻類の多様性解析に関する基礎研究�

（奨励研究�）

〔担当者〕河地正伸

〔期　間〕平成１２年度（２００１年度）

〔目　的〕微細藻類に関する多様性解析は，基本技術で

ある顕微鏡を用いた形態観察に加えて，培養技術や各種

染色技術の利用など，新しく開発された様々な技術を利

用することで行われてきた。最近では，分子生物学的技

術を応用したいろいろな多様性解析手法が報告されてい

る。中でも温度勾配ゲル電気泳動法（����法）は，

細菌類の群集レベルでの多様性解析で用いられるように

なり，自然界における微生物の多様性の理解に有効な手

段として期待されている手法の一つである。しかし微細

藻類では研究例が少なく，実際に自然界のサンプルを解

析するには，いくつかの問題点を事前に解決する必要が

ある。そこで����法を用いた微細藻類群集の多様性

解析の有用性を検証することを目的として本研究を計画

した。

〔内　容〕はじめに多様な微細藻保存株を用いて，

���の抽出条件の検討を行った。その結果生物種に

よって細胞の破砕のされ方，すなわち���の抽出効率

に差があり，野外試料から広範囲の生物群を対象として

���を抽出する際には複数の細胞破砕法を併用する必

要性が示された。一方，異生物混合サンプルから���

を抽出する場合，強固な細胞を対象とするビーズ破砕法

により，脆弱な細胞に由来する���の断片化がすすむ

ことで，���反応が影響を受け，種の検出が困難に

なった。

〔発　表〕��５～８，��４

研究課題　１５）植物に対するオゾン作用機構解明のため

の���キナーゼの解析（奨励研究�）

〔担当者〕久保明弘

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕光化学オキシダントによる大気汚染は，依然

として改善されておらず，都市域及びその周辺部で作物

や野生植物に被害を与えているだけでなく，山岳地域に

移行して樹木衰退の原因になっていると指摘されてい

る。この光化学オキシダントの主成分であるオゾンは，

植物の葉にクロロシスと呼ばれる白斑を形成したり，光

合成や生長を阻害したり，老化を促進したりする。しか

し，その作用機構は完全には解明されていない。特に，

植物が受容したオゾン刺激を遺伝子に伝えるシグナル伝

達系は，ほとんど研究されていない。植物に対するオゾ

ン作用機構の解明は，野生植物の診断や被害の将来予

測，植物を用いたオゾンのモニタリングや遺伝子操作に

よる大気汚染耐性・浄化植物の開発にも繋がる。植物に

対するオゾン作用機構を解明するため，植物が受容した

オゾン刺激を遺伝子に伝えるシグナル伝達系に着目し，

その中で中心的な役割を担っていると予想される���
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キナーゼと呼ばれる，タンパクをリン酸化する酵素につ

いて，オゾンやその他の刺激による活性化に関して解析

することを目的とする。

〔内　容〕本研究では，実験材料としてシロイヌナズナ

という野生種の植物体を用いた。���キナーゼの一種

である���１�２の活性型に対する抗体を用いて，シロイ

ヌナズナの葉の抽出液中に分子量４６���と４４���の

���キナーゼがあることが明らかになった。これらの

活性型���キナーゼは，ほとんど常に挙動を共にして

いた。シロイヌナズナに１５０，３００及び５００���のオゾ

ンを暴露したところ，濃度が高くなるほど活性型���

キナーゼが増加する傾向が認められ，５００���のオゾン

暴露では１０分以内に顕著な活性型���キナーゼの増加

が認められた。また，５００���オゾンの暴露時間が２０

分，３０分と長くなるにつれて，活性型���キナーゼが

増加していくことが明らかになった。オゾン耐性の異な

る４種の野生系統間の比較を行ったところ，５００���の

オゾンでは活性型���キナーゼの増加量に差がなかっ

た。また，葉面に水をスプレーする刺激によっても同様

の活性型���キナーゼが増加することが明らかになっ

た。エチレンシグナル伝達系またはジャスモン酸シグナ

ル伝達系に欠陥がある数種の突然変異体においても，活

性型���キナーゼのオゾンによる増加は起こった。ま

た，ジャスモン酸によって活性型���キナーゼが増加

することがわかったが，この反応はジャスモン酸シグナ

ル伝達系の突然変異体では起こらないことが示された。

これらの結果から，オゾンによる４６���と４４���の

���キナーゼの活性化はエチレンシグナル伝達系及び

ジャスモン酸シグナル伝達系を介さずに起こり，一方，

ジャスモン酸によるこれらの���キナーゼの活性化は

ジャスモン酸シグナル伝達系を介して起こることが明ら

かになった。また，活性型���キナーゼの増加時に，

４６���と４４���の���キナーゼのタンパク量が増加す

るわけではないこと，基質となるタンパクをリン酸化す

る活性が増加することが明らかになった。

研究課題　１６）生物多様性保全のための森林動態シミュ

レータの開発に関する研究（奨励研究�）

〔担当者〕竹中明夫・奥田敏統 �・五箇公一 �

　　　　　（�地球環境研究グループ）

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕森林の個体ベースモデルは，森林を構成する

樹木一個体ずつを区別してそれぞれの成長，繁殖，死亡

のプロセスを追うシミュレーションモデルである。過度

の抽象化をおこなわずに森林を表現するこのモデルは，

森林の構成要素に関する知識を統合する森林動態シミュ

レータとして使われてきた。これまでに開発されたモデ

ルは，樹種の特性と森林の動態との関係をさぐる生態学

的な研究や，木材収量の予測を行うためなどに利用され

てきた。しかし，このモデルの利用価値はこれらにとど

まるものではない。本研究では，森林の個体ベースモデ

ルを開発し，生物多様性の保全策を検討するためのツー

ルとしての利用法をさぐることを目的とする。既存のモ

デルの検討や利用可能なデータセットなどの調査を踏ま

え，あらたに個体間の遺伝子のやりとりまで再現する個

体ベースモデルを開発し，自然保護区のデザイン，人為

的な撹乱等の影響の予測，生物多様性を保全する管理手

法の検討などに生かして行く方法を考える。

〔内　容〕空間的なひろがりを明示的に取り扱う森林動

態モデルを開発した。樹種の特性についての定量的な

データが限られることから，特定の森林を定量的に再現

することよりも，森林というシステムの性質を調べるこ

とを主眼に置いた単純なモデル化を行った。森林を二次

元の格子で表現し，その各マス目に一個体の木が生育可

能であること，確率的に木が死亡してできた空き地は近

隣個体から散布される種子により埋められること，種子

の散布量は親木の近くほど多いことなどを仮定した。ま

た，種子の生産は環境条件によって変化し得るものとし

た。

　このモデルを使って，特別な共存メカニズムが存在し

ない場合に，ある限られた面積の中で，どれぐらいの数

の樹種がどれだけの時間共存可能なのかを調べた。その

結果，偶然による樹種の絶滅速度は森林の面積に非常に

強く依存すること，種子の散布距離が限られることは，

競争力が劣る樹種の存続を促進する方向に働くこと，種

子繁殖のためには同種の別個体から花粉が散布される必

要があることを考慮すると，一度少数者になった樹種の

絶滅確率が高まることなどを確かめることができた。

　次に，気候変動に伴う森林の構造と多様性の変化を調

べるために，格子の軸にそって温度勾配を設定し，種子

生産の温度環境依存性が異なる樹種を混在させたシミュ

レーション実験を行ったところ，数世代から１０世代の

あいだに，温度環境の勾配に沿って種の分布域の分離が

見られた。そのあとで，地球全体の温暖化を想定し，格
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子全体の温度を上昇させ，樹種の分布域の移動を見た。

すると，個体間の競争関係のために，分布域の移動速度

は，種子の散布距離と木の成熟時間だけから想像される

よりもひとケタからふたケタも遅くなった。分布拡大の

前線にたまたま多数生存している樹種が優占度を増し，

そこにいなかった個体は分布域を拡大できないことによ

り，樹種の多様性が減少するという現象が見られた。

〔発　表〕��７～９

研究課題　１７）微生物系統保存施設に保存されている微

細藻類株の分類学的情報の収集とデータ

ベース化に関する研究（特別経常研究）

〔担当者〕笠井文絵・河地正伸・広木幹也・清水　明

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕我が国で微細藻類を保存し公に分譲を行って

いる機関は他にほとんどなく，国立環境研究所・微生物

系統保存施設の公的保存機関としての役割が年々増して

いる。一方，最近の分子生物学，生理・生化学的分析技

術の進歩により，従来の形態観察では見落とされていた

差異や系統的類縁関係を明らかにすることが可能にな

り，微生物系統保存施設に保存されている微細藻類株に

ついても，新たな分類学的手法に基づいて分類学的見直

しを行い，最新の知見に基づく分類学的情報を提供して

いくことが求められている。このような期待に応えるた

め，微細藻類保存株の遺伝子情報，生理生化学的性質，

形態・微細構造学的性質を調査し，これらを併せて検証

することで保存株の分類学的見直しを行うことを目的と

する。また，この過程で新たに収集された株の特性を整

理し，既に整理されている産地，培養条件等の基本情報

とともに株情報のデータベースを作成する。

〔内　容〕１）分子系統学的アプローチとして真核生物

の系統解析に広く用いられている１８�����遺伝子の塩

基配列の解析を行った。��������	
�属，���������属，

��������	�
�		�属，������������属に分類されているが，

形態情報が少ないために種の同定が困難であった緑藻株

２０株について分析し，一部の株の種名を決定した。２）

生理・生化学的アプローチとして，やはり形態情報の少

な い 緑 藻 株，��������	
属，������������	
属，

�����������	属，����������	
���	�属など３０株の光合成

色素組成を，高速液体クロマトグラフィーを用いて測定

し た。３）形 態 学 的 ア プ ロ ー チ と し て，主 に

��������	
�属の１２株について電子顕微鏡を用いた微細

構造の観察を行った。また，様々な分類群に属する２００

株あまりの保存株の光学顕微鏡写真を撮影し，データ

ベース情報として保管した。�
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２�２�９　廃棄物研究部

研究課題　１）室内環境における悪臭物質の発生機構の

解明に関する研究

〔担当者〕安原昭夫

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕近年の悪臭苦情の多くが室内環境に由来する

化学物質から発生しており，加熱臭や腐敗臭，建材臭な

どが代表的なものである。この研究では化学物質過敏症

に関連した各種アルデヒド類に着目し，水系試料を対象

にした分析法を開発して室内環境での発生実態を明らか

にし，それらの物質の生成機構を解明するとともに，脱

臭対策の方法を検討する。

〔内　容〕アセトアルデヒド，アクロレイン，ベンズア

ルデヒド，グリオキサール，グルタルアルデヒドを対象

とし，一括分析法の開発を行った。分析フローは昨年度

分析法を再検討したホルムアルデヒドの分析フロー

（�����誘導体化）を基本とし，水試料，底質試料を

対象に分析マニュアルを作成した。定量下限値は水試料

で約１．０μ����，底質試料で約２０�μ�����であった。生物

試料では十分な回収率が得られなかった。

〔発　表〕��２８６，２８８

研究課題　２）小型焼却炉におけるダイオキシン類の生

成機構の解明に関する研究

〔担当者〕安原昭夫

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕焼却炉では燃焼部と排ガス処理部でダイオキ

シン類が生成することが知られている。研究の多くは全

体をひとつにして解析するために，ダイオキシン類の生

成機構について明確な部分が少ない。本研究では小型焼

却炉の燃焼部に着目して，塩化ナトリウムの塩素イオン

がどのような仕組みでダイオキシン類になるのか，を探

る。

〔内　容〕新聞紙に塩化ナトリウムを添加したものを小

型焼却炉で焼却し，その時に燃焼部で発生するダイオキ

シン類を測定した。無機イオンのマスバランスを調べた

結果，塩化ナトリウムからは塩化水素ではなく，塩素ラ

ジカルが飛び出して，ダイオキシン生成に繋がる経路が

あるらしいことを見いだした。また，低塩素化ダイオキ

シン類の分析結果を解析し，ジベンゾジオキシン類とジ

ベンゾフラン類の生成機構が違うらしいことを見いだし

た。

〔発　表〕��１１０，１１３，��２８９，２９１～２９４�
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２�２�１０　地球環境研究センター

研究課題　１）地球大気成分の衛星観測データ処理アル

ゴリズムに関する研究

〔担当者〕横田達也

〔期　間〕平成７～１２年度（１９９５～２０００年度）

〔目　的〕地球環境における大気内の成分変動を把握す

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必

要な情報を精度良く抽出するための計算アルゴリズムを

研究開発する。従来のアルゴリズムには，高速な簡便計

算法を用いるものや大量の厳密計算を行うものがあり，

本研究ではそれらを比較検討して，要求精度を満たす効

率の良い処理手法について研究する。

〔内　容〕本年度は，衛星センサ����の導出結果の信

頼性を示すエラーバーの統計量と，大気が静穏な時期の

観測結果のバラツキ（観測の再現性）とを比較し，理論

透過率計算に取り込まれていない要因等が透過率スペク

トルにバイアス的な誤差を生じ，エラーバーが過大評価

されることを確認した。また，����と�����Ⅱの理論

的な導出精度（気体別・高度別の感度解析結果）を比較

して，観測波長帯と装置の���等の相違に基づくアル

ゴリズムの性能評価を行った。

〔発　表〕��３４～４２

研究課題　２）衛星観測データによる大気微量成分の気

候値データベースに関する研究

〔担当者〕横田達也・中島英彰��・杉田考史��・

　　　　　笹野泰弘��・�中根英昭��・�神沢　博��・�

　　　　　松本幸雄��

　　　　　（��地球環境研究グル－プ，��大気圏環境部，
��地域環境研究グル－プ）

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕地球規模のオゾン層等の大気環境を把握する

ために，人工衛星により大気微量成分の高度分布が測定

されている。これらのデータを集約した「気候値データ

ベース」の情報は，大気パラメータの時間的・空間的変

動の特徴の把握に関する研究や，データ解析手法の妥当

性の検討に有用である。本研究では，国内外の衛星セン

サーによる実測データを中心に，統計的手法等を利用し

て，気候値データベースの作成と利用方法に関する研究

を行う。

〔内　容〕本年度は，衛星センサ����で整備されてい

る気候値データベースに，���，���などの代替フロ

ン等の高度分布情報とそれらのクロスセクション情報を

加え，光学分解能�０�２����で観測した場合の高度別の大

気透過率スペクトルチャートと個々の気体成分の吸収線

位置と強さの比較用チャートを数値シミュレーションに

より作成した。広く大気観測研究者がこれらのチャート

を利用できるように，結果を������に収録して国立

環境研究所研究報告にまとめた。

〔発　表〕��４７，��３９

研究課題　３）環境低負荷型オフィスビルにおける地

球・地域環境負荷低減効果の検証

〔担当者〕一ノ瀬俊明

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕地球環境保全に配慮した建築手法として，地

球温暖化防止に有効な熱負荷低減のため様々な手法が先

進国で開発・適用されており，日本においても積極的な

対応が必要となっている。本研究では，一見矛盾した概

念とも見える日射遮蔽と自然光利用の併用の可能性を中

心的なテーマとし，地球温暖化対策国際研究棟各部位に

取り入れられる様々な環境保全手法の成果をモニタリン

グにより検証する。

〔内　容〕個別技術毎の省エネルギー性，環境負荷低減

性の検討比較，及びこれら対策システムを含めた建物の

���評価を行うため，国立環境研究所，東京理科大学，

建築研究所，資源環境技術総合研究所，建設省大臣官房

官庁営繕部よりなる検討会を立ち上げ，測定の具体につ

いて議論を進めた。なお本研究は新規課題としての採択

に伴い，平成１３年度より　２．３�環境研究総合推進費

（地球環境研究）に移行する。
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２�３�１　オゾン層の破壊に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：鷲田伸明・今村隆史・秋吉英治・

中島英彰・杉田　孝

地域環境研究グループ：中嶋信美

化　学　環　境　部：中杉修身

環　境　健　康　部：遠山千春・小野雅司・青木康典・

藤巻秀和

大 気 圏 環 境 部：笹野泰弘・中根英昭・神沢　博・

畠山史郎・猪俣　敏・杉本伸夫・

松井一郎

廃 棄 物 研 究 部：酒井伸一・大迫政浩

地球環境研究センター：横田達也

客員研究員３名，共同研究員５名

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕モントリオール議定書などに基づくオゾン層

破壊物質の排出規制の結果，成層圏中のフロン・ハロン

をはじめとした有機ハロゲン化合物濃度は現在ほぼピー

クに達しており，緩やかな減少傾向に移りつつある。し

かしながらピナツボ火山噴火に伴うオゾン層破壊の増幅

や１９９０年代に入ってからの北極域での急激なオゾン破

壊の進行を始め，南極オゾンホールの規模拡大や中緯度

域での長期減少トレンドの継続などはオゾン層がハロゲ

ン濃度のみに依存しているわけではないことを示唆して

おり，回復を遅らせる要因を明らかにすることが望まれ

ている。また，オゾン層破壊の進行により地上に降り注

ぐ紫外線量が増大していることがこれまでの地上ならび

に衛星データの解析から明らかになってきており，今後

懸念されるオゾン破壊の長期化がもたらす紫外線増大・

長期化の影響評価とその定量がますます必要となってい

る。一方，規制対象物質の一部には大気中濃度の減少が

期待されるほど進んでいないものもあり，排出抑制に向

けたシステムの構築が望まれている。

　そこで，地球環境研究総合推進費では，これまでのオ

ゾン層変動の定量化と今後のオゾン層の回復をコント

ロールし得る要因の機構解明を行うこと，オゾン層破壊

物質の規制をより確実かつ効果的にするための技術・社

会システム設計，衛星を用いた今後のオゾン層監視のた

めの計測およびデータ処理システムの構築を行うこと，

長期化が懸念されるオゾン層破壊による人の健康ならび

に生態系への紫外線影響の定量化を行うことを目的とし

ている。

〔内　容〕

（１）オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関する研究

　北極域でのオゾン層破壊実態の観測，長期の極渦変動

トレンドの解析，温暖化ならびに大気組成変動に対する

オゾン層の応答を予測するための３次元モデルの開発と

その充実のための化学・物理過程の解明を行う。

（２）オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑制システ

　　ムに関する研究

　オゾン層破壊物質や地球温暖化に影響する代替物質に

ついて，大気への排出を従来より大幅に削減するための

使用・回収・分解・代替の現実的な新しい技術システム

を開発・確立すると同時に，それら技術を実用化するた

めの技術・社会システムの現状を解析し，改善方法を提

示する。

（３）衛星利用大気遠隔計測データの利用実証に関する

　　研究

　����データの品質評価，シミュレーション等に基づ

いた太陽掩蔽法大気センサー（�������ならびにその後

継機�������）によるオゾン層破壊ならびに温暖化関連

物質の測定データ処理手法の開発，衛星搭載ライダーに

よる雲等の観測データの処理システムの開発を行う。

（４）紫外線の増加が人に及ぼす影響に関する研究

　長期化する可能性のあるオゾン層破壊がもたらす紫外

線暴露に対する健康影響について，現実性の高いオゾン

層減少シナリオに基づく紫外線変動の推定，疫学的なら

びに実験的研究結果に基づいた健康影響の大きさの評

価，効果的な防御方法の検討を行う。

（５）紫外線増加が生物に及ぼす影響の評価

　太陽光紫外線による植物の遺伝子損傷によりどの程度

の突然変異が起こって，そのうちどの程度が次世代に伝

わるのかを調べるために，突然変異の蓄積量のモニター

を可能とする指標植物の開発を行う。また，遺伝子損傷

の修復機構について解明する。�
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〔成　果〕

（１）オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関する研究

　極渦は極域でのオゾン層破壊を大きくコントロールし

ている因子であり，それ故，極渦の強度，大きさ，安定

性，極渦存在期間の変動解析を行うことは重要である。

本年度は１９５９年から２０００年の間の南北両半球における

極渦について，����再解析データを用いた渦位解析を

行った。極渦の活動を表す指標として，極渦強度，安定

性，半径，極渦存在期間の４つの指標を定義することが

可能であった。これらの指標に対し，南北両極の極渦の

長期トレンドとして，①極渦強度は南北両半球とも正の

トレンドを持っている　②極渦半径は，北半球では正の

トレンド，南半球では負のトレンドを持っていることを

明らかにした。

　東シベリアヤクーツク及びウラル山脈東側に位置する

サレクハードにおいてオゾンゾンデ観測を行い，極渦内

のオゾン減少に関する情報を得た。また，１９９５年以降

のヤクーツクにおける極渦内オゾン破壊について，非断

熱効果を含むトラジェクトリー光化学ボックスモデルに

よるシミュレーションを試みた。

　北海道陸別町の「陸別宇宙地球科学館（銀河の森天文

台）」に設置したミリ波分光計による観測データの予備

的な解析によると，２００１年２月１９日，２０日に極渦到来

に対応すると見られる明瞭なオゾン減少が見られた。つ

くばにおいてフーリエ変換赤外分光計によるオゾン及び

オゾン層破壊関連物質の気柱全量の観測を継続した。

　オゾン層破壊に関して，���は極めてユニークな役割

を有している。すなわち，直接的なオゾン破壊と他のオ

ゾン破壊サイクルの停止反応としての両面がある。この

���に関するモデルと観測の食い違いを解消する可能性

のある反応として考えられている，ホルムアルデヒドを

介した����→���変換の可能性の検証として，生成物

の一つであるギ酸の検出の可能性を実験的に確認した。

　オゾン層破壊の定量化と将来予測を目指したモデル研

究として，���������大気大循環モデル（����）を

用いた，成層圏硫酸エアロゾル分布の数値再現実験なら

びに成層圏オゾンとエアロゾル分布の関連について調べ

た。その中で，火山噴火後のエアロゾル生成の時間的ず

れは大量の���の流入が��ラジカルの低下をもたらし

た結果であることがわかった。

　前年度までに開発を行った����をベースにした

���������ナッジング化学輸送モデルの水平分解能を

２．８°×２．８°�まで上げた。このモデルを用いて本年度は

まず極域のオゾン層破壊が中緯度へ及ぼす影響を調べる

ため，成層圏下部で化学反応速度が非常に遅くほぼト

レーサーと見なせる���の，１９９７年の北極渦崩壊前後

の分布をシミュレートした。これによって，極渦崩壊前

の一時的な極渦の伸長とフィラメント化による極渦空気

の中緯度域への輸送や，極渦崩壊後の極渦起源空気の分

布などが明らかとなった。この���分布のシミュレー

ションから得られた極渦起源空気の輸送に関する知見

は，極域におけるオゾン層破壊の中緯度域への影響を調

べる上で重要となる。

〔発　表〕��１～４，７１，��１，３０～４０，��１～７，��２，�

５，７９～８９

（２）オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑制システ

ムに関する研究

　廃自動車，廃家電製品及び業務用冷凍空調機器に由来

するフロンの全国および都道府県別廃棄量を過去から将

来にわたって時系列的に予測するための手法を構築し，

廃棄・回収されるフロンの面的な分布を把握した。また，

分解処理の受け皿としての産業廃棄物焼却施設と一般廃

棄物焼却施設をマッピングし，回収量と処理可能量のバ

ランスを面的に把握した。また，廃棄ポイントと分解処

理ポイントを結ぶ回収・輸送システムについて，２００１年

４月から施行される家電リサイクル法，現在検討されて

いるフロン対策に係る法律及び廃自動車リサイクルの法

制化の動向を踏まえてシナリオを検討した。業務用冷凍

空調機器については，特定の地域を設定し，地理情報シ

ステム（���）を用いた冷媒ストック量・廃棄量の分布

予測，回収方法のコスト，エネルギー消費および����

排出量の観点からの評価を行った。以上の検討を基に，

今後想定されるフロン回収・処理のトータルシステムに

ついての複数の代替案を設定し，環境負荷及びコスト分

析のための基礎データを収集した。

　次に，ハロン類の高温分解技術，低温プラズマ分解技

術および燃焼過程における副生成物の挙動に関する検討

を行った。高温分解技術の検討においては，前年度の研

究から，ハロン類の中で最も分解しにくいことがわかっ

たハロン１３０１について，プロパン，トルエン，ヘプタ

ンなどの炭化水素共存下での分解を室内実験で詳細に調

べ，反応の機構と分解反応速度式を提示した。また，実

際の産業廃棄物焼却施設での分解実験を行い，消火剤で
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あるハロンが燃焼に影響を与えずに安全確実に分解でき

る導入量と導入方法を明らかにした。低温プラズマ分解

技術の検討については，トリクロロエチレンや臭化メチ

ルに対する����の相対反応性を強誘電体充填型や無声放

電型などの反応器を用いて比較し，����の分解率や副生

成物分布に及ぼすプラズマ発生法の影響を把握した。ま

た，各種のフロン類の分解試験を行い，バッググラウン

ドガスあるいは電源周波数が反応性に与える影響を把握

した。副生成物の挙動について，廃棄物とハロンの混焼

試験をラボスケールのキルン型小型燃焼炉を用いて検討

した結果，ハロン添加量が　８．９％でハロンゲン系難燃剤

を含む場合でも９９．９９６％と良好な分解率を示し，ハロン

と混焼した廃パソコンケーシング中のダイオキシン類に

ついても良好に分解された。

　さらに，くん蒸剤である臭化メチルの放出抑制および

代替技術について，土壌くん蒸剤と検疫用くん蒸剤に関

する検討を行った。土壌くん蒸剤については，光触媒含

有積層シートを用いた放出抑制に関するフィールド試験

を行い，モニタリングによってその抑制効果を確認し

た。また，検疫用くん蒸剤については，代替技術として

高圧炭酸ガスくん蒸，混合ガス高圧処理およびフッ化ス

ルフリル＋リン化水素混合ガス常圧くん蒸について，処

理条件を検討し，処理効果を実験的に把握した。

〔発　表〕��１，��３３，��５５～５７

（３）衛星利用大気遠隔計測データの利用実証に関する

研究

　オゾン層の監視・研究のための環境庁センサー����

の後継機である�������は，成層圏オゾン層観測はもと

より，温暖化関連物質分布の導出の可能性が指摘されて

おり，その手法の開発を行うことが重要である。さら

に，�������後継機�������では本格的に温暖化関連物

質の測定を目指すことから，その測定並びにデータ処理

手法の確立を早急に行う必要がある。このことから，本

研究では，太陽掩蔽法大気センサーによる温暖化関連物

質などの測定データ処理手法を，シミュレーション等に

基づいて確立することを目的とする。

　また，衛星搭載ライダーによる雲・エアロゾル（以下，

雲等）の３次元観測データの利用について，衛星搭載ラ

イダーの計測データから雲等の分布情報や光学的特性を

導出するためのアルゴリズムを確立するとともに，衛星

搭載ライダーによる雲等の観測データを気候モデルへ導

入するための手法を確立する。また，有効なデータ利用

のための衛星ライダーの運用および，観測データの処理

システムの概念を確立する。

　さらに，����，�������等で得られる観測データを利

用した研究を推進するために，観測データの品質評価と

これらのデータを活用した高層大気環境の解析に関する

研究等を実施する。

　このため，�������により取得が期待される測定デー

タをシミュレーションにより多様な条件について模擬

し，対流圏温暖化関連物質の導出精度向上のためのアル

ゴリズムの改良を行った。また，この結果を�������後

継機（�����）のハードウェア開発及び処理アルゴリズ

ム開発へフィードバックした。濃度導出精度向上のため

の分光パラメータの実験的研究を引き続き行った。

　雲等の分布モデル，ライダー衛星の軌道等を考慮し

て，それぞれの観測対象について最適なデータの取得

法，運用のモード等を明らかにした。それぞれの観測対

象についてシミュレーションデータを用いた処理を行

い，実証衛星ライダーから得られるデータセットの定義

を行った。

　����データについて地上でのフィールド観測との比

較等により，総合的なデータ品質の評価を行った。ま

た，高層大気環境の解明を目的として，オゾンデータお

よび空気塊の流跡線解析を利用した北極域のオゾン破壊

速度の定量化，硝酸の成層圏からの物理的除去率の定量

化，等の種々の解析的研究を行い，����等の衛星観測

の有効性を実証した。

〔発　表〕��２１～２５，３７～４２，��６～１３，２０，２２，

��１６，��３５～４６，５８～８０，��３４，５０，５３～５６，�

５８～６０，��３４～４２

（４）紫外線の増加が人に及ぼす影響に関する研究

　「オゾン層破壊に伴う紫外線変動予測と健康リスク評

価に関する研究」においては，今後増加が予想される紫

外線により引き起こされると考えられる健康影響につい

て，①現実性の高いオゾン層減少シナリオに基づく紫外

線変動を明らかにするとともに，②予想される健康影響

の大きさを疫学的研究，実験的研究結果に基づき総合的

に評価し，併せて，③効果的な防御方法について検討す

ることを目的に研究を進めてきた。本年度は以下のよう

な結果が得られた。

　オゾン層減少による紫外線照射量予測に関しては，気
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象庁の観測データに基づいて，各波長別紫外線量とオゾ

ン量との関連性について検討した。その結果，短波長域

の紫外線に関しては，オゾン量との間に明らかな負の相

関が確認された。これらの結果をもとに，オゾン層減少

シナリオと組み合わせることにより，今後，地表到達紫

外線量の予測を行う。

　紫外線暴露による健康影響に関しては，前年度に引き

続き，国内外（シンガポール，アイスランド，能登，奄

美）の地域住民を対象とした眼科検診結果について解析

を継続した。マネキンモデルを使った実験結果（眼鏡並

びに帽子の着用による眼部への紫外線暴露防御効果の定

量的評価）に基づいて眼科検診受診者を対象に紫外線暴

露量推定を行い，白内障発症あるいは水晶体混濁有所見

率，さらには翼状片との関連性について検討した。その

結果，明瞭な地域差（シンガポール＞奄美＞能登＞アイ

スランド）のほか，一部，眼所見と戸外活動時間，推定

紫外線暴露量との間で関連性を示す結果が得られた。

　一方，実験的研究においては，����チミジンキナー

ゼ遺伝子を導入したラット細胞を用いて，低線量の紫外

線による変異の波長依存性を求めた。また，紫外線の線

量率と変異発生率の関係の検討を進めているところであ

る。

〔発　表〕��１３～１４，１６～１７，��２２～２５

（５）紫外線増加が生物に及ぼす影響の評価

　プロモーターとしてカリフラワーモザイクウイルス

３５�プロモーターの下流にシトシンデアミナーゼ������

を��������法でシロイヌナズナに導入した。形質転換体

������１�の種子を約８００粒播種し春化処理したのち，

４００粒ずつ２つに分け紫外線照射区，対照区とした。対

照区には１００μ������の白色光を１日１４時間照射しなが

ら，温度２３℃，湿度７０％で生育させた。紫外線照射区

は対照区と同じ条件で１．０�����の����（��������	


２０に��２９０ガラスフィルターで����を除去した光）

を明期に連続照射した。それぞれの処理は種子が形成さ

れるまで２ヵ月間行った。５���感受性試験は５０～

２５０μ�����の５���およびカナマイシンを含む��培地

で行った。

　�����１の葉から���を抽出してサザンハイブリダ

イゼーション法で����が導入されていることを確認し

た。導入遺伝子のコピー数を調べるため，������１の

�２世代から得られた種子６０粒をハイグロマイシンの

培地で発芽させた。その結果，ハイグロマイシン耐性の

ものが４４個体，感受性ものが１６個体得られた。この分

離比はほぼ３�１であることから，������１に����は

�������当たり１コピーだけ導入されていると結論した。

次に，この種子の５���感受性を調べた。ハイグロマイ

シンを含む ��培地に５���の濃度を５０，１００，２５０�

μ�����に変えて形質転換体�２世代を播種し５���感受

性と耐性の個体数を調べた。その結果突然変異の選抜に

は１００μ�����が良いと考えられた。この実験から����

をホモに持つ個体を２世代育て種子を大量に採取した。

この種子を播種して紫外線照射実験を行い，現在突然変

異体の選抜を行っている。また，����が導入された位

置による効果を調べるため，複数の形質転換体を作製し

ている。

　植物はその生育に太陽光が不可欠であり，必然的に太

陽光中の紫外線に対する防御機構をその進化の過程で発

達させてきたと考えられる。しかし，紫外線（����，

波長：２９０～３２０��）に対する植物の耐性機構について

は不明な点が多い。本研究では，����照射によって形

成 さ れ る���損 傷 の 一 つ で あ る���������	
�

���������������（���）を修復する機構のうち，光に依

存した反応を触媒する修復酵素，���������	
��が

キュウリの黄化子葉でどのように誘導されるかについて

検討した。

　暗所で５日間生育させたキュウリの黄化芽生えの子葉

に���������	
��を誘導する紫外線（波長：３００～

３５０��）を３段階の強度（強い方から�，�，�）で連

続照射し，試料を経時的に採取した後���及び酵素画

分を抽出した。それらを用いて������法による����

���������	
���の発現量および���������	
��の酵

素活性を測定した。その結果，どの照射強度においても

���������	
��活性の上昇が見られ，その最大値は照

射強度が強いほど大きかった。また，�および�の強

度での照射では活性上昇開始までの遅延時間は１時間で

あったが，最も弱い照射強度�では３時間であった。

������によって���������	
�������の量を調べた

ところ，そのレベルは照射直後から上昇し２～３時間で

最大になり，その後低下した。この変化は酵素活性の変

化と一致していたことから，３２０～３５０��の紫外線に

よる���������	
��の発現誘導は転写レベルで調節さ

れていると考えられる。

〔発　表〕��７５～８１，��２０８～２�
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２�３�２　地球の温暖化現象解明に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：鷲田伸明・野尻幸宏・向井人史・

町田敏暢・今村隆史

化　学　環　境　部：横内陽子・田中　敦

大 気 圏 環 境 部：神沢　博・高薮　縁・菅田誠治・

江守正多・野沢　徹・日暮明子・

畠山史郎・酒巻史郎・猪俣　敏・

遠嶋康徳・高橋善幸

水 土 壌 圏 環 境 部：内山裕夫

生 物 圏 環 境 部：竹中明夫・広木幹也

地球環境研究センター：井上　元・藤沼康実

科学技術特別研究員　２名，客員研究員　２０名，

共同研究員　４名

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕

　地球の温暖化，あるいは，人間活動による気候変動

が，人間活動に起因する温室効果気体の放出量の増加に

よって引き起こされることが予測されている。温暖化現

象は，地表気温上昇のみならず，降水量変動，海氷，陸

氷の減少，海面上昇，生態系の破壊などの現象が，同時

に引き起こされる可能性を含む。

　温暖化現象解明研究は

（１）温室効果気体の研究

（２）大気成分変化でもたらされる気候変動の研究

（３）気候変動フィードバックの研究

のような大分類カテゴリーに分けられ，温暖化対策に必

要な科学的知識を与えることを目的とするものである。

温室効果気体の大気濃度が人為的，あるいは，自然的要

因によって変動し，それが気候変動と密接に関係してい

るという事実は，既に認められているものである。従っ

て，そのような温室効果気体の大気濃度を規定する広義

の地球物質循環全般の解明研究が，温暖化現象解明研究

の範囲と認めることができる。

　地球環境研究推進費では，このような温暖化現象解明

研究のうち，わが国がアジア・太平洋地域にあることを

踏まえたフィールド研究，グローバルスケールの現象解

明に対する知見を与える研究，グローバルスケールのモ

デリングを行なう研究に重点をおいて課題設定された。

〔内　容〕

　大気成分変化でもたらされる気候変動の研究にあたる

ものが課題（１）の「気候変動の将来の見通しの向上を

目指したエアロゾル・水・植生等の過程のモデル化に関

する研究」であり，その手法は，グローバルスケールの

モデル化である。気候モデルの精密化のための諸過程の

モデル化を向上させる研究を行った。気候変動フィード

バックの研究にあたるものが課題（２）の「西シベリア

における温室効果気体の収支推定と将来予測に関する研

究」である。アジア地域でのフィールド観測による物質

循環プロセス研究でもある。シベリアの自然湿地におけ

るメタンフラックスの通年観測と土壌プロセスに関する

研究から気候変動応答予測研究を行なった。

　主たる温室効果気体である二酸化炭素循環過程の研究

に３つの課題がある。（３）の「アジアフラックスネッ

トワーク確立による東アジア生態系の炭素固定量把握に

関する研究」は，アジア地域でのフィールド観測による

物質循環プロセス研究でもあり，主として安定同位体比

を利用する物質循環を解明するサブテーマを担当した。

森林の機能を明らかにするのが（４）の「森林の二酸化

炭素吸収の評価手法確立のための大気・森林相互作用に

関する研究」である。ここでは，主として天然林におけ

る炭素フラックスを定量的に観測し解析する手法を開発

する。二酸化炭素の大気・海洋間移動プロセスを扱う研

究が課題（５）の「北太平洋の海洋表層過程による二酸

化炭素の吸収と生物生産に関する研究」であり，地球環

境モニタリングと連携して，北太平洋高緯度海域での二

酸化炭素の交換過程を解析する研究，および，大気中の

酸素／窒素比と二酸化炭素安定同位体比の測定から海洋

の吸収量を推定する研究を行った。これは，太平洋地域

の地域研究にもあたる。温室効果気体研究として反応性

がある温室効果気体を扱う研究が課題（６）の「大気の

酸化能と温室効果ガスの消滅過程をコントロールする反

応性大気微量気体の大気質へのインパクトに関する研

究」である。ここでは，東アジア・北西太平洋地域に焦

点をおいて，大気の酸化能の変動と温室効果気体である

対流圏オゾンの輸送過程を明らかにすることを目的とし

て研究を行った。

〔成　果〕

（１）気候変動の将来の見通しの向上を目指したエアロ

ゾル・水・植生等の過程のモデル化に関する研究

　地球温暖化に伴う気候変化・気候変動の将来の見通し

が，影響評価・対策に活かせるものとするには，気候変

動評価の不確定性の幅を明らかにする必要がある。ま
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た，地球環境変動の研究推進には，現在の気候モデルに

欠けている物質循環や生態系との相互作用を取り入れて

総合化した気候モデルを開発して用いる必要がある。本

研究課題では，（１）人為起源の対流圏エアロゾルと対

流圏オゾンによる気候変化の不確定性を明らかにするこ

と，（２）水蒸気，雲，地表水文過程などによってもた

らされる気候変化・気候変動の不確定性を明らかにする

こと，（３）気候変化・気候変動と対流圏物質循環，森林

生態系間のフィードバックを含めた総合的なモデルの基

礎を確立すること，さらに，それらの知見を統合し，総

合的な気候・物質循環モデルの開発改良とその応用を目

指す。

　気候モデルに対流圏エアロゾルの要因を組み込む開

発，対流圏オゾンモデル開発，および，衛星データによ

る対流圏エアロゾル光学特性の長期変動の解析を行っ

た。また，水蒸気・雲・降水の地域特性および時間変動

特性の比較解析のための様々な衛星観測データおよびモ

デル実験データの収集・整理，および，水蒸気の力学的

輸送スキームの改良を行った。さらに，開発した気候モ

デルを用い，いくつかの温室効果ガス・エアロゾルの排

出シナリオを与えて，将来１００年にわたる気候変化の見

通し実験を行い，その結果を�����へ報告した。

〔発　表〕��２７，５０�５４，��１２�２２，９０，１１３�１１８

（２）西シベリアにおける温室効果気体の収支推定と将

来予測に関する研究

　シベリアは温室効果気体の発生・吸収源として量的に

大きな存在である。高緯度であるため地球温暖化に伴う

温度上昇がとくに顕著に現れる可能性が高く，その脆弱

な生態系への影響も大きいと予測される。そのため，温

暖化を含む地球規模の環境問題における重要な研究対象

である．本課題では，西シベリア地域をフィールドとし

て，メタンの収支に関連するプロセスの研究を行った。

　メタン発生量をシミュレートするモデルを開発するた

め，湿原に生息するメタン生成菌の培養特性解析及び単

離を行うと共に植物遺骸分解活性の深度分布を測定し

て，メタン発生との関連を検討した。湿原に生息するメ

タン生成菌には１５℃あるいは３０℃にそれぞれメタン生

成活性を持つ２つの群集があり，温度上昇に伴うメタン

発生量推定にはそれぞれの群集の関与を考慮する必要性

が示された。また，セルロース分解活性の深度分布は地

表の植生の違いによって顕著に異なるとともに，単離し

たセルロース分解菌の培養特性より，現場の地温より高

い温度でより強い活性が見られた。将来的に現地の温度

が上昇すると，植物遺骸分解活性が促進され，その結

果，高温側にメタン生成活性を有すメタン生成菌が活性

化されて加速度的にメタンの発生が増加することが示唆

された。

（３）アジアフラックスネットワーク確立による東アジ

ア生態系の炭素固定量把握に関する研究

　大気試料を自動的にサンプリングする装置を開発し，

北海道内のカラマツ林内に設置し，動作を確認するとと

もに，現地の大気試料のサンプリングを開始し，試料中

の二酸化炭素濃度とその炭素および酸素の安定同位体比

を測定した。夏期の森林の樹冠内では，二酸化炭素の濃

度は昼間に低く，夜間に上昇する様子が観察された。こ

れは夜間に呼吸により放出された二酸化炭素が逆転層の

形成により地表付近に滞留することにより地表付近の濃

度が上昇し，日中には光合成が活発となるとともに大気

の上下混合が起こるため濃度が低下することによる。

　二酸化炭素中の炭素安定同位体比の日変化は濃度の日

変化に対して明らかな逆相関を示した。これは生態系の

呼吸により放出された二酸化炭素が大気二酸化炭素に比

べて低い同位体比を持つことによる。また，二酸化炭素

中の酸素安定同位体比の日変化についても，炭素安定同

位体比同様に濃度との明らかな逆相関が観察された。

　夜間の森林樹冠内での二酸化炭素濃度の上昇は，昼間

の鉛直混合により樹冠内に輸送された大気起源二酸化炭

素に生態系呼吸起源の二酸化炭素が徐々に付加されてい

くことによるので，大気起源二酸化炭素と生態系呼吸起

源二酸化炭素の２成分系単純混合モデルを用いて，夜間

の濃度と安定同位体比の変化から生態系呼吸起源二酸化

炭素の安定同位体比を推定した。生態系呼吸起源二酸化

炭素の炭素安定同位体比は２０００年７月下旬では�２８．１

±０．１パーミル���，２０００年８月下旬では�２６．７±０．１

パーミル���であり，観測期間により差があることが

分かった。これは生態系呼吸起源二酸化炭素に占める植

物体呼吸と土壌呼吸の寄与率の季節変動によるものであ

ると推測される。また生態系呼吸起源二酸化炭素の酸素

安定同位体比については，２０００年７月下旬には�２９．１

±０．３パーミル���であったが，２０００年８月下旬の観

測では�１７．６±０．２パーミル���と大きな変化がある

ことが観察された。これは，植物や土壌内部での二酸化
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炭素と水の同位体交換により，生態系内の水の酸素安定

同位体比の季節変動が二酸化炭素中の酸素の安定同位体

比に反映されたものと推測できる。

　これら観測データの収集と同時に，国内外のアジアフ

ラックス観測サイトで得られる観測データのモデル研究

等への利用を推進するため，データの品質制御の高度化

とデータ公開を目的としたデータベースシステムの構築

を行った。

（４）森林の二酸化炭素吸収の評価手法確立のための大

気・森林相互作用に関する研究

　化石燃料消費，森林伐採により大気中に放出される二

酸化炭素は，大気・海洋・森林に吸収・蓄積されるが，

特に森林の吸収の大きさ，吸収強度の分布の定量的評価

が出来ていない。それにもかかわらず，気候変動枠組条

約締約国会議（���３）では，植林など二酸化炭素吸収

量の増大のための対策を定量的に評価する事が決まり，

����が森林等の吸収量評価について報告書を作成する

ことになった。今後もこの問題に絡む国際的な取り決め

が決定・改訂されていくと予想され，わが国がこの問題

に対して科学的な裏付けをもって対処することが必要に

なる。このため透明かつ検証可能な吸収量評価の方法を

確立する事を目的として，大気・森林相互作用に関する

研究を行う。更に，ここで開発した二酸化炭素評価手法

を中国東北地方の森林に適用するための試験観測を行

う。

　「森林生態系炭素循環の観測とそのモデル化」のサブ

テーマでは，苫小牧のフラックス観測サイトにおいて，

土壌の呼吸速度を通気法およびチャンバー法で測定する

と共に，その，空間的，時間的変動をモデル化するため

に必要な環境パラメーター（温度，水分，土壌有機物量，

土壌微生物バイオマスなど）の測定を行った。その結

果，土壌呼吸速度は顕著な日変化及び季節変化を示し，

その傾向は地表面温度の変化と一致した。一方，測定点

９地点の間で空間的変動が見られたが，この変動は測定

点の土壌層の厚さに関係し，土壌層の薄い地点で高く，

厚い地点で低い傾向にあった。未熟土である観測サイト

では，土壌有機物及び微生物バイオマスが十数��の土

壌層に集中しており，こうした土壌の特性が土壌呼吸速

度の空間分布に結びついていることが示唆された。ま

た，開放型のオープントップチャンバー法で降雨中の連

続測定を可能とした。降雨直後に土壌呼吸速度は上昇

し，その後，安定した低い値をとることが観察された。

「二酸化炭素高度分布測定とデータ解析による吸収源強

度の推定」のサブテーマでは，二酸化炭素の吸収源強度

の推定を目的として，対流圏下部における二酸化炭素や

同位体，酸素�窒素比などを高頻度で観測するシステム

を開発した。苫小牧のフラックス観測サイト上空で，ハ

ングライダー方式の推力付の無人模型飛行機で，約�

２４００���までの二酸化炭素等の高度分布の日変化の観測

に成功し，熱対流による鉛直輸送に関する知見を得た。

「インバース・フォワードモデルによる炭素吸収源分布の

推定」のサブテーマでは，大陸規模での二酸化炭素観測

データと気象データから，物質輸送モデルを用いて，炭

素吸収源分布を推定する方法の開発を進めた。それに関

連し，長期的全球トレーサー輸送を調べるのに有用な

データ解析法を開発した。

〔発　表〕��１７，��２５，��２０，２２

（５）北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素の吸収

と生物生産に関する研究

　海水／大気の二酸化炭素濃度（分圧）差と気象要素か

らは，海域の二酸化炭素吸収量が算定できる。この研究

課題では，海洋表層の二酸化炭素分圧測定法の標準化と

観測データのデータベース化のために，測定方法の高度

化，観測データのモデル化の方法論とその応用，さらに

は，同位体地球化学的手法による大気・海洋・陸域生態

系間の二酸化炭素交換収支推定に関する研究を進めた。

　海洋の二酸化炭素吸収過程の解析に関しては，地球環

境モニタリング協力船舶が北米航路コンテナ船に変更に

なったことから，本課題の成果を踏まえて製作・設置し

た船上計測システムのデータ処理に関する研究を行っ

た。タンデム式気液平衡器を２式備えてその偏差から測

定の正確さを管理した。偏差はおおむね０．５���以下で

あり，室内プール実験と差のないものであった。このこ

とは，システムが厳密に運転されているとともに平衡器

の温度管理が良いことをも示すものである。また，デー

タを高頻度で収録していることから，北太平洋航路貨物

船での観測の測定精度が極めて高くなったことを確認し

た。

　二酸化炭素の同位体比測定に関して国際ワークショッ

プを開催し，オーストラリア，ニュージーランド，アメ

リカ，カナダ，中国，韓国，フランスから研究者を招聘

し，国内合わせて３９名の参加者を得た。本ワーク
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ショップで研究の最新情報や現在の国際的な共同同位体

比分析プログラムに関しての発表がなされ，これを踏ま

え今後の方策について議論した。ヨーロッパではすでに

地域的な共同観測計画が進んでおり，アジア－太平洋地

域でも今後国際共同がさらに必要と考えられた。同位体

比分析技術に関しては，大気用の新しい二酸化炭素の参

照物質（１５００本）を製作しこれを用いて共同分析実験

などを開始した。これまで８機関からの結果が得られて

いるが，炭素同位体比に関しては０．０５パーミル程度の

差の範囲で一致していた。酸素同位体比に関してはいく

つかの外れるグループがあるものの，それぞれの理由に

関しては同位体比分析の際の参照物質と装置条件に関係

している事が分かってきた。

　これまで，波照間や落石で二酸化炭素同位体比や酸素

濃度変化が調査され経年変動が明らかになってきた。特

に１９９８年のエルニーニョ時には同位体比や酸素の減少

とその後の両者の増加が観測された。これらの現象か

ら，二酸化炭素はエルニーニョの際に地上から正味の放

出を受けており，その後吸収に転じたことなどがわかっ

た。同時に，酸素濃度の長期の減少速度から海洋への二

酸化炭素吸収量などを知る手がかりを得た。両者の傾向

は概略一致しており，それぞれの測定の有効性が示された。

（６）大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程をコント

ロールする反応性大気微量気体の大気質へのインパ

クトに関する研究

　前年度明らかになったトルエンの大気光酸化過程にお

ける光化学オゾン生成の温度依存性に関し，光化学反応

モデルを用いた解析を行った。その結果，反応実験で得

られた温度依存性－すなわち，温度が高くなるに従い最

大オゾン濃度が減少する事－はトルエン���付加ラジ

カルと��との反応によって生成するパーオキシラジカ

ルの熱力学的安定性を化学モデルに取り入れる事で再現

出来る事が分かった。この事から，トルエンを始めとし

た芳香族炭化水素類の光酸化による光化学オゾン生成に

関しては，光酸化初期反応で生成するシクロヘキサジエ

ニルパーオキシラジカルの熱力学的安定性とその反応性

生物のオゾン生成能に支配される事が明らかとなった。

　更に，芳香族炭化水素の光酸化における光化学有機エ

アロゾル生成としてトルエンからのエアロゾル生成に関

する予備的研究も行った。その結果，エアロゾル生成と

トルエンの消失の間に時間的ずれが存在する事が確認さ

れた。この事はエアロゾル生成が，トルエンの光酸化生

成物から直接生成するものではなく，二次的反応によっ

ていることを示唆している。一方，エアロゾル生成量に

対する温度依存性は光化学オゾン生成量に対する温度依

存性にのみ依存するとする考え方では説明できない事が

示唆された。

　光化学オゾン生成に対する塩素分子添加効果に関する

クロリンナイトレートの反応の寄与を確かめるために，

�����������光照射系での実験を行った。その結果，

���と���共存下では，それぞれのオゾン分解から予想

されるより大きい分解速度が認められた。更に，

������とオゾン共存下での反応実験から，高���条

件下でクロリンナイトレート生成を通した新たなオゾン

分解過程が存在する事が明らかとなった。

　大気中の���と炭化水素類は大気光化学反応の主要

な原因物質であり，その一連の光化学反応によって生成

する光化学オゾンを主成分とする酸化性物質の生成を通

じて大気の酸化能を制御する物質である。本研究では東

アジア・北西太平洋地域に特有の大気化学過程を解明し，

対流圏大気環境の現状を把握することを目的として沖縄

本島最北部の辺戸岬において大気光化学反応の原因物質

のひとつである炭化水素類と，その大気化学反応によっ

て生成する，温室効果ガスの一種であるオゾンの測定を

行った。この炭化水素類の測定にあたっては年間の変動

をできるだけ詳細に明らかにできるように４時間毎に大

気採取する観測システムを構築し，平成１２年３月より

辺戸岬において観測を開始した。その平成１２年３月か

ら６月までの測定結果を解析したところ，エタンやプロ

パン等の比較的長寿命の飽和炭化水素類は数日周期で大

きな濃度変動を示しながらも冬から夏に向かって漸次，

濃度が低下していく傾向があることがわかった。この数

日周期での大きな変動は同時に観測しているオゾン濃度

においても認められた。辺戸岬への流入大気の後方流跡

線解析から，数日周期での大きな濃度変動を示した高濃

度時には大陸から直接的に大気が流入しており，一方，

低濃度時には大気は海洋側から吹き戻されていることが

わかった。また，冬から夏にかけて濃度が減少した季節

変動の傾向は，太陽光強度の増加によって光化学反応が

促進されて炭化水素類の大気中での寿命が短くなってい

る結果を示したものであると考えられる。

〔発　表〕��７０，７１，��１２８，��１，２，３，４，５，３０，�

４１，１１２�
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２�３�３　地球の温暖化影響・対策に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：甲斐沼美紀子・増井利彦・　　　

藤野純一

地域環境研究グループ：近藤美則・稲森悠平・水落元之・

安藤　満・山元昭二

社会環境システム部：森田恒幸・日引　聡・川島康子・

原沢英夫・高橋　潔

環　境　健　康　部：小野雅司

生 物 圏 環 境 部：名取俊樹・戸部和夫

地球環境研究センター：藤沼康実・清水英幸

客員研究員　１９名

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕地球温暖化問題の未解明点は大きく３つあ

る。第一は，地球温暖化のメカニズムであり，大気中の

温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変動の

仕組みについて，多くの不確実な点が残されている。第

二は，地球温暖化の防止対策についてであり，各種の対

策技術や政策の有効性を評価する上で，関連する技術シ

ステムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化

が必要不可欠になってきている。第三は，地球温暖化の

影響であり，気候変動やそれに伴う自然条件の変化に

よって，自然環境や社会経済にどのような影響が生じる

かについて，不解明な点が多く残されている。本研究プ

ロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，すなわち，第

二と第三の未解明点について，現地調査，実験，データ

解析，モデリング，具体的なシステム設計等を通じて，

総合的に明らかにすることを目的としている。

〔内　容〕本年度においては，次の６つの研究を実施し

た。

（１）温暖化による健康影響と環境変化による社会の脆

弱性の予測と適応によるリスク低減化に関する研究

　温暖化により疾病や死亡の増加，生存環境の変化によ

る影響，動物媒介性感染症の流行域の拡大による影響が

予測されている。このため，温暖化と環境劣化による健

康影響について定量的予測を行い，社会の脆弱性を評価

するとともに，適応策や人の適応能の向上により健康影

響を抑制するため，他研究機関と協力して研究を行っ

た。

（２）地球温暖化による生物圏の脆弱性の評価に関する

研究

　我が国をはじめとするアジア地域では地域レベルに適

用しうる感受性や適応性の評価手法の開発と総合的な脆

弱性評価，特に，陸域生態系の脆弱性評価の問題は森林

シンクの問題とも関連する重要な課題である。また，水

資源の問題は，生態系の脆弱性や農林業を含む人間の経

済活動とも密接に関連しており，生物圏の存続に悪影響

を及ぼす可能性が高い問題である。本年度は，環境研究

所で担当している高山生態系及び水資源システムを対象

に初年度に続き気候シナリオ・データベースの充実，影

響評価手法の検討，および現地調査と実験研究によるモ

デルパラメータの整理を行った。

（３）気候変動・海面上昇の総合的影響評価と適応策に

関する研究

　アジア地域における異常気象現象の発生とその影響に

ついての知見の収集と解析する。アジア地域の沿岸部を

中心として，発生した台風�洪水などの気象災害につい

ての過去の記録及び対応する気象，水象データを収集し�

現象の発生状況とそのときの気象状況を把握，分析す

る。気象現象の沿岸地域への影響について知見を収集と

解析を行う。異常気象現象がもたらす社会システムへの

影響について�過去の気象災害を事例として収集すると

ともに，気象災害と社会・経済的な影響についての関連

性について解析する。脆弱性指標の開発と適用性につい

ての検討する。１１，１２年度の成果をもとに，地球温暖

化に対する沿岸地域の脆弱性を評価できる指標（群）を

開発する。また，開発した指標については�幾つかの地

域において試算することにより適用性について検討を行

う。

（４）���，���のインベントリーの精緻化と開発中

核技術の内外への普及

　メタンガスや亜酸化窒素の排出を効率的に削減するた

め，生活系・事業場系排水に係る排出インベントリーの

整備，開発途上国を視野に入れた対策技術の検討および

各人為排出源における対策技術の評価手法を検討した。

（５）アジア太平洋地域統合モデル（���）を基礎とし

た気候・経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究

　アジア地域の研究者と共同して地球温暖化対策とこの

地域での経済発展との統合評価するモデルの開発に着手

し，温室効果ガス削減及び適応のための方策を詳細に検

討するとともに，これらの対策が地域環境，マクロ経済

に与える影響等について検討した。

（６）交通需要の地域特性に適合した運輸部門の環境効
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率向上策とその普及促進策に関する研究

　次世代型電気駆動車の普及を図る際の問題点の解明と

その対応策の実現可能性の検討を行うとともに，低環境

負荷型の都市交通システムを実現するための各種施策に

ついてモデルによる評価を行った。

〔成　果〕

（１）温暖化による健康影響と環境変化による社会の脆

弱性の予測と適応によるリスク低減化に関する研究

　社会が地球温暖化によって受ける影響を軽減化してい

くためには，疾病や死亡等健康に対する温暖化の影響を

予測し最適な適応対策を確立する必要がある。現在，温

暖化により疾病や死亡の増加，水資源や大気の変化によ

る影響，動物媒介性感染症の流行域の拡大による影響が

予測されている。このため，温暖化と環境変化による健

康影響について定量的予測を行い，社会の脆弱性を評価

するとともに，適応策や人の適応能の向上により健康影

響を抑制するため，他研究機関と協力して研究を行っ

た。

　温暖化による健康影響と社会適応に向けた総合的リス

ク評価のため，日本，中国，タイにおいて，気候・気象

変化と疾病罹患率との関連について疫学調査を実施し

た。同時に疾病の罹患率に関与する大気汚染との相互作

用についても，調査と実験の両面から解析を進めた。東

京については，引き続きリスクの高い呼吸器系疾患と熱

中症について夏季の気温と各疾患の罹患率について検討

した。気温との関連では，特に肺炎の罹患率が冬季の低

温の時期，夏季の気温の上昇につれ顕著に上昇してい

た。この調査結果は，モデル実験の結果得られた高温環

境下における肺の免疫担当細胞と殺菌活性の低下とよく

一致していた。

　温暖化による夏季気温の上昇は，オゾン生成を促進す

ると予測されているため，都市近郊においては高温によ

る健康影響とオゾンによる影響が複合して現れることが

予想される。特に呼吸器へのリスクは重大と考えられる

ため，肺の感染防御能に対する高温とオゾンの複合影響

を明らかにするモデル実験を引き続き行った。その結

果，高温とオゾン暴露による相加作用が認められた。さ

らに気管肺胞洗浄液成分の解析では，高温環境飼育群で

殺菌活性の主体となる肺胞マクロファージ数が有意に減

少した。しかしながら，高温とオゾン暴露の複合による

肺胞マクロファージ数への相加的な影響は観察されな

かった。これらの結果から，高温とオゾンの複合暴露に

よる肺の殺菌活性低下の原因として，肺胞マクロファー

ジの減少とともにその機能の低下が示唆された。

　東京に比べ平均気温の高い福岡県，沖縄県および中国

武漢市において引き続き症例データを収集し，夏季の気

温と熱中症関連症状の罹患率の関連について比較評価を

進めた。調査はすべての救急搬送事例を対象に，救急患

者の症例データを収集し，熱中症関連の主傷病名を抽出

し解析した。

　温暖化による動物媒介性感染症の増加予測に関して

は，影響予測モデルを構築するための調査と実験を継続

実施した。中国雲南省において，マラリア流行程度の異

なる３地域で住民を対象に１０年間にわたる血清疫学調

査を実施し，マラリア流行に及ぼす自然環境条件，社会

条件の影響について検討した。また，中国海南省におい

ては，媒介蚊の発育，生存に関する実験，野外調査を

行った。その結果，媒介蚊の発育速度，生存期間とも低

温域だけでなく高温域においても閾値の存在が確認さ

れ，このことから，温暖化の影響予測にあたってはこれ

らの結果を考慮したモデル構築の必要性が示された。

（２）地球温暖化による生物圏の脆弱性の評価に関する

研究

　高山生態系の脆弱性評価と指標性については，前年度

までの成果をもとに我が国の高山帯の地域特性を考慮

し，北海道の高山帯植生と亜高山帯植生，高山帯植生を

構成する植物群落それぞれと気候条件との統計的関連性

をまとめた。そして本プロジェクト各サブテ－マの共通

シナリオの一つとして供給された���モデル�����

９８に基づいた共通温暖化シナリオ（２次メッシュデ�

タ）を用い，２１００年までの温暖化影響予測を行った。

その結果，用いた統計的関連性を表わす式により多少異

なるものの２０３０年から２０５０年の間に高山帯の植生が消

滅し亜高山帯に置き換わるとの結果が得られ，温暖化に

伴う北海道高山帯の脆弱性の高さが示された。また，北

岳（山梨県）に生育する我が国の代表的な高山植物であ

るキタダケソウについて�����９８に加え����１に基

づいた共通温暖化シナリオにより２１００年までの満開日

を予測した。その結果，シナリオにより多少異なるもの

の２０９０年代には現在より３０日から４０日程度早まる結

果が得られた。そのほか，アポイ岳（北海道）での近年

の森林帯の上昇速度や白山（石川県）高山生態系の動
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物，雪田植生，周氷河地形と気候条件との統計的関連性

もまとめた。

　水資源システムへの影響については，前年度に引き続

き���から気候シナリオの特性分析を行うとともに，

降水量，気温などアメダス気象データや流域，河川地理

情報を有機的にリンクさせた水資源影響評価のための気

象及び水資源データベースを作成した。また統計的ダウ

ンスケーリングによる地域気候シナリオの作成手法及び

水資源影響の評価に用いられる影響評価モデルについて

これらのデータベースを用いた影響モデルの検討を行っ

た。また水資源の質的側面を扱うために河川の統計的モ

デル，物理モデルを作成し，適用した結果，温暖化によ

り河川水温が上昇し，水質や水生生態系への悪影響が発

生することが予測された。

（３）気候変動・海面上昇の総合的影響評価と適応策に

関する研究

　異常気候現象として北インド洋及び西太平洋における

台風，サイクロンの観測データを収集し，地理情報デー

タに加工したうえでデータベース化した。このデータを

もとに台風，サイクロンの経路情報が視覚的にも把握で

きるようにするとともに，年代ごとに台風，サイクロン

の発生，通過経路，上陸の確率を算定し，地図情報と

オーバーレイする手法を開発した。この手法を北インド

洋に適用し，１９４５～１９９８年間のサイクロン経路の解析

を行った結果，インド東部及びバングラデシュに多数の

サイクロンが上陸していることから，これらの経路デー

タと沿岸人口や標高を用いた予備的な指標化を検討し

た。

（４）���，���のインベントリーの精緻化と開発中核

技術の内外への普及

　���，���抑制のために，これらの排出ポテンシャル

が大きい生活系・事業場系排水処理についてアジア地域

の開発途上国での適用も視野に入れ，処理手法ごとのイ

ンベントリーの充実化とバイオ・エコエンジニアリング

システムによる普及可能な対策技術の開発を推進した。

また，各人為排出源分野におけるインベントリーの充実

と対策の重点化を図るために，導入効果の評価を踏ま

え，対費用効果の優れた技術の普及と連動した各人為排

出源におけるインベントリーの精緻化と充実化を図る研

究を推進した。

　排水処理における���排出抑制の運転操作条件の最

適化を図ることを目的として���の生成・排出が考えら

れる硝化，脱窒過程における排出特性を検討した結果，

硝化由来の���排出量は「嫌気終了時の�����濃度」

と「�����酸化速度－�����酸化速度」の２つの変数

で表すことができ，それぞれの変数の値が増加すると硝

化由来の���排出量が増加することが明らかになった。

これらの成果を踏まえ，これまで開発を進めてきた

���排出を組み込んだ生物学的窒素除去に関する動力

学モデルを基に，対策技術としての有効性が示されてい

る間欠ばっ気回分式活性汚泥法による処理において���

の生成・排出を予測するシミュレーションモデルの基本

設計およびモデルの開発を行った。その結果，シミュ

レーションモデルを用いて数値実験を行い，実験結果を

再現するためにはさらに活性汚泥の反応特性を���生

成・消滅との関係で適切に表現すること，および嫌気条

件下での���生成・消滅機構に関して解析を行う必要が

あることが明らかになった。開発途上国で多く用いられ

ている生態工学手法のうち，代表的なラグーン法および

人工湿地法からの���，���排出量および生成・排出機

構を中国，タイでの現場調査とモデル装置を用いて検討

した。その結果，これらの処理手法からの排出量が流入

条件などの運転操作条件により大きく変動することが明

らかになり，運転操作条件の適正化の重要性が示唆され

た。

　人為的排出源からの���，���排出・吸収量インベン

トリーの精緻化を図るために，各排出源におけるインベ

ントリーの精度評価について「排出係数の不確実性」お

よび「活動量データの不確実性」の評価方法を検討し，

開発されつつある削減対策技術に関して削減効果を排水

処理なら処理効率といった本来目的を考慮し，コストを

基準にする評価手法をベースとしてこれらに富栄養化抑

制効果などの間接効果を反映させる手法の検討を行った。

（５）アジア太平洋地域統合モデル（���）を基礎とし

た気候・経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究

　今後温室効果ガス削減対策を実施していくためには，

長期的な経済発展を維持し，国内の各種問題を解決しな

がら気候安定化をいかに総合的に達成していくかを検討

していくことが不可欠である。特にアジア地域の発展途

上国は，高い経済成長のポテンシャルとともに公害など
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の深刻な国内問題を抱えており，気候政策だけでなく，

気候政策と地域環境政策等の国内政策，あるいは気候政

策と経済政策を同時に進めていくことが重要であり，こ

れらの統合政策の評価が行えるよう���モデルの改良

に着手した。

　本年度は二酸化炭素削減のための対策が地域の環境改

善にあたえる効果を推計するためにモデルを改良した。

本モデルは詳細な技術データをベースとして，温暖化対

策および地域環境対策により，どの程度省エネ技術およ

び環境負荷削減技術が導入されるかを推計し，地球温暖

化政策と地域環境政策の統合効果を推計するものであ

る。中国，インド，韓国を対象としてエネルギー技術

データ及び地域環境対策技術データの整備を行い，本モ

デルを用いて対策の費用・効果について検討した。さら

に，対策技術の導入条件を検討し，中国とのクリーン開

発メカニズムを実行した場合の費用削減効果について検

討した。

　また，省エネ資本投資と排出権取引との相互効果を考

慮した長期世界他部門モデルの開発に着手し，省エネ投

資によるエネルギー効率改善と排出権取引との関係を考

慮した二酸化炭素削減政策の経済的影響などについて検

討した。

　さらに，長期的な社会・経済シナリオをベースとして，

気候安定化シナリオと経済発展シナリオの統合化につい

て検討した。将来の社会像の違いにより，気候安定化の

ための対策によるマクロ経済への影響の違いについて分

析し，温室効果ガス排出量を抑制しながら，バランスの

とれた経済発展を図る社会の将来シナリオについて検討

した。

　モデルの開発・改良にあたっては��������などを通

じてモデル比較を行いモデルの有効性を検証するととも

に，��������３，エコ・アジアなどの国際プロジェク

トに対して分析結果を提供した。

（６）交通需要の地域特性に適合した運輸部門の環境効

率向上策とその普及促進策に関する研究

　我が国の運輸部門からの二酸化炭素（���）排出量

は，総排出量の２割を占め，他の部門とは異なり一貫し

て増加を続けている。また，アジア諸国をはじめとする

発展途上国においても，モータリゼーションの急速な進

展により，運輸部門の排出が急増傾向にある。����排

出量の削減目標達成のためには，運輸部門からの排出の

８～９割を占める自動車からの排出削減が不可欠であ

る。このためには，我が国の優れたエネルギー効率の自

動車技術や公共交通システム技術を交通需要の地域特性

にあわせて内外に適用することが望まれるが，排出削減

目標の達成期限や国際的枠組み適用に関する検討状況を

勘案すれば，短期間に効率の高い技術を内外で大量に普

及促進のための社会・経済的支援策を併せて検討するこ

とが緊急課題と考えられる。

　本研究では，運輸交通手段の直接利用時の環境負荷と

ともにエネルギー資源の生産から供給までの環境負荷を

も対象とする拡張ライフサイクル評価を行うための，エ

ネルギー供給および利用と車両の駆動方式についての

データ収集及びデータベース化を行う。また，日本国内

のほか発展途上国の大都市も含め，交通需要の地域特性

の異なる類型ごとに，公共交通システム整備，高効率車

への代替促進などの施策のコストとベネフィットを明ら

かにする。これらの施策を支援するための交通環境賦課

について，国内のみの実施，国際的枠組みでの実施の両

ケースについて，その効果を定量的に予測することを目

的としている。

　本年度は，車両の駆動方式毎に利用可能なエネルギー

源の種類とその生産・製造プロセスについて，文献調査

等をもとに関連図を作成するとともに，各プロセスにお

ける入出力データの収集に着手した。また，アジア諸国

の気候条件に適合した電気自動車の可能性を評価するた

めに，モータ，コントローラを中心とした技術評価を行

うとともに，簡易車両を構成して走行テストを行い電気

自動車の性能評価法を検討した。一方，都市構造の類型

や交通網整備状況の違いが，交通需要・交通状況を通し

て交通起源環境負荷に及ぼす影響メカニズムを定量的に

明らかにするため，���の考え方を導入し，交通機関

の整備と供用という両局面の環境負荷を評価するととも

に，交通機関の利用状況に関するパラメータを分析可能

とする環境負荷推計手法の構築に着手した。また，この

手法を用いて，都市構造や交通状況の違いに応じた，公

共交通システム整備，高効率車への代替促進などの環境

負荷低減施策の検討に着手した。

〔発　表〕��１０，�４８�～�５１，�５３，�５４，���４，�５，１１，１３，�

１７，１１６，１１７，��２５，２７，４５～５２，��１８�～２４，１０１�～

�１０８，１１０�～�１１２，��５，２３，２８，２９，３１，３２，５９，６３�～

�６５， ８８， ９１， ９６， １５５�～�１５７， ２９６�～�２９８， ��２９，�

３０，３９，５３～６１
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２�３�４　酸性雨に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：佐竹研一・村野健太郎・向井人史

大 気 圏 環 境 部：畠山史郎・福山　力・酒巻史郎

水 土 壌 圏 環 境 部：高松武次郎

生 物 圏 環 境 部：上野隆平

地球環境研究センター：清水英幸

客員研究員　５５名，共同研究員　５名

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕酸性雨に関する研究は次の４課題から構成さ

れている。（１）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈

着マトリックス作成と国際共同観測に関する研究（２）

酸性・汚染物質の環境－生命系に与える影響に関する研

究（３）東アジアにおける民生用燃料から酸性雨原因物

質排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価とその

手法に関する研究（４）酸性・酸化性物質に係る陸域生

態系の衰退現象の定量的解析に関する研究である。これ

らの研究の目的は以下のとおりである。

（１）アジア大陸から日本への越境大気汚染の定量化の

ために大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物，揮発性

炭化水素）の発生量マップの作成を行う。大気汚染物質

の発生，輸送，変質，沈着モデルを１度×１度グリッド

別の発生・沈着関係にする。また中国国内，日本におけ

る大気汚染，酸性雨の実体把握と同時に，モデル検証の

ための大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物等）の観

測データを複数地点で取得する。

（２）酸性汚染物質の生態系影響を解明するため，酸性

物質の植生や土壌微生物への直接影響と物質循環変動を

通しての間接影響について研究を行う。本年度は，葉面

への酸性汚染物質の沈着について調べ，スギ枯損のシナ

リオを提示する。

（３）中国の高硫黄分の低品位石炭はその多くが，民生

用や中小規模ボイラー等で燃焼に供されている。その結

果，中国各地で大気汚染や酸性雨が顕在化し，それらに

よる生態系の破壊や健康被害等が発生している。これを

防止するため，石炭クリーン化による脱硫及び脱塵対策

に関連する研究を行う。

（４）現在までに世界各地で森林，湖沼等陸域生態系の

衰退が認められ，我が国でも近年森林の衰退が報告され

ている。国内の酸性沈着は大きく改善される状況にな

く，国外から飛来する酸性物質は近年増加傾向にあり，

東アジアにおけるモニタリングネットワークの構築が始

まっている。そこで，奥日光などで指摘されているよう

な陸域生態系の衰退現象に関し，関連する専門家による

総合的かつ定量的な調査を行うことを目的として本研究

を実施する。

〔内　容〕（１）アジア大陸から日本への越境大気汚染

の定量化のため，降水，雲物理過程を含む大気汚染物質

の発生，輸送，変質，沈着モデルの開発と同時に，この

モデルを１度×１度グリッド別の発生・沈着関係

（����型発生・沈着関係）にした。また，中国国内，日

本における大気汚染，酸性雨の実体把握と同時に，モデ

ル検証のための大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化

物，アンモニア，揮発性炭化水素，エアロゾル）の観測

データを複数地点で取得した。

（２）スギの衰退地域と健全地域から葉試料を採取し，

その生理特性（クチクラ蒸散速度，エピクチクラワック

ス量，クチクラ層厚，葉の濡れ性（接触角），気孔閉塞

率，葉面からの元素溶脱速度など）を測定して衰退度と

の関係を詳しく調べた。また，特にエアロゾルについ

て，含有金属，葉面への沈着特性，及び沈着後の挙動と

影響を調べ，衰退との関係を考察した。

（３）石炭をクリーン化する乾式選炭技術の実用化・適

正化と，住民の健康状態の改善や経済性の評価からバイ

オブリケット技術の普及促進・啓発を行って，中国にお

ける石炭利用からの酸性雨原因物質の排出削減をはかる

ため以下の研究を行った。

　１）乾式選炭技術の開発・実用化に関する研究

静電気セパレータ方式の乾式選炭実用機に関する設計，

試作，乾式選炭実用機による中国の粒度別高硫黄分の低

品位粉炭に関する選炭実験，精炭の炭質評価及び廃石か

らの硫黄資源化に関する調査を行う。これに基づき，日

中共同による乾式選炭実用機の改善設計と製作，実証プ

ラント設置などにより乾式選炭技術の現地への適正化・

実用化を行う。

　２）バイオブリケット技術の民間移転と普及方策に関

する研究

　中国普及対象地域における住民の各種燃料に対する使

用意欲の実態調査，バイオブリケットの利用普及状況に

関する追跡調査，バイオブリケット燃焼灰の農林地への

散布による地域循環型総合環境保全対策の実施可能性に

関する調査，材料・建造物への影響推定を行う。さらに，

バイオブリケットの利用普及状況に関する追跡調査とそ

の普及政策の提示，大気汚染対策・酸性土壌修復・水質
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汚染対策からなる地域循環型総合環境保全対策の実施可

能性に関する調査，酸性雨・複合大気汚染による材料や

建造物の劣化・腐食などによる社会経済的損失の見積も

りと環境改善方策の提言を行う。

（４）森林衰退と大気汚染の関係を調べるため，奥日光

の白根山とその山麓を対象にして，山上では前白根山頂

上直下の鞍部に観測サイトを設定しオゾンを測定した。

山麓では，オゾンと過酸化水素，有機過酸化物の測定を

行った。また森林への大気汚染物質の乾性沈着速度及び

沈着量を推定するため，長野県大芝高原アカマツ林にお

いて以下のような観測を行った。１）高さ約２２ｍのタ

ワーを用いてオゾン，窒素酸化物，過酸化物のフラック

スを測定　２）キャノピー内部の光化学過程を調べるた

め，地上から樹高に到る高さでオゾンと二酸化窒素濃度

および気温の鉛直分布を測定　３）オゾンの化学反応で

生成する可能性がある粒子状物質の濃度，化学組成およ

び粒径分布を測定　４）オゾンの生成・消滅過程にかか

わるテルペン類の濃度を測定。これらの野外観測に加え

て，オゾン除去過程に対する土壌の寄与を調べるため，

流通反応法による沈着速度の測定，植物の生長に対する

酸化性汚染物の影響を調べるため小型の曝露チャンバー

を用いたガス状過酸化水素の植物への曝露実験を行った。

〔成　果〕

（１）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マトリッ

クス作成と国際共同観測に関する研究

　国外での地上観測としては，中国環境科学研究院と共

同で黄海，東シナ海を囲む中国の３カ所（遼寧省鳳凰山

（高度約４５０�），山東省青島市田横島（高度約３２�），

および浙江省乗泗県泗礁島（高度約２００�））において

酸性雨原因物質の地上観測を行った。風向きなどによっ

ては最高１５０���に達する����が観測され，未だに硫黄

酸化物系の汚染が深刻であることが明らかとなった。

　国内での地上観測としては，辺戸岬（沖縄）では降下

物の��は４．５～６．４の範囲に分布し年平均値は５．４で，

前年度（���５．２）と比較しわずかに高い傾向にあった。

特徴としてイオン組成成分に台風の影響による海塩成分

が多くみられ，海塩による中和作用が考えられた。ま

た，����の 年 降 下 量 が２．１������と 前 年 度

（１８．１������）の約１�９であった。兵庫県の日本海側

に位置する清浄地域である豊岡市伊賀谷において秋季か

ら春季にかけて，また畑上において冬季に集中的に，４

段ろ紙法を用いて乾性沈着調査を実施した。いずれのガ

ス（���，����，���及び���）濃度も神戸の方が豊

岡よりも高濃度であったが，���ではその差は大きくは

なかった。中部山岳地域の八方尾根山麓で，ウオッシュ

アウトによる大気から降水への物質の取り込み過程を調

査した。硫酸イオン（�����）について４個の洗浄係数

（������）が得られ，前年度のデータと合わせて解析を

行い，��と降水強度（������）との間に���１．８６×

１０�������の関係式を得た。

　東アジア地域の大気汚染物質発生源インベントリーに

関しては，東アジア地域の大気汚染物質排出にきわめて

大きい比重を占める中国を優先対象として，データベー

ス精緻化の作業を行った。中国における１９９５年度の

���，���グリッド排出量を推計した。本推計は，６０発

生源種類・２０燃料種類の詳細な発生源構造を省レベルの

空間別に把握した点が特長であり，精度の高い１度グ

リッド排出量が得られた。全国排出量は，����が

２２�８��������（１９９０年 度 は２１．０），���が９．６４���

�����（１９９０年度は６．７２）と推計された。また，東アジ

ア地域における生物起源�����の１度グリッド排出

量データベースを構築するために，植生データベースを

利用した排出推計の感度分析を実施し，季節変動・空間

分布を評価した。

　東アジア域各国間の大気汚染物質の発生・沈着マト

リックス作成を目的として，短期評価モデルによるシ

ミュレーション計算とモデル検証を行うとともに，年間

マトリックスを計算するための長期評価モデルの開発に

着手した。地域気象モデル��������と物質輸送モデ

ル����を組合せたモデルを使って，１９９９年冬季に九

州地方で観測された高濃度汚染イベントをシミュレート

し，����やサルフェートの濃度変動がモデルで再現され

ることを明らかにした。さらに，物質輸送モデル

������を改良して�系の簡単な反応・沈着過程を付加

し１９９９年冬季を対象としたテスト計算を行い，サル

フェートの動態が再現されることを確認した。

　東アジア域では黄砂が降水の動態に大きな寄与をする

ために，黄砂をモデルに取り込んだ。まず，黄砂など土

壌粒子の飛散量を推定するため，新しいパラメタリゼー

ションを行って土壌粒子飛散数値モジュールを構築し

た。東アジア地域の酸性雨の特性として，黄砂による酸

性雨中和作用と中国の大気汚染物質排出量の急増に伴う

酸性雨地域の拡大についての検討を行った。その結果，
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黄砂による酸性雨中和作用については中国北部地域で

��値を０．６～１．８　増大させるが，中国南部では影響はみ

られないこと，韓国や日本では��値の０．１～０．２の増大

をもたらすことを示した。また，１９８５年から１９９５年の

排出量の増大は，中国中部，東北部で��値の０．３～０．８

の低下をもたらしており，日本，韓国で０．１～０．２の低下

を招いていることを示した。

〔発　表〕��２，��６４～６９，��１２１，１２３，１２６，１２７

（２）酸性・汚染物質の環境－生命系に与える影響に関

する研究

　１）スギ衰退地域で起きているスギ葉の生理特性の変

化とその原因を明らかにするため，スギの重度衰退地域

（埼玉と東京），軽度衰退地域（茨城平地），及び健全地

域（茨城山地）から葉試料を採取し，以下の葉面生理特

性を分析した。①クチクラ蒸散速度（デシケーター法に

よる葉重変化から算出）②エピクチクラワックス量（ク

ロロホルム抽出後，重量測定）③葉面濡れ性（接触角）

（葉面に落とした微小水滴の顕微鏡観察）④気孔閉塞率

（葉をアブスシン酸処理した後，気孔への染料侵入率を

測定）⑤クチクラ層厚（染色法），及び⑥元素溶脱速度

（希硫酸（���３）による浸出実験）。また，スギの葉面

に沈着したエアロゾルを分離（クロロホルム洗浄で遊離

後，濾過捕集）し，中性子放射化分析で含有汚染元素

（アンチモンなど）を測定して，沈着エアロゾル量の指

標とした。その結果，クチクラ蒸散速度は，当年葉から

１年葉へと葉の加齢とともに増加した。また，衰退地域

では健全地域より大きく，重度衰退地域では健全地域の

約２倍に達した。エピクチクラワックス量は，葉の展開

直後には殆ど地域差がなかったが，１年後には健全地域

より衰退地域で少なくなっていて，衰退地域ではワック

スの流亡速度が速くなっていると推測された。葉面の濡

れ性と気孔閉塞率も葉の加齢とともに増大し，また，衰

退地域では健全地域より明らかに大きかった。特に，衰

退地域の気孔閉塞率は，試料によっては５０％にも達し，

平均で健全地域の約１５倍であった。また，葉面からの

元素溶脱速度も重度衰退地域では明らかに大きかった。

一方，クチクラ層厚は加齢にともなって若干増大した

が，地域差は全く認められなかった。クチクラ蒸散速度

（��，水分損失％ ��）は，エピクチクラワックス量

（��，�����乾燥葉重），濡れ性（��，度），及び気孔

閉 塞 率（��，％）と，���１．７５０�０．０１０（���０．０１４

（���０．００４（��（��０．８７２，��＜０．０１）の関係にあった。

また，葉面に沈着したエアロゾル量を含有アンチモンを

指標として比較すると，重度衰退地域では健全地域の約

１１倍に達していた。エアロゾル（アンチモン）量は気

孔閉塞率と良い相関：����（�����乾燥葉重）�１４．５�１０．９

（��（��０．９３９，��＜�０．０１）を示したので，葉面に沈着し

たエアロゾルが気孔閉塞の要因であると推定された。衰

退地域では，葉面に沈着したエアロゾルがエピクチクラ

ワックスの流亡や劣化を引き起こすと同時に，一部は気

孔内部に侵入して閉塞を引き起こし，気孔の開閉機能を

阻害してクチクラ蒸散を著しく増大させ，都市域のスギ

は深刻な慢性的水ストレスを受けていると考えられる。

近年，都市域では大気や土壌の乾燥化も進んでいるの

で，大気汚染と気象・水文条件の悪化が複合的に作用し

て，スギを衰退させていると考えられる。

〔発　表〕��１４～１８，��３１

（３）東アジアにおける民生用燃料から酸性雨原因物質

排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価とそ

の手法に関する研究

　１）乾式選炭技術の開発・実用化に関する研究

回収ホッパを増設し，またコンベヤ速度，ドラム回転数

をそれぞれ増加させた。目安として２倍くらいにして，

電圧調整をしながら分離能力を確かめながらさらにコン

ベヤ速度，ドラム回転数を変更して本機の限界を調査した。

　次に吸引電極，サイクロンを設置した。サイクロンか

らの吸引は，バグフィルタからダンパを増設して分岐して

いる。電極に向かって飛散したものを吸引回収できる程度

に風量を設定し，吸引された物の粒度，比重を測定した。

また落下物の比重測定を行い，圧，ドラム速度などを変え

て実験を行って，試験器の性能と限界を明らかにした。

　本年度の実験では静電分離後の粉炭の風力による回収

は，予想されたものとかなり異なっていた。原因は風量

の不足が考えられるが，静電気による粉炭の挙動に影響

を大きく与えるので，単純に風量を上げることはできな

い。風選の有無によって落下ポイントは確実に吸引側に

よっているので，電極の覆いの有無による違い，覆いが

有る場合は紙の開口部位置及び大きさによる違い，覆い

の仕方や材料に対する依存性などを確認した。

　２）バイオブリケット技術の民間移転と普及方策に関

する研究

　バイオブリケットを用いて石炭ガスを有効に発生させ
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るため，バイオブリケットのガス化試験を行った。南桐

炭（中国，��８２．４％）とバイオマス（カラマツ），消石

灰（硫黄固定剤）の一定量を粉砕・混合した試料を錠剤

成型器を用いて圧縮造粒した。その０．２５～０．５０��画分

をあらかじめ窒素下で１１７３�まで加熱してチャーを調

製し，以下のガス化試料とした。チャーの水蒸気ガス化

は，回分式流動床反応器を用いて１１７３�で行った。南

桐炭原炭の単独ではガス化反応性は極めて低く，１００�

の転化率を得るには約１，０００分の長時間を要するが，バ

イオブリケットではガス化速度は，石炭単独に比較して

大幅に速くなった。

　バイオブリケット燃焼灰の土壌改良剤としての利用の

研究では，①燃焼灰を添加しない土壌と比較して，バイ

オブリケット燃焼灰を添加した土壌は酸中和能が増加

し，酸性雨に対する中和能力が高くなることがわかっ

た。また���滴下実験により燃焼灰の溶出液は高い酸

緩衝能力を持っていることから，燃焼灰が酸性土壌の改

良剤として利用可能であると推定された。②バイオブリ

ケット燃焼灰を添加した土壌における���滴下実験よ

り，アルミニウムも溶出は主としてバイオブリケット燃

焼灰起源であることが示唆されたが，溶出溶液はアルカ

リ性を示しており，植物に有害である����ではなく���

（��）�のような水酸化物として存在していると考えら

れ，植物への影響は大きくはないと推定された。③土壌

に燃焼灰を添加することで栄養塩類が２～１００倍に増加

し，燃焼灰添加による土壌の栄養元素補充回復効果が示

された。

　酸性雨の材料・建造物への影響の研究では，材料に対

する酸性雨の影響を数値化するため，大気汚染レベル及

び気象条件の異なる日本（１０地点），中国（６地点），

韓国（２地点），ベトナム（２地点）及びネパール（１

地点）おいて，銅，炭素鋼。大理石，杉，檜の暴露試験

を開始し，同時に気象要素，乾性降下物，湿性降下物等

の環境因子を測定した。今後長期暴露の影響をモニター

する。

〔発　表〕��４１，４８，４９，��９４，９５，９８，９９，１０１，�

１０２，１０４～１１０

（４）酸性・酸化性物質に係る陸域生態系の衰退現象の

定量的解析に関する研究

　１）夏季に国立環境研究所奥日光環境観測所の３０ｍ

タワーを用いてオゾンとガス状過酸化物の濃度を測定し

た。オゾンや過酸化物の濃度のピークは１６時から１８時

に現れ，首都圏からの輸送の影響が示唆された。過酸化

水素の最高濃度は１．６���であった。一方，有機過酸化

物であるメチルヒドロペロキシド（���）は常時

０．２���以下程度の低い値で推移した。

　２）大芝高原のアカマツ林内に設置されたタワー上の

１７ｍ地点と２２ｍ地点でミストチャンバーを用いて空気

中に含まれる過酸化物を水溶液中に捕集し，高速液体ク

ロマトグラフを用いて上下間の濃度差を測定することに

よりフラックスを計算した。森林に対して過酸化水素は

沈着の，���は放出のフラックスとなったが，テルペ

ン類の濃度の上昇とともに，過酸化水素はフラックスが

沈着から放出に転じ，���はフラックスが増加した。

このことは両過酸化物に対して，テルペン－オゾン反応

による林内での生成があることを示唆している。

　３）アカマツ林キャノピー内外におけるオゾン濃度の

鉛直分布測定により，濃度は地上５ｍ付近のキャノピー

内で極大，キャノピー上部の枝葉密度が高い部分で明確

な極小，キャノピー直上の空間で極大を示した後上方に

向かって減少する，という特徴的なパターンを見いだし

た。この結果より，樹木の葉がオゾン除去過程に密接に

かかわっていることが確認された。

　４）粒子状物質としては，粒径０．５μ�ｍ程度のサブミ

クロン領域に硫酸アンモニウムの極大が認められた。こ

の結果はテルペン－オゾン反応による過酸化物の生成と

矛盾しない。

　５）かいわれ大根とサツマイモを用いて，ガス状過酸

化物の曝露実験を行った。前年度作成した過酸化水素発

生装置を用いて約２００���および約２０���の過酸化水素

を発生させて曝露し，対照群と生長を比較した。かいわ

れ大根への曝露では２００���曝露によって短期間（７日

以内）で有意に茎の長さが低下し，２０���でも１週間以

上の長期曝露では有意に生長が低下した。サツマイモで

は２０���の長期曝露で葉に可視障害が現れた。

　６）珪藻土を用いてオゾン・二酸化硫黄共存系で沈着

速度を測定し，二酸化硫黄の沈着はオゾンの共存により

促進されるという現象が見いだされた。

〔発　表〕��４３，４４，４７，��９，１０，��６，９～１１，９１，�

９３，９６，９７，１１１，１２０，１２１，１２４，１２５�
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２�３�５　海洋汚染に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：原島　省・　刀正行

地域環境研究グループ：木幡邦男・中村泰男

水 土 壌 圏 環 境 部：渡辺正孝・村上正吾・牧　秀明・

内山裕夫・徐　開欽・越川　海・

高松武次郎・越川昌美

生 物 圏 環 境 部：渡邉　信・広木幹也・河地正伸

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕人間活動の増大の環境への影響は，最終的に

すべて海洋への負荷となる。これらの影響は，近年内分

泌撹乱物質として問題になっている有害化学物質の流

入，本来は生物にとって必須であるリンや窒素などの過

剰負荷など非常に多岐にわたり，海洋生態系に環境スト

レスを与える。このような傾向は世界の成長センターと

いわれるアジア各国の沿岸帯で顕著であり，さらにその

外縁をなす東シナ海・南シナ海などの海域帯への拡がり

が懸念される。アジア海域は，生物生産の高い河口域や

サンゴ礁，マングローブ帯などの豊富な生態系を内包し

ている。本来これらの場が地球環境を安定化する役割を

果たしていたのであるが，近年それらが喪失されつつあ

る。また，汚染物質が大気運動によって遠隔地に運ばれ

て顕在化する現象（グラスホッパー効果）に代表される

ように地球規模への広がりがみられる。

　これらの問題は本来的に国際間の問題であるため，ア

ジアの他の国との協同による海洋環境保全策を確立する

ことが課題となっている。ただし，欧米諸国において行

われているような海洋の共同研究は，アジア域において

は，国情の違いや研究課題が非常に多様なことから，短

期間で達成されるものではなく，今後長期的な展望のも

とに立案・実行する必要がある。

　このような背景から，アジア大陸に隣接した海域の有

害化学物質の動態や海洋生態系の機能への人為的影響を

把握し，海洋環境管理体制の基礎を作ることために，長

江河口域・東シナ海における海洋汚染過程の研究と，定

期航路船舶によってアジア縁辺海域帯からさらには地球

規模の海洋汚染の検知を行うことを軸にしつつ，関係各

国との連携を保ちながら海洋環境保全に資する知見を得

る。

〔内　容〕上記のような研究ニーズや国際的な動向を考

慮し，以下のような３つの研究課題のもとに，他の国立

研究所，大学との省庁横断的・学際的な体制を組み，研

究を遂行した。

（１）「東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の動

態と生態系影響に関する研究」�平成１１～１３年度�で

は，長江から東シナ海への汚濁負荷の把握を目的とし

て，長江本流全域，すなわち上流部の大都市重慶から河

口域の上海に至る流域について採水調査を日中共同で実

施した。長江の河川水中に高濃度で存在する懸濁態粒子

に着目し，三峡ダム建設後のダム湖における土砂保留に

よって起こると考えられる下流－河口域へのリン供給具

合の変化を予想する。このために，懸濁態粒子に含まれ

るリンの分析を行った。水圏環境中の炭素循環過程や食

物連鎖過程などの生態学的見地からすると，ケイ藻類は

一次生産という主要な役割を担っている。この過程で生

ずる有害化学物質の取り込み様式を調べるために室内実

験を行った。またこれまで実施してきた長江河口域の微

生物群集構造の遺伝子工学的解析法を進展させ，季節間

の細菌群の関係について検討した。さらに東シナ海の流

動について長江からの淡水流入，潮汐，風等の因子を反

映させた３次元流動モデル解析を行い，長期的な流動の

変化の把握を行った。

（２）「有害化学物質による地球規模の海洋汚染評価手

法の構築に関する研究」（平成１２～１４年度）では，有害

化学物質による地球規模での海洋汚染の実態を把握する

手法として，商船を利用した有害化学物質の濃縮捕集シ

ステム，海水採取システムおよび連続観測システムを検

討した。本年度はタンカーに搭載するシステムを製作

し，ペルシャ湾往復の５０日弱の航海において，試運転

および往路６３地点９２サンプル，復路５０地点９２サンプ

ルの試料採取を行い，回収率の把握，最適な捕集条件等

の検討を行った。また，環境問題の多様化に対処するた

めには広範な化学物質を対象とする必要があり，極微量

物質の分析法の検討および多成分・多元素同時分析手法

に関する検討を行った。

（３）「アジア縁辺海域帯における海洋健康度の持続的

監視・評価手法と国際協力体制の樹立に関する研究」（平

成１１～１３年度）では，「人為影響によってリン（�）・

窒素（�）負荷が増大，ケイ素（��）が減少し，このた

め海洋生態系の基盤がケイ藻類→非ケイ藻類へと変質す

る」という仮説（シリカ減少仮説）に基づき，日本沿

岸・近海～東シナ海～南シナ海を航行する長距離航路コ

ンテナ船に設置した取水装置と船員依頼にの採水によ

り，栄養塩と植物プランクトンのサンプル海水を採取
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し，（�，�����比とケイ藻類�非ケイ藻類のバイオマス

比に重点をおいた解析を行った。また，アジア各国との

協力により上記調査を継続し，かつ海洋環境の変質を評

価するために，関連各国の海洋研究者を招聘してワーク

ショップを開催した。

〔成　果〕

（１）東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の動

態と生態系影響に関する研究

　東シナ海長江河口域の底質に含まれるリンの一大供給

源として，長江河川水中の懸濁態粒子に着目し，調査・

分析を行った。その結果，次の２点の結果が得られた。

　１�現在，長江本流に唯一存在する葛洲覇ダムの前後

で，リン濃度が大きく減少していることから，ダムによ

る土砂保留の影響が示される。

　２�懸濁態粒子の濃度は下流方向に向かって減少して

いるのにもかかわらず，粒子に含まれるリン濃度は増大

傾向にあり，下流方向に向かって懸濁態リンの供給が続

いている。

　また溶存態重金属濃度を長江と東シナ海（同江河口域�

と比較したところ，アルミニウムと銅は長江の方が東シ

ナ海より高濃度であり，カドミウムは長江の方が低濃度

であり，マンガン・ニッケル・鉛・亜鉛はどちらも同じ

濃度レベルであった。

　長江河口域で優占する藻類種による���の生物濃縮，

取り込み速度の評価を行うために，放射性同位体を用い

た手法を開発した。ケイ藻による���の生物濃縮係数

（���）の常用対数値，すなわち�������は４．０ないし

４．２であった。細胞当たりの���取り込み速度は，海水

中の���残留率，もしくは海水中���濃度に依存し，

１細胞中の���含量や１細胞中の���と海水中���

との濃度差には依存しなかった。

　遺伝子工学的手法を用いて春季及び秋季の河口域海水

について微生物群集の組成比較及び検討を行った。海水

試料より全���を抽出してポリメラーゼ連鎖反応

�����により一般細菌の１６�����遺伝子を増幅し，変

性剤濃度勾配ゲル電気泳動������に供した。この結

果，両季節間ではほぼ同程度の多様性が得られたが，菌

相には明らかな相違が認められ，ケイ藻類の大発生との

何らかの関連性があることが示唆された。

　渤海・東シナ海の流動は，黒潮，潮汐，長江や黄河か

らの淡水流入，風や海面での熱移動等により影響を受け

複雑な流況を呈する。１７７���１３１��，２４���４１．５��で囲

まれた領域に，８×８��グリッド，鉛直１０層の差分化

による３次元流動モデルを適用して数値シミュレーショ

ンを行った。台湾から九州にいたる境界においては，沿

岸潮汐観測点で得られている実測潮汐データの振幅・位

相を与え，さらに黒潮の流れによる平均的水位を与え

た。また日本海洋データセンターの海流データにより得

られている黒潮の流路から，屋久島・種子島の近傍を黒

潮が通過するように平均流量を与えた。黄河，鴨緑江，

遼江等の河川については，月平均の流入量値を与え，長

江の流量としては日平均値を与えた。当該海域は大陸か

らの風が卓越する海域であり，吹送流の影響を受ける。

このため，全球���モデルにより計算されている３時

間ごとの風向・風速値を海面境界条件として全計算領域

に与えた。海面への降雨量は衛星����より日平均降

雨量として全計算領域に与えた。１９９７年１月１日～

１９９８年１２月３１日の２年間を対象として計算を行い，

東シナ海で計測されている塩分及び水温との比較を行っ

た。この結果，年間を通しての塩分・水温変動について

は良好な再現性が得られた。

〔発　表〕��６，７，１３，１４

（２）有害化学物質による地球規模の海洋汚染評価手法

の構築に関する研究

　本年度は海水濃縮捕集・採取および連続観測システム

は，三つのブロックから構成されるシステムを開発・製

作した。濃縮捕集および連続観測システムはノートパソ

コンにより自動制御およびデータ収録を行う。また，海

水採水システムはシーケンス制御により最大１２サンプ

ルをあらかじめ設定した条件で採取することが可能であ

る。濃縮捕集には従来から使用してきた固相抽出法を採

用し，捕集剤には多数使用する必要があることから，当

初米国���のマニュアルにそって前処理が施された

���社のポリウレタンフォーム��������２２６�１３１を使

用することとした。しかし，本捕集剤の回収率が明確で

ないことから，本研究で当面対象とする残留性有機汚染

物質（����）である����，����，クロルデン，ノ

ナクロルおよび����の標準溶液添加法による回収率を

検討した。その結果，α�，β�，γ����の回収率が

他の物質と比較して低かった。特に，α�，γ����

は，６０％程度と最も低く，β����も７０％程度であっ

た。そこで，より回収率が高いと思われる���社の捕

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



集剤���２２６�１２９の回収率を検討した。���２２６�１２９は，

���の間に粒子状の固相吸着剤であるイオン交換樹脂

����２をサンドイッチ状に入れたものである。結果

は，それぞれ１０％程度の改善をみたもののまだ十分で

あるとは言えない。今後，固相抽出剤は上記����以外

の物質を観測する必要も出てくると考えられることか

ら，より回収率のよいものを検討する必要がある。本年

度は，観測航海のスケジュールの都合で新しい抽出剤の

検討ができなかったので，復路の濃縮捕集試料採取の際

には，上記固相抽出剤を２セット直列に設置し，回収率

の改善を図るとともにフィールドでの回収率の把握を

行った。本年度の観測航海では，日本からペルシャ湾間

のほぼすべての航路上（南シナ海の一部を除く）で試料

を採取できた。

　航路上での主な特徴は，シンガポール海峡では塩分濃

度がかなり低く，雨期ということもあり陸水の影響が考

えられ，����にもその影響がうかがえる。一方，ペル

シャ湾では塩分濃度が４０���を超えており，周囲から

の陸水の影響はないものと思われる。しかしながら，一

部で植物プランクトンによる海水の異常着色がみられ，

富栄養化が懸念される。

〔発　表〕��１４１，１４２，��２５～２７

（３）アジア縁辺海域帯における海洋健康度の持続的監

視・評価手法と国際協力体制の樹立に関する研究

　コンテナ船「��������」（東京船舶所属，日本－基

隆－香港－シンガポール－ジャカルタ－ポートケラン往

復航路）に協力を依頼し，隔月に年間計６回，各６測点

（ポートケラン沖，マラッカ海峡，シンガポール沖，ベ

トナム沖，香港沖，東シナ海）における海水サンプリン

グを行った。

　ベトナム沖（南シナ海）および東シナ海の測点におい

ては，溶存無機窒素（���），溶存無機リン（���），溶

存態ケイ素（���）の各栄養塩とも通年で低かった。ま

た，���よりも���のほうが枯渇しているようであっ

た。このことは，これらの測点で，大気起源の窒素ガス

を固定して窒素源としているトリコデスミウム（糸状の

シアノバクテリア）がみられたことと符合している。

　マラッカ海峡では，各無機栄養塩の濃度が高かった。

これは浅海域であるために，沈降した有機物が分解して

できた無機態栄養塩が上層に回帰しやすいためと考えら

れる。

　香港沖では，他の海域に比べて���に対する���の相

対比が高く，特に１０月のサンプルでは���が非常に少

なかった。同様の傾向は，別途実施している国内での

フェリー調査による大阪湾の栄養塩比にも現れる。した

がって，上述の「シリカ減少仮説」が香港や大阪の近

傍，すなわち人為影響が強い海域で顕在化したものと考

えられる。

　また，植物プランクトン分類群別の炭素バイオマス濃

度から，香港近傍海域で，卓越する種類が，季節に依存

してケイ藻から渦ベン毛藻類，微小ベン毛藻類などの非

ケイ藻類に変わることが確認され，この海域における

��，�����相対比の増大の影響が推定される。

　ポートケラン沖，マラッカ海峡，シンガポール沖では

ほぼどの季節においてもケイ藻類が卓越していた。

　上記のような多国の排他的経済水域（���）にまたが

る海域においては，当該沿岸国との協力のもとにモニタ

リングを行う必要がある。このため，１１月に，マレー

シア，シンガポール，ベトナム，中国，フィリピン，韓

国の海洋環境研究者を招へいして第２回��������

会 合 �２�����������	
���

���������������

����������	
�����	���������	������
�����������	
���

を開催した。各国の海域における海洋環境問題の現況に

ついての報告が行われるとともに，国立環境研究所で開

始された海洋モニタリングを基礎にして，今後どのよう

な協力体制を作ってゆくかの議論がとりまとめられる。

〔発　表〕��１３０～１４４，��４５～４７，��８５～８７，

８９～１００�
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２�３�６　熱帯林の減少に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：奥田敏統・唐　艶鴻

社会環境システム部：森田恒幸

生 物 圏 環 境 部：渡邉　信

地球環境研究センター：清水英幸

科学技術特別研究員：小沼明弘・西村　千

重点支援研究協力員：鈴木万里子

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕過去２０年の間に熱帯林は毎年約１５００万ヘク

タールの割合で消失したといわれている。熱帯林は地球

上でもっとも多様な動植物を含む生態系であり，森林面

積の急激な減少が遺伝子資源や生物生産資源へ多大な影

響を与えるのみならず，炭酸ガスの吸収源，地球レベル

での気候の安定装置としての機能を喪失してしまうので

はないかと危惧されている。熱帯林の減少の主な原因

は，森林伐採やプランテーションなど他の土地利用形態

への転換，および人為的起源による森林火災などがあげ

られるが，その根底に熱帯林を抱える地域の経済的貧困

が存在することは確かである。またそれぞれの地域ごと

の森林破壊や荒廃の背景も異なっており，各地域内ごと

に自然破壊を必要最小限に食い止めるための環境プラン

ニングや荒廃した生態系の修復などの対応策が迫られて

いる。地球環境推進費による熱帯林の減少分野では，熱

帯林の減少の背景，原因などを探るとともに，その結果

発生している生態系変化の現況を把握し，森林を含む地

域全体の持続的管理へむけた指針を提示するための調

査・研究を行う。

〔成　果〕

（１）熱帯林の持続的管理の最適化に関する研究

　近年，熱帯林保全へ向けた持続的管理の手法が様々な

地域で模索されているにもかかわらず，森林の減少速度

に歯止めがかからない。そのため，森林の持続管理に向

けた的確な指針が与えられないばかりか，人類共通の遺

産である森林資源の枯渇を招くことにつながりかねな

い。この原因として，森林の持つ生態的，社会的，文化

的なサービス機能が客観的に評価されていないことが指

摘されている。例えば，森林の炭酸ガス吸収機能が注目

され，排出権売買が現実のものとなりつつあるが，そも

そも熱帯雨林の炭素蓄積機能やその循環系に係わる要因

についても十分な知見が得られているとは言いがたい。

また豊富な熱帯雨林の動植物の生態に関する科学論文は

数多く蓄積されたものの多様性が包括的に評価できる指

標策定に対して十分な研究投資が行われたとは言い難

い。そこで，本研究課題では熱帯林の保全管理のための

手法を確立することを目的として　１）森林の荒廃が生

物生産機能及び物質循環系に及ぼす影響　２）森林の荒

廃が多様性の維持機能に及ぼす影響　３）森林の公益機

能の環境経済的評価手法開発に関する研究を行った。な

お，本 課 題 は マ レ ー シ ア 森 林 研 究 所（代 表：

�����������氏），マレーシアプトラ大学（代表：

�������氏），島根大学（山下多聞氏），岐阜大学（代

表：小泉博氏），都留文化大学（別宮由紀子氏），科学技

術振興事業団（足立直樹，西村　干氏），自然環境研究

センター（市河三英氏ら），神戸大学（鷲田豊明氏），早

稲田大学（栗山浩一氏），東京都立大学（可知直毅，沼

田真也氏），秋田県立大学（星崎和彦氏），日経リサーチ

（代表：倉内敦史氏）などの協力を得て行った。

　１）森林の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及ぼ

す影響

　①低地熱帯林の林分動態と最近のバイオマス変動

パソ保護林内の天然生林分（６��）で１９９４年から２年

ごとに３度行われた毎木調査データに，同じ場所で

１９７０年代に測定されたアロメトリー式を適用すること

により，林分全体の地上部バイオマスを推定した。その

結果，１９７３年に４７５�����あったこの林分のバイオマ

スは１９９４年には４３１�����，１９９８年には４０３�����に

減少していた。１９９４年から４年間のバイオマス変動の

内訳をみると，成長により２２．６�����が増加，死亡に

より５１．９�����が減少し，新規加入（０�８８�����）も

考慮すると結果２８．４�����の純減となった。この値

は，１��あたりにして１年間に直径７５��の樹木１本分

の炭素が生体から死体内へ移動するのとほぼ等価であ

る。バイオマスの変動要因を解析した結果，新規加入と

成長による増加分を死亡量が大きく上回っている原因

は，死亡による個体あたりのバイオマス損失が大径木で

大きいことや天然林に大径木が多いことと関連している

と考えられた。一方，この４年間に合計２６�１�����の

葉リターが供給された。倒木やリターはそれぞれ固有の

速度で分解していくと考えられ，これらが分解して大気

中に放出される二酸化炭素量を推定することが系の炭素

吸収機能を評価する上で重要となる。実際に観測した値

をもとに，この林分が炭素吸収系になる条件を満たす分
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解係数の範囲を推定した。今後分解速度を重点的に調べ

れば，このようなアプローチによって一定期間内に森林

で吸収または放出された二酸化炭素量を推定することが

できる。

　②天然林および二次林における土壌呼吸速度の時空間

変動とその要因

　土壌呼吸速度の空間的不均一性を評価するため，２０００

年３月に天然林と二次林内の２��調査地内の５０ヵ所で

土壌呼吸速度の測定を行った。また，土壌呼吸速度の日

変化や季節変化，環境要因に対する依存性を明らかにす

るために，天然林と二次林に設けた閉鎖林冠下ギャップ

下に８ｍ四方の調査区を設け，土壌呼吸速度および各種

環境条件（土壌温度，土壌水分，土壌炭素・窒素濃度，

植物根量，土壌微生物量）の測定を行った。その結果，

土壌呼吸速度の平均値は，天然林，二次林においてそれ

ぞれ４．８μ�����������������４１��と４．５μ��������������

����４３��で，有意な差は見られなかった。また，両林

分ともに，土壌呼吸速度の空間的不均一性が大きく，こ

の分散の２０～５０％は細根量と土壌水分によって説明さ

れた。一方，土壌呼吸速度の時間的な変化およびその要

因は，天然林および二次林において，周期的ではないが

季節変化が見られた。また，無降雨期間に，乾燥による

土壌含水率の低下に伴う土壌呼吸の変化を測定した結

果，多くの土壌において，土壌水分の減少に伴い土壌呼

吸速度は直線的に増加した。林内では，地温は約２５℃

でほぼ一定であるが，土壌水分は降水に伴い１５～３０％

の間を変動していたことにより，年間土壌呼吸量推定

は，閉鎖林内では土壌水分を変数とした単回帰モデルが

有効であると考えられる。ただし，ギャップ環境では地

温も３℃ 前後日変化するため，温度と土壌水分の両方

を考慮した重回帰モデルを構築する必要があると思われ

る。

　③異なる森林形態下におけるさまざまな樹種の落葉分

解速度の比較

　異なる森林形態下での炭素・窒素をはじめとする物質

の循環機構を明らかにする目的で，マレーシア低地フタ

バガキ林の天然林，択伐後４０年を経た二次林，択伐直

後の二次林およびアブラヤシプランテーションにおい

て，樹種ごとの落葉分解速度を推定するための調査を

行った。調査は１４種の樹木を対象にそれらの落葉と樹

種の混合した小枝をリターバッグに詰めて林床に設置

し，定期的に回収し乾燥重量，炭素窒素など化学分析を

行った。また，各林分における林冠空隙の割合の違いが

落葉落枝の分解速度にどのように影響するかを調査し

た。その結果，樹種ごとに分解速度が異なり，分解速度

は初期のセルロース含有量および全窒素濃度により規定

されていることが明らかになった。分解速度の速い樹種

は，初期のセルロース含有量が少なく，初期の全窒素濃

度が高かった。また，分解速度の速い樹種は各回収時に

おける変動係数が大きく，シロアリによる摂食があった

ことを示唆するものでもあった。このことから調査地に

おける重要な分解者であるリター食性のシロアリはセル

ロースが少なく窒素濃度の高い基質を選択的に摂食する

と考えられる。土地利用形態が変化することにより，シ

ロアリのバイオマスが減少したり，または食性の異なる

シロアリが侵入してきた場合，分解過程そのものに変化

が生じる可能性がある。

　④写真判読による低地熱帯雨林の地上部現存量推定の

試み

　低地熱帯の天然林や択伐後の二次林の地上部現存量が

衛星画像によってどの程度推定できるかを明らかにする

ことを目的として，マレーシア，パソ保護林内に設置し

たプロットで得られた毎木調査データ，航空機から撮影

した空中写真判読による同プロットの樹冠高データ，及

び同プロット上空で撮影されたランドサット画像データ

との関連性について解析を行った。まず，毎木調査から

得た直径データと樹冠部の高さデータとを対応づけるこ

とにより，相対成長式を求め，地上部の現存量を推定し

た。その相対成長式を用いて天然林，二次林の地上部現

存 量 を 推 定 し た と こ ろ，そ れ ぞ れ３１０�����，

３０２�����であった。これらの値はパソ保護林の皆伐調

査から得られた相対成長式（����他１９７８）に基づいて

推定した値３５３�����，３３３�����よりも若干過小評価

されるものの，ほぼ１０％程度の誤差で地上部の現存量

が林冠高データから広範囲に推定できることを示してい

る。さらに，空中写真からデジタル化した林冠高の平均

値のデータと一定エリア内での地上部現存量との関係に

ついて解析を行ったところ，両者の間に有意な相関関係

が見られることもわかった。このことは林冠面の高さを

衛星画像をもとに推定できればより広域レベルでの地上

部の現存量やその変化が推定可能になるということを示

唆している。�
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　２）森林の荒廃が多様性の維持機能に及ぼす影響

　①択伐が林分の構造組成に及ぼす影響

　本研究では択伐を受けた低地フタバガキ林の森林構

造・現存量・種構成が択伐施行後に量的・質的にどのよ

うに変化し，そこからどのような過程を経て原植生に近

い状態まで回復するかを再現することを目的として，択

伐直後の森林の林分構造，構成種，荒廃状況の調査を

行った。まず２０００年１０月から１２月に，択伐後１年半

を経過した林分に約１２��の調査区を設置しその中を２０

×２０のメッシュに分割した。各メッシュは今後，撹乱

の程度に沿って数段階に分類する予定である。調査区内

にある胸高直径１０��以上の樹木を対象に毎木調査を

行ったところ，１��当たりの直径１０��以上の本数が

４３５本，胸高断面積合計が１８�５�����であることがわ

かった。これは天然林の約７５～８０％の値である。今

後，出現種の標本を採集し種構成を明らかにする予定で

ある。また調査区内の樹木の伐採による損傷の度合いを

目視による観察から調べた。その結果，全個体の約３０�

が幹折れや枝の破損などを被っていることが明らかに

なった。これらの個体の一部は近い将来に枯死するもの

可能性が高いため，今後数年間は現存量がさらに減少し

ていくものと推定した。

　②熱帯林林冠構成樹種稚樹の共存メカニズムのに関す

る研究

　多様性の高い熱帯雨林内での構成種の共存メカニズム

を明らかにすることを目的として，フタバカキ科

������属の更新過程に影響する生物的，非生物的要因

について種間比較調査を行い，更新過程に種特異性（更

新ニッチの分割）がどの程度存在するかを検討した。ま

ず，野外における更新様式の種特異性を検討するため，

������属６種の生存率，成長特性の指標である樹高成長

速度と葉群動態，成長様式に密接に関連する葉の生理

的・形態的な形質群について種間比較を行った。その結

果，野外における実生の樹高成長は葉群動態と密接に関

連し，樹高成長速度が高い樹種ほど展葉，落葉速度，及

び林床環境下における光合成速度は高い傾向にあるもの

の，生存率が低い傾向にあったことから，極相林樹種の

更新において成長よりも生存を重視する戦略と生存より

も成長を重視する戦略が存在することが示唆された。次

に，物理的環境要因の空間的，時間的な変化に対する実

生の成長反応を������属５種について検討した結果，

光資源に対する成長反応は種間で異なるものの，野外に

生育する実生の多くは光資源の制限により成長が抑制さ

れていることが示唆された。

　③熱帯林林床稚樹の光合成の時間変動に及ぼす光環境

の影響

熱帯林林内の異なる光環境下での林床植物の光合成特性

を明らかにすることを目的として，林床とギャップ下で

稚 樹（���������	��
�����；�����������	��
�������；

�����������	
���
��
��）の光合成を測定し，光環境

における瞬時変動が光合成反応に及ぼす影響を検討し

た。変動する光環境下での光合成生産と一定の光環境下

での光合成生産を比較するため，一定の光条件下で測定

した光・光合成反応の結果と葉に当たる光強度の平均値

から日積算光合成（�������）を推定し，変動する光環

境下で測定した光合成からの日積算光合成（������）を

求めた。その結果，���������	����の比は樹種，微環境

及び光瞬時変動のパターンによって大きく異なることが

わかった。とくに，サンフレックの多い微環境に比べ，

サンフレックの少ない微環境の���������	����の比は

低く，サンフレックによる光環境の変動は光合成生産に

大きな影響を与えていることが示唆された。一方，

���������	�
����
　������������（光強度が低下してか

らの光合成����吸収）量もギャップより林床の方が高

かった。このことから，林床植物の光合成生産を推定す

るためには，光環境の変動性の役割をさらに詳しく，定

量的な評価を行う必要があると思われる。

　④熱帯林における林冠構成種の繁殖に関する研究

　熱帯多雨林の林冠を構成する樹種の遺伝的要素が種子

散布後の実生定着能力にどのような影響を及ぼすかにつ

い て 林 冠 構 成 種 で あ る�����������	
��������

��������	
��
	�
��を対象にマイクロサテライトマー

カーを用いて調査・分析を行った。調査区内で胸高直径

３０��以上の繁殖可能個体５個体から分散時期の異なる

（初期と後期）種子（２０～４５個）および実生（３９～４４

個体）を採集し，その遺伝子型の決定および親子解析を

行い，自殖率を種子と実生の間で比較し，近交弱勢の影

響がみられるかどうかを検討した。さらに，自殖種子と

他殖種子の間で種子重に有意な差があるか，検定した。

その結果，実生では種子に比べて自殖個体が有意に少な

く，また自殖種子の種子重は他殖のものに比べ有意に小

さいことがわかった。これは，���������において，種

子から実生に至る段階で近交弱勢が働いていることを示

唆するものである。

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



　３）森林の公益機能の環境経済的評価手法開発に関す

る研究

　熱帯林の経済価値を表明選好法という環境経済学的手

法によって求めることを目的として本年度は前年度まで

のパイロット調査を踏まえて，熱帯林の経済的評価に関

する本調査を実施し結果の分析を行った。１９９９年以来，

マレーシアにおいて保護林，木材生産林，農地という三

つの土地利用形態に着目して�それらの社会経済的価値

の違いを，多属性評価手法であるコンジョイント分析に

よってとらえるための現地調査，フォーカスグループ

セッション，パイロット調査を進めてきた。最終的に，

本年度は，マレーシアの４都市で総計１０００サンプルの

面接調査を実施した。調査のシナリオとしては，マレー

シアの三つの土地利用形態の現況をどのように変化させ

る政策が望ましいかを，それにかかる税金の支出ととも

に回答者に尋ねることにした。最終調査の結果は，１ヘ

クタール当たりの社会全体としての支払い意思額とし

て，保護林��２７�マレーシア通貨リンギット�，生産林

��５．６，農業用地��２２．７であることがわかった。この

結果は，保護林を１ヘクタール保護，ないしは増大させ

るために，��２７だけの支出を国民は許容することを

意味している。逆に，１��の保護林を伐採するならば，

何らかの形で税金が��２７だけ回収されることを国民

が要求することを意味している。例えば，国が保護林を

何か公共的に利用する場合はこれだけの国民にとっての

便益の増加が要求されることを意味している。農業用地

についても，同じように解釈可能である。生産林につい

ては，符号が逆になっているが，これは生産林を減少さ

せるには，１ヘクタール当たり��５�６だけの税金の支

出が許容されることを意味している。今回の評価額が，

過小評価されている可能性もありうるが，調査対象域を

一地域ら世界的レベルにスケールアップすれば評価額

は，はるかに大きなものとなるに考えられる。

（２）森林火災による自然資源への影響とその回復の評

価に関する研究

　熱帯地域，特にインドネシアでは，森林火災が森林の

バイオマス・物質生産性ばかりでなく，森林に生息する

多くの生物の種や個体数，遺伝的多様性などに多大な影

響を及ぼしている。そこで，本研究では，①森林火災の

全体的な影響をレビューし，衛星データなどによる影響

地域の把握と経時変化の基盤的情報を整備し，②森林火

災および非火災地域の生態系や生物多様性調査から火災

被害の影響と回復過程における熱帯林生態系の構成樹種

や森林依存性の代表的分類群の種や個体数の変動，生息

域の変化を明らかにし，③森林火災に敏感で，その影響

と回復を評価するための指標となりえ，またモニタリン

グが容易な生物種や現象，その計測手法などを提案し，

さらに，④先駆的リモートセンシングによる計測情報と

の相関性を検討することにより，リモートセンシングに

よる生態系や生物多様性評価の可視化を可能にし，その

精度の検証や客観性の向上を促進する。

　１）リモートセンシングデータなどによる森林火災の

影響と回復過程の解析と総合化

　本年度は，まず森林火災が自然資源に与える影響とそ

の回復過程の評価に関する既存の研究及び情報を整理す

るため，森林火災及び熱帯林をキーワードとして１５１件

の文献を収集し，これらの文献を項目別に分類し，検索

を可能にするとともに，そのレビューを行った。次に，

スマトラ島及びカリマンタン島において，１９９７年７月

以降の毎日の����衛星�����データから抽出され

たホットスポット（火災が発生していると思われるポイ

ント）のデータを，���（地理情報システム）上で同一

地域の森林植生データと重ねて解析した結果，火災は農

耕地及びその放棄地，さらにそこから遷移した二時林，

灌木林といった森林としてのカテゴリの判然としない地

域において集中的に発生していることが明らかになっ

た。また，火災前後の�������衛星��データを用いた

解析で，火災の被害程度を推定し，���座標に変換し，

現地調査用の衛星地図を作製した。さらに，火災後の植

生回復過程の検討のため，１９９８年４月から現在までの

�����４衛星����������データ（１０日間合成）の

対象地域切り出しを行い，データセットを作成した。

����衛星���データに関しては，対象地周辺のデータ

を収集し，前処理を行うことにより火災前後でのバイオ

マスの変化を抽出することを可能とした。最後に，航空

機���及び先駆的（超高分解能）センサを用いた解析

では，すでに林分情報のある国内実験地において，バイ

オマスの評価手法を検討し，林分因子の抽出をほぼ可能

とした。

　２）森林火災による生態系・生物多様性の影響と回復

に関する調査解析

　東カリマンタンの���������	��
��において，火災の

影響を受けた森林の状態を調査するため，非撹乱地，軽
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度撹乱地及び重度撹乱地に調査方形区（各々������：

１００×１００�，�������：５０×６０�，�������：１００×

１００�）を設定した。さらに，各調査区内を１０�ごとに

格子状に区分けし，胸高幹周囲（���）が１５��以上

の木の位置と種名を記録し，高さと���を計測した。

その結果，森林火災の影響が大きくなるに従って，木本

の密度と胸高断面積合計は減少した。������で�������

������が，�������で����������	
�	�����が，�������

で���������������	
�などが特に多く，火災が森林の構

造と種組成に影響していると考えられた。また，草本植

物の種類と量にも明確な差異が認められた。各調査区内

に，２０×２０�の小プロットを２カ所設定し，立木，倒

木，落枝上に発生していた木材腐朽菌類の子実体を採集

調査した。������と�������で採集した木材腐朽菌類

には，担子菌類，子のう菌類とも種数・個体数に顕著な

違いは認められなかった。�������では木材腐朽菌類

の種数・個体数とも少なく，高温乾燥環境を好む特定の

種が出現した。子実体などから２３菌株の木材腐朽菌類

を分離培養した。各調査地に生息する地上性哺乳類の種

の確認のため，金属製かごわなを設置し，捕獲を行っ

た。コウモリはかすみ網を使用した。また赤外線セン

サーによるカメラトラップを使用し，調査地内での撮影

を試みた。その結果，全調査期間内に１９種の小型哺乳

類（ツパイ３種，地上性リス３種，ネズミ９種，コウモ

リ４種）を捕獲した。調査地ごとの出現種に違いが認め

られ，特に地上性リス類と大型ネズミ類は������での

み捕獲され，これらの種は火災の影響を大きく受けると

考えられた。

　各調査区の外側にマレーズトラップと���������	の枝

を用いたベイトトラップを数個設置し，捕獲された昆虫

類のカミキリムシ類を中心に調査した。ホソカミキリム

シ科，ハナカミキリ亜科，ノコギリカミキリ亜科などの

カミキリムシは������で多く捕獲されたが，そのほか

のプロットでは少なく，森林火災地域では特定の種のカ

ミキリムシが多数捕獲される傾向が認められた。森林内

の微気象を調査するため各調査区内に温湿度計測装置を

６台ずつ設置し，調査地域の近傍１カ所に雨量計１台，

温湿度計測装置２台を設置して計測を開始した。

　３）森林火災の影響評価のための指標策定

　森林火災の影響を特に受けやすいと考えられる蘚苔類

や地衣類，また，土壌微生物や菌根菌類の調査を行っ

た。　蘚苔類及び地衣類の遷移を調査するため，前記の

各調査区の地上および樹上に調査方形区（各々，１０×

１０�，２０×２０��）を設置し，出現する種を着生基物別

に少量採取した。また，各調査地域近傍域においてイン

ベントリー調査を行った。その結果，蘚苔類では，

���������	���，��������	��	�，��������	

�����な

どの蘚類が多く出現したが，種数は������で最も多く，

�������ではわずかな種のみが出現していた。自然林

（������）では高木層が密で林床は暗く，種の多様性は

それほど大きくはないが，倒木によるギャップ周辺では

地上および腐木上に多くの種が認められた。�������

は高木が消失したため林床は明るいが，シダなどの維管

束植物が高密度で侵入しており，林床植生は限られてい

た。また，��������	

�����などの匍匐性の蘚類はほ

とんど生育しておらず，小形直立性の乾燥耐性のある

���������	���の種が目立った。地衣類では，������

で現在３８種を認めたが，�������では１１種，�������

では１６種を確認した。森林火災の程度と地衣類の種数

には相関があると推測された。なお，������で採集さ

れた��������	
�
��	�������（オニサネゴケ）は，レッド

データブック（２０００）で��（絶滅危惧��類）にあげら

れている希産種（日本固有種）であり，国外では始めて

の報告である。各調査区の林床を調査し，菌根菌の子実

体 を 採 集 し た 結 果，������か ら は����������と

�����������を，�������からは����������と�����������

を採集した。�������には菌根性樹木がほとんど生存

しておらず，菌根菌子実体の発生は認められなかった。

なお，各調査区で森林土壌の化学性と微生物多様性およ

び菌根菌多様性を比較・解析するための土壌採取等を行

い，土壌分析及び微生物や菌根菌の培養・同定作業を現

在進めている。

〔発　表〕��５～９，２８～３１，��８～１７，４９～５３�

�
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２�３�７　生物多様性の減少に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ�高村健二・椿　宜高・原島　省・

永田尚志・五箇公一・　刀正行

社会環境システム部：田村正行・清水　明・山野博哉

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕地球上には様々な生物が生存しており，推計

では１０００～３０００万種の生物が存在していると言われて

いる。このような生物多様性は生命の誕生以来，４０億

年をかけた進化によって形成されたものであり，人類の

生存の基盤をなす重要なものである。このため，１９９２

年６月の地球サミットにおいて署名された生物多様性条

約は１９９３年１２月に発効した。我が国も１９９３年３月に

条約を批准し，締約国となった。さらに，我が国では

１９９５年１０月に地球環境保全に関する関係閣僚会議にお

いて生物多様性国家戦略が決定され生物多様性保全の取

組が方向付けられた。

　地球環境研究総合推進費による生物多様性減少分野の

研究では生物多様性減少の機構解明，野生生物の生息地

内外の保全手法の開発，アジア地域熱帯林の減少に伴う

生物多様性への影響解明，野生生物の保護地域の設定基

準の検討，サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明を行

なってきたが，これらの成果を土台に新しい研究手法・

概念を取り入れて生物多様性の保全を体系的に進めるた

めの研究を行う。

〔内　容〕

（１）地理的スケールにおける生物多様性の動態と保全

に関する研究

　野生生物が絶滅に至る主要な原因は人間の開発行為に

よる生息地の破壊・変質であ�る。生息地の破壊・変質は

生息地の縮小と分断化を伴う。縮小の影響に関しては，

これまでの研究（国内外および過去の地球推進費による

研究）によって知見が蓄積されてきた。しかし，分断化

の影響については，地理学的情報とこれまでの知見を統

合した新しい研究展開が必要である。分断化は人間活動

によってもたらされるものであるから，その影響を評価

するために集水域における人間活動域と野生生物生息域

の広がりの歴史的変化を地理的情報システム（���）

データベースの構築によって把握した。また，バイオ

トープ間の相互作用，野生生物のメタ個体群動態の解

析，新しいバイオトープへの非土着生物の侵入影響評価

等から，生息地の縮小・変質が野生生物の生存に及ぼす

影響を解析した。

（２）アジア太平洋地域における森林及び湿地の保全と

生物多様性の維持に関する研究

　アジア太平洋地域においては，近年，人間活動の影響

を受けて，森林，湿地の面積が急速に減少しつつある。

森林と湿地の減少はそこを生息地とする野生生物にとっ

て生息環境の劣化を意味し，少なからぬ生物種が生息数

の減少あるいは絶滅の危機にさらされている。このよう

な背景のもとで，森林及び湿地を保全し生物多様性を維

持するには，森林と湿地の分布及びその周辺の土地利用

変化の実態を把握し，森林と湿地の利用も視野に入れた

持続的管理のあり方を探ることが急務である。

　本研究は，アジア太平洋地域を対象として，１）森林

及び湿地の減少と劣化の実態を，文献・地図情報，現地

調査，衛星データ等を用いて把握すること，２）森林・

湿地面積の減少など野生生物の生息環境の悪化が，森

林・湿地植生と野生生物との共生関係に与える影響を，

現地調査，衛星無線追跡，地理情報システム等により解

明すること，及び以上の結果を踏まえて，３）森林及び

湿地の保全と生物多様性の維持に向けて提言をまとめる

ことを主要な目的とする。

（３）サンゴ礁生態系の撹乱と回復促進に関する研究

　サンゴの成長・劣化を表すモデル構築のためには，そ

の変化のパラメータが必要である。この変化は数年～

１０年程度の時間スケールで起こるため，それを時系列

的にカバーするデータ取得として，以下の２通りの方法

をとった。

　成長が遅く骨格が堅い塊状サンゴについては，その骨

格標本を採取し，蛍光顕微鏡による年輪解析により成長

速度を推定する。ただし，大勢を占める卓状ミドリイシ

については，成長は速いものの骨格が破壊されやすく，

そのような手法がとりにくい。また，従来の永久コド

ラートを用いたセンサス手法では，群体の成長，空間的

条件付け，または群体間の相互作用などが客観記述され

ない。このような条件を考慮し，八重山諸島黒島周囲の

トランセクトにおいて１９９４年より継続している水中画

像の取得とアーカイブ作成を延長し，年次間比較から成

長パラメータを求めた。特に，１９９７年からは２台の水

中カメラの並列により立体画像の取得を行い，空間的条

件の記述が的確になっている。

　また，卓状ミドリイシ群体の成長を想定したメッシュ

モデルを作成し，サンゴ群体の相互作用（干渉）がない
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条件，すなわち最大の増殖速度での基礎的な計算を行っ

た。

〔成　果〕

（１）地理的スケールにおける生物多様性の動態と保全

に関する研究

　１）野生動物の潜在生息地を推定する手法の開発

　近年のメタ個体群の概念の発達により，野生動物の分

布情報そのものよりも，むしろ生息可能なハビタットの

分布情報のほうが保全施策には有効であることが認識さ

れつつある。また，野生動物の分布情報はきわめて断片

的で不完全であることが多いこと�からも，潜在生息地

推定手法の確立が望まれている。この研究では生息地の

好適性の評価関数を用いて，不完全な分布情報から潜在

的な生息地を推定する手法の開発を行った。この手法は

３つのステップにより構成される。まず，生息地条件と

して重要そうなパラメータをリストアップし，その類型

化を行う。類型化にはクラスター分析などが有効で，ク

ラスターに分類された条件のうち，面的情報に変換可能

なパラメータを選定してクラスターの代表値とする。第

２に，類型化された生息地パラメータと分�布情報との

連関を解析することによって，必要なパラメータを絞り

こむ。第３に，絞りこまれたパラメータの総合評価（算

術平均，幾何平均，最小値選択など）によって，���上

の各ロケーションごとに生息地の好適性を評価し，点数

化して地図上で表現する。この手法は，好適と判断され

た未調査のロケーションを野外調査を行うなどによって

検証が可能である。カワトンボの潜在生息地の推定を

行ったところ，現実の�分布とのかなり良い一致が見ら

れた。

　２）バイオトープの地理的分布と野生生物個体群サイ

ズとの連関の解析

　霞ヶ浦周辺のヨシ原の変化がヨシ原に生息するオオヨ

シキリの個体群に与える影響を解析するために，環境庁

の第２回自然環境保全基礎調査の植生図（１９７８～８０

年）と国土地理院の最新の航空写真（撮影１９９７～９９

年）から作成した植生図を使って，霞ヶ浦周辺のおよそ

２０００���の地域のヨシ原の分布の変化を解析した。霞ヶ

浦周辺におけるヨシ原の総面積は約３０���であり，全

体の約１�４％にしかすぎない。ヨシ原の総面積は２０年

間で約７％減少しているものの，ほとんど変化はない。

しかし，霞ヶ浦周辺のヨシ原のうち利根川のヨシ原の分

布には変化が見られないものの，霞ヶ浦湖岸のヨシ原は

激減し，周辺水田地域で放棄水田由来のヨシ原の増加が

認められた。ヨシ原の平均面積は，２０年前には平均

１４�２±１�９��（７８３カ所）であったものが，現在は３�１

±０�３２��（８５７カ所）へと減少し，断片化が進んでいる

ことがわかった。この地域のオオヨシキリの平均なわば

り密度（１４�４／��）から総個体数を計算すると，２０年

間でヨシ原の総面積はほとんど変化していないにもかか

わらず，ヨシ原の断片化によりオオヨシキリの個体群は

約１�４に減少したと推定された。

　３）農耕地河川流域に生息するトンボ類の生息場所利用

　農耕地を流下する河川の周辺には水田・畑地・果樹林・

草地・植林地・雑木林などの野生生物にとっての生息場

所が河川を挟み込むように位置している。これらの生息

場所を利用する野生生物は多くの場合，季節や生物自身

の生活史段階に応じて複数の生息場所を使い分けて利用

している。この利用様式はそれぞれの生息場所で利用可

能な資源が季節とともに変化することに応じていると考

えられるが，その資源の存在様式がこれらの生息場所に

おける生物多様性の動態の鍵になると考えられる。本研

究では，これらの生息場所を横断的に利用することの多

いトンボ類成虫についてその分布の季節変動を観測し，

生息場所の資源動態との関連やそのトンボ種による特性

を明らかにするために進めているものである。本研究の

実施によって，農耕地河川周辺の環境の生物多様性保全

の観点からの評価が可能になるものと考えられる。

　本年度は，河川周辺の生息場所を横断する径路にそっ

てトンボ成虫の個体数計数を種毎に行った。調査によっ

て確認されたトンボ成虫は１４種に及んだ。このうち４

種を除いた全ての種が森林で未成熟期を過ごすことが確

認された。またそのうち５種は森林外の水田あるいは河

川での繁殖行動が確認された。さらに，この５種は総観

察個体数上での上位５種にあたるので，森林で未成熟成

虫期を過ごし，森林外の水域で繁殖を行う種が農耕地河

川周辺では優占することが示唆された。

　４）非土着生物侵入による生態影響

　ハウストマト用の花粉媒介昆虫セイヨウオオマルハナ

バチはヨーロッパ原産であるが，現在日本では年間５万

コロニーが輸入・使用されている。ハウスから逃亡した

個体が野生化して在来のマルハナバチと雑種を作ること

が懸念されている。野外より在来のマルハナバチを採集

し，電気泳動法で分離されるアロザイム変異によりセイ
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ヨウオオマルハナバチの遺伝子浸透が起きていないかを

モニタリングした。その結果，野外での雑種化の進行は

認められなかった。セイヨウオオマルハナバチによる生

態影響を軽減する代替策として在来マルハナバチの商品

化が進められている。しかし，在来種が商品として流通

する場合，地域個体群の遺伝子組成をかく乱する恐れが

ある。商品化が進められているオオマルハナバチおよび

クロマルハナバチの野外個体群におけるミトコンドリア

���変異およびマイクロサテライト変異を調べた結果，

オオマルハナバチについては北海道の個体群と本州以南

の個体群間に，またクロマルハナバチについては本州の

個体群と九州の個体群間に遺伝的分化が生じていること

が判明した。商品化にあたっては，こうした地理的分化

を考慮した採集・製品流通を行う必要があることが示唆

された。

〔発　表〕��１２，２６，２７，３４～３６，４３，��２８，３０，�

４８，５４，５６，８３

（２）アジア太平洋地域における森林及び湿地の保全と

生物多様性の維持に関する研究

　１）アジア太平洋地域における湿地性渡り鳥の移動経

路と生息環境の解析及び評価に関する研究

　衛星トラッキングと衛星画像解析を組み合わせること

により，極東ロシアから中国にかけての地域で，タン

チョウとコウノトリの渡り経路と生息地環境を調べた。

衛星トラッキングにより，鳥の位置データを自動的に取

得することが可能であり，衛星画像データにより定期的

に生息地環境を解析することが可能となった。これらの

解析により以下のような結果が得られた。①アムール川

流域の繁殖地における鳥の行動範囲は，年毎に異なるこ

とが分かった。１９９８年の夏期には，ほとんどの鳥が直

径１０～１５��の限られた範囲に留まっていたのに対し，

１９９９年の夏期には，鳥の行動はより広範な範囲に散ら

ばっていた。また，アムール川流域の繁殖地のなかで，

時期によって居場所を変えた鳥もいた。このような鳥の

行動パターンの違いは気象条件によって引き起こされる

食物条件の違いによるのではないかと推定される。②ア

ムール川流域の繁殖地では，両種の鳥ともほとんど自然

湿地の中に留まっていた。約８０％の鳥の位置データが

湿地の中にあった。これは，この地域の自然環境が良好

な状態に保全されていることによると思われる。③東ア

ジアにおけるタンチョウとコウノトリの渡り経路を明ら

かにすることができた。中国東北部では，アムール川流

域から遼東湾岸まで二つの経路を渡って行く。一つは嫩

江沿いに湿地帯を辿る経路，もう一つは松花江沿いの経

路である。遼東湾岸からは渤海湾岸を辿って黄河河口ま

で移動する。（一羽のタンチョウは，例外的に朝鮮半島

の非武装地帯に渡った。）黄河河口からは，タンチョウ

は塩城干潟に移動しそこで越冬した。これに対しコウノ

トリは揚子江流域（１９９８年は武漢湖沼地帯，１９９９年は

ポーヤン湖周辺）に渡りそこで越冬した。④中国国内で

は，両種の鳥とも自然湿地よりは農地にいる頻度の方が

高かった。農地に高頻度に滞在するということは，人と

の接触，穀物の摂取，農薬による汚染など，鳥の生存に

とって好ましくない現象が起きている可能性を示唆して

おり，さらなる調査が必要である。

　２）ロシア北方林の生物多様性の解析及び共生系に与

える森林攪乱の影響評価

　ハバロフスク近郊の北方林を対象として，文献・地図

情報，現地調査，衛星データ等により，開発や森林火災

による森林の減少と劣化の実態を調査し，生態系の攪乱

が植生と野生動物との共生関係に与える影響を，環境・

経済・管理システムの視点から解析した。

〔発　表〕��２１，��２２

（３）サンゴ礁生態系の撹乱と回復促進に関する研究

　黒島港北のトランセクトから得られた水中画像アーカ

イブからは，１９９４年当時のサンゴはオニヒトデの食害

からの回復の途次にあり，群体間に裸地がみられた。

１９９８年夏には白化現象が起こったが，２０００年夏にはそ

の影響も目立たなくなった。また，クシハダミドリイシ

（卓状）の成長が速く，それに日光を遮られた（または

水通しを妨げられた）キクメイシ群体が次第に劣化・死

滅する過程がみられた。

　モデルでは，１×１�のコドラートを含む２�５６×

２�５６�の正方形領域を考え，２５６×２５６のメッシュを

切った。計算手順としては，あるサンゴ群体（卓状ミド

リイシ）がこのメッシュを完全に占める場合このメッ

シュのサンゴ占有率を１，そうでない場合には０とす

る。群体の縁辺では０と１の中間の値とし，隣接する

メッシュからのサンゴの水平的成長でそのメッシュの占

有率が増加する。サンゴの成長率は　１）光条件　２）

サンゴポリプのプランクトン摂食　３）サンゴの骨格形

成の様式　４）サンゴへの環境ストレスの強さ　５）ほ
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かのサンゴ群体あるいは他の生物との相互作用（干渉，

闘争）のような因子によると考えられるが，現在のとこ

ろブラックボックスである。

　また，１９９４年以降のアーカイブでは，群体間の相互

作用も窺われたので，さらに以前の１９８９～１９９１年に海

中公園センター調査で得られたネガからアーカイブを作

成し，水平成長率を概算した。このパラメータに基づい

て計算した結果，年次変化がおおまかに再現されたが，

形状の詳細は原型とやや異なった。現時点では，現象を

「シミュレートする」という意味よりも，モデル結果と

原型の差異から基礎的な因子を探る段階であるが，今後

モデルの精度を高めて行く予定である。

〔発　表〕��８８�
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２�３�８　砂漠化に関する研究

〔担当者〕

地球環境研究センター：清水英幸

生 物 圏 環 境 部：戸部和夫・邱　国玉�・高　永�

　　　　　　　　　　（����フェロー）

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕砂漠化の影響は現在地球の全陸地の約１�４，

世界人口の約１�６に及び，将来の地球環境や食糧供給

に深刻な影響を及ぼすことが懸念されているが，この砂

漠化問題は気候的要因と人為的要因に加えて社会経済的

要因も絡まって，その解決を難しくしている。国際社会

は，「砂漠化対処条約」を締結し，１９９６年１２月に同条

約は発効し，また，１９９７年１０月には第１回締約国会議

が開催された。先進締約国には砂漠化防止に対する資金

的・技術的な支援が強く要請されており，また，砂漠化

防止における我が国への期待も大きく，各種の砂漠化防

止プロジェクト及び共同研究等を通した技術的支援活動

を早急に推進する必要がある。しかし，これまでの砂漠

化研究および砂漠化防止技術は，その技術・方法論，対

象とする砂漠化プロセス，対象地域等の点で，それぞれ

別個に独立して展開される傾向があり，その結果，研究

成果や技術の総合化・普遍化が十分に行われていない。

したがって，既往の砂漠化研究をレビューし，各研究の

座標付けを与えるとともに，その総合化を図り，砂漠化

防止技術については地域性を越えた共通性を抽出し，対

象地域－問題プロセス－防止技術のマトリクスを作成す

ることが必要である。その一方で，砂漠化は局地的な自

然あるいは社会経済条件を反映して生じる現象であると

いう側面も持っている。このため，問題の解決に向けた

一般化，普遍化が難しく，現地での実証的な研究に基づ

いた防止対策の確立を行うことも必要である。そこで，

世界のいくつかの代表的な砂漠化地域の環境容量に基づ

いた適正な土地管理計画の策定と対策技術の適用のため

の体系化に関する研究も併せて行う必要がある。

〔内　容〕

（１）砂漠化の評価と防止技術に関する総合的研究

　本研究では，砂漠化研究の総合化と地域固有の砂漠化

対策の策定の両側面から砂漠化研究を行い，砂漠化対策

のための実効性のある施策を提示することを目的とす

る。具体的な研究内容は以下のとおりである。

　１）砂漠化研究の総合化と砂漠化防止技術の体系化に

関する研究

　本サブテーマでは以下の２課題について取り組む。

　①砂漠化研究の総合化に関する研究

　砂漠化防止対策を展開していく上で，重要な砂漠化プ

ロセスのモデル化に関して，下記のように最先端の研究

成果をまとめる。

　・一連の砂漠化プロセスを，背景となる自然環境条件

と伝統的な土地利用システム，砂漠化の自然的人為的要

因，フィジカルな砂漠化プロセス，砂漠化の人間生活へ

の影響，砂漠化対策とその効果，周辺住民等へ及ぼす副

次的影響という流れで整理し，全体を統合する数量的な

モデルのフレームワークを考案する。

　・上記のフレームワークをいくつかのモジュールにブ

レークダウンし，各モジュールの機能とモジュール間の

リンケージについて考案する。

　・このようなモデルの開発可能性を検討するために，

対象地域を限定した上で，既往研究のレビューにより，

既往研究によって，どの程度定量的または定性的に各プ

ロセスを記述できるかを明らかにする。

　②砂漠化防止技術の体系化に関する研究

　既往の砂漠化防止プロジェクトに関する文献等のレ

ビュー等により，情報を収集，整理し，以下の３点につ

いて検討を行う。

　・対象地域－問題プロセス－防止技術とその評価に関

するマトリクスを作成して，砂漠化防止技術の体系化を

試みる。

　・砂漠化防止に関する技術のうち，特に普及可能性の

高い最新技術に着目して，その実現可能性等を検討す

る。

　・地域の状況に適合した砂漠化防止技術の評価システ

ムに関する検討を行う。

　２）中国における砂漠化対策技術の評価に関する研究

　中国においては，比較的早くから砂漠化対策の取り組

みがなされており，これまでに多くの砂漠化対策が実施

され，膨大な研究成果が蓄積されている。しかし，これ

らのプロジェクトに関する客観的評価はほとんどなされ

ておらず，さらに，これまでに得られた研究成果も相互

間の関連づけが十分になされていない。そこで，既往の

中国の砂漠化対策プロジェクトの実効性や各種の砂漠化

防止技術の有効性の評価を行う。

　３）中国における砂漠化評価のための指標に関する研究

　有効な砂漠化対策の実施のためには，適切な砂漠化指

標を用いた砂漠化の評価が必要不可欠であり，砂漠化の
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進行に伴って敏感にその様相を変える植生や土壌の状態

は，最も基本的な砂漠化指標として用いられるものと期

待される。中国においては，これまでに，砂漠化の進行

に伴う生育植物種の構成や土壌状態などの変化の態様に

関し，多くの研究成果が蓄積されている。そこで，中国

における砂漠化指標に関連した文献のレビューを行い，

中国における砂漠化進行度の指標化に関する検討を行

う。

　なお，上記１）のサブテーマでは，本課題の他のサブ

テーマ，「中国における砂漠化防止技術の適用に基づく

土地利用計画手法に関する研究」，「西オーストラリアに

おける砂漠化防止・植生回復技術に関する研究」，「サブ

サハラアフリカの土壌扶養力の評価と維持・回復技術の

開発」などにおける研究成果についても，整理・評価し，

総合化・体系化を実施する。

〔成　果〕

（１）砂漠化の評価と防止技術に関する総合的研究

　１）砂漠化研究の総合化と砂漠化防止技術の体系化に

関する研究

　①砂漠化研究の総合化に関する研究

　前年度に考案した砂漠化総合モデルのフレームワーク

をさらに発展させて，より具体的なモデルの構成を示す

とともに，そのモデル化の可能性について検討した。す

なわち，対象地域を中国北部の乾燥・半乾燥地域とし，

そこでみられる一連の砂漠化現象を前提として，全体的

な概念モデルを構築し，それをいくつかのモジュールに

分け，モジュール毎に要因間の関係性を示した。このモ

デルの特徴は以下の諸点である。

　��モデルの全体像としては，地域における生物生産

が，人口，経済，気候，土壌，地形，土地利用などの要

素で支えられており，地域における生物生産が供給の一

部として地域経済に投入される。地域経済において，供

給に対して地域住民に対する効用を最大化するよう５つ

の生物資源利用形態（食料，飼料，建料，燃料，肥料）

に対する資源配分量を決定する。この際，需要が生物生

産量を上回った場合，土地の過剰利用を引き起こし，そ

の負荷が土地荒廃や人口の移動を引き起こす。すなわ

ち，人口増加が生物生産量の減少につながり，さらに需

給バランスを崩すというサイクルが，慢性的な土地の過

剰利用をもたらすという現象を再現しようとするもので

ある。

　��作物生産モジュールでは，地域の土壌・地形などの

土地自然条件をもとに，さらにその時々の気象条件を加

味して，天水農地・かんがい農地等に応じて，生物生産

量が計算される。このほか放牧地生産モジュール，森林

生産モジュールでも同様に生物生産量が計算される。

　��作物生産モジュールは，需要／供給収支モジュー

ルにつながり，土地資源・労働力資源・資本資源などか

ら土地の生産を最大化する場合の土地利用のもとでの生

産を計算し，それが人口，経済水準，ライフスタイル，

市場での取引などから導かれる需要量と比較される。

　��需要が供給を大きく上回る場合には，土地利用強

度が増し，過放牧・過耕作等を通じて，土地荒廃が進行

（土地条件が劣化）し，土地生産力の減少へとフィード

バックされる。

　さらに，このモデルの開発可能性を検討するため，現

在までに入手した研究論文を詳細にレビューし，論文ご

とにその論文がモデルの全体像のなかでどの部分に関連

するかを分析し，最終的にモデルのなかで定量的な記述

が可能な部分，定量的ではないが定性的には記述される

部分，これらの研究のなかでは記述されていない部分を

明らかにした。その結果の概要は以下のとおりである。

　��レビューした論文は，主として中国北部を対象と

する９５編である。論文ごとに，対象地域，環境要素間

のなんらかの関係性について論じている場合には，その

入力・出力要素およびその関係性，要旨等を一覧表にま

とめた。研究内容が類似すると思われるものを小グルー

プとし，それらをさらに大きなグループへと統合してい

き，レビューした研究の見取り図を作成した。全体とし

て，レビューした研究は，①砂漠化の原因を探る研究　

②植生の維持・管理に関する研究　③土地生産力に関す

る研究　④環境変化に関する研究　⑤対処政策に関する

研究，の５つに分類した。社会経済学的研究や，砂漠化

現象を定量的に扱う研究は数少なかった。

　��前述の，砂漠化総合モデルの全体像において，そ

れぞれの論文から導かれる結果をあてはめていくと，土

地荒廃や環境要素間の関係，また環境要素と生物生産と

の関係については，比較的多くの研究がみられる一方，

生物生産の需要供給バランスや，生産力変化の経済的評

価に関する研究はほとんどみられなかった。

　��このことから，実際にモデル化を進めていく上で

は，生物資源の需給バランスや社会経済分野の研究論文

をさらに丹念に検索していくことと同時に，必要ならば
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このようなパラメータを得るような調査を実施しなけれ

ばいけないことが判明した。ただし，現実的には，デー

タの入手がきわめて困難なパラメータ部分については，

モデル自身の改変も視野に入れて検討していくことが必

要である。

　②砂漠化防止技術の体系化に関する研究

　�．�対象地域－問題プロセス－防止技術とその評価に

関するマトリクスを用いた砂漠化防止プロジェクト

の分析

　砂漠化・土地荒廃防止プロジェクトに関する文献等よ

り，適用した技術の内容とその効果に関する何らかの評

価がなされているものを選定してレビューを行い，マト

リクスを作成した。技術的（物理的）対策と組織・制度

的対策，及び人材育成（住民参加を含む）の各側面での

対策が実施された場合，かつ，対象地域の気候特性や資

源等を活用できた場合に，成功したと評価されているも

のが多くみられた。また，住民参加の実現，特に，対策

の意義や内容の理解を伴う積極的な参加，もしくは所得

の増加等の直接的利益の有無が，成否を左右したとみら

れる例が多かった。

　��普及可能性の高い最新技術の検討

　地域レベルでの利用を想定した技術の例として，風力

発電や太陽光発電等の再生可能エネルギー利用技術，及

び，畜糞バイオガス発酵と燃料電池もしくはマイクロガ

スタービン等，最新技術との組み合わせに関する検討を

行った。

　風力発電は，欧州を中心に近年の技術革新が著しいも

のであり，対象地域における技術・人材・費用等の課題

はあるものの，具体的な適用可能性が最も高い技術の一

つと考えられる。畜糞バイオガスは，畜舎飼育と組み合

わせての利用が想定されるが，肥料用途とのバランスを

考慮する必要もあるため，地域の炭素・窒素・リンの循

環に着目したケーススタディ等，さらに検討が必要とさ

れる。燃料電池及びマイクロガスタービンは，中・小規

模の熱電供給システムとして注目されている。特にマイ

クロガスタービンは，アメリカ等では分散型電源の主力

としてすでに一般利用されており，燃料電池に関して

も，実用化されているリン酸型に加えて，固体高分子型

の研究が進んでいる。これらについては，発生する熱と

電気の効率的な利用方法を検討する必要がある。

　��砂漠化防止技術の評価システムに関する検討

　上記の結果を踏まえ，総合モデルのフレームワーク構

築に資することを想定して，評価システムに適用する指

標の検討を行った。技術の特性を評価するためにはさま

ざまな指標が必要とされる。しかし，砂漠化地域の多く

が途上国であり，当面はデータの入手が急速に向上する

可能性は低いことから，半定量的な情報も含めた入手可

能なデータに基づく，砂漠化対策技術の評価のための総

合指標の開発が有効と考え，検討を行った。

　現段階で考え得る総合指標の一例は，「対策技術の普

及可能性」であるが，これは対象地域の自然的・社会的

特性により大きく異なる。そこで，前年度のマトリクス

を発展させて，理想的な対策マトリクスを作成し，デー

タの入手可能性を考慮して作成した半定量的な普及可能

性の評価指標を用いて，代表的な砂漠化対策プロジェク

ト数例について，最も実践的な“コアセットメニュー”

を抽出した。

　２）中国における砂漠化対策技術の評価に関する研究

　中国で実施されている代表的な砂漠化対策技術および

砂漠化からの回復技術の整理を行った。その結果，以下

のことが明らかとなった。

　��砂丘固定技術

　中国において最も深刻な砂漠化の形態は砂の流動化で

ある。砂地での植生の減少により，砂が風で移動しやす

くなり，移動砂が農地や建造物，鉄道等に悪影響を及ぼ

す。そのため，中国では，砂の移動の防止や砂地での植

被の回復のために多くの研究や技術開発がなされてき

た。中国で適用されている代表的砂丘固定技術として

は，植栽により砂の移動を防止する「植物防砂法」，草

方格や防砂柵等を設置して砂の固定を行う「工程防砂

法」，化学物質で砂表面を固定する「化学固砂法」など

がある。

　このうち「植物防砂法」は，有用植物の育成にもつな

がり，自然の力での土壌の改良が可能であるうえ，経済

的効果も期待できる。この方法を成功させるためには，

��植物が生存できるか否かの事前調査を行う　��その地

域固有の植物種（潅木）を用いる　��数種類の植物を混

生させる　��現有植生を保護しつつ，新たな植生を付

加するなどが重要である。

　また，「工程防砂法」のうちの草方格（わらを格子状

に砂地に埋め込み，砂の移動を止める設置物）技術は，

主として道路や鉄道が砂に埋もれるのを防ぐために用い

られる。草方格の利点として，��防風・固砂効果が大き

い　��容易に設置できる　��設置後速やかな効果を期待
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できる，��環境に悪影響を及ぼさないなどがあげられ

る。一方，欠点としては，��設置のために多くの資材

（わら）と労働力を必要とする　��資材のわらの寿命が

３～５年程度であるため，防砂効果を維持するためには

更新が必要であるなどがある。これらの欠点を克服する

ため，今後，草方格の設置作業の機械化や草方格の寿命

を高めるための工夫などが必要である。

　��生態系回復技術

　囲地（過放牧地などを囲い込んで自然植生の回復を図

る）や自然保護区の設置等による自然生態系や植林生態

系の保全や回復が図られている。また，防風林の設置，

植物種子の飛行機散布による緑化，アグロフォレスト

リー技術などの環境保全や植生回復の技術が開発されて

いる。このうち，種子の飛行機散布法は，大面積区域の

緑化に有効であり，播種される植物は，主にその土地の

固有種が用いられている。また，植物の定着率を高める

ための播種前の種子処理として，種子を肥料や保水材を

含む黄土粉でコーティングする技術などが開発されている。

　��持続的農牧業生産技術

　農耕地を効果的かつ節約的にかんがいするために，

様々なかんがい技術が開発されている。地表かんがい法

は施設費が安価であるが，水の損失が大きく，過湿状態

や塩類集積を防ぐために排水を含めた水管理を適切に行

う必要がある。一方，マイクロかんがい法や散水かんが

い法では，水の損失が少なく高度な技術といえるが，施

設費や管理費が大きい。

　また，農耕地への塩類集積を防止するとともに土壌の

過湿状態を改善するために，排水設備の整備が重要であ

るが，そのためには，地域全体の広域的な排水システム

を整備して，個々の圃場の排水を適正に行う必要があ

る。また，塩性化した土壌の改良のために，土壌表層に

集積した塩類を削って取り除く技術や土壌表層部を水で

洗い流す技術などが開発されている。さらに，根群域に

集積した塩類をかんがい水で溶解し根群域から除去する

技術や水稲作を取り入れた輪作体系の確立などが有効で

ある。

　３）中国における砂漠化評価のための指標に関する研究

　中国を始め，世界各地域の砂漠化評価のための指標に

関する文献のレビューを行い，既往の砂漠化指標に関す

る検討を行った。さらに，中国の半乾燥地域の典型的牧

草地である羊草（��������	
����
�）草原を対象として，

砂漠化の進行に伴う植物種の構成やバイオマス量等の変

化に関する既往の研究成果を整理するとともに，データ

の解析を行い，有効な砂漠化指標を探索した。ここで

は，各種環境要因と植生の特徴をもとに，草原の砂漠化

の程度を以下の４段階に分類して植生状態の検討を行っ

た。��非砂漠化段階　��軽度砂漠化段階：優良牧草

（�����������および���������	
��）の個体数が約１５％減

少し，バイオマス量が約３０％減少　��中度砂漠化段階：

優良牧草の個体数が約３０％減少し，バイオマス量が約

５０％減少　��重度砂漠化段階：優良牧草の個体数が約

５０％減少し，バイオマス量が約７０％減少。文献による

調査とデータの解析の結果明らかになったことは，以下

のとおりである。

　��砂漠化の進行による優良牧草の相対バイオマス量

（特定の種のバイオマス量の全バイオマス量に対する比）

は連続的に減少し，逆に，牧草に適さない���������	

�������などの植物種の相対バイオマス量が連続的に増加

した。中度砂漠化段階では，放牧圧に強い抵抗性がある

と推測された���������	が優占種になった。

　��長期間にわたって過放牧を行えば，優占種の各個

体の高さやサイズが小さくなることが明らかになった。

優占種���������	�	の平均高さは，重度砂漠化段階では，

非砂漠化段階での高さの約５０％であり，また，他の植

物種に関しても同様な傾向が認められた。一方，砂漠化

から回復しつつある草原においては，砂漠化からの回復

とともに優占種の平均高さは徐々に増加することが判明

した。

　��植物種の植被率やバイオマス量から算出した総合

優勢度率（���）を指標として草原品質の変化を評価し

た。その結果，優良牧草と中質牧草の���は砂漠化の

進行とともに減少し，劣質な牧草の占有割合が増加し

て，草原品質が劣化することが明らかとなった。また，

各砂漠化の段階で，中質牧草の���の値は優良牧草に

比べて大きかった。一方，砂漠化の進行により，低質牧

草と劣質牧草の���は増加するが，劣質牧草の���は

１０％以下であり，その変化はこの草原に大きな影響を及

ぼさないと判断された。

　��以上の結果から，低質牧草の代表植物である���

�������は，中国の半乾燥地域の典型的牧草地である羊草

草原における，砂漠化進行の指標植物として有効である

ことが判明した。

〔発　表〕��１２，１３，１５，１７，��１０，１１，１４，��１８，１９�
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２�３�９　人間・社会的側面からみた地球環境問題

に関する研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：兜　眞徳

社会環境システム部：大井　紘・原沢英夫・森　保文・

青柳みどり・高橋　潔

化　学　環　境　部：中杉修身・柴田康行・久米　博

水 土 壌 圏 環 境 部：大坪國順

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕推進費における本研究分野は，地球環境変化

の人間・社会的側面の国際共同研究計画����������	��
�

���������	�
����������	�����������

����������	
���
����������に積極的に対応していく

ために，平成７年度に創設された。����は地球環境変

化の人為的要因とその地球環境変化が人間社会に及ぼす

影響の２つの側面を研究するもので，具体的な研究分野

として，土地利用・被覆変化，産業構造の変化とエネル

ギーの生産と消費，資源利用に関する人口・社会的側面，

環境倫理や教育，資源利用や人口推移を決める各種制度

および環境の安全性と持続的発展が挙げられる。本分野

においては７つの課題研究が進められている。

〔内　容〕「アジアにおける環境をめぐる人々の消費行

動とその変容に関する研究」は，市民を社会の基礎単位

の個人そして経済活動の一主体としての消費者および企

業としてとらえ，それぞれの主体について厳密な無作為

抽出を用いた社会調査法による調査を実施することによ

り統計的に個人・消費者・企業の価値観，態度，行動を

国際的な比較調査を通じて明らかにする。

　「環境負荷低減のための産業転換促進手法に関する研

究」は，産業転換における���１４００１や���などの自

主的管理の効果に関する研究を行うとともに，企業およ

び行政における環境マネジメントシステムの現状での導

入状況のアンケート調査，環境マネジメントシステムの

環境負荷に与える影響についての検証を行い，環境マネ

ジメントシステムの改善点およびこれを支援する施策を

明らかにする。

　「中国における土地利用長期変化のメカニズムとその

影響に関する研究」は，���������	
�������������	��

����������	
�������	����プロジェクトの第Ⅱ期（３

年間の予定）として，以下の三つを研究の目的に掲げて

平成１０年度から開始された。

（１）中国の沿岸地域（特に華東地域）と北部，東北部

地域に対象を絞り，二つの地域の何処でどのような土地

利用変化が起こったか，それは何故か，を定量的に解析

する。

（２）二つの地域において中長期的にどのような持続性

を阻む現象が起こるかを予測し，２��メッシュのディ

ジタル地図として表示する。

（３）土壌荒廃，砂漠化等の環境破壊を回避し，持続性

のある土地利用を模索した場合のグローバルな食糧需給

への影響を検討する。

　「アジア地域における環境安全保障の評価手法の開発

と適用に関する研究」は，アジア地域において，持続可

能な発展の基盤となる人口，食糧，水，環境の現状や相

互関連性を把握した上で，指標やモデルによる定量化を

行う。これらを用いて２０５０年までの将来予測を行い，

人口の増加，急速な経済成長がもたらす食糧不足・水不

足・環境悪化の可能性およびそれらを回避するための方

策について環境安全保障の視点から評価する手法を開発

し，具体的な対応策について検討する。

　「環境リスク管理にかかるコミュニケーションと対策

決定過程に関する研究」は，環境安全保障を達成する必

要性の認識が広まりつつあるが，気候変動問題に見るよ

うに，その不確実性と国家利害の対立のもとで，国際交

渉の帰趨への展望を求める。また，アジアにおける経済

発展による酸性雨問題の深刻化が憂慮されるが，国際的

な協力により対策を講じるために，問題の推移の政治

的，社会的，経済的な要因の構造を分析する。さらに，

世論形成におけるこれら不確実性にかかわるコミュニ

ケーションのあり方を示す。

　「地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に対する地球環境

保全のための環境計画に関する研究」は，インドからバ

ングラディッシュにかけての西ベンガル地方で起きてい

る世界最大規模のヒ素地下水汚染に関連して，特に地表

に汲み上げられたあとのヒ素の環境循環の様子を明らか

にし，人的被害の低減，抑制を目指す政策立案のための

科学的基盤作りに資することを目的とする。様々な環境

試料中のヒ素化合物の捕集，分析手法の開発を進めると

ともに，ヒ素汚染地帯の現地調査を行って試料を採取

し，西ベンガル地方におけるヒ素の環境動態の様子を明

らかにする。

　「ゴールドラッシュ地域における環境管理，環境計画，

およびリスクコミュニケーションに関する学際的研究」

は，近年，金の違法採掘とそれに伴う水銀による環境汚
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染が深刻な事態の技術・行政の両面から解決策を探るた

め，（１）グローバルな考察とケーススタディを組み合

わせて金のスモールスケールマイニングが環境に与える

負荷を見積もり，（２）汚染が深刻な地域について，地

質図を中心に据えた環境管理マップを作成し，そして，

（３）現地での水銀汚染調査と技術指導・啓蒙活動を兼ね

るリスクコミュニケーションの実践を行う。

〔成　果〕

（１）アジアにおける環境をめぐる人々の消費行動とそ

の変容に関する研究

　本課題では，アジアの一般の人々の環境をめぐる消費

行動について社会調査手法を用いて明らかにしようとす

るものである。そのために，日本においては，人々の消

費行動に大きな影響を与える環境先進企業（平成１１年

度実施の日本企業全体を対象とした調査において環境報

告書を出している，または計画している企業および環境

報告書ネットワーク加盟企業４７５社）を対象とした環境

コミュニケーションについての調査を実施し，また，ア

ジア諸国においては，中国湖南省を対象に一般市民の消

費行動についての個人面接調査（無作為抽出した１８歳

以上６５歳までの成人男女１５００名を対象とした。回答者

は１０８６名回答率７２％であった。）を実施した。

　１）環境コミュニケーション調査

　環境先進国においては，①環境対策を業績評価の中に

位置づけている企業がみられる（図１）。関連づけてい

ない企業は２５％，検討中が２７％である。一方，２６％が

個別部門の評価に，９％が従業員個人の業績評価に盛り

込んでいる。②環境情報の提供手段として重要視してい

るものは，「環境報告書」（７４％）「自社ホームページ」

（６８％）であり，③環境報告書を自社ホームページに掲

載している企業は７２％に上り，インターネットの利用

が進んでいることもわかる。④消費者などステークホル

ダーからの要望やその対応で自社の環境戦略・行動に変

化が生じたことがあると回答した企業は３７％であり，

コミュニケーションの相互作用的側面が大きいことがわ

かった。

　２）中国湖南省市民調査

　中国調査では，北京大学中国国情研究センターおよび

中国環境保護局の協力を得て，１９９７年に日本，オラン

ダで実施した����調査と同じ内容の調査を湖南省に

おいて実施した。この調査の結果，①中国においては先

進国以上に所得，教育レベル，年代による環境意識・行

動の差が大きいことがわかった（図１）。特に，所得，

教育レベルについては，それ自体の格差が先進国では考

えられないほど大きいが，それらの環境意識，行動に与

える影響が大きいことは環境対策の普及，効果を考える

上で大きな障害になると考えられる。②一般に，所得レ

ベルが高く，教育レベルが高く，マスメディア接触度が

高いほど，経済成長よりも環境を優先する回答の割合が
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

図１　環境先進企業における環境対策の業績評価への繁栄



高い傾向にある。しかし同時に，消費者行動の観点から

みると消費意欲も高まる。耐久消費財の購入について聞

いた結果では，具体的に名前を挙げた希望する耐久消費

財を一年以内に購入できるとする回答の割合が所得・教

育レベル・マスメディア接触度が高いほど高くなること

が観察された。したがって，消費者行動と地球環境問題

といった観点から，中国における所得増大，教育レベル

の向上などは，中国国内における環境意識の向上と同時

に，消費の増大を招くという側面をもっていることが確

認された。

〔発　表〕��６～９，��１～６

（２）環境負荷低減のための産業転換促進手法に関する

研究

　企業における���１４００１審査登録と環境負荷管理の関

係を調べるために，国内の���１４００１審査登録企業を対

象として，���１４００１対応，環境行動，���など先進

的制度�管理への取り組み，環境負荷の管理方法，情報

公開についてアンケート調査を実施した。本調査研究の

結果をまとめると以下のようになる。

　���１４００１対応については，全割程度の企業が新しく

対応しており，���１４００１審査登録が企業に変化をもた

らした。しかし���１４００１で必須とされていない環境行

動などに対しては，新たに対応した企業よりも既存の対

策を改善した企業の方が多かった。環境負荷管理につい

ては，項目によって数値目標を立てて自主的に管理して

いる企業が多く見られた。硫黄酸化物や����排出量な

どで数値目標を立てて管理を行っている企業が多い一方

で，水資源使用量や包装・梱包材使用量については管理

が進んでいなかった。情報公開については，多くの項目

に対して約半数の企業が社内に公開するにとどまり，社

外にまで公開されるのは環境目的のような宣言に近いも

のに限られた。���１４００１への対応と環境行動の各項目

に関する対応度の関係を主成分分析によって調べたとこ

ろ，手続き―実行の軸と外部―内部の軸の二軸が表れ

た。���１４００１に必須の項目とそれ以外の項目との間で

異なる分布を示した。���１４００１対応と環境負荷管理の

関係については，現時点では���１４００１審査登録が実質

的な環境負荷管理と直接結びつくデータは得られなかっ

た。企業が真に環境を考慮して活動するのであれば，実

際に環境負荷管理に取り組むのが望ましいといえる。

〔発　表〕��３２～３４，��３７，３８，４２

（３）中国における土地利用長期変化のメカニズムとそ

の影響に関する研究

　１）地図化手法による中国土地利用長期変化予測に関

する研究

　中国全土を対象として，２０２５年の米，小麦，トウモ

ロコシの３大穀物の生産量と消費量のバランスマップを

２０��メッシュ精度で作成することを試みた。生産量予

測にかかわる因子として，自然条件のみで規定される土

地生産性，土地利用変化，生産性を高める人間活動を考

慮した。消費量については，主食分と家畜飼料分を分け

て評価した。消費量予測にかかわる因子として，将来の

人口動向，食生活パターンの変化等を考慮した。さら

に，穀物のメッシュ間のやりとり（輸送）を記述するモ

デルを考え，穀物の需給バランスマップも作成した。

　２）衛星画像と���手法を用いた華東地域の土地拡大

に伴う土地利用変化の解析に関する研究

　中国華東地域に対して，平成１１年度に開発した都市

拡大モデルに人口増加シナリオを与えて，２０２５年まで

の都市拡大とそれに伴う農地の減少を予測した。その結

果を基に，米の生産量分布の変化をディジタルマップ化

した。人口増加シナリオに基づく人口を都市域に配分し

て米の消費量分布の変化をディジタルマップ化した。二

つのディジタルマップを重ね合わせることにより，華東

域の２０２５年の米の生産・消費バランスマップを１ｋｍ精

度で作成した。その結果，与えた人口増加シナリオにお

いては，華東地域においては米の生産量は減少するもの

の予測消費量より不足する事態には陥らない結果となっ

た。

　３）北部・東北部地域における土地利用が環境に及ぼ

す影響に関する研究

　平成１１年度に開発した２��グリッドの２次元地下水

位（頭）変化モデルを用い，揚水量について３つの将来

シナリオを与えて河北平原の浅層および深層の地下水位

（頭）変化の予測シミュレーションを行った。その結果，

農業・工業・生活用の揚水量を１９９４年実績で一定という

将来シナリオでも，２０３０年には平原西側では人口１００

～２００万人の都市を中心に浅層帯水層が，平原東側では

深層帯水層が，深刻な事態になると予想され，一方，平

原中央部ではむしろ適量の地下水揚水は土壌の塩類化防

止に有益と判断された（表１）。

　４）中国北部・東北部地域の持続性可能診断用ディジ

タル地図セット構築に関する研究
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　中国北部�東北部地域における地形，気象，土壌，土

地被覆および土地利用等の１��ディジタル地図セット

を含む土地生産性地理情報システム�����を構築した。

このシステムは１��メッシュでの気象，土地利用，土

壌，土壌水分等一連のディジタルマップと，種々の制限

因子下での土地潜在生産性を評価する一連のサブモデル

とを含んでいる。これらを基に水分不足指数などいくつ

かの有効係数を求める新たなモデルを開発し，それぞれ

制限条件下での各主要食糧作物の潜在生産性，即ち，光

合生産性，光温生産性，気候生産性，および土地生産性

など及び可能増産量を推定し，１��メッシュディジタ

ルマップを作成した。これらのディジタルマップを重ね

合わせて解析した結果から以下のことがわかった。

（１）土地潜在生産性から見ると，東北地域の東部平原

区はイネ，中部はトウモロコシ，北部と東部山区はダイ

ズの最適栽培区である。（２）増産可能量から見ると，

温度条件の改善による増産可能量は南西域で大きく北東

域で小さい。水分条件の改善による増産可能量は西部の

乾燥地域と東南部の低湿地域で大きいが，中部平原区で

は小さい。農業技術の改善による増産可能量の分布は複

雑であるが，全般的に東から西へ，北から南へ向かって

増大する傾向がある。１９７９～１９９６年の間の収穫量の増

加トレンドをもとに見積もると，当該地域の全域にわ

たって光温生産性を実現するのには５０～６０年を要する

結果となった。

〔発　表〕��５，２８，��１０，��１５～２０，��３，８，１０

（４）アジア地域における環境安全保障の評価手法の開

発と適用に関する研究

　初年度の成果をもとに，引き続きアジア地域における

水資源の評価モデルの作成と適用を行った。水資源は，

人間活動・生存に欠くことのできない環境資源であり，

再生が可能な資源であるが，地域によって存在量は偏在

している。このため水需要の増加（水供給量が追いつか

ず水不足），水質の悪化（人口増加，都市化による水質

汚濁），安全な水の確保（途上国，経済移行国，島嶼国）

が問題となっており，さらに温暖化や異常気象は水需給

のバランスを崩すと考えられる。アジア地域は，水資

源，水供給が非常に脆弱な地域の一つであり，現在でも

水質および水供給面で脆弱な地域として，低地沿岸地

域，デルタ地域，さらに利用可能な水量が渇水基準以下

の中東や乾燥西アジア諸国を含んでいる。また����の

第三次評価報告書によれば，中央アジア地域では乾燥

化，他の地域では降水量が増加傾向にあることが予測さ

れているが，一方，人口増加や経済成長のために水需要

が大幅に増大することが予想される。こうしたアジア地

域レベルでの水需給を評価するモデルの作成を行った。

将来の水資源量としては，河川水量を予測するモデルで

あり，���による将来気候シナリオとして気温と降水

量等を用い，また地理情報システムを活用した分布型流

出モデルである。水需要については，既存の水資源研究

の原単位データ（農業，産業，都市用水）を収集すると

ともに，中国については共同研究機関の研究者から水需

要に関する資料を入手した。水資源モデルを適用した結

果，２０５０年時点では，中国東部，インドで需要水量密

度がきわめて高くなり，２１世紀前半の急激な需要の増

加傾向を反映している。またバングラデシュ，インドで

は人口増加，経済発展のため水需要は増大するが，イン

ド亜大陸では地球温暖化により流出量の増加が見込ま

れ，需給比率でみた場合，水資源量の制約はゆるくなる

と予想された。

〔発　表〕��２５，��１２，１４
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表１　河北平原の地下水位変化の予測結果



（５）環境リスク管理にかかるコミュニケーションと対

策決定過程に関する研究

　国家安全保障の一環としての環境安全保障を達成する

必要性の認識が広まりつつあり，京都議定書にかかわる

最近の振れの大きい動きにも見るように，その戦略の確

立が急務であるので，気候変動による環境破壊が安全保

障の不安定性に及ぼす影響を評価するため，����の資

料その他によって，地球気候変動の影響を環境難民のよ

うな間接的・社会経済的なものについてまで調査した。

また，国家安全保障の一環としての環境安全保障概念の

歴史的な拡大・発展過程を明らかにして，環境安全保障

の意義を明確にした。

　また，気候変動問題に対する政策合意形成の基盤とな

るべき国民世論の形成過程と，その背景にある気候変動

問題への国民の対処行動の原理を明らかにするため，多

様な地域レベルにおけるコミュニケーションと行動原理

について，リスク管理パターン概念や社会史的方法によ

り示した。

　一方，アジアの酸性雨問題の推移について，中央政府

などの各セクターの行動の経緯を調査し，また，国際的

なコミュニケーションの推移を明らかにし，それらが酸

性雨の影響と対策の進展に影響する形態の理論を構成

し，問題の社会経済的な構造を明らかにした。これに

よって，東アジアにおける酸性雨対策のための有効な枠

組みを与えた。さらに，中国での酸性雨形成物質排出に

かかるセクター間の影響関係と国際的コミュニケーショ

ンの効果の経緯を明らかにし，東アジアでの国家間での

酸性雨被害防止のための国家間レジームのあり方を提案

した。

　これらの成果を政策合意に寄与させるため，気候変動

現象や酸性雨被害についての科学的不確実性下での政治

性を帯びた科学的認識を前提とした政策合意形成に関し

て，社会構成主義にもとづいて科学的知見の生産過程・

流通過程・消費過程の実態を分析し，非専門家が各自の

自身の科学知見に対する認識にもとづいて政策決定に対

する判断をするための理論構成を行った。

（６）地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に対する地球環

境保全のための環境計画に関する研究

　ヒ素の高感度分析手法である�����は，アルゴンガ

スを利用する関係で，生物試料のように塩素が試料中に

含まれると妨害を受けやすい。窒素ガスを用いる

�����ではその妨害の問題がなくなるが，感度的には

�����に劣るために適用性に問題を残す。そこで，感

度の増加を図るために超音波ネブライザーを利用した化

学形態分析法の確立を目指して，特にカラム条件の検討

を中心に，高速液体クロマトグラフィー分離－超音波ネ

ブライザー導入－マイクロ波誘導結合プラズマ質量分析

法（���������	��
）の開発と評価を進めた。ま

た，２月にインドのムルシダバド地方のヒ素汚染集落と

その周辺で大気粉塵などいくつかの試料の収集を行っ

た。それぞれの試料のヒ素濃度とその化学形態につい

て，現在測定を進めている。

〔発　表〕��１０，１２

（７）ゴールドラッシュ地域における環境管理，環境計

画，およびリスクコミュニケーションに関する学際

的研究

　国立環境研究所は，サブテーマ「水銀の地球化学的挙

動に関する基礎研究」のうち，環境試料中の水銀分析を

担当する。多数の試料を迅速に測定する必要性を考慮

し，分析手法としては，���������	
������
�������

���������および���������	�
��������を用いる。

今年度は，両手法の妥当性を調べるため，汚染地帯の土

壌と採掘従事者の毛髪について，還元気化原子吸光光度

法による分析結果との比較検討を行った。�
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�２．３．１０　総合化研究
〔担当者〕

地球環境研究センター：井上　元・清水英幸

地球環境研究グループ：甲斐沼美紀子・増井利彦

社会環境システム部：森田恒幸・原沢英夫・森口祐一・

日引　聡・川島康子

　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕地球環境研究センターにおいては地球環境研

究総合推進費による総合化研究を実施している。この

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施

されている個々の研究プロジェクトと異なり，①個々の

研究プロジェクトの成果を集約しつつ，経済学，社会工

学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討を行

い，政策の具体的な展開に資する知見を提供する「政策

研究」，②「課題別研究」として分野ごとに研究プロ

ジェクトが推進される地球環境研究に対し，これら個々

の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を体系的

かつ集中的に解析する「横断的研究」，③個々の研究領

域の重要性を地球環境問題の解決という観点から総合的

に評価する「リサーチ・オン・リサーチ」の３つの役割

を有しており，本年度においては以下の３つの研究を実

施している。

〔内　容〕（１）持続可能な発展において，環境保全と経

済発展の両立は最も重要な要素であり，地球環境政策の

世界共通の基本的目標である。その具体的目標の設定と

達成方法の検討には環境と経済を同じ枠組みの中で分析

できる手法の開発が急務であることから，環境経済モデ

ルと環境勘定を中心に，手法開発を進めてきた。これま

で，日本をはじめとする先進国の問題を主な研究対象と

してきたが，持続的な国際社会の実現には，発展途上国

の問題やそれを含めた国際関係にも視野を広げることが

不可欠である。このため，平成１０年度から，これまで

の成果の地区制を基礎として，持続可能な発展の重要な

鍵のひとつと考えられる国際公共財や，発展途上国を含

む多国間の経済の連関にかかわる問題を中心にとりあ

げ，環境経済モデルおよび環境勘定の手法を適用するこ

とにより，環境と経済の統合に係る政策決定の支援に資

する分析手法の開発を進めた。�

〔成　果〕

（１）持続的な国際社会に向けた環境経済統合分析手法

の開発に関する研究

本年度は昨年度に引き続き，これまで開発してきた各種

経済モデルを発展途上国に適用すべく，モデルの改良と

基礎的データの収集ならびにこれを用いたパラメータの

設定に取り組むとともに，地球温暖化問題を中心にして

その対応可能性についてシミュレーション分析を実施し

た。また，国際公共財の評価方法についての基礎調査を

完了させ，投入産出モデルを用いた物的勘定の開発のた

め，廃物の総量フローに関する国際比較のためのデータ

整備および拡張された投入産出表へのデータ登録を行った。

　以下，サブテーマごとに成果を記す。

　１）国際経済モデルの開発とアジア地域への適用に関

する研究

　本サブテーマは，今までに開発してきた各種の経済モ

デルを発展途上国に適用できるように改良し，さらに国

際的な相互作用を再現できるように世界モデルに拡張す

ることによって，地球環境問題と経済発展とのかかわり

合いをより体系的に分析することを目的とする。このた

め，次の３種類の経済モデルを基礎にして，国際経済モ

デルへの改良作業を進めた。

　①動学的最適化モデル：スタンフォード大学で開発さ

れた�����モデル，イェール大学で開発された����

モデル，東京理科大学で開発された�����モデル，東

京大学で開発された������モデル

　②一般均衡モデル：国立太平洋北西研究所（����）

で開発された���モデル，パデュー大学で開発された

����モデル

　③ボトムアップ・モデル：横浜国立大学等で開発され

た��２１モデル

　今年度は，昨年度に引き続き，これらのモデルの開発

者の参加により改良作業を進めた。特に，ＳＧＭモデル

の改良については����と当研究所との間で国際共同研

究として実施した。そして，これらの改良モデルを用い

て以下の分析を実施した。

　動学的最適化モデルを用いた分析では，アジア地域に

おけるクリーン開発メカニズムの効果を分析するととも

に，不確実性を考慮した場合の温暖化対策の産業部門へ

の影響について分析した。さらに，わが国の二酸化炭素

排出抑制に伴う経済影響について推計した。

　また，一般均衡モデルを用いた分析では，京都議定書
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の数値目標達成に伴って，貿易を通じた国際的な経済影

響をシミュレーションにより分析するとともに，わが国

の二酸化炭素排出抑制に伴う経済影響について推計し

た。

さらに，ボトムアップ・モデルを用いた分析では，排出

量取引やクリーン開発メカニズムが効果を発揮する情景

を検討するとともに，わが国の二酸化炭素排出抑制に伴

う経済影響について推計した。

　２）国際公共財の貨幣的価値を計測するための方法論

の確立に関する研究

　現実の市場が存在しない国際公共財としての環境財に

ついては，人々の価値を貨幣タームで計測する手法に仮

想市場法（�����������	
��
����������，���）があ

り，米国を中心に用いられている。本研究は，���の

中核である仮想的な市場の設定に際して提案されている

代表的な回答形式の比較を行い，各国の文化を前提とし

た上で望ましい回答形式を選び出すことを目的としてい

る。

　本年度は，次の仮説を検討した。①財に関して適切な

量の情報を与えると���における���回答の信頼性

が向上する。②（情報量とは関係なく）調査参加自体か

ら効用を得た被験者の信頼性が向上する。なお，信頼性

の指標として，杉並区居住世帯に対する２回の調査にお

けるＷＴＰ一致率と２回目返信状況を用いた。また，温

暖化問題小冊子のある組（�型）とない組（�型）を設

けた。第一の仮説に関しては，調査で得られた主観的な

情報量の適不適と回収率，���一致率の間には明確な

関連が見いだされなかった。むしろ，物理的な情報量の

多いＡ型で主観的な情報量に関わらず２回目返信確率が

低下した。第二の仮説に関しては，特にＡ型で調査の効

用と信頼性指標の間に関連が見られた。「調査全体に対

する満足感」「１回目調査の所要時間」と２回目返信状

況，調査の「社会的意義」とＷＴＰ一致率に予測どおり

の関係がみられた。一方，Ｂ型では「調査全体に対する

満足感」の高い者の返信確率が増大したが，ＷＴＰ一致

率に対して有意な変数はみられなかった。最初の結果と

あわせると，長大な調査票，小冊子による高負荷のもと

で，調査の効用の程度が信頼性に影響を与えやすいと解

釈できる。�

　３）投入産出モデルを用いた資源・環境負荷フロー勘

定の確立に関する研究

　本サブテーマでは，物量単位の環境勘定，特に資源お

よび環境負荷のフローを中心に扱う。すなわち，自然環

境から人間活動への資源のインプットのフローおよび人

間活動から自然環境への廃物のアウトプットのフローに

ついて，その総量の把握および経済活動部門への分解を

行うとともに，資源が生産活動を経て製品に形をかえ，

消費の後廃棄されたり，インフラストラクチュアとして

蓄積されたりするまでの過程を物量単位の投入・産出表

の形式で表現することにより，さまざまな経済活動が直

接・間接にもたらす資源の消費量や環境負荷の発生量を

算定しようとするものである。

　本年度は，前年度までに設計を進めてきた環境部門を

拡張した物量単位の投入・産出表について，廃棄物・リ

サイクルフローや副産物の記述方法などについて改良を

加え，「多次元物量投入産出表（���������	
��

����������	
������	
�����
������
������）」の枠組み

を提案した。������の有用性を実証するため，化石

燃料，金属，建設原料材の３分野を対象として既存デー

タの収集，整理をもとに勘定表の試作を行うとともに，

スプレッドシート形式の汎用ソフトウエア上で，部門の

分割／集約など柔軟な表現形式によって勘定表を表示す

る機能の開発を行った。また，１９９５年産業連関表を用

いた化石燃料起源の大気環境負荷推計について，他の統

計資料との比較分析によって前年度に行った二酸化炭素

排出量推計の精度向上を行うとともに，���，���の

排出推計を新たに行って，部門別最終需要金額あたりの

直接・間接排出量に関するデータ整備を行った。

　一方，資源の総量のフローに関して，平成７年度以

来，日本，米国，ドイツ，オランダの４ヵ国の共同研究

を進め，第１段階では資源の総投入量の国際比較を行っ

てきた。第２段階として，人間活動から自然環境へのア

ウトプットフローについて，上記４ヶ国にオーストラリ

アを加えた５ヶ国の間で平成９年度から国際共同研究を

進め，二酸化炭素をはじめとする大気への環境負荷，溶

剤・肥料など使用段階で環境へ散逸する物質など，環境

への排出形態別の内訳をとらえながら，人間活動から環

境への排出フローの総量の国際比較を行ってきたが，本

年度はその成果をとりまとめ，国際共同研究報告書を出

版した。

　一方，カリフォルニア大学（米国）やライデン大学
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（オランダ）など欧米の研究機関との間で，�投入産出分

析（産業連関分析）の環境問題への応用についてこれま

での研究成果の交換や今後の共同研究の可能性について

意見交換を行ってきたが，今年度は，豪州などより多く

の機関との間で，ライフサイクル分析や技術評価への利

用を念頭においた手法開発とデータベース構築を目指し

た共同研究の進め方について意見交換を行った。

〔発　表〕��２９，３０，３８～４０，４２，４４，４５，５２，

��３６，４３，４５，４８～５２，５４，５５，６１

（２）温室効果ガスインベントリーシステム構築の方法

論に関する研究

　本年度はまず，アジア地域における各種温室効果ガス

（���）排出係数データの開発・利用状況を把握するた

め，既存の文献から関連データを抽出し，アジア地域

���インベントリー排出係数データの一覧表を作成し

た。この際，使用した既存文献は，主に次の３種類であ

る。①国別温室効果ガスインベントリーのための１９９６

年改訂版����ガイドライン　②�����（アジア地域に

おける最少費用での温室効果ガス削減戦略プロジェク

ト）レポート：同プロジェクトは，���（地球環境ファ

シリティー）やアジア銀行などから資金を受け，アジア

銀行が実施しているものである。③日本作成の国別温室

効果ガスインベントリー　この一覧表の作成を通し，ア

ジア地域では各種���排出係数として利用できるデー

タが乏しく，多くの場合は����ガイドラインに示され

ているデフォルト値（各国独自のデータがない場合に用

いるべく提案されている便宜的な数値）が用いられてい

る現状が確認された。不確実性が低く信頼性の高い

���インベントリーを作成するためには，各種排出係

数について地域特性を反映した各国独自の値を用いるこ

とが望ましい。多くを����デフォルト値に頼るアジア

地域の現状は，同地域において独自排出係数データの研

究・整備を推進する必要性が高いことを明らかにした。

　次に，こうした認識のもと，同研究推進のためアジア

地域の研究者ネットワーク構築を図り，国内検討会及び

国際ワークショップを開催した。これらを通して国内外

の専門家ロスター（名簿）を作成するとともに，農業，

土地利用変化及び森林，廃棄物の各分野において，優先

順位が高いと思われる今後の研究課題を以下のように整

理した。①農業セクター：「家畜反芻活動におけるメタ

ン排出係数の決定ための簡易かつ安価な手法の開発」，

「���（地理情報システム）を利用した，農地起源メタ

ン・亜酸化窒素排出量推計モデルの開発」　②土地利用変

化及び林業セクター：「森林の分類方法の改善」，「森林

タイプごとの成長率データの整備（���の有効利用）」，

「森林タイプごとの伐採面積データの整備（���の有効

利用）」　③廃棄物セクター：「���（����������	
�����	

������：分解性有機炭素）の地域ごとのデータ整備」，

「廃棄物の野焼きの割合の把握と排出量推計式への反映」

　なお，この研究課題の検討にあたっては，����イン

ベントリープログラム（技術支援ユニットは����内に

設置されている）の動きも踏まえ，同プログラムに資す

る成果を目指すことを意識している。

　今後の研究協力・情報交換を促進するための研究者

ネットワークのあり方については，今回の国際ワーク

ショップ参加者によるネットワークをもとに情報交換と

データ蓄積を進め，将来，各国政府の協力を得た強力な

ネットワークへと発展させる案などが提示された。

　農業部門からの温室効果ガス排出の精度管理に関して

は，����ガイドラインの����２を一部修正した手法

（メタン転換計数の決定を含む）を開発した。それによ

り，中国の動物系肥料管理システムからのメタン及び亜

酸化窒素排出量を地域ごとに計量し，全体量の推計を実

施した。推計に対し肥料管理システムの使用実態に関す

るデータ（��％）が最も重要な影響を及ぼすことを検

証した。温室効果ガス推計の改善のためには，��％に

加え，重視すべきいくつかのファクターを提示し，優先

すべき地域等を提案した。

　森林・土壌部門からの温室効果ガス排出の精度管理に

関しては，不確実性の問題が大きい土地利用，土地利用

変化及び森林（������）からの温室効果ガスの推計

を改善するため，当該分野のインベントリーの実態の評

価，活動データ及び排出係数のデータベースの収集・改

善，問題の検出及び改善のための方針の策定を目的とし

て，フィリピン，インドネシア及びタイの国別インベン

トリー及び関連文献を調査した結果，関連データの収集

及びデータベースの改善が必要との結論を得た。このた

めには，関係する研究者や研究所のネットワークが必要

である。特に，���の利用等によるバイオマス量及びそ

の経年変化の把握に関する手法の改善を提案した。

　陸域生態系における���４，��２��等のインベントリーシ

ステム構築手法の高度化に関しては，農耕地を含む陸域

生態系からのメタン・亜酸化窒素の発生・吸収量とそれ
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らの制御要因について，日本とアジアの研究の現状と今 後の課題についてまとめた。�
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２．３．１１　京都議定書対応研究
〔担当者〕

地球環境研究センター：山形与志樹

社会環境システム部：川島康子

　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕地球温暖化抑制を目的として１９９７年に採択

された京都議定書では，先進国に２００８年から２０１２年ま

での５年間における温室効果ガス排出量に関して数量目

標が定められたが，排出量の算定には排出量のみならず

吸収量を算定に含めることが決められた。また，排出量

取引，共同実施，クリーン開発メカニズム（���）等

新たな国際制度の設立が認められた。これらの算定方法

や諸制度は，各国内の温暖化対策のみならず，２０１３年

以降の先進国の排出量目標の設定方法や途上国の参加方

法等，今後の国際的取組みの枠組みそのものを大きく変

える可能性があることから，これらの諸制度に対する主

要国の政策決定について十分な分析を行っておく必要が

ある。

　本研究課題では，（１）陸域生態系の吸収源機能評価

にかかわる研究課題として，１）人為活動による炭素収

支の変動に関する研究と，２）京都議定書における吸収

源アカウンティング方式に関する研究を実施する。

　また，（２）地球温暖化対策のための京都議定書にお

ける国際制度に関する政策的・法的研究として，１）京

都議定書における国際制度に関する政策決定の日・米・

欧比較分析　２）京都議定書の吸収源活動評価にかかわ

る政策決定の日・米・欧比較研究　３）農村地域からの

温室効果ガス排出量の制御可能性とその効果の国際分析

４）炭素クレディットの国際市場形成に関する数理モデ

ル分析　５）���と排出量取引の相互作用に関するモ

デル分析，を中心に研究を進める。

〔内　容〕

（１）陸域生態系に関する研究は以下を実施した：広域

でのバイオマス計測手法の研究；森林土壌の炭素固定能

の評価；森林バイオマスの炭素固定能の評価；木材の炭

素固定能の評価；東南アジアの土地利用変化・林業活動

による炭素固定；都市緑地；土壌有機炭素の安定同位体

存在比の変動からみた土壌炭素の動態評価；土壌セル

ロース分解の地域性と炭素蓄積分解過程との関連の評

価；農耕地土壌における炭素収支の変動評価；日本およ

びタイ国農村地域における炭素収支評価；グローバル・

カーボン・サイクル・モデルによる炭素収支評価；吸収

源活動のグローバルポテンシャルに関する検討；

������プロジェクトに関する分析；吸収源活動のモニ

タリングに関する検討。

（２）国際制度の機能のあり方や効果に関する研究では，

以下の研究を実施した。

　京都議定書に規定された京都メカニズム等の制度が，

日・米・欧にもたらす政治・経済・法的影響及び政策決

定過程の調査・分析；米国を対象とした政策決定の調査；

経済的観点から見た日本が京都議定書の排出量目標達成

に必要な対策オプションの検討；炭素循環モデルを活用

した京都議定書の吸収源活動評価にかかわる政策決定プ

ロセスのシミュレーション；農村地域からの排出量抑制

への対策の違いの比較・検討；京都メカニズムに関する

各種国内・国際制度が国際的な市場形成に与える影響を

分析するモデル開発のための���と排出量取引との相

互関係の調査。

〔成　果〕

（１）広域でのバイオマス計測手法の研究

　若齢人工林ではまだ林冠の閉鎖が起こらず，植栽木の

平均樹高がほぼ胸高直径に比例するので，林冠閉鎖率と

予想平均樹高の階乗の積で蓄積が表された。

（２）森林土壌の炭素固定能の評価

　苗畑跡地の調査では植林後５～１０年までは炭素量が

急速に増加し，その後はゆるやかに蓄積量が増加してい

く傾向が見られた。御岳泥流跡地の土壌有機物動態モデ

ルによる計算結果では１０年間で０．４�����の炭素蓄積

増加となり，実測値から得られた７～８�����を大き

く下回る過小評価で，地下部バイオマス評価法等を再検

討する必要がある。

（３）森林バイオマスの炭素固定能の評価

　成長曲線にはゴンペルツ曲線のあてはまりがよかった

が，林業統計では１，２齢級の蓄積が過小評価されてい

る傾向が見られた。地籍調査前後での森林面積の変化量

から森林面積の精度について検討したところ，林班単位

では平均－１０％，字単位では－４％市町村単位では＋

４％であった。

（４）木材の炭素固定能の評価

　１）木材・紙パルプ部門の炭素貯留量

　１９９４年の固定資産台帳の調査による，その時点での

建築物現存量を基準点として，１９５１年からの着工量と

補正した滅失量を基に，全国の建築ストック量の推移を
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試算した。また１９９４年の人口一人あたりの建築面積を

基に，将来の人口推計を掛け合わせることにより，今後

の必要建築面積を試算した。第一約束期間の炭素固定効

果は年間約１８万���のマイナスになるという結果と

なった。

　２）�木材の炭酸ガス排出軽減機能に関する研究

　４７年前の住宅に使用されていた樹種はスギ，ヒノキ，

アカマツが主であり，使用木材の平均全乾密度は約

４５０����３であった。木材を多用する新たな試みの住宅

では，１．５倍程度の投入量が可能であった。

　３）木造住宅，木製品のリサイクル製造エネルギーと

炭素貯蔵量及び耐用年数に関する研究

　木材および関連分野の生産量とそれに要する製造エネ

ルギーを各工場毎に炭素貯蔵量と放出量の関係を検討し

た。製材工場に関してみると生産量と製造エネルギーと

の関係が見られるところと見られないところなどあり効

率との関連が重要であることが認められた。ボード工場

においては解体材などのリサイクル利用と製造エネル

ギーの実態が明確になった。

　４）�紙・パルプ部門のフローについての分析

　生産・消費された紙・板紙が各種流通過程を経由する

古紙リサイクルの全体図を作成した。その中で長期保存

書籍及び廃棄物として焼却（埋立て）される紙類の実態

が相当程度不正確であること及び紙類の貯蔵庫を考慮す

る必要性を明らかにした。

（５）東南アジアの土地利用変化・林業活動による炭素固定

　１）アジア・太平洋地域の土地利用変化に伴う炭素収

支の評価に関する研究

　インドネシアの森林火災後の草地ベースラインの現存

量は２年６～１９トンであった。また，タイの湿地林の

シダ植物を主体とするベースラインは年間で９トン程度

だった。湿地のメラルーカ林の現存量増加が年間１０～

１６トンで，この地域の森林保全は明らかに炭素固定を

維持，増加させることが明らかとなった。

　２）�大規模造林が地域の社会経済に与える影響

　地域住民は，その時々の状況に応じて土地利用／生産

活動を変化させており，造林事業との土地競合が弱い生

産活動からより強い活動へのシフトも見られた。リー

ケージが状況の変化を受けて変化することを示唆してい

る。また，人口流入や改宗等により慣習法や慣習長の権

威などの伝統的社会維持システム，また軍や警察などの

国家社会維持システムも脆弱化しており，社会変化がド

ラスティックに起きる可能性も明らかになった。

（６）都市緑地

　１）植栽樹木の木質部年間成長量推定式

　シラカシ，クスノキ，マテバシイの常緑樹３樹種を対

象に樹幹解析を行い，形状寸法と��２　固定量，樹齢と

の関係式を作成した。その結果，３樹種とも胸高直径�

に，木質部年間成長量�（乾重），樹齢との高い相関が見

られ，３樹種すべてのデータを用いた関係式でも，高い

精度で��２固定量の算出が可能とされた。このような

傾向は，１１年度の落葉樹３樹種（ケヤキ，イチョウ，

プラタナス）の解析結果と同様であり，６樹種すべての

データを用いた場合でも相関がよく，共通の式�＝

�０．５２９８｛（�＋０．９２１０）１．８５５２－�１．８５５２｝を用いて簡便

に木質部年間成長量を算出することが可能と考えられ

る。

　２）剪定管理により植栽樹木から排出される木質部量

　剪定枝発生量の実測により緑化樹木３種の大きさと発

生量の関係を，全国アンケートにより３０種の形状寸法・

剪定頻度・強度の実態を把握した。

（７）土壌有機炭素の安定同位体存在比の変動からみた

土壌炭素の動態評価

　本年度はタイの試料を中心に，土壌に含まれる有機炭

素量とその安定同位体（δ�１３�）から，耕地化に伴う土

壌の有機炭素の蓄積・分解過程を解析した結果，以下の

知見を得た。

　１）植物のδ�１３�値には同一種でも季節，地域に

よって差異が認められたが，全体として��３植物で�

３１．４‰（�２６．０‰，��４植物で�１５．７‰（�１０．９‰と光合

成タイプで明瞭に分かれた。

　２）土壌のδ�１３�値の分析にあたって，ｐ�が７以

上では無機炭素が含まれることがわかり，塩酸による前

処理が必要であった。タイのほとんどの土壌はｐ�が

７以上であった。

　３）土壌有機炭素のδ�１３�値はその場の過去現在の

植生（��３植物，��４植物）の影響をうけていた。タイ

中央平原や東北地域の森林土壌のδ�１３�値は－２８．５‰

でサトウキビ（��４植物）の栽培年数とともに土壌有機

炭素のδ�１３�値は上昇した。δ�１３�値を用いて森林由

来の炭素量を計算すると，サトウキビ栽培年数が１００年

になっても，森林炭素の残留が認められた。

　４）植物珪酸体に取り込まれた有機炭素のδ�１３�値

も�３植物，��４植物で差異があることが確認された。
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土壌中の植物珪酸体は分解されることなく残留するの

で，過去の植生を知るのに有効な手段となることがわ

かった。

（８）土壌セルロース分解の地域性と炭素蓄積分解過程

との関連の評価

　本年度は土壌中におけるセルロース濾紙片の分解の温

度特性と土壌試料採取地点の気温との関係を解析して，

回帰直線の勾配から環境温度上昇がセルロース分解の温

度特性に及ぼす影響を評価した。セルロース濾紙片をガ

ラス繊維濾紙で作った袋に土壌試料とともに詰め，埋設

し，温度の影響検討し，セルロース分解における�１０

をガラス繊維濾紙内の紙片の分解速度から求めた。この

�１０は石垣島の年平均気温２３℃ に対して３．３，藤枝

１６℃に対しては４．６，札幌８℃に対しては４．８であった。

また，フミン酸塗布セルロース濾紙の分解の�１０はそ

れぞれ石垣，藤枝，札幌で５．２，６．２，６．６と無塗布セル

ロース濾紙の分解の�１０よりも高かった。これらの結

果から温暖化の影響を北の地方の方がより大きく受ける

ことが示唆された。

（９）農耕地土壌における炭素収支の変動評価

　１）非黒ボク畑土壌での既存モデルの予測値は実測値

とよく適合した。

　２）水田土壌における既存モデルの予測値は実測値を

大きく下回った。このモデルはもともと湛水状態になら

ない土壌が対象なので，予想通りであった。

　３）黒ボク土の改良モデルにおける�は，�＝ １．

７７���（％）�＋�０．９０（�２＝０．５２）の式で表された。藤坂

におけるこの改良モデルにおける全炭素量の予測値は，

既存モデルよりも実測値に近かった。

（１０）日本およびタイ国農村地域における炭素収支評価

　熱帯地域の農地において炭素循環を測定し，管理体系

により農地が二酸化炭素の吸収源としてどれだけ機能す

るのかを明らかにした。試験はタイ国コンケンで行い，

トウモロコシ畑において，慣行栽培，牛糞施用および不

耕起栽培を１９９９年から行った。

（１１）グローバル・カーボン・サイクル・モデルによる

炭素収支評価

　本研究では国連世界農業機関の統計データより，各国

における農耕地土壌の炭素蓄積量の変化を推計した。結

果によると，１９７０年から２０００年の間でアメリカ，カナ

ダの農耕地土壌における炭素蓄積量は増加しているが，

日本，��のそれは減少していることがわかる。今後の

地球温暖化国際交渉会議において，農耕地土壌の炭酸ガ

ス吸収能を算入すると，アメリカ，カナダは有利になる

が，日本，��は不利になる。よって，農耕地土壌の炭

酸ガス吸収能をカウントするような戦略を日本はとるべ

きではない。

（１２）吸収源活動のグローバルポテンシャルに関する検討

　本研究では，土地利用変化を伴う���活動によるグ

ローバルな吸収量を推定することを目的として，土地利

用変化の予測シナリオ，人工衛星画像による樹冠率の計

測データ，森林生態系の炭素ストックシミュレーション

モデルを組み合わせる分析を実施した。分析の結果，推

定量が得られた。

（１３）������プロジェクトに関する分析

　���が現在公式オフィシャルプロジェクトとしてホ

スト国にも承諾を得ているのは２件で，他に４件提案さ

れている。これらのプロジェクトにはアジア諸国対象の

ものは１件もないのが現状である。オランダの������

や��の�����プロジェクトも同様である。一方，

����　��はアジアの途上国だけに限らず，東欧諸国対

象のプロジェクトも提案されており，����が地域的

な限定をしておらず，��および���両方を想定してい

ることが伺える。

（１４）吸収源活動のモニタリングに関する検討

　対象とした森林の分光特性のみを既知とし，林床など

の被覆には影響を受けずに樹冠率を推定するアルゴリズ

ムの開発を行った。湿原内に生息するハンノキの樹冠率

を推定し，実測値との精度検証の結果，良好な結果が得

られた。

（１５）米国の政策決定過程の調査

　世界の二酸化炭素排出量の４分の１弱を占め，先進国

の中でも温暖化対策に及ぼす影響がとりわけ大きい国で

ある米国の政策決定の調査を行った。

　当研究では，米国の地球温暖化問題に対する意思決定

要因について，気候変動枠組条約交渉時期（１９９０～９２

年）と京都議定書交渉時期（１９９５～９７年）とを比較す

ることにより，同国の態度に影響を与えている要因を明

らかにすることを目的とした。そして，時代ごとに変わ

り得る要因と，変化が困難な要因に分け，今後米国が積

極的な態度に変わるための条件を提示した。

　各時期の意思決定過程の関係者にインタビュー調査を

実施し，国の決定に関係している要因を挙げてもらうと

同時に要因ごとの関連性について自由に述べてもらっ
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た。また，当時の資料や新聞記事検索を行い，要因に関

連した記載を抽出した。その結果，米国の温暖化への態

度が常に積極化しない原因としては，地政学的要因が時

期的要因に影響を与えていることが挙げられるが，その

背景には，大統領制など同国の政治制度的要因が働いて

いることがわかった。米国が現状の政治制度を維持した

まま積極的態度を取るためには，被害に関する明確な科

学的知見の裏付けか，経済に負担を与えない，低コスト

の対策を可能とするような政策を講じる必要があるとい

える。

（１６）気候変動レジームの国際政治と国内政策決定に関

するワークショップ開催

　平成１３年２月９日，国連大学高等研究所との共催で，

「気候変動レジームの国際政治と国内政策決定に関する

ワークショップ」を開催した。本ワークショップの目的

は，気候変動レジームの形成過程からそれが有効に機能

するまでの評価につき，国際レベルの分析を中心とする

国際政治学と，国内政治レベルの分析に焦点をあてる比

較政治学の研究手法の統合の可能性を検討し，今後の研

究課題について意見交換することであった。得られた知

見を，今後の研究枠組に反映させていくこととなった。

（１７）京都議定書の実施に必要な国内政策オプション評価

　本年度は，京都議定書の批准と発効を前提として，同

議定書で定められた排出削減目標（２００８～２０１２年の５

年間の排出量を，１９９０年の排出量の６％少ない量に抑

制する）を達成するために必要な国内政策のオプション

評価を行った。取り上げたオプションは，直接規制，炭

素税，排出量取引である。排出量取引については，一般

的な下流型だけでなく，上流型も詳しく分析した。

　直接規制は目標の確実な達成と効率性の観点から問題

があり，また炭素税は産業の国際競争力に配慮すると税

率の減免を行わざるを得ず，やはり目標達成と効率性の

観点から問題がある。排出量取引は，効率性を保ちつ

つ，排出枠の初期配分方法によって，負担の軽減が可能

なので，政治的にも有力なオプションである。また排出

枠はすべてオークションして，同時に炭素税を導入して

分配調整するという組み合わせも有力である。排出量取

引について検討した各国の報告書はひととおりサーベイ

した。

（１８）京都議定書における国際制度の規範的・実証的検討

　京都議定書の国際制度の規範的分析については，①京

都メカニズム　②吸収源，③報告・審査制度（５，７，

８条）を含む遵守制度について，２０００年１１月にハーグ

で開催された���６までの，および，その後の，これ

ら国際制度に関する合意の規範的検討の基礎となる交渉

過程の分析，とりわけ，各国・グループのポジションの

把握と検討，および，合意形成のために���６議長が

行った提案の分析を行った。

（１９）土地利用からの温室効果ガス排出量の制御可能性

とその効果の比較分析

　オランダのワーゲニンゲン大学で開発された京都議定

書３条３項および３条４項対応モデルであるＡＣＳＤモ

デル（������　��　�������　��������　����）を詳細に検

討することによって，京都議定書３条３項および３条４

項に関するアクティビティの農耕地土壌と大気間の炭酸

ガス交換量，および速度に対する影響を推計し，地球温

暖化に対する農耕地土壌の役割を検討した。

　各アクティビティに対する炭酸ガス固定効果の計算は

以下のように表すことができる。

　炭酸ガス固定効果＝各土地利用面積×アクティビティ

が実施される面積の割合×アクティビティの効果

　結果によると，京都議定書３条３項，４項に基づいた

アクティビティを実施するとアメリカ，カナダでは炭酸

ガス削減目標をそれだけで達成してしまう。日本，��

についてはわずかではあるが，炭酸ガス削減目標が緩和

されるという結果が出た。����モデルおよび土地利用

統計から推計した炭酸ガス固定量の両方とも同様の結果

が出たことから，京都議定書３条３項，４項の各国への

影響は上記のようになるものと推定される。

　日本に関しては京都議定書３条３項，４項に基づいた

アクティビティの中でも土壌流出，生産性に対するアク

ティビティの効果が最も大きい。泥炭土管理に関するア

クティビティは逆に炭酸ガス排出量を増やしてしまう。

アメリカ，��では耕作地管理に関するアクティビティ

が最も影響が大きいことがわかった。

（２０）森林による吸収活動評価にかかわる日・米・欧比

較研究

　森林資源の分布は世界的に大きな偏りがあることか

ら，各国の森林資源状況，そこでの樹種，林齢構成から

求められる炭素吸収量を明らかにすれば，今後の各国の

採用するであろう吸収源対策の持つ意味を分析すること

が容易になる。そこで，ＦＡＯ／ＥＣＥに各国が１９９０

年代後半に提出している統計を用いて京都議定書附属書

Ｉの国の吸収源，とくに森林がもつ能力に焦点をあてて
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検討した。

　今回の集計によれば附属書Ｉの国々で年当たり１．０��

の炭素を吸収しており，この数値は����第２次報告書

のそれよりも０．１��多くなっている。国別にみた場合，

日本の森林の炭素収支量は５位であるもののロシアの

１�３０，２位米国の１�１５であり，上位４カ国との格

差は大きい。

　こうしたことから，北欧，日本を除けばＥＵとアンブ

レラグループの利害対立の構図やホットエアの危惧が，

森林の持つ吸収能力にも大きな影響を受けていることが

各国の森林資源構造から明らかになった。

〔発　表〕��１１～１４，��４，５，１０～１２，１５，��８�

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



２�３�１２　課題検討調査研究

（１）東アジア草原生態系における炭素収支の推定と指

標生態系の策定に関する予備的研究

〔担当者〕

地球環境研究グループ：唐　艶鴻

〔目　的〕東アジアの草原地帯は，この地域の陸地面積

の約三分の一以上を占め，しかも生産性が高く，地球レ

ベルの炭素収支に大きな貢献があると予想される。一

方，草原生態系は地球環境変動に対してももっとも敏感

に反応する生態系である。この東アジア草原生態系の大

部分は気候変動に極めて脆弱な地域―ヒマラヤ山麓地

帯・中国西部の山岳高原地帯と乾燥砂漠地帯に位置し，

地球環境変動により，特に温度の上昇，紫外線の増加で

影響を受けやすく，環境変動の「指標生態系」にもな

る。このような「指標生態系」は地球環境変動とそれが

生態系に及ぼす影響についての評価と予測することに対

して，極めて貴重な「前兆」実験系である。しかし，

様々な要因によって，当該地域に関する地球環境問題の

研究が乏しく，炭素収支の推定，予測及び持続開発に関

する詳しい情報が極めて不足している。そこで，本研究

は，当該草原生態系における今までの研究情報を収集

し，その整理と解析を行う。また，国際的な共同研究体

制について検討し，東アジア草原生態系における炭素収

支の推定と指標生態系の策定を本格的に展開するための

予備的研究を行う。

〔内　容〕本研究では以下のような調査を行った。１）

北京大学，内モンゴル大学，中国科学院北京植物研究

所，中国科学院西北生物研究所，中国科学院地理学と資

源研究所等の大学と研究機関から提供され，中国草原生

態系における自然環境（大気放射・降水・気温・���濃度・

土壌要因など）と生態系の生物学的特性（植物多様性・

地上部のバイオマス・生産性など）に関する資料の収集・

整理・解析を行った。これらの資料に基づき，さらに代

表的な草原と研究サイトを選定し，事前調査を行った。

２）中国の青海草原，中国科学院海北高山草原試験場，

チベット草原，チベット農業試験場，内モンゴル草原，

中国科学院シリンホト草原定位試験場などの草原と試験

場について，植生と研究環境に関する初歩的な調査を

行った。その結果に基づき，東アジア草原生態系におけ

る炭素収支の推定と指標生態系の策定に関する研究の実

行可能性について検討し，青海・チベット高原草原生態

系を中心として東アジア草原生態系の研究を展開する結

論に至った。３）草地生態系の炭素収支と地球環境変動

に対する反応についてスイス，中国と日本各国からの研

究者によってワークショップを開催し，今までの研究成

果とこれからの研究について活発な討議を行った。ま

た，これらの研究調査から，まず，東アジア草原生態系

における炭素の蓄積量は地球陸域全体の炭素蓄積量の

３�４％以上，土壌中の炭素蓄積量が陸域土壌全体の約

６％を占めることがわかり，地球全体の炭素収支を明ら

かにするための東アジア草原生態系の重要性を確認でき

た。次に，草原生態系は現在の地球炭素のシンクサイズ

の５％から４０％を占め，温暖化条件下では，草原生態

系のシンクサイズがさらに増大することが予測されてい

る。しかし，東アジア草原生態系に関する基礎情報の不

足するため，これらの予測の信憑性に大きな問題が残さ

れ，当該地域の草原生態系における炭素問題の研究を早

急に開始する必要があることを新たに認識した。

（２）アジアにおける水資源域の水質評価と有毒アオコ

発生モニタリング手法の開発に関する研究

〔担当者〕

化　学　環　境　部：彼谷邦光・佐野友春

生 物 圏 環 境 部：渡邉　信・笠井文絵・河地正伸

地域環境研究グループ：今井章雄・松重一夫

運輸省港湾技術研究所海洋環境部：中村由行

〔目　的〕国連環境計画は２１世紀の大きな地球環境問

題の一つとして，人口増加や経済発展に伴う水資源枯渇

が深刻化すると予測している。特に人口増加と経済発展

による土地利用変化の著しいアジアにおいて，窒素等栄

養塩の流入による水資源域の富栄養化とそれに伴う有毒

藻類の異常発生により，安全な水資源の確保が困難な状

況になってくることが危惧されている。本予備的研究に

おいては，協力要請があった中国とタイにおける湖沼・

ダム貯水池等の水資源域の水質汚濁と有毒アオコ発生に

関して，中国科学院水生生物研究所，タイ科学技術研究

所，カセタート大学等と情報交換や現地予備調査等を実

施し，研究分担等も含めた共同研究体制や具体的な研究

内容・研究計画を構築することを目的とした。

〔内　容〕本予備的研究においては，中国雲南省昆明市

郊外にある槙池とタイのバンコック南にあるバンプラー

貯水池をモデル湖沼とし，水質汚濁と有毒アオコ発生に

関して，中国科学院水生生物研究所，タイ科学技術研究

所，カセタート大学等と情報交換や現地予備調査等を実
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施し，現地に蓄積されている水質データや流域の土地利

用データを取得するルートを探すために現地研究者との

協議を行った。研究分担等も含めた共同研究体制の予備

協議を行った。

　研究分担等も含めた共同研究体制の予備協議を昆明市

内およびバンコック市内で行った。また，我が国と中

国，タイの３カ国の関係者による水質汚濁と有毒アオコ

に関するワークショップを国立環境研究所で開催し，今

後進める共同研究の共通認識の場とした。さらに，具体

的な研究体制，研究分担などの細部の詰めを行った。

〔発　表〕��２

（３）砂漠化のモニタリング及び評価手法の開発に関す

る予備的研究

〔担当者〕

地球環境研究センター：清水英幸

〔目　的〕砂漠化の評価については，国連環境計画

（����）によって，１９７７，１９８４，１９９１年に報告が行わ

れている。この間，砂漠化の定義自体の見直しも含め

て，科学的・客観的な評価に徐々に近づいてきているが，

国や地域ごとに評価の基準や尺度が異なるため，客観

性・統一性を欠いている点など，評価手法の問題点が指

摘されている。

　本研究では砂漠化の定義に立ち返り，純一次生産力

（���）に代表される生物生産力を正確に計測，算出し，

その変化量に基づき砂漠化を評価する手法を開発する。

使用するデータセットは，衛星データ（正規化差植生指

数：����），植生型，土性，月気温，月降水量，光合成

有効放射（���）であり，さらに植生型ごとの光合成

有効放射吸収率（�����）－����サブモデルおよび放

射エネルギー変換効率（���）を用いる。

　具体的な研究目標は以下の３点である。①���推定

のためのモンティスモデルの改良　②精密輝度補正のた

めの画像解析アルゴリズムの開発　③野外（中国北東

部）での���検証実験手法の確立。

〔内　容〕２０００年５月上旬に，中国内蒙古自治区のフ

ホホト，デンコウ，オルドスの３地域において，地上観

測を開始した。各地域での観測の一つは光学センサを用

いた�����および����の観測であり，センサを植物

上部と下部それぞれの位置で，上下に向きを変え，上か

ら放射される光，および下から反射した光を計測した。

また，各サイトにおいて，植物の地上部および地下部の

乾物重量の計測を行った。草地ないしは農地等におい

て，ある一定の区画を設けて，その中に生えている植物

の種類，区画内の種の被覆率，および収穫した植物の生

重と乾重を測定した。これらの調査は５～１０月の間，

月に２～３回行った。草地に関しては，動物による被食

圧を考慮して，移動ケージ法を用いた。

　解析方法としては，���を積み上げ法に基づいて計

算した。これは，観測開始時と終了時のバイオマスの増

分を���とする方法である。これによって得られた値

を，光合成有効放射吸収量（����）で割ると，���が

得られる。

　以上の結果，３地域において，次のような結果を得

た。

　①月別���は７月および８月に急激に大きくなる傾

向が認められ，フホホトを例にとると，小麦畑や草地で

は７月，ジャガイモ畑では８月のデータが，他の月に比

べて大きい値をとった。デンコウ，オルドスでも同様な

結果を得ており，７月の���がもっとも高い結果がほ

とんどであった。

　②�����は植物の成長にともなって増大し，７月ま

たは８月に大きかった。フホホトの放牧地域では０．３が

最大であった。

　③���の算出については，現在のところ���データ

のそろっているデンコウのみで行った。月別���は，６

月が最も高く，５．１２１����という結果を得た。他の月

においては，おおむね　０．９～１．１����という値を得た。

〔発　表〕��１８，１９
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２�４�１　化学物質による生物・環境負荷の総合評

価法の開発に関する研究　－培養神経細胞

における神経突起伸展を指標とした化学物

質の毒性評価－

〔担当者〕

化　学　環　境　部：中杉修身

地域環境研究グループ：国本　学

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕化学物質による生物・環境への負荷を総合的

かつ複合効果も含めて評価するために，簡易生物評価系

を用いた評価手法を新たに確立することを目的とする。

さらに，この評価手法を用いた環境汚染物質評価の諸問

題を解決し，総合指標として環境管理するための考え方

を提案する。

〔内　容〕簡易生物評価法としては，ヒトやほ乳動物，

水生生物由来の培養細胞あるいは遺伝子組換え細胞など

を活用し，毒性検出原理が異なる１０数種類の生物評価

法を探索・改良し，化学物質に対して最も鋭敏かつ信頼

性の高い手法を確立する。さらに，我が国で環境汚染が

憂慮されている化学物質の中から生物影響と環境暴露の

観点で重要と思われる物質を２５０種類程度選定し，新た

に確立した各評価手法に適用し，比較定量評価を行うこ

とで，各評価手法の適用性と閏題点を横断的に解析す

る。これらの基礎研究結果を基に，複数種の物質が共存

した場合あるいは紫外線や酸素などに暴露した場合，及

び実際の環境水，底質，産業廃棄物溶出液等についても

併せて検討することで，化学物質による生物・環境への

複合的リスクを予知的に総合評価する手法を実用化を志

向した機器の開発を含め達成する。本研究所では，この

うち株化神経細胞を用いた評価法を担当した。

〔成　果〕株化神経細胞であるヒト神経芽細胞腫���１

細胞は，培養下において自発的に神経突起を伸展する

が，���������	
��の共存によってその突起伸展は著

しく促進される。この突起伸展に伴って，神経軸索に局

在し，特に成長円錐（伸展する神経突起の先端部分のア

メーバ様構造体）に濃縮されている細胞膜裏打ち蛋白質

４４０����������	の発現が亢進する。そこで，神経細胞

に特異的な機能・現象であるこの神経突起伸展を指標と

して，本年度は２０種顛の個別化学物質に加え，それら

の混合物１１種類，さらには環境試料（下水流入水及び

下水処理放流水）濃縮物１２種類の毒性評価を試みた。

その結果，化学物質の混合物では，作用が相加的に現れ

るもの，相乗的に現れるものが認められ，下水試料で

は，流入水で検出された毒性の大部分が，下水処理過程

で除かれていることが明らかになった。

〔発　表〕��４２，��１４７，１４８，��５５�

―����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）

２�４　環境研究総合推進費による研究（未来環境創造型基礎研究）



２�４�２　遺伝子地図と個体ベースモデルにもと

づく野生植物保全戦略の研究　－サクラソ

ウをモデル植物として－

〔担当者〕

生物圏環境部：竹中明夫・鷲谷いづみ��

　　　　　　　（��東京大学農学生命科学研究科）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕野生生物の個体群における遺伝子の流動，自

然選択，遺伝的浮動およびそれらが個体群の空間構造な

どとの相互作用のもとに適応的な遺伝形質の変異に及ぼ

す影響を量的に把握することは，生物多様性の保全を進

めるうえで重要な課題である。特に，遺伝子の多様性を

考慮した生物多様性の保全戦略や環境影響評価，実効性

のある環境緩和策の立案における個体群や種の存続性の

分析や予測などにおいてはこうした研究が欠かせない。

しかし，これまで野生植物を対象とした遺伝子流動や集

団の遺伝的変異の評価においては，もっぱら分析の容易

な中立遺伝子がマーカーとして用いられてきており，生

物の生存と直接かかわる適応的形質の遺伝子についての

研究はきわめて不十分な段階にある。

　本研究では，日本の野生植物の中でもっとも多くの生

物学的・生態学的情報を蓄積しているサクラソウを他殖

性植物のモデルとしてとりあげる。遺伝子地図と個体

ベースモデルを活用して，個体群の存続可能性と深くか

かわる量的形質を支配する遺伝子群の動態や，個体群の

存続性などを詳細に分析する。その成果に基づいて，遺

伝子の多様性と個体群の存続に必要な条件，保全のあり

かたや指針を検討する。

〔内　容〕本研究では，適応的形質を支配する遺伝子座

（���）および中立的形質を支配する遺伝子座の遺伝子

地図上へのマッピングを行う。また，個体の空間的な位

置，微環境条件，種子繁殖に及ぼす花粉媒介昆虫との相

互関係，適応度に大きな効果をもつ���や質的適応形

質座位の遺伝子型，中立遺伝子座位の遺伝子型などを組

み込んだ個体ベースモデルを開発する。これらの研究手

法を活用して生物多様性保全のための基本的な指針と有

効なモニタリング手法を明らかにする。本研究は以下の

５つのサブテーマからなっている。

（１）サクラソウ野生個体群および復元個体群の遺伝�

個体群動態の分析及びモニタリングでは，���に支配

される形質の測定のために，制御環境のもとでの厳密な

交配と実生育成および栽培，さらには制御環境および野

外環境での栽培を行い，様々な適応的形質を実測し，

���マッピングへの情報を提供する。また，自生およ

び復元個体群の遺伝的構造および個体群動態，花粉流動

を測定・分析する。

（２）サクラソウゲノムマッピングと���解析に関す

る研究では，地図の基礎となる多数の中立���マー

カーの開発ならびに遺伝子連鎖地図の作成及び���

マッピングを行う。

（３）他殖性植物における���マッピング理論の開発

に関する研究では，他殖性植物における地図化理論の開

発ならびに地図情報の自然集団への適応理論を開発す

る。

（４）遺伝子地図情報に基づくサクラソウ個体群の遺伝

構造の解析に関する研究では，多数の中立遺伝子による

サクラソウ集団の遺伝構造の解析ならびに集団内および

集団間での遺伝子流動の推定を行う。

（５）サクラソウ個体群の個体ベースモデルの開発に関

する研究では，以上のサブテーマの研究成果を踏まえ

て，遺伝情報も組み込んだ個体ベースモデルを作成し，

サクラソウ個体群の動態，遺伝子の流動，遺伝的多様性

の動態などを解析する。

〔成　果〕

（５）サクラソウ個体群の個体ベースモデルの開発に関

する研究

　サクラソウ個体群を表現するモデルの全体構造を検討

した。サクラソウは，栄養繁殖を行い，遺伝的に同一の

シュート（ラメート）の数を増やすことで，遺伝的な意

味での個体クローンを拡大していく。モデル化するうえ

で，ラメート単位では詳細に過ぎ，クローン単位では粗

すぎてさまざまなプロセスを組み込みにくくなると判断

し，地面を碁盤の目状に区切って各マス目の状態を記録

していく格子モデルを採用することとした。マス目の大

きさは，野外調査データの解像度とも対応させて適切な

ものを選択する。各マス目は，サクラソウが占めるか，

他の種の植物が占めるか，ないしは空き地の３つの状態

のいずれかをとる。植物により占められているマス目

は，それらの植物の死亡により空き地となる。空き地

は，隣接する植物の栄養繁殖か，散布された種子に由来

する個体かにより埋められていく。この全体構造を踏ま

えて，サクラソウのクローンの拡大速度と部分的な死亡

の頻度，新個体の定着の頻度，種子の散布パターン，花
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粉の散布パターン，花粉を介した遺伝子の交換，遺伝的

なタイプに基づく和合性・不和合性の区別などを組み込

んだモデルのプロトタイプを作成した。

―����―
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２�５�１　衛星観測プロジェクト

〔担当者〕

地球環境研究グループ：中島英彰・杉田考史

大 気 圏 環 境 部：笹野泰弘・神沢　博

地球環境研究センター：横田達也

客員研究員　１２名

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕環境庁（当時）はオゾン層の監視，調査研究

の推進を目的として人工衛星を利用した観測を行うこと

とし，改良型大気周縁赤外分光計����（��������	
���	

��������	
������	�����	）を開発し，宇宙開発事業

団が１９９６年８月に打ち上げた，地球観測プラット

フ ォ ー ム 技 術 衛 星（���������	
����	���

��������	
�������）に搭載した。�����衛星の事故

により，１９９７年６月末に運用が停止されるまでの８ヵ

月間，����を用いた測定が行われた。さらに，２００２年

に打ち上げが予定されている環境観測技術衛星

（��������）に搭載する�������，２００７年頃に打ち上

げが予定されている�����（���������	�
�
�����������

���������	
������������）の開発が，環境省により進め

られている。

　当プロジェクトではこれに対して，（１）搭載機器開

発に係る科学面での支援（２）データ処理運用のための

地上システムの開発とその運用を担当している。後者

は，アルゴリズム研究開発，データ処理運用システムの

設計，データ利用研究計画立案等が含まれている。さら

に，衛星データの取得後は，データ質の評価，検証解

析，アルゴリズム改訂のための検討を行いつつ，データ

を用いたオゾン層監視，オゾン層変動メカニズムの研究

等を行ってきた。衛星観測研究チーム，大気物理研究

室，地球環境研究センター（衛星担当研究管理官）が中

心となって，衛星観測プロジェクト（����，�������，

�����）を推進している。

〔内　容〕

（１）����プロジェクト

　平成９年６月末に，衛星本体側の問題で衛星運用が停

止し，����についてもデータの入手が途絶えた。しか

し，運用開始からの約８ヵ月間に取得された観測データ

は，南極オゾンホールの解消期や，北半球極周辺での春

季のオゾン減少過程等に係る非常に有用なデータを含ん

でいる。����プロジェクトでは，取得されたデータに

ついて，検証データとの比較解析，データ解析アルゴリ

ズムの改訂，データ再処理の作業を継続して続けてい

る。

　平成１０年６月には，����プロダクト��������３．１０

のうちオゾン，硝酸，エアロゾル消散係数（７８０��）の

３つのパラメータについて，一般公開に付した。前年度

中に，これらについては検証作業を終え，学術雑誌に論

文を発表した。

　本年度のアルゴリズム改訂作業の中での重要事は，測

定高度決定に際して太陽輪郭センサーデータの利用を可

能にし，さらに改良を加えたことである。これにより，

高度情報の不確定性を低減でき，精度の向上に大きく寄

与した。このほか，種々の改訂を施し，新しい�������

のプロダクト（��������	
���５．２０）作成に着手した。

これは，登録研究者だけでなく，一般公開に付される予

定である。

（２）�������プロジェクト

　データ処理のためのアルゴリズム検討を引き続き行

い，当初の基本設計策定以後の各種の進捗を考慮して，

データ処理システムの改訂作業を行った。環境庁が宇宙

開発事業団と共同して実施した研究公募で選定された研

究者グループの組織化を行った。

（３）�����プロジェクト

　�����機器の基本設計作業を支援するため，�����

による計測可能性のシミュレーション評価を行った。ま

た，�����データ処理の基本アルゴリズムの検討作業

を行った。さらに，今後の検討用の計算機システムを導

入した。

〔成　果〕

（１）����プロジェクト

　１）データの前処理に関する研究

前年度からの研究を継続して，����接線高度（観測す

る信号に対応する光路の大気層高度）の決定方法をより

詳細に吟味し，改訂手法を開発した。����の可視チャ

ンネルデータの酸素の吸収スペクトルの面積情報と，

����の観測時刻と位置における高度別気温・気圧情報
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（英国気象局からのデータ）から理論的に計算した酸素

の吸収スペクトルの面積情報とを比較することによって

高度を推定する方法が��������３．１０では用いられてい

た。この手法をより高精度化するために，可視チャンネ

ルの装置関数を再調整するとともに，面積計算に利用す

る吸収線の範囲を吟味した。さらにこの方法によって高

度３０��の光路を決定し，����の太陽輪郭センサーの

情報と衛星・地球・太陽の位置関係から幾何学的に高度

を決定する方法（��������４．２０で利用されていた方法）

における����の視野角を求め，求められた視野角から

全高度の光路を決定する方法を開発した。本手法によ

り，機器温度の変化の影響と思われる太陽上端までの視

野角の経時変化を補正することが可能となった。その結

果，可視チャンネルの吸収面積による算出高度と太陽輪

郭センサーの情報を用いた幾何学的な算出高度との差に

おける季節変化が小さくなり，より精密に高度決定がな

されるようになった。

　２）可視チャンネルデータの処理に関する研究

　可視チャンネルから気温と気圧を処理する際の誤差の

要因として，酸素分子の吸収線パラメータやオゾン吸収

断面積の不確定性や，装置関数の推定誤差などが考えら

れている。本年度では前年までに誤差評価された検討項

目を取り入れた最新版のデータ処理アルゴリズムを利用

した幾つかの感度解析を行った。酸素分子の�ブランチ

および�ブランチの吸収波長域を各々利用した気温気圧

高度分布の導出結果には大きな違いが見られることがわ

かった。さらにその違いの傾向は衛星の日の出，日の入

りのモード間で逆になっていることも明らかになった。

これらの結果を����全球気象データと比較した結果，

����気圧は１～２％の相対差異の範囲で����データ

と良く一致していた。しかしながら，����気温は，

����データに比較して季節と日の出・日の入りモード

に依存して，良く一致する場合と最大１０�程度の違い

がある場合が見られた。今後は，これまで室内実験デー

タが存在していなかったオゾン吸収断面積の温度依存性

データを利用すること，また太陽掩蔽法によって気球か

ら観測された太陽スペクトルを利用する上で，オゾン吸

収成分の酸素吸収成分からのより正確な分離や装置関数

の再校正，そしてフォワードモデルの高度化を行う。

　可視チャンネルからのエアロゾル消散係数の導出に関

することとしては，これまでの７８０��付近の１２素子の

データ利用による高度分布導出法から新たに１００素子程

度のデータ利用による，より高精度の導出法を検討して

いる。この手法を応用して中間圏の極域中間圏雲

（��������	�	
����������	，���）と呼ばれるエアロ

ゾル粒子の導出を行った。その結果，南半球において

����データから���の存在が確認できた。今後は，こ

の手法によるエアロゾル消散係数高度分布の導出法を誤

差評価等を含めて検討する。　また，可視チャンネルの

透過率信号（レベル１データ）のみから，極域成層圏雲

（������������	
����������	�����）を検出している観

測事象の候補を簡便的に求める手法を研究開発した。

����の導出した可視エアロゾル消散係数，気温，オゾ

ンや硝酸などの高度分布情報との比較から，本手法の妥

当性を確認した。

　３）赤外チャンネルデータの処理に関する研究

　オゾンなどの微量気体の導出結果には，その信頼度を

示す誤差の大きさが高度別に付与されている。誤差の要

因のうち内部誤差は，観測スペクトルと理論計算スペク

トルとの残差から定義される。大気が静穏で観測位置も

近く，気体成分の濃度変化の小さい数日間に導出された

濃度のバラツキ（再現性）と，内部誤差とを比較したと

ころ，多くの気体成分で内部誤差は相対的に大きいこと

がわかった。これは，理論スペクトル計算に取り込まれ

ていない要因があるか装置の特性に取り込まれていない

要因があるなど，スペクトル上のバイアス的な誤差が影

響していることを示唆している。以上の検討の結果，

����の観測値は，バラツキの意味での測定精度は十分

に高いことが確認された。

　４）����検証解析

　����観測に同期した種々の観測実験のデータを収集

し，検証データとしてデータベース化を図るとともに，

最新版のデータ処理アルゴリズムである��������５．２０

による����データをその検証データと比較検討し，

����データ質のデータ検証を行った。具体的には，検

証実験キャンペーン期間中の，キルナ（スウェーデン）

およびフェアバンクス（アラスカ）における大気球観測

データ，オゾンゾンデ観測データ，�����，�����

��，�������等他衛星による観測データ，�������

キャンペーン期間中の���２航空機観測データ等が，検

証解析に用いられた。

　最新のデータプロダクトである��������５．２０では，

これまでの酸素分子�バンドの吸収面積とリファレンス

となる����気象データの気温気圧から理論的に求め
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られる吸収面積との比較から決定される手法と，サン

エッジセンサーおよび衛星・地球・太陽位置情報から幾

何学的に決定される手法との結合によるハイブリッド法

によって，全高度にわたりより精度の良い高度決定が可

能となっている。さらに幾つかの分子分光学的室内実験

データに基づく理論的なデータ処理コードの導入，最新

の知見に基づく微量成分気体濃度のデータベース整備等

により，オゾン，硝酸，二酸化窒素，亜酸化窒素，水蒸

気，メタンのすべてにおいて，����データと検証デー

タのより良い一致が見られるようになった。しかし，メ

タンについては，その一致程度に季節に依存した要素が

見られており，今後もこの要因の理解を進める必要があ

る。

　５）����データ利用

　����データを用いた研究として，��������４．２０によ

るエアロゾル可視消散係数を用いた，１９９６�１９９７年冬

期北極域での極成層圏雲（���）の出現特性を評価した

研究が，奈良女子大学との共同研究として行われた。ま

た，前年度の解析から進めて，最新の��������５�２０オ

ゾンデータを用いて，会合（マッチ）条件をより厳密に

したトラジェクトリー解析から１９９７年春期北半球高緯

度でのオゾン破壊量を定量化する再解析が行われた。さ

らに，��������	
���５．２０硝酸データから，北半球高緯

度での脱窒の空間的分布を求める研究が，東京大学との

間の共同研究として実施された。また，��������５．２０の

可視硝酸係数，硝酸，水蒸気データを用いた，���の

形成とそのタイプ識別に関する研究が，奈良女子大学と

の共同研究として実施されている。

��������	
���５．２０の検証作業が完了した後は，����

データは一般の研究者に公開され，科学的解析のために

世界の研究者に広く供される予定である。�

（２）�������データ処理アルゴリズム及び運用システム

　������Ⅱのデータ処理アルゴリズムは，これまで開発

してきた手法に加えて，����のアルゴリズム検討で得

られた知見を反映する改訂作業を継続した。吸収の影響

を考慮する微量気体の追加，赤外チャンネルにおける酸

素の連続吸収の計算手法の変更，データの前処理として

の平滑化手法の改訂などである。

　また，前年度に引き続き，データ処理運用システムの

性能試験を実施した。シーケンシャル処理と並列処理を

効率よく組み合わせることにより，１観測イベントを平

均１５分以内で処理可能であることが確認された。また，

本導出プログラムを利用して，各気体の導出精度の検討

を数値シミュレーションにより実施した。

（３）�����に係る検討

　�����はマイケルソン干渉計により分光スペクトル

を取得する。その１つの観測（走査）に約０�３秒を要

する。この間，衛星は移動して観測高度が変化するた

め，信号として得られる干渉データ（�����������	
）

が定常信号を測定した場合と異なったものになる。この

影響について数値シミュレーションにより検討し，実用

上問題のないことを確認した。

　また，複数の微量気体を高精度かつ高速に導出するた

めの小分割された観測波長帯（マイクロウインドウ）の

選定方法と導出精度について検討を行った。その結果，

従来の選定手法では，観測条件によっては不十分な場合

があり，独自の手法の研究開発の必要性が確認された。

　なお，今後�����に係るアルゴリズムの検討を効率

的に行うため，専用の計算機システムを導入し，平成

１３年２月より稼働を開始した。

〔発　表〕��４２～４７，��２１～２５，３７～４２，��６～

１３，��１６，��３５～４６，５７～８０，��２４～２９，３２～４０，�

��３４～４２�
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２�５�２　地球環境モニタリング

〔担当者〕

地球環境研究グループ：野尻幸宏５，６，７，１０，１５・

� 　向井人史５，６，７・

� 　町田敏暢５，６，７，８・

� 　秋吉英治１，２，３・

� 　原島　省７，１０・　刀正行１０

地域環境研究グループ：森田昌敏１２・木幡邦男１０・

� 　中村泰男１０・今井章雄１５・

� 　松重一夫１５・矢木修身１５・

� 　高村典子１５・西川雅高１５

社会環境システム部：田村正行１１・清水　明１１

化　学　環　境　部：横内陽子５，７・白石寛明１４・

� 　伊藤裕康１４・堀口敏宏１２・

� 　柴田康行１２・田中　敦１４・

� 　河合崇欣１４

環　境　健　康　部：小野雅司４

大 気 圏 環 境 部：中根英昭１，２，３，４・

� 　神沢　博５・畠山史郎５・

� 　酒巻史郎５・杉本伸夫１，３・

� 　松井一郎１，３・遠嶋康徳５，８・

� 　高橋善幸５，８，９

水 土 壌 圏 環 境 部：冨岡典子１５・稲葉一穂１５

生 物 圏 環 境 部：野原精一１５・上野隆平１５

国 際 共 同 研 究 官：植弘崇嗣１２

　（事務局）� 　藤沼康実・高田雅之・田代浩一・

� 　勝本正之

�地球環境モニタリング検討会委員　６６名

事業委託，業務請負組織・機関　２１団体

注）人名の後の数値は表１中の事業番号を示し，下線は各事業

　　の実施代表者を示す。

〔目　的〕

　地球環境研究センターでは，所内研究者の参画や国内

外の機関と協力を得て，地球環境研究や行政施策に資す

る基礎的なデータを取得することを目的に，地球環境変

動やその影響などを継続して監視・観測する「地球環境

モニタリング」を実施している。これらのモニタリング

事業は，これまでの地球環境研究によって開発・確立さ

れた手法に基づいて実施するもの，地球環境研究に不可

欠な観測データを提供するもの，あるいは，国際的な取

り組みのもとで観測に参画・支援するものなどがあり，

常に地球環境研究と相互補完する視点に立って，推進し

ている。

〔内　容〕

　各モニタリング事業においては，それらを成層圏オゾ

ンに係るモニタリング，対流圏の温室効果ガスに係るモ

ニタリング，海洋環境に係るモニタリング，陸域生態系

に係るモニタリング，��������	
支援事業の５つの

分野に分け，各分野ごとに表１及び図１に示す事業を推

進しており，所内研究者が中核となって実施している。

　なお，事業の詳細については「４�４　地球環境モニタ

リング業務」を，また，衛星「�����」に関する事業

は，「２�５�１　衛星観測プロジェクト」を参照されたい。

〔成　果〕

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞

　①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ

タリング

　１９８８年から，つくば（研究所）でオゾンレーザー

レーダーを用いて高度１０～４０��の低中高度成層圏オ

ゾンの鉛直分布の観測を続けており，成層圏の国際観測

網である����（成層圏変動探査ネットワーク）に加盟

し，東アジア地域における観測拠点として国際的責務を

果たしている。

　本年度には，つくば上空で継続して観測するととも

に，データ解析手法の高度化を進めた。

　②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング

　ミリ波放射計は，回転励起状態のオゾン分子から放射

されるミリ波（１１０���）を超高感度に検出して，高度

ごとのオゾン量を算出するもので，１９９５年からつくば

（研究所）で，高高度（３５～７５��）のオゾン鉛直分布

を，天候に左右されずに５分間隔で自動観測を継続して

いる。

　本年度には，１９９６年１０月から２０００年９月までの

データを解析し，高度別に１年周期，半年周期等の変動

についてとりまとめた。図２にオゾン濃度の高度－時間

断面図を示す。

　③北域成層圏総合モニタリング

　日本における成層圏オゾン層破壊が最も進行しやすい

と考えられる北海道でのオゾン層を総合的に観測するた

めに，名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で，北海道

陸別町の町立天体観測施設の一室を借り受け，モニタリ

ング体制を構築し，定常観測を実施している。

　本年度には，広帯域ミリ波放射計によって観測を行
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図１　地球環境モニタリングの概要

表１　２０００年度地球環境モニタリング事業一覧



い，高度２０～６０��の高度ごとの時間変化を通年観測

した。また，２００１年２月には極渦到来時のオゾン減少

を検出した。詳細については解析中である。

　④有害紫外線モニタリングネットワーク

　成層圏オゾンの減少により地上到達量の増加が懸念さ

れている有害紫外線（�����２９０～３１５��）について，

地上への到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健

康影響の評価などをはじめ，様々な形でその成果を広く

活用することを目指し，各観測機関などの協力を得て有

害紫外線モニタリングネットワークを立ち上げた。

　ネットワークは，地球環境研究センターが観測を実施

している陸別，落石岬，苫小牧，つくば，霞ヶ関，波照

間の６拠点を中心に，帯域別紫外線計で観測を行ってい

る全国の大学や試験研究機関など１４機関の自発的な参

加を得，計２０箇所で開始した。

　本年度は，各機関の観測データの収集を試験的に実施

するとともに，精度確保のためのキャリブレーションの

実施及び技術検討を行った。

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞

　⑤地上ステーションモニタリング（波照間・落石岬）

　人為的な発生源の影響が少ないベースラインレベル濃

度の温室効果ガスを長期観測することを目的として，沖

縄県八重山諸島波照間島と北海道根室半島落石岬に大気

微量成分の観測局を設置し，それぞれ１９９３年秋，１９９５

年秋から観測を継続している。

　現在，両観測局では，二酸化炭素・メタンなどの温室

効果ガスのほか，オゾン・粒子状物質・ラドン・気象因

子などを継続して観測している。

　本年度には，つくばにおいて両観測局の稼働状況を的

確に把握するための監視情報収集システムを更新すると

ともに，観測局周辺の環境状況を確認するための遠隔制

御可能な���カメラを整備した。

　図３に波照間・落石岬両局で観測された二酸化炭素濃

度の経時変化を示すが，植物の炭素固定能力の季節的変

化の影響を受けながらも，確実に増加していることがわ

かる。

　なお，地球環境モニタリングで得られたデータの公表

に向けて進めてきているデータベース化作業の一環とし

て，本年度には，地上モニタリングのデータをホーム

ページから提供するシステムを構築した。

　⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング

　固定観測局のない海域で温室効果ガスなどの挙動を定

期的・継続的に観測するために，定期航行する民間船舶

の協力を得たモニタリングを現在２航路で推進してい

る。

　その一つとして，日本～オーストラリア東海岸間を５

週間周期で航行するコンテナ貨物船（さざんくろす丸，

㈱商船三井所属）に大気の自動採取装置を設置し，西太

平洋上の温室効果ガス（二酸化炭素・メタン・一酸化二

窒素）を３度の緯度間隔で自動採取分析している。

　本年度には，南北両半球の濃度の空間分布・時系列変

化を継続して観測した。

　また，後述する日本～カナダ西海岸間を航行する民間

船舶でも同様に大気試料を採取しており，この２隻の観
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図２　つくば上空のオゾンの高度－時間断面図　（コントアは１０％ごとで陰影は負を示す）



測により，西太平洋海域の南緯２０度～北緯５０度間の温

室効果ガスの挙動の解析体制が構築できた。

　⑦定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋間ガス交換

収支モニタリング

　前述の日本～カナダ間の観測として，従来材木運搬船

により行っていたが，１９９９年９月をもってこれを終了

し，新たな設備を搭載したコンテナ貨物船で，１９９９年

１１月以降，観測を継続している。このコンテナ貨物船

（���������	
���，㈱商船三井所属）は，日本～北米西

岸を５週間周期で航行しており，大気および海洋の二酸

化炭素自動測定システムを搭載して，北太平洋高緯度海

域で，大気���の連続観測とともに，日豪線と同様に

二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素の採取分析を行って

いる。この観測は，生物生産の高い北太平洋海域が全球

的な炭素循環に果たす役割を定量的に評価することを目

的としている。

　本年度は１９９９年１１月に新規設置した観測機器によ

り，高性能の大気���連続測定などの観測を継続する

とともに，データ解析を進め，同海域の二酸化炭素の収

支特性について解析した。その結果，二酸化炭素の吸

収・放出の季節変動，北太平洋中・高緯度の二酸化炭素

吸収量の詳細が明らかになった。

　⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ

ニタリング

　全球的な炭素循環において，シベリア地域の森林・凍

土の寄与の重要性が問われている。

　本事業では，１９９２～９４年に実施したシベリア上空の

温室効果ガスの水平分布観測を踏まえて，１９９５年度か

ら観測用航空機を借り上げて，高度別（～７０００�）に

大気を定期採取し，温室効果ガスの鉛直分布の観測を開

始した。

　本年度には，ヤクーツク，スルグート，ノボシビルス

クの３地点での鉛直分布を毎月定期観測するとともに，

大気試料の安定同位体の分析を継続した。図４にスル

グート上空での高度別の二酸化炭素濃度の経時変化を示

す。

　⑨北方林温室効果ガスフラックスモニタリング

　１９９７年１２月に策定された京都会議議定書において，

温室効果ガスの削減に森林による二酸化炭素の吸収を勘

案することとなり，森林生態系の二酸化炭素の吸収／排

出量（フラックス）を定量的に評価することが国際的な

緊急課題となっている。

　これを受けて，北海道苫小牧地方の国有林において，

東アジア北方に広く分布する落葉針葉樹林（カラマツ

林）を対象に，森林のフラックス観測をはじめとする森

林生態系の炭素循環機能について，総合的な観測研究を
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図３　波照間・落石岬両観測局における二酸化炭素濃度の時系列変化



１９９９年度に開始した。

　本年度には，二酸化炭素のフラックスについて試験観

測を行うとともに，森林の生理生態学的機能，森林上空

における二酸化炭素の高度分布等の観測研究を行った。

　本事業は林野庁北海道森林管理局との共同事業体制を

基盤として，大学，国立研究機関，地方公共団体などと

連携・協力しながら観測研究を進めることとしており，

東アジア地域における観測地ネットワークづくりに向け

て拠点的役割を果たすことを目指している。

＜海洋環境に係るモニタリング＞

　⑩定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリ

ング

　人間活動が顕在化しやすい縁辺海域を対象とし，大阪

～別府航路のフェリー「さんふらわああいぼり」（関西汽

船㈱）の協力を得て，センサー計測（水温・塩分・��・

クロロフィル蛍光）及び自動ろ過サンプリング・分析

（植物プランクトン色素量，溶存態栄養塩）を継続した。

　本年度には，これまでのデータを解析し，その結果，

人為影響により海域の溶存態無機窒素（���）に対して

溶存態ケイ素（���）が欠損している海域を明らかにす

ることができた。図５に備讃瀬戸及び大阪湾における両

者の関係を示す。大阪湾では���に対して���が不足気

味となり，ケイ素を必要としない非ケイ藻類の増殖に有

利な条件が形成されやすくなり，赤潮などの好ましくな

い状況が起こりやすくなることが明らかとなった。

＜陸域生態系に係るモニタリング＞

　⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分

布モニタリング

　東アジア地域の植生・土地被覆状況の変化を把握する

ために，����衛星の�����（���������	�
������

���������	
���������）センサ画像を用いて，植生指
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図５　備讃瀬戸及び大阪湾における溶存態無機窒素（���）と溶存態ケイ素（���）の関係

図４　シベリア・スルグート上空における二酸化炭素濃
度の時系列変化

〔備讃瀬戸〕 〔大阪湾〕



数モザイク画像を作成している。

　本年度には，本研究所の二つの受信局（茨城県つくば

市の研究所構内と沖縄県黒島の海中公園センター内に設

置）で受信した�����データから，１９９９年の各月の

植生指数モザイク画像を作成した。また，その結果を純

一次生産量モデルに入力することにより，東アジアにお

ける植生生産量の算定を行った。

＜国際協力・支援事業（��������	
支援事業）＞

　����と���が協力して，１９７７年から����（地

球環境監視システム）の下に，陸水の汚染などの監視情

報を収集・統合化するプロジェクト（��������	
）が

推進されており，地球環境研究センターは，東アジア・

太平洋域の中核として事業を支援・参画している。

　⑫リファレンス・ラボラトリー

　１９９３年度より分析精度管理のための標準試料作成及

び内外関係機関への配布などを行う「リファレンス・ラ

ボラトリー（参照研究室）」業務を実施している。

　本年度には，これまでに引き続き水質・底質の標準試

料を作成し，国内の観測機関における水質測定の精度管

理を行った。

　⑬ナショナルセンター

　１９９４年度より，我が国の地方公共団体などの河川・湖

沼における観測点（２３地点）のデータを取りまとめる

とともに，����本部との連絡・調整を行う「ナショナ

ルセンター」業務を担当しており，本年度も本業務を引

き続き実施した。

　⑭摩周湖ベースラインモニタリング

　１９９４年度より，人為的汚染の影響の少ない北海道摩

周湖を陸水のベースライン観測点として位置づけ，北見

工業大学の協力を得て定期観測を年１回実施している。

　本年度には，８月に採水調査を行った。その結果，摩

周湖の透明度は近年は２０～３０ｍ前後で推移し，汚濁の

進行は認められなかった。図６に摩周湖における透明度

の経年変化を示す。

　⑮霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング

　従来，特別研究・特別経常研究の一環として実施して

きた，霞ヶ浦全域調査を，１９９６年度より，������

�����トレンドステーションとして継続することとし，

霞ヶ浦１０地点で月１回の頻度で採水・調査を行ってい

る。

　本年度には，過去２０年間の霞ヶ浦調査結果のデータ

ベース化作業を完了し報告書及び����として取りま

とめた。
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図６　摩周湖の透明度の経年変化



２�６�１　廃棄物埋立処分における有害物質の挙

動解明に関する研究（最終年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・安原昭夫・橋本俊次・

山本貴士・西川雅高

化　学　環　境　部：中杉修身・白石寛明・白石不二雄

客員研究員　２４名

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕廃棄物は人間活動の増大・物質文明の発達に

伴い，発生量が増大するとともにそこに含まれている化

学物質についても多様な広がりを見せており，今後の人

間活動の根幹に係る緊急かつ重大な環境問題となってい

る。廃棄物の焼却処理については，対策技術の進歩によ

り解決の糸口が見えつつある。一方，廃棄物の埋立処分

については浸出水中に含まれる化学物質や大気中に揮散

していく化学物質についての実態は明らかにされたが，

それらの化学物質がどのような機構で溶出あるいは生成

しているのか，生物への影響がどの程度であるのか，と

いう点についてはほとんど不明である。本特別研究では

埋立処分に的を絞り，埋立廃棄物に含有される化学物質

と浸出水に溶出してくる化学物質を調べて，埋立地での

化学物質の挙動を解明するとともに，埋立地からの浸出

水が生物に与える影響を明らかにするための手法を開発

する。

〔内　容〕生態系に影響を与える可能性の高い有害化学

物質が廃棄物中にもともと含まれていたものか，化学的

あるいは生物的作用で新たに生成したのかを明らかに

し，今後の廃棄物処分のあり方を検討するために，以下

の３課題で研究を実施した。

課題１　埋立廃棄物中の有害化学物質の簡易モニタリン

�グ法の開発

　環境汚染につながる恐れのある有機成分を対象とし

て，１）廃棄物中に含まれる揮発性物質を�����で分

析し，同定・簡易定量できるシステムを開発する。２）

マイクロ波加熱による迅速抽出法および�����による

簡易分析法を用いて廃棄物中に含有される有害化学物質

の存在の有無と濃度レベルの把握を行う。

課題２　埋立地における有害化学物質の挙動解明に関す

�る研究

　廃棄物埋立地浸出水から高濃度あるいは高頻度で検出

される化学物質を中心に研究を進める。１）廃棄物埋立

地からの１，４�ジオキサンの排出実態を把握し，その起

源について推測する。２）モデル埋立実験での観測結果

を解析し，埋立地内で起こっている化学反応について考

察を行う。３）焼却灰からのダイオキシン類の溶出挙動

について，前年度からの測定を継続し，溶出パターンの

変化を調べる。

課題３　埋立処分に起因する有害化学物質の生物影響評

�価に関する研究

　廃棄物埋立処分場の浸出水を試料として過去２年間

行ってきた細胞毒性や遺伝毒性と浸出水の化学性状との

関係について，総合的な解析を行う。

〔成　果〕

（１）埋立廃棄物中の有害化学物質に係る簡易モニタリ

ング法の開発

　焼却灰に含有されるクロロフェノール類と多環芳香族

炭化水素類（���）をマイクロ波加速抽出法で迅速に

抽出するための基礎的研究を行った。クロロフェノール

類の混合物を焼却灰に添加して，アセトン／ヘキサン溶

媒でマイクロ波加速抽出を行った。クロロベンゼン類と

は違って，クロロフェノール類は塩素数の増加につれて

抽出率（回収率）が低下する傾向が観察された。抽出溶

媒についても検討を行ったが，改善されなかった。ま

た，抽出温度を高くすると，抽出率は低下した。原因は

まだ解明できていないが，クロロフェノール類がマイク

ロ波加熱で何らかの反応を起こしている可能性がある。

���１６種類を焼却灰に添加し，回収実験を行った。

ソックスレー抽出法との比較では，分子量の小さい

���ではソックスレー抽出法の抽出率がやや低く，分

子量の大きい���ではマイクロ波加速抽出が低いとい

う結果になった。���については溶媒系の変更やサロ

ゲートの使用などにより，実分析に適用可能と判断し

た。

　新しい方法として，廃棄物を蒸留水と混合して，精油

定量器で１時間半，蒸留抽出する方法を検討した結果，

５５物質についてほぼ８０％以上の回収率で抽出できるこ
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２�６　特別研究



とがわかった。再現性も十分に高く，実用に供すること

が可能である。

（２）廃棄物に含まれる揮発性有機化合物類の分析法の

開発

　埋立廃棄物に含まれる揮発性有機成分を迅速にスク

リーニングする方法として，前年度開発した固相マイク

ロ抽出における定量性と再現性を調べた。対象物質は，

揮発性有機化合物１８種類，安定剤１種類，可塑剤１５種

類，炭化水素４４種類，多環芳香族炭化水素類２６種類の

計１０４種類を使用した。これらのうち，回収率が８０～

１４０％，相対標準偏差が２０％以下の物質は２５物質のみ

（１，４�ジオキサン，アジピン酸エステル類，スチレン２

量体及び３量体，ナフタレンなど）であった。フタル酸

エステル類は検量線が直線から外れる傾向を示したが，

これは吸着が原因と考えられる。定量性，再現性が認め

られた物質について，実試料での測定を試み，実用性の

検証を行った。

（３）モデル埋立実験槽における化学物質の挙動

　一般廃棄物焼却場３カ所で採取した焼却主灰とＡ県の

産業廃棄物処分場で採取した廃プラスチックを細断した

ものを混合し，ガラス製円筒に充てんした。コントロー

ルとして，同じ焼却灰とテフロンチップを混合したもの

を同じサイズのガラス円筒に充てんした。週２回，ガラ

ス円筒の上部から蒸留水を注ぎ，円筒下部から流出して

くる浸出水を採取し，各種測定を行った。測定項目は

��，不揮発性有機炭素，化学的酸素要求量，電気伝導

度，懸濁物量，無機陰イオン，無機元素，有機成分であ

る。測定結果については現在解析中であり，最終的な結

論は得られていない。不揮発性有機炭素は廃プラスチッ

クを埋め立てたガラス円筒からの浸出水が高い値を示し

た。��についてはコントロール埋立では１１～１２で

あったが，廃プラスチック埋立では１０～１１と低い値を

示した。これは予備埋立実験の時と同じ状況であり，廃

プラスチックから溶出した成分が焼却灰のアルカリと反

応したことを示している。モデル実験では有機リン酸エ

ステル類やフタル酸エステル類の加水分解が確認されて

おり，同様の反応が生じた可能性がある。リン酸エステ

ル類やフェノール類の溶出挙動は漸次的な減少傾向をた

どっている。

（４）廃棄物埋立地浸出水中の１，４��ジオキサンの挙動

　Ｂ県とＣ県の埋立地浸出水と処理水を毎月サンプリン

グし，そこに含まれる１，４�ジオキサンを分析した。Ｂ

県の処分場はすでに閉鎖されている。すべての試料から

ジオキサンが検出されたが，濃度は低かった。一方，Ｃ

県の処分場は廃プラスチック専用の処分場で，現在も運

転中である。こちらも全試料からジオキサンが検出さ

れ，濃度は数���のレベルであった。埋立物である廃プ

ラスチック破砕物を採取して，溶出試験をした結果，す

べてから高濃度のジオキサンが検出された。また，焼却

灰の水溶出液すべてからジオキサンが検出された。一

方，産業廃棄物処理場で採取した未処理の廃プラスチッ

クの水溶出液からはジオキサンが検出されなかった。こ

れらのことから，埋立用に廃プラスチックを加熱圧縮す

る工程や焼却の際の熱分解でジオキサンが生成している

可能性が高いと思われる。また今回の調査で，水処理に

よってもジオキサンは分解されにくいことが再確認され

た。

（５）焼却灰中のダイオキシン類の浸出水への溶出

　前年度からの継続実験で，主灰および飛灰からの溶出

濃度を測定した。両方の濃度はほぼ同レベルで推移して

いるが，異性体パターンにはかなりの差が観察された。

現在，パターンの解析を実施中である。

（６）埋立地浸出水の生物影響評価に関する研究

　過去２年間にわたって採取し，各種のバイオアッセイ

を試みた結果を総合的に解析している段階である。

〔発　表〕��１０９，１１１，１１５，��２８５，２８７，２９０，２９１，�

２９５
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２�６�２　環境中の化学物質総リスク評価のため

の毒性試験系の開発に関する研究　　　

（最終年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：国本　学・足立達美・石堂正美・

田辺　潔

環　境　健　康　部：青木康展・佐藤雅彦

水 土 壌 圏 環 境 部：稲葉一穂

化　学　環　境　部：中杉修身

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕いわゆる公害のような典型的な環境汚染はみ

られなくなったものの，現実には汚染の実態はますます

複雑化，深刻化している。多くは微量ではあるが無数の

化学物質による複合汚染であり，意図的に生成されたも

のばかりでなく，非意図的に生成されたもの，さらには

環境中で変換されたものも存在しうる。従って，化学分

析によってこれらすべてを検出，同定し，定量するのは

事実上不可能であり，極めて重大な毒性を持つ物質が見

過ごされてしまっている可能性も存在しうるわけであ

る。それらを検出できる試験系として，バイオアッセ

イ・簡易毒性評価試験法の開発が待たれている。比較的

早くから環境モニタリングに使われてきている変異原性

試験は，実際の生体内での発癌との相関がかなり明らか

にされている上，試料中に存在する化学物質の種類に関

係なく変異原性という指標で判定し，通常の化学分析で

は漏れてしまうものまで網羅しうる。本特別研究では，

この変異原性試験に相当するような，試料中に存在する

いわゆる一般毒性（急性，亜急性毒性）の総量を反映し

うる新たな有害性総合評価指標の確立を目指して，この

分野に関わる研究者による組織的な試験法の有用性評価

と標準化を行うものである。

〔内　容〕環境評価に利用するためのバイオアッセイ・

簡易毒性試験系の必要条件としては，安価に且つ迅速に

再現性のよいデータが得られること，環境試料の実際の

姿である未知物質を含む混合物試料にも対応可能である

こと，毒性学的な裏付けがあること，等があげられる。

そのためには，現行のバイオアッセイ法の体系化，標準

化と環境試料に適用するための技術的検討，バイオアッ

セイ法の毒性学的裏付け，化学分析に匹敵するような高

感度バイオアッセイ法の開発，が必要となる。従って，

本特別研究では以下の課題を設定した。

・バイオアッセイ法の標準化と簡便化に関する研究

　環境汚染が問題となっている化学物質を参照物質とし

て選定し，現行のバイオアッセイ法（特に培養細胞を用

いた毒性試験系）の標準化と簡便化を進める。

・バイオアッセイ法の毒性学的意義付けに関する研究

　様々のバイオアッセイ法で得られる毒性値と実際の生

体（ヒト，実験生物等）での毒性発現用量との関連づけ

を行う。

・環境試料を対象とする際の技術的問題点への対応に関

する研究

　未知物質を含む混合物試料という環境試料の特性に起

因する技術的な問題点の洗い出しとそれらの解決方法を

探る。

・低毒性試料の評価のための試験法の高感度化に関する

研究

　環境試料の大部分がそうであると考えられる低毒性試

料の評価を正確に行うため，バイオアッセイ法の高感度

化を試みる。�
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分担施設���������２���������１名　称分　類

国立環境研神経突起伸展増殖阻害／生存率���１ヒト由来細胞

国立環境研増殖阻害／生存率���７

国立環境研増殖阻害／生存率�８７���

国立環境研増殖阻害／生存率����２

静岡県大細胞浸潤増殖阻害／生存率��１０８０齧歯類由来細胞

熊本県大急性毒性線虫実験生物

生命工研プリオン生成他増殖阻害／生存率酵母

国立環境研生物発光阻害��������キット（準公定法）

国立環境研急性遊泳阻害（２４��）��������	�

表１



〔成　果〕

（１）化学物質混合物を対象とした各種バイオアッセイ

の実施

　ヒト由来細胞並びに齧歯類由来細胞５種類を用いた簡

易毒性試験系で，参照化学物質の組合わせ混合物（５・２０

種類）の毒性評価を行った。その結果，混合物の細胞毒

性は，基本的に相加的であるとして評価が可能であるこ

とが示唆された。また，同じ混合物について，実験生物

であるミジンコ，線虫，酵母を用いた毒性試験，さら

に，既にキット化されているミジンコ毒性試験

（��������	�），海洋発光細菌を用いた簡易試験

（��������）も実施し（表１），得られた結果の解析と

相互比較を行った。

（２）環境試料への適用の試み

　環境庁水質規制課の有害性総合指標調査と連携して，

河川水および事業所排水試料へ，一部のバイオアッセイ

を適用した。排水試料では化学物質による毒性に加え

て，��，浸透圧等の物理的要因が大きく影響すること

が明らかになった。また，富栄養化が進行している霞ヶ

浦，諏訪湖，並びに琵琶湖の湖水試料について培養細胞

を用いた簡易毒性試験を実施し，夏期に有意な毒性が検

出されることが明らかになった。また，この毒性の由来

が分子量３０００以下の疎水性物質によるものである可能

性が示唆された。

（３）細胞死誘導機構の解析

　試験法高感度化のため，参照化学物質の一部を対象と

して細胞死（特にアポトーシス）の誘導機構について分

子レベルでの解析を行った。

〔発　表〕��７，４０～４５，��１，８，１４４～１４９�
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２�６�３　都市域における���の動態解明と大気

質に及ぼす影響評価に関する研究　　　

（最終年度）

〔担当者〕

域環境研究グループ：若松伸司・上原　清・田邊　潔・

近藤美則・森口祐一・櫻井健郎・

松橋啓介・松本幸雄

大 気 圏 環 境 部：菅田誠治・畠山史郎・酒巻史郎・

杉本伸夫・松井一郎

化　学　環　境　部：相馬悠子

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染

物質対策が本格化し，ベンゼン等の ���（���������

����������	
�����揮発性有機化合物）による汚染実

態の把握とリスク評価が急がれている。一方，���は

二次生成大気汚染に関してのキーとなる物質であり光化

学大気汚染や粒子状物質の生成機構には最も重要な役割

を果たしている。しかし，種々の���の発生量，濃度

分布と変動，汚染メカニズムなどに関する体系的な研究

がなされておらず，データの収集・蓄積ばかりでなく，

適切なモニタリング頻度・地点数・配置などの判断や，

発生源と汚染・リスクの関係の理解などに資するための

モデル解析などの研究が必要とされている。特に都市域

における実態把握が緊急に必要となっている。

　本研究においては環境大気中における���成分等の

動態解明を発生源調査，フィールド測定，モデル評価等

の様々な角度から行い���成分が大気環境質に及ぼす

影響を評価することを目的とする。

〔内　容〕本研究では，種々の���の正確な発生量の

見積もり，����に代わる���多成分分析法による環

境モニタリング，二次生成大気汚染に関するモデルの適

用と検証などを系統的に行い，���汚染と二次生成大

気汚染の動態・実態を解明することによって，適切なモ

ニタリングのあり方，���発生源対策の方向性などを

明らかにするとともに，モニタリングを補う実態把握方

法を提供する。

　���の発生源として大きなウェイトを占める自動車

について，我が国における発生量の見積もりと，諸外国

での値の間に大きな開きがあり，排ガス以外のエバポエ

ミッション等を含めた正確な排出実態の把握が必要とさ

れている。そこで，自動車トンネル・沿道等での���

計測を行い，実走行状態での排出係数を正確に推定す

る。その他の発生源については，既存の排出係数の精

査，地方自治体による化学物質使用実態調査結果，汚染

物質排出・移動登録データなどに基づいて���の排出

係数を確定する。���の空間分布発生量の推計に当

たっては排出係数や道路交通量，工業生産統計などの社

会・経済データを組み合わせてメッシュごとの発生量を

推計するための「大気汚染物質発生量算定システム」を

開発する。

　環境モニタリングについては，���成分の中で重要

な成分を４０程度選び連続自動分析し測定値を評価する。

これらのデータや特別観測による立体分布データ，気象

観測データ等を利用して，大気汚染シミュレーションモ

デルによる解析とその検証・リファインを行い，���汚

染と二次生成大気汚染のメカニズム・実態を明らかにす

る。得られた結果をもとに���モニタリングシステム

の構築に関する検討，���対策シナリオの検討を行う。

　本特研最終年度である本年度においては①���発生

源調査　②フィールド観測による環境動態の把握　③モ

ニタリング・モデリングの研究をとりまとめた。また

��２．５・���研究に向けての予備的な調査，解析を行っ

た。本特研を進めるに当たっては，革新的・計測研究

（�９�１１），����「大気質改善のための自動車・燃料等

の技術開発プログラム」（�９�１３）等の国立環境研究所

内外の関連プロジェクトとの積極的な連携をとった。

〔成　果〕

（１）���発生量・組成の推計に関する研究

　１）自動車からの���発生量・���組成の推計

　自動車起源の���の比率は人為発生源全体のうち

１３％程度であると考えられていた。これまでは主に規制

自動車のテールパイプからの発生量を中心に推計がなさ

れていたが，これに加えてエバポ（走行中や駐車時の車

からの蒸発による発生），アイドリング，コールドス

タート時の発生量が考慮されなければならない。また二

輪車等の未規制自動車の寄与も大きいため，自動車起源

の���の推計値の修正が必要である。これらの要因を

新たに追加し，自動車寄与の推計を行った。その結果，

自動車起源の����の比率は２２％程度であることが明ら

かとなった。自動車に関連するもう一つの発生源として

は，給油や温度変化に伴うガソリン蒸気の大気への放出

がある。これによる寄与分を自動車関連の���として
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評価すると，総体としての自動車の比率は２８％程度と

なることが明らかとなった。ガソリンの蒸発や排ガスは

有害化学物質（ベンゼン等）汚染の動態把握の観点から

も調査を進める必要がある。蒸発成分と量はガソリン組

成や気温影響が大きいため，全国のガソリンスタンドか

らのサンプリングと成分分析を行った。この結果を基に

蒸発ガソリンの環境負荷に関する検討を行い季節変化や

地域分布を明らかにした。また自動車からの���発生

量推計に関する予備的調査を実施した。

　２）固定発生源・面源からの���発生量・���組成

の推計

　����（汚染物質排出移動登録制度）の結果等をとり

まとめ，固発生源（点源）からの有害化学物質の発生量

は約３５万トン／年／全国であること，主要成分はトル

エン，キシレン，ジクロロメタン，ジクロロベンゼンで

あり，２２万トン／年／全国で全体の６３％程度を占める

ことを前年度明らかにした。これ以外にも塗装・溶剤の

生産量から推計すれば，面源からの���発生が１００万

トン／年以上あると考えられる。固定発生源の中でも特

に発生寄与率が大きい塗装・溶剤関連，印刷関連の���

発生の現状を把握する為に関連業界のヒアリングを行い

最新の知見を明らかにした。これとともに大気汚染予測

モデルへの入力データベースを更新した。

　３）トンネル調査による自動車からの���発生量・

���組成の推計

　実走行状態での自動車からの���発生量・発生組成

の推計を行うために走行速度や車種構成が異なる二つの

トンネル調査（トンネル���）データを詳細に解析・評

価した。トンネル�は市街地における比較的短いトンネ

ル（約３５０�）で，両側には信号がありラッシュ時には

渋滞が発生する。トンネル�は高速道路のトンネル（約

１�２００�）である。�トンネルでは車種構成がほぼ一定

であったので，得られたエミッションファクター（��）

は，市街地における現実の車種構成の，比較的低速の走

行に対応する値と考えた。�トンネルでは車種構成に変

化が見られたので，車種構成の変化と��の関係を検討

した。トンネルデータにより得られた��を国内外の実

験・観測結果と比較評価した。これとともにトンネル調

査により��２�５・���の発生量を推定する手法の検討

を行った。

（２）大気環境中における���の動態把握に関する研究

　１）環境中の���濃度の連続測定

　環境大気中における���の動態を把握するために独

自の開発した自動分析システムを用いて，関東地域およ

びメキシコシティにおいてフィールド観測を実施した。

関東地域における観測は夏季と冬季に実施したが，１９９９

年の夏季は北太平洋の高気圧が北偏していたため大気汚

染は低濃度で推移したが，モデル検証のためのデータ

セットを得た。冬季においては３日間にわたり大気汚染

物質が蓄積し高濃度が出現する機構を立体的に把握する

ことができた。本観測において初めてアルデヒド類や，

ガス状硝酸などの立体分布を把握することができた。

２）大気汚染のトレンド解析

　大気汚染濃度の２０年間にわたるトレンド解析を行い，

東京首都圏地域や近畿地域等の大都市域においては，都

心地域に比べて郊外地域において大気汚染濃度が相対的

に上昇していること，これとともにオキシダント濃度の

年平均値が都市地域において，１����年程度の割合で

増加していることを明らかにした。この傾向は比較的空

気が清浄な地域においても認められた。全国の国設局の

大気汚染のトレンド解析を行い大陸方面からの移流の寄

与を評価した。

（３）モニタリングシステムと予測モデル開発に関する

研究

　１）風洞実験による沿道大気汚染解析と最適測定シス

テムの検討

　モニタリングステーションの最適配置や地域代表性の

評価に当たっては問題とする道路空間内部における大気

汚染濃度分布を明らかにした。任意の道路条件にたいす

る予測手法を開発するために風洞実験を行い予測式Δ

��������	
���θ�����を提案した。ここで，Δ��は自動車

排ガスによる濃度増加，ｑは汚染ガスの排出量，�は一

般風速，�は汚染源から対象地点までの距離，θは汚染

源から対象地点を見上げた仰角，�と�は実験的に定め

る係数である。この関係を一般化するための風洞実験を

実施した。これとともに実市街地ならびに複雑な道路構

造地域における拡散モデルを検証するための風洞実験を

行った。モデル解析に関しては風洞実験によりストリー

トキャニオン内の大気汚染分布と気象条件，道路構造条

件との関連性を明らかにした。本年度は，特に，スト
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リートキャニオン両側の建物高さによって道路内部の流

れと拡散がどのように変化するかを詳しく調べ，さらに

最終年度として，今まで行ってきた風洞模型実験の結果

をまとめた。まず，ストリートキャニオン全体の換気性

能を示す指標として通風率（���＝���／（�����））を

導入し，道路幅・建物高さ・大気安定度などの条件から

通風率を介してストリートキャニオンの平均濃度を大ま

かに見積もる手法を提示した。ただし���＝�／���：

ストリートキャニオンの実質換気量，Ｃ���：ストリート

キャニオン内部の平均濃度，ｑ：汚染ガス排出量，�：

道路幅，���：上空風速である。また，ストリートキャニ

オン内部の濃度分布をそれ自身の平均濃度によって基準

化すると，道路幅・建物高さ・大気安定度などのかなり

の範囲にわたって分布形状が類似することがわかり，今

後の沿道汚染濃度分布予測実用化への手がかりを得た。

　２）予測モデルの検討

　地域・広域汎用モデルの構築と応用に関する検討を

����グループ及び，米国���と共同で行った。本特研

で主に利用した�������３は，第三世代の大気質モデリ

ングシステムである。モデルインターフェースの構築と

基礎的なモデル検証作業を行い，このモデルを用いて，

中国大陸及び日本を含むアジアスケールでの広域大気汚

染の予測と観測データとの比較を行い，モデルの性能を

検証した。また，���の発生源に関する感度解析を

行った。これとともに冬季のオゾン濃度の計算を行い，

松江国設局の測定結果と比較評価することにより大陸起

源の発生源の寄与を検討した。�
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２�６�４　空中浮遊微粒子（��２�５）の心肺循環

系に及ぼす障害作用機序の解明に関する実

験的研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：高野裕久・鈴木　明・古山昭子

環　境　健　康　部：小林隆弘・藤巻秀和

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕今日，日本をはじめ世界中の大都市部の大気

汚染は改善の兆しがみられず，特に，浮遊粒子状物質

（���）の汚染は深刻である。この���中の大部分を占

める���（��２�５粒子）が肺がんやアレルギー性鼻炎

を起こすことはよく知られている。また，前の特別研究

で，���が実験動物に気管支のぜん息様病態を引き起

こすことを明らかにした。一方，最近になって，粒径が

２�５μ��以下の���，すなわち��２�５と心疾患による

死亡率との間に非常に高い相関性があることがアメリカ

やイギリスの多くの疫学研究によって示され，その健康

影響の重大性がにわかにクローズアップされてきた。し

かし，この両者間の因果関係の実験的証明はまだなされ

ておらず，その証明はこれからの研究にかかっている。

　そこで本研究では，日本の大都市部の��２�５の大部

分を占める���を対象物質として，ディーゼル排気の

暴露実験と組織培養等を含む��������の実験を組み合わ

せることにより，その中のどのような物質がどのような

機序で心血管系に傷害を及ぼしているかを明らかにし，

これまで疫学的研究によって得られている両者の間の関

連を実験的に証明し，環境保全のドライビングフォース

となることを目的とする。

〔内　容〕

課題１　心電図による心筋及び循環機能異常に関する電

�気生理学的解析に関する基礎的研究

（１）心電図による心筋および循環機能異常に関する電

気生理学的解析

　心電図は心臓の機能的変化を敏感に反映することがで

きる。そこで，ディーゼル排気（��）暴露による心筋

や循環機能への影響を電気生理学的に明らかにするため

の基礎資料を収集する。心拍数の経時的変化，異常心電

図の分析，心電図の波形成分の分析，心筋の電気刺激に

対する閾値等を調べることにより，血管の収縮性，心臓

全体あるいは心筋活動性や心筋の興奮性等に及ぼす影響

を分析する。

（２）心血管系の病理組織学的異常の解析

　肺，心臓，血管の変化について光学顕微鏡レベル及び

電子顕微鏡レベルで病理組織学的検索を行い，病変の同

定を行う。

課題２　���血管内皮細胞および免疫担当細胞に及ぼ

�す作用機序の解析に関する研究

（１）����（��２�５）中の成分の過度の薬理学的作用

による心血管系機能異常の解析

　���の各化学成分を薬物特性から分画し，それぞれ

の成分を気管内や静脈に投与し，血圧や心電図異常か

ら，どのような物質がどのように作用して循環器に影響

するのか検索する。

（２）�培養細胞系による血管内皮細胞に及ぼす���の

傷害作用の解析

　���中には血管の弛緩因子（��）を合成する酵素

（���）を阻害する物質が存在することが判明してい

る。また，それらの物質はフリーラジカルや活性酸素を

生成し，それによって心筋や血管内皮細胞を傷害してい

ることが考えられる。そこで，���中のどのような画

分が血管内皮細胞を傷害しているのかを調べ，心血管系

に及ぼす影響評価のための基礎データを得る。

（３）免疫系に及ぼす���の作用機序の検討

　���（��２�５）はフリーラジカルや活性酸素の生成，

���阻害などを介して免疫系にも様々な障害をもたら

す。今年度は，肺より単離したマクロファージの増殖能

や炎症性サイトカイン産生能，フリーラジカル産生能，

細胞表面抗原発現の変動について調べ，���のマクロ

ファージを介した免疫機能に及ぼす影響を解析する。ま

た，細菌由来毒素に関連する肺傷害に及ぼす���の影

響を検討する。

〔成　果〕

課題１　心電図による心筋及び循環機能異常に関する電

気生理学的解析に関する基礎的研究

（１）心電図による心筋および循環機能異常に関する電

気生理学的解析では，９ヵ月曝露では，対照群で７％，

０�３�����で４０％，１�０�����群 で２７％，３�０������

曝露で２７％の異常心電図が出現することがわかった。

１２ヵ月曝露群では，対照群で２０％，０�３�����で６０％，

１�０������群で４７％，３�０������曝露で４７％と，異常

心電図の出現の増加を認め，１８ヵ月曝露群では，対照

群 で４０％，０�３�����で４７％，１�０�����群 で６０％，
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３�０�����曝露で３３％となった。異常心電図の多くは

単発性の心室性期外収縮であったが，１２ヵ月曝露の

３�０�����の群で，連続的な房室ブロックおよび心室性

期外収縮の両方を示す個体を１例認めた。１２ヵ月曝露

後の各個体の体重は，３�０������で対照群と比べて有

意に減少していた。また臓器重量（体重比）は曝露群で

増加傾向にあり，心臓，肝臓，腎臓において対照群と比

較して有意な増加が認められた。１２ヵ月曝露の著しい

体重の減少，および心臓，肝臓，腎臓などの臓器重量

（体重比）の増加などから，全身的な循環不全や心臓負

荷による心臓の形態的変化（肥大など）が推測された。

　１８ヵ月曝露のラットでは呼吸機能検査を行い肺にお

ける呼吸ガス交換の変化を調べた。その結果，

３�０������曝露群では，肺によるガス交換機能の有意

な低下が起こることが判明し，その原因の一因として換

気能の低下が推測された。

（２）心血管系の病理組織学的異常の解析では，���

を長期間吸入曝露（６ヵ月以上）したラットの肺では肺

気管支や肺胞リンパ節に吸入微粒子の集簇が光学顕微鏡

レベルで観察された。また，肺胞マクロファージによる

貪食作用も認められた。しかしながら，顕著な炎症性の

疾患は現在のところ観察されていない。

　前年度，���抽出液は，マグヌス法による血管標本

で，低濃度で軽い収縮反応を示し，高濃度で強い弛緩反

応を示すことを明かにしたが，さらに，本年度は，

���抽出液の細分画，細々分画の心臓と動脈血管に対

する作用の実験も進み，化学分析とバイオアッセイを結

びつけることによって，これらの作用化学物質が，

���抽出液に存在することを初めて確認した。

課題２　���血管内皮細胞および免疫担当細胞に及ぼ

す作用機序の解析に関する研究

（１）���（��２�５）中の成分の過度の薬理学的作用

による心血管系機能異常の解析では，���抽出溶液を

モルモットにジギタリス法に則って静脈内投与すると，

完全房室ブロックの後に心停止を起こすことが判明し

た。心停止は心臓の負の変時作用に伴い，収縮力が減少

するというもので，この変化はジギタリス中毒の変化と

似ていることを発見し，血中のジギタリス様物質が僅か

ながら増加することを見いだした。

（２）培養細胞系による心筋および血管内皮細胞等に及

ぼす傷害作用の解析において，培養した肺動脈血管内皮

細胞数の増加は，���の用量に依存して減少し，細胞

毒性が証明された。その機序解明のため，���および

カタラーゼを単独あるいは複合して加えた���の細胞

毒性は���単独よりも減少したので，スーパーオキサ

イドの関与が推測された。また，平滑筋を弛緩させる

��の産生阻害が推測された。

（３）免疫系を介した組織傷害作用の解析では，

３�����の���を７ヵ月暴露したマウスの肺胞マクロ

ファージはサイトカイン産生，��産生ともに低下し，

���が感染抵抗性および免疫能を低下させ，細菌等に

よる感染による組織傷害を起こしやすくすることが確認

された。

　また，細菌毒素による肺傷害は���　により顕著に

増悪し，この効果は肺における炎症性サイトカイン及び

ケモカインの発現と良く並行した。

課題３　ディーゼル排気微粒子（���，��２�５）の心

�肺機能傷害の量ー反応関係の解析に関する研究

　本課題は，特別研究の１３年度中に行う予定であるの

で，本年度は資料の収集を行った。

　その他の研究成果として，���の内分泌撹乱作用に

ついて検討がされ，���抽出溶液中から，２～５個の

エストロゲン作用物質と抗エストロゲン作用物質と見ら

れる物質が発見され，現在，これらの物質の作用を動物

実験で確認試験を行っている。

〔発　表〕��４７�～�５３，��１６７�～�１７９，１８５，１８６，２３６，�

２３７，２４０，２４１�
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２�６�５　沿岸域環境修復技術の生態系に与える

影響及び修復効果に関する研究（初年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・木幡邦男・中村泰男・

今井章雄・樋渡武彦��・飯島明子��

水 土 壌 圏 環 境 部：村上正吾・越川　海

社会環境システム部：大井　紘・須賀伸介

生 物 圏 環 境 部：矢部　徹

（��特別流動研究員，��科学技術特別研究員）

客員研究員　６名

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕失われた自然海岸の機能の回復を目的とし

て，また，新たな沿岸開発による環境影響を軽減する措

置として環境修復技術が盛んに開発されている。これら

は独自に適用されたり，あるいは開発の際の環境に配慮

した工法として行われる。しかし，これらを実際に適用

する際に常に問題になるのは，その環境影響評価であ

る。環境影響評価の対象となる項目は，地形や海水の流

動等の物理因子，水質や汚染物質の化学因子，さらに生

態系保全などの生物学的因子がある。平成１１年６月に

施行された環境影響評価法では，環境基準である水質な

どの変化予測の他に，生態系も評価項目として重要視さ

れている。

　近年，上記のように生態系に対する研究の要請が強い

状況を考慮して，本課題では，沿岸域生態系の中で重要

と思われる水界生態系と底生生態系との相互関係や，底

生生態系において代表的な生物種の生活史や個体群動態

に着目した。それらを用いて現在行われつつある環境修

復技術の有効と評価される点を抽出したり，その問題点

を指摘し，環境修復技術の生態系に与える影響と修復効

果を評価するための科学的な基礎を提供することを目的

とする。

〔内　容〕自然に近い状態と考えられる東京湾三番瀬の

船橋側の５地点で，アサリ，シオフキガイの個体群動態

調査を行った。アサリ，シオフキガイについては，餌の

大きさとろ過効率について検討した。また，アサリにつ

いて，増殖速度に見られる地点間の差を検討した。三番

瀬内に生息する二枚貝の餌は，隣接する三番瀬外の海域

からも供給されており，潮汐流による有機物の輸送と二

枚貝の摂食との関連を解析した。

　環境修復技術による修復効果を評価するために，現場

を特徴付ける生物の行動，生態を研究するのが効果的で

ある。特に，生物にとっての生息場環境の良否を見るた

めに，現場における成長速度が測定されている。そこ

で，二枚貝について，このような現場実験を行う手法を

検討し，修復された海岸として大井埠頭中央海浜公園内

の人口海岸を，および，自然に近い浅海域として東京湾

三番瀬や福島県松川浦などを選定し，二枚貝の現場にお

ける摂食の機構や，増殖速度を調査した。

　干潟・浅海域の重要な機能に水質浄化や物質循環があ

る。二枚貝などによる水質浄化や，海草・海藻による栄

養塩の吸収を，現場にて測定するための装置を，既報な

どを基に制作し，検討した。

〔成　果〕

（１）沿岸生態系機構の解明とその維持機構に関する研究

　浅海域における生態系を特徴付ける底生生物につい

て，その維持機構を調査するため，水界で生成された有

機物が底泥へ供給される過程，及び底泥で有機物が分解

される過程を，平成１２年７月半ばから約１ヵ月間，播

磨灘の家島諸島における調査，現場実験で検討した。調

査期間中の有機物フラックスの平均値は０�７������日

であった。一方，底泥での，バクテリアおよびメイオベ

ントス（小型の底生生物）による酸素消費速度は，有機

物フラックスの変化には追随せず，ほぼ一定の値

（１�８����������時）を示した。また，大形の底生生

物による酸素消費量は０�１����������時と見積もられ

た。

　底泥での酸素消費速度を有機物分解量に換算すると，

その値は，底泥への有機物供給量の期間平均値とほぼ釣

り合っていた。すなわち，水の中で生産される有機物の

うち，底泥に供給されるものは，底泥で効果的に分解を

受けていることが判明した。そして，播磨灘に広く存在

する泥質の海底は，有力な「浄化」の場として機能して

いることが示された。

　播磨灘海底で主要な底生生物であるオカメブンブクの

生活史，及び，有機物生産量を，平成１２年８月半ばま

での２年間にわたり調査した。オカメブンブクは，温帯

域の海底泥に棲む非食用のウニで，最近，播磨灘や伊勢

湾で大量に発生し，漁網に絡んで漁業者の苦情の種と

なっている。オカメブンブクは１２月に放卵・放精し，プ

ランクトンとして幼生期を過ごした後，２月ごろ着底

（２��），一年後には２０��，２年後には３０��となって
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成熟する。また，オカメブンブクによる有機物生産量

は，豊 富 に 存 在 す る 場 合（２０個 体���）に は，

０�７������年と見積もられた。これは，瀬戸内海での

底生生物群集の有機物生産量の概算値のほぼ１０％に相

当し，物質循環を考える上で，オカメブンブクが，無視

できない存在であることを示した。

（２）沿岸域における環境修復の生態系に与える影響に

関する研究

　底生生物にとって，環境の善し悪しは，その成長速度

で評価できるものと考えられる。ここでは，三番瀬にお

けるアサリの成長速度を中心に解析した例と，福島県松

川浦でアサリ，カキの摂食機構について解析した例を示

す。

　平成１１年８月，江戸川放水路からの出水により，三

番瀬のほとんどすべてのアサリの殻表面には，明瞭な

「成長障害輪」が形成された。これを利用し，１個体ご

との成長速度の推定を行った。成長速度は，三番瀬の最

も沖よりの地点で最大であった。また，軟体部重量につ

いてコホート（同時出生集団）解析を行った結果，成長

の最も活発な３月から９月にかけて，軟体部重量ベース

での成長速度は沖に行くほど高まり，最も沖側の地点で

の軟体部重量は，９月の時点（殻長３��）で，岸よりの

地点の１�５倍に達した。しかしながら，成長速度が地

点によって異なる原因は特定できなかった。地点間で

の，なんらかの環境条件の小さな差が，アサリの成長を

大きく左右するということは，埋め立て等によって予想

される環境変化が軽微な場合でも，アサリなど二枚貝の

成長が大きく影響を受ける可能性を示している。

　アサリのろ水速度についての報告例は多いが，エラで

のこしわけ効率の，粒子サイズ依存性や，こしわけ可能

な粒子サイズの下限についての情報は少ない。本課題で

は，飼育実験により上の諸点を検討した。その結果，

１）アサリは，長さ２μ��以上３００μ��以下の範囲のプ

ランクトンをほぼ同一の効率でこしわけること，および

２）１μ��程度のピコ植物プランクトンに対するろ過効

率は２μ��以上のものの７５％程度であり，バクテリア�

約０�４μ���に対しては１０％程度にまで低下することが

明かとなった。

　懸濁物ろ過食二枚貝の摂餌様式には，潜砂し水管によ

り餌を摂取する「潜砂性タイプ」（例えばアサリやシオフ

キガイなど）と砂上や岩などの基質に付着して殻の開放

により餌を摂取する「表在性タイプ」（例えばカキやムラ

サキイガイなど）の２つがある。両タイプのろ過速度

（摂餌速度）と流速の関係について，前者のろ過速度は

流速が増すと低下するが，後者では流速の影響が見られ

ないことが室内実験の結果から知られている。このよう

な現象が実際，現場でも生じているかを検証するため

に，流速が速く，また「潜砂性タイプ」であるアサリと

「表在性タイプ」のカキが混在している海域である福島

県松川浦において平成１２年７月に調査を行った。

　二枚貝の摂餌速度では，いずれの時間でもアサリの方

がカキを上回っていた。また，両貝とも下げ潮時よりも

上げ潮時の方が高い傾向にあり，１６時にはアサリに顕

著なピークが見られた。両貝ともに流速と摂餌速度との

関係については，今回の流速範囲内（１～２５���秒）

では明瞭な関係は認められなかった。

　懸濁物ろ過食二枚貝の摂餌速度と同化効率は潮汐変動

に伴う水質変化の影響を受けることが知られている。そ

こで二枚貝の摂餌代謝活動が水質のどのような要因に

よって影響を受けているのかを明らかにする目的で，上

述した松川浦において水質の経時調査と二枚貝の排糞速

度試験を行った。摂餌速度と同化効率は，下記の，餌の

灰分は二枚貝に消化されずに排糞されるものと仮定する

�������の式を用いて算出した。

摂餌速度＝排糞速度・糞灰分量の割合�餌灰分量の割合

同化効率（％）＝｛（餌の有機物割合－糞の有機物割合）

／（１－糞の有機物割合）・（餌の有機物割合）｝×１００

　潮汐は午前中が下げ潮で正午が最干潮となり，午後に

上げ潮となった。これに伴い流速は下げ潮時の１０：００に

最大１９���秒を記録した。懸濁物量は下げ潮時に増加

し，最干潮時の１２：００に最大７４�５����を記録した。ま

た，クロロフィル量も懸濁物量の変化と連動していた。

一方，懸濁物に占める有機物量の割合は懸濁物量とは逆

に下げ潮時に低下し，上げ潮時に増加した。これらのこ

とから，下げ潮時では松川浦奥のシルト分の高い底質や

底生性微細藻類などが巻き上がり浦口の方へ移動するこ

とや，上げ潮時には浦口から有機物に富んだ海水が浦奥

へ進入することが明らかになった。両貝の同化効率は，

有機物量の変化と同様な傾向を示し，上げ潮時に高い値

を示した。この変化と有機物割合の変化とが類似してお

り，アサリ，カキの同化効率は懸濁物中の有機物の割合

と高い正の相関を示すことが認められた。

〔発　表〕��１５２～１５４，２３２～２３５
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２�６�６　湖沼・河川等，淡水環境の生態系保全と

移行・周辺帯の環境管理に関する研究　　

（初年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：高村典子・福島路生

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕湖沼・河川生態系は，汚染物質の希釈・浄化

機能，水資源，水産資源，レクリエーション・教育の場，

そして文化的価値の提供など，様々なサービスを保障し

ている。これら生態系サービスは人類に不可欠であり，

いったん破壊され喪失した生態系の機能を復元すること

は極めて困難である。将来の世代が今日と同様な生態系

サービスを享受し，現有の生態系を持続的に利用するた

めに，その維持・管理システムを確立することは急務で

ある。

　河畔や湖沼沿岸帯など水域から陸域への移行・周辺帯

に生育する水生植物や河畔林，そして蛇行河道や淵瀬構

造などの複雑な自然地形は，高い生物多様性を支え，前

述のような生態系の機能的価値を高めていると考えられ

る。しかし，生物相の豊かな，移行・周辺帯は，土地開

発や治水工事などに伴って急速にその自然環境が失われ

つつある。また，これらの人為改変に加えて，水質汚濁

や外来種の侵入なども影響し，淡水の生物多様性は著し

く低下し，水辺景観の劣化も顕在化している。本研究

は，湖沼�河川の生物群集と生態系機能の維持機構にお

ける移行・周辺帯の植生と地形の機能を解明し，その管

理手法の確立に資することを目的とする。

〔内　容〕本年度は以下に示す課題を行った。

課題１　水生植物群落と水質，プランクトン群集との定

�量的な関係解明

　湖沼内の異なった水生植物群落が形成する水環境の違

いを把握するために，北海道釧路湿原にある植生と水質

レベルの異なる３湖沼（シラルトロ湖，達古武沼，塘路

湖）で，水生植物種の生育状況，水生植物群落内外の水

質ならびに植物プランクトン組成を調べた。シラルトロ

湖と達古武沼は沈水植物群落が湖の半分以上を占める。

しかし，塘路湖には沈水植物群落がほとんどない。調査

は２０００年８月２６～２８日，それぞれの湖沼に１３から

１５の地点を設けて行った。

課題２　サケ科魚類の産卵床と河川地形との空間解析

　自然河川に形成される瀬淵構造は，河川棲魚類の生息

環境の基本単位と位置付けられる。本課題では，河川に

自然産卵するサクラマスとカラフトマスの産卵床の配置

が淵と瀬の配置とどのような関係にあるのかという空間

解析を行った。現地調査では，北海道に設定した３本の

河川において，ディファレンシャル���を用いて産卵

床や瀬淵の位置を約１～１．５��の区間にわたって記録し

た。また得られた位置情報の統計解析にはモンテカルロ

法を用いた。

〔成　果〕

課題１

　沈水植物群落のあるシラルトロ湖・達古武沼とそれの

ない塘路湖で制限栄養塩濃度とクロロフィル�量の関係

を比較するため，おのおのの湖沼で対数変換したクロロ

フィル�量（������）を同じく対数変換した制限栄養塩

濃度（�����）の一次回帰式で表した。

塘路湖

（１）　�������＝０�１１６�＋�０�９８３�����（��＝�１３，

　　　���＝０�７９８，��＝�０�０００）

達古武沼・シラルトロ湖

（２）　�������＝�－�０�８２１�＋�１�３３９��������＝２９，

　　　���＝０�７８２，��＝�０�０００�

　以上の回帰式から沈水植物群落のない塘路湖のクロロ

フィル�量は，沈水植物群落のある達古武沼・シラルト

ロ湖のそれよりも同じ制限栄養塩濃度でも高いというこ

とが分かる。沈水植物のない湖とある湖では制限栄養塩

濃度とクロロフィル�量の関係式が異なる。水質環境か

ら考えても沈水植物群落を保つような湖沼管理が望ましい。
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図１　釧路３湖のプランクトン群集構造：
＋�：シラルトロ湖の地点，��：達古武沼の地点，

○：塘路湖の地点，●：植物プランクトン種



　植物プランクトン種の種類組成のデータを用い，植物

プランクトンと地点の位置を対応分析によって図示した

（図２）。横軸（１軸）と縦軸（２軸）により表される種

組成の変動を予測する環境変数を，ステップワイズ重回

帰分析を用いて推定した。植物プランクトンの分布に関

係すると考えた候補環境変数は，��，ｋ（光量子の消

散 係 数），���，��，��，��，��������，��������＋

��������，���である。

（３）１軸：７�８１３�＋�０�００１���－�０�６８７����－�０�０１６��

－�０�２４８���－�０�０９７��（��＝�１５�２，��＝�０�０００，���＝�０�７８４）

（４）２軸：１�７２２�＋�０�０５７����＋�０�０８５��－�０�３０９���＋

０�０６０���－�０�００８��（��＝�６１�８，��＝�０�０００，���＝�０�９００）

　塘路湖では全地点で��������	
������������
（アオコ）

が優占した。植物プランクトン群集構造は，沈水植物群

落のない塘路湖と沈水植物群落のある２湖沼で，かなり

の隔たりが認められた。沈水植物群落の存在が水質だけ

でなく植物プランクトンの組成にも大きく影響を及ぼす

と考えられる。達古武沼では地点２２～２９にかける沼北

西部半分で，これもアオコ形成種である���������

����������������������が優占した。一方，達古武沼のその

他の地点はシラルトロ湖の地点と混ざって，２軸の環境

勾配に沿って上から下へと配置された。２軸の環境勾配

は��濃度や��など，いわゆる富栄養化の変数により

良く説明された。このような植物プランクトン種の配置

の結果は，今後の沈水植物群落のある湖沼の富栄養化に

対する湖沼予測や診断に使えると考えられる。

課題２

　３本の調査河川は�）日高幌別川，�）天塩川水系サン

ル川，�）猿払川である（図２）。�と�ではサクラマ

ス，また�ではカラフトマスの産卵床を対象にした。

図２はそれぞれの河川で個々の産卵床から一定の距離の

区間に淵または瀬頭が存在する確立（実線）とランダム

に発生させた河川上の点から同じ距離の区間に淵と瀬が

存在する確立の平均値（点線）を横軸に距離をとって示

したものである。距離は平均河道幅の何倍かで表示し

た。また点線は１，０００回のシミュレーションの平均値で

あり，その標準偏差をエラーバーで表示した。

　これらの図からわかることは，３河川に共通して見ら

れる傾向として，産卵床の近隣に有意に高い確立で瀬頭

が存在している，ということである。このことは，サケ

科魚類の産卵環境の立地条件として瀬頭という地形が必

須条件であることを意味し，また瀬と淵が繰り返される

ことの重要性を物語っている。

〔発　表〕��２０３，２３８，２３９
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図２　北海道の３河川におけるサクラマスとカラフトマ
ス の 産 卵 床 付 近 の 淵（����）と 瀬 頭
（����������	）の存在確立（実線���実測値，点線
���シミュレーション値）



２�７�１　大気エアロゾルの計測手法とその環境

影響評価手法に関する研究（最終年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・西川雅高

化　学　環　境　部：白石不二雄

大 気 圏 環 境 部：福山　力・内山政弘

日中友好環境保護センター：全　　浩・狄　一安・陳　　岩・

� 　唐　　莉・董　旭輝・黄　業茹

客員研究員　６名

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成８～１２年（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕中国の大気エアロゾルによる環境汚染は，非

常に深刻な状況にある。その主要な発生源は，石炭燃焼

などによる人為由来のものと内陸部の砂漠乾燥地帯から

発生する砂塵嵐に起因する自然由来のものに大別でき，

両起源のエアロゾルは，それぞれ，日本の現状に比べる

と１～２桁程度大気中濃度が高い。人為起源系エアロゾ

ルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，高濃度で混ざり

合った大気汚染は，中国特有のものである。このような

高濃度エアロゾルと他の大気汚染物質の吸収／放出を伴

う大気汚染について研究された例がほとんど報告されて

いないのが現状である。本プロジェクト研究では，人為

起源系エアロゾルと黄砂エアロゾルが，中国都市大気中

で他の汚染物質と混ざり合った状態で生じる変質現象や

ふるまいについて基礎的実験を行うとともに，その実証

データを得るための多年継続モニタリングを行うことに

ある。特に我が国や韓国など東アジア地域にも密接に関

係する黄砂エアロゾルによる大気汚染機構の解明や影響

評価を把握することを目指してる。本研究の主要な対象

物質である黄砂エアロゾルは，中国政府の環境問題に関

する重要研究課題対象物質として採択された。

〔内　容〕石炭燃焼を中心とする人為汚染系エアロゾル

は，燃焼過程に伴って発生する元素状炭素（煤）が主成

分である。その元素状炭素に付着して多くの炭化水素類

がエアロゾルとして大気中を浮遊する。一方，黄砂エア

ロゾルによる大気汚染は，北京では晩冬から春にかけて

最もひどい状態であるが，内陸部ではその他の季節も含

め，１年中無視できない。黄砂エアロゾルは，その風送

過程で，人為由来の酸性ガス成分を表面捕そくすること

が知られており，その結果として，黄砂エアロゾルの化

学組成や形態の変質現象が生じる可能性がある。このよ

うな汚染物質の捕そく作用や変質作用まで考えると，黄

砂エアロゾルが，中国の都市大気汚染を促進あるいは抑

制のいずれの方向に働くのか未だ客観的な評価がなされ

ていない。このような黄砂エアロゾルの大きさは，発生

源に近い内陸部の都市域と北京のような発生源から比較

的離れた都市域を比較すると粒径分布が異なることが考

えられる。燃焼過程を経て大気中に放出される人為起源

系エアロゾルの粒径分布がサブミクロン以下の微小粒子

として存在していることと比べると，黄砂エアロゾルの

粒径は，地域ごとに異なり，起源が単純な割には解釈の

難しい物質と言わざるを得ない。

　本研究は，以下の４サブテーマをたて，それを中国側

研究者と多年継続研究を行い，中国都市環境保全に寄与

する成果を得るよう努めている。

（１）黄砂エアロゾルと人為起源系エアロゾルの混合割合

が著しく異なる都市域，例えば北京と銀川における大気

エアロゾルの通年モニタリングを行い，それぞれの起源

別エアロゾルの寄与率を明らかにする。

（２）黄砂エアロゾルが，酸性ガスとどのように反応し変

質するかを研究するために，典型的な黄砂エアロゾルと

しての標準物質を作成する。

（３）黄砂エアロゾルや人為起源物質（特に煤）の発源地

からの飛来量やルートを特定するために，発生源地特有

の指標成分を探索する。

（４）大気エアロゾルと並行して，都市域での降下物をモ

ニタリングする。両者の組成や粒径分布にどのような対

応関係があるのかを調査し，粒径の大きな黄砂エアロゾ

ルが都市環境に対して汚染の促進あるいは抑制のいずれ

に寄与しているのかを推定する。

〔成　果〕

　本年度は，北京と銀川に降下する黄砂エアロゾルの長

期モニタリングの継続と主たる人為起源系成分である元

素状炭素（煤）と有機系炭素成分の分析を継続して行っ

た。乾性降下物のモニタリングも継続して行い，大気エ

アロゾルとして都市大気中に浮遊する量，都市内に沈着

する量を見積もった。また，黄砂の発源地の一つである

―�����―
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２�７　開発途上国環境技術共同研究



タクラマカン砂漠や内モンゴル乾燥地帯の発生現地調査

も行った。世界初の黄砂エアロゾル標準物質は，中国国

家標準物質としての資格審査を行い，国家一級の物質と

して認定され，���８０３０５，���８０３０６を得た。ま

た，中国国家標準局から，世界の標準物質登録機関であ

る�����への登録申請も行った。

（１）大気エアロゾルおよび乾性降下物モニタリング

　中国２カ所（北京，銀川）の大気エアロゾルのモニタ

リングにおいて，本年度に生じた砂塵嵐は，８回を数え

た。この土壌起源系ダストが，黄砂エアロゾルとして日

本にまで長距離輸送され，日本でも６回観測された。黄

砂エアロゾルの起源推定に利用可能な化学成分は炭酸塩

炭素であり，人為起源物質の指標元素は煤であることを

明らかにし，これを指標として寄与率の解明を進めた。

その結果，北京都市大気内においても，土壌起源系物質

の寄与は年間３０～５０％にもなり，人為汚染起源物質の

寄与と拮抗することが明らかとなった。

（２）黄砂の発源地調査

　１０月に，内モンゴル乾燥地帯と河西回廊の調査を

行った。内モンゴルにおける黄土の発達は，余り大きく

なく，寧夏回族自治区銀川周辺，河北省，山西省，河西

回廊が顕著であり，黄砂発生源地としての可能性が高い

ことがわかった。指標元素として，ストロンチウム同位

体比が利用できる可能性が高いこともわかった。

（３）都市大気エアロゾルの有機化合物

　北京，銀川，蘭州の大気エアロゾル中の有機化学成分

の測定結果と，発光細菌遺伝毒性試験による遺伝毒性評

価との相関関係を調べた。いずれの都市も暖房期に遺伝

毒性が強く現れた。無機化学成分よりも���類（多環

芳香族類）の濃度変動と良い相関関係が認められた。遺

伝毒性は，粒径の小さなエアロゾル中により多く顕在化

していた。

（４）黄砂エアロゾルによる酸性雨中和機構

　完成した人工黄砂エアロゾル（���８０３０６）を使っ

て，二酸化硫黄ガス成分との反応機構を調べた。黄砂エ

アロゾルとの反応は，太陽光よりも湿度依存性が高いこ

と，取り込まれた二酸化硫黄は瞬時に硫酸まで酸化され

ることがわかった。

〔発　表〕��８２，８３，８５，��２１３～２１５，２２０，２２１�
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２�７�２　環境低負荷・資源循環型の水環境改善シ

ステムに関する調査研究（初年度）

　　�－バイオ・エコエンジニアリングを活用し

た富栄養化抑制型適正水環境改善技術の共

同開発に関する研究－

〔担当者〕

地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之

中国環境科学研究院：陳　　復・金　相山・呉　　卓

清 華 大 学：黄　　霞・桂　　泙

東 南 大 学：呂　錫武

上 海 交 通 大 学：孔　海南・朱　南文

江蘇省環境科学研究所：菊　　華

タイ環境研究研修センター：��������	�
�������・����

� 　�����������

ア ジ ア 工 科 大 学：��������	
��������・������

� 　��������・�������������	


ベトナム国立ハノイ大学：��������	
����

客員研究員　７名

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕産業活動の活性化，人口増加により各種排水

による水域の汚濁が顕在化してきている。特に，我が国

のみでなく中国，タイ王国の富栄養化湖沼での水源にお

いて，従来の水質汚濁のみではなく，���の飲料水質

ガイドラインに位置づけられる強い毒性を示すミクロキ

スチンを含有するアオコの異常増殖がみられるように

なってきており，その緊急対策が重要と考えられる。そ

れゆえ，水資源の保全のための有毒アオコの実態解明，

対策の確立・強化はこれらの国の水環境を修復していく

上で極めて重要な位置づけにある共通課題である。しか

し，国情に適した富栄養化対策は発生源対策・直接浄化

対策ともにその対策技術の確立は緊急を要している。こ

のような状況を鑑み，本研究では微生物，水生植物など

の有用生物の機能を最大限活用した生活排水等の小規模

分散型の生物処理システムとしてのバイオエンジニアリ

ングと自然生態系に工学の技術を導入した浄化システム

としてのエコエンジニアリングの組み合わせの最適化を

図ることにより，亜熱帯地域および温帯地域における最

適な水質改善システムの技術開発と，開発した技術を普

及させる上で必要な制度づくりの支援化技術を確立する

ことを目的とすると同時に，水環境の悪化を累進的に加

速している生活系，事業場系汚水等に由来する富栄養化

の対策のあり方に対し，従来のエネルギー多消費型の発

想を脱却した環境低負荷型社会システムを構築するため

の窒素，リンの発生負荷，効果的対策等について循環型

社会づくりに貢献する産業の活性化にも資する技術の活

用方策の確立を図ることを達成目標として研究を推進す

る。

〔内　容〕

（１）水質浄化，有毒藻類分解に貢献する微小動物をス

クリーニング・分離・同定し，環境条件と捕食速度およ

び有毒物質の分解速度との関係を調べ，分解技術確立の

上での基礎的知見を得るとともに，保存と分解能の強化

につながる検討を行う。

（２）再資源化可能な水耕栽培植物の探索と分離を行

い，窒素・リンの吸収速度等の評価を行うとともに，浄

化の重要な因子である水耕栽培植物の根圏の発達の度合

いを考慮に入れた導入手法の最適操作条件の確立を行

う。

（３）水生植物と水耕栽培植物の最適組み合わせにによ

り，資源化可能な水耕栽培植物を活用した汚水処理シス

テムおよび湖沼水の直接浄化技術の開発を行うために，

前段の水生植物における浄化能力と後段の水耕栽培にお

ける生産効率を最適化させるための検討を行う。

（４）高度簡易分散型生活排水・汚泥処理システムとし

てラグーン処理等の現地で広く用いられている処理手法

に注目し，栄養塩類除去を可能とするために嫌気・好気

条件等の組み込みの評価を行うと同時に，適切な設計操

作条件等を確立するためのパラメーター解析を行い，適

正改善手法の確立を図る。

（５）環境低負荷・資源循環社会に資する環境計画・管

理情報システムの構築に関して，環境計画・管理に必要

な水循環・物質循環機構からみたデータベースの構築手

法とこれらの行政施策への反映方策のあり方を明らかに

する。

（６）バイオ・エコエンジニアリングを導入した環境低

負荷・資源循環型の環境改善技術の適用に関して，必要

な要素技術の処理性能，建設コスト，維持管理性，適用

に係る制度等について総合的に検証する。

（７）窒素，リン対策の効果と経済性を踏まえた最適削

減，資源循環，生産の適正化の評価に関して，上記（１）

～（７）の検討結果を基に対費用効果を踏まえた最適面整

備のあり方を効果的負荷削減の達成のための国情に適し

た行政施策のあり方を含めて検討する。

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



〔成　果〕

　本研究では前年度実施した��により基盤整備が成さ

れたバイオ・エコエンジニアリングを活用した富栄養化

抑制型適正水環境改善技術を開発する上でのタイ王国，

中国の大学や公的研究機関との共同研究体制による現地

調査および関連する調査研究により以下の結果を得た。

（１）アオコ産生毒の質と量および有用微生物による分

解特性の評価・解析

　タイ王国のバンプラ貯水池では個体数は低いものの

�����������	
�������
が優占していることが明らかと

なった。なお，バンプラ貯水池の採水を行った５地点の

全ミクロキスチン（ミクロキスチン�����������体の

合計値）の平均値は０�０１５μ��・�　��であり，���のガ

イドライン値に比べて低い値であるが，雨季において雨

量が多く水位が上昇していたため，藍藻類の増殖が遅れ

ていることが原因として推察された。窒素・リン比は平

均で２４と高く，ミクロキスチンの発生を抑制するには

窒素の削減が極めて重要であることが示唆された。

　ミクロキスチンの産生特性を解析した結果，

�����������属の細胞あたりのミクロキスチン産生能に

対する水温の影響が著しく，水温上昇に伴って産生量が

増大する傾向が見られた。また，細胞内のミクロキスチ

ン含有量は�����������属の細胞の対数増殖初期におい

て最も多く，増殖と共に減少することが明らかになった。

　ミクロキスチン分解能を有する霞ヶ浦から単離された

����������	
�����はミクロキスチン��，��，��ともに

分解能を有し，��により誘導された分解活性により

��，��の分解能も誘導されるため，いずれも同一の酵

素により分解されるものと考えられた。また，��分解

時に��による競合阻害が見られることから��と��は

構造は異なるものの同一の酵素反応により分解されてい

るものと推測された。ここでミクロキスチンは既知の蛋

白質分解酵素群には安定であることから����������	
�

���などによる特異的な酵素が分解に大きく寄与してい

ると考えられた。

（２）再資源化可能な水耕栽培手法に関する評価・解析

　水耕栽培浄化手法における物質収支と経済性について

検討した結果，クレソンを用いた場合，窒素収支は底泥

沈殿量４５％，植物吸収量２５％，脱窒量および水中昆虫・

小動物捕食量と推定される部分が３０％と算出された。

また，リン収支はそれぞれ７７％，１８％および５％であ

り，水路前半部でのリン除去量が卓越したことから��

中に含まれるリンが底泥として沈殿するものと考えられ

た。いずれにしろクレソンの場合，窒素・リンの除去は

沈殿および植物吸収により行われることが示唆された。

　タイ王国アジア工科大学の共同施設において実施して

いるクウシンサイ，クレソン等１０種以上の植物を活用

した水耕栽培浄化システムにおいて，これらの種は排水

の特性や目的に応じて栽培できることを明らかにしてき

たが，植栽面積を１００���以上とすることにより鳥が飛

来し害虫等を捕食するため高次の食物連鎖系が形成さ

れ，汚濁物質の系外排除と処理の安定化が同時に達成で

きることが新たに示された。タイ王国においては１００��

の水耕栽培浄化システムを建設するのに必要な費用はク

レソンの２８３��の小売価格に相当することが明らかと

なり，このシステムが年間最低１�０００��の収穫は期待

できるので生産者価格が１�３でも水を浄化しながら利

益を上げる可能性の高いことが明らかとなった。

（３）高度簡易型生活系排水処理手法に関する解析・評価

　タイ王国，中国などではラグーン処理が多く用いられ

ており，これまで輪虫類，貧毛類等の微小動物による食

物連鎖の安定化や有機物除去の効率化を明らかにしてき

たが，より高次の捕食者である魚類の存在の影響につい

てグッピーを用いて検討した結果，バイオマスから見た

物質収支のうち約２０％が魚類に移行するものと試算さ

れ，汚泥減量化における魚類存在の有用性が示された。

　嫌気槽－土壌トレンチを一組とした土壌処理システム

を２段に組み合わせることによる省エネルギー・省コス

ト型の処理システムを提案してきたが，更なる効率化を

目指して３段に組み合わせたシステムについて検討した

結果，���，���，��，���および���がそれぞれ

２，５，２，４，０�２����　��以下といった極めて良好な

処理システムが構築された。

（４）バイオ・エコエンジニアリングを導入した環境低

負荷・資源循環型の環境改善技術の適用の総合化に

関する検討

　霞ヶ浦を対象流域とした汚濁負荷量，水質データ及び

既存汚水処理要素技術の処理性能，建設コストに関する

調査を実施しつつ，データベース化を進めた。また，特

に「窒素・リンの循環型回収技術」に関連して，生活系

汚水に対する窒素除去・リン回収型浄化槽普及のための
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モデル事業を通じて，流域自治体と共同で技術上，制度

上の検討を行った。さらに「生ごみ等の廃棄物の効率的

堆肥化技術」に関連して，ディスポーザー使用に対する

汚水処理施設での受入も含め，堆肥化システム等の技術

的検討を行い，費用対効果を踏まえた流域内の水環境改

善技術の適切な導入・整備のあり方を明らかにするモデ

ル構築のための基盤的な検討を実施した。

〔発　表〕��１１～１３，１６，１７，１９，２１，２２，��１２，�

１５，１６，１８，２０～２２，２８，２９，３４，３５，４２，４８，�

４９，５２～５７，６０，６１，６７～７０，７７～８１，９１～９４，�

９８，１０１，１０３�
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２�７�３　中国における都市大気汚染による健康

影響と予防対策に関する国際共同研究　

（初年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ開発途上国健康影響研究チーム

� ：安藤　満・田村憲治

大気影響評価研究チーム：高野裕久

環　境　健　康　部：小野雅司

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年中国の都市大気汚染には，工場排煙，地

域暖房用エネルギーセンターからの石炭燃焼排煙に自動

車排ガスによるものが加わっている。このため大都市に

おいても吸入性粒子等による大気汚染は著しく，重大な

問題となっている。住民の健康影響も顕在化していると

いわれているが，その実態については調査研究が始めら

れたところである。

　そこで本国際共同研究は，中国の大都市をフィールド

として，①都市大気汚染の状況を環境大気中微小粒子

（��１０，��２�５）を中心に把握し，②こうした大気汚

染と地域住民の曝露実態との関係を個人曝露測定により

明らかにし，③呼吸器を中心とした慢性的および急性的

な大気汚染による健康影響の有無を明らかにすることに

より，中国における都市大気汚染の健康影響に関する予

防対策に寄与することを目的にしている。

〔内　容〕

　大気汚染の原因として工場排煙，暖房用石炭燃焼排

煙，自動車排ガスのいずれかを特徴とする大都市を対象

として，各年度１都市ずつ調査研究を実施し，最終年度

は初年度の対象都市の再調査（経年変化の確認）とまと

めを行う。

　各対象都市には，その都市内で大気汚染濃度レベルの

異なる３調査地区を設定し，以下の項目について調査

し，比較検討を行う。

　①中国においては既存の環境測定資料の活用には制約

があるため，できるかぎり既存データの収集と解析を行

うとともに，大気中浮遊粉塵濃度については本研究とし

て独自に粒径別サンプラーを設置して年間を通した濃度

測定を行う。同時に主要な大気汚染ガスである���，

���についても簡易測定法で年間の汚染状況を把握す

る。

　②学童と成人を対象として，居住家屋内外および学校

内外の微小粒子（��１０，��２�５）の実測濃度と地域

の一般環境濃度から住民の個人曝露量を推定する。ま

た，成人については常時サンプラーを携帯させて個人曝

露濃度を実測し，推定値との関連なども検討する。

　③小学生とその母親を対象に質問紙調査により慢性的

な呼吸器影響の有無を把握するとともに，学童に対する

都市暖房の急性・亜急性の呼吸器への影響を把握するた

めに暖房開始前後を含む約半年間にわたりスパイロメー

ターで肺機能の変化を追跡する。

　さらに，④粒径別に捕集した大気粉塵を分析し，粒

径，地域，季節による粉塵の有害性の評価を行う。

〔成　果〕

　本調査研究では，環境測定，個人曝露調査，肺機能検

査などの実施において中国側スタッフに作業の大方を依

存することから，初年度の作業は慎重に中国側の共同研

究者を確定し，次年度以降の調査・研究体勢を整えるこ

ととした。

　共同研究代表者としては中国医科大学公共衛生学院孫

貴範院長に依頼でき，同時に同大学学校衛生保健科（保

健センター）の協力も得られることとなった。

　対象都市としては，平成１３年度と１６年度は中国医科

大学がある瀋陽市，１４年度は撫順市，１５年度は遼寧省

内の一都市（未確定）を選定した。その後瀋陽市および

撫順市に赴き，両市の衛生防疫ステーションの責任者に

研究概要を説明し，環境測定や小学校を対象とした調査

の調整などにおいて全面的な協力を取り付けることがで

きた。なお，対象都市はいずれも中国東北地方の遼寧省

にある人口数１００万の大都市であり，冬季の都市暖房に

よる大気汚染問題を抱えているが，瀋陽市ではこのほか

に自動車排ガス，撫順市では工場排煙にそれぞれ注目し

調査地区を設定することとした。

　現地調査実施に向けた準備としては，このほかに現地

で使用する肺機能検査器や粒径別の粉塵サンプラーの選

定・購入，個人曝露調査用の小型粉塵サンプラーの開発

など環境測定機器等を整備し，中国において現地調査協

力スタッフに対して使用法などの確認をした。
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２�８�１　流域環境管理に関する国際共同研究　

　　（最終年度）

〔担当者〕

水 土 壌 圏 環 境 部：渡辺正孝・大坪国順・村上正吾・

牧　秀明・中山忠暢・亀山　哲・

高松武次郎・越川昌美・林　誠二・

内山裕夫・徐　開欽・越川　海

生 物 圏 環 境 部：渡辺　信・広木幹也・河地正伸

社会環境システム部：田村正行・山形与志樹

共同研究機関

中国水利部　長江水利委員会：��������	
����

　　　　　　　　　　��������	
���
����

　　　　　　　　　　���������	
��


中国科学院地理科学与資源研究所：��������	�
����

中国科学院遥感応用研究所：��������	
������

　　　　　　　　　　���������	
	�

中国水利部�・�交通部�・�電力工業部　南京水利科学研究院：

����������	�
�

中国科学院植物研究所生態センター：���������	
��

米国マサチューセッツ工科大学：���������	
����

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕近年の長江流域の社会経済活動の目覚ましい

発展は，水資源・エネルギー開発を希求するとともに，

産業構造変化に伴う土地利用形態の変化，都市部への人

口集中等の現象は流域内での水循環に大きく影響を与

え，汚濁物質や有害物質の生産・排出負荷量を著しく増

大させるため，水質汚濁，塩害や酸性雨による土壌劣

化，風食・水食による土壌流失，洪水，灌漑用水・飲料

水不足等々の流域の持続的発展を妨げる要因が顕在化し

つつある。また，長江流域からの排出負荷は必然的に東

シナ海の海洋生態系に大きな影響をもたらすため，その

正確な算定と適切な管理が必要とされている。本研究は

中国関連研究機関との共同により，水界・陸上生態系に

影響を与える物質循環の全体像の理解を進め，水・物質・

エネルギーの効率的な配分と生態系機能の適切な管理を

可能にする流域環境手法の開発を目的としている。

〔内　容〕本年度は，次の課題を実施した。

（１）長江河川水中のリン・窒素の流域内動態の解析

（２）長江における細菌群集構造の遺伝学的解析

（３）流域内での微細土砂動態のモデル化に関する検討

（４）湿原域での洪水氾濫現象のモデル化に関する検討

〔成　果〕

（１）長江河川水中のリン・窒素の流域内動態の解析

調査対象区間は，長江本川の重慶から上海（河川延長約

２，３００��）間とした。現地調査は１９９８年１０月２８日～

１１月１４日及び１９９９年１０月１８日～１１月１日の二回に

わたって実施し，重慶から上海間における栄養塩（リ

ン・窒素）の変動の傾向を把握した。

　全リン濃度に対して懸濁態リン濃度が占める割合は２

回の調査とも，武漢より上流では，８０～９０�を占め，

その下流では６０～８０�であった。全域にわたり全リン

の濃度が高く，烏江流入後から三峡の入口まで急激な増

加がみられ，溶存性リン濃度は，烏江流入後宜昌まで増

加し続けることがわかった。これは，この区間で最近汚

濁負荷が増大していることと，烏江上流に中国三大リン

鉱石工場の一つが存在することが主原因と考えられた。

窒素については，硝酸性窒素濃度の占める割合が大き

く，重慶から葛州覇ダム下流まで硝酸性窒素濃度が流下

方向に比例して増加しており，硝化反応が活発であるこ

とが示唆された。９９年の硝酸性窒素負荷量は，重慶か

ら三峡入口の奉節までの間で一日当たり約１，０７１�ｔ�増加

したと推定された。９８年では大洪水の後で調査前後に

降雨も無く，同期間の硝酸性窒素負荷量が約１６６�ｔ�増加

した分を硝化由来のものと仮定すると，降雨と面源負荷

からの硝酸性窒素が約９０５�ｔ�と推定された。温度条件が

ほぼ同じ（すなわち硝化活性も同程度と考えて）９９年

では，調査開始前に先行降雨があり，河川水位は１ｍ以

上高く，流量は１�５倍多かった。以上の条件を考慮に

入れ，重慶地域からの降雨の影響と，その他の面源負荷

や生活排水等由来の硝酸性窒素負荷の推定を試みた。過

去の重慶地域の雨水の水質データをみると，硝酸性窒

素，アンモニア性窒素濃度がそれぞれ０�３９������，

２�１������と非常に高い。硫酸�硝酸濃度比の平均は

１１�７（重量換算では４０�１）であるため，調査時期の硫

酸イオンの増加量（主に雨由来と仮定する）から逆算す

ると，雨由来の硝酸性窒素負荷量は約７６６�ｔ�と推定され
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た。したがって，そのほかの面源負荷由来の硝酸性窒素

負荷量は約１３９�ｔ�と推定された。以上の結果から，重慶

から三峡間の窒素負荷への寄与率は降雨と面源負荷の影

響が大きいことがわかった。また重慶，武漢，南京，上

海といった大都市と，洞庭湖合流地点直下流部において

は，アンモニア態窒素の負荷量が顕著に増加する傾向が

みられた。これは洞庭湖周辺の農業に使用される窒素肥

料の流入，都市部における下水処理の基盤整備が未熟な

ため，大量のアンモニア態窒素が硝化されずに，そのま

ま長江に流入しているためと思われた。また大都市直下

流部，並びに次下流点では亜硝酸態窒素の負荷量の明確

な増加がみられ，これは大都市部において流入負荷され

たアンモニア態窒素が長江本流内で硝化反応を受け，そ

の中間生成物として検出されているものと考えられた。

溶存性無機窒素�無機リンの比は宜昌までは７６～１００

程度であり，宜昌より下流では１００～１６０（平均１２５）

であった。この値は海洋生物の構成元素比率を表すレッ

ドフィールド比の１６より遥かに高く，植物プランクト

ン増殖のリン制限値２２よりも大きな値であり，長江河

口域，東シナ海の植物プランクトンの増殖と生物生産の

主制限因子が，リンであることと一致している。今後，

長江流域からの溶存性リンの負荷増大，三峡ダム建設に

よる土砂流出の減少が，長江河口域，東シナ海の窒素�

リン比の変化と，それに伴う生態系への影響をもたらす

可能性が示唆された。

（２）長江における細菌群集構造の遺伝学的解析

　本研究では，三峡ダム建設に伴う一連の開発が長江流

域の生態系に及ぼす影響を調べることを目的とし，その

ベースラインとして現時点における細菌群集構造の解析

を行った。長江本流の重慶から上海にかけて行われた

１９９８年と１９９９年の調査において採取した河川水試料を

用い，変性剤濃度勾配ゲル電気泳動（����）法および

１６������遺伝子のクローンライブラリー法による細菌

群集構造の解析を行った結果，以下のことが判明した。

（ａ）����バンドパターンのクラスター解析より，

長江の細菌群集構造は中流域に位置する　陽湖の影響を

受けていることが示唆され，１９９８年，１９９９年ともに観

察されたことから，恒常的なものと考えられた。さら

に，長江の細菌群集構造は上流から下流にかけて序々

に，かつ連続的に変遷していることが判明した。

（ｂ）１６������クローンライブラリー法では多くの

�����������������	�が検出されたが，����バンドでは

見出されず，手法によって得られる結果が異なった。

（ｃ）１６�����クローンライブラリー法において，

�����������������	�は上流で優占したが，中流と下流で

は大幅に減少した．この中には窒素循環に関与する

����������	や�����������	�と系統的に同じクローンが多

く含まれており，上流域で亜硝酸濃度の変化が大きいこ

とと関連していると考えられた。

（３）流域内での微細土砂動態のモデル化に関する検討

　長江上流域は土壌流出が激しく，山腹は急斜面で伐

採・裸地状態に近く，急斜面以外は農地に利用され，降

雨流による面状侵食及び表層すべりが年間を通じて生

起，融雪時には凍結融解により強度低下した土壌が流出

しており，これらの点を考慮した微細土砂の動態の推定

モデル開発を行った。土砂生産場としては流域斜面と河

岸を想定した。山腹斜面の面状侵食については，植生被

覆による侵食軽減効果を考慮することで現実的な輸送量

式を導出した。斜面表層のすべりによる生産・輸送量に

ついては，斜面の傾斜角の変動を考慮することで，斜面

上での分布特性の記述を可能とした。また，河岸侵食は

河道を被覆する砂礫の粒径分布を考慮することで，流量

変化に対する侵食速度の変化を記述した。提案したモデ

ルは北海道の寒冷な農林地域（釧路川支川久著呂川流

域）に適用され，その結果は流域全体での土砂生産量と

輸送量の傾向を再現していた。

（４）湿原域での洪水氾濫現象のモデル化に関する検討

　釧路湿原内を対象領域として，浅水長波の式を支配方

程式とした２次元氾濫数値モデル適用を試みた。融雪出

水時を対象とした計算結果は，衛星データから検出され

た冠水域との比較から，全体的な氾濫水の面的な広が

り・分布についてモデルはある程度の再現性を有するこ

とを示した。一方，春期から秋期の６ヶ月間を対象とし

た長期計算は，現地水位観測から得られた氾濫時におけ

る詳細な水位変動特性に対して，ピーク水位は再現でき

たが，高周波変動の再現性は低い結果となった。局地的

な水位変動には植生の種類と密度とともに微細な地形変

化の影響が大きく，再現性の向上のためには，新たな技

術の導入等により対象領域の数値標高データの精度を検

討し修正を行う必要があることが示唆された。�
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２．８．２�干潟等湿地生態系の管理に関する国際共
同研究

〔担当者〕

生 物 圏 環 境 部：渡邉　信・広木幹也・

　　　　　　　　　　　河地正伸・野原精一・

　　　　　　　　　　　上野隆平・矢部　徹・

　　　　　　　　　　　佐竹　潔・笠井文絵・

　　　　　　　　　　　高村典子・福島路生

社会環境システム部：山形与志樹

水 土 壌 圏 環 境 部：村上正吾・林　誠二・

　　　　　　　　　　　木幡邦男・樋渡武彦

地域環境研究グループ：稲森悠平

地球環境研究センター：山形与志樹

共同研究機関

ロシア科学アカデミー生物土壌科学研究所：

　　　　　　　　　　　�������　����������	

中国科学院北京動物研究所：何　芬奇（��　������）

中国科学院長春地理研究所：楊　永興（����　��������）

中国吉林省自然保護研究所：干　宏兵（��　��������）

米国スミソニアン環境研究センター：

　　　　　　　　　　　������　�．　�������

オランダ・ウトレヒト大学：���　�．�．　���������

客員研究員　７名，共同研究員　１名

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕干潟等湿地生態系は鳥類の生息地，越冬地あ

るいは中継地として国際的にも重要な生態系であるとと

もに，独特の生物相を有し，生物多様性に富む生態系で

ある。しかしながら，人間の開発行為は湿地生態系に大

きなダメージを与えてきたことから，１９７５年には国際

的に重要な湿地及びその動植物の保全を進め，湿地の賢

明な利用を進めることを目的にラムサール条約が締結さ

れた。このような湿地生態系を保全し，持続的利用のた

めに維持管理していくために，欧米では湿地生態系の実

態調査研究での知見に基づく評価手法にしたがって，湿

地生態系ミティゲーションのためのプロジェクトが実施

されている。しかし，このような評価手法は地域性が強

く，我が国を含む東アジア地域の干潟，湿地に関しては

未だに適切な評価手法が確立していない。そこで本研究

では，東アジア地域における干潟・湿地の実態調査研究

に基づいて，干潟・湿地生態系の適切な総合評価手法を

確立することを目的としている。

〔内　容〕渡り鳥類の繁殖地ー越冬地の関係にあるロシ

アのハンカ湖，中国のアムール・ウスリ川上流域の湿原

と日本の代表的湿原である釧路湿原，赤井谷地，戦場ヶ

原，尾瀬ヶ原の湿原，北海道東部・東京湾・伊勢湾・有

明海・沖縄の干潟などを調査研究フィールドとし，各湿

地の非撹乱生息地において研究を実施し，新湿地生態系

評価手法（����）を開発する。まず水の存在状態から

大分類として干潟・湿地・河川の湿地生態系を区分し，

ケーススタディとして既存評価手法及び����の比較

検討を行う。以下の２課題に沿って研究を実施する。

（１）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続機構に関

する研究

　干潟等湿地生態系の基本的な環境特性と生物種の存続

機構を解明し，各種生物の存続に不可欠な生物的，物理

的パラメータを明らかにするとともに，各種生物の収容

力を算定する。

（２）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する

研究

　上記研究で得られたパラメータをもとに米国で開発さ

れた湿地生態系の評価モデル（���，����，���，

���手法等）を比較し，変動の評価あるいは変動予

測・評価を行い，湿地生態系の回避あるいは最小化ミ

ティゲーション手法を提言する。また，湿地生態系の食

物連鎖網の研究データや湿地生態系物質循環データを解

析し，周辺水域水質保全への役割を評価する。以上の成

果を踏まえて，自然保護と水質保全の双方の立場での湿

地生態系の評価基準となる手法を開発する。

〔成　果〕湿地国際学会（８月カナダ）や，米国で開催

された日米����パネル（沿岸環境科学技術専門部会）

の第１回沿岸域湿地修復ワークショップで干潟の機能比

較について発表した。１１月には中国吉林省自然保護研

究所（������）を訪問し，「湿地生態系の管理について

の共同研究」に関する覚書を交わし今後の共同研究

（�����������プロジェクト）の調査地を視察し，関係

する地方自然保護管理官と交流を行った。３月にはロシ

ア科学アカデミー生物土壌科学研究所の�．　

����������	室長を招へいして，第２回���������プ

ロジェクト会議を実施した。中国科学院長春地理研究所

の楊永興（����　��������）教授を招へいして，中国の

湿地の講演会を行った。３月には日本生態学会でシンポ

ジュウム「ウェットランドの生態系評価」を主催し，新
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生態系評価手法（����）の干潟への適用例を紹介し

た。１２年度は重点的に干潟機能の空間的不均一性を明

らかにする調査を実施した。

（１）リモートセンシングによる干潟調査手法に関する

研究

　多段階リモートセンシングによる干潟調査手法の検討

を行った。東京湾富津干潟を研究対象域として，干潟全

体の大領域・現地調査を集中して行う中領域・１０ｍ方形

区の小領域の３段階で干潟情報の抽出の可能性について

検討した。プラットホームは����衛星及びヘリコプ

ターを，センサーはマルチスペクトル・リアルカラー・

熱画像センサーを使用した。データ取得高度によって抽

出できる情報を整理した。

（２）干潟生態系の変動予測と管理計画の構築に関する

研究

　干潟における空間的不均一性を把握するため，東京湾

富津干潟の中領域に１００×１００ｍの方形区に４９ヵ所の

採集地点を設定し，生物活性や環境データを収集して干

潟全体の機能を把握する手法及び適切な調査地点数の検

討を行った。地形測量の結果，岸から約２００�沖合いま

でに６ヵ所の凸部凹部が繰り返し干潟の比高差は約１ｍ

あった。コアマモなどの海産大型植物の被度は方形区内

の半分に多く，裸地と藻場の比較を行った。その植生の

違いは底質の堅さ，沈殿量などの性質と相関が高く，植

生被度と有機物含量は相関が高かった。干潟の生態系機

能ユニットとして裸地と藻場に区別して評価する必要性

を実証した。

（３）干潟の特性の比較と類型化に関する研究

　全国の干潟を評価するために次の８つの測定項目から

類型化を行い干潟生態系のサブクラス区分方法を検討し

た。　

　１）粒度分析　各干潟において表層から深度１０��ま

での底質を塩ビコアによって採取した。���������の

区分にしたがって磯，砂，シルト，粘土に分けた。有明

海の���及び���の干潟はシルトや粘土成分が多い泥

干潟であったが，他の１１ヵ所はほとんど砂画分の砂干

潟であった。

　２）含水率　有明海の泥干潟である���，���と北

海道のピートが多い���では含水率６０％程度あるのに

対して，ほかは２０％程度であった。

　３）灼熱減量　有明海の泥干潟である���，���と

北海道のピートが多い���では灼熱減量が１０％程度で

あるのに対して，ほかは５％以下であった。

　４）底質流動性　園芸用のポールの突出部の長さを設

置直後と４週間後に測定して底質流動性を計測した。そ

の結果有明海の���では１．３������１の底質の堆積があ

り，���と���ではやや堆積があり，有明海の���

では逆に侵食されていた。それ以外の変化は小さかった。

　５）一次生産　コアサンプラーで底質表層の０～１

��と１～１０��の２層で２回採取して表層のクロロ

フィル�含有量を測定した。ほとんど表層１��の層に

藻類は生息しており，伊勢湾の���，���や北海道の

���，���，���で高かった。蛍光による量子収率も

似た傾向であった。

　６）分解活性　セルラーゼは植物体を構成するセル

ロースの分解に関与する酵素であり，β�アセチルグル

コサミニダーゼは節足動物や菌類が持つキチンを分解す

る酵素である。セルラーゼ活性とβ�アセチルグルコサ

ミニダーゼ活性は１０倍以上の差が見られたが，２種類

の酵素活性の間には正の相関関係が見られた。

　７）綿布の分解　分解機能を評価する手法として湿地

生態系の評価で用いられている綿布の分解性を干潟でも

実施した。異なる生態系で同じ手法で分解性が評価で

き，相互の生態系の比較が可能である。湿原では６週間

現場放置後に引っ張り試験をするが，干潟では分解活性

が高いため，４週間と短縮しさらに重量による分解率を

求めた。有明海の���，���及び東京湾の���，

���，���で比較的高かった。沖縄では温度が高いが

分解速度は���を除けば比較的低かった。

　８）可給態窒素とリン　底質に含まれる生物が利用で

きる窒素とリンの量を比較するため，湿原で測定される

方法で可給態の窒素とリンを分析した。可給態のアンモ

ニアは北海道の���，���に高く，沖縄ではやや高

かった。可給態のリンは伊勢湾の���で高く，東京湾

と北海道で比較的高かった。

　一次生産の指標と考えられる底質表層のクロロフィル�

濃度と分解速度の指標と考えられるセルラーゼ活性との

関係を見てみると，３つのグループに分かれた。第１の

グループは底質のクロロフィル�濃度とセルラーゼ活性

が低い干潟で，東京湾の���，���，���と沖縄の

���，���，���である。このグループは一次生産も

分解も低い生態系であろうと推定される。第２のグルー
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プは底質のクロロフィル�濃度は低いがセルロース分解

活性が高い有明海の���，���と北海道の���であ

る。このグループは分解過程が卓越している物質循環シ

ステムが機能しており，栄養分や有機物は外部から供給

されていることが予想される。第３のグループはクロロ

フィル�濃度が高くセルラーゼ活性が低い伊勢湾の

���，���と北海道の���である。このグループは内

部生産が高く，一次生産者が作り出した有機物から始ま

る物質循環系であると推定される。一次生産が高くかつ

分解活性も高い干潟のタイプ（第４のグループ）は今回

の調査からは見出せなかった。日本各地の多様な干潟を

調査したことによって生産と分解から干潟生態系が類型

化された。
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２�９�１　大気汚染・温暖化関連物質監視のための

フーリエ変換赤外分光計測技術の開発に関

する研究（初年度）

〔担当者〕

大 気 圏 環 境 部：中根英昭・畠山史郎・杉本伸夫

地球環境研究センター：井上　元

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地域規模の大気汚染の深刻化と地球規模の大

気汚染への寄与の増大という二つの側面から，大気汚

染・温暖化関連物質の実態把握と対策の重要性はますま

す大きくなっている。多様な大気汚染物質の動態を把握

するためには，これらを同時に観測することが重要であ

る。温室効果ガスについては，ソース・シンクの情報を

含む鉛直分布の連続測定が重要である。

　上の要求を満たす測定手法として，フーリエ変換赤外

分光（����）計測が有力な候補である。特に最近操作

性が良好になった高分解能����装置の持つ大きな情報

量を活用するならば，多成分の大気汚染物質の同時観測

をオープンパスで行うこと，温暖化関連物質の高度分布

の観測を行うことの可能性が開ける。本研究では，上の

可能性を現実化する測定手法を提案し，これについて実

際に高分解能����装置を用いた実験を行い，測定手法

の有効性を実証することを目的とする。

〔内　容〕本研究では，オープンパスの長光路吸収測定

による大気汚染物質の多成分同時観測について，水蒸気

等の干渉等の問題を排除するためのハードウェア的，ソ

フトウェア的技術を開発する。また，赤外吸収スペクト

ルの幅が気圧（高度）によって変化すること等を利用し

て，大気汚染物質や温室効果ガスの鉛直分布を求める技

術を開発する。具体的には，（１）長光路吸収法による

大気汚染物質の同時多成分計測技術の開発，及び（２）

太陽光源赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連物質の

鉛直分布計測技術の開発の二つのサブテーマによって研

究を行う。

（１）長光路吸収法による大気汚染物質の同時多成分計

測技術の開発

　本サブテーマでは，赤外光源から放出された赤外光を

水平に大気中に放出した後にリトロリフレクターによっ

て折り返し，光路中の大気中の汚染物質によって吸収さ

せた後に����装置に導入して吸収スペクトルを観測す

る。観測された多成分の気体の吸収スペクトルを個々の

吸収スペクトルを用いて分離し，個々の気体の濃度を導

出する。個々の気体の濃度を導出するプログラムの開

発，水蒸気等による干渉が分解能によってどのように変

化するか等に関して検討する。

（２）太陽光源赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連

物質の鉛直分布計測技術の開発

　本サブテーマでは，太陽を追尾して太陽光を����装

置に取り込み，太陽と地上の間の大気による吸収スペク

トルを観測する。気体濃度の鉛直分布を導出する。測定

対象とする気体は，二酸化炭素，一酸化炭素等である。

〔成　果〕

　サブテーマ（１）長光路吸収法による大気汚染物質の

同時多成分計測技術の開発，においては，小型����の

導入と，送受信光学系の試作を行った。����装置は最

高分解能０�２����のフィールド観測用の分光計である。

図１に長光路吸収実験のブロック図を示す。実験システ

ムは����分光計，送受信望遠鏡，リトロリフレクター

からなる。光源から放出された赤外光の５０％は，ハー

フミラーで副鏡側に反射され，１５��凹面鏡によって平

行になり，平面反射鏡からリトロリフレクターに向けて
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図１　地上長光路吸収法による大気汚染物質の測定シス
テムのブロック図



送信される。リトロリフレクターはどの方向から来た光

でももと来た方向に反射する鏡である。赤外光は送受信

望遠鏡とリトロリフレクターの間にある大気汚染物質や

温室効果ガスによって吸収される。リトロリフレクター

に反射されて戻ってきた光を平面鏡で凹面鏡に向けて反

射し，副鏡，ハーフミラーへと導く。受信光の５０％が

ハーフミラーを通り抜けて楕円面鏡によって����分光

計に入射し，分光される。本年度は，����分光計及び

送受信望遠鏡を整備した。送受信望遠鏡は，鉛直方向の

回転軸によって方位角を，水平方向の回転軸によって仰

角を変化させて掃引できるように設計されている。掃引

しても，副鏡から����及び光源に至る光路に変化はな

い。また，送受信光が同一の光路を通るため，大気の揺

らぎの影響を受けないようになっている。

（２）太陽光源赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連

物質の鉛直分布計測技術の開発，においては，高分解能

赤外吸収スペクトルから大気微量成分の鉛直分布を導く

ための解析ソフトウェア���������を導入した。本

ソフトウェアはこの他，地上長光路吸収実験の解析や大

気微量成分からの赤外放射スペクトルの解析も可能な高

機能ソフトウェアであるが操作のための設定が複雑で，

実際の実験条件に対応する計算を行うための設定等に困

難な点がある。本年度は，大気微量成分の高度分布を与

えて，太陽光源吸収スペクトルのシミュレーションを行

うフォーワード計算を実施して，良好な結果を得た。

〔発　表〕��８４
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２．�１０．�１�海域の油汚染に対する環境修復のため
のバイオレメディエーション技術と生態

系影響評価手法の開発

〔担当者〕

水 土 壌 圏 環 境 部：渡辺正孝・内山裕夫・越川　海・

　　　　　牧　秀明

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦・稲森悠平・

　　　　　水落元之

生 物 圏 環 境 部：渡邊　信・野原精一・矢部　徹

共同研究機関

兵庫県公害研究所：古城方和

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕　平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕平成９年のナホトカ号油流出事故は，我が国

周辺海域における水産資源への被害のみならず，海岸部

の貴重な生態系及び景観にも重大な影響をもたらし，こ

のような被害は今後も生じる可能性がある。環境庁で

は，油漂着海岸における栄養剤散布による土着性分解微

生物を用いた浄化技術に関して環境影響及び有効性の両

面から調査を行った。海外では数例のバイオレメディ

エーション実施例があるが，現場状況により浄化効果が

左右される。また，生態系に対する安全性の問題が解決

されていない。それ故，生態系への影響評価についてモ

デル生態系による評価解析と現場における実際の生態系

を用いた影響評価解析を行うことが重要である。適正な

バイオレメディエーション技術の確立のためには，有効

性，安全性についての問題を解決することが不可欠であ

る。本研究では，油汚染により損傷をうけた海域の環境

修復を図るために，有効なバイオレメディエーション技

術の開発ならびに生態系影響評価手法の開発を行う。

〔内　容〕本年度は研究計画書に記載された課題のうち

以下の研究を遂行した。

（１）底質を含む簡易モデル生態系（マイクロコズム）

による重油分解と生態系影響評価手法の開発

　干潟底生動物であるゴカイ，細菌等からなるモデルマ

イクロコズムを作成し，潮間帯を再現して重油のゴカ

イ，アサリの生存に及ぼす影響について解析評価を行っ

た。

（２）汚染現場生態系　（メソコズム）　における原油の

自然分解とバイオレメディエーションによる効果の

総合評価

　兵庫県香住町海岸に多孔性アクリル容器を設置して栄

養塩を添加し，土着細菌によるバイオスティミュレー

ションを行って原油各成分の変動により分解反応を評価

した。また，甲殻類のヨコエビを用いた急性毒性試験及

び���試験を行い安全性を評価した。さらに，栄養塩

添加による土着細菌群集構造の時系列変化を分子生物学

的手法を用いて解析した。

〔成　果〕

（１）底質を含む簡易モデル生態系（マイクロコズム）

による重油分解と生態系影響評価手法の開発

　油流出事故による海洋汚染は深刻な環境問題となって

いる。流出油の到達する現場として浅海域，沿岸域等が

あるが，なかでも浄化の場として重要である干潟に及ぼ

す影響については，エコトーンの保全という意味でも重

要である。しかし，このような場をモデルとした生態系

影響評価手法については要望されているものの，研究成

果は少ない。本研究では上記の点を鑑み，干潟の底生生

物で重要な位置付けにある環形動物多毛類ゴカイ

��������　��������を用いて，ゴカイ，細菌類よりなる

干潟生態系モデルマイクロコズムを作成した。また，こ

れを用いて重油，分散剤等のゴカイに対する影響，干潟

の浄化能力に及ぼす影響を明らかにし，流出油の生態影

響評価を行った。添加重油濃度が１～１００������２で干

潟の各潮間帯を再現したアサリ，ゴカイからなるモデル

生態系では，各系ともアルカン類の分解が顕著であった

が，高濃度の系では底質の下層に蓄積されることが確認

された。各系の生物の生存率は，ゴカイ，アサリともに

重油の高濃度環境下で著しく減少したが，ゴカイよりア

サリの方が重油に対して高い感受性を有していることが

判明した。

（２）　兵庫県香住町佐古谷海岸におけるバイオレメ

ディエーション実証試験

　１）原油の分解評価

　本年度も多孔性のアクリル容器を現場設置実験装置と

して用い，これに原油分解細菌を活性化するための農業
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用緩効（徐放）性合成窒素肥料（イソブチリデン二尿

素）顆粒，及び我が国が中東より大量に輸入しているア

ラビアンライト原油をムース化して実験現場の海砂と混

合したものを加え，現場実験を行った。実験場所とし

て，干満によって装置が海水中に埋没したり露出したり

する潮感帯，及び常に海水中に埋没している沖合の２ヵ

所を設定した。それぞれに肥料添加区と非添加（対照）

区を設け，試験期間は６～９月の約３ヵ月間実施し，ほ

ぼ３週間ごとに各種試料の採取を行った。すべての試験

区において，アルカン，ナフタレン，フルオレン，ジベ

ンゾチオフェン，フェナンスレンといった原油に含まれ

る代表的な半揮発性化合物の有意な分解がみられた。本

年度は，添加肥料量を３段階に分け，最高で前年度の

１５倍量の窒素肥料を添加した。肥料添加区ではアクリ

ル容器内海水中の栄養塩濃度が顕著に上昇し，実験に供

した原油�海砂混合物に付着している土着菌数も添加肥

料量に応じて増加した。原油中に含まれる各種化合物の

分解初速度も添加肥料量の増加に伴って促進されたが，

最終分解率は肥料添加区，無添加（対照）区のいずれに

おいてもほぼ同等であった。

　２）野外試験区における安全性評価法の検討

　上述した海中に設置したアクリル容器内より海水試料

を定期的に採取し，海岸部に広く分布するヨコエビ類

（甲殻類）を用いて急性毒性試験を行った。この結果，

肥料添加区・非添加区のいずれにおいても周辺域の海水

と有意な差は認められなかった。また，実験室において

現場実証試験に用いた合成窒素肥料と海水を混合・放置

し，その窒素溶解液のヨコエビに対する毒性について検

討したが，合成肥料無添加の海水と有意な差は見られな

かった。以上より，原油の溶出，肥料の添加はヨコエビ

の生残に影響を及ぼさないことが明らかとなった。ま

た，珪藻����������	　��������を用いた藻類増殖潜在性

（���）試験をアクリル容器内の海水を用いて行ったと

ころ，増殖阻害は見られず，また，現場実証試験におい

て大過剰に肥料を添加した区の海水中全窒素濃度が著し

く上昇したにもかかわらず，それに見合った珪藻の増殖

は見られなかった。以上の結果より，実験に使用した緩

効（徐放）性合成窒素肥料は尿素を原料にしているた

め，海水中に放出される窒素は一定期間有機性窒素で，

藻類には利用できない形態であるために，有機性窒素を

利用できる土着性細菌を選択的に増殖させるのには合理

的な方策であることが示された。

　３）栄養塩散布の微生物生態系に及ぼす影響評価手法

　の確立

　バイオスティミュレーションでは土着細菌による原油

分解を促進するために現場に栄養塩を散布するが，これ

が微生物群集構造にいかなる変化を与えるかについて，

遺伝子工学的手法を用いて解析した。自然界に存在する

細菌の多くは培養が困難であるため，培養法によって微

生物群集の変化を解析することは不適切である。した

がって，環境試料中の細菌群の���を直接抽出して解

析することにより，より現場環境に近い細菌群集構造の

情報が得られるものと考えられる。実証試験現場の海水

中に含まれる土着細菌群集の１６�　����遺伝子をポリ

メラーゼチェーン反応（���）で増幅し，それぞれの

遺伝子の塩基組成の相違に基づいて分離が可能な変性剤

濃度勾配ゲル電気泳動（����）法で解析（����

����法）した。これより実証試験現場の細菌群集に

ついて多様性指数を算出し，栄養塩散布による細菌群集

構造の時系列変化を調べた結果，原油分解促進効果が見

られた大過剰の肥料添加区では土着細菌群集の顕著な種

変化や多様性の低下が見られ，ある特定細菌の優占化が

観察された。また，添加肥料量の増加に伴って土着細菌

群集の変化度合も大きくなった。以上より，土着細菌に

よる原油分解を促進するための肥料添加は，現場の微生

物群集構造を大きく変化させ，また，有効な浄化効果を

得るためには特定微生物を優占化させるほどの添加量が

必要であることも示された。

〔発　表〕��２０，��４，��４５，５０，５１，７１，７６，１００，

１０２，��８，９，１１
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２．１１．１　環境ホルモンの新たな計測手法に係る

開発研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・菅谷芳雄・多田　満・

国本　学

化　学　環　境　部：白石寛明・堀口敏宏・白石不二雄・

彼谷邦光・柴田康行

環　境　健　康　部：青木康展

生 物 圏 環 境 部：畠山成久

〔期　間〕平成１１年～１３年（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕内分泌攪乱物質（環境ホルモン）の微量分析

と迅速スクリーニング法によって環境中における環境ホ

ルモンの種類と量が把握できることになる。種類と量の

把握から環境ホルモンの将来予測が可能となるはずであ

る。以上の理由から，本研究では　１）環境中の内分泌

攪乱物質（環境ホルモン）の微量計測法の開発に関する

研究，２）環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研

究，の２分野により内分泌攪乱物質（環境ホルモン）の

環境中における汚染実態を明らかにする。

〔内　容〕

１．環境ホルモンの微量計測法の開発に関する研究

　超微量で生物の根幹となる生殖機能を狂わせる物質

（外因性内分泌攪乱物質）を定性定量にするには，新た

な有機化学物質の微量分析の開発が必要である。超微量

分析としては活性物質の定性（化学構造），定量，細胞

内分布，体内分布を対象とし，誘導体化後�����法の

応用をエストラジオール及びフェノール類に対して行っ

た。また，新たな方法として������を用いた環境ホ

ルモンの同定手法，��������法を用いた環境ホルモ

ンの定量分析手法，加速器��法等について検討した。

また選択的な吸着法がクリーンアップ法について予備的

な検討を行った。

２．環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研究

　陸水系のリアルタイムバイオモニタリング手法，底生

生物種（ユスリカ，二枚貝等）を用いた繁殖障害試験

法，魚類の性行動変化および生殖機能を指標とした検出

手法，巻貝の雄性化を指標とした生物検定法を検討し

た。

　巻貝の雄性化を指標とした生物検定法の確立を目指す

一環として，雄性化の進行過程（雌におけるペニスと輸

精管の発達過程，陰門閉塞と卵嚢腺の摂護腺化並びに卵

巣内での精子形成の進行過程）を類型化した。また女性

ホルモン様作用を有する化学物質（代表としてノニル

フェノールとビスフェノールＡを選定）が巻貝の雄性化

に及ぼす影響について，イボニシを用いた筋肉注射試験

により検討した。また巻貝に雄性化を引き起こすことが

すでに明らかとなっているトリブチルスズとこれらの女

性ホルモン様化学物質との同時曝露（筋肉注射）試験を

併せて実施し，その相互作用についても検討した。ま

た，ヒトエストロゲンリセプターとの競合結合を用いた

生化学的検出法，イーストを用いた��������	
法，

����７等の哺乳動物およびヒトの細胞を用いた女性ホ

ルモン作用の検定法，環境ホルモン物質によって哺乳動

物細胞で誘導される未知タンパク質及び遺伝子を指標と

して用いることによりホルモン活性の検出する方法等に

ついて検討を行った。

〔備　考〕派遣技術員　芹沢滋子，根岸浩美，宮田絵理

〔成　果〕

　内分泌攪乱化学物質の汚染実態の解明の上で，本課題

１がまず最初に手をつけなければならないものであっ

た。本年度の内分泌攪乱化学物質の研究において本課題

のなかでも迅速な生物検定法について経験と技術の習得

を行なうことが必要であった。環境庁のモニタリングの

ための分析法について評価を加え，改善のための知見

や，より選択性の高い分析法に関する情報を蓄積した。

１７�β�エストラジオールの分析は従来�����法により行

なわれていたが，市販キットによって測定値が異なるこ

と，またかなり高い値が報告された。このため高分解能

�����を標準的な分析手法として本年度の調査は行な

われる。この根拠として本課題で行なわれた水中ビス

フェノール分析法の研究がある。

　特異的な検出能を持つクロマトグラフィーの応用面で

進展があった。����を用いたガスクロマトグラフ質量

分析法及び電気化学検出法を用いた高速液体クロマトグ

ラフィーにより，水中の１０���レベルのアルキルフェ

ノール類が容易に検出でき，ルーチン的に利用できるも

のとなった。��������法及び������法は予備的な
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検討が開始された。

　天然の女性ホルモンであるエストラジオール・エスト

リオール・エストロン及びその抱合体の固相カラムを用

いる抽出法の検討を行ない，アミド基を有する固相カラ

ムを用いることにより，良好な回収が得られた。

　環境ホルモンの選択的濃縮法を開発するために，

���������	
�������法を用いてビスフェノール�の選

択的吸着高分子を合成した。

　内分泌攪乱作用をプリスクリーン的に検出し，あるい

は環境中の内分泌攪乱物質の検出のための高感度な生物

検定法の開発と利用を進めた。内分泌攪乱作用の���

�����の検出法として，イーストを用いた��������	
�

������による方法リセプターとの競合結合を観察する

�����法及び蛍光偏光解消度測定法，ヒト乳がん細胞

（����７）の増殖を観察する方法の比較試験を実施し

た。

　イーストを用いた��������	
�����によるエスト

ロゲンアッセイでは，その簡便化，高感度化のための改

良を行ない，９６％ウェルマイクロプレートと化学発光性

を組み合わせることにより，多試料を迅速かつ高感度に

測定できる手法を開発した。

　免疫系を介する作用を見るため，トリブチルスズ，ベ

ンズ（�）ピレン等を妊娠ラットに経口投与し新生仔の

リンパ球の自己反応性�細胞の抑制する比率を検討し

た。比率が低下し自己免疫反応が起きやすい状態になる

ことが推察された。

　また新たな系としてはヒト神経細胞腫���１細胞を用

いて予備的検討を行った結果，���１細胞における神経

突起の伸展に影響を及ぼすことを明らかとした。内分泌

攪乱物質の作用により特異的に発現される遺伝子をジー

ンアレイ法を用いて行った。また，同様に特異的に発現

されるタンパク質の同定を二次元電気泳動法とアミノ酸

マイクロシークエンス法により行ったところ，エストラ

ジオールの作用により，肝細胞で３種類のタンパク質の

合成が促進されることが明らかになった。そのうちの１

種類はトランスフェリンと推定される。内分泌攪乱物質

を含むことで知られているディーゼル排気への曝露によ

り，６種類の�����発現が増加した。ジーンアレン法

以外に����������	��
����法等を用いて内分泌攪乱物質に

よる発現する遺伝子の解析が可能であった。

〔発　表〕��１５９，��１６６，��２４８，��２４９，��２５２，

��２６６，��２７２，��２７３，��２７４，��３，��１１，��１９，

��２０，��２１，��７，��３５，��３６，��３７，��３８，��３９，

��４０，��４１，��４２

２．１１．２　環境中動態解明に関する研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・矢木修身・中嶋信美・

高木博夫・田邊　潔

化　学　環　境　部：彼谷邦光・白石寛明・佐野友春

生 物 圏 環 境 部：畠山成久

〔期　間〕平成１１年～１３年（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕ホルモン作用を示す化学物質の水圏�土壌

圏，および大気圏における存在量，存在形態，蓄積分解

速度，生物における濃縮速度あるいは分解速度といった

動態に関する知見はほとんどない。多くの環境ホルモン

は閉鎖性水域に濃縮され，最終的に海洋中に蓄積してい

くと考えられるが，飲料水源となる陸水における環境ホ

ルモンや海における環境ホルモンの動態を明らかにす

る。また，土壌や大気中における環境ホルモンの存在

量，存在形態及び動態の解明によって，人や生物がどの

程度環境ホルモンが体内に蓄積するかを明らかにする。

〔内　容〕

１．霞ヶ浦およびその流域，及び東京湾における環境ホ

ルモンの存在量，存在形態，生物蓄積，分解速度等の動

態に関する研究を行う。具体的には，これらの閉鎖水域

の化学物質の残留状態を水中でのいくつかの環境ホルモ

ン（ビスフェノール�等）の化学分析を通して明らかと

する。

２．土壌圏及び大気圏における環境ホルモンの動態に関

する研究として，土壌及び植物圏における環境ホルモン

の分布状況を明らかとすると共に，生物による分解，及

び光分解等物理化学的分解等の知見をうる。

〔成　果〕

　霞ヶ浦をモデルフィールドとして，湖水に含まれる女

性ホルモン様物質の溶存量及び生物における蓄積に関す

る調査を行なった。魚のメス化に強く貢献するものとし

て人畜由来の１７�β�エストラジオールの濃度を地点及

び季節を変えて測定した。その結果，従来いわれていた

１０���前後であるという報告は否定され，真の値は

０．５���付近にありそうであることが明らかとなった。

この結果は，湖水を抽出濃縮し，イースト��������	
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試験の結果によく一致している。湖水中でのエストラジ

オールの残留性を検討するため，夏場の湖水に１００���

のエストラジオールを添加し，その消長を追跡した。そ

の結果，エストラジオールの半減期は約８時間であり，

湖水に蓄積されるとは考えにくいことが明らかとなっ

た。また変化した物としてエストロンの生成が認めら

れ，エストリオールの生成は認められなかった。

　環境エストロゲンとして他の有力な候補は，ビスフェ

ノール�及びノニルフェノール類である。ビスフェノー

ル�の湖内での分解を，湖水及び底質をいれた水槽中で

観察した。水中の微生物がもっとも少ないと考えられる

対照水（水道水を活性炭ろ過したもの）に加えた場合７

日後においても３０％が残留し，その分解はゆっくりし

ていることが明らかとなった。これに対し湖水に添加し

た場合は，２日間程度の馴致後急速に減少しはじめ，４

日後にはほとんど検出されなくなった。底質が存在する

時は添加後すぐに減少しはじめ，３日後には検出できな

くなった。ビスフェノール�の水中濃度の減少に微生物

による分解が関与している可能性が高い。このため，

霞ヶ浦において大きなバイオマスを占めるアオコの分解

に果たす役割について検討することにした。アオコ株

（オーストラリア種）をビスフェノール�共存下で培養

し，細胞内にとりこまれたビスフェノール�のみで代謝

産物についての分析を開始した。湖沼環境を想定し，藍

藻�����������	�
���によるビスフェノール�の代謝物

（２������������	
���２���������）の構造を確認した。

　分取ガスクロマトグラフ（����）を用いて環境試料

から化学物質を単離精製し，年代測定を行うために，１０

μ���までの極微量の試料処理を可能にする新たな試料

前処理，グラファイト化ラインを作成し，条件を確立し

た。この前処理ラインと����を用いて大気粉じん中

の脂肪酸を測定したところ，陸上植物起源と考えられる

長鎖脂肪酸（�２４��３２）で現在より最大数千年古い年

代値が得られた。化石燃料燃焼過程からの寄与の確認な

ど今後の研究が必要な段階ではあるが，昨年度の結果と

あわせ，自然起源と思われる化合物の中にもかなり古い

年代を示すものが現在の環境中を動いていることが明ら

かとなり，���年代測定による化石燃料起源の同定のた

めにこうした自然起源物質の動きをより詳細におさえる

必要のあることが明らかとなった。

　また一方で東京湾に生息する魚の試料採取を開始して

おり，それに残留する化学物質の分析が行なわれる予定

である。土壌圏及び大気圏における環境ホルモンの動態

に関しては文献調査を行なった。

　ビスフェノール�の土壌から植物への吸収及び，植物

による代謝についての予備的な検討を開始した。放射性

ラベル化されたビスフェノール�はタバコ培養細胞に移

行し，３つの代謝産物に代謝されることを明らかにし

た。そのうち最も疎水性の高い代謝産物を精製し構造決

定を行った結果，ビスフェノール��β�１，４�グル

コースと推定された。またこの代謝産物のエストロゲン

活性を調べたところ，ビスフェノール�に比べて著し

く，エストロゲン活性が減少していることが明らかと

なった。以上のことから，植物細胞にビスフェノール�

を吸収させて，エストロゲン活性を減少させることが可

能であることが示された。

〔発　表〕��２１１，��２５３，��２５７，��２６１

２．１１．３　野生動物の繁殖に及ぼす内分泌攪乱物

質の影響に関する研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・曽根秀子・春日清一・

菅谷芳雄・多田　満

化　学　環　境　部：白石寛明・白石不二雄・彼谷邦光・

佐野友春

大 気 圏 環 境 部：畠山成久

〔期　間〕平成１１年～１３年（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕環境ホルモン物質の多くは閉鎖的水域に流入

し残留するため，魚類や多種多様な水生生物及び水鳥の

繁殖機能に及ぼす影響をフィールド調査により明らかと

する。また，陸上の生物では�内分泌攪乱物質の影響が

顕著に現れやすいと考えられるカエルの生物調査，比較

的捕獲しやすいと考えられるネズミ類などに関し，生息

密度，性比，体内の薬物代謝活性などに関した調査�研

究を行ない環境影響について知見をうる。

〔内　容〕

１．内分泌攪乱物質と水生野生生物の繁殖異常に関する

調査として，霞ヶ浦，東京湾等において，魚介類及び両

生類の生息状態を明らかとすると共に，生殖組織の変化

についての知見をうる。

２．内分泌攪乱物質等の汚染が水生試験生物の繁殖に及

ぼす影響に関する研究として，いくつかの水生試験生物

（メダカ，巻貝等）を用いた実験的研究を用いてフィー

ルド観察結果と比較する。
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３．内分泌攪乱物質と陸上野生生物の繁殖に関する研究

としてマチネズミ等の哺乳類を中心に，環境ホルモンの

影響の有無について調査する。

〔成　果〕

　霞ヶ浦における生物影響調査を行った１９９９年度の結

果，魚において漁獲量の大きな変動（一部の著しい減

少），ウキゴリにおける性比の偏り（場所による）が見

られ，またワカサギの性比全国調査における雌の卓越が

見られた。底生生物の定期調査において，貝類の減少，

アカムシユスリカの減少が見られており，今後内分泌攪

乱との関連を明らかとする必要がある。

　１７�β��エストラジオール（��）をヒメダカ成魚に曝露

して生殖への影響を調べた。��１．０�μ�����１週間曝露で

は産卵数・受精率には影響がないことがわかった。成魚

への急性的影響は少ないものと考えられる。性成熟前の

ヒメダカに����０．１�μ����を曝露すると，成長速度・二次性

徴発現が抑制され，同０．０１�μ����での成長（♂のみ）が

抑制された。���系統ヒメダカを用いたビスフェノール

�の２世代ライフスタイルテストにおいて，１０���で，

全ペア（６対）で産卵がほぼ完全に阻害されるという結

果を得ている。

　卵の段階で雌雄の判別が可能な���系統メダカ（雄）

の雌性化における��の用量反応関係を孵化後３～９日

目の６日間曝露で調べた結果，半数雌性化濃度は

３６．７����と算定された。雌性化に感受性の高い時期

は，孵化後の数日であり，また雌性化した雄の生殖能力

が劣化することも明らかとなった。

　霞ヶ浦のメス化因子については課題２における１７�β��

�エストラジオールやノニルフェノール等の分析値と重ね

合わせて考える必要がある。内分泌攪乱の１つとしてビ

スフェノールＡを対象として，オオミジンコ，アオモン

イトトンボ，セスジュスリカ，ヌカエビ，メダカについ

て曝露試験を行った。アオモンイトトンボの２世代繁殖

影響試験においては，ビスフェノールＡの１０．１００���

曝露区で成虫の生存期間が短縮し（特に雄），未受精卵

の割合が多くなり，特に雌は７０数日後に対照群と同時

に羽化したが，大半は羽化直後から数日以内に死亡し

た。同様な減少はチカイエカでも見られており，また同

種においてオスと同様の体重をもつ小型メスが出現し

た。

　陸上野生生物の繁殖に関する調査研究を北大の研究グ

ループと共同で開始し，エゾヤチネズミをモニター動物

に選定した。また野生化アライグマを捕獲し，サンプル

収集を行った。並行してマウス及びラットの実験動物を

用いて影響指標の検討を行い，エンドポイントとして精

巣状態の重量変化やエストロゲン受容体の�����発現

量の変動が有望な指標であることが明らかとなった。

　閉鎖性海域もまた，内分泌攪乱化学物質の影響が現れ

やすい環境と考えられ，本年度は東京湾の魚について雌

性化を中心に予備的な検討を開始した。

　平成１２年度以降への展開をにらんで影響評価のエン

ドポイントの１つとして実験動物を用いて脳神経への影

響や行動指標の検討を予備的に開始した。また免疫系に

対する影響についても予備的な検討を実験動物を用いて

抗体産生能，Ｔリンパ球機能，インターロイキン

２，４，５，表面抗原��４，��８の測定を行っている。

さらにはコンピューター毒性学の可能性について検討を

開始した。

　妊娠後半から離乳までプロピルチオウラジルを与え，

甲状腺ホルモン低下の発生毒性について調べた。結果生

長の遅延が認められた。その動物の行動について調べた

ところ，活動性の増加が認められた。

〔発　表〕��４３，��４４，��４５，��４６，��４７，��４８，

��５０，��５１，��５２，��６４，��６５，��６７，��６８，��６９，�

��７０，��７１，��７２，��７３，��７４，��７５，��７６，��７７，

��７８，��７９，��８０，��８１，��５６，��５７，��５８，��５９，

��６０

２．１１．４　環境ホルモン対策の総合化に関する研究

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜　真徳・田邊　潔・

近藤美則・若松伸司・松橋啓介・

桜井健郎・曽根秀子・新田裕史・

松本幸雄

社会環境システム部：森口祐一・森　保文・寺園　淳

化　学　環　境　部：中杉修身・白石寛明

環　境　健　康　部：小野雅司

〔期　間〕平成１１年～１３年（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕環境ホルモン対策として２つの目的で研究を

行う。１つは対策技術的研究として行うものであり，具

体的にはダイオキシンの分解処理についてであり，土壌

等に残存するダイオキシンを消失させ，そのリスクを低

減させる。もう一つは，環境ホルモン及びその影響と考
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えられる事象等についての情報システムを整備し，環境

リスクの総合的な管理に役立つツールを作成することで

ある。

〔内　容〕

（１）環境ホルモンの分解処理要素技術に関する研究

　ダイオキシンは難分解性の芳香族化合物であり過去に

放出されたダイオキシンはその物理化学的症状に応じて

要素処理技術として，①物理的処理法，②化学的処理

法，③生物学的処理法を選択する。当面の課題は水土壌

圏の保全が必要なことから水質及び土壌を対象とした新

しい処理技術を開発することとする。実験室内のモデル

実験により土壌中のダイオキシンを無公害的に抽出する

技術，抽出されたダイオキシンを化学的或は光化学的に

分解するプロセスについて検討し，これらについて最適

な条件等を明らかにする。また土壌に含有されるダイオ

キシンについては生物化学的な処理法及びその延長とし

て植物系を用いた処理法を検討する。

（２）環境ホルモン等の多様な環境リスクの評価と管理

のための統合情報システムの構築に関する研究

　本課題は，多様な環境リスクの管理に関して，さまざ

まな主体の参加のもとでの科学的知見に基づく透明な意

思決定を支援のために，①環境リスク要因物質の環境排

出推計モデルの開発，②環境中動態モデル�暴露評価モ

デルの開発，③環境リスク評価�管理のための統合デー

タベースの構築，多様な環境リスク管理のためのコミュ

ニケーション手法に関する研究を実施する。

〔成　果〕

（１）環境ホルモンの分解処理要素技術に関する研究

　汚染された土壌からダイオキシン類を除去する方法の

一つとして，水による洗浄法について検討した。水は環

境にやさしい溶媒であり，またその極性は高温下で急速

に低下し，脂溶性物質の溶解性が高くなる。

　ダイオキシン類を含有する土壌に高温・高圧条件の水

を通じ，土壌からの除去，水への移行，異性体濃度の変

化について調べた。その結果，高温・高圧の水によって，

土壌からダイオキシン類が効率よく除去されることが確

認できた。除去率は３００℃，２５０気圧の場合，����が

９８．７％，����が９１．２％，������が８２．８％であり，

大部分のダイオキシン類が土壌から除去された。洗浄水

からは，それぞれ６．２２％，１８．４％，３４．８％の����，

����，������が検出されたが，検出されなかった

残りの部分（����：９２．８％，����：７２．８％，���

���：４８％）は，分解されたものと推測できる。

　また除去率には，ダイオキシン類の異性体あるいは同

族体によって違いがみられた。土壌中のダイオキシン類

同族体組成は，洗浄前には高塩素置換体が多かったが，

洗浄後には低塩素置換体の量及び割合が増加していた。

なお，洗浄水中ではさらに低塩素置換体が中心の組成と

なっていた。条件を変えた実験でも，同様の結果が得ら

れており，脱塩素反応が起きている可能性が示唆され

る。しかし，異性体組成の変化は，やや複雑であり，解

析のためには更に実験を続けて情報を収集する必要があ

る。しかし，全体としては，土壌中のダイオキシンは減

少しており，����毒性等量（���）も経る傾向に

あった。しかしながら，���の減少割合は，実濃度ほ

ど大きくなかった。特に抽出水の中にかなりの濃度で検

出された。この原因は，���毒性等価係数（���）の

小さい����などが，脱塩素反応を経て低塩素化物

（大きな���を持つ）に変化し熱水に溶解したためでな

いかと推察している。従って，水洗浄にかかわる温度や

酸化剤の使用等によって，分解反応を促進することがで

きれば，さらに無害化が可能になると思われる。併せ

て，洗浄水の処理法を検討する必要がある。

（２）環境ホルモン等の多様な環境リスクの評価と管理

のための統合情報システムの構築に関する研究

１）ダイオキシンに関するケーススタディとして，発生

源情報および環境濃度情報の整備を行った。厚生省およ

び通産省による排出量調査等の資料に，独自推計を加

え，全国のダイオキシン排出量推計マップを作成した。

小型炉からの排出，過去に使用された農薬中の不純物な

どが今後検討すべき優先事項である。一方，環境濃度に

ついては，平成１０年度に環境庁が実施した一斉調査か

ら，大気および土壌についてのデータを入力した。こう

して整備した情報を用いて，発生源の分布と，大気中お

よび土壌中濃度分布との地理的関係を解析した。都道府

県単位で面積あたり排出量と環境濃度の平均値を比較し

た。また，���のバッファー集計機能を用いて，個々の

環境濃度観測点から一定距離範囲内にある発生源の排出

量を集計することにより，排出量と環境中濃度の相関を

解析した。両者の間には相関がみられたが，大きく外れ

る点もあった。産業系排出については個々の施設の値で

はなく全国平均の排出原単位をあてていること，未把握

の発生源が存在することなどがその原因として考えられる。
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　なお，暴露評価に関して，大気からの直接暴露割合は

小さく，全国的にダイオキシン発生量と大気中濃度が下

がってきていることなどから，詳細な濃度分布の予測は

行っていない。ダイオキシンは極めて複雑な環境挙動を

し，最終的には食品を介して曝露されるため，平成１１

年度に系統的・広範に行われた水，底質，水生生物調査

の結果を取入れ，多媒体モデルの利用と検証を目指すこ

とが今後の課題である。特に，寿命の長いダイオキシン

類を正確に評価しうる非定常モデルの導入，産地と消費

地が異なる食品の流通を考慮した暴露予測が今後必要で

ある。さらに，底質コアによる環境汚染の歴史解明の成

果も反映しながら，人体蓄積量の経年的変化を説明しう

るような曝露量，曝露経路の解明を行う計画である。

２）ベンゼン，ディーゼル排気粒子（���）等の自動

車関連物質に関するケーススタディとして，道路交通セ

ンサスによる交通量データをデジタル道路地図の位置情

報と結びつけた道路データベースを構築し，全国の幹線

道路について，車種別排出係数を乗じることによって，

自動車から排出されるベンゼン，���，多環芳香族な

どの排出量分布を推計するシステムを構築した。このシ

ステムによるデータは，排出量分布と呼吸器疾患の有症

率との関係等に関する疫学的解析等に利用可能である。

３）化学物質の環境への排出をそのライフサイクルの観

点からみると，製造段階よりも，それを利用した製品の

使用段階や廃棄段階における排出を重視すべき場合が多

くあるが，こうした排出は，����制度では行政が推計

するとされている非点源に相当し，その把握手法の整備

が急務である。そこで，製品の使途を追跡して生産から

廃棄に至るマテリアルフローを把握することにより環境

への放出段階とその地理的分布を推計する手法の開発を

試みることとし，フタル酸エステルおよびビスフェノー

ルＡへの適用に着手した。これら自身の製造，これらを

原料，添加剤として製造される塩化ビニル樹脂・ポリ

カーボネート樹脂・エポキシ樹脂の製造，これら樹脂を

利用した製品の用途などについて，関連統計資料および

関連業界へのヒアリングをもとにしたマテリアルフロー

の推計に着手した。

４）河川関係のデータの収集および解析ツールの整備と

して，建設省および環境庁が河川について行った水質調

査，魚類調査などの調査データを���に入力・表示し，

プラスチック添加剤，人畜由来の物質などによる汚染の

地理的分布状況を把握するとともに，これと流域の状況

との関連の解析に着手した。また，内分泌撹乱物質の生

態系への影響を考える上で河川水は重要な媒体であるこ

とから，河川水中濃度と流域の発生源との関係を解析す

るため，���上で河川流域ごとに発生源を集計し，観測

地点を指定することによりその上流域の発生源負荷を積

算する機能の開発に着手した。そのケーススタディの対

象として，多摩川・荒川流域，淀川流域，信濃川流域の

３地域を選定した。一方，人々の生活に由来する物質な

ど，下水道，下水処理施設を経由して河川に流入する物

質に係る解析を支援するため，下水集水域と放流点との

関係を���上で結び付け，放流点に寄与する排出源を探

索・集計する機能についても開発に着手した。

５）いわゆる環境ホルモン問題において，出生における

男性の比率の減少について言及される場合があることか

ら，国勢調査による１��メッシュ単位の年齢階級別人

口データを用いて，地域ごとの出生比（男女比）の偏り

について検討した。市町村単位で別途把握されている出

生比と比較すると，出生後の転入・転出の性別による偏

りに起因するとみられる差異がある地域が一部にみられ

たが，両調査の傾向は概ね一致し，このデータが，市町

村よりも細かなスケールにおける環境要因による性比へ

の影響を解析に利用できる見通しが得られた。５年おき

の国勢調査のデータを全国について過去に遡及して収集

し，過去２０年分のデータについて，出生の男女比の偏

りの地域分布を把握した。

６）ダイオキシンや環境ホルモンに係るリスクコミュニ

ケーションについての基礎的検討のため，これらの問題

に対するさまざまな主体の認識についての予備調査を

行った。また，各種主体間でのコミュニケーション手法

について，本課題に先行する研究課題で取り組んだ比較

リスク法の成果とりまとめと本分野への適用可能性の検

討を行った。

〔発　表〕��１０１，��１０２，��１０５，��１１１，��２２８，

��２５５，��２５９，��２６１，��２６２，��２６３，��２６８
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２．�１２．�１�ダイオキシン類の新たな計測手法に関
する開発研究（初年度）

〔担当者〕

地域環境研究グループ：森田昌敏・橋本俊次・安原昭夫

化　学　環　境　部：伊藤裕康・白石不二雄

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕ダイオキシン対策関係閣僚会議は，平成１１

年３月２４日にダイオキシン対策推進基本方針をとりま

とめた。その中でダイオキシン類に関する検査体制の整

備や，調査研究及び技術開発の推進がうたわれている。

対策を講ずる上で，簡易測定分析など，新たなダイオキ

シンの分析法の果たす役割は大きいと考えられ，そのよ

うな分析法の開発の需要は，非常に大きいといえる。ダ

イオキシン類は毒性が高く，また存在量の極めて少ない

汚染物質であり，その分析は最も難しい超微量分析であ

る。圧倒的に多量の共存物質を除き，かつ極めて微量を

測定しなければならない。１９７０年代より発達してきた

ダイオキシン微量分析は，電子捕獲型検出器付ガスクロ

マトグラフ，パックドカラム�ガスクロマトグラフ�低

分解能質量分析法，キャピラリカラムガスクロマトグラ

フ�低分解能質量分析法を経て現在のキャピラリカラム

ガスクロマトグラフ�高分解能質量分析法に到達し，環

境試料の微量測定ができるに至っている。また，高分解

能質量分析法をもってしても，その選択性は十分ではな

く，試料の分析にあたっては装置にかける前に，多段階

のクリーンアップ操作によって夾雑物を除去しなければ

ならない。これは，分析にかかる時間と人手を必要とし

ており，結果として分析コストの１�３以上を占めてい

ると推定される。ダイオキシン分析を複雑にしているも

う一つの要因はダイオキシン類の異性体は多数あり，有

毒なダイオキシンはその一部であるが，その各異性体を

測定しなければ正確な毒性評価が定まらないことであ

る。

　このように，現状の分析法は多くの試行の上で研究さ

れてきたものであり，今後も基準的な公定分析法として

残るものと考えられる。新しい分析法は，現行分析法の

欠点を補って，ダイオキシン対策をすすめる上での実践

的な分析法として期待される。

〔内　容〕ダイオキシン類の微量分析技術の開発とダイ

オキシン類を迅速に計測する手法の開発を，産官学の協

力のもとで行うことにより，ダイオキシン類問題の全体

像及び詳細な分布（汚染）状況を明らかにし，それらの

対策を促進する。

　次のサブテーマに分けて研究を推進する。

サブテーマⅠ　ダイオキシン類分析に関わる標準物質に

関する研究

Ⅰ－１　標準物質の調整と評価に関する研究

　ダイオキシン類の標準物質の調整と種々の濃度評価を

行う。産官学の分析機関の協力のもと，濃度検定を行

い，分析法の評価を行い，その確立に貢献する。

Ⅰ－２　標準物質の安定性に関する研究

　ダイオキシン類の標準試料の安定性について，様々な

媒体（試料）について調査・検討を行う。

サブテーマ��　ダイオキシン類の簡易計測法の開発に関

する研究

Ⅱ－１　低分解能�����を用いたダイオキシン類の同

定手法に関する研究

　低分解能�����による計測法と高分解能�����と

比較し，適用可能な試料の種類及び範囲，必要な前処理

方法等を検討し，必要に応じて装置及び計測法を改良す

る。

Ⅱ－２　バイオアッセイ法の分析手法に関する研究

　新規開発及び既存の手法の前処理を含めた最適化を通

じて，迅速・簡便なダイオキシン類の検出に有効なバイ

オアッセイ法について検討する。

Ⅱ－３　前処理の簡易化に関する研究

　分析前処理の簡易化を行い，における問題点，改良点

などを明確にし，その実用性，適用範囲等について検討

する。

サブテーマⅢ　ダイオキシン類のオンサイト測定法に関

する研究

Ⅲ－１　排ガスのリアルタイムモニタリング手法の開発

に関する研究

　焼却施設などの排ガスのリアルタイムモニタリング手

法の開発・改良を行い，現場での応用を目指す。

Ⅲ－２　移動型ダイオキシン類測定手法の開発に関する

研究
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　移動型ダイオキシン分析手法の開発。改良を行い，現

場での応用を目指す。

〔成　果〕

　ダイオキシン類分析の信頼性向上と測定の効率化を図

るために以下の内容で研究を行った。

・ダイオキシン類標準物質の作成と濃度検定の実施

・ダイオキシン類の新たなスクリーニング手法の設計と

前処理の簡易化の検討

・ダイオキシン類のリアルタイムモニタリング機器の概

念設計

　測定標準物質による測定誤差の解決，簡易測定法及び

オンサイト測定法の開発に向けた問題点の洗い出し，及

びその解決の方途について検討を行った。

○サブテーマＩ　ダイオキシン類分析に関わる標準物質

に関する研究

　測定標準物質により測定値が異なる原因の検討を行う

とともに，ダイオキシン類の構成の異なる種々の標準物

質を作製し，これが測定値に与える影響について検討を

行った。ダイオキシン類の各異性体の濃度が１��以下

になるとその精度は３０％以上となり，妨害成分の影響

を受けることがわかった。また，簡易測定法の標準物質

は，各異性体を加えた試料であるべきか現在検討中であ

る。

○サブテーマⅡ　ダイオキシン類の迅速分析法の開発に

関する研究

　試料の前処理方法，検出器のグレードが測定値に与え

る影響について検討を行い，簡易化できる部分について

検討を行った。検出器については，小型の�����を用

いその適用範囲と限界について調べ，その改良とソフト

関係の自動化が必要であることがわかった。また，バイ

オアッセイによるスクリーニング手法についても検討を

行った。

○サブテーマⅢ　ダイオキシン類のオンサイト測定法に

関する研究

　移動測定車に搭載可能な測定機を試作し，その適用可

能性について検討し，感度，精度等問題が多く再検討を

要することがわかった。

〔発　表〕��２，３�
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２．１２．２　ダイオキシン類の体内負荷量および生
体影響評価に関する研究（初年度）

〔担当者〕

地域環境グループ：森田昌敏・米元純三・曽根秀子・

高木博夫・兜　真徳

環　境　健　康　部：宮原裕一・青木康展・大迫誠一郎・

石村隆太・西村典子・遠山千春

　　　下線は研究代表者を示す

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕ダイオキシン類のヒトの健康への影響，こと

に生殖・発生への影響が懸念されている。ヒトがダイオ

キシン類にどの程度曝露されており，またそれによって

どの程度影響が起きているかについてはほとんどわかっ

ていないのが現状である。健康への影響を評価する適切

なバイオマーカーが必要とされている。

　本研究では１）ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量

を評価し，２）生体影響指標（バイオマーカー）の検

索・開発を行い，３）体内負荷量との関係を検討し，そ

の中で感受性の決定要因を明らかにする。これらによ

り，ダイオキシン類の生体影響にかかわるリスク評価の

ための基礎資料を得ることを目的とする。

〔内　容〕ダイオキシン類の成人，母体，胎児における

曝露量，体内負荷量と生体影響指標との関係を検討し，

ダイオキシン類の生体影響，特に生殖・発生影響にかか

わるリスクを評価する。

　以下の課題に関する研究を行う。

課題１　ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量の評価に

関する研究

　ヒトにおけるダイオキシン類の曝露量，体内負荷量を

評価するために，血液，脂肪組織中のダイオキシン類濃

度を測定する。また，生殖・発生影響の観点から胎盤，

臍帯血についても測定する。

課題２　生体影響指標の適用可能性の検討および新規指

標の検索・開発に関する研究

　ダイオキシン類の曝露によって鋭敏に動くと考えられ

る生体指標について，ヒトのサンプルでの測定法の確立

を行う。収集したサンプルについて，上記の検討に基づ

き，生体指標の測定を行う。生体影響指標と曝露量，体

内負荷量との関係からこれらの指標の適用可能性を検討

する。また，ダイオキシン類の作用メカニズムに関する

知見などに基づき新規指標の検索・開発を行う。

課題３　ダイオキシン類に対する感受性の決定要因に関

する研究

　ダイオキシン類に対する感受性種差，ヒトにおける感

受性差を決定している要因を��レセプター，��レセプ

ターのパートナーである����を中心に分子レベルで

明らかにする。

〔成　果〕

課題１　ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量の評価に

　　　関する研究

　大学の産婦人科学教室と協力して，インフォームドコ

ンセントのもと，胎児の曝露を評価する目的で，羊水お

よび胎脂を採取し，ダイオキシン類の測定を行った。ダ

イオキシン類（����＋����）の濃度は，トータル

���として，羊水で中央値０．０１１��������（０．００２�

０．０６６），胎脂で中央値１４．０８５��������（９．１８７�３５．６５）

であった。羊水のレベルは成人の血清の１�４程度であ

り，ある程度，胎盤の障壁があることが示された。

課題２　生体影響指標の適用可能性の検討および新規指

　　　標の検索・開発に関する研究

薬物代謝酵素，���１�１，���１�１は��レセプターを

介したメカニズムにより，ダイオキシンや関連化合物に

より鋭敏に誘導される。������蛍光プローブを用いた

リアルタイム定量的������アッセイ法による血液中

の���１�１，���１�１����の定量法を確立した。血液

からの１��のトータル���で分析可能である。この方

法を用いて，２つの地域の７１名のボランティアについ

て血液中の���１�１，���１�１����の測定を行った。

これらの���遺伝子の発現は地域，個人間で差異があ

り，����や他の環境汚染物質による曝露を一部，反

映していると考えられた。血液サンプルでの���１�１，

���１�１����発現レベルの������蛍光プローブを用

いた測定法は高感度で定量性があり，多数のサンプルの

分析が必要な環境汚染モニター手法として有用であるこ

とが示された。

〔発　表〕��１２２～１２４，��４５，��１４３，��４，５

―�����―
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�２． １３． １�廃棄物対策を中心とした循環型経済社
会に向けての展望と政策効果に関する定

量的分析（初年度）

〔担当者〕

地球環境研究グループ：増井利彦・甲斐沼美紀子

社会環境システム部：森田恒幸

廃 棄 物 研 究 部：井上雄三・山田正人

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

　　　下線は研究代表者を示す

〔目　的〕本研究の目的は，１９９０年より中国，インド

等のアジアの主要国と共同して，地球温暖化対策の効果

分析のために開発してきた大規模な計算機シミュレー

ションモデル（���２．０）を用いて我が国の循環型経済

社会に向けての展望を，廃棄物対策や温暖化対策への効

果を中心に定量的に解析するとともに，循環型社会への

転換を進めるいくつかの政策や取り組みをデザインし，

その効果を定量的に明らかにすることである。特に，廃

棄物の最終処分場の減少や二酸化炭素排出量の削減，さ

らには廃棄物ライフサイクルだけでなくプロダクトサイ

クルをも含めた有害化学物質の環境への排出の削減等の

環境制約がもたらす経済構造の変化や財及び物質のフ

ローを定量的にとらえることにある。さらには経済的な

視点からとらえた循環型社会の枠組みの評価とともに，

人の健康，環境へのリスク評価・管理を行うモデルを構

築・統合し，経済活動や廃棄物管理事業から生じるリス

クを総合的に評価することによって作り上げることがで

きるリスク削減のための施策が経済活動及び経済構造，

マテリアルフローに対してどのような影響を与えるかを

定量的にとらえることも本研究の目的とする。

〔内　容〕本研究課題では，（１）廃棄物処理業の経済

評価とそのマクロ経済への影響に関する定量的分析

（２）マテリアルフロー及びサブスタンスフローからみ

た廃棄物のリスク評価・管理モデルの開発　（３）政策デ

ザインとその実施のための定量的分析の３つのサブ課題

からなる。サブ課題（１）では，将来の経済発展ととも

に廃棄物処理がどのように行われ，財の循環がどのよう

に変化するかをマクロ的視点から評価するために，���

日本モジュール拡張版である応用一般均衡モデルを改良

する。サブ課題（２）では，材料や製品の流れ（マテリ

アルフロー）やそれらに含まれる化学物質の流れ（サブ

スタンスフロー）を統合的にとらえ，生産段階をも含め

た廃棄物処理ライフサイクルにおいて重要な有害化学物

質を対象に，人及び生態系への作用量の調査・解明，環

境への漏出量などの評価を行い，リスクを考慮した循環

型経済社会の評価を行う。また，リスク評価の視点を

���日本モジュール拡張版に反映させたシミュレー

ションを行う。サブ課題（３）では，循環型社会の構築

に向けた政策をデザインし，これらの政策を���日本

モジュール拡張版に反映させ，それぞれの政策の効果を

経済発展及びリスク評価の視点から定量的に評価する。

〔成　果〕

　サブ課題（１）では，１９９５年産業連関表を再現でき

るように経済活動及び廃棄物の排出・処理をはじめとす

る環境負荷のデータベースを更新するとともに，経済的

な収支とともに物質収支も再現できるようなモデル構造

への改良，各種税制の再現，投資と資本ストックの関係

の改善，効率改善過程における新規設備と既存設備の関

係の評価等のモデルの改良作業を実施した。こうして改

良された応用一般均衡モデルを用いた予備的シミュレー

ションを行い，廃棄物最終処分制約や二酸化炭素排出制

約下における環境政策の実施は，環境制約を緩和させる

ことによる経済活動の回復とともに，環境関連産業の活

性化から，経済活動を回復させることを明らかにした。

また，廃棄物処理に関するデータの収集作業を行い，応

用一般均衡モデルにおいて用いる技術・経済データの整

備を行った。このほか，技術進歩や環境政策による経済

活動への影響をよりリアルに表現することができるよう

に，応用一般均衡モデルと個別分野での技術動向を再現

させたボトムアップモデルを統合したモデルの開発につ

いて検討を開始した。本年度にはボトムアップモデルと

して下水処理汚泥処理を対象にした技術選択モデルを開

発し，予備的なシミュレーションを行った。

　サブ課題（２）では，本年度において以下の研究を実

施した。

　プロトタタイプの化学物質優先順位リスト策定手法の

開発に向けて，有害化学物質の優先順位決定のための要

件として，慢性毒性の有無及び暴露（蓄積性・残留性）

の可能性，廃棄物処理・処分過程での環境への放出可能

―�����―
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性及び環境中の存在程度，廃棄物処理・処分に関する行

政の関心の３項目を設定した。優先順位策定のための対

象化学物質として����パイロット事業対象物質である

１７８物質を採用し，優先順位を策定したところ，フタル

酸ビス（２�エチルヘキシル）を筆頭に，ベンゼン，鉛

及びその化合物，カドミウム及びその化合物，テトラク

ロロエチレンと優先して管理されるべき化学物質の順位

を示した。

　鉛を中心として昨年開発したサブスタンスフローモデ

ルの検証のために産業廃棄物焼却施設の重金属のフロー

調査を行い，産業廃棄物焼却施設における鉛のフローを

推定した。この分析から産業廃棄物焼却施設から排出さ

れる鉛は高々１万トン�年であり，その他の産業廃棄物

中間処理施設の調査も必要となることを明らかにした。

　最終処分場のリスク管理のための早期警戒システム開

発のための基礎作業として，バイオアッセイによる毒性

総合評価手法のプロトコルを進めた。

　サブ課題（３）では経済モデルで評価する政策デザイ

ンの検討を開始した。本年度では，循環型社会の構築に

有効と思われる政策を取り上げる作業を行うとともに，

それらをモデルで評価するために必要なデータ収集を

行った。政策として取り上げたものは，グリーン購入，

課税政策，廃棄物発生抑制等の技術進歩，環境投資の拡

大，環境産業の育成，情報技術の進展，脱物質化，環境

政策統合などである。また，情報技術の進展による環境

への影響を評価するために各種文献からデータを収集

し，将来の情報技術に関するシナリオを作成し，それを

応用一般均衡モデルに組み入れ，主として二酸化炭素排

出削減への効果を定量的に評価するシミュレーションを

行った。

〔発　表〕��５２，��１０９

―�����―
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�２．１４． １�生物間相互作用と湖沼の持続的利用を
考慮した適切な湖沼保全のための基礎的

研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子・加藤秀男＊

　　　　　生 物 圏 環 境 部：野原精一・上野隆平

　　　　　　　　　　　　　　（＊科学技術特別研究員）

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕湖沼の水質は窒素とリンの現存量や負荷量と

の関連で議論されてきた。一方で，魚類群集が食物連鎖

の下位の動植物プランクトンの量や質を左右し，水質を

変化させる事実も報告されている。しかし，日本の湖沼

では，まだその実態は全く明らかにされていない。十和

田湖は，近年���値が環境基準値の１���を越え透明

度が確実に減少し，ウログレナによる赤潮が発生してい

る。また，名物であるヒメマスの漁獲量が著しく落ちこ

み，ワカサギが増え，これが本湖の生態系を大きく変化

させている。本研究では，十和田湖を日本の貧栄養湖沼

の一つのモデルケースと考え，貧栄養湖沼の様々な利用

を考慮した総合的な湖沼環境保全のあり方を提示するた

めのに，沖と沿岸域，おのおのの場での生物群集の相互

の関係を解明し，生態系構造およびその機能を明らかに

する。

〔内　容〕十和田湖にヒメマスが支笏湖より移植されて

１００年近くが経過した。十和田湖のヒメマス資源は，

１９８０年代前半までは安定した高い資源水準（１０～６０ト

ン）を維持していたが，ワカサギが本格的に漁獲される

ようになった１９８４年以後，著しい資源変動を示すよう

になった。ワカサギ漁獲量のピークはヒメマス漁獲量の

ピークの翌年に出現する場合が多い。ワカサギが著しく

増加したときに，ヒメマスが激減している。また，両種

とも漁獲量の著しい増加の直後に個体群のクラッシュを

おこしている場合が多い。１９５２年級群以降の再生産曲

線から，十和田湖におけるヒメマスの親魚の環境収容力

は約８，�０００尾と推定され，最大放流数は約１６０万尾と試

算された。

　十和田湖の透明度はミジンコの出現と密接に関係し，

さらに，ミジンコの出現はヒメマス・ワカサギの捕食圧

に関連している。ヒメマス・ワカサギの胃内容物解析で

は，１９９８年４～５月には�������　����������をおもな餌

生物としていたが，�．����������が顕著に増加する直

前の６月中旬には，ちょうどこの時期に底泥から羽化浮

上するユスリカの蛹を多く食べていた。この事実はユス

リカ蛹の浮上が魚の捕食から�．����������を開放し，

間接的に透明度を上げている可能性を示す。一方，魚の

捕食圧が増加すると動物プランクトンの体長・抱卵個体

当たりの抱卵数が減少する。１９９８年十和田湖では�．�

����������個体群の平均体長，抱卵個体の平均体長およ

び抱卵数は，すべて６月中に減少し，以後低いレベルで

推移した。従って，ヒメマス・ワカサギの胃内容物にユ

スリカ蛹が多く含まれていた時期にも�．����������個

体群への捕食圧は上がっており，十和田湖で沿岸域のユ

スリカ個体群が間接的に動物プランクトンへの捕食圧を

下げ，透明度を上げることはない，と結論された。

〔発　表〕���１９４～�１９８，�２０２

２．１４． ２�有害藻類発生湖沼の有機物，栄養塩類，
生物群集の動態解析と修復効果の評価に

関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之

　　　　　水 土 壌 圏 環 境 部：今井章雄・松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕���（世界保健機関）の飲料水質ガイドラ

インに設定された毒性藻類をはじめとするアオコの増殖

要因および有機物濃度の上昇要因は発生源からの流入負

荷，底泥からの溶出負荷等に由来する有機物，栄養塩類

としての窒素，リン等が重要な要因としてあげられ，こ

れらの要因が密接に関連して湖内生態系の群集構造の変

化，すなわち不健全な生態系へ変遷するのか健全生態系

へ修復するのか鍵となることが指摘されている。そのた

め湖内，流入汚水の有機物の分画パターン，窒素，リン

濃度生物群集構造を踏まえたメカニズムの解明・解析に

基づく対策技術の導入が必要とされている。本研究では

上記の点を鑑み，茨城県霞ヶ浦，福井県三方五湖，神奈

川県相模湖，岡山県児島湖，石川県河北潟，東京都内池

沼等を対象とし，健全な湖沼生態系への修復を目的に位

置付け，有害藻類発生湖沼の有機物，栄養塩類，生物群

集の動態解析と修復効果の評価に関する研究を推進する

こととする。

―�����―
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〔内　容〕発生源である下水処理水，埋立地浸出水等お

よび湖水，藻類培養後の培地ろ液等に含有される有機物

の疎水性－親水性，酸性－塩基性，易－難分解性に基づ

き樹脂吸着分画手法を適用し，各画分の物理化学的特性

および季節変化を把握することにより，湖水で漸増・蓄

積する有機物の実態および動態を解明し，この各画分の

存在比・特性を評価し，物質収支的アプローチ解析等に

より湖水溶存有機物の起源を推定する。この知見に基づ

き，効果的な湖沼有機物負荷削減対策の在り方の解析評

価を国立環境研究所および茨城県，福井県との連携によ

り行う。

　また，有毒藻類の増殖特性と捕食分解におけるミクロ

キスチンの生分解機構の解明について，捕食者としての

微小動物を添加した場合，しない場合における光，温度

条件等を変化させて解析すると同時にミクロキスチンの

生分解機構について国立環境研究所および福井県，岡山

県と連携により解明する。さらに，有毒物質やカビ臭物

質を産生するオシラトリア属，フォルミジウム属の水温

条件，他の藻類との相互作用における競争条件下の増殖

特性を解析すると同時に微小動物の捕食分解機構解明に

よる増殖抑制機構等について国立環境研究所および茨城

県，福井県，岡山県と連携して行うと同時に，有害藻類

の増殖抑制機構についてベンチスケール規模および数�３

規模のモデル湖沼シミュレーター等により窒素，リン，ミ

クロキスチン，生物群動態並びに溶存有機物の分画によ

るプロフィール解析を行っていく。

　これらの結果を踏まえ，発生源由来の有機物として有

機酸やフミン，非フミン系の物質を物理化学反応で低減

化することが湖沼水分画溶存有機物のどの分画を低減す

る上で重要かについてオゾン，チタニウム法等を用いた

有機性排水等の流入水の分解特性から解析を行い，発生

源また湖内底泥から有機物，窒素，リンの負荷が湖内生

物群集構造をどのように変化させていくかについて，有

機物，窒素，リンの負荷を削減した場合，しない場合に

おける影響を解析し，発生源での負荷削減技術を総合的

に評価すると同時に水環境修復の対策法のあり方につい

て提案を行う。

〔発　表〕��１０，１２，２４，��１８，２１，２７，４９，５８，６８，

１０１

�

２．１４．３�規制項目等有害元素による地下水高濃
度汚染実態解明と修復技術に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高

� 化　学　環　境　部：中杉修身・瀬山晴彦・

� 　　　　　　　　　　田中　敦

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕有害物質による土壌・地下水汚染が顕在化し，

その修復対策が緊急の課題となっている。特に汚染源が

面的に広がりを持つホウ素などによる地下水汚染は，環

境庁や自治体調査によれば環境基準不適合率が４％を超

過し，トリクロロエチレン等による不適合率を上回って

いる。このような地下水汚染現象は丘陵型農耕地（地下

水上流地域であることが多い）に顕在化しており，地下

水下流域での伏流水や地下水利用に深刻な影響を与えて

いる。そのような地下水汚染が著しく進行している地域

では，ホウ素のみならず，ニッケル，アルミニウム，コ

バルト，アンチモン等有害な規制項目成分等が指針値を

超える高濃度で検出されることが多く，ニッケルのよう

な陽イオン状態で溶存する成分と，ホウ素のように含酸

素陰イオン状態で溶存する成分による汚染が混在する特

徴がある。そのような汚染が，複数の原因物質による混

合汚染なのか，連鎖的二次汚染によるものなのか現在の

ところ全くわかっていないため，的確な対策の方針が立

てられない状況にある。こうした背景を基に，本研究で

は，ニッケル，ホウ素，アンチモンなど規制項目等によ

る地下水汚染機構を解明し，さらに地下水利用に際して

安定かつ低コストな無害化処理技術の開発を目的とす

る。

〔内　容〕本研究では，汚染の顕在化している静岡県，

岐阜県，福岡県で，汚染地下水の滞留する地下環境を把

握するために調査掘削や既存井戸を利用して対象土壌や

地下水を採取する。この試料を用いて，規制項目等有害

成分の形態別分析手法を確立する。地質資料や土地利用

状況の変遷資料等の既存資料との総合的解析は，対象地

域自治体の協力を得て共同で行い，汚染されやすい土質

機構や地下水帯水層の有害成分による地下水汚染機構の

解明を目指す。汚染された地下水や伏流水については，

その用途および各自治体の現場に対応した低コストな水

処理／修復技術の開発を国及び自治体研究機関の共同研

究として実施する。研究の内容は，以下の分担課題に分

類し，国立公衆衛生院，野菜・茶業研究所との共同研究

により，実施される。
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（１）地下水汚染機構の解明に関する研究

　地方自治体および国立試験研究機関の協力のもとに収

集した施肥や農薬等原単位データを加味し地下浸透機構

について解明する。各汚染成分の偏在状況，汚染源や地

下水源の特定，汚染評価図の作成を行う。

（２）高感度分析法，形態別分析法の開発に関する研究

　水素，酸素，窒素，炭素，ホウ素等は，同位対比の違

いから汚染機構や汚染物質の変動予測に有効なため，そ

れらの高精度同位対比分析法の確立を行う。地下水中の

存在形態を把握することは，有害金属の毒性評価や処理

技術を評価する上で重要であると考えられることから，

���������法等の手法を用いて，化学形態別分析法の

検討を行う。

（３）汚染地下水の修復・低減化技術の確立

　溶存成分の除去は，��膜および低圧��膜による膜

分離方式による技術について検討し，茶園溶脱地下水を

効率的に処理できる装置を検討する。ニッケル，アンチ

モン等の有害金属を対象にして，汚染地下水を飲用に用

いた場合にも人への健康影響リスクの低減化が可能とな

るような処理技術に関する研究を行う。

〔成　果〕本研究の対象地域は，農業活動によって地下

水汚染が生じている可能性が高く，野菜・茶業研究所と

の共同で汚染実態と施肥との関連性を明らかにするため

のモニタリングに着手した。ニッケル，アンチモン等の

汚染は，硝酸による高濃度汚染地域と一致しており，硝

酸による二次汚染である可能性が高い。それゆえ，本年

度は硝酸汚染機構の把握を目指し，肥料の硝酸化機構解

明のための同位体比分析技術の確立を行った。水環境試

料中の窒素同位体比分析は，熟練した前処理技術が要求

されるだけでなく，分析操作も複雑であり，一日に分析

できる試料数に限りがある。元素分析計ー同位体比質量

分析計を組み合わせた装置を用い，溶液中の硝酸態窒素

分を固体化後測定する分析方法の開発を目指した。本法

を用いれば，従来法の１０倍の試料数が１日に分析可能

となる。また，アンチモン等含酸素イオン種は，その地

下水中での化学形態が複雑である。形態別分析方法の開

発と修復技術の開発にあたっては，国立公衆衛生院に参

画いただいた。微量有害元素の形態分析には，���

������法による条件を探索した。現地フィールドで

は，採水だけでなく，水門学的調査と農業活動の聞き取

り調査も開始し，汚染機構解明のための基本データの蓄

積も開始した。

〔発　表〕��８４，８６，��２１２，２１６～２１８，２１９

２．１４．４�生物評価試験による浮遊粒子状物質の
長期曝露モニタリングに関する研究

〔担当者〕廃 棄 物 研 究 部：後藤純雄

　　　　　地域環境研究グループ：田邊　潔

〔期　�間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目�　的〕人間活動に伴い様々な汚染物質がガス状ま

たは粒子状で環境空気中に排出されている。環境空気中

の浮遊粒子状物質中には比較的分子量の高い物質が微量

ずつ混在している。これらの中には発がん物質であると

同時に，外因性内分泌撹乱物質として疑われているベン

ゾ［�］ピレンやダイオキシンも含まれ，かつ，呼吸器

系に沈着しやすく人為起源の寄与の大きな微細粒子中に

含まれているため，その長期曝露に伴う健康影響が懸念

されている。したがって，これら物質の長期曝露の影響

や，質的経年変化に関する知見の蓄積が対策を講ずる上

で重要になってきている。また，浮遊粒子状物質の発生

源や大気中での挙動が複雑であることから不明な点が多

い状況にある。そこで本研究では，汚染そのものを総合

的に，また比較的高感度にとらえ得る変異原性試験や細

胞間連絡阻害試験等の生物評価試験法，および代表的化

学物質の分析法等を併用し，浮遊粒子状物質の長期モニ

タリングに関する研究を行うことを目的としている。

〔内　容〕長期間継続的に採取した浮遊粒子状物質を生

物試験及び化学分析に供し，その結果から空気中発がん

関連物質の発生要因や曝露要因を把握するとともに長期

曝露評価に必要な基礎資料を得るために平成１２年度か

ら１６年度まで以下の研究を行う。

（１）浮遊粒子状物質及びそれに含まれる有害物質によ

る都市部大気汚染トレンド（２０～２５年）を長期低温保

存試料等を用いて明らかにする。

（２）生物評価試験（変異原性測定法など）を上記測定

に適用し，汚染そのものの総合的評価を試みる。

（３）都市部浮遊粒子状物質を大量に採取し，それを標

準比較試料として用いることにより生物評価試験法，高

感度化学分析法の規格化や測定精度管理手法についても

検討する。

（４）隔日サンプリング等，試料採取の基礎資料を作成

するとともに，生物評価試験や当該化学物質分析に適し

た試料調製や試料保存法を作成する。
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（５）ガス�粒子間の成分組成や浮遊粒子の粒径分布に

及ぼす各種要因及び当該物質のリアルタイム測定法につ

いて発生源などを含めた検討を行う。

　本年度は，環境空気中の浮遊粒子状物質の長期モニタ

リングや曝露評価に必要な基礎資料を得るため，以下の

検討を行った。

　１）ハイボリウムエアサンプラーにより約２０年前か

ら採取し超低温保存してきた浮遊粒子試料の一部を用い

て，ダイオキシン類濃度等を測定し，経時変動等につい

て予備的検討を行った。

　２）マッシブボリームエアサンプラーを用いて浮遊粒

子試料（粉体）を大量採取し，その混合物を生物評価試

験および化学分析に供し，本試料の基礎的評価を行っ

た。

　３）アンダーセン型ロープレッシャーインパクター等

を用いて屋外浮遊粒子を粒径ごとに分級採取すると共

に，ポリウレタン樹脂を用いてガス状試料を採取し，そ

れらのダイオキシン類を測定し，環境空気中の存在実態

に関する基礎的検討を行った。

２．１４．５�最終処分場における微量汚染物質の長
期的挙動とその制御方策に関する研究

〔担当者〕廃棄物研究部：大迫政浩

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕　最終処分場の安全性に対する住民不安から

施設整備が進まない現状の中で，処分場に存在する微量

汚染物質の長期的挙動の把握とその制御方策の確立が喫

緊の課題として要請されている。そこで本研究では，ダ

イオキシン類などの疎水性有機汚染物質と重金属類の埋

立層内における長期的挙動モデルを構築し，長期的な制

御方策として，埋立搬入前の洗浄型促進エージング法の

開発及びその効果を判定するための溶出試験ツールの開

発を行い，その制御効果を長期的挙動モデルにより検証

することを目的とする。初年度である本年度においては

特に，①疎水性有機汚染物質（����）の溶出特性に関

する既往研究レビューと基礎実験　②焼却残渣からの無

機性汚染物質の溶出特性に関するデータベース構築と溶

出挙動解析　③焼却残渣の洗浄型促進エージング法に関

する技術要件設定と基礎実験を行った。

　〔内　容〕

（１）疎水性有機汚染物質の溶出特性に関する研究

　����の溶出試験に関する様々な文献のレヴューを

行った結果，溶出試験にかかわる一般的な条件因子以外

にも，有機・無機質のような固体質による����の溶出

特性，溶媒のマトリックスの組成，溶解性として見なす

粒径範囲と固液分離法などの検討が必要であることがわ

かった。そこで，有機・無機質のマトリックスにおける

����の溶出パターンなどについて基礎的な検討を行っ

た結果，����に汚染されている土壌で無機質と有機質

が同じ割合で混合しているときは，時間の経過とともに

最初には溶出可能な無機質に付着／吸着している����

が多く溶出し，その後無機質に残った����と有機質に

吸着／付着している����が溶出すると考えられた。

（２）無機性汚染物質の溶出特性に関する研究

　文献調査等により焼却残渣の成分分析結果をデータ

ベース化して無機性汚染物質の溶出特性の解析を行っ

た。特に鉛の溶出特性を解析した結果，①水酸化物酸化

物は溶出液の��を上昇させ，上昇した��は鉛の溶出

濃度を増加させた。②高いイオン強度下では鉛の溶出濃

度が増加した。③鉛の含有量が高いと溶出濃度も高かっ

た。④未燃炭素のような有機物質が多いと溶出濃度も増

加した。しかし，⑤焼却残渣の成分中，鉄，ケイ素など

の含有量が多いと鉛の溶出濃度は低かった。以上のこと

から，鉛の溶出に影響を与えた因子などの化学的形態を

把握し，鉛の理論的溶出モデルを構築することの必要性

を指摘した。

（３）焼却残渣の洗浄型促進エージング法に関する研究

　洗浄型促進エージング法とは，焼却施設内で発生する

焼却残渣を排出ガス中の二酸化炭素を吹き込みながら撹

拌強度を高めて易溶性汚染物質を洗い流し，同時に中

和・炭酸化によって重金属類を固定化・安定化させると

ともに，施設から供給される焼却熱を利用して洗浄効果

の向上，エージングによる鉱物化の促進，排水の効率的

処理を効果的に行うハイブリッド型システムである。そ

こで，ベンチスケール実験設備により基礎的な検討を行

い，有用な知見を得ることができたが，システムの実現

可能性に関して判断するまでには至っていない。

２．１４．６�廃棄物の熱処理に伴う未規制有害物質
の抑制・管理に関する研究

〔担当者〕廃棄物研究部：池口　孝

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕我が国の廃棄物処理は衛生的な処理に重点を

おいた従来の焼却処理を中心とした処理から，廃棄物の
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減量化・再利用を積極的に推進する方向に変わりつつあ

る。廃棄物処理・リサイクルシステムは循環型社会を支

える上でなくてはならないものであるが，廃棄物の中に

は多種多様の有害化学物質や様々な化学物質が含まれて

いる可能性があるため，処理の過程でこれらの物質が排

出したり，あるいは他の種類の化学物質が二次生成され

る恐れがある。しかしながら，このような知見は非常に

限られており，発生メカニズムの解明とともに，低減化

技術の開発が必要となっている。

　本研究では各種の廃棄物処理・リサイクル施設におけ

る熱処理に伴い発生する有害物質のうち，従来型の規制

化学物質以外の物質，すなわち，ダイオキシン類等の有

機塩素系化合物や多環芳香族炭化水素（����），重金

属などについて，その排出実態や発生メカニズムの解明

及び排出制御技術の検討等を行うことを目的としてお

り，その成果は，環境リスク低減型の廃棄物処理・資源

化システムや技術の開発の一助となるものと考えてい

る。

〔内　容〕

（１）ガス化溶融ごみ処理プラントにおけるダイオキシ

　ン類，多環芳香族炭化水素類の挙動

　１）ダイオキシン類濃度は排ガスの流れ方向，すなわ

ち二次燃焼室出口，バグフィルター出口，触媒塔出口

で段階的に減少した。また，ガス化炉不燃物や溶融ス

ラグ中のダイオキシン類レベルは極めて低くかった。

　２）多環芳香族炭化水素類ではベンゼン環の数が少な

いものが高濃度に検出された。排ガスの流れ方向に減

少していた。

　３）多環芳香族炭化水素類のバグフィルター，触媒塔

での除去は顕著ではなかった。また，ガス化炉不燃

物，ガス冷ダスト，溶融飛灰で比較的高いナフタレン

が検出された。

（２）一般廃棄物焼却施設周辺の大気拡散シミュレー

ション

　１）有効煙突高推算式の種類による影響は，粒径が小

さいときは比較的小さいが，粒径が大きいときは選択

する有効煙突高推算式により降下流量の分布形状と大

きさにかなり差が出た。

　２）等価平均排出条件での計算結果と運転パターンご

との計算結果を合成する方法とでは，シミュレーショ

ン結果にはほとんど差がなかった。

　３）ダウンウォッシュを考慮するだけでは，煙源のご

く近傍で高濃度となる降下流量分布をシミュレーショ

ンで再現することはできなかった。しかし，降下じん

の粒径を大粒径とすれば，あるいはフューミゲーショ

ンを仮定すれば，煙源近傍で高くなる降下流量分布を

ある程度再現することができた。

（３）焼却炉排ガス中クロロフェノール類の凝縮水型�

全自動連続分析計の試作と現地試験

　１）��に濃縮・夾雑物除去用と分離用の２本をカラ

ムスイッチングシステムで接続して，試料液中の置換

塩素数が２および３の���をほぼ完全に分離して長

期に運転できる方式を確立した。

　２）排ガス中の���はほぼ５��の凝縮水で捕集が可

能で，あらかじめ一定量の蒸留水を加える方式で，連

続分析が可能となった。

（４）毒性評価手法の確立に関する研究

　１）焼却飛灰など計１０種類の試料の変異原性を����

復帰変異試験で調べた結果，�５（調温塔下灰）の�

９���無添加条件下において変異原性を認めた。

　２）変異原性の認められた試料について，�����復帰

変異試験で変異塩基対の特性を調べた結果，�５（調

温塔下灰）では��→��変異が誘発されていること

を認めた。

２．１４．７�内分泌撹乱化学物質等の有害化学物質
の簡易・迅速・自動化分析技術に関する

研究

〔担当者〕廃棄物研究部：大迫政浩

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕ダイオキシン類や���類などの内分泌撹乱

化学物質の測定は，通常高分解能ガスクロマトグラフ質

量分析計（���������）を用いて行われ，測定法が

複雑で高度な技能を必要とすること，高額の設備を必要

とすること等から，高いコストと多くの労力を要し，か

つ結果を得るまでに長期間を要することが，問題解決を

困難にしている大きな障害となっている。そこで本研究

では，低コストで簡易かつ迅速な分析技術として，近年

環境分野への適用が図られている先端技法である免疫測

定法に着目し，多くの干渉物質を含む廃棄物試料に対し

て適用可能な測定系の開発を目的とする。初年度である

本年度においては，①都市ごみ焼却施設のばいじんおよ

び汚染土壌に対するダイオキシン類試験系の開発　②

���汚染油に対する測定系の開発可能性検討　③ダイ
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オキシン類に対する高選択性抗体の設計に関する研究を

実施した。

〔内　容〕

（１）都市ごみ焼却施設のばいじんおよび汚染土壌に対

するダイオキシン類試験系の開発

　時間分解蛍光免疫測定法と，試料の前処理法として高

速溶媒抽出（���）／多層シリカゲルカラム精製を組み

合わせた迅速簡易試験系を開発し，実際の都市ごみ焼却

施設から採取したばいじんおよび汚染土壌に適用して，

���������による機器分析結果との比較検討を行っ

た。その結果，機器分析結果との間に良好な相関が得ら

れ，適用可能であることが明確になった。なお，汚染土

壌に関しては，抽出液がばいじんと異なる干渉マトリッ

クス成分を含むことから，カラムクリーンアップ時の脱

着液の組成を変えることが必要であった。

（２）���汚染油に対する測定系の開発可能性検討

　���汚染油中の���濃度測定のため，①基準値

５００���以下を測定でき，②汚染油中共存物質の影響を

受けず，③オンサイト・迅速測定ができる免疫測定系の

検討を実施した。���時間分解蛍光免疫測定法では５

���の���を測定できることが確認できた。共存物質

の影響の有無について基礎的な知見を得た。

（３）ダイオキシン類に対する高選択性抗体の設計

　�����の測定結果から，２９種類のダイオキシン類異

性体の中で�����，�����，�����，�����異性体

が���値と最も良い相関性を示すことが判明した。こ

れらダイオキシン異性体に対する抗体及び免疫測定系を

開発するため，タンパク質結合ダイオキシン免疫原の合

成法を検討した。
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�２．１５．１�環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす
影響評価に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：米元純三・曽根秀子

　　　　　環　境　健　康　部：青木康展・大迫誠一郎・

　　　　　　　　　　　　　　　宮原裕一

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕我が国においてはかっての公害問題のような

激甚な環境汚染は影を潜めたが，人為的な活動に伴い，

さまざまな媒体を通して多種類の有害化学物質が放出さ

れ続けている。近年，内分泌撹乱作用に基づく有機塩素

系化合物などの次世代への影響があらためて提起されて

おり，ヒトの生殖への影響が懸念されている。

　本研究においては，体内のホルモンと類似の作用ある

いはホルモンを制御する作用を示すことにより正常なホ

ルモンの機能を乱す環境中の内分泌撹乱化学物質

（����），ならびに日本人において体内への取り込み量

が多い重金属（カドミウム等）が，どのような濃度でい

かなるメカニズムにより雄の生殖機能に影響を及ぼしう

るのかに関する実験的研究を行う。

〔内　容〕異なる系統のマウス，ラットにダイオキシン

類あるいは重金属類を投与し，精巣等への蓄積量の解析

と，精巣等への影響評価から量－反応関係を明らかに

し，系統差，感受性を規定する要因を解析する。また，

ダイオキシン類，あるいは重金属の精巣および精子形成

への作用メカニズムを精巣特異的タンパクの発現，精巣

特異的遺伝子の発現を指標に解明する。

　本年度は妊娠���������	ラットに１２．５，５０，２００，

８００�����の［３�］����を経口一回投与し，母体内

での分布，雄の仔について，４９日齢，６３日齢でと殺し，

生殖器官への影響と����の臓器中の分布を検討した。

２００，８００�����投与群で性成熟の遅れが見られたが，体

重増加も抑制されていた。肛門－生殖突起間距離，精巣

重量，精巣上体精子数，精子運動能には影響が認められ

なかった。４９日齢の８００�����投与群で前立腺重量の有

意な減少が認められた。８００�����投与群では，妊娠１６

日の母体の脂肪組織，胎仔の����濃度はそれぞれ

５１２����，５２����であった。４９日齢の生殖器官には

����はほとんど検出されなかった。前年の実験に用

いた��������ラットにくらべて，����������	ラット

は����に対して感受性が低いと考えられた。

〔発　表〕��３０４，��３９，６２～６６

２．１５．２�富栄養化が水圏生態系における有害藻
類の増殖および気候変動気体の代謝に及

ぼす影響に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕水圏生態系の遷移により引き起こされるアオ

コ，赤潮藻類等の異常増殖を伴う湖沼・内湾等の富栄養

化は，重要な地球的環境問題である。これらの藻類は温

室効果ガスとしての��２を吸収する重要な微生物であ

るが，有毒物質を生産する藻類が水域の栄養塩濃度の増

大により顕在化していることを鑑みると，藻類による温

室効果ガスの吸収固定化には望ましいとしても藻類種の

組成の制御が重要な位置づけにあると考えられる。ま

た，気候変動気体であるジメチルサルファイドは大気中

で温度低下に寄与し，硝化反応で発生する��２��は温度

上昇に寄与する。これらの水圏生態系における物質フ

ラックスを定量的に解析評価することが健全な生態系創

造のために必要不可欠であり，水圏，土壌圏，大気圏の

各メディアを統合したクロスメディアの観点からの検討

が重要な位置づけにある。このことから，水圏生態系に

おける富栄養化の温室効果ガスの代謝過程および生物の

遷移機構に及ぼす影響を水圏モデル生態系としてのマイ

クロコズムおよび安定同位体・放射性同位体を用いて個

体群動態および物質フラックスの両側面から明らかに

し，生態系保全および地球温暖化対策に資する生態系モ

デルの開発を試み，健全な水圏生態系を構築することを

目的とする。

〔内　容〕水圏生態系内の炭素循環機構を解析するため

に，その重要なコンパートメントである微生物ループの

基本構造を再現したモデル生態系であるマイクロコズム

を構築した。このマイクロコズムは一次生産者である

���������　��������，細菌類として���������	�　������，

捕食者として���������　��������の３種の既知の生物種

を組み合わせた３種系を基本とし，このほかに，一次生

産者のみの系，一次生産者と細菌類が共存した系等の組

み合わせを，より詳細な機構解明のために構築した。こ
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れらの系において，水域において最も重要な栄養塩であ

る窒素濃度や，窒素形態の違いによる炭素移動特性につ

いて，トレーサーとして放射性炭素（１４�）を用い，本

研究で確立したフィルター分画法の実験結果に基づく数

理的・統計的解析を行い，一次生産者と細菌類との間で

の窒素獲得競争と炭素循環の関係についての基礎的知見

を得た。すなわち，藻類による炭素吸収は栄養塩濃度や

その形態等の影響を受けると同時に藻類の放出する代謝

産物の質や量が変化し，微生物ループの生物間の相互作

用と物質循環に影響が及ぶことが示唆された。また，細

菌の存在や原生動物の存在は，藻類の光合成活性に影響

を与えることがわかった。

　また，開発した新たなマイクロコズム系において，安

定同位体による炭素・窒素の両方の物質循環速度を定量

化するために必要な精密計測手法について検討した。実

験条件を詳細に検討することで測定精度の高い放射性同

位体を用いた計測手法との間の誤差を小さくすることが

できた。

　さらに，富栄養化湖沼に固有な特性を解析するため

に，富栄養化湖沼の代表種である，藍藻類�����������　

��������	�（生産者），原生動物繊毛虫類�����　�������

（捕食者）および細菌類（分解者）からなる系，すなわ

ち，富栄養化湖沼マイクロコズム系をフラスコスケール

で確立できた。

〔発　表〕��１７，４４，７４，７５

２．１５．３�ガス交換能を有する肺胞モデルの開発
と健康影響評価への応用

〔担当者〕環　境　健　康　部：持立克身・白　禹詩・

　　　　　　　　　　　　　　　小林隆弘

　　　　　地域環境研究グループ：古山昭子・鈴木　明

　　　　　社会環境システム部：清水　明

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕これまで呼吸器系に対する大気汚染物質の影

響は，呼吸機能に関する生理学的研究，気道および肺胞

上皮組織の病変に関する組織化学的研究，あるいは免疫

細胞の機能に関する研究等によって評価されてきた。し

かし，これらの実験動物を用いた暴露実験を主体とする

研究では，ガス暴露装置の制約を強く受け，大気環境中

に数多くの汚染物質が共存しその複合汚染が危惧される

状況に，適切に対処できない恐れがある。このような状

況を踏まえ，「環境化学物質に対するバイオエフェクト

センサーの開発」（平成７～１１年度）では，Ⅱ型肺胞上

皮細胞と肺線維芽細胞を用いて，影響評価用肺胞上皮組

織を人工薄膜上に再構築した。本研究では，この人工上

皮組織が環境汚染物質を細胞培養液に溶解させた形で影

響評価することを前提としていた点を解消すべく，ガス

状物質についても影響評価が可能な肺胞組織同等体を構

築する。

〔内　容〕本研究の前期３年間では，ガス交換能を有す

る肺胞構造体を��　�����に構築することを目指す。本年

度は，コラーゲンゲルに包埋したヒト線維芽細胞

（����）とヒト血管内皮細胞（����）を共培養し，内

皮細胞直下に基底膜構造体が形成されるか検討した。先

ず，プラスチック薄膜上に線維状Ⅰ型コラーゲン基質

（���）を作製した後，その反対面に����を作製し，数日

間培養して擬似間質を形成した。次に，���上に����

を播種し，����の順化培地存在下で２週間共培養した。

その結果，����直下には基底膜成分のラミニンやⅣ型

コラーゲン等が連続的に集積した。その集積物を透過型

電子顕微鏡で観察したところ，不連続ではあるがラミナ

デンサが形成された。

〔発　表〕��４４，��２４０，２４１

２．１５．４�������：加速器による生体中，環境
中微量成分の超高感度追跡手法の開発

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行・田中　敦・

　　　　　　　　　　　　　　　米田　穣・内田昌男＊

（＊共同研究員）

　　　　　国　　　際　　　室：植弘崇嗣

　　　　　地域環境研究グループ：森田昌敏

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕１４�等の放射性同位体は，生体中の様々な物

質代謝経路の追跡のためのトレーサーとして，また環境

中の汚染物質の起源を探る有力なパラメータとして（現

生生物が１４�を一定濃度含むのに対し石油石炭起源の物

質は含まない）重要な役割を演じている。しかしなが

ら，従来の方法では，目的とする１４�含有物質を手間を

かけて分離・精製し，その中に含まれる１４�量を液体シ

ンチレーションカウンター等の感度の低い分析手法で測

定して追跡を行っていた。本研究では，１４�等の長寿命

放射性同位体の先端的高感度分析手法である加速器質量

分析法（���）と，微量成分の高度の分離手法である

多次元ガスクロマトグラフ（��）とを組み合わせて，
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生体中，環境中の微量化学物質中の微量放射性同位体を

個別に追跡できる，新しい高感度な分析システムを開発

することを目的とする。

〔内　容〕分取��システムを計画通り二次元に拡張

し，多様な化合物の環境試料からの単離精製に対応でき

る体制を整えた。グラファイト化の必要量を減らしてよ

り少ない試料量にも対応できるよう，体積を減らし反応

中の圧力を監視できるようにした新たな微量調製ライン

を開発し，従来法の標準であった１��より２桁低い，

�として１０�μ��の標準試料，実試料のグラファイト化と

分析に成功した。自然の物質循環に関する基礎的なデー

タを取得するため，陸地から遠く離れた北太平洋日本海

溝脇でボックスコアラーを使って堆積物を大量採取し，

短鎖，長鎖の脂肪酸の個別年代を測定した。また，同じ

層でみつかった底棲有孔虫の殻を拾い集めて年代を測定

した。その結果，表層植物プランクトンやバクテリアの

バイオマーカーとされる短鎖脂肪酸の方が，陸上植物起

源とされる長鎖脂肪酸より２千年前後若い年代を与え

た。長鎖脂肪酸同士の比較では，脂肪酸の長さが長くな

るほど年代も少しずつ古くなる傾向を示し，その原因が

注目された。一方，底棲有孔虫年代は長鎖脂肪酸に近い

年代を与えたが，この海域では深海からの湧昇流の影響

で，浮遊性有孔虫と底棲有孔虫との間に千年程度の年代

差があるものと考えられており，その差を差し引くと同

じ植物起源のバイオマーカーの年代に近づくこともわ

かった。

　一方，陸上ピート堆積層の年代を物質群毎に測定した

ところ，中性脂質画分が一貫して最も古い年代を与え

た。フミン酸，フルボ酸も近いものの，少し若く出る傾

向があり，セルロース画分はいずれの層でも数百年若め

の値を与えた。以上の結果は，植物が死んで堆積する際

に，地上部と地下部（根）が違う深さに影響を与えるた

めに，地下部に多く含まれる物質の影響がより古い層に

まで及んで見かけの年代を若くすると考えるとつじつま

があう。これまで陸上堆積物の年代決定は土壌有機物丸

ごとで行われることが多かったが，こうした方法では植

物の根の影響から実際の堆積年代より若い年代を与えて

しまう恐れがあり，中性脂質など基本的に地上部にしか

含まれない物質，物質群を選んで年代決定することが重

要であることを示す結果と言える。

〔発　表〕��１７，１８，３０，��１２，１３，１８，　２０，２１，�

２３，３１

２．１５．５�トランスジェニックマウスを用いた環
境発がんにおける酸化的ストレスの関与

の解明

〔担当者〕環境健康部：遠山千春・佐藤雅彦

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕一般環境中ではヒトは放射線などの物理的因

子と多種類の有害化学物質に曝露されており，ヒトがん

の原因として環境発がんが問題となっている。これらの

環境有害因子により誘発される腫瘍発生には個体差が認

められていることから，人間集団における環境発がんの

リスク評価の際には，個々人の感受性要因を解明する必

要がある。また，放射線や種々の有害化学物質による発

がん過程には，生体内で発生する酸化的ストレスの関与

が指摘されている。そこで，本研究では，酸化的ストレ

スの除去に関与するタンパク質を過剰発現あるいは欠損

したトランスジェニックマウスを用いて，放射線発がん

や化学発がんにおける酸化的ストレスの関与を明確にす

ることにより，発がん感受性要因としての酸化的ストレ

スの重要性を明らかにし，その影響評価のための基礎的

知見を得ることを目的とした。

〔内　容〕強力な抗酸化作用を有するメタロチオネイン

（金属結合タンパク質）のⅠ型およびⅡ型の発現を抑え

たメタロチオネイン欠損マウスを用いて，７，１２�

��������	�
�（�）����������（����）単独経口投与

による胃での腫瘍発生に対する酸化的ストレスの関与を

検討した。１７週齢雌のメタロチオネイン欠損マウスお

よびその野生型マウスに����（１２．５�����）を週１回

６週連続で経口投与し，３２週後に胃での腫瘍の有無を

観察した。その結果，����を投与したメタロチオネ

イン欠損マウスの前胃における乳頭腫の発生率は８５％

であり，うち５０％に扁平上皮がんの形成が認められた。

一方，����投与による野生型マウスの乳頭腫発生率

は２０％で，扁平上皮がんの形成は認められなかった。

以上の結果より，メタロチオネインは，����単独経

口投与による胃での腫瘍の発生に対する重要な感受性因

子であることが判明した。また，メタロチオネインは強

力な抗酸化作用を有するタンパク質であることから，こ

の発がんのメカニズムには酸化的ストレスが深く関与し

ていることが示唆された。

〔発　表〕��３２，３４，３５�
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２．１５．６�陸水境界域における自然浄化プロセス
　　　　評価手法の開発に関する研究

〔担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫・徐　開欽・

　　　　　　　　　　　　　冨岡典子・��越川　海・

　　　　　　　　　　　　　牧　秀明

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕陸水境界域（海浜，干潟，湿地，湖沼，河川

等）は人間活動における安息の場を提供するのみなら

ず，野生生物の生息地としても重要な場である。一方，

人間活動に由来する各種有機汚染物質の流入・集積が生

じやすい場でもあるため，本境界域の有する自然浄化能

を把握することは，場の保全及び将来予測の上で重要で

ある。このため，本研究では海浜，ヨシ原等湿地帯，湖

岸等において，自然浄化能を把握するために自然浄化プ

ロセスを評価する手法の開発を行う。すなわち，（１）

海浜における汚染有機物の分解速度把握手法の開発　

（２）湿地帯における土壌への汚濁物質の浸透などの挙

動の解析　（３）湿地における炭素循環プロセス評価手

法に関する研究　（４）湖沼沿岸域における有機汚染物

質負荷に対する微生物群集応答把握手法の開発に関する

研究を行う。

〔内　容〕有機汚濁海岸から発生する���２量，炭素安

定同位体比（δ�１３�）測定から汚濁物質分解速度を評価

する基礎となる���２の回収，保存，δ�１３�分析法につい

て検討した。対象場直上大気中�����２の回収率は２��

����溶液に最大５０������の通気流量条件で９９％以

上であった。回収���２のδ�１３�は����溶存のまま保

存すると大気���２の混入と考えられる影響がしばしば

認められた。溶存���２を����３へ変換し固体として保

存することで安定した分析値（σ＜０．２‰）が得られる

ことが明らかとなった。

　炭素循環プロセス評価を行うための湿地マイクロコズ

ムを作成するにあたり，その最適化を図るために実際の

湿地において物理化学的特性を調査した。酸化還元電位

の深度分布を測定した結果，表層は酸化的，深層部は還

元的雰囲気であることを確認したが，ほぼ同一の酸化還

元電位プロファイルを示すサイト間でも，植生によって

土壌酵素活性の深度分布が著しく異なることが認めら

れ，植物の影響が大きいことが判明した。次いで，メタ

ン生成菌の分布を調査するための手法を検討した。メタ

ン生成菌が特異的に有す補酵素����の自家蛍光を利用し

て検出することができるが，感度が低い。このため，還

元剤と蛍光退色防止剤を併用添加することにより，迅速

かつ高感度に検出することが可能となった。

　湖沼沿岸域における有機汚染物質負荷に対する微生物

群集応答把握手法を開発するために，霞ヶ浦の湖水を用

いて変性剤濃度勾配電気泳動（����）解析のための条

件検討を行った。実験条件を，プライマー３５７����及

び５１８�，変性剤濃度勾配３０～６０％，３５�，１６時間に

設定した。次に，細菌群集の捕集法について検討を行

い，原生動物及び藻類による細菌群集解析への影響を防

ぐために，３μ��のフィルターで前ろ過を行った湖水に

ついて，０．２μ��のフィルターを用いて細菌を捕集する

ことによって，細菌群集構造の解析が可能なことが明ら

かとなった。

〔発　表〕��４，６，１２，１３，２８，３３

２．１５．７�放射線障害防止に必要な経費
〔担当者〕水土壌圏環境部：土井妙子

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕原子力試験研究を行うために，非密封・加速

器施設において「放射性同位元素等による放射線障害防

止に関する法律」に基づき安全に取り扱われるよう放射

線管理を行う。

〔内　容〕

（１）放射線業務従事者の放射線管理

　非密封・加速器施設で作業する放射線業務従事者の健康

管理を行うため，健康診断と放射線被曝線量の測定を行う。

（２）放射線防護

　放射線施設内外の放射線環境の整備と定期的な測定を

行う。管理区域内の汚染防止対策や定期的汚染検査の実

施により，作業環境を整備し，放射線業務従事者の外

部・内部被爆の低減をはかる。

（３）管理区域外への排気・排水処理と監視

　非密封放射線施設内の排気は排気処理装置により浄化

し，排気中の放射性核種の濃度を常時監視する。

　排水は施設内で排水処理を行い排水中の放射性物質を

除去後，放射性物質の測定により排水基準濃度以下であ

ることを確認後排水する。

（４）廃棄物処理

　放射性固体廃棄物，無機液体，排気浄化用フィル

ター，排水処理用樹脂等は日本アイソトープ協会に集荷

処理を委託する。液体シンチレーション用放射性有機廃

液は施設内の有機廃液焼却装置で焼却処理を行う。

―�����―
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�２．１６．１　総合研究
（１）�生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖法

に関する基盤研究

　①鳥類での子孫個体繁殖率の向上に関する遺伝的解析

〔担当者〕地域環境研究グループ：高橋慎司

　　　　　社会環境システム部：清水　明

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕野生鳥類の絶滅は，環境要因による個体数の

減少に始まり，末期には近交退化による不可逆的で急激

な繁殖能力の低下によって加速されると考えられる。国

立環境研究所動物実験施設には，鳥類の実験動物として

ニホンウズラの近交系が系統維持されており，しかも近

交退化の絶滅型と回復型とに分離している。そこで，ま

ず近交系ウズラを用いて鳥類の近交退化メカニズムを解

明し，次に鳥類実験動物で近交退化の事例を解析し，最

終的には絶滅が危惧されている野生鳥類を救済するため

の具体的方策を検討するのが，本研究の目的である。

〔内　容〕本年度は，実験用ウズラを用いて近交化に伴

う繁殖能力の変化を把握するとともに，近交系ウズラ間

での交雑試験を行い雑種強勢による繁殖能力の回復を

図った。また，鳥類実験動物（ウズラ，ボブホワイト，

ニワトリ）の卵形診断技術を開発し，種間・系統間比較

を行った。以下に，主な成果を示す。

　１）近交系ウズラ（Ｈ２及びＬ２系）の５３世代にわ

たる繁殖能力を解析した結果，Ｈ２系は絶滅型へＬ２系

は周期的回復型へ分離したことがわかった。すなわち，

Ｌ２系のふ化率は回復型ながら増減サイクルを示すこと

がわかった。これらのモデルは，希少野生鳥類の繁殖能

力を改善させるために有用な情報を提供するが，今回は

適応度指数（産卵率×受精率×ふ化率×育成率）の有用

性を検討した。その結果，育成率を除いても近交退化現

象が解析できることがわかった。

　２）ウズラ・ボブホワイト・ニワトリの卵形を画像処

理し，卵形診断により種間・系統間比較が可能となった。

また，Ｈ２系の平均卵形には絶滅の兆候が認められるこ

とが卵形不良の分析より明らかにされた。

　３）近交系ウズラ間で交雑した結果，特定の家系のみ

で繁殖能力が向上することが確認できた。希少種の増殖

を有利に進めるためには相性（�������）が重要である

ことわかった。

　４）Ｈ２及びＬ２系のＭＨＣ構成を比較した結果，両

系ウズラともサザン染色パターンが明確に分離してお

り，コンタミなく系統維持されていることが証明された。

　５）近交系ウズラの種卵は，卵形異常・卵殻不良など

により孵化率が低下している。そこで，ミネラル添加装

置を考案し，カルシウムを強化したところ，孵化率が約

１０％改善された。

〔発　表〕��５５～５７，��１８７～１９３，��１０～１１

（２）�植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー

クの解明に関する研究

　①大気汚染ガスによる障害発生及び耐性の分子機構

〔担当者〕�生��物��圏��環��境��部��：�佐治　光・久保明弘�・

　　　　　　　　　　　　　　　　青野光子

　　　　　地域環境研究グループ：中嶋信美・玉置雅紀

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕植物の大気汚染ガスに対する反応及びそれに

基づく耐性獲得機構の解明は，植物のストレス応答機構

の解明に寄与するだけでなく，大気の浄化や汚染物質の

モニタリングに植物を有効に活用していくための重要な

情報となる。そのために，以下のような研究を行う。　

　植物の大気汚染ガス耐性獲得に関与すると考えられる

遺伝子（エチレン合成系酵素の遺伝子，分子遺伝学的に

同定される遺伝子等）を探索・単離し，その構造や機能

を明らかにする。また，これらの遺伝子を操作すること

により大気汚染ガス耐性植物を作成する。

〔内　容〕オゾンと接触させたタバコの葉から，エチレ

ン合成系酵素の一つであるアミノシクロプロパンカルボ

ン酸合成酵素（���）の����の単離を試み，オゾン

耐性（エチレン低産生）品種（�����）から２種類，オ

ゾン感受性（エチレン高産生）品種（�����３）から

１種類，既知の���と高い相同性を示すクローンを得

た。また���のアンチセンス���を導入した組換えタ

バコの３系統において，オゾン誘導性���の遺伝子発

現，エチレン生成速度，オゾン感受性の低下が観察さ

れ，これらの低下の程度に相関がみられた。

　���または速中性子線処理を行ったシロイヌナズナ

生態型���，及び�����を導入した生態型��から単

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）

２．１６　科学技術振興調整費による研究



離したオゾン感受性変異体のうち，それぞれ４系統，５

系統について戻し交配を行い，純化した系統を得た。こ

れらの系統のオゾン感受性は野生型に対し劣性あるいは

半優性であった。また��の突然変異体の１系統につい

ては，�����������によって得られた�����の挿入部

位の情報から，これまでに単離されていない新規の突然

変異体であることが示唆された。

　シロイヌナズナの３０種類のストレス誘導性遺伝子の

����断片を発現誘導シグナル因子（ジャスモン酸，サ

リチル酸，エチレン）ごとに分類してスポットしたミニ

マイクロアレイを作製し，これを用いてオゾン感受性変

異体の解析ができるかどうかの検討を行った。オゾンと

接触させた野生型シロイヌナズナより単離した���を

用いたノーザン解析とマイクロアレイの結果を比較した

ところ，マイクロアレイの検出感度はノーザン解析に劣

るものの，オゾンによる各シグナル下にある遺伝子の発

現誘導性の違いは十分に確認できることが明らかになっ

た。さらにこれを用いてオゾン感受性変異体における遺

伝子発現パターンを解析したところ，ある系統ではエチ

レン誘導性遺伝子の発現誘導が抑制されていることがわ

かった。

〔発　表〕��１，９，��２０８～２１０，��１，２６～２８

（３）�高精度の地球変動予測のための並列ソフトウェア

開発に関する研究

　①全球・領域気候モデルの並列処理環境におけるネス

ティング技術に関する研究

〔担当者〕大気圏環境部：江守正多・野沢　徹・

��������������������　　　　　　神沢　博

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕並列処理技術の本格的導入による計算機の高

速化・大規模化に伴い，今後１０年程度で全球気候モデル

の水平解像度は現在の数百��スケールから数十��ス

ケールまで向上することが考えられる。しかし，温室効

果気体などの増加に伴う気候変動における地域スケール

の気温や降水量などの変化を高精度で予測するために

は，より小さいスケールの大気擾乱や雲活動，地形や土

地被覆の影響などを表現できる水平解像度数��程度の

領域気候モデルの活用が不可欠である。領域気候モデル

では計算範囲を関心のある領域に限定することで，全球

モデルよりも高い解像度を実現する。全球モデルと領域

モデルを結合（ネスティング）することによって，全球

の整合性を持って計算された全球モデルの結果を領域モ

デルに境界条件として与え，領域（例えば日本域）内で

より高い解像度で精密な計算を行うことができる。これ

により，関心のある領域に関してより高精度の予測が可

能となる。このような精密な気候モデル計算を十分な速

度で行うことを目的として，本計画では並列計算機上で

全球気候モデルと領域気候モデルを最適にネスティング

する技術を開発するための研究を行う。

〔内　容〕本研究では，全球モデルと領域モデルを結合

して実行する手法を開発し，結合したモデルの最適並列

化を行う。領域モデルにはコロラド州立大学領域大気モ

デリングシステム��������を用いる。

　本年度は，領域気候モデルをベクトル並列計算機

（������４）上で４，８，１６，２４プロセッサを用いて実

行し，プロセッサ数の増加に伴う実行速度の向上を調査

し た。ま た，並 列 化 さ れ た 全 球 気 候 モ デ ル　

���������　����についても同様に４，８，１６プロ

セッサを用いたテスト計算を行い，実行速度の向上を調

査した。領域気候モデルを水平８０×８０グリッド，鉛直

２３層で用いた場合，８，１６，２４並列の実行速度は，４並

列の場合を１として，それぞれ１．４０倍，１．５９倍，１．７４

倍であった。１６並列以上では顕著な実行速度の伸びは

見られないが，プロセッサ数の増加に伴って少しづつは

実行速度が向上することがわかった。一方，全球気候モ

デルを水平分解能�４２，鉛直２０層で用いた場合８，１６

並列の実行速度は，４並列の場合を１として，それぞれ

１．７９倍と�２．７４倍であった。全球気候モデルは，１６並

列までではあるが，領域気候モデルと比較してプロセッ

サ数の増加に伴う実行速度の向上が顕著である。領域気

候モデルの実行速度が顕著に向上しない原因は，通信時

間の増加の他に，多数のプロセッサで計算領域を分割す

ることによりベクトル長が短くなり，ベクトル演算の効

率が低下したためと考えられる。

　また，並列化された全球モデル���������　����

と並列化された領域モデルの同時実行を試みた。これに

よって，全球モデルの結果を逐次的に領域モデルの境界

条件としながら，両モデルを別のノードを用いて並列同

時実行することが可能になった。

〔発　表〕��１２，１５，１８

�
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（４）�炭素循環に関わるグローバルマッピングとその高

度化に関する国際共同研究

　１）衛星データを用いた海洋の炭素循環と一次生産及

び関連諸量のマッピングに関する研究

　①気候変動の一次生産及び関連諸量への影響評価に関

　　する研究

〔担当者〕化学環境部：柴田康行・米田　穣

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕人間活動に伴う二酸化炭素等の放出による地

球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重要な課題で

ある。この解決のためには全球レベルの炭素収支の把握

に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では情報

は極めて不十分であり，正確な収支の推定が難しい。本

研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の解析の

ための基礎データの全球分布図を提出する（グローバル

マッピング）ことを目的とし，そのための精査地域・海

域として世界の熱源である西太平洋暖水塊（����）

周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせをあわせて

実施する。

〔内　容〕ローリーショールズの長尺コアの�����比

の測定を約１０００試料行い，詳細な季節変化のデータを

蓄積した。オーストラリア西岸ルーウィン海流沿いのア

ブロロス諸島に水温・塩分濃度センサーを設置して，約

１１ヵ月にわたりデータを採取した。設置場所で採取し

たサンゴコアを薄切りしてＸ線写真を撮影した結果，以

前近くで採取したものと比較して半分以下の年間７～８

ミリと比較的ゆっくりした速度で生長していたことがわ

かった。水深１２�程度と比較的水深が深く，水温も表

層付近に比べて低いことがその背景として考えられる。

温度データについては信頼性の高いデータが得られた

が，塩分データについては短周期の変動の他に年間を通

してのバイアスが認められるなど長期無人モニタリング

の問題も明らかとなった。このコアについて測定を行っ

た結果，水温データと�����比，酸素同位体比には高

い相関が認められ，これまで報告されている換算式の評

価に十分使えるクオリティを持つと判断された。放射性

炭素１４��１２�比の微量精密測定のための試料処理法の

開発並びに測定値の評価を進めた。その成果を生かして

同じく炭酸塩鉱物からなる有孔虫の海洋堆積物中の分析

を行ったところ，有機物年代とのずれを認めた。またサ

ンゴコアについて予備的な分析を進めた結果，季節変化

に応じて水温変化に類似した変動が認められ，その原因

について解析を進めている。

〔発　表〕��３０，��２２，２６，５３

　　

　２）衛星データを用いた陸域の炭素循環と一次生産お

　よび関連諸量のマッピングに関する研究

　①湿地域における二酸化炭素吸収量推定手法の高度化

　　に関する研究

〔担当者〕地球環境研究センター：山形与志樹

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕リモートセンシングデータを用いた，湿原植

生の現存植生量や純生産量を推定するための手法開発を

目的として，湿原内に競合する２種類の植生の面積比率

と気象因子の関係を解明した。

〔内　容〕湿原内には生育場所を同一として複数の草本

植生種が競合して生育している。この競合状態は植生の

生育面積比率として表現することが可能であり，比率に

は年毎の差異が存在している。湿原植生の生産量を推定

する上でも，混合比率の推定手法の開発と，比率の変化

要因を解明することが重要である。差異の一因としては

気象因子が考えられることから，競合する代表的植生で

あるヨシ・スゲに関して，衛星画像から面積比率を求め，

両者の成育期間の初期における積算気温と積算降水量と

の関係を求めた。用いたランドサット��画像は空間分

解能が３０ｍであり，１画素内には複数種が混合した状

態で観測されるため，一般的な分類画像では面積比率の

推定には限界が生じていた。これを解決するために混合

画素から比率を逆推定する手法を開発し，１画素内のヨ

シ，スゲ，開水面の三つのエンドメンバーの混合比率を

算出した。対象植生の生育状況により，分光特性の相違

が顕著である６月後半から７月全般までの１週間内に取

得された５年分の画像を解析対象とした。次に気象因子

として，４，５，６月のアメダスデータからテストサイ

ト周辺の積算日射，降水量を求めた。ヨシの面積比率に

対して成育期間中の積算降水量は強い負の相関が存在

し，湿原内の水環境が両者の混合比率に大きな影響を及

ぼしていることが判明した。一方で積算気温との関係は

弱い負の相関が存在したが，特に９０年の値が外れ値で

あった。積算降水量と積算気温との関係では負の相関が

存在するものの９０年が降水量，積算気温とも最大値で

あり，気象の特異年であった可能性が考えられる。本結

果は植生の生産量と気象因子の関係を解釈する上で有用

な知見となるであろう。
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２．１６．２　生活・社会基盤研究
（１）�内分泌撹乱物質による生殖への影響とその作用機

構に関する研究

　１）内分泌撹乱化学物質の計測手法及び評価手法の開発

　①内分泌撹乱物質の高感度分析手法の開発と環境中濃

　　度の把握

〔担当者〕化学環境部：白石寛明

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕人畜由来の物質であるエストラジオールのよ

うに，非常に微量でもその影響が現れると考えられる物

質の分析には，活性に応じた分析法の高感度化が必須で

ある。�����法は，感度が良好で（検出下限０．００２～

０．０００２μ��ｇ���）あるが，他の類似した物質に応答する交

差反応性に注意が必要である。現在，エストラジオール

の測定に採用されている�����法は検出感度，測定値

の信頼性などにおいて改善の余地があると思われる。こ

のため標準法となりうる他の機器による分析法の開発が

必要であるが，通常の��／��法では検出下限値を低

くすることが難しい。負イオン化学イオン化（���）質

量分析法などの手法を用い，さらにエストラジオールを

誘導体化して，分析しやすい物質に変化させるなど前処

理に若干の工夫をすることで，この目的は達成可能であ

り，広く普及している四重極質量分析計で高感度な分析

をできるようにすることは重要である。また，環境中で

の挙動を把握するためには，ステロイドホルモンの抱合

体を含めて高感度に測定する必要がある。代謝産物の分

析には，近年，著しく性能が向上した，高速液体クロマ

トグラフ質量分析計の利用が適している。高速液体クロ

マトグラフ質量分析計の環境分析への応用例は少なく，

実際に環境試料へ適用し，その可能性を検証する必要が

ある。

〔内　容〕エストラジオールはグルクロン酸および硫酸

抱合体などの代謝産物として体外に排泄される。下水に

はグルクロニダーゼ活性があると報告されており，グル

クロン酸抱合体などは環境中で分解し再びエストラジ

オールを産生する可能性が指摘されている。前年度，

���������による環境中のエストラジオールの高感

度な分析法を報告したが，�����で代謝産物である硫

酸抱合体やグルクロン酸抱合体を個別に分析することは

極めて困難である。環境水中のこれら代謝産物は固相カ

ラムなどによる濃縮が可能ならば，高速液体クロマトグ

ラフ質量分析計を用いれば誘導体化せずとも測定が可能

である。そこで，エストラジオール（�２）とその代謝

産物であるエストロン（�１），エストリオール（�

３），およびそれらの抱合体のあわせて１３化合物（��２�

３���������	
����１７���������	， ���２��３��������	��１７����������	
���，�

�３��３���������	
�， �２�３，�１７��������	
， �３�３��������，�

��２���������	
�（３��と�１７�），�１�３��������，�１�３���������	
�，

�２�３��������）の固相カラムによる水からの濃縮法と

����������による分析条件を検討した。まず，抱合

体の水中から市販の固相カラムによる吸着を検討した結

果，����１，�����などスチレンジビニルベンゼン系

の樹脂にアミド基などの親水基を持たせた吸着剤を用

い，酢酸で酸性にすることで，低濃度（１０����）でも

６０～１００％の回収率を得ることができた。��������

では，耐塩基性の高分子系の分離カラムとして用い，２０

ｍ�トリエチルアミン存在下，水とアセトニトリルの

グラジエントによる分離条件を検討したところ，良好な

クロマトグラムが得られた。この条件下での検出下限は

約４��程度となった

〔発　表〕Ｄ�２０，��３９

　②魚等の生物に対する内分泌撹乱作用の生物検定法の

　　開発

〔担当者〕化学環境部：白石寛明

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕内分泌撹乱作用の検定生物として魚類などの

水生生物を選び，生態影響を評価する試験としての新し

い生物検定法を作成することを目的とした。エストロ

ジェンのスクリーニング試験法では，魚を用いるビテロ

ゲニンの誘導は優先順位が高い指標の一つである。

����の魚類試験法では，試験魚にはメダカ（�������　

�������），ファットヘッドミノー，ゼブラフィッシュな

どを用いる方向で検討が進められている。日本では，コ

イのビテロゲニン測定キットが市販され，環境の生物モ

ニタリングに広く用いられているが，メダカのビテロゲ

ニン誘導を指標とした内分泌作用のスクリーニング試験

の開発は遅れ，いくつかのビテロゲニン抗体の作成は報

告されつつあるものの試験系の確定までには至っていな

い。メダカは他の魚種にない特徴を有しており，雌雄の

判別が孵化以前に判別できる系統の開発や遺伝的に雌雄

で体色の異なる����メダカを用いる性転換アッセイが

開発されるなど重要な試験生物である。しかしながら，

メダカビテロゲニンの測定法は十分なバリデーションは

―�����―
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なされておらず，メダカを用いたビテロゲニン誘導試験

法の開発は急務である。そこで，魚類では，メダカを中

心に，雌に特異的なタンパク質であるビテロゲニンやコ

リオゲニンに焦点を当て，指標タンパク質の�����測

定法や関連する遺伝子（ビテロゲニン，コリオゲニン�

と�，エストロゲンレセプターのｍ���）の定量法に

ついても検討をくわえ，内分泌攪乱物質により，雄にこ

れらバイオマーカーが誘導されるかどうかを検討するこ

ととした。

〔内　容〕

　１）メダカビテロゲニン塩基配列の決定

　メダカビテロゲニン塩基配列の決定と����　����　���

���法によるｍ���の定量を行った。つい最近になり

��������ら（Ｇ����　Ｂ����　��２６８２８４）により不完全な

がら部分配列が報告されはじめているが，メダカビテロ

ゲニンｃ����の配列は全く報告されていなかった。そ

こで����の配列が既知のマミチョグ（�０７０５５）やニ

ジマス（Ｘ９２８０４）を参考にプライマーを設計しエスト

ロゲン曝露したメダカの肝臓中のビテロゲニンｍＲＮＡ

をＰＣＲにより増幅しその配列を決定した。さらに３’

および５’�ＲＡＣＥ法により決定したｃＤＮＡ配列を継

ぎ合わせて全ｃＤＮＡ配列とした。他の生物と同様にポ

リセリンが存在し，������による判定ではアミノ酸

配列の一致はマミチョグとは６２％，ニジマスとは４７％

であった。

　２）���������　������による２種の遺伝子の同時定量

　ビテロゲニン，コリオゲニンＨ，コリオゲニンＬ，エ

ストロゲンレセプター及びβ�アクチンの�������と

�������　������の濃度を変化させ，一定の蛍光強度を

与える���のサイクル数が変化せず，かつ遺伝子の増

幅量が低く抑えられる領域を決定した。この条件下で，

���������　������による２種の����の同時定量を

行った。エストラジオール，エストロン，エストリオー

ル，エチニルエストラジオール，ゲニスチンなどをメダ

カに３日間暴露した。これらの����の発現量は，エ

ストロゲンの濃度に応じて変化した。雄メダカ成魚に３

日間の曝露でビテロゲニンを誘導する水中のエストラジ

オール濃度は１０����前後であり，ニジマス幼魚，ゼブ

ラフィッシュを試験魚にした場合とほぼ同等の感度で

あった。３日間の曝露によるメダカ肝での遺伝子による

エストロゲン活性の評価はビテロゲンアッセイよりも１

桁高感度であった。

〔発　表〕��４９，��３５，３７，３８

　③内分泌撹乱物質の情報科学的研究

〔担当者〕地域環境研究������：森田昌敏

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕

　①文献学的に報告されている内分泌攪乱物質を拾い出

し，その物質についての国内外の情報を収集整理する。

このための情報データベース化のためのフォーマットを

確定し，また本研究で実施する各研究からの研究成果情

報のフィードバックを可能とする。

　②アルキルフェノール類及び塩素化フェノール類をモ

デル物質群とし，魚の生物試験系を用いてその内分泌攪

乱作用を定量的に測定する。また，これらの物質群にお

けるエストロジェン分子との分子構造類似性を指数化す

る方法を検討し，内分泌攪乱作用との相関性を調べる。

〔内　容〕

　①情報データベースについては，物質の物理化学的性

状，生産量用途，環境ホルモン作用，一般的な毒性，法

律的規制等の項目について情報を収集整理することと

し，そのフォーマットを確立した。約８０物質について

試験的な入力を行った。

　②��　�����のハイスループットアッセイ系として蛍光

偏光度を用いたスクリーニング法を用いて内分泌撹乱作

用の指数化を行った。いくつかの芳香性化合物について

競合結合性試験を行った。その結果ほとんど総てのフェ

ノール性化合物は弱いながらエストラジオールと結合競

合することが明らかとなった。

　③他の��　�����のアッセイ系として�����法との比較

を行った。両方法はほぼ同じような化学特性を示してい

た。また酵母を用いたレポータージーン試験結果との比

較も行った。これらの結果と��　����の結果とを結びつ

けて考える上で，代謝の役割を考慮することが重要と思

われた。

〔発　表〕��１０５，��２４８，２４９，２５２

　２）内分泌撹乱の発現メカニズムの解明に関する研究

　①性ホルモンレセプターと結合する化学物質の内分泌

撹乱のメカニズム

〔担当者〕環境健康部：遠山千春・大迫誠一郎

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕内分泌撹乱物質がいかなる作用機序でほ乳類

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



の生殖機能に異常を発生させるのかを明らかにするため

に，精子形成にかかわる遺伝子の発現やホルモン産生能

の変化を解析する。とくに性ホルモンレセプター（��・

��）を介した影響がどのように精子形成に影響を及ぼ

すのかその機構を解明する。前年度に続き性ホルモン受

容体への結合および内分泌撹乱作用の報告されている物

質である��������	
�（���，エストロゲン作用あるい

は抗エストロゲン作用）および�����������（���，抗ア

ンドロゲン作用）を成熟雄ラットに投与し，精子発生へ

の影響を解析した。本年度は特に精巣テストステロン

（�）産生に対する影響に焦点を当てた。

〔内　容〕

　１）エストロゲン（��������	
�������）による精巣

Ｔ産生抑制の���による影響

　１３週齢の��ラット（�＝５）に��を２００�����処

理後，２４時間目にコーンオイル懸濁した���２�����

あるいは２�����を経口投与し，１，２，３時間後に精巣

を摘出してホモジナイズ，���で�値を測定した。その

結果，���は投与後２時間目に��が抑制していたＴ値

を上昇させることがわかった。一方，陽性対照として使

用した既知の抗エストロゲン剤である��������	は��

が抑制していたＴ値を上昇させる効果を示さなかった。

正常な成熟雄ラットにエストロゲンを投与すると精巣Ｔ

合成が抑制される事は古くから知られている。���単

独投与ではこのような効果を示さないが，��存在下で

その抑制効果を阻害したことは，���が抗エストロゲ

ン作用を持つことを強く示唆するものである。

　２）���の精巣内遺伝子発現への影響の経時変化

　���による精巣内Ｔ値の上昇に関して，���の代謝

スピードを考慮して，測定した４８時間以前にどのよう

な動態をとっているか検討するため，経時的変化を追っ

た。コーンオイルに懸濁した���（１００�����）を投与

し，投与１，３，６，１２，２４，４８時間目に精巣を摘出し

て，トータル���を調製，半定量的������により，

４種のステロイド合成酵素（�４５０���，�４５０�１７，３

β������，１７�β��������）の����レベルの変化を比

較検討した。また，血清および精巣Ｔ，およびゴナドト

ロピン（��）を���で測定した。その結果，血清およ

び精巣内テストステロン値は既に投与後１時間で対照群

の約２倍（１２００�����，２００�����）に上昇し，３時間

目に若干減少するが，６時間目から再び上昇を開始し，

２４時間以降は減少することが確認された。しかし，血

清��レベルの上昇は投与後３時間目まで見られず，６

時間より有意差が確認され以後４８時間目まで投与初期

より有意に高い（約１．５倍）に推移した。精巣内ステロ

イド合成酵素����のうち，投与後１時間で著しい上

昇を示したのは，�４５０�１７であった。これらの観察結

果から，���（抗アンドロゲン剤）は投与初期に

�４５０�１７遺伝子を発現亢進させる作用を持ち，その後

視床下部下垂体系に働いて��分泌を亢進させること，

すなわち，視床下部下垂体系に作用する以前に精巣に直

接短時間で作用して精巣テストステロン合成を促進させ

る効力を持つことが示唆された。

〔発　表〕��８，３３，��３７

　②内分泌撹乱物質による器官形成不全の解明

〔担当者〕地域環境研究グループ：曽根秀子

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕内分泌撹乱物質の妊娠中暴露による胎生期の

ホルモン変化が，胎仔の器官形成に影響を及ぼしその後

の生殖器や脳の発達過程に影響を及ぼすと考えられてい

る。

　エストロゲンの生理活性は，エストロゲンがエストロ

ゲン受容体と結合し，その複合体が���遺伝子上の特

定部位に結合して様々な����の発現変動を誘発する

ことによって示される。このことから，内分泌撹乱物質

による影響はエストロゲン受容体（��）を介するか，

もしくは���遺伝子上の���（エストロゲン応答配列）

との相互作用を介して転写される遺伝子の変動によって

誘発されると推察できる。そこで本研究では，発生過程

における器官形成に関与するエストロゲン応答遺伝子を

検索及び同定し，それにより内分泌撹乱物質によって影

響される分子の解析を行った。

〔内　容〕ヒト乳がん細胞����７からのゲノム・フラグ

メントプールの作成及びそれを材料とした新規エストロ

ゲン受容体応答遺伝子のスクリーニングも試みた。

��������	処理した���７から核を単離し，制限酵素処

理などで���������	を断片化して溶出した。その後，

��������のモノクロ抗体で��������と結合している

���断片を共沈した。この���断片を上記と同様に増

幅し遺伝子の配列を解析した。その結果，４８０クローン

が得られ，このすべてに関して塩基配列と���様配列

の検索を行った。このうち���様配列を有するか，も

しくは生理的に意義のある遺伝子を１５選出し，エスト
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ロゲン応答遺伝子の候補とした。なかでも，発生におい

て重要な遺伝子���������	�	
������
	�（�������）に着

目し，�������の発現をマウス子宮で調べたところエス

トロゲンの曝露によって抑制性に制御されることが明ら

かとなった。このことは，内分泌撹乱物質のうち��に

結合能を有する物質が�������と相互作用する可能性の

あることを示唆している。また，エストロゲン応答遺伝

子と考えられる１５の候補遺伝子のうち，フタル酸エス

テルが作用することが知られている����������が含ま

れていたので，フタル酸エステル類の一つ����を継

世代曝露したマウスの精巣，卵巣及び肝臓における��

の����の発現応答を調べた。その結果，卵巣組織に

おいて����による��の発現の低下が認められたが，

�����������を発現していないマウスではその影響が見

られなかった。このことは，����による��への影響

は����������を介していることが示唆された。結論と

して，本研究の成果は���様配列を含む遺伝子の情報

を提供した。この情報は，内分泌撹乱物質は多様な遺伝

子と相互作用する可能性があることを示唆している。

〔発　表〕��１４３，�３０３

　③巻貝の性転換の機構の解明

〔担当者〕化学環境部：堀口敏宏・白石寛明

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕船底塗料などとして使用されてきた有機スズ

化合物がごく低濃度で巻貝類に特異的にインポセックス

と呼ばれる生殖器異常／生殖機能障害を引き起こすこと

が明らかにされている�しかしながら，その誘導・発現

機構の詳細は明らかでない�これは巻貝類におけるステ

ロイドホルモンやペプチドホルモンとその代謝，性分化

や外部生殖器の発達あるいは性成熟に及ぼすこれらホル

モンの影響などの生殖生理・生化学に関する基礎的な知

見が不足しているためである�本研究では，こうした基

礎的知見の獲得に努め，インポセックスと呼ばれる巻貝

類の性転換（雌の雄性化）の機構解明に資することを目

的とする�すなわち，巻貝類のステロイドホルモンの分

析手法を確立することを通じてそれらを明らかにし，比

較内分泌学的検討を加える�また雌の巻貝へのペニス形

成に深く関与するとされる神経節の構造や機能について

も検討する�さらに有機スズ化合物などの内分泌撹乱化

学物質がステロイドホルモンやインポセックスに及ぼす

影響を��������並びに��������試験により観察して検討す

る�

〔内　容〕本研究では，性ホルモンの可能性があるステ

ロイドホルモンと，神経ペプチド分泌器官であり，神経

中枢と考えられている神経節に特に注目して研究を進め

た�その結果，１）高分解能ガスクロマトグラフ質量分

析計により，巻貝類（イボニシ，レイシガイ及びバイ）

から検出された複数のステロイドが，雄性ホルモンとし

てテストステロン及びアンドロステロン，並びに雌性ホ

ルモンとして１７β�エストラジオール，エストロン及

びエチニルエストラジオールであると同定された。２）

しかしながら，合成ホルモン剤であるエチニルエストラ

ジオールが併せて検出されたため，巻貝類がこれらのス

テロイドホルモンを固有に持つのか，環境中からの汚染

を示す結果であるのかについてさらに検討が必要であ

る。３）これらのうち，テストステロンと１７β�エス

トラジオールについて，内部標準法によって繁殖期であ

る夏季のイボニシ及びバイの精巣及び卵巣中の濃度がそ

れぞれ定量され，いずれもおよそ１μ�����湿重であっ

た。４）酵素免疫法による巻貝類の個体別ステロイドホ

ルモンの測定が可能となり，予備的に測定を行ったとこ

ろ，有機スズ汚染域で採集された重症のインポセックス

であるイボニシの生殖巣中テストステロン濃度が対照域

で採集された雌の卵巣中テストステロン濃度よりも高

かった。５）イボニシの神経節の組織学的な構造の概要

が明らかとなった。６）神経節及び右触覚後部に位置す

るペニス形成部位の器官（組織）培養手法を確立した。

７）�雌のペニス形成部位を雌雄の神経節及び触覚，雄

のペニスとの各種組み合わせで器官（組織）培養する実

験を実施した結果，ペニスの形成や発達は観察されな

かった。８）さらに７）の各種組み合わせによる器官

（組織）培養に対してトリブチルスズとテストステロン

の曝露を同時に行った結果，ペニス形成は観察されず，

輸精管の発達も不明瞭であった。

〔発　表〕��４４，４７，４８，５１，���６４，６７，７２，７７，８１

　３）生物界における内分泌撹乱物質の実態の解明に関

する研究

　①淡水水生生物における内分泌攪乱の実態の解明

〔担当者〕化　　学　　環　　境　　部：堀口敏宏

　　　　　岡崎国立共同研究機構・

　　　　　統合バイオサイエンスセンター：井口泰泉

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）
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〔目　的〕野生の淡水魚類調査及び水槽実験を行い，内

分泌撹乱物質の影響を解析する。野外調査では内分泌撹

乱物質が淡水魚類の生殖に与える影響を知るため，野生

のコイを一般河川及び汚染の少ない河川でサンプリング

し，生殖腺を摘出して組織切片の作製と生殖細胞や生殖

腺付属器官に異常が認められるかの観察を行う。また生

化学的手法による解析も行う。一方，水槽実験では，海

産メダカ科のマミチョグ及び淡水魚としてゼブラフィッ

シュを用いて内分泌撹乱化学物質の魚類への影響を調べ

る。既往知見による河川水中の化学物質の濃度をもとに

両魚種を用いた曝露実験を行う。ゼブラッフィッシュに

関しては性分化に対する影響を主に調べ，マミチョグに

関してはエストロゲン受容体のクローニングおよびビテ

ロゲニン抗体を作成する。この系を利用し，エストロゲ

ン様作用を持つ内分泌撹乱物質の魚類への影響調査を行

う。さらにエストロゲン受容体ベータ型及びほ乳類にお

いて性分化に重要な働きをする���������	�
��
���　�

１（����１）遺伝子のクローニングを行う。全雄系統

のコイを用いてエストロゲンおよびエストロゲン様物質

の発生影響を調べることも目的とした。

〔内　容〕コイのビテロゲニンを簡便に測定するため

に，抗体を用いた�����のキットを作成した。これを

用いて，都市河川の代表例として，多摩川で雄のコイを

１年間にわたって捕獲し，血液中のビテロゲニン，アン

ドロゲンおよびエストロゲンを定量するとともに，生殖

腺の組織学的な解析を行った結果，多摩川における雄の

コイの約５０％で，１０���μ�����以上のビテロゲニン産生が

認められた。また，ビテロゲニン量と内在性のエストロ

ゲン量には相関が認められなかったことから，環境中の

要因が強いことが示唆された。さらに，神奈川県の河川

でも雄のコイのビテロゲニン調査を行ったところ，ビテ

ロゲニンはほとんど認められなかった。多摩川の調査地

点には下水処理水が流入していることから，下水由来の

エストロゲン様物質の関与が考えられる。北海道の河川

で実施したウグイの調査においても，下水処理水の流入

部位で雄のビテロゲニン誘導が認められた。全雄系統の

コイの発生に対するノニルフェノールの影響を調べ，高

濃度のノニルフェノールを含む餌を与えることにより，

雌への分化が起こった。ゼブラフィッシュの性分化過程

では，ふ化後３週目までは雌として発生するが，その後

の１週間で，半数の個体の卵母細胞がアポトーシスを起

こし，その後精巣へと分化することを見出した。また，

マミチョグのビテロゲニンの抗体を作成して�����

キットを作成した。エストロゲン受容体（��）�αの配列

を決定し，��β，����１の部分配列を決定した。

　②巻貝等における内分泌撹乱の実態の解明

〔担当者〕化学環境部：堀口敏宏・白石寛明

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕船底防汚塗料などとして使用されてきた有機

スズ化合物（���及び���）が，ごく低濃度で特異的

にインポセックスと呼ばれる雌の雄性化現象を巻貝類に

引き起こすことが知られている。本研究では，日本の巻

貝類におけるインポセックスの現状を明らかにし，１９８０

年代以降，欧米諸国を中心に使用規制が実施されてきた

有機スズ化合物（日本での法及び行政指導による規制開

始は１９９０年）による海洋汚染の最近の動向を踏まえて，

今後の推移に関して考察を加えることを目的とした。な

お，こうした検討は，有機スズ化合物とインポセックス

との間の因果関係などに関する知見が蓄積されているイ

ボニシと，漁獲量の激減が全国的に観察されてきたバイ

を中心に実施することとした。併せて，イボニシなどと

同じ巻貝類に属していながら，ペニスを持たないためイ

ンポセックスが観察されず，有機スズ汚染による影響が

不明であったアワビ類を対象とした内分泌撹乱に関する

実態調査の実施も目的の一つとして位置付けた。

〔内　容〕有機スズ汚染海域のイボニシ定期調査の結

果，近年の生息数増加はインポセックス症状の改善に伴

う産卵能力回復のためでなく，海水中有機スズ濃度の低

減による周辺からの流入幼生（ベリジャー）の生残率改

善が主要因と推察された�またイボニシの全国調査の結

果，なお広範にインポセックス（産卵障害を有する重症

個体を含む）が観察された。体内有機スズ（ブチルスズ

及びフェニルスズ）濃度は概して低かったが，比較的高

い地点もなお観察された。

　対照海域�と漁獲量激減海域�のバイ（１９９９～２０００

年）のインポセックス出現率は，それぞれ，１４．６％及び

９７．６％であった。また�のバイ生殖巣組織（１９８８年１２

月～１９８９年１１月）を検鏡した結果，雄では夏季に成熟

盛期を迎える明瞭な生殖周期が観察されたのに対し，雌

ではそれが不明瞭であり，９２検体中６検体（約７％）

で精子形成が認められた。インポセックスに付随して卵

巣の成熟が抑制され産卵量が減少したと推察された�ま

た卵巣から高濃度の���が検出され，インポセックス
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個体の卵巣中有機スズ（���及び���）濃度とペニス

長とが正相関した�

　対照海域�と漁獲量激減海域�からマダカアワビを

定期サンプリングして生殖巣を病理組織学的に観察した

結果，�では雌雄が同時期に性成熟盛期に達する生殖周

期が観察されたのに対し，�では雌雄間での生殖周期の

ずれと雌の約２０％（５４検体中１１検体）で精子形成など

の雄性化が観察された。また�の筋肉中有機スズ濃度

が�よりも有意に高かった�メガイアワビに関してもマ

ダカアワビと同様の知見が得られた。�産メガイアワビ

を�の造船所近傍（有機スズ汚染海域）に移植して

７ヶ月後に取り上げた結果，体内有機スズ濃度の増加と

ともに約９０％（１７検体中１５検体）の雌で精子形成など

の雄性化が観察され，有機スズが雌アワビ類にインポ

セックスと類似の雄性化を引き起こすことが示唆された�

〔発　表〕��４３～４９，５１，��６４，６５，６７，６９，７０，

７２～７４，７５，７９～８１

　③長寿命生物における内分泌撹乱の実態の解明

〔担当者〕化学環境部：柴田康行

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕環境中に放出された内分泌撹乱物質による野

生生物の生殖影響が懸念されている。中でも鳥類は寿命

が長く，また生態系の上位に位置し食物連鎖過程で各種

有機汚染物質を高濃度に蓄積しやすいため，影響を受け

やすいと考えられ，実際に欧米を中心として多くの研究

が報告されている。本研究では鳥類に対する各種内分泌

撹乱物質の汚染実態を明らかにし，その生体影響を探る

ことを目的として，各地の営巣地の実態調査，特定の営

巣地における詳細な生態調査，有機塩素系化合物，有機

スズ，鉛，プラスチック添加剤等内分泌撹乱物質の汚染

実態などの解明に関する研究を行う。

〔内　容〕有機スズの蓄積状況に関する研究を継続し，

沿岸域のウミネコより沖合のウトウ，さらに外洋のミズ

ナギドリと，陸から離れるに従ってトリフェニルスズの

濃度が増加することを明らかにした。���についての

データの蓄積を継続し，昨年見いだした３桁に及ぶ個体

間の大きな変動を再確認するとともに，卵への移行が認

められず，有機スズ同様母子移行が重要でないことを確

認した。ウトウの組織を分析した結果，湿重量あたり

７０～１００�������レベルのダイオキシン類が蓄積され

ていることがわかり，日本周辺海域のダイオキシン類汚

染の進行の様子が改めて浮き彫りにされた。山階鳥類研

究所の共同研究者が見いだしたオナガガモにおけるオス

メス比の偏りの原因を探るために，宮内庁カモ場で生態

学的調査並びに血液採取等を実施し，化学分析を進めて

いる。

〔発　表〕��１１，１４，��１４，１６，１７，１９，２７，２９，３２，

３３

　④性腺・精巣組織における内分泌撹乱の実態の解明

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕精巣中に残留する各種内分泌撹乱物質の測定

を高分解能質量分析法を用いた分析法を確立し，それを

用いて，その濃度についての予備的な知見を得る。また

脂肪組織に残留する内分泌撹乱物質についても高分解能

質量分析法を用いて分析する手法を確立し，その濃度に

ついての予備的な知見を得る。

　一方で，環境ホルモンの影響により発生しうると考え

られる精子数の減少，精巣の組織学的変化，子宮内膜症

等について実態を明らかとするとともに内分泌撹乱物質

との関連を明らかとする。

〔内　容〕脂肪組織中の内分泌撹乱物質濃度の測定法に

ついて検討を行った。代表的な物質として，ビスフェ

ノールＡ，ノニルフェノールがあるが，これらの物質の

脂肪からの分離精製は困難であり，アルカリ分解法等，

新たな精製法を行った。また有機塩素化合物に関する測

定値を求めた。

　精巣中の有機スズをスズに特異的に応答する検出原子

発光検出器を用いて測定する手法を確立した。本法はス

ズに特異的であり，そのガスクロマトグラフ上の応答は

ほとんどスズ化合物であることが明らかとなった。予備

的な測定では，魚介類に蓄積して生殖阻害を引き起こす

とされるトリブチルスズ及びトリフェニルスズは検出さ

れなかったが，その代謝物と考えられるジブチルスズが

数���のレベルで存在することが示された。これの持つ

意味は現在の段階では不明である。また昨年未知のピー

クが見られ別種の有機スズの汚染を暗示する結果となっ

たが，ジオクチルスズと推定された。

　脂肪組織中の残留化学物質をガスクロマトグラフ

（���）及びガスクロマトグラフ質量分析法により分析

した。有機塩素化合物として，���，���，���，エ

ンドサルファンが検出された。ダイオキシン類について
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の定量を行った。また，���応答性物質として分子状

硫黄の存在が明らかとなった。

〔発　表〕��２５１，２７３，２７５，２７６

（２）�環境と資源の持続的利用に資する資源循環型エコ

システムの構築に関する研究

　１）家庭排水由来の有機物資源の有効利用等による流

域負荷低減技術に関する研究

　①窒素・リン・ＣＯＤ等の簡易モニタリングと資源リ

サイクル高度処理システムの開発に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕生活排水，廃棄物等による水質汚濁を防止

し，閉鎖性水域を持つ地域を中心とした環境保全と資源

の持続的利用に資する汎用的な地域エコシステムを構築

するため，生活排水等における窒素，リン等の除去技術

の高度・簡易化手法の開発および開発された技術の技術

面，効果面，コスト面での評価手法の開発を目的として

研究を行う。具体的には，し尿排水を含有する液状廃棄

物の窒素，リン，有機物等の高度除去を目指し，蛍光遺

伝子プローブを用いた迅速な検出・定量化手法および微

生物群集構造を定性的に評価することが可能な����

����法等を活用し，硝化細菌等の有用細菌を高度に

保持しうる最適操作条件を検討する。また，生活排水の

処理水の資源化再利用システムを開発すると同時に窒

素，リン，���等の簡易モニタリングシステムの開発

を行い，水処理施設等の排出口における���１０㎎���１

以下，���１０㎎���１以下，���１㎎���１以下の目標水質

の確保の有無の評価および維持管理の適正化のための開

発研究を目標とし，推進することとする。

〔内　容〕生物学的排水処理プロセスの高度効率化を図

る上で重要な硝化細菌の個体数および微生物群集構造の

変遷を評価する手法の実用化を目的としてアンモニア酸

化細菌の１６�����およびアンモニアモノオキシゲナー

ゼをコードした遺伝子を特異的に増幅する���プライ

マーを用いた��������法により家庭排水処理を行っ

ている高度合併処理浄化槽より採取した汚泥，生物膜内

部の硝化細菌群集構造の評価・解析を行った。１６�����

の多様性評価に基づく結果より，高度合併処理浄化槽に

おいて硝化反応が速やかに進行している状態では

����������	�属のアンモニア酸化細菌群が優占的に存在

していることが明らかとなった。さらに尿素の添加によ

り窒素負荷が一時的に高まった状態では����������	�　

����の近縁種が多く存在し，負荷の変動によりアンモニ

ア酸化細菌の優占種に変化が見られることがわかった。

さらに，アンモニアの酸化活性を司るアンモニアモノオ

キシゲナーゼをコードした遺伝子の多様性評価の結果か

らも，本浄化槽においては����������	�に属するアンモ

ニア酸化細菌群が主としてアンモニア酸化活性を担って

いることが明らかとなった。これらのことから本浄化槽

の処理性能を高度に維持する上では優占種となっている

�����������	�属のアンモニア酸化細菌群を反応槽内に

集積することが重要であることがわかった。簡易水質試

験紙による生活排水処理水の評価に関しては，実浄化槽

処理水を用いた公定法と試験紙法との測定結果の比較を

行った。その結果，公定法と試験紙法との測定結果はほ

ぼ一致し，実用的な水質モニタリング手法として実際の

現場へ適用可能なことが明らかとなった。本手法は簡易

かつ迅速な水質検査手法であることから，個別家庭にお

ける高度合併処理浄化槽等の維持管理への適用において

は非常に有用なツールとなることが示唆された。

〔発　表〕��１０，１１，１５，２２，��１３，１５，１６，１９，２４～２６，

３９，４０，６６，７２，８５～８７

（３）�生活環境中電磁界による小児の健康リスク評価に

関する研究

　①電磁界及び交絡因子の暴露研究

〔担当者〕地域環境研究グループ�：新田裕史

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕本研究では，我が国において生活環境中の商

用周波領域の電磁界と小児がん，とくに白血病と脳腫瘍

について健康リスクとの関係を明らかにするための疫学

研究において，対象者世帯の磁界レベルの測定，交絡因

子の可能性がある大気汚染や室内汚染，自然放射線・ラ

ドンなど測定を行う。

〔内　容〕磁界の測定については，対象者の寝室，居間

における１週間連続測定を基本として，対象世帯の居住

家屋内外におけるスポット測定，特に対象世帯が送電線

近傍にあった場合の測定方法，送電線・配電線・変圧器

と対象家屋との位置関係，配線経路に関する記録方法に

ついても定めた。自然放射線レベルはスポット測定によ

り行い，ラドン濃度の測定については６カ月間対象者の

寝室にパッシブ型測定器を設置し，測定する方法を採用

した。さらに，キャニスターを用いて一部の対象者の寝
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室の空気を捕集し，ベンゼン等の���成分の分析を行

うこととした。

　これらの環境測定プロトコルに基づいて対象者世帯の

環境測定を実施して，測定データを収集して逐次データ

ベースの更新を行った。

〔発　表〕

　②総合解析・評価

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜　真徳

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）　

〔目　的〕日常生活環境中の電磁界の健康リスク（とく

に発がんリスク）については，現在なお決定的な科学的

根拠が不足しているため，異なる解釈や対立が続いてい

る。２１世紀に向けて，各種医療機器の開発，電気機器

利用の増加・多様化，携帯電話の爆発的普及，リニア

モーターカー利用の超高速新幹線計画等々，日常生活中

の電磁界はさらに増加することが予想されることから，

発がんリスク評価の論争点となっている小児白血病の疫

学調査を進め，国際的な協調を計りつつ評価作業を推進

することを計画した。環境要因の発がん性評価を巡る全

国規模の疫学調査は，我が国ではこれまで前例がなく，

その意味でも本研究は，今後の環境疫学の先駆けとなる

ものとして位置づけられる。

〔内　容〕全国規模の小児白血病の疫学調査を推進する

ため，本研究は４つの小課題研究から構成されている。

（１）小児白血病の症例・対照研究　（２）小児の脳腫瘍

の症例・対照研究　（３）電磁界と交絡要因への曝露評

価，及び（４）総括と総合解析・評価である。（１）と

（２）の研究では，全国の小児がんおよび脳腫瘍の治療

を行っている関連病院のネットワークを構築し，それぞ

れの病院で新たに発生する症例情報を国立がんセンター

に集約すると同時に，性・年齢・居住地域をマッチング

させた対照者をランダム抽出して，症例対照のセットを

つくり，調査協力依頼して承諾を得た後に，訪問調査あ

るいは郵送調査を行うことにした。目標症例数は，小児

白血病１，０００例，脳腫瘍５００例，対照者は訪問調査の場

合には症例１につき３例，郵送調査の場合には症例１に

つき１例を対応させることにした。最後の小課題研究で

ある「総括と総合解析・評価」においては，研究全体の

立ち上げ，共同研究の調整，対外的な交渉などを行うほ

か，小課題研究（１），（２）により得られる問診調査と

測定調査結果を，症例毎に対応させて整理・統合し，総

合的な解析・評価を行う。ただし，解析評価のためには，

疫学，曝露評価，がん（白血病，脳腫瘍），大気汚染・放

射線など各種交絡因子などを考慮して多方面から解析す

る必要があり，それぞれの専門家からなる小委員会を設

けてこれを実行している。すでに，国立がんセンター研

究所を中心とする問診調査と患者調査，国立環境研究所

を中心とする磁界を初めとする各種測定調査を円滑に進

めるため，適宜小委員会を開催してパンフレット，マ

ニュアルおよび調査票等の作成作業，調査者及び測定者

の任用を行うほか，彼らの教育訓練を「小児がんの症例

対照研究」班および「電磁界及び交絡要因の曝露研究」

班と共同して行っている。なお，上記作業は，本調査研

究結果を国際的に比較可能とするため，これまで先行研

究を進めている国際的機関の研究者とも連絡を密にとり

ながら進めている。また，適宜，関連病院ネットワーク

構築のための協力依頼等を地域ブロック担当者等と共同

して進めるほか，調査に関連する担当者全員からなる全

体会議を開催し相互の情報交換を図っている。また，調

査の進捗に係る全体の管理・運営を強化するため，適宜

調査地を訪問して相談を受け，監督している。年度途中

及び年度末には，国立がんセンター研究所で集計された

問診調査データ，国立環境研究所で集計された測定デー

タの全体について，小委員会を開催して検討吟味してい

る。また，とくに暴露調査結果については，中間解析を

試みて測定値の妥当性等についてチェックしている。

〔発　表〕��３３，３４，３７，３９，��１４１，１４２

２．１６．３　流動促進研究制度
（１）�ダイオキシン類と多環芳香族炭化水素類の複合毒

性の評価に関する研究

〔担当者〕環境健康部：宮原裕一　

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）　

〔目　的〕ダイオキシン類はゴミ焼却等により日常的に

発生し，そのヒト健康影響が懸念されている。しかし，

我が国のダイオキシン類に関する疫学調査は始まったば

かりであり，両者の因果関係は明らかにはなっていな

い。さらに，ダイオキシン類同様，燃焼により生じる他

の化合物については，その発生量の多さにもかかわら

ず，その曝露評価と複合作用の解明が遅れているのが実

状である。一方，我々は既にディーゼル排気ガス中にダ

イオキシン類及び多環芳香族炭化水素類が存在すること

を明らかにするとともに，ディーゼル排気ガス曝露によ

―�����―
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り実験動物に多様な生体影響が生じることを明らかにし

ている。しかし，これら化合物群と生体影響との因果関

係は明らかではない。本研究では，実験動物にディーゼ

ル排気ガスを曝露し，その生体内でのダイオキシン類と

多環芳香族炭化水素類の動態と両化合物の複合作用を解

明し，ヒト疫学調査に有用となる知見を得ることを目的

とする。

〔内　容〕本年度は，実験動物に０．３～３���粒子���

ディーゼル排気ガスを２または６ヵ月間曝露し，ダイオ

キシン類と多環芳香族炭化水素類の生体内での挙動を観

察した。一方，排気ガス曝露チャンバー内のガスを採取

し，ガス中のダイオキシン類と多環芳香族炭化水素類含

量の測定を行った。

　ディーゼル排気中のダイオキシン類濃度は，

１０��������粒子と低く，また，脂肪および肝臓中の

ダイオキシン類濃度は曝露群に比べ対照群の方が高く，

ディーゼル排気曝露によるダイオキシン類の体内蓄積は

認められなかった。一方，ディーゼル排気中の主要な多

環芳香族炭化水素は，ナフタレン，フルオレン，フェナ

ンスレンであり，その大部分はガス態であった。多環芳

香族炭化水素類のうち蒸気圧の低いものが粒子とともに

肺に沈着していたが，内蔵脂肪や肝臓ではそれらの顕著

な蓄積傾向は認められなかった。以上の結果から，肝臓

では多環芳香族炭化水素類により代謝酵素が誘導され，

多環芳香族炭化水素類とともにダイオキシン類の排泄が

促進されていると考えた。

〔発　表〕��６８

（２）�胎盤の機能異常に着目した環境有害物質による胎

仔の異常発達のメカニズムの解明

〔担当者〕環境健康部：石村隆太

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕環境中の汚染物質のなかには，日常生活にお

ける慢性的蓄積により，胎児の奇形，発育不全，流産や

死産をおこす有害な物質が多く存在する。このような胎

児発育への影響は母体には障害性を示さない極めて低濃

度でおきる。これまで環境有害物質による胎仔への影響

の研究は，胎仔への直接影響に関心がもたれており，胎

盤や母体側（子宮）の機能に着目した研究は少ない。し

かし環境中に存在する極微量の有害物質の多くは胎盤と

いうバリアでまず防御されるため，多くの場合，胎盤機

能の変調は胎仔影響に先行すると考えられる。例えば，

酸化的ストレス作用を有するカドミウムのような重金属

や���のような多環芳香属炭化水素は胎仔の発育不全

をおこすことが知られている。また，胎盤は，妊娠期間

中，卵巣と共にステロイドホルモンを分泌する器官であ

り，ステロイドホルモン撹乱作用を有する物質の投与に

より胎仔の子宮内死或いは分娩異常をおこすことが知ら

れている。本研究では，リスク評価のための基礎研究と

して，有害物質による①酸化的ストレス作用と②ステロ

イドホルモン撹乱作用に焦点を当て，胎盤の機能異常の

結果引き起こされる胎仔の発育阻害のメカニズムを明ら

かにする。

〔内　容〕本研究では，有害物質による酸化的ストレス

作用とステロイドホルモン撹乱作用に焦点を当て，主に

以下の項目について研究を行う。１）妊娠ラットに有害

物質を投与して，胎仔の発育不全や死亡をおこさせ，胎

盤の組織レベルでの観察と，胎盤特異的なマーカー遺伝

子の発現変化を調べる。２）胎盤のモデル培養細胞を用

い，マーカー遺伝子の発現変化，子宮内膜モデルヘの浸

潤能，ステロイドホルモン合成能等を調べ機能を明らか

にしていく。３）機能が明らかになった遺伝子につい

て，胎盤特異的な遺伝子破壊モデルを作成し，有害物質

の曝露による胎盤・胎仔への影響を評価する。

　本年度は，初年度として１）の内容に基づき，妊娠動

物への有害物質の投与と胎盤の解析を行った。環境有害

物質として，次世代への影響という点で社会的に問題と

なっているダイオキシン（����）を用いた。ラット妊

娠中期に極低容量の����（８００および１６００�����）を

投与すると，胎仔の死亡がおきることを観察した。この

����曝露ラットの胎盤について組織レベルでの観察

を行ったところ，胎盤を構成する一つの細胞種であるグ

リコーゲン細胞において組織変化が生じていることを見

いだし，さらに胎盤のグリコーゲンレベルが上昇するこ

とを明らかにした。また，胎盤のグルコース輸送にかか

わるタンパク質の発現量を測定したところ，����投

与群において発現量が上昇していることが明らかとなっ

た。以上の結果から，����曝露により胎仔の死亡に

先行して胎盤のグルコース動態の異常がおきていること

が初めて示唆された。

〔発　表〕��１６～１８�
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２．１６．４　知的基盤整備推進制度
（１）�生物系研究資材のデータベース開発に関する総合

的研究

　①原生動物及び微小後生動物データベース構築に関す

る研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕原生動物，輪形動物門輪虫類，線形動物門線

虫類，環形動物門貧毛類は水質あるいは土壌の浄化，栄

養塩類の循環に重要な働きをする。これら微小動物の主

に淡水・汽水・土壌に生息する自由生活性種の分類・形

態・生理・生態学的特性等の情報の収集と整理，画像

（光学顕微鏡写真等）による形態情報と分類学的および

生態学的文字情報を有機的にリンクさせたデータベース

の構築を行う。それと同時に，これらの微小動物の生物

系研究資材化を目指し系統保存を行っている培養株の種

名の同定および効率的な保存および分譲システムを確立

することを目的として研究を推進する。

〔内　容〕Ａ．データベースの構築：国立環境研究所の

ホームページ（���������		


����������	���１�

������）の内容を前年度より大幅に更新した。１）公開

した微小動物の属リストの一覧を作成し，トップページ

の次の階層におき，情報の入手は情報提供者を意識させ

るよう意図的に階層構造を作成した。２）原生動物肉質

鞭毛虫類（有殻アメーバ類を除く），原生動物有殻ア

メーバ類，線虫類の形態・同定情報の項目を新たに公開

した。３）文献の整理と要旨の公開（今年度追加分；

１，０３９文献）を行い，それに付随して原生動物繊毛虫類

と輪形動物門輪虫類の形態情報の追加を行った。

　９月と３月（３月末更新予定）に更新を行い，平成

１１年度末に公開できた属数および文献数は以下に示す

とおりである。

原生動物肉質鞭毛虫類　　　　　　　　　　　　１９９属

原生動物有殻アメーバ類　　　　　　　　　　　１１２属

原生動物繊毛虫類　　　　　　　　　　　　　　４２２属

輪虫類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０属

線虫類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３７属

文献情報　　　　　　　　　　　　　　　��　�３，３００件

画像（写真）　　　　　　　　　　　　　　　��　２０５件

　Ｂ．生物系研究資材化：付着性輪虫類の付着基質への

定着能の検討を行い，付着担体の種類や流速等の因子に

ついて明らかにした。

〔発　表〕��１４，��１６

２．１６．５　国際共同研究（二国間型）
（１）�日伊両国におけるダイオキシンの健康リスク評価

に関する疫学研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：米元純三・曽根秀子

　　　　　環　境　健　康　部：遠山千春・宮原裕一・

　　　　　　　　　　　　　　　�小野雅司

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕低用量のダイオキシン類曝露によって，

���酵素の発現や子宮内膜症の発症が実験動物で認め

られている。しかし，ヒトに関するこれらの情報は乏し

く，ヒトにおいてダイオキシン類曝露量とその健康影響

（���酵素の発現，子宮内膜症）との関係を明らかにす

る必要がある。我が国においてはダイオキシン汚染が想

定される地域における住民のダイオキシン曝露量と健康

影響との関係の調査が行われてきたが，廃棄物焼却場と

血液中ダイオキシン濃度との間には明確な関係は報告さ

れていない。一方，イタリアでは１９７６年に発生した事

故により多量のダイオキシン類の曝露を受けた集団が存

在し，継続した疫学調査が行われている。しかし，イタ

リアでは���酵素の発現や子宮内膜症に関する情報は

得られていない。本研究においては，ダイオキシン曝露

形態の異なる日伊両国において，ダイオキシン類曝露量

を相互に比較検討すること，また健康影響のうち特に子

宮内膜症に焦点をあてて，日伊における発生状況や診断

基準についての情報交換を行うことを目的とする。

〔内　容〕日伊両国のダイオキシン類曝露量を標準化す

るため，ダイオキシン類の分析法を比較し，ダイオキシ

ンの高濃度曝露を受けた住民の血清サンプルについて，

�����法によるクロスチェックを行った。ダイオキシ

ン類曝露に関する疫学調査に用いる生体影響指標とし

て，ダイオキシン曝露により鋭敏に動くと考えられる薬

物代謝酵素，���１�１，���１�２，����１��１をとり

あげ，血液サンプル中のこれらの���類の����発現

の微量・高感度定量法を確立した。一方，子宮内膜症と

ダイオキシン類曝露量との因果関係を解明するため，日

伊において，子宮内膜症患者のデータの収集を行い，子

宮内膜症発症に関与する因子の両国における差異につい

ての情報交換を行った。�
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（２）�バイオエコシステムを導入した中国貴州省紅楓

湖，百花湖流域における富栄養化抑制技術の開発に

関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕アジア・太平洋地域のなかで開発途上国とし

て位置付けられている中国では，富栄養湖における有毒

アオコの異常増殖が顕在化しており，水資源の安全性確

保が脅かされている。このため，富栄養化抑制対策の実

行は緊急を要しており，その効果的対策技術の導入が切

望されている。しかしながら，有毒アオコの発生実態調

査とその抑制技術開発にはほとんど手のつけられていな

いのが現状である。このような状況を踏まえ，本国際共

同研究は新たに国際的水環境の緊急課題としてあがって

いる���（世界保健機関）のガイドラインに位置付け

られた青酸カリよりも強力な毒性物質に産生する有毒ア

オコに着目し，中国湖沼の富栄養化の実態調査を行うと

ともに水処理工学としてのバイオエンジニアリング，生

態工学としてのエコエンジニアリングとを組み合わせた

バイオ・エコシステムとしての富栄養化抑制技術の開発

を行うことを目的とするものである。本研究開発を行う

ことで開発途上国に共通する湖沼の富栄養化環境問題に

対する効果的対策手法の確立化が可能となり，健全な水

環境創りに大いに貢献するものと考えられる。

〔内　容〕本研究においては，湖沼の有毒アオコの実態

調査，バイオエンジニアリングとしての有毒アオコを捕

食する微小動物のスクリーニング，エコエンジニアリン

グとしての再資源化可能な有用な水耕栽培植物の探索を

主に行った。有毒アオコの実態調査では，中国貴州省の

紅楓湖および百花湖を対象として有毒アオコの種類およ

び毒性物質ミクロキスチンの現存量を明らかにした。す

なわち，有毒アオコの種名は藍藻類の�����������　

��������	�，�����������　�������で我が国に出現する種と

同じであった。毒性物質ミクロキスチンの現存量は最大

で０．１１３�μ��・��１となり少ない傾向にあった。これは調査

時期（１０月）がアオコの最盛期を過ぎていたことが原

因で，アオコ最盛期における現存量調査が必要と考えら

れた。しかしながら貴州省で毒性物質ミクロキスチンの

存在が確認されたのは本調査が初めてであり，学術的に

極めて重要な知見を得ることができた。また，有毒アオ

コを捕食する微小動物のスクリーニングでは，プランク

トンネットを用いて湖水をろ過し，濃縮されたアオコを

顕微鏡で観察したところ，一塊のアオコの群体の中に多

数のアメーバが生存し，アオコの細胞を捕食しているの

が確認された。このアメーバは小型のアメーバで糸状仮

足を形成するタイプと指状仮足を出すタイプとに分ける

ことができ，有毒アオコ捕食性の微小動物が中国貴州省

の富栄養湖でも存在することが明らかとなった。また，

再資源化可能な有用な水耕栽培植物の探索では，地域特

性に適合した水耕栽培可能な植物を探索したところ，日

本でも食用として利用されているクレソンが自生してい

ることを確認し，これを活用した水耕栽培が可能なこと

が明らかとなった。

〔発　表〕��１８，１９，��５４，５５，７９

２．１６．６　重点基礎研究
（１）�有機溶媒の代替としての界面活性剤ミセル溶液の

利用に関する基礎的研究

〔担当者〕水土壌圏環境部：稲葉一穂

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕環境試料中に含まれる有害物質を分離・回収

したり分析したりする場合，有機溶媒を用いた抽出・濃

縮操作を行うことが一般的である。しかしこの際に利用

する有機溶媒は発ガン性や催奇形性などの毒性や引火性

などの危険性を有していることが多く，使用の危険性が

指摘されている。この問題の本質的な解決には有害な有

機溶媒の代替となる『環境にやさしい』抽出系の開発が

必須である。界面活性剤分子が凝集して生成するミセル

はその中心部に疎水性の空間を持っているために，水溶

液でありながら水に難溶な物質を溶解することが知られ

ている。さらにミセルは温度変化や遠心分離あるいは限

外ろ過により分離・濃縮操作を行えることから，危険性

が危惧される有機溶媒の代替抽出系としての使用が期待

できる。本研究ではこのような界面活性剤ミセルの持つ

性質を環境汚染物質の分離・回収や分析に利用する新た

な手法を開発することを最終目標として，ミセル溶液へ

の物質の抽出量や抽出速度などを詳細に検討し，ミセル

抽出系の持つ特徴や効率を明らかにすることで，有機溶

媒の代替抽出系としての利用の可能性を基礎的に検討す

ることを目的としている。

〔内　容〕非イオン性界面活性剤ポリオキシエチレング

リコール���オクチルフェニルエーテルの作るミセルと

水の間での一連の溶質の分配現象を測定した。溶質とし

ては有機溶媒－水間の各種定数が既知で，重金属の抽出
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試薬として広く使用されているキレート試薬である６種

のβ－ジケトンおよびその三価鉄イオンの錯体を用い

た。

（１）ミセルへの分配平衡定数を測定し，ヘキサンおよ

びジエチルエーテルと水の間での値と比較した。フェニ

ル基のようなかさ高い置換基を持つ試薬およびすべての

錯体ではヘキサン－水系での分配定数とほぼ等しく，ミ

セル中心部のアルキル鎖に分布していること，置換基の

小さい試薬や水素結合可能な官能基を持つ試薬では分配

定数がジエチルエーテル－水系の値と近くなり，ミセル

外殻部のオキシエチレン鎖の中に分布しているものと考

えられた。このことから溶質のサイズと極性がミセル内

の分布位置を支配する因子であると考えられた。またこ

れらの溶質分子はミセル１個におよそ３０分子程度は平

衡状態を変化させずに溶解することが明らかになった。

（２）４種類の錯体のバルク水相からミセル相へのミセ

ル界面通過速度を測定した。通過速度はいずれもミセル

濃度に１次で依存することから錯体とミセルとの衝突が

関与すること，メチル基をフェニル基に置換すると界面

通過速度は１００倍程度上昇し，トリフルオロメチル基に

置換すると１�２０程度に減少することが明らかとなっ

た。これは溶質分子がミセル内部に侵入する際に溶質表

面に露出した官能基の性質の差異がミセル表面部との馴

染み易さに影響するためと考えられた。

（３）ミセル相に抽出された溶質を分離するために限外

ろ過膜での分離の可能性を検討した。今回使用したミセ

ルは分子量が約８００００であり，分画分子量１００００の限外

ろ過膜による１�２体積までの分離操作において，抽出

された溶質のろ液への漏れだしは認められなかった。

〔発　表〕���１～３，　���１～３

（２）�エアロゾルと雲の相互作用の解明のための新しい

ライダー手法の研究

〔代表者〕大気圏環境部：杉本伸夫

〔分担者〕大気圏環境部：松井一郎・清水　厚

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕エアロゾルは散乱，吸収を通じて大気の放射

過程に直接寄与するだけでなく，雲の生成を通じた大き

な間接効果を持つ。エアロゾルの間接効果は十分に解明

されておらず，気候モデルによる地球温暖化予測の誤差

の大きな要因となっている。エアロゾルの雲の雲生成に

おける効果を定量的調べるためには雲中の水滴の粒径の

測定が必要である。そこで本研究では，雲の分布と雲底

付近の粒径分布，雲の周りのエアロゾルの分布と光学的

性質を同時に測定することが可能な新しいライダー手法

の基礎的研究を行った。

〔内　容〕雲による散乱の角度依存性を多波長で測定す

ることによって雲中の水滴の粒径を求める新しいライ

ダー手法を提案し，理論的および実験的な研究を行っ

た。この手法は，多波長のレーザー送信系と適当な散乱

角となるように距離を置いて設置した受信系を用いるバ

イスタティック方式のライダーである。研究ではまず，

ミー散乱理論を用いて最適な送受信系の検討を行った。

２波長のレーザーと２台の受信系を用いる方法と，１台

の受信系で散乱の偏光特性を用いる方法を検討した。こ

の結果，後者の方法により簡便な装置を実現可能である

ことが示された。この方法について，原理検証実験を行

い，低高度の積雲の雲底付近の粒径を測定するためのシ

ステムを試作した。

〔発　表〕��１９，��４９，６５

（３）�移行帯としての干潟生態系における藻場の機能解

明に関する基礎的研究

〔代表者〕生 物 圏 環 境 部：矢部　徹

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：渡邉　信・野原精一・

　　　佐竹　潔・上野隆平・

　　　竹中明夫・名取俊樹・

　　　戸部和夫・吉田勝彦・

　　　笠井文絵・広木幹也・

　　　河地正伸

　　　　　地球環境研究グループ：高村健二・永田尚志・

　　　五箇公一・志村純子

　　　　　地域環境研究グループ：高村典子・福島路生

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕藻場は水の流動を緩和し有機物や底質をト

ラップするため，動物ベントスおよび稚魚稚貝の供給源

として機能するといわれている。近年，沿岸漁獲回復の

目的で，埋め立てなどで失われた藻場を回復する事業が

主に干潟の沖帯でなされている。一方，干潟内部にもか

つては藻場が広がっていた。しかし，水産の近代化に伴

い干潟はアサリ類の養殖などの「海の畑」に変貌し，船

外機や収穫用器具にからまる海草・海藻は干潟内から排

除されている。昨今では養殖畑として収奪され続けてき

た干潟の機能は低下し，同時に浸食も進んでいる。そこ
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で，新たな干潟の保全および利用のあり方に資する基礎

的知見を得る必要がある。本研究では，従来定性的に評

価を行ってきた干潟内藻場が干潟生態系にもたらす効果

のうち，有機物供給効果，底質のトラップ効果，地固め

効果を対象とし，定量化することを目的とする。

〔内　容〕本研究では，干潟内藻場の持つ機能に関する

試験研究を行い，（１）枯死落葉による有機物供給効果

（２）地上器官による底質のトラップ効果（３）地下器

官の発達による地固め効果を検証することで，干潟の保

全と活用方法に資する知見を提示する。

　海草藻場が残存する東京湾の富津干潟，沖縄県西表島

の古見干潟および干立干潟において，（１）干潟内藻場

と干潟内裸地（以下，藻場，裸地）での底質の物理化学

性の比較を行い，（２）藻場および裸地に沈殿ビンを設

置し，藻場内外で採取された底質量と有機物量を定量

し，（３）底質のトラップ効果を確認するために藻場お

よび裸地に蛍光砂を撒き一定期間後に周辺から得られた

蛍光砂量を計測するという実験を行った。実験の結果，

藻場と裸地では底質の含水率や密度には有意な差が見ら

れなかった。酸化還元電位は藻場において低かった。有

機物，可給態窒素，可給態リンは藻場において有意に多

く，これらの結果から藻場の有機物および栄養塩供給効

果が示された。沈殿瓶実験の結果，裸地において底質の

全沈降フラックスが高く，底質がよく流動していること

が示された。一方植物遺骸は藻場内外で大きく変わら

ず，地上部のトラップ効果は明確でなかった。干潟にお

ける藻場構成種が小型海草であることが理由の一つと推

測された。蛍光砂実験の結果，干潟内藻場では裸地に比

べ底質が拡散せず，地固め効果が検証された。以上の結

果，干潟内藻場は，干潟全体に植物遺骸などの有機物を

供給していること，地固め効果があり藻場内部の底質の

攪乱頻度を下げ，動・植物ベントスの住みこみの場とし

ての機能を高めていること，干潟内に酸化的地域と還元

的地域を混在させ多様な物質循環系を形成していること

が明らかになった。

〔発　表〕��２９～３１

（４）�成層圏オゾン破壊に関する極域成層圏雲の特性評

価に関する研究

〔担当者〕中島英彰

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕１９８０年代以降，人工衛星からのリモートセ

ンシングによって南極オゾンホールの水平構造の時間変

動が明らかにされたように，数多くの重要な大気環境に

関する観測がなされるようになってきた。一方，モント

リオール議定書に始まる人為起源のフロンガスの放出規

制によって大気中のフロン濃度は減少に転じようとして

いるが，いまだオゾンホールの規模は拡大を続けてい

る。また今後温室効果気体の増加に伴い，成層圏気温の

低下が予測され，さらなるオゾン破壊につながる危険性

が指摘されている。最近の研究により冬期極域でのオゾ

ン破壊には，極域成層圏雲（���）の存在が重要な役割

を果たしていることが明らかとなってきたが，���の

タイプや特性に関してはまだ明らかにされていない点が

多く残されている。このような���の特性評価を行う

ことは，将来の成層圏オゾン破壊を予測する上で必須で

ある。そこで，過去の衛星観測データや化学輸送モデル

などを用い，冬期成層圏における���の特性を明らか

にしていき，ひいてはモデルによるオゾン全量の将来予

測に貢献していくことを本研究の目的とする。

〔内　容〕１９９６年８月に打ち上げられた�����衛星

搭載の改良型大気周縁赤外分光計（����）による可視・

及び赤外チャネルにおけるエアロゾル消散係数の高度分

布データから，冬期低温の極域成層圏において，���

によるものと思われる高い消散係数を観測した例を選び

出した。そのデータについて，����による気温と消

散係数との関係をプロットし，従来の熱平衡モデルによ

る各種���（���，���，���，���）による関係と比

較，検討を行った。その結果得られた，いくつかの代表

的なタイプの���について，後方流跡線解析を行った。

その流跡線上での気温履歴が，���の生成にどのよう

に影響しているかについて評価した。また一方，これら

選び出された���候補について，����の赤外窓チャン

ネルにおける消散係数スペクトルを，過去の実験室デー

タと比較した。その結果得られた���のタイプを，前

述の方法で得られたタイプと比較検討した結果，いい一

致を見ることができた。

〔発　表〕��３８，４０，��６�，７，１２，��１６，��６１，６９，�

７７，��２６，３８，��３４，３６

（５）�成層圏オゾン破壊物質である塩化メチルの陸域発

生源に関する研究

〔担当者〕

化　学　環　境　部：横内陽子・相馬悠子
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地球環境研究グループ：向井人史・秋吉英治

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕成層圏オゾン破壊については，人間活動によ

るフロン放出の他に塩化メチルなどの自然起源ハロカー

ボン類の寄与も大きい。今後の地球環境変動による生態

系からのハロカーボン放出量の変化を予測するために，

その発生源・発生機構を明らかにする必要がある。最近

の観測結果では塩化メチル発生源として海洋よりむしろ

熱帯・亜熱帯陸域の重要性が示されている。本研究では，

陸域生態系における具体的な塩化メチル発生源を特定し

て，今後の濃度変動予測の足がかりとする。

〔内　容〕熱帯陸域における塩化メチル発生源として熱

帯植物の影響を評価するため，代表的な熱帯植物が多数

生育する国立博物館筑波実験植物園・熱帯雨林温室内

（２０×２５×１６�２�）において大気中塩化メチル濃度の

変動を調べた。温室内の空気を入れ換えた後の塩化メチ

ル濃度の増加（夏期には１時間当たり１５０���以上）か

ら，放出量を約５�μ�������と求めた。温室内の塩化メ

チル発生源が植物・土壌のいずれであるかを特定するた

めに，数種の植物と土壌からの発生ガスをキュベット法

によって調べた結果，土壌は塩化メチルを吸収してお

り，葉から塩化メチルが放出されていることが示され

た。亜熱帯の沖縄本島おいて数種類の植物について塩化

メチル発生量を測定したところ，葉１�・１時間当たり１

μ��近い塩化メチルを放出するものが認められた。熱帯

域の植物が塩化メチルの重要な発生源である可能性が高い。

（６）�含硫黄フリーラジカルの大気中での反応の研究－

����２，�����２との反応について

〔担当者〕大 気 圏 環 境 部：猪俣　敏・畠山史郎・

　　　　　　　　　　　　　　　酒巻史郎・高見昭憲・

　　　　　　　　　　　　　　　佐藤　圭

　　　　　地球環境研究グループ：今村隆史

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕燃焼，生物活動および火山などから大気中に

放出される硫黄化合物は，大気中のエアロゾルや酸性雨

に係わる化合物として大気化学において重要な物質であ

る。代表的な化合物は���２，���，��２�，���２，���

などである。これらの化合物は大気中では光解離や��

ラジカル等の反応により含硫黄フリーラジカルを生成す

る。一般に大気中で生成したフリーラジカルの多くは大

量に存在する酸素と反応して���２ラジカルを生成する

が，��，���３�，���，��，��，���３��等の含硫黄

フリーラジカルは��２との反応速度は非常に遅いことが

報告されている。よって，���２，��３等と反応するか，

または����２，���２ラジカルと反応すると予想される。

特に���，��３濃度の低い清浄大気中では���２，���２と

の反応は重要である。したがって，含硫黄化合物と��

�２，���２との反応速度および反応機構の研究は極めて重

要であるが，現在までこれらの反応に関する研究は全く

行われていない。その理由は反応がラジカルとラジカル

の反応であるため，実験が極めて困難であるからであ

る。本研究は，新しい手法により，含硫黄ラジカルと

���２，���２との反応速度の測定を行い，エアロゾル生

成等に係わる大気化学のモデル構築に貢献するものである。

〔内　容〕本研究では，含硫黄フリーラジカル，��，

��，��，���３�，���とメチルパーオキシラジカル，

���３���２（あるいはメチルパーオキシラジカルの重水素

置換体，���３���２）との反応の室温での反応速度定数を

光イオン化質量分析計を用いて決定した。測定はメチル

パーオキシラジカル濃度過剰の条件で，含硫黄フリーラ

ジカルの減衰の時間プロファイルを測定した。光イオン

化には��の共鳴線：１０．０，１０．６��を用いた。��，��，

��，���３��，���ラジカルはそれぞれ���２，��２��，���２，

���３����３の１９３��光分解，������３���２の反応で生成

し，メチルパーオキシラジカルはアセトンの１９３��光

分解で生成する���３ラジカルと酸素分子の反応で生成

した。メチルパーオキシラジカルの濃度は��による滴

定反応：���３���２���→���３������２で生成する���２の

量で決定した。室温での反応速度定数は以下のとおり

で，かなり速い反応であることがわかった。��＋���３

��２：（６�±�２）×１０�１１��３���������１ ��１，��＋ ���３

��２：（１．１±０．３）��×１０�１０���３����������１���１，���＋���３

��２：（５±２）×１０�１１���３����������１���１，���３�＋���３

���２：（７±２）×１０�１１���３����������１���１。全圧を３～

７����で変化させても反応速度定数の有意な差はな

かったことから，これらの反応は二体反応であることが

わかった。��＋���３��２の反応は���３��２濃度を０～１

×１０１３個����３で変えても反応は見られなかった。大気

中での含硫黄フリーラジカルの消失過程におけるパーオ

キシラジカルの寄与を他のこれまで重要であると考えら

れてきた酸化剤であるオゾン，二酸化窒素と比較する

と，自由対流圏（オゾン濃度～３０����，二酸化窒素濃

度～２０����，パーオキシラジカル濃度～２５����）で
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は，オゾン，二酸化窒素との反応による含硫黄フリーラ

ジカルの反応の寿命がそれぞれ数～十秒，数十～百秒に

対して，パーオキシラジカルとの反応による寿命は数十

秒と見積もられた。例えば，��の場合，オゾンとの反

応寿命は１３�，二酸化窒素との反応寿命は２５�に対し，

パーオキシラジカルとの反応寿命は１５�であった。この

ことから大気中では含硫黄フリーラジカルの酸化剤とし

て，オゾン，二酸化窒素だけでなく，パーオキシラジカ

ルが重要な役割を果たしていることがわかった。

〔発　表〕��１２８，��２，５

（７）�新しい高感度ＮＭＲ脳機能イメージング法の開発

に関する研究

〔担当者〕環境健康部：三森文行・山根一祐・

　　　　　　　　　　　梅津豊司・石塚真由美・

　　　　　　　　　　　��持立克身・古山昭子

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕２１世紀は脳の世紀と呼ばれるように，脳の

機能の発現の仕組みや，脳を標的とする疾病の病態，脳

に対する薬物の作用発現の機序の解明等が希求されてい

る。最近，ヘモグロビンの磁性変化を利用する���脳

機能イメージング法がヒトにおいて盛んに用いられ始め

てきている。しかし，当該法は機能発現に伴う信号変化

が数％以下と小さく，実験動物に適用するには多大の困

難が伴う。本研究は外因性の常磁性試薬を用いることに

より脳機能検出の１０倍以上の高感度化をはかり，動物

脳において適用可能な高感度���脳機能イメージング

法を構築することを目的とする。さらに，ヒトにおいて

は制約が大きく実現困難な，薬物や環境化学物質の脳機

能への影響検索法を，実験動物を用いて構築することを

目指す。

〔内　容〕実験動物において，マンガンイオンを外因性

のコントラスト試剤として用いる高感度脳機能イメージ

ング法の開発を行った。従来法が機能発現に随伴する血

行動態の変化を検出する間接法であるのに対し，本法は

神経活動を直接観測する直接法であるという長所があ

る。しかし，本法には生体に対して毒性のあるマンガン

の相当量の投与を要するという難点がある。我々はマン

ガン投与法を全身投与から頸動脈を介した脳への直接投

与へと変更することにより，必要とされるマンガン量を

１５０マイクロモルから１４マイクロモルへと約１０分の１

に削減する方法を考案した。グルタミン酸，��メチ

ル���アスパラギン酸等の投与による脳賦活により，

賦活部位の���強調ＮＭＲ画像上で約５０％の信号強度の

増強を観測することができた。この方法により，実験動

物を用いる神経伝達物質のリセプター分布のマッピン

グ，脳において活性を有するさまざまな薬物や環境化学

物質の投与実験等，ヒトでは実行不可能な実験的脳機能

イメージング法の実現に道をひらくことが期待される。

〔発　表〕��５７，６０

（８）�国内の炭素吸収源インベントリーの精度評価に関

する研究

〔担当者〕地球環境研究センター：山形与志樹

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕京都議定書において，温室効果ガス削減の数

値目標の達成に，吸収源による吸収量を含めることが盛

り込まれた。今後，����のガイドラインの改訂が行わ

れ，その改訂作業には吸収源による吸収量の推定精度の

向上が必須となっている。さらに，議定書には温室効果

ガスの排出量取引の項目も取り込まれた。２００８年まで

には，日本は数値目標を達成しなければならず，目標達

成のために取引相手となる東アジア・太平洋地域の森林

による二酸化炭素吸収量把握が急務となっている。

　本研究では，国内の炭素吸収源インベントリーの精度

評価を実施することにより，今後，京都議定書の吸収源

に関わる数値目標の達成の判定において必要となる測定

精度を確保するためには，どの森林インベントリーの項

目について，どのような調査方法で整備を進める必要が

あるかを明らかにする。

〔内　容〕

　本研究では，森林等の温室効果ガス吸収源を評価する

ことを目的として国土数値情報，農林業センサス等の統

計情報を用いて構築された全国３次メッシュ単位の吸収

源評価データベース（森林評価データベース及び土壌評

価データベース）の精度評価を，各都道府県の収集・整

備した森林関連インベントリデータ及びランドサット画

像（��）データを用いて行った。

（１）インベントリデータを用いての精度評価：各都道

府県が森林法に基づき地域森林計画の樹立を目的とし，

詳細な現地調査等を行うことにより収集・整備している

森林関連インベントリデータ（林班・小林班境界線情報

を含む）の整備状況について検討し，より精度の高い森

林関連インベントリデータの入手が可能と判断された北
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海道・三重県・熊本県を対象に森林関連インベントリデー

タを入手し，統計解析等の手法を用い吸収源評価データ

ベースとの整合性について検証した。

（２）ランドサット画像データを用いての精度評価：イ

ンベントリデータを用いての精度評価同様，北海道・三

重県・熊本県を対象に，吸収源評価データベース構築に

用いた統計情報等の整備対象年次である１９９０年前後の

期間における雲量の少ないランドサット画像データを購

入し，幾何補正・���補正等を行った後，統計解析等の

手法を用い吸収源評価データベースとの整合性について

検証した。

（９）�八景を中心とした風景評価と気象条件・地理情報

に関する研究

〔担当者〕社会環境システム部：青木陽二・山野博哉・�

� 青柳みどり・趙　文経・

� 地球環境研究センター：�一ノ瀬俊明

� 神　���　戸　　���市：田中誠雄

� 山　 梨　 大　 学：�北村真一

� �国 立 科 学 博 物 館：近田文弘

� 修成建設専門学校：�飛田範夫

� 大 成 女 子 高 校：�川崎建夫

� �韓 国 慶 北 大 学：李　基徹

� 韓 国 密 陽 大 学：�金　東必

� 中 国 建 設 部：�陳　明松

� 中 国 清 華 大 学：章　俊華

� 中国北京林業大学：烏　　恩

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕国民の関心は公害の未然防止から，緑の多い

都市造りや身近な地域の生物保護，地域の価値ある生態

系の保全，さらには地球環境における生物多様性の管理

にまで関心が広がっている。そして人々の環境に対する

要望は，水や大気，生物，構造物などの多様な要素によ

る複合的影響を扱う風景の問題にまで及んできた。一方

ではコンピュータの開発が進み，高度で大容量のデータ

蓄積や解析も可能となってきた。そして，複雑かつ不明

確な現象を扱う風景にも，科学的な研究の光が当たるよ

うになった。

　風景という現象は人間の大脳の働きによる物的環境に

対する反応である。よって，人間社会の環境変動とも結

びつく現象である。

　本研究では，風景の評価に対する既存の知見を整理

し，既に評価され記録として残っている風景と現在評価

されている風景について調査を行い，その物的条件や分

布について明らかにすることを目的としている。

〔内　容〕

（１）風景評価に関する既存の知見の整理

　人類の歴史と個人の成長の中で自然風景の評価がどの

ように変わったかを探った。絵画史では風景画の成立は

かなり遅く，今のような評価になるまでに，長い時間が

かかったことがわかった。また人によって自然の風景が

思い出に残る年令が異なることがわかった。そして半数

の人が風景を思い出して描けるのは１５歳頃であること

がわかった。現在の風景評価は歴史時代からも，個人の

成長から見ても長い景観体験によって出来上がった概念

である。

（２）八景の全国分布調査

　中国の宋に始まった瀟湘八景画は，我が国に伝わり，

日本人の風景観に大きな影響を与えた。室町時代に伝

わって以来，近江八景など多くの八景が日本地形に見い

だされた。これらの八景の分布を明らかにすることによ

り，風景観としての八景の影響を明らかにした。現在ま

でに地方自治体により把握されている八景の分布と見い

だされた年代を分析した。回答の得られない自治体があ

るので今後の調査により八景の数は増加すると思われる

が，現在までの資料により八景の影響は多大なものであ

ることがわかった。

　日本における２３６の八景から２０００に及ぶ視対象を記

述する言語について分析を行った。その結果，瀟湘八景

タイプの記述は１０４６語，７５％に及んだ。地名を示す語

は５４５語，２８％であった。自然的な要素は４０％，人工

的なものは２０％，人に関するものは３％であった。季

節では冬が４９％，秋が４３％，春が７％，夏が２％で

あった。時間に関しては夜が多かった。五感では視覚が

��％，聴覚が��％であった。

〔発　表〕Ｃ�１，５

２．１６．７　重点研究支援協力員事業
（１）�東アジア地域の持続的発展に関する環境総合診断

システムの構築に関する研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：奥田敏統・鈴木万里子��

　　　　　環　境　健　康　部：小野雅司・小熊宏之��

　　　　　水�土�壌�圏�環�境�部：林　誠二・王　　権��・

　　　　　　　　　　　　　� 大坪国順・ゴン建新��
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� 地球環境研究センター：清水英幸・太田伸之��

　　　　　　　　　　　　　（��重点研究支援協力員）

〔期　間〕平成９～１３年度（１９９７～２００１年度）

〔目　的〕

　１）地理情報システムやエキスパートシステム等を活

用した環境総合診断システムに関する研究

　①流域スケールでの汚濁物質及び有害化学物質の発生

量と環境中の動態に関する現状の把握と，将来予測

のための数学モデルを作成する。

　②地理情報システム（���）を，環境変化とそれによ

る健康影響を監視するためのシステムへ応用する。

　２）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ

デル結果表示の高度化とネットワーク化

　各研究者が地理情報データベースやサブモデルの結果

をネットワークを介してオンラインで結果を見ながら意

見交換するためのコンピュータネットワーキングシステ

ムを整備する。

　３）熱帯林生態系の長期変動モニタリングのための基

礎的研究

　マレーシア半島部パソ保護林に５０ヘクタールのデー

タを用いて，樹木の分布と林内環境，稚樹の動態等につ

いての解析を通じて熱帯林の動的平衡性を明らかにす

る。

　４）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス

テムの構築に関する研究

　有効な種名，形態，生理，生態，分布情報を持つ高度

で広範な生物多様性インベントリーシステムを構築・管

理する。

〔内　容〕

　１）地理情報システムやエキスパートシステム等を活

用した環境総合診断システムに関する研究

　①アメリカ地質調査所（����）が開発した���

（���������　����　����������）ファイルシステ

ムを基に，統合型流域モデル構築に不可欠であった

各水文素過程モデル間でのデータの入出力を行うイ

ンターフェイスの開発を行った。また，洪水氾濫モ

デルによる計算結果検証を目的として，衛星画像

データ����������や�����１����を用いた洪

水氾濫域の検出手法の開発を行った。

　②中国を中心に社会経済データ，健康情報統計，疾病

媒介動物の分布情報，国・省間の人口移動情報，そ

の他地域生態系に関する各種情報の収集をするとと

もに，収集データのクリーニング（異なる観測手法

によるデータ互換作業，欠測データの補完，異常値

のチェック）・データベース化の作業を担当してき

た。さらに，���（�������）を活用した，各種

データ表示システム，解析システムの開発を行って

きた。

　２）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ

デル結果表示の高度化とネットワーク化

　前年度に開発した都市拡大モデルと別のスタッフによ

り開発された地下水位変化モデルと合わせて，７つの将

来の地下水揚水シナリオを境界条件として与えて，中国

河北平原において都市域の拡大が地下水位の変化に関す

るシミュレーション実験を行った。また，土地利用（都

市拡大）モデル，地下水位変化モデル及び人口・���

変化モデル等を一つのプログラム・パッケージにするた

め，地下水位変化モデルと���変化モデルに関するプ

ログラムの汎用性を高め，パッケージの全体機能や統合

に用いるコンピュータ言語等についていろいろ検討し

た。

　３）熱帯林生態系の長期変動モニタリングのための基

礎的研究

　現地で得られたデータを基にマレーシアパソ天然林に

おける植生解析，二次林データの整理と植生解析，自然

林と二次林の比較，およびスリランカシンハラジャの

データ整理を行った。その結果森林の多様性保全機能が

森林伐採によってどのように影響を受けるかが明らかに

なった。さらにこうした機能劣化の評価の標準化を行う

ことができた。

　４）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス

テムの構築に関する研究

　古木・水谷（１９９４）の「日本産タイ類ツノゴケ類

チェックリスト，　１９９３」を中心として，シノニムや文

献等の最新情報を加えた「日本産苔類ツノゴケ類データ

ベース」を作成した。また，レッドデータブック・植物

��（環境庁，２０００）のうちの蘚苔類を中心に同様に「日

本産蘚苔類絶滅危惧種データベース」を作成した。さら

に，これらの相互リンクシステムについて検討した。

〔発　表〕��７，８，��５，１５，１７，��１７
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�２．１７．１　大気化学観測技術の研究
イメージングフーリエ変換赤外分光計に関する研究

（１）大気化学観測技術の研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：中島英彰

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕気候変動に関する政府間パネル（����）や，

地球温暖化防止京都会議（���３）で議論されたよう

に，今後の地球温暖化を予測する上で，温室効果気体の

グローバルなモニタリングが今後の重要な課題である。

また同時に，地球温暖化に伴う成層圏の寒冷化によって

オゾンホールの回復の遅れも指摘されており，ますます

衛星による対流圏及び成層圏のモニタリングの重要性が

増加している。そこで，本研究では従来衛星からは困難

といわれていた対流圏全域を含めた温室効果気体を含む

各種微量気体成分のグローバルなモニタリングを行うた

めの概念検討及び性能評価を行い，将来の衛星へのセン

サー搭載の実現性を示すことを目標とする。イメージン

グフーリエ変換赤外分光計は，地球大気微量気体成分か

らの熱放射を高分光分解能かつマッピング（イメージ画

像取得）が可能となるよう，衛星から分光観測する手法

である。

〔内　容〕イメージング����の概念検討を行うため

に，第二年度にあたる本年度は，以下のような手順で評

価を行った。１）初年度に���ステージを取り付ける

よう改修を行った�����　���１０４型���分光器を用

い，波長可変レーザー光および絶対標準黒体放射器を光

源にして，直光軸からずれた場所での����の感度測

定，及び装置関数の評価を行った。実際に波長可変レー

ザー光を用いた測定では，波数０．０２���１程度のステッ

プで，応答を取得し，装置関数を評価した。２）同

����を用い，実際の大気を対象に地上からの観測を

行った。具体的には，海岸に設置した����を用いて，

海面での太陽反射光（サングリント）を光源にして，光

路中にある微量気体成分のカラム濃度の測定を行った。

このとき得られたスペクトルを，放射伝達計算で得られ

た結果と比較し，装置関数の評価，ならびに���の評

価を行った。以上で得られた結果を基に，最終年度には

実際の衛星からの観測に用いるイメージング���の概

念設計を行う予定である。

〔発　表〕��４１，４２，��５７，��４０，��３５�
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�（１）水環境修復のための有用微生物の機能強化・製剤

化と高機能浄化システムの技術開発

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之

　　　　　生 物 圏 環 境 部：渡邉　信

　　　　　東 京 農 業 大 学：高橋力也・藤本尚志

　　　　　筑　　波　　大　　学：松村正利

　　　　　千葉県立中央博物館：林　紀男

　　　　　㈱日本環境クリエイト：大内山高広

　　　　　日 立 化 成 工 業 ㈱：内田達也

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕産業排水等の法的規制強化に基づく処理の高

度・効率化，揮発性有機塩素化合物，油による土壌汚染・

地下水汚染，排水中の窒素・リンを引き金として水源な

どで異常増殖し飲み水への健康被害が懸念されている有

毒アオコの発生を防止，修復するためのさまざまな課題

の早急なる解決に社会的要請がますます高まっている。

このため，排水中の窒素・リン等の環境負荷原因物質の

高度除去を目指した浄化分解能の高い機能強化有用微生

物の微生物製剤化とバイオリアクターへの大量定着化技

術の確立による環境修復技術が国内外を問わず強く要望

され地球的規模での緊急課題となっている。これまでに

水処理分野においてさまざまな高度生物処理プロセスの

開発実用化がなされてきている。これら各種のバイオリ

アクターにおいて浄化に大きな役割を果たす機能性を備

えた微生物，いわゆる有用微生物の種の特定がなされ，

これらの有用微生物の単離・継代培養技術の確立もなさ

れつつある。しかしながら，実際のバイオリアクターの

ほとんどが混合培養の生態系から成り立っており，特定

の物質に関し分解浄化機能の高い有用微生物を人為的に

高密度に安定して定着させ優占化させることは現状では

困難である。本年度は，機能性の高い有用微生物を混合

培養系に導入し，安定して定着せしめる技術を確立する

ことを目指し検討を行った。

〔内　容〕処理水の透明度向上および発生汚泥量の減量

化において，有用微生物としての細菌類，原生動物，微

小後生動物などが大きく貢献していることがこれまでの

研究により明らかにされている。本年度はこれらの有用

微生物の中から排水処理の生物処理反応槽に出現頻度の

高い原生動物繊毛虫類膜口類���������　��������およ

び���������	�　����������に着目し，その増殖特性に及

ぼす温度，��，塩濃度，食物源としての細菌の種類・濃

度，攪拌強度など各種環境因子の影響について解明し，

実際の有効活用をはかる上での基礎的知見を集積するこ

とができた。同時に原生動物繊毛虫類，袋形動物輪虫

類，環形動物貧毛類等の有用微生物についてフラスコス

ケールの培養実験を通じて細菌類からの収率に関する検

討を行い，原生動物繊毛虫類で０．４７～０．５２，袋形動物

輪虫類で０．３８～０．４６，環形動物貧毛類で０．１６～０．２２

という収率を明らかにし，これらの有用微生物の混合微

生物生態系における汚泥減量化に果たす位置づけ・役割

を解明し，効果的な適用方法に関する知見を集積するこ

とができた。以上の結果，およびこれまでに得られてい

る有用微生物として硝化細菌����������	�属，原生動物

繊 毛 虫 類 縁 毛 類���������	　����������，���������	�

�����������，袋形動物輪虫類 ���������　������������	
�，

�������　���������，　������　����，環 形 動 物 貧 毛 類

���������　���������，����　����������，��������　��������	

などの浄化機能，増殖特性等にかかわる知見，さらにこ

れら有用微生物の増殖を促進させる機能性成分として有

用性が明らかにされたγ－オリザノールをはじめとする

各種の増殖促進因子の活用，また有用微生物の胞子化お

よび発芽実験で得られた成果などを総合的に考察し，こ

れらの有用微生物を微生物製剤としての活用する上での

基盤を構築することができた。

〔発　表〕��１１，��４２

（２）トランスジェニックゼブラフィッシュを用いた複

合汚染水の総合的毒性評価法の開発

〔代表者〕環　 境　 健　 康　 部：青木康展

〔分担者〕国 立 遺 伝 学 研 究 所：武田洋幸

　　　　　㈱三菱化学安全科学研究所：斉藤穂高

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕変異原物質検出用に開発されたトランスジェ

ニック魚を用いて，変異原性，初期発生異常，孵化異常

を組み合わせた，環境水の毒性の総合的評価法を開発す

る。同時に，多コピーの導入遺伝子を組み込んだ本トラ

ンスジェニック魚の安定した維持供給方法を検討する。
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〔内　容〕変異原物質検出用トランスジェニックゼブラ

フィッシュ系統は，ヘテロ接合体として確立されてい

る。ホモ接合体系統を確立すれば，安定した維持供給が

できると考え，ホモ接合体作製を試みた。その結果，ホ

モ接合体を得ることができたが，ホモ接合体はヘテロ接

合体より維持が難しく（死にやすい），導入遺伝子数が

減少した個体がよく現れる（選択が必要）ことがわかっ

た。後者は，導入遺伝子の部分的脱落が起こっているた

めと考えられる。このようなホモ個体は次世代の親魚と

して不適当である（ホモの場合，一対の遺伝子の両方か

ら脱落した可能性もあるため）。以上の結果から，トラ

ンスジェニック魚のホモ系統の確立は必ずしも安定した

維持供給と，選択の手間の軽減には繋がらないことが結

論されヘテロ接合体で維持し，次世代を得る度に，導入

遺伝子が脱落していない魚を選択をすることにした。

　精子凍結方法について，凍結保護材，冷却方法，人工

受精条件について検討した。その結果，まだ受精効率は

よくないが，凍結保存したゼブラフィッシュ精子を用い

ての人工受精に成功した。本方法を用いて，トランス

ジェニック魚の精子を凍結保存した。

　複合曝露実験の予備実験として，トランスジェニック

ゼブラフィッシュ胚を，水環境中によく検出される化学

物質�����［�］������，�����，������２に単独曝露

し，急性毒性，孵化異常，形態形成異常，・突然変異頻

度について検討した。その結果，いずれの化学物質も急

性毒性があり，孵化の遅延と形態異常出現が観察され，

突然変異頻度に関しても，上昇あるいは上昇傾向があっ

た。また，それぞれの指標の強弱は化学物質ごとに異

なっており，複数の指標を組み合わせた総合的毒性評価

法が有用であることが考えられた。

〔発　表〕��２，５，７，��８，１０～１５

（３）大気汚染物質が鼻および眼アレルギーに及ぼす影

響とその機構に関する研究

〔代表者〕環境健康部：小林隆弘

〔分担者〕星薬科大学：細川友和

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕大気汚染物質の重要な部分をしめる���曝

露が鼻および眼アレルギー反応におよぼす影響と閾値の

推定および影響機構の解析を行うことを目的とした。

〔内　容〕���が抗原の投与による鼻や眼のアレルギー

反応におよぼす影響を検討し，濃度に依存してアレル

ギー反応を増悪させることを見いだした。増悪させる

���濃度の閾値は１���近辺であることも明らかにし

た。鼻粘膜や結膜への好酸球の浸潤も濃度に依存して増

加することを見いだした。以上のことから，好酸球性炎

症や鼻や眼の過敏を介して���曝露は鼻や眼のアレル

ギー反応を増悪させることが示唆された。

〔発　表〕��２０～２２，��２６

（４）環境汚染のタイムカプセル“入皮”による地球汚

染時系列変化研究手法の開発と応用

〔代表者〕地球環境研究グループ：佐竹研一

〔分担者〕化　学　環　境　部：伊藤裕康・田中　敦

〔期　間〕平成９年～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕本研究の目的は環境汚染のタイムカプセル樹

木入皮についてそれぞれ産業化および環境汚染の歴史の

異なる国で必要な研究試料を入手し，その汚染の状況を

調査することである。

〔内　容〕前年度分類整理した四通りの入皮形成過程に

加えて本年度はさらに，もう一つの形成過程のあること

を発見し，その形成メカニズムとの検討を始めた。足

尾・日光地区の汚染を反映する樹齢約３００年のミズナラ

年輪および入皮の解析を進め，足尾地区の銅精練に伴っ

て大気と土壌が著しく汚染したことを，その時系列変化

とともに明らかにした。

（５）人工光環境ストレス関連ホルモン分泌動態にかか

わる内分泌疫学研究

〔代表者〕地域環境研究グループ：兜　真徳

〔分担者〕環　境　健　康　部：黒河佳香

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕現代社会においては，体内時計をかく乱する

ような因子が数多く出現してきているため，光への曝露

パターンが変化した場合に，内因性リズムや同リズムに

大きく支配されている各種生理機能（ホルモン分泌，自

律神経系機能など）がどのように変化するか，また，そ

れらとその後の健康リスクについて疫学的に検討するこ

とを目的としている。

〔内　容〕生体リズム評価のために用いられている血中

メラトニの測定に代わる簡易法として，心拍および体動

モニターの可能性を検討するため，スペクトル解析に加

え，非線形時系列解析のアルゴリズムの心拍変動解析へ

の応用などを調べている。また，心拍��間隔のスペク
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トル解析と非線形時系列解析，受光量と心拍データの相

関分析，および夜間尿のホルモン（メラトニン，コルチ

ゾール）測定などを進めている。

（６）湖沼で蓄積する難分解性溶存有機物の動態とトリ

ハロメタン生成能の評価

〔代表者〕地域環境研究グループ：今井章雄

〔分担者〕地域環境研究グループ：松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕本研究の目的は，霞ヶ浦での難分解性溶存有

機物（���）の動態を把握し，難分解性���として

フミン物質が優占するかを確かめ，湖水と���発生源

水の特性比較から湖水難分解性���の発生原因を検討

し，湖水���の難分解性化が水道水源水としての湖水

に及ぼす影響を把握することである。

〔内　容〕霞ヶ浦湖水等に易分解性－難分解性，疎水性

－親水性，酸性－塩基性に基づいた���分画手法を適

用し，霞ヶ浦における難分解性���の動態や特性を把

握した。同時に，湖水等のろ過水や���分画手法適用

後の各画分サンプルのトリハロメタン生成能をヘッドス

ペース�����で測定した。

（７）環境発がんにおけるメタロチオネインの生理学的

意義

〔代表者〕環境健康部：遠山千春

〔分担者〕環境健康部：佐藤雅彦

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕種々の化学物質で誘発される腫瘍の発生が，

メタロチオネイン（��）の誘導能を有する金属化合物

の投与によって抑制されることが報告されているが，

��の直接的な関与については明確にされていない。そ

こで，本研究では，���Ⅰ及び���Ⅱの発現を抑えた

��欠損マウスを用いて，環境発がん感受性因子として

の��の重要性を明らかにすることを目的とした。

〔内　容〕��欠損マウスでは，７，�１２�ジメチルベンズ

（�）アントラセン　（����）�１２���テトラデカノイ

ルホルボール�１３��アセテート（���）併用による皮膚

での腫瘍発生が野生型マウスに比べて有意に増加し，誘

発された腫瘍において�����の�����　６１の�（１８２）

から�への変異が認められた。したがって，��は，

��������二段階皮膚発がんに対する重要な生体内防

御因子であることが明らかとなった。

〔発　表〕��２３，　��３５

（８）アポトーシス制御系に基づく環境有害因子の人へ

の健康影響評価に関する研究

〔代表者〕地域環境研究グループ：石堂正美

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕本研究では，環境有害因子の人の健康影響を

アポトーシス制御系で評価することである。そのために

は，①血中レベルでアポトーシスシグナルが同定できる

こと。②環境の異なる地域住民の血液採集し，本研究で

確立した方法の応用を試みること。そして，③早期高感

度的に健康影響評価法のための新たなアポトーシス制御

系因子の同定をすることである。

〔内　容〕環境の異なる地域住民として，東京都杉並区

住民と茨城県高萩市住民を選択し，１～２��ずつ各地

域５０人以上の血液が集まった。血液から���を抽出す

る回収率を予備実験で見積もると，１��血中当たり３

～５��　���であった。これは，解析に十分量である。

しかしながら，採血方法などによると思われるアーティ

ファクト（人為的産物）が混入することがわかり，今後

に課題を残した。次に，重金属カドミウムと培養細胞を

用いて，環境有害因子によるアポトーシス誘導の分子機

構を詳細に調べた。抗アポトーシスタンパク質である

����２が活性化されることは昨年報告したが，さらに

ほかの����２　������にも活性化するものがあることが

明らかになった。新たな防御機構が判明したが，「死の

シグナル」を伝達する分子については依然不明のままで

ある。

〔発　表〕��３９，��３８，��１，７～９

（９）地球環境汚染のタイムカプセルによる汚染監視に

関する研究

〔代表者〕地球環境研究グループ：佐竹研一

〔期　間〕平成１１～１３年度　（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕本研究では環境汚染のタイムカプセルとして

の樹木入皮および湖底堆積物を用いて過去数百年から現

代に至る地球環境の汚染の時系列変化を明らかにするこ

とである。

〔内　容〕シェフィールド大学，ノルウェーエネルギー

研究所との共同研究を行い，ノルウェーのロロス銅鉱山

周辺で採取した樹木（入皮）が著しく鉛汚染されている

ことを明らかにした。また，樹皮に反映されている英国
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の原子力関連施設からのウラニウム汚染の実態を明らか

にした。

（１０）夜間光衛星画像データ����によるアジアの地

域別経済活動強度推定　

〔代表者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕一般的に途上国アジアにおいては地域別各種

統計データの整備が遅れており，その入手・利用は困難

である。夜間光衛星画像を時系列に把握することによ

り，各種の経済活動強度の変化をとらえることができる

のではないかという仮説に基づき，夜間光衛星画像デー

タ����の時系列データセットを構築し，アジアの地

域別経済活動強度推定を時系列で行い，１９９０年代にお

けるアジアの経済活動強度の時空間分布推定を行う。

〔内　容〕����における過去の����データの膨大な

ストックからアジア地域の画像を抽出し，世界で初めて

アジア地域における３時点の����データセットが構

築された。結果には，アジア通貨危機の影響や，イン

ド・パキスタン国境の緊張の高まり，漁業協定を反映し

た日本海の漁船分布変化等がとらえられており，この新

しい衛星画像の時系列解析の有用性が示された。

〔発　表〕��１，��１，７～１０

（１１）都市域における大気環境モニタリングシステムの

新構築に関する研究

〔代表者〕地域環境研究グループ：若松伸司

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕都市域における大気環境質の経年変化や地域

分布の特徴を的確に把握することができる大気環境モニ

タリングシステムの開発を目的とする。このような都市

大気環境モニタリングシステムの新構築に必要な測定技

術，データ収集・解析に関する基礎的な検討を行うとと

もに，実データに基づいたシステム評価を行う。

〔内　容〕これまでデータが得られていなかった

��２．５・���に関する発生源評価と環境データ把握のた

めのフィールド観測を行った。

　発生源モニタリングとしてはトンネル調査による自動

車からの���発生量や組成および���の推計を行っ

た。また，環境中の���濃度，粒子状物質濃度などの

動態を把握するために航空機を用いた立体分布観測を行

い主に，関東，関西地域における立体分布の特徴を把握

した。本年度は本研究の最終年度にあたるため研究のと

りまとめを行った。

〔発　表〕��２８，２９，��１３６～１３８，１６２，１６５

（１２）干潟浅海域のベントス生殖・定着技術導入による

エコエンジニアリング修復システム化開発

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔分担者〕生 物 圏 環 境 部：渡邉　信

　　　　　水 土 壌 圏 環 境 部：徐　開欽

　　　　　地域環境研究グループ：水落元之

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕干潟における共存と安定のシステムを構築す

る上で，生態学，生態工学，水理学，分析化学的側面に

立ち，干潟生態系と密接に関連する食物連鎖を構成する

各種生物間の捕食被食関係を含めた相互作用，重要なマ

クロベントスの生殖・生産・定着化技術，水質浄化と生

物間相互作用にかかわる各種パラメータに着目した研究

を進め，人工干潟を構築する上での設計諸元，現状の干

潟を修復する上での発生源対策の在り方を明らかにし，

エコエンジニアリングとリンクした水質浄化システムを

提案することを目的とする。

〔内　容〕ゴカイ（��������　��������）の発生過程

に及ぼす重油汚染の影響解析より重油流出等における環

境負荷の与えられた環境において発生には当然のこと重

油汚染負荷が高まると影響を受けるが，卵割，ふ化率等

定着能は低下するものの，かなりの頻度で定着は可能で

あると考えられた。また，葛西人工干潟と三番瀬の

���浄化能と生物種・現存量を調査したところ，三番

瀬は現存量で大きく上回っており，���浄化能は２倍

以上の浄化能を有していることがわかった。

〔発　表〕��２０，��４５，５０，５１，７１，７６，１００，１０２

（１３）環境ストレスが微細藻類の遺伝的変異に与える影響

〔代表者〕生物圏環境部：笠井文絵

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕人為的環境ストレスが生態系に及ぼす影響を

的確に評価する手法が求められている。集団中の遺伝的

変異は集団が人為的環境ストレスにどれだけ適応できる

かを決める要因となり，生態系に対する環境ストレスの

影響を評価する上で重要な要素である。本研究では人為

的環境ストレスが，水界生態系の一次生産者としてまた
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それ自体が貴重な遺伝子資源である藻類の集団に及ぼす

影響を明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕微細藻類では遺伝子交流が可能な集団を特定

するのが困難だが，ミカヅキモは遺伝子交流のポテン

シャルが調べられている数少ない藻類であり，除草剤の

影響を受けやすい水田やその影響がない放棄水田などに

住む。これらの場所から採取した株の遺伝的変異を調

べ，除草剤の影響のない環境に住む集団には変異が残さ

れており，除草剤の影響のある集団には変異が見られず

除草剤が集団の遺伝的構造に影響を与えている可能性が

示唆された。

（１４）集水域の栄養塩負荷が湿原生態系に及ぼす影響評

価に関する研究

〔代表者〕生物圏環境部：野原精一

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕本研究では，人間活動や開発行為等に影響さ

れやすい移行帯としての湿地生態系を対象とし，人間活

動により激しく撹乱された赤井谷地（高層湿原）・釧路湿

原（低層湿原）における集水域からの栄養塩類の流入量

評価とその生態系影響，並びに緩衝機能を調査・解析し，

湿地生態系管理のためのガイドラインを作成するための

科学的知見を得ることを目的とする。

〔内　容〕２０００年５月及び１１月に釧路湿原の３カ所の

ハンノキ林で伐採による影響調査を行った。��は�，

��区（河川流入区）で中性に近い値を示し，�，��

区（湿原中央区）は中間，�，��区（湿原縁区）で最

も酸性でおよそ�５．�５�であった。�・��や�・��区では

ナトリウムイオンが７～８���であったが，�・��区

では３０～４０���あり，同じハンノキ林でもイオン濃度

がことなることが明らかになった。同様に塩素イオンも

似た傾向があった。伐採したハンノキの円盤生重量，自

然乾燥重量，１０５℃ 乾燥重量との関係を求めた。�，�，

�区の含水率はそれぞれ４３．７，４６．９，５０．７であり含水

率は�＜�＜�の関係にあった。

（１５）富栄養化湖沼における藍藻溶解性細菌類の検出手

法の開発

〔代表者〕生物圏環境部：広木幹也

〔分担者〕生物圏環境部：渡邉　信・河地正伸

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕富栄養化湖沼で夏季に大量発生するアオコの

発生メカニズムについては主として，藍藻類の増殖の栄

養学的条件などを中心に解析が進められてきたが，環境

中にはこれらの藻類を分解する各種の微生物群が存在

し，藍藻類の増殖を抑え，あるいは増殖した藻類の減少

過程で重要な働きをしているという指摘もなされてい

る。本研究においては，これら藻類溶解細菌類の自然界

における動態を解析するための手法を開発することを目

的とする。

〔内　容〕日本，タイおよび中国の富栄養化湖沼の水よ

り単離された，藍層溶解性細菌株１４株について１６�

����部分塩基配列を調べ，それら細菌株の分類と系統

関係について解析した。その結果，供試した１４株はそ

れぞれ�����������属の細菌および���������	�属細菌

と近縁の２つのグループに分けられた。それぞれのグ

ループの細菌を検出するために，特異的な１６�������

部分塩基配列を探索し，���法により検出する事を試

みた。

（１６）メタン酸化細菌のシャペロニンと生物処理技術へ

の応用

〔代表者〕水土壌圏環境部：内山裕夫

〔分担者〕水土壌圏環境部：冨岡典子

　　　　　筑　波　大　学：野村暢彦

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕バイオレメディエーション技術によるトリク

ロロエチレン浄化を行うため，メタン酸化細菌

���������	�
	　��．　������　�（�株）を単離したが，生体

触媒としては比較的寿命が短く，解決すべき課題であっ

た。本研究ではこの問題を解決するために，分解酵素で

ある可溶性メタンモノオキシゲナーゼ（����）遺伝

子上流域にコードされているシャペロニン様遺伝子に注

目し，この全塩基配列を決定するとともにメタンモノオ

キシゲナーゼ発現との関連性を明らかにすることを目的

とした。

〔内　容〕����遺伝子群の上流域に２つのオープン

リーディングフレーム���１０，���６０が認められ，

���６０にはシャペロニン６０シグニチャーが観察され

た。�．　����及び���������	�　������にてＭ株����遺

伝子群発現化の結果，封入体として大量に産生され，ま

た，���１０，���６０においては，���１０は可溶性で

あったが���６０は不溶性として大量に生産された。

シャペロン発現ベクターシステムを用いた共発現効果で
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封入体の形成解消を図ったが改善されず，また，新たな

����遺伝子群発現調節機構の存在が示唆された。

（１７）マイクロ化学センサーを用いた乱流拡散係数の測

定法の開発

〔代表者〕大気圏環境部：内山政弘

〔分担者〕大気圏環境部：福山　力

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕大気中に排出された汚染物質は最終的には地

表に沈着するが，降水以外の沈着過程（乾性沈着）は地

表面の形態に強く依存する。したがって，乾性沈着の測

定には空間・時間的に稠密な観測が必要が，　現状の大気

測定用機器はこの様な高密度な測定には全く適さない。

この技術的な困難を現在急速に発達しつつある化学マイ

クロセンサーにより克服することをを試みる。

〔内　容〕マイクロ���センサーによる���温度，湿

度センサーによる音湿度の鉛直濃度分布の測定を森林

（長野県）で行った。新たなマイクロセンサーとして大

気環境測定に相応しい濃度域のマイクロオゾンセン

サー・システムの製作および蓄積型オキシダントセン

サーの新規開発を行った。この研究で新規に得られた方

法論を用いて過去の観測結果を再検討し実際の大気環境

でのエアロゾルの沈着流束を求めその結果を公表した。

〔発　表〕��７

（１８）遺伝子発現からみた粒子状物質の包括的毒性評価

〔代表者〕地域環境研究グループ：平野靖史郎

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕粒子状物質の形状の違いが，呼吸器の及ぼす

影響について遺伝子発現レベルで明らかにすることを目

的とする。

　粒子状物質の影響を最も受けると考えられる肺胞マク

ロファージが，繊維状の粒子状物質を貧食するときに特

異的発現する全遺伝子を，デイファレンシャルーディス

プレイ法を用いて包括的に検索する。繊維状物質の貧食

したマクロファージに特異的に発現する新しい遺伝子の

発見や，それらの遺伝子の発現様式が明らかにし，繊維

状物質の呼吸器毒性の本質を調べる。

〔内　容〕����２０�����２の遺伝子発現をマーカーとし

て，アスベストや都市大気中の粒子状物質の毒性評価を

試みるとともに，����２０�����２遺伝子の５’上流域の

解析を行った。都市大気中の粒子状物質は東京の都心部

で電気集塵器を用いて捕集された粒子成分を，アスベス

トは����の標準試料であるクロシドライトを用いた。

微小酸化チタン粒子は生体との反応性が低い物質として

知られているが，繊維状の酸化チタンはマクロファージ

において強く����２０�����２を発現させる。アスベス

トは繊維状粒子状物質の中でも最も毒性が高いことが知

られているが，����２０�����２の発現量は繊維状酸化チ

タン粒子に比べて低い値を示した。このことは

����２０�����２の発現は，必ずしも粒子の毒性に基づく

ものではないことを示している。また，都市大気中の粒

子状物質を貧食したマクロファージにおいては，対照値

より高い����２０�����２の発現量がみられたが，アス

ベストや繊維状の酸化チタンを貧食したマクロファージ

に比べ低値を示した。����（�����　���������	�
�　��　

����　����）法を用いて����２０�����２の５’上流域

を詳しく調べたところ，この遺伝子には少なくても２種

類のものが存在することが明らかとなり，ジーンバンク

に登録を行った。

〔発　表〕��１，２，９３，９４，��２，３

（１９）熱帯域において植物から大気中に放出される極性

有機化合物の分布と変動に関する研究

〔代表者〕化　学　環　境　部：横内陽子

〔分担者〕地球環境研究グループ：奥田敏統

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕植物から放出される揮発性有機化合物

（����）の多くは大気中における反応性が高く，オゾ

ン生成あるいはエーロゾル生成を介して大気化学に重要

な影響を与えている。本研究では，熱帯・亜熱帯林から

放出される大気中植物起源����の分布と変動を調べ，

その大気化学的影響を解明するための基礎データとす

る。

〔内　容〕大気中極性����を測定するために，キャ

ニスター法と常温吸着法を比較した。代表的な熱帯植物

からの放出ガス中にノナナール，デカナール，ヘキサ

ナール，アセトン，アセトアルデヒド，エタノール，酢

酸，ブタノン，ブタノールなどの極性����を検出し

た。熱帯林内の植物体から放出される����発生量を

測定するためのキュベット法について検討を行った。
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（２０）異なる光と水環境下で生育する植物の光合成誘導

反応に及ぼす気孔・非気孔制限の評価

〔担当者〕地球環境研究グループ：唐　艶鴻

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕変動する光環境下における光合成の瞬時的反

応の生態学的役割を評価するため，異なる環境要因が光

合成の気孔と非気孔制限とにどのような影響を及ぼすか

を明らかにする必要がある。本研究では正常な気孔反応

を持つ植物と開いたままの気孔を持つ植物を使って，ガ

ス交換の測定を行い，誘導反応に対する気孔・非気孔制

限を評価し，誘導反応の律速過程に及ぼす光と水環境の

影響を明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕本年度では，２つの異なる光条件と２つの土

壌水分条件下で生育したプポラ（�������　�������　��

�����������　��．　�����）について，一定の誘導状態を形

成させた後，光強度を５００�μ������２��１まで急激に上昇

させ，光合成誘導反応を測定した。実験植物は，光量子

密度が変わっても気孔抵抗がほとんど変化を示さなかっ

た。また，光合成誘導反応速度は水ストレスからの影響

が少ないことも明らかになった。本研究から，当該ポプ

ラの光合成誘導反応に対する制限は，ほとんど生化学系

の活性化によるものであると考えられる。

（２１）核酸プローブを用いたハイブリダイゼーション法

による藍藻類付着細菌の解明

〔代表者〕水土壌圏環境部：冨岡典子

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕アオコ（藍藻類の異常増殖）の発生予測は現

在まで可能となっておらず，遊離細菌，付着細菌を含む

微生物生態系全体についての研究が必要となっている。

本研究は，近年発達してきた分子生物学的手法，特に核

酸プローブを用いたハイブリダイゼーション（����）

法を用いて，藍藻類に付着している細菌群集について検

討を行い，アオコの発生，衰退を微生物生態系の変動の

中で評価し，アオコの発生予測に資することを目的とし

ている。

〔内　容〕細菌群集構造の変化について検討を行うため

に，１６������遺伝子に基づいた����（���������	�

��������　���　������������	
	）法を用いて，富栄養湖で

ある霞ヶ浦湖水中の遊離細菌，付着細菌相について解析

を行った。その結果１９９９年には夏季及び秋季の藍藻類

によるブルーム発生の時期に，����������	
��に属する

特定の微生物の比率が増大することが明らかとなった。

〔発　表〕��２９，３１

（２２）金属発がん抑制因子としてのメタロチオネインの

役割　

〔目　的〕環境健康部：佐藤雅彦

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕ヒトがんの原因として環境発がんが問題と

なっており，環境発がん物質には，有害化学物質のほか

にヒ素やカドミウムなどの金属化合物が知られている。

本研究では，金属結合タンパク質であるメタロチオネイ

ン（��）のⅠ型およびⅡ型の発現を抑えた��欠損マ

ウスを用いて，金属発がんに対する��の防御効果を明

らかにすることを目的とした。

〔内　容〕��欠損マウスを用いて，無機ヒ素の代謝物

であるジメチルアルシン酸（���）による���損傷に

対する��の防御効果を尿中８�ヒドロキシ�２���デオ

キシグアノシン（８�����）産生を指標に検討した。

その結果，���を投与した��欠損マウスは野生型マ

ウスに比べて尿中８�����量が著しく増加することが

認められ，��が���による���損傷の防御に重要な

役割を果たしていることが明らかとなった。

〔発　表〕��２３

（２３）山岳（八方尾根）を利用した降水による大気汚染

物質の除去率（洗浄係数）の測定

〔代表者〕地球環境研究グループ：村野健太郎

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕標高１８５０�の八方尾根と標高８００�付近の

平地（白馬村）で降水，ガスおよびエアロゾルの観測を

行うことにより，降水によるガス・エアロゾル等の大気

汚染物質の洗浄係数を測定する。

〔内　容〕八方尾根（１８５０�）と平地の白馬村で，ガ

ス・エアロゾル，降水のサンプリングを行った。降水は

１降水毎に降水サンプラーで採取し，ガス（二酸化硫

黄，アンモニア，硝酸ガス），エアロゾル（硫酸イオン，

硝酸イオン，アンモニウムイオン）は６時間ごとにガ

ス・エアロゾルサンプラーで捕集した。調査により，硫

酸イオン（�������）について４個の洗浄係数（��：����）

が得られ，１１年度のデータと合わせて解析を行い，��

と降水強度（�：����）との間に���＝�１�８６�×�１０��������

の関係式を得た。
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〔発　表〕��１２５

（２４）温度勾配ゲル電気泳動法を用いた微細藻群集の多

様性解析

〔担当者〕河地正伸

〔期　間〕平成１１～１２年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕近年の分子生物学の発展により，異種生物が

混在するサンプルであっても，特定遺伝子の���塩基

配列のわずかな相違から，特定の種を検出可能とする手

法が開発されてきた。例えば部分的に塩基配列の異なる

���断片において，その相対移動度が温度勾配あるい

は変性剤濃度勾配をつけたゲル上で変化することが知ら

れている。この技術を天然サンプル中の生物群集の多様

性解析に適用することで，より自然界の生物群集を反映

した多様性解析が可能になることが期待されている。そ

こで温度勾配ゲル電気泳動法による微生物群集の多様性

解析手法の開発を目的として本研究を計画した。

〔内　容〕北海道，愛知，沖縄各地の干潟環境で採取し

た砂泥サンプルについて，試験的に，���抽出

（����のみのマイルドな抽出法），���による���断

片の増幅（１８�����の約３５０��の断片，ユニバーサル

プライマーを使用），温度勾配ゲル電気泳動法による解

析を試みた。その結果，（１）珪藻類がいずれの地点で

も認識され，（２）亜熱帯域の沖縄域が他よりも多様性

の高いことが示唆され，（３）同プライマーで鞭毛虫類

の検出の可能なことが判明した。愛知の知多サンプルで

は顕微鏡観察から２４種の珪藻が確認されたにもかかわ

らず，これらは単一バンド（すなわち単一種）として認

識された。これは，知多の珪藻群集が近縁種で占められ

ており，解析した塩基配列の類似性の高さに起因すると

考えられた。また北海道の干潟では生物量が多いにもか

かわらず，���の回収率が低く，解析に大きく影響し

た。これはサンプル中に含まれていた大量の有機物と粘

土による阻害が原因と考えられた。ベン毛虫など顕微鏡

では認知されにくい生物種の検出，さらに特異性の高い

プライマーによる特定生物群を対象とした精度の高い検

出が可能であることが示唆されたが，サンプルの調整，

プライマーの選定，���の抽出および回収率により，

解析結果が大きく影響を受けることから，広範囲の微生

物群集を対象とした多様性解析を行うには，更なる検討

が必要である。

〔発　表〕��５～８，��４

（２５）日本列島沿岸域における放射性炭素年代値の海洋

リザーバー効果の評価

〔代表者〕化学環境部：米田　穣

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕本研究では，北太平洋西部における海洋１４�

リザーバー効果を明らかにすることを目的とした。大気

圏核実験の影響で人為起源１４�が付加される以前の海洋

無機炭酸中の１４�濃度を明らかにすることで，海洋生物

における１４�年代のずれを補正することが可能になり，

海底堆積物などにおける古環境変動のより正確な年代決

定を可能とする。

〔内　容〕近過去における海洋１４�リザーバー効果を戦

前に採取された貝殻試料の１４�濃度を加速器質量分析法

によって測定した。その結果，北太平洋西部において

は，地域的な変動が極めて大きく，黒潮域の１４�濃度が

表層水の平均に近似しているのに対し，親潮域では１４�

濃度が明らかに減少しており，熱塩循環によってもたら

された古い深層水の影響が強いことが明らかになった。

〔発　表〕��５６，��８７～８９

（２６）有機スズ化合物の内分泌撹乱化学物質しての作用

に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：今井秀樹

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕いくつかの有機スズ化合物は中枢神経系を傷

害し，さらに免疫系および内分泌系に影響を及ぼす。有

機スズ化合物による脳・神経傷害のメカニズムは詳細に

はわかっていない。本年度は，有機・スズ化合物投与に

よって引き起こされる脳内海馬領域における神経細胞死

および神経細胞再生について解析した。

〔内　容〕有機スズ化合物（塩化トリメチルスズ）を

ラットに一回経口投与し，５日後における脳内海馬領域

の細胞死および生に関する検索を行った。その結果トリ

メチルスズを投与したラットの海馬歯状回，特に下部顆

粒細胞層に多数の細胞死（アポトーシス）が観察され

た。この場合上部顆粒細胞層に細胞死は認められるもの

少数であった。細胞新生は海馬全域にわたってみられ

た。成体における神経細胞再生は現在その研究が緒につ

いたばかりであり，今後経時的な観察など基礎的な検討

が必要であると思われる。
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（２７）ほ乳類の妊卒性と精細胞分子シヤペロンの機能異

常の関係についての研究

〔代表者〕環境健康部：大迫誠一郎

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕本研究では，精巣内に存在する分子シヤペロ

ンの発現レベルあるいは機能レベルでの変動が，精子の

受精能にどのように影響するのか分子生物学的に検討す

る。今回は���������	（パキテン期精母細胞から発現，

��������	��
������１９９４）にフォーカスを当て，その

発現や機能に影響を与えると予想される環境因子として

は，ダイオキシン類を用いた。

〔内　容〕マウス新生仔精巣器官培養系において���

���を添加し，生殖細胞分化マーカーの発現を解析し

た。その結果，������は１００��において���７０�を

有意に増加させる事が������と���により判明した。

しかし���������	の発現には影響がなかった。上記の

結果は�ダイオキシン類が生殖細胞内の分子シヤペロン

のうちでもある種の分子種を誘導させること示してい

る。

（２８）中性からアルカリ性の湖沼における溶存アルミニ

ウム濃度上昇のメカニズムの解明

〔代表者〕水土壌圏環境部：越川昌美

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕天然水中に高濃度のアルミニウムが溶解する

と，水中に棲む魚や藻類に毒性を示すことが懸念されて

いる。酸性化した土壌や湖沼では溶存アルミニウム濃度

の上昇とその影響が詳しく研究されているが，中性から

アルカリ性である琵琶湖でも，春から夏にかけて溶存ア

ルミニウム濃度が上昇することがわかってきた。本研究

では，溶存アルミニウム濃度上昇の機構解明を目的とし

て，琵琶湖の溶存アルミニウムの形態別分析を行った。

〔内　容〕琵琶湖北湖で８月，１１月，２月に採水を行

い，孔径����μ��のフィルターを通過する溶存アルミニ

ウムを，フリーのアルミニウム（���），アルミニウムの

有機錯体（�����），アルミニウムのコロイド（�����）に

分画した。����法で�����を定量し，ルモガリオン法

で（���＋�����）を定量し，������法で（���＋�����＋

�����）を定量した。アルミニウムの有機錯体は検出され

なかったが，アルミニウムのコロイドが２月の底層水で

検出された。

〔発　表〕��２１

（３０）古人骨の化学分析から見た水田稲作農耕による食

生活・生業形態の変化（４）

〔代表者〕化学環境部：米田　穣・尾本恵市

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕遺跡から発掘された人骨試料の化学分析から

その食生態を明らかにし，縄文時代から弥生時代への文

化形態の変化が生業形態にどのような影響をもたらした

かを考察することを目標としている。とくに，水田稲作

農耕を開始したとされる弥生時代集団の日常的な食生活

において水稲が果した役割を明らかにする方法論的研究

を行う。

〔内　容〕古人骨試料に残存するコラーゲンで炭素およ

び窒素の安定同位体比を測定し，地域差や集団内の個人

差を検討した。縄文時代集団に見られた生息環境による

明らかな地域差は，弥生時代にも認められることが分

かった。これは弥生時代人が水田稲作へと生業の中心を

急速にシフトしたのではないことを意味する。一方，集

団内の個人差からは，植物性食料資源では水稲の占める

割合が大きくなったことが示唆された。

〔発　表〕��６０，６１，��８６，��９０

（３０）　①対流圏におけるハロゲンの化学と循環に関す

る研究　－揮発性ハロゲン炭化水素の動態

〔代表者〕北海道大学：河村公隆

〔分担者〕化学環境部：横内陽子

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕海洋・海氷中には藻類などによって生成され

るブロモホルム，ジブロモメタン，ヨウ化メチルなどの

有機ハロゲン化合物が存在している。これらは大気への

反応性ハロゲン供給源として対流圏オゾンの変動に重要

な意味を持っている。本研究では海洋起源有機ハロゲン

化合物の大気・海洋中濃度分布からその発生量と影響評

価を試みる。

〔内　容〕北半球高・中・低緯度（アラート／北西太平

洋／波照間島）における大気中ヨウ化メチルの季節変動

を観測して，地域ごとに特徴的な変化を明らかにした。

北極域のアラートではヨウ化メチル濃度は年間を通して

０．７����以下の低濃度であり，夏に特に低濃度であっ

た。このようなヨウ化メチルの季節変化は，夏期にヨウ

化メチルの光分解によるロスが最大になることで説明さ

れる。しかし，北西太平洋上では逆に８～９月に最高１

～２����，３～４月に最低（＜０．５����）であった。そ
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の濃度変化は海水温と正の相関を示し，植物プランクト

ンのブルーミングや日射量との相関はああまり見られな

かった。日射量のもっとも多くなる６～７月にも大気中

ヨウ化メチル濃度の低下は見られず，光分解による消失

分を充分に補うだけのローカルな発生量のあることがわ

かった。また，亜熱帯の波照間島ではばらつきが大きい

もののやはり夏に高濃度となる傾向が見られた。今後，

ヨウ化メチル発生量に対する海水温の影響を解析すると

共に，海水中濃度の観測を進めて，ヨウ化メチル発生量

の地理的・時間的な変動を推定するための基礎データを

得る。

〔発　表〕��５３，��８２，８３

（３１）ラン藻類の遷移に及ぼすキレート物質の影響に関

する研究

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身

〔分担者〕地域環境研究グループ：岩崎一弘

　　　　　東京大学工学系研究科：栗栖　太

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕霞ヶ浦の湖水及び合成培地を用いて，４種の

ラン藻類の増殖に及ぼすキレート物質等の影響を調べる

と共に，これらの物質の４種のラン藻類の遷移に及ぼす

各種環境因子との関係を明らかにする。

〔内　容〕霞ヶ浦から分離した�����������	
�	����

������������������	
�������
���������������	��
������

����������������	
���������を用いて，湖水中にお

けるリジン，ヒスチジンの増殖への阻害効果を調べた。

��������はリジン，ヒスチジン１����で強い阻害が

認められた。また�����������と����������は５～

１０����で阻害が認められたが，���������	��は１０����

でも阻害が認められなかった。

〔発　表〕��２７７，２８１，２８２

（３２）窒素・リン負荷削減と下水処理水の有効活用のた

めの干潟ビオトープの創出手法開発

〔代表者〕東　 北　 大　 学：西村　修

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平�水落元之

　　　　　水 土 壌 圏 環 境 部：徐　開欽

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕本研究ではエコトーンとしての干潟のもつ自

然浄化機能に着目し，省エネルギー，省資源および省メ

ンテナンスにて下水処理水中の窒素・リン負荷を削減し，

内湾・内海の富栄養化を防止するための人工干潟の創出

に関し，多様な生物の生息空間およびきめ細かな生物間

相互作用の展開する場としての最適手法を確立するため

に干潟生態系モデルを構築し，栄養塩除去能を最大に発

揮する干潟構造の設計，および運転・管理システムを開

発する。

〔内　容〕

（１）底質における有機物分解速度および藻類生産速度

を算定し，泥質干潟の方が多くの有機物を分解している

ことを明らかにした。

（２）懸濁態有機物の物理的な輸送フラックスを定量化

し，通常，砂質干潟の底質へは沈降により有機物の供給

が，また泥質干潟の底質からは巻き上げにより有機物の

流出が起こっていることを明らかにした。

（３）干潟底質における有機物の蓄積に及ぼすベントス

の影響を干潟モデル生態系で検討し，藻類及びマクロベ

ントスによる有機物蓄積抑制効果を明らかにした。

〔発　表〕��５８，７６

（３３）熱帯降雨衛星観測とライダー雲観測とを用いた雲

の放射効果の定量的評価に関する研究

〔代表者〕大 気 圏 環 境 部：高薮　縁

〔分担者〕大 気 圏 環 境 部：杉本伸夫・松井一郎

　　　　　東京大学気候システム研究センター：住　明正

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕熱帯降雨衛星などの衛星観測データとライ

ダーによる地上，洋上観測データを用いて雲の分布特

性，降水特性を解析し，熱帯域の雲の鉛直分布特性（特

に雲システムの時間変化に伴う雲底情報）を明らかにす

ることにより，放射効果の定量的評価に資することを目

的する。

〔内　容〕国立環境研ではジャカルタおよび観測船「み

らい」によるライダー観測および雲底高度解析を分担し

た。これらのデータと熱帯降雨衛星のレーダー降雨デー

タ・静止衛星ひまわりの黒体輻射温度データ・気象デー

タを用いて，日変化特性を解析し，熱帯の陸海上の雲降

水システムの特徴を示した。陸上・海上いずれも下層

（１��以下），中層（約４．５��，上層（約１１��）の３

層に顕著な雲底分布ピークが示された。また，海陸の降

雨特性の日変化・季節変化について共通点と相違点が明

らかにされた。

〔発　表〕��２１，５５～５６，��４７～４８，５７，６３～６４，７３
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（３４）インドネシア域における生物マス燃焼が及ぼす気

候学的影響に関する調査的研究

〔代表者〕東京大学気候システム研究センター：中島映至

〔分担者〕北　　海　　道　　大　　学：太田幸雄

　　　　　北海道大学低温科学研究所：河村公隆

　　　　　東　　　京　　　大　　　学：松本　淳・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北　和之・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　露木　聡・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井上　真

　　　　　東京大学気候システム研究センター：�高橋正明

　　　　　東京大学アイソトープセンター：�巻出義紘

　　　　　京　　　都　　　大　　　学：�西　憲敬

　　　　　京 都 大 学 防 災 研 究 所：�植田洋匡

　　　　　京都大学東南アジア研究所：�吉村充則

　　　　　農 業 環 境 技 術 研 究 所：�鶴田治雄・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米村正一郎

　　　　　千葉大学環境リモートセンシング研究センター：�竹内延夫�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本田嘉明

　　　　　名古屋大学太陽地球環境研究所：�小池　真�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近藤　豊�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　趙　永浄

　　　　　福　　　島　　　大　　　学：��渡辺　明

　　　　　滋　　　賀　　　大　　　学：��荻野和彦

　　　　　神　　　戸　　　大　　　学：��山中大学

　　　　　インドネシア技術評価応用庁�：�������　�����������

　　　　　イ ン ド ネ シ ア 気 象 庁：���������　��������	�

　　　　　イ ン ド ネ シ ア 大 学：���������　����

　　　　　ボゴール動物生体研究所：������　������

　　　　　大　 気　 圏　 環　 境　 部：日暮明子

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕気象力学，大気物理，大気化学，植生リモー

トセンシングからの多面的なアプローチにより，アジア

域最大の燃焼域であるインドネシア域の生物マス燃焼現

象の発生メカニズムと気候影響評価を現地調査を通して

明らかにする。

〔内　容〕１９８０年から２０００年までの����　��と���

から，インドネシア域のバイオマス燃焼の発生は，���

（特に春先からの負値の持続期間）と非常に強い相関が

みられた。また，スマトラ・カリマンタン・ニューギニ

ア域の吸収性エアロゾルの被覆面積は，最盛期月平均で

１９８２／８３，１９９１／９２年にはおよそ７×１０５���２，１９９７

／９８年はその約３倍に達した。また，１９９７年７月から

１２月までの�����解析を行い，����　��と類似する

が，より広範にわたる分布が得られ，����では検知

できない非吸収性エアロゾルの存在が示唆された。

〔発　表〕��５１～５３，��１１３，１１６

（３５）人工衛星の利用と現地植生調査による日韓中の環

境測定と検討

〔代表者〕金　沢　大　学：村本健一郎

〔分担者〕水土壌圏環境部：徐　開欽

�　　　　　金　沢　大　学：平井英二・藤田政之

�　　　　　中国科学院地理科学与資源研究所：劉　紀遠

�　　　　　韓国仁荷大学校：李　茎成

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕森林は，地球上の生物の生存環境を保つ上で

重要な役割を演じている。最近，東アジアでは，森林が

人為的や環境変化などの理由により年々減少していると

言われているが，その定量的な解析は十分に行われてい

ない。本研究では，東アジア地域における植生につい

て，現地調査ならびに人工衛星によるリモートセンシン

グを行うことにより，リモートセンシングのグラウン

ド・トルース（������　�����）を確立し，東アジア地域

の植生の広範囲な時空間解析を行うことを目的とする。

〔内　容〕前年度では，植生のリモートセンシングのグ

ラウンド・トルースを確立するために，東アジア地域，

特に中国と韓国の植生分布の資料収集および情報交換を

通じて，リモートセンシングによる現地調査のための基

礎づくりができた。本年度では，特定地域における植生

の分布ごとのスペクトル特性とランドサットデータを購

入し，センサごとの解析を行った。中国森林科学研究院

の衛星画像解析装置等の視察を行い，内モンゴル地区に

おいて樹木および草原のスペクトル特性を測定した。日

中韓それぞれの特定地域における植生について，人工衛

星によるリモートセンシングならびに現地調査を通じ

て，リモートセンシングのグラウンド・トルース

（������　�����）を確立した。

（３６）熱帯感染症対策へのリモートセンシングと地理情

報システム技術の応用

〔代表者〕神戸大学医学部国際交流センター：川端眞人

〔分担者〕環　　 境　　 健　　 康　　 部：小野雅司

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕マラリアやデング熱など熱帯・亜熱帯地方の
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開発途上国に広く分布する動物媒介性感染症を対象に，

衛星画像と多彩な空間データを機能的に解析する地理情

報システムにより，伝搬動態や危険因子の推定を試み

る。

〔内　容〕中国南部熱帯・亜熱帯地域及びタイ国東北山

岳地帯を対象に，マラリア及びデング熱の流行にかかわ

るデータの収集及び媒介蚊の生息実態調査に関するデー

タ，並びに，社会経済的な情報の収集を行った。

　調査対象とした両国に共通する問題として，国内的に

はマラリア対策の成果が現れ，一応のコントロールに成

功しつつあるが，周辺国（ミャンマー，ラオス，カンボ

ジア）と国境を接する地域においては，十分な対策が取

り難い，大規模な人口の移動・交流がある，などのため，

依然として高い流行が見られていることが明らかになっ

た。

（３７）成層圏力学過程とオゾンの変動およびその気候へ

の影響

〔代表者〕九 州 大 学：宮原三郎

〔分担者〕大気圏環境部：神沢　博

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕極域オゾン減少や成層圏寒冷化，温暖化気体

の増加など地球環境変動の科学的解明が強く要請されて

いる。本研究では，我が国の中層大気研究者集団を強力

に編成して，成層圏域を中心とするオゾンなどの微量成

分の動態を力学過程と物質輸送の視点から明らかにし，

グローバルな気候・環境変動問題の解明をめざす。研究手

段ごとに，衛星データ解析，大気大循環モデル実験，力

学基礎過程の３グループを構成し集中的に研究を行う。

〔内　容〕本研究，特定領域研究（�），の研究全体を

総括する総括班の一員として参加している。本研究と地

球環境研究総合推進費による関連研究との連携を計るこ

と，����データおよびその解析結果に関する情報を提

供すること，研究全体の進行に関する議論に参加するこ

とを主たる役割として，本研究の推進に寄与した。ま

た，シンポジウムのコンビーナー２名のうちの１名とし

てシンポジウムの企画運営を行った。

〔発　表〕��３，��２３～２６，２９，４５

（３８）高分解能大気大循環化学モデルの開発と成層圏物

質循環の研究

〔代表者〕東京大学気候システム研究センター：高橋正明

〔分担者〕地 球 環 境 研 究 グ ル ー プ：秋吉英治

　　　　　国　 立　 極　 地　 研　 究　 所：佐藤　薫

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕複雑な化学過程をも陽に含めた大気大循環モ

デルは日本では皆無である。���������大気大循環モ

デルに，複雑な化学反応系を組み込み，成層圏オゾン変

動を調べること，高分解能モデルにおいて輸送過程と化

学過程の関係性を調べること，また，成層圏と対流圏を

含む大気圏での物質輸送を理解することを目的とする。

〔内　容〕硫酸の生成消滅輸送過程を���������化学

大循環モデルに組み込み，バックグラウンドレベルの硫

酸エアロゾルのグローバル分布と季節変動を再現した。

臭素系物質を導入した���������化学輸送モデルを用

いた計算によって，臭素系物質が極域オゾン破壊に３０

～４０％程度寄与することを明らかにした。

〔発　表〕��１，��１～３，６

（３９）シベリア雪氷圏エネルギー・水循環過程

〔代表者〕北海道大学：大畑哲夫

〔分担者〕大気圏環境部：江守正多

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕近年の気温上昇が最も激しい地域であるシベ

リアにおいて，特徴的な陸域の水・エネルギー循環の季

節的推移の実態とそれに関与する物理過程を，雪氷，水

文，気象状態の観測を通して総合的に把握するとともに

モデル化し，またその変動性を解明する。

〔内　容〕領域大気モデル��������を用いてシベリ

ア集中観測領域の集中観測期間の大気循環を再現し，

水・エネルギーフラックスの分布などを観測と比較する。

今年度はその準備としてモデルの整備を行った。

〔発　表〕��２２

（４０）臨界事故の環境影響に関する学術調査研究

〔代表者〕金沢大学理学部附属

　　　　　　低レベル放射線実験施設：小村和久

〔分担者〕水 土 壌 圏 環 境 部：土井妙子

　　　　　化　 学　 環　 境　 部：田中　敦

　　　　　国　 　 　 際　 　 　 室：植弘崇嗣

〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕東海村の東海事業所転換試験棟（���）で

起こった臨界事故による被爆は施設内従業員だけでなく

周辺地域の住民にも及ぶところとなり，健康影響という
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多くの人命にもかかわる重大事故であった。なかでも中

性子線量については，転換試験棟周辺で一時４．５���を

記録した。施設から半径３５０�以内の住民（約８５名）

には避難要請が，また半径１０��（約３１万人）には退避

要請が出されたが，これら住民に与える健康影響を学術

的に正確に評価する必要がある。また核反応生成物とそ

の挙動，放射化生成核種とその挙動，中性子の人体影

響，低レベル放射能の健康影響などについては未解明の

部分の多い重要な課題であり，全体像の学術的解明は極

めて緊急かつ重要な問題である。本研究は臨界事故の及

ぼす環境影響，人体影響評価の全容を学術的に解明す

る。研究目的は以下にあげる３項目に分類される。

（１）線源・中性子束・エネルギーの推定

（２）環境放射能とその動態

（３）染色体分析による人体影響評価

上記計画のうち（２）について実施した。

〔内　容〕���敷地中央部で採取した土壌コアの酸可

溶体ウラン濃度と��２３５���２３８比の深さ方向分布を測

定した。天然ウラン同位体比を持つ成分と付加した成分

との２成分系を仮定して，付加したウランの濃縮度を計

算した。敷地中央部では，付加したウランの濃縮度は

２．５％となった。高いウラン濃度・同位体比を持つ地点

は，転換棟周辺だけでなく，ウラン加工施設一帯に広

がっており，敷地内外に見いだされた高い��２３５���

２３８比の原因は，臨界事故とは無関係であることが示さ

れた。

〔発　表〕��２７，��２０，２１，��４８，４９，５１，��３４

（４１）ストレスと栄養が脳機能に及ぼす影響：作用機序

に基づいた複合要因リスク評価の試み

〔代表者〕東京大学大学院医学系研究科：波辺知保

〔分担者〕地域環境研究グループ：今井秀樹

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕複数の環境要因が相加的に作用して単一の健

康障害を引き起こす場合における，障妻の発現メカニズ

ムを理論的に評価するためのアプローチの開発。

〔内　容〕外来異物とストレスとの脳内の海馬を特異的

に傷害するトリメチルスズ化合物を投与し，５日後に海

馬錐体細胞層のアポトーシスを観察し，一部のラットに

は副腎皮質ステロイドホルモンの合成を抑える目的で副

腎摘出術を施した。なおアポトーシスは�����法によ

り定量的に判定した。その結果トリメチルスズを投与し

たラットの海馬歯状回，特に下部顆細胞層に多数の細胞

死（アポトーシス）が観察された。この場合上部顆粒細

胞層に細胞死は認められるもの少数であった。一方，腎

皮質を切除したラットにおいては上部顆粒細胞層のみに

細胞死がみられた。副腎皮質を切除したラットにトリメ

チルスズを投与した場合，海馬歯状回の細胞死の数は格

段に増加し双方の効果は相乗的であった。海馬歯状回の

細胞は上部顆粒細胞層において発生学的に古い細胞が大

い。このことが副腎切除およびトリメチルスズ投与の２

つの処置による細胞死のプロファイルの違いとなって表

現されているのかも知れない。

（４２）地理情報システムを応用した熱帯自然環境の変容

と昆虫媒介感染症の動向に関する研究

〔代表者〕神戸大学医学部国際交流センター：川端真人

〔分担者〕環境健康部：小野雅司　

〔期　間〕平成９～１２年度（１９９７～２０００年度）

〔目　的〕動物媒介性の熱帯感染症は熱帯・亜熱帯地方

の開発途上国に広く分布し，感染者の個人的損失のみで

なく地域社会に大きな影響を与えており，温暖化，森林

消失や都市化など地球環境の変容に伴い流行地は拡大す

ると予測されている。本研究ではマラリア（農村部）と

デング熱（都市部）を対象に，リモートセンシングや地

理情報システムを応用し，伝播動態の解析から今後の動

向予測と対策法を構築する。

〔内　容〕地理環境の異なる中国南部熱帯・亜熱帯地域

及びタイ国東北山岳地帯を対象に，マラリアやデング熱

などの動物媒介性感染症の流行にかかわる情報の収集を

行った。

　マラリアに関しては海南省，広西壮族自治区，雲南省

の７０数地区，またデング熱に関しては海南省，広東省，

広西壮族自治区，雲南省の６０数地区を対象に，過去の

統計資料等を中心にマラリアおよびデング熱流行に関わ

るデータを収集した。併せて，気温，降水量等に関する

気象データ，媒介蚊の生息状況に関するデータ，さら

に，対象地域における土地利用，媒介蚊対策などのデー

タ収集を行い，データベース化を進めている。

（４３）環境共生都市の計画のための熱環境解析システム

開発

〔代表者〕東　 京　 大　 学：花木啓祐

〔分担者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明
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〔期　間〕平成１１～１２年度（１９９９～２０００年度）

〔目　的〕各種空間スケールを対象とした数値解析手法

を背景とし，都市熱環境改善手法としての各種環境計画

あるいは都市計画の定量的評価を行い，環境共生都市の

計画を評価する解析手法を提示する。また，街区スケー

ルの都市気候モデルを基本としながら，実際の我が国各

都市に適用することを想定して，入手可能な建物側及び

人工排熱側の情報を入力して信頼度の高い結果を得るよ

うにモデルを実用化する。

〔内　容〕人工衛星より得られる����を用い，東京都

心部の緑被率を推定した。この緑被率データと土地利用

データの両方を用いて地表面の状態を設定し，典型的な

７月の晴天日を対象として都市気候数値シミュレーショ

ンを行った。従来よりも現状再現性が向上していた。緑

化を行った場合の想定緑被率を同様の方法によりこのモ

デルに組み込み，夏季日中に都心部で約１�℃ のヒート

アイランド緩和効果が得られることが示された。

〔発　表〕��２，３，��２，４

（４４）温室効果気体の変動と循環のダイナミックスに関

する研究

〔代表者〕東　 北　 大　 学：中澤高清

〔分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕大気中の二酸化炭素やメタン，亜酸化窒素の

濃度と同位体比の高精度計測技術を利用し，広域にわ

たって各気体の濃度とその同位体比を測定することを通

じてそれらの変動特性を明らかにする。また，得られた

結果を大気輸送・循環モデルを用いて解析を行い，温室

効果気体の循環を解明する。

〔内　容〕大気中二酸化炭素濃度の詳細な変動を精度良

く測定するために二酸化炭素濃度連続測定装置を航空機

に搭載し北半球中緯度から熱帯域にかけての観測飛行を

行った。得られたデータから熱帯域での二酸化炭素濃度

の鉛直分布がほぼ一様であること，森林火災の影響を受

けた空気塊がオーストラリア北部からインド洋に輸送さ

れていること，および上部対流圏における空気塊に南北

両半球の起源の違いが明瞭に見られることがわかった。

（４５）温室効果気体と気候変動研究

〔代表者〕東　 北　 大　 学：青木周司

〔分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕地球表層における温室効果気体の循環を解明

するために，南極ドームふじ観測拠点で掘削された氷床

コアを用いて過去２度にわたる氷期ー間氷期変遷を含む

気候変動と大気中の二酸化炭素，メタン，一酸化二窒

素，一酸化炭素の各濃度及び二酸化炭素の安定同位体比

の変動との関係を明らかにする。また，ドームふじ観測

拠点においてフィルン中空気を大量にサンプリングする

ことによってメタン，一酸化二窒素，一酸化炭素の安定

同位の過去１００年に及ぶ変動を明らかにし，これらの気

体の発生源の特定を行う。

〔内　容〕南極ドームふじコアから抽出した空気サンプ

ルを用いて過去３４万年にわたる大気中メタン濃度の変

動を明らかにした。ドームコアから得られたメタン濃度

は同じドームコアから得られた氷の酸素同位体比と非常

に良い相関があり，過去の気温変動とメタン濃度の変動

が密接に関係していることが確かめられた。解析したサ

ンプル中での最低濃度は約３５０����で，ウィスコンシ

ン氷期末期とイリノイ氷期末期の最寒期に出現してい

た。

（４６）野外測定・シミュレーションによる樹体の３次元

構造の発達過程の解析

〔代表者〕北海道大学：隅田明洋

〔分担者〕生物圏環境部：竹中明夫

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）　

〔目　的〕樹木の葉群構造や分枝構造を三次元的に把握

することは，種間・個体間競争などの生物的過程を明ら

かにするうえできわめて重要である。本研究では，森林

を構成する樹木の３次元的葉群構造，分枝構造を非破壊

的かつ簡便に調査する方法を確立するとともに，既存の

樹冠動態のシミュレーションモデルを活用して，樹木の

３次元構造の形成プロセスや構造の生態学的な意義につ

いて明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕樹冠を構成する個々の枝の光環境依存性につ

いて調査を行った結果および３次元構造の測定結果にも

とづいて，樹冠形成プロセスを再現するシミュレーショ

ンプログラムの拡張を行った。個々のシュートが置かれ

た微環境だけでなく，同一個体内の他のシュートとの相

互作用にも依存した成長パターンを再現し得る点が本モ

デルの特徴である。

〔発　表〕��１１
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（４７）デデリエ・ネアンデルタール人骨に関する総合的

　研究

〔代表者〕国際日本文化研究センター：赤澤　威

〔分担者〕化　 学　 環　 境　 部：米田　穣

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）　

〔目　的〕現代人の起源と系統を明らかにするために，

西アジアにおけるネアンデルタール人類の骨形態と，そ

の適応環境に関する総合的な研究を実施する。とくに，

我々の祖先であったと考えられる解剖学的現生人類と絶

滅種であるとの見解が強くなっているネアンデルタール

人類との関係を両者が同時に存在した可能性の高いシリ

ア北部の遺跡で調査する。

〔内　容〕シリア・アラブ共和国に立地するデデリエ洞

窟遺跡において発掘調査を行い，放射性炭素年代測定に

必要な植物化石および土壌試料を採取した。現在，これ

ら試料から土壌堆積年代を正確に反映すると考えられる

有機分画を検討している。同時に，加速器質量分析法に

よる放射性炭素年代測定の微量化を進め，様々な試料に

対応するための基礎的な研究を行った。

（４８）レ－ザ－を利用した反応工学の基礎構築

〔代表者〕大気圏環境部：高見昭憲

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕レーザー光の有する単色性，指向性，高いエ

ネルギー密度と輝度などの特色を生かした反応工学を構

築することを目的とする。すなわち，固相など新たな反

応場を対象とした反応工学，凝縮層における光増感反応

や連鎖反応の制御，界面におけるレーザー光応用の方法

論の展開などを通してレーザー工学の実用への諸課題の

工学的体系化を図る。

〔内　容〕ナノメータサイズの金微粒子は３次の非線形

感受率が大きく光学材料として有望である。その粒径や

媒質の中での体積分率を制御するため，金イオンを含む

シリカゲルにレーザー光を照射し金微粒子を析出させ

た。その薄膜に対し縮退四光波混合法を適用したところ

ホログラム書き込みが可能であることが判明した。

〔発　表〕��２４，��６９

（４９）大気環境における化学反応素過程の解明

〔代表者〕大気圏環境部：高見昭憲

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕複雑適応系科学のひとつに大気環境科学があ

る。大気環境は化学素反応，物質輸送，輻射過程などが

相互に関係しているため，化学反応素過程，気象，地球

物理，数学モデル，観測など様々な研究の上にはじめて

成果を生むものである。本研究では分子科学の立場から

大気における化学反応素過程の解明を目的とする。

〔内　容〕対流圏の大気化学反応ではエアロゾルによる

不均一反応が今後解明されるべきものとして挙げられて

いる。本研究では，インピンジングフロー法とレーザー

誘起蛍光法を用いて��２�の取り込み係数を測定し，ヒ

ドロキノン水溶液の場合には既知の液相反応で取り込み

係数の測定値を再現できた。

〔発　表〕��２３，��７０

（５０）大気環境における化学反応素過程の解明

〔代表者〕京　　都　　大　　学：川崎昌彦

〔分担者〕地球環境研究グループ：今村隆史

〔期　間〕平成１２年度　（２０００年度）

〔目　的〕大気微量成分の濃度の変動は，人為�自然の

直接の発生量に加え，大気中での二次的生成や消滅速度

に依存している。微量気体の大気中での二次的生成や消

滅は，数多くの化学素反応の組み合わせで，成立してい

る。本研究では，これまで見落としてきた，弱く結合し

た化学種の分光と反応や，反応に対する内部エネルギー

依存性の観点から，それらの過程の大気化学反応におけ

る役割を解明することを目的とした。

〔内　容〕芳香族炭化水素の���存在下での光化学オ

ゾン生成に対する温度依存性を，光化学反応チャンバー

を用いて測定した。その結果を，最大オゾン濃度が温度

の上昇に従い減少する事を見いだした。観測されたオゾ

ン濃度に対する温度依存性は，光酸化初期過程で生成す

るシクロヘキサジエニル型ラジカルと�２ならびに他の

微量気体との反応の分岐に対する温度依存性によって説

明可能であることを明らかにした。

〔発　表〕��１，��２，４

（５１）活火山地域の人間のための工学

　　　　－火山工学の確立－　

〔代表者〕鹿 児 島 大 学：北村良介

〔分担者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄

　　　　　京 都 大 学：石原和弘

　　　　　東 京 大 学：中田節也・廣井　脩

　　　　　帝 京 大 学：矢野栄二
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　　　　　群 馬 大 学：片田敏孝

　　　　　北 海 道 大 学：三浦清一

　　　　　東 北 大 学：阿部　司

　　　　　筑 波 大 学：宮本邦明

　　　　　長 崎 大 学：高橋和雄

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕日本は世界第２の火山国である。火山は周辺

地域で生活する人間に災いと恵みをもたらしている。火

山と人間との接点には工学が存在し，火山の周辺地域に

居住する人間が安全で快適な生活を営むために貢献して

きた。このような工学を「火山工学」と称している。本

研究では，活火山地域における人間生活という事例を通

して，工学の果たす役割を系統的・総合的に研究し，火

山工学という新しい工学を確立することを目指してい

る。

〔内　容〕近年から現在にかけて活発に活動している，

有珠山，三宅島雄山，雲仙岳，桜島を主な対象として人

間生活を安全かつ快適にするために調査・研究活動を行

い，活火山地域での人間生活に関連する問題点を抽出

し，それらを打ち合わせ会議などで発表・討論を行った。

このことから，総合工学としての火山工学の確立を目指

した。特に，科学研究費申請における工学の一分野にな

ることを目指して活動を行った。

〔発　表〕��１７，１９，��２２，２４，２５，２７

（５２）相模湾環境保全へ向けての生物保護区制定のため

の学術的研究

〔代表者〕東京大学大学院理学系研究科：森澤正昭

〔分担者〕化　 学　 環　 境　 部：堀口敏宏

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕相模湾に生息する生物種とその分布，物質循

環を明らかにし，同時に絶滅危惧種や貴重種の調査，環

境汚染による生物動態の動向把握を通して，相模湾の環

境と生物の流動性を解明し，生物保護区制定に向けて活

用することを目的とする。このうち，分担者は，相模湾

における有機スズ汚染の動向とともに，それにより引き

起こされてきた巻貝類のインポセックスの推移及び個体

群の動態を明らかにすることを目的とする。

〔内　容〕神奈川�油壷周辺海域に有機スズ汚染による

被影響地点として，また茨城�平磯に対照地点として，

それぞれ定点を設けてイボニシを定期的に採集し，殻高

組成解析及びインポセックス症状の観察（剖検と組織標

本観察）を行った。産卵期には各定点で集団形成と産卵

の有無について調べた。被影響地点では生息数が漸増し

ているもののインポセックス症状がなお重篤であるこ

と，産卵数が対照地点よりはるかに少ないことが明らか

となった。

〔発　表〕��４４，４７，４８，５１，��６４，６５，６７，６９，７０，

７２～７４，７９～８０，８１

（５３）超小型固体レーザーを用いた広域環境汚染微量分

子センサーの開発　

〔代表者〕福 井 大 学：小林喬郎

〔分担者〕大気圏環境部：杉本伸夫

　　　　　福 井 大 学：川戸　栄

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕超小型の光パラメトリック発振器を用いた赤

外波長可変レーザーを試作し，これを光源として多種類

の大気微量分子濃度を遠隔計測するための微分吸収方式

ライダーを開発することを目的とする。

〔内　容〕福井大学工学部による光源開発と平行して，

大気微量分子の測定の最適波長の選定と分光手法の検討

を行った。開発した光源は，マイクロチップ��：���

レーザー励起のパラメトリック発振器で３ミクロン帯の

高繰り返しのパルス波長可変光が得られた。大気の吸収

データベースからメタン等の測定の最適波長を求めると

ともに，高繰り返し数のパルスレーザーの特性に最適な

分光手法を検討した。

（５４）内分泌撹乱物質の生態毒性評価に関する調査研究

〔代表者〕岡山大学資源生物科学研究所：青山　勳

〔分担者〕生 物 圏 環 境 部：畠山成久

　　　　　地 域 環 境 研 究 グ ル ー プ：菅谷芳雄

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕内分泌撹乱化学物質による野生生物への影響

が懸念されている。本研究は（１）分析法と暴露評価

（２）作用機序（３）生態毒性試験手法の開発について，

広く内外の文献を調査し今後の研究方向を探ることを目

的とする。分担者らはその内の生態毒性試験法，特に水

生生物を用いた��　����試験法についての知見をまとめ，

さらに無脊椎動物および魚類のそれぞれについて詳細に

検討する事を目的とした。

〔内　容〕内分泌撹乱作用が疑われる化学物質のうち，

環境汚染濃度が比較的高いエストラジオール，ノニル

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



フェノール，オクチルフェノール等の物質を暴露した結

果（文献および実験）を整理した。既に提案されている

魚類を用いた試験法の問題点と，他の手法の可能性をま

とめ，今後の研究方向についていくつかの試案を提出し

た。その１つがメダカの性転換試験における暴露期間の

検討で，最適暴露期間を実験的に明らかにした。

（５５）ダニ抗原誘発性気管支喘息に対するディーゼル排

気の影響とマウス系統差に関する研究　

〔代表者〕大分県立看護科学大学：市瀬孝道

〔分担者〕地域環境研究グループ：鈴木　明

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕我々は，ディーゼル排気粒子（���）や

ディーゼル排気（��）が卵白アルブミン（���）に

よって起こる好酸球性気道炎症を増強すること，血中

���１抗体産生に対してアジュバント作用を示すことを

報告してきた。今年度は気管支喘息の高リスク因子であ

るダニ抗原（���　�）と���との併用投与によって起こ

る好酸球性気道炎症，気道上皮の粘液細胞化等の病態発

現の違いをマウスを用いて明らかにする事である。本研

究は家ダニによるアレルギーに���がどのように関与

しているかを明確にする上で重要である。

〔内　容〕系統の異なるマウスにダニ抗原（���　�）と

���を単独あるいは併用投与した。血漿中抗原特異的

���１抗体価はどのマウスの系統とも低かった。しか

し，���　�＋���投与群では，抗原特異的���１抗体産

生に対する���のアジュバント作用が認められた。特

に����１，������，�３����のマウスで，���　�単独

投与群より顕著な抗体価上昇が見られた。一方，気道上

皮細胞の傷害の指標となる粘液細胞化はいずれの系統で

も���　�単独投与群より���　�＋���投与群で増強され

ていた。これらの結果からダニ抗原に対して���がア

レルギー反応を増強することが判明した。
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（１）病院付設焼却炉の機能評価と運転管理技術の高度

化に関する研究

〔代表者〕廃 棄 物 研 究 部：池口　孝

〔分担者〕岡　 山　 大　 学：田中　勝

　　　　　埼玉県環境科学国際センター：小野雄策

〔期　間〕平成１２～１３年度（２０００～２００１年度）

〔目　的〕ダイオキシン対策の観点から，病院での医療

廃棄物の焼却処理は自粛するように国の指導がなされて

いるが，実態としては多くの私立・公立病院では依然と

して院内焼却処理が行われている。その理由として，外

部委託による財政負担の回避や外部専門処理業者の不足

等があげられているが，その理由は必ずしも正確には把

握されていない。１施設当たりの炉の規模は小さいもの

の，医療現場での廃棄物焼却であること，また，一般住

宅地域での焼却処理であることが多いことから，排ガス

等による環境汚染はあってはならず，国として廃棄物・

医療行政の推進の上から一刻も早く正確な情報を把握し

て，適切な対応をとる必要があり，そのことを求める現

場の声も大きい。本研究は病院における医療系廃棄物の

院内焼却処理の実状を調査して，特に，近年に関心が高

いダイオキシン類及び多環芳香族炭化水素（����）等

の微量汚染物質の排出実態及び排出特性を明らかにする

ものである。これら一連の検討を踏まえ，病院付設焼却

炉の適正な運転，管理技術を提案することを目的とす

る。

〔内　容〕ベッド数約１，０００の総合病院に設置されてい

る焼却施設（処理能力：７５～１５０���時，自動投入，床

燃焼方式，二次燃焼室あり，廃熱ボイラー付き，アルカ

リ洗浄方法によるスクラバー付き）で，感染性廃棄物と

非感染性廃棄物（紙類及び紙おむつ）を個別に焼却した

場合のダイオキシン類，多環芳香族炭化水素類

（����），重金属類を含む微量汚染物質の生成・排出状

況を，二次燃焼室温度を８５０℃と１，０００℃に設定した場

合とで比較検討した。調査対象としたサンプルは排ガ

ス，炉底灰，ボイラー灰，スクラバー排水である。

　また，昨年に引き続き諸外国での医療廃棄物の管理・

処理の現状及び，将来動向を調査するために本年度は米

国で調査を行った。�

〔成　果〕

　１）病院焼却炉での燃焼実験

　排ガス中のダイオキシン類は感染性廃棄物の場合が高

濃度であるが，炉出口での濃度は二次燃焼室温度が異

なっても大差はなかった。����の中ではナフタレンが

高濃度で検出される物質であり，����はボイラー出

口，スクラバー出口では非感染性廃棄物の場合が高濃度

で検出されたが，炉出口では感染性廃棄物の場合が高濃

度であった。揮発性物質では，ベンゼン，トルエン，ジ

クロロメタンが検出されたが，二次燃焼室温度や廃棄物

による一定の傾向は見られなかった。ホルムアルデヒド

は感染性廃棄物の場合に検出される傾向が強かった。重

金属類の中でも亜鉛は１������以上の濃度で検出され

た。鉛，銅，ニッケル，カドミニウムも一般に感染性廃

棄物の場合が高濃度で，０�１������以上の濃度で検出

された。亜酸化窒素，フッ化水素，臭化水素も０�１～

１０の������オーダーで検出され，特に，感染性廃棄

物の場合に高濃度を示した。炉底灰やスクラバー排水中

の金属類を分析した結果，ニッケル，ホウ素，銅，カリ

ウムは感染性廃棄物の場合が，マグネシウム，カドミウ

ム，バリウム，カルシウムが非感染性廃棄物の場合が高

濃度であった。水銀やセレンは揮発してほとんどがスク

ラバー排水に移行したが，他の金属成分は大部分が炉底

灰に残留していた。ボイラー灰には３��������以上

の，また，スクラバー排水には１０��������以上のダ

イオキシン類が濃縮されていた。

　感染性廃棄物を焼却するために病院内に設置されてい

る既存の施設には酸性ガス除去設備として，本研究で使

用した施設のように，アルカリ洗浄装置を設置している

例が多い。しかし，洗浄水を循環使用していることか

ら，洗浄水や装置内にはダイオキシン類が高濃度に濃縮

されているケースが多いことは前年度の測定や本年度の

測定からも明らかである。したがって，平成１４年１２月

に向けた施設の改造・更新に際しては，排水や焼却灰を

含め，施設全体からのダイオキシンの排出量を削減する

対策や管理の強化が重要となる。アルカリ洗浄装置の塩

化水素除去率は９０％以上であるが，����や重金属類等

の除去率は６０％以上と低く，また，トルエン等のよう

に洗浄水に溶解していたものが，揮発してアルカリ洗浄
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装置出口で高濃度になることもあることから，今後の微

量大気汚染物質の規制動向によっては，適切な排ガス処

理装置の導入や開発が必要になる。

　２）米国における感染性廃棄物管理の状況

　米国においては，かつてダイオキシン類の発生源とし

て医療廃棄物の焼却施設が第１位にリストアップされて

いた。このため，これらの施設に対するダイオキシン類

の排出規制が厳しくなり，同時に施設の構造や管理基準

も高度なものが求められるようになった。このため，主

として経済的な制約から病院で使用していた焼却炉や廃

棄物処理業者の焼却炉の操業を停止するケースが増えて

いる。かつ，新設の焼却炉の建設もダイオキシン問題に

対する懸念から非常に困難になっている。そのため，特

に感染性廃棄物に対しては，その定義を厳密・精緻にす

ることによって，その排出量を削減しようとする動きが

ある。また，感染性廃棄物を滅菌処理すれば埋立処分が

可能であることから，焼却処理に代わる中間処理技術

（滅菌処理技術）の開発が盛んで，これまで３０件以上の

技術が商品化されている。滅菌処理技術を感染性廃棄物

の中間処理技術として位置づける動きは欧州でも多く見

られる。また，特に，在宅医療やクリニック等から発生

する感染性廃棄物を郵便で集荷することも検討されてい

る。

　我が国では感染性廃棄物を滅菌処理したとしても，そ

れをそのままの姿で埋立処分することは難しく，社会通

念上，（滅菌処理後に）焼却処理を経て埋立てなければ

ならない。いずれにせよ，感染性廃棄物の処理には焼却

処理が不可欠で，焼却処理を病院内で行うか，病院外

（処理業者や自治体）で行うかの決断に迫られている医

療機関が多い。前年度の調査では将来とも約１，０００件の

病院で焼却処理を行うとの推算がなされた。今後は，前

年度報告した欧州の例のように，自治体焼却炉への感染

性廃棄物や滅菌処理後の廃棄物の受け入れを含め，望ま

しい医療廃棄物の処理体系を検討すべきである。

（２）産業廃棄物の焼却に伴うダイオキシン類の発生挙

動解明と抑制技術に関する研究

〔代表者〕廃 棄 物 研 究 部：池口　孝

〔分担者〕廃 棄 物 研 究 財 団：八木美雄・米田健一

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕平成９年８月の廃棄物処理法の政省令改正に

より，平成１０年１２月１日から既存の焼却施設において

も排ガス中のダイオキシン類濃度の排出基準が適用され

ることとなった。また，平成１１年３月３０日には「ダイ

オキシン対策推進基本指針」が策定され，今後４年以内

にダイオキシン類（以下，����と略記）の排出総量を

平成９年に比べ約９割削減することを目標として，廃棄

物焼却施設等に対する規制措置の徹底，未規制発生源に

係る排出源対策の推進等，各種施策を図ることとした。

国の作成した����の排出インベントリーによると，平

成１１年度における産業廃棄物焼却施設からの排出量は

全体の２５％程度を占めていることから，産業廃棄物焼

却施設での����の発生挙動を解明し，抑制技術を検討

することは，����削減対策を推進していく上での重要

なテーマの一つである。

　このため，本研究では，産業廃棄物の焼却処理に伴う

����の発生挙動の解明と抑制技術の開発に資するた

め，産業廃棄物焼却施設を対象に実施した全国調査の結

果を解析し，産業廃棄物焼却施設から排出される����

量の実態を明らかにし，実炉での����測定及び産業廃

棄物を焼却している特殊形態炉（液中燃焼炉，セメント

キルン，銅製錬炉）での����の排出の実態調査を行

い，施設特性や焼却対象物，����前駆物質及び一酸化

炭素濃度等と����との関係を整理，解析することを目

的とする。

〔内　容〕旧厚生省が実施した平成１１年度の「ごみ焼

却施設からのダイオキシン類排出実態調査」（以下，アン

ケート調査）をもとに，焼却対象物（主に，木くず，廃

プラスチック，廃油，汚泥，感染性廃棄物）や焼却区分

（専焼，混焼），焼却炉型式（連続炉，バッチ炉）別に

����の排出状況（排出濃度，排出量，排出係数）を整

理し，排出状況の違いについて検討した。また，産業廃

棄物焼却施設（５施設：計９条件）の実態調査として，

排ガス，焼却灰及び飛灰中の����濃度や����の前駆

物質であるクロロベンゼン類（����），クロロフェノー

ル類（����）ならびに多環芳香族炭化水素類（����）

等の測定を行い，����の排出状況を検討した。

　さらに，液中燃焼炉，セメントキルン及び銅製錬炉に

おける��濃度と����濃度の実測調査から，これらの

関係を明らかにするとともに，焼却プロセスで発生する

����濃度のマテリアルバランスを検討した。
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〔成　果〕

１）アンケート調査結果の整理・解析

①アンケート調査概要

　アンケートを実施した産業廃棄物焼却施設５，０９５施設

のうち，����濃度が記された施設数は３，７４８で，その

うち，年間焼却量を回答した施設数は２，９３０であった。

②焼却廃棄物別及び焼却区分（専焼／混焼）別の����

濃度

　排ガス中の����濃度は，焼却対象物では，木くず及

び感染性廃棄物を焼却する場合に高くなっている。ま

た，焼却対象物に関係なく，焼却区分別では混焼炉の

����濃度が総じて高い傾向にある。

③設置者別（事業者�処理業者）の����濃度

　設置者別に排ガス中の����濃度を見ると，排出業者

よりも処理業者の方が高くなっている。

④平成１４年規制不適合施設の����濃度

　平成１４年規制値を超過する施設は，処理能力が小さ

いほど多いが，施設数そのものも多いため，処理能力別

施設数に対する規制値超過施設数の割合は２０～２７％程

度で，施設能力による差はあまりない。

⑤焼却炉型式（連続炉／バッチ炉）別����濃度

　連続炉とバッチ炉を比較すると，平成１４年規制値の

不適合率は連続炉の方が少なく，また，����濃度も処

理能力が同等の場合は連続炉の方がバッチ炉に比較する

と低い。

⑥焼却対象物別及び焼却炉型式別の焼却量当たりの

����排出量（排出係数）

　焼却対象物別の����排出係数は，����濃度と同

様，木くず及び感染性廃棄物焼却施設で大きい。

２）産業廃棄物焼却施設での実態調査

①排ガス，主灰，飛灰中����濃度

　建設廃木材焼却施設（２施設），製材所木くず焼却施

設（２施設），廃プラスチック焼却施設（１施設）の排

ガス中����濃度は０�０００４～１６��������	�の範囲

にあり，平均値は２�６��������	�であった。建設廃

木材を焼却する施設の排ガス，主灰及び飛灰中の����

濃度は，製材木くずの場合に比較して高かった。

②����濃度と����，����及び����の相関関係

　実態調査結果からは，����（�����，�����，

�����������）濃 度 は，������，�����，������

濃度との相関が高く，������，������，������濃度

の高い施設及び燃焼条件では，����濃度は総じて高

かった。しかしながら，����とは相関が低かった。

③排ガス中の������と����濃度

　������と����濃度には正の強い相関があり，実

測結果から，���������	
（�����������）×１００

（％）は１�８～５�３％で平均値は３�６％であった。

３）特殊炉での産業廃棄物焼却と����　

　対象とした液中燃焼炉，セメントキルン，銅製錬炉の

排ガス中の����濃度は，いずれも平成１４年１２月から

適用される規制値（１��������	�）を下回っていた。

また，排ガス中の��濃度と����濃度の相関性は認め

られず，セメント工場では��濃度が約７００���にも拘

わらず，����濃度は０．００１８��������	�と低くかっ

た。

（３）廃棄物管理における化学物質リスクの早期警戒シ

ステムの開発

〔代表者〕岡山大学環境理工学部：田中　勝

〔分担者〕廃 棄 物 研 究 部：井上雄三・山田正人

　　　　　国 立 公 衆 衛 生 院：市川　勇

　　　　　静 岡 県 立 大 学：木苗直秀

　　　　　岡　 山　 大　 学：小野芳朗

　　　　　神奈川県環境科学センター：吉野秀吉

　　　　　大阪府公衆衛生研究所：小田美光

　　　　　環 境 健 康 部：天沼喜美子

　　　　　東　 京　 大　 学：酒井康行

〔期　間〕平成１２年度（２０００年度）

〔目　的〕廃棄物管理における化学物質リスク削減の要

請により，組織的な評価・管理体制の構築が必要となっ

ている。本研究では，個別化学物質の流れと，バイオ

アッセイによる全体毒性評価の２つの観点から，実際の

モニタリングと資料調査によって研究を行い，廃棄物を

対象とした総合的なリスク管理手法の概念設計を行う。

（１）優先管理・監視化学物質の選定に関する研究：マテ

リアルフロー（��）およびサブスタンスフロー（��）

からみた廃棄物のリスク評価・管理モデルの開発におい

て有害化学物質の優先順位付け手法の開発を行う。

（２）バイオアッセイを用いた化学物質群のモニタリン

グ手法の開発：有害化学物質群を，総合的に監視するバ

イオアッセイ法として細菌試験の適用性と標準化・簡易

化の検討を行う。細菌ならびに魚類を用いた試験系によ

り，最終処分場浸出水モニタリング系の開発を行う。

（３）化学物質リスクの特定・評価手法の開発：バイオ
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アッセイにより検知された有害化学物質群を特定し，危

険度を評価する手法を検討する。

（４）廃棄物管理における化学物質リスクの早期警戒シ

ステムの構築：バイオアッセイを用いた「早期警戒シス

テム」について予防原則に基づく概念設計を行う。

〔内　容〕（１）������の手法を基に，����パイ

ロット事業対象物質の１７８物質を対象として，暴露の可

能性および毒性，環境中の存在，化学物質の生産および

利用程度，廃棄物行政における重要性より，各基準に

２５点ずつ，総１００点として点数を付けた。

（２）固相抽出による浸出水濃縮物を����試験に供し

た。���試験β���������	
��	�活性の測定に発色基質と

発光基質を適用した。また，���試験系をマイクロプ

レート上に作成し，吸光・蛍光・発光測定用のマイクロ

リーダーで測定した。都市ごみ焼却施設焼却灰ならびに

最終処分場浸出水の抽出濃縮物について小核試験及び

���試験を行った。ヒメダカを用いた孵化阻害，致死

毒性試験，内分泌撹乱性試験を最終処分場浸出水原水等

に適用した。トランスジェニックゼブラフィッシュ系統

により�����ならびに固相抽出による浸出水濃縮物の突

然変異や形態異常の誘発を調べた。

（３）����ならびに浸出水に，オゾンを導入し，経時

的に���等と����１細胞を用いた細胞毒性試験を行っ

た。最終処分場浸出水原水，周辺環境水について，ヒメ

ダカ，ヒト由来細胞を用いた試験ならびに細菌遺伝子毒

性試験を同時に適用し，試験法バッテリーによる結果の

スコアリングによる総合化を検討した。焼却飛灰を混合

した試料を��������	
系ラットに与え，受胎率，体重変

化等を観察した。

（４）廃棄物処理施設から排出される未規制の有害物質

について既存資料をレビューした。また，環境管理にお

けるバイオアッセイ等の混合毒性パラメータと予防原則

の位置付けについて欧米を中心に文献をレビューした。

〔成　果〕（１）フタル酸ビス（２��エチルヘキシル）

が総１００点に対して最高点の８３�３点となった。以下，

ベンゼン，鉛及びその化合物，カドミウム及びその化合

物，テトラクロロエチレン，フタル酸ジ���ブチル，ク

ロロホルム，２��クロロ�４，�６��ビス（エチルアミノ）�１，�３，

�５��トリアジン，１，�１，�１��トリクロロエタン，２，�６�ジ���ブ

チル�４��メチルフェノール������が上位１０位に挙げら

れた。

　上 位１０位 ま で の ほ と ん ど の 化 合 物 質 は，

���������	
�������スコアが高い。多く製造される化

合物質は，多くの廃棄物処理施設で取り扱われ，環境中

での存在量のスコアも高くなることが予測される。１７８

種の化学物質を暴露の可能性および毒性，環境中の存

在，化学物質の生産および利用程度，廃棄物行政におけ

る重要性において点数化し，総合化して順位付けた。フ

タル酸ビス（２�エチルヘキシル）が８３�３点と最高点

となり，ベンゼン，鉛及びその化合物，カドミウム及び

その化合物，テトラクロロエチレンが続いた。

（２）いずれの浸出水，処理水からも����変異原性は

認められなかった。試験系の改良検討については，���

試験のβ���������	
���活性の測定は���������	��
が

～４０倍程度感度が高く，またマイクロプレート法では

試験管法と比較して，試験系の感度が約１０倍程度向上

しており，これは主に用いた機器による光学検出系の感

度に起因するものと考えられた。バイオセンサーの開発

課題である，試料前処理，試験菌株の調製および対照試

験と用量作用試験の簡略化，変異誘発時間の短縮，エン

ドポイント測定の高感度・迅速化，ならびに光学測定装

置系の簡略化，細菌試験の高感度化において発光基質や

マイクロプレートリーダー型の発光検出系の利用が有利

であることが示された。

　焼却灰試料による金魚の末梢血および鰓の小核誘発頻

度ならびに���試験では，飛灰に比べ底灰が高く，浸

出水では処理により低下する傾向が観察された。浸出水

によるヒメダカの孵化阻害試験では４０％以上の濃度で

影響が見られ，致死毒性試験では，成魚で８０％以上，

稚魚で２０％において，大きな致死影響があった。処理

後放流水では致死影響は見られなかった。また，浸出水

および処理後放流水において���が検出された。トラ

ンスジェニック魚では，浸出水濃縮物による濃度依存性

の孵化の遅延が見られたが，突然変異頻度の顕著な増加

はなかった。また，浸出水による稚魚の形態異常が観察

された。魚類を用いた最終処分場浸出水モニタリング系

では，試料により各種の応答の大きさが一致しない事例

が示され，総合的なリスクの検知ツールとしては，複数

の異なったエンドポイント（場合によっては細菌系や細

胞系）の併用が望ましいことが示された。

（３）有機物の酸化分解を３段階からなる反応として用

量作用曲線より定式化し，総括の毒性の時間変化の推算

値を細胞毒性変化実測値と比較した。����ならびに

処分場浸出水の細胞毒性のオゾン処理による経時的な削
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減過程を比較的簡易なモデルで記述し，設定した毒性削

減の目標値に必要な処理系の選定，運転条件等の設定が

可能となった。���試験とヒト乳癌由来細胞増殖活性

試験，基礎細胞毒性試験，ヒメダカ試験系を試験法バッ

テリーとし，０または１点に点数化された結果の合計を

試料の危険度を表すスコアとした。スコアリングでは，

監視対象の場に対応した，生物応答へのスコアの割り当

て，各試験法の重みづけ，試験法最小セットの選定が課

題となる。１％および５％濃度の焼却灰混合飼料を摂取

したラットは受胎の遅延が見られ，また，受胎前および

妊娠途中からの焼却灰混合飼料摂取により受胎率または

出産率の低下が示された。ラットを用いた試験系の迅速

化では，血中のホルモン濃度や酵素活性の測定等のマー

カーの利用が課題である。

（４）未規制の物質５９物質を調べた例では，都市ごみ焼

却施設で一部の有害物質（��及びフッ化水素）で海外

の規制値レベルに近いまたは超えるものが見られた。ま

た，最近欧州では，環境化学物質管理における「予防原

則（��������	
�������
����）」が多数の未知または未規

制物質に迅速に対応しうる戦略の礎として議論され，こ

こで，混合毒性パラメータ（����������	��
��������）

は，化学分析に先立つ，監視が必要なサンプルと化学物

質の絞込み，予期しない有害物質の毒性のカバー，リス

クコミュニケーションにおいて機能を持つと期待されて

いる。混合毒性パラメータを用いた計測結果を，「禁止」

が前提の「基準」に用いるよりも，予防原則に従った

「アクション」の発動を決める「トリガー」として意味

付けた「早期警戒システム」の概念を示した。

　以上の４視点より，今後は，現場での試験の検証を通

して，試験結果の大きさと対策レベルの対応付け，ま

た，応答に関与する毒性物質の絞込む理論の構築，現場

管理ツールとしての手法のさらなる簡易化，システム化

が課題となる。

（４）非制御燃焼過程におけるダイオキシン類等の残留

性有機汚染物質の生成と挙動

〔担当者〕廃 棄 物 研 究 部：酒井伸一

　　　　　共同研究機関

　　　　　近　 畿　 大　 学：山崎秀夫

　　　　　愛　 媛　 大　 学：田辺信介

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕非意図的副生成物としての残留性有機汚染物

質（����）の代表例である塩素化ダイオキシン類につ

いては，既知の発生源インベントリーにもとづいた削減

方策が推進されつつある。このダイオキシン類の既知の

発生源に対して，正確に発生量を見積もることが困難

で，かつ場合によっては大きな発生源負荷となる可能性

があるのが，非制御下の燃焼過程である。具体的には，

廃棄物埋立場の自然発火現象や建築構造物の火災といっ

た非制御下の燃焼過程からの発生であり，日本や米国に

おけるごみの裏庭燃焼のみならず，アジア諸国ではこう

した発生源が多くあるものと考えられる。そこで，廃棄

物埋立場の自然発火現象に伴う����の発生と影響の実

態に関し，フィールド研究を行う。これに並行して，非

制御燃焼過程からの����発生源単位を燃焼試験から推

定する手法を検討し，発生量の見積もりを行う。こうし

た発生源からの����生成と環境蓄積との関係を把握す

るため，底質コアと海棲ほ乳動物を用いた時系列トレン

ド解析も研究目的の一つとする。

〔内　容〕本研究は，ダイオキシン類等の残留性有機汚

染物質（����）の総発生量算定を大きく左右する可能

性のある非制御下の燃焼過程からの����の生成と挙動

に種々の検討を加えるものである。具体的には，（１）

非制御下の燃焼過程から発生する����の生成に関する

実証的研究（２）����の環境進入と挙動に関する研究

を中心に検討する全体計画であり，本年度は下記の４つ

のサブテーマについて研究を進めた。

　１）途上国の都市ゴミ集積場における有害物質の汚染

と影響

　アジア途上国の都市ゴミ集積場で採取した土壌のダイ

オキシン類，母乳のダイオキシン類を含む有機塩素化合

物，そして土壌および毛髪の微量元素に注目して，その

実態解明を試みた。

　２）非制御燃焼過程とダイオキシン類の排出係数

　簡易焼却などの高空気比，低温の非制御燃焼過程を模

擬する燃焼試験を，一次燃焼，二次燃焼，廃ガス冷却，

排ガス処理の各機能を有するラボスケールシステムを用

いて行い，非制御燃焼過程からの塩素化ダイオキシン類

（���������）とコプラナー���（�������）の排出

係数の見積もりを行った。

　３）湖沼および沿岸堆積物中に記録された環境汚染の

歴史トレンドの解明に関する研究

　大阪湾，広島湾の堆積物を採取し，２１０��法を適用し

て堆積速度を推定した。堆積層の乱れについては，堆積
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物の表層に生物撹乱によって形成される混合層に着目

し，時間依存型の移流拡散モデルによって，その混合に

伴う鉛直輸送の効果を評価し，金属類２１元素を定量し

た。

　４）残留性有機汚染物質の底質中歴史トレンド

　���������と�������，さらには近年，ダイオキ

シン類縁化合物として考えるべきとの知見の出てきてい

るヘキサクロロベンゼン（���）に注目し，日本国内

における都市部および工業地域の内海，農業地域の湖の

底質コア中の濃度を堆積年代とともに測定した。また，

異性体が存在せず，比較的物性値などの報告値の存在す

る���について環境動態モデルを用いて底質への影響

の解析を試みた。

〔成　果〕

　１）途上国都市ゴミ集積場における有害物質の汚染と

影響

　アジアの途上国に偏在する都市ゴミ集積場の土壌およ

び周辺住民を対象に有害物質による汚染の実態解明を試

みた。その結果，カンボジアのゴミ集積場内の一部土壌

から日本の環境基準値１０００��������を超えるダイオ

キシン類が検出され，ゴミの燃焼に伴うダイオキシン類

の生成が明らかとなった。周辺住民の母乳を分析したと

ころ，ベトナムでは����と����が，インドは����

が，フィリピン，カンボジアは����が相対的に高濃度

を示し，インドのダイオキシン類は先進諸国の一般人に

匹敵するダイオキシン類毒性等価換算濃度がみられた。

またヒトの毛髪の分析では，毒性の閾値を超える��，

��，��，��濃度が途上国の住民から検出され，ゴミ集

積場の周辺住民では，��の汚染が顕在化していた。

　２）非制御燃焼過程とダイオキシン類の排出係数

　こうした検出の原因に非制御燃焼過程が挙げられる。

ダイオキシン類の発生インベントリーにおいても，より

精緻化，高度な扱いが必要であり，かつ大きな発生源と

なる可能性があるものとも言える。そこで，一次燃焼，

二次燃焼，廃ガス冷却，排ガス処理の各機能を有するラ

ボスケールシステムを用いて，簡易焼却などの高空気

比，低温の非制御燃焼過程の模擬実験（今回は一次燃焼

炉の燃焼温度６００℃，空気比７）を行った。この結果，

投入塩素濃度と一次燃焼炉出口廃ガス中の���������

濃度および�������濃度の間に一定の相関が示唆され

た。また，燃焼過程で生成した���������はガス冷

却ダクトや集塵，ガス吸着などの過程を経ることで，

�������は二次燃焼炉以降の過程を経ることによって

削減された。さらに，火災などを模擬した既往研究のダ

イオキシン類排出係数と比較すると，その絶対値や対塩

素濃度との関係で類似の傾向が見られた。

　３）湖沼および沿岸堆積物中に記録された環境汚染の

歴史トレンドの解明に関する研究

　次に，環境汚染物質の環境に対する負荷の動態を湖沼

および沿岸堆積物を用いて解析した。堆積物の時系列は

移流拡散モデルによる堆積層内での物質の鉛直混合の効

果を考慮することで，�����法によって得られる堆積年

代を評価した。環境に対する負荷の歴史トレンドがその

生産量や使用量の履歴から予測可能な銅，亜鉛，鉛，水

銀などの重金属元素および第二次世界大戦後の大気圏内

核実験で環境に負荷された�����が堆積物の時系列を評

価するためのマーカーとして有効であることを明らかに

した。本法によって，大阪湾神戸沖から採取した柱状堆

積物試料を解析した結果では，戦後の高度経済成長期の

みでなく，第二次大戦前後にも汚染物質の環境への大き

な負荷があることが推定され，戦乱による生産環境の変

化や戦災の影響が堆積物に記録されていることが確認さ

れた。また，阪神淡路大地震による負荷の増大も堆積物

に記録されている可能性が高いことも示唆された。

　４）残留性有機汚染物質の底質中歴史トレンド

　さらに，残留性有機汚染物質の底質中トレンドを調査

した。���トレンドは琵琶湖北湖東岸で１９９５年頃に，

大阪湾西宮沖で１９７０年代にピークがみられ，���の汚

染源は琵琶湖では主にペンタクロロフェノール

（���），ペンタクロロニトロベンゼン（����）によ

り，大阪湾西宮沖では有機塩素溶媒の製造残渣に由来す

る汚染が顕著である可能性が考えられた。
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（１）リスク評価のためのダイオキシンによる内分泌撹

乱作用の解明

〔代表者〕環　境　健　康　部：遠山千春

〔分担者〕環　境　健　康　部：野原恵子・藤巻秀和・

小林隆弘・大迫誠一郎・

石村隆太・青木康展・

高永博実・石塚真由美・

宮原裕一・西村典子

　　　　　地域環境研究グループ：米元純三・曽根秀子

〔期　間〕平成１０～１５年度（１９９８～２００３年度）

〔目　的〕精子形成能の低下，子宮内膜症の発生，性比

の異常，内分泌・免疫系（甲状腺ホルモン・リンパ球サ

ブセットなど）の揺らぎ，脳機能・行動への影響など，

内分泌攪乱作用を示唆する報告が比較的低濃度のダイオ

キシン類への曝露によって蓄積しつつある。しかし，ダ

イオキシンの内分泌攪乱作用の実態とそのメカニズムに

ついては，ほとんど解明が進んでいない。そこで，我々

は，今回の研究を単に学術的関心のみの基礎研究ではな

く，現実に求められているリスク評価へつながる研究と

して位置づけた。具体的には，マウスやラットなどの実

験動物を用いて，受精卵から出生までの最も感受性が高

い時期にダイオキシンに曝露させ，生殖機能，脳機能・

行動，免疫機能にどのような影響がいかなるメカニズム

で生じるのかを解明することを目指している。

〔内　容〕生殖機能に及ぼす影響の研究においては，

（１）受精卵から胚盤胞にいたるまでの各段階の初期胚

の発生過程や雌雄の受精卵の生存率及び着床率への影

響，（２）雄の外部生殖器および副生殖腺の発達阻害，

ならびに精子形成への影響，（３）胎盤機能への影響に

関してメカニズムの解明を行う。

　脳機能・行動に及ぼす影響の研究においては，（１）脳

の性分化，及び性行動に関係する遺伝子の解析，並びに

神経細胞における情報伝達系への影響，（２）ダイオキ

シン類の生体内動態に関与する甲状腺ホルモン輸送蛋白

と甲状腺ホルモン系への影響，（３）行動毒性学的影響

について研究を進める。

　免疫機能への影響の研究においては，（１）主として

Ｔ細胞の分化や機能への影響，（２）アトピー性皮膚炎

自然発症マウス（������）においてアレルギーの発

症・増悪のメカニズムを研究する。また（３）自己免疫

疾患モデルマウスにおいて自己免疫疾患の発症・増悪に

対するダイオキシン経胎盤暴露の影響およびメカニズム

について検討する。

　リスク評価に関する研究においては，上記のサブテー

マに関連して，（１）標的臓器，肝，血液，脂肪組織ダ

イオキシン濃度の測定，経胎盤曝露と胎仔へのダイオキ

シンの移行，（２）標的臓器を中心とした病理組織学的

検索，及び（３）曝露量と各反応（エンドポイント）と

の関係を整理し，総合的なリスク評価を行う。

〔成　果〕生殖機能に関しては，体外受精卵に対する

２，３，７，８���������	�	
����	���������（����）曝露で，

過去の報告と異なり胚の分化レベルでの影響はないこ

と，新生仔精巣の器官培養系によるコプラナー���曝

露で生殖細胞の分化の変調が観察されること，����

による前立腺の発達抑制が�������の減少によるアン

ドロゲン感受性の低下と関連しており，この抑制は妊娠

末期の曝露では起きないこと，また����によって胎

盤のグリコーゲン細胞，子宮の筋層が減少することを明

らかにした。脳機能・行動に関しては，脳の性分化機構

への����の影響を調べるため，妊娠１５日目のラット

に����（２００または８００�����）を単回経口投与し，

生まれた雄性仔の性行動を調べた。性行動観察では，

����曝露により，マウント数，挿入数が有意に減少

した。一方，自発運動量については有意な差は認められ

なかった。これらの結果より，周生期におけるダイオキ

シンの曝露によって，性行動を制御する神経ネットワー

クが影響を受ける可能性が示唆された。免疫機能に関し

ては，未成熟な�細胞である胸腺細胞の分化・成熟に対

するダイオキシンの作用メカニズムを，マウスの胎仔胸

腺器官培養系（����）を用いて検討した。その結果，

����による��８�細胞への分化促進は，���キナー

ゼに依存性の反応であることが示された。また，自然発

症アトピーモデルマウスに����を投与すると，抗原

特異的な���抗体産生が抑制され，����はアトピー性

皮膚炎の発症に関わるアレルギー反応に対しては抑制的

に作用することが示唆された。リスク評価に関しては，

妊娠１５日目の母ラットへ����を単回経口一回投与し

た場合，母体内で����は肝臓に局在し，その濃度は，

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）

２．２０　特殊法人等による公募型研究



肝臓＞脂肪＞血清＞胎盤の順であった。胎仔の����

濃度は胎盤よりも低く，投与１日後の濃度は，母肝臓

����濃度の１～３％であった。投与１日後には，母

体投与量の約０�２％が，投与５日後には０�６～１�６％

の����が母親から仔へ移行していた。脳や胎仔の

����濃度は血清中濃度よりも低く，その移行に際し

何らかの障壁が存在することが示唆された。

〔発　表〕 ��２，４～８，１１，２０～２２，２９～４１，４５，��２，�

４～６，８，９，１６～１８，２８，３３，３５～４０，４２～４４，４６

～５２，５４，６１～６８

（２）微生物を活用する汚染土壌修復の基盤研究

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身

〔分担者〕地域環境研究グループ：岩崎一弘・兜　眞徳・

森田昌敏

　　　　　水 土 壌 圏 環 境 部：内山裕夫・冨岡典子・

向井　哲

〔期　間〕平成８～１３年度（１９９６～２００１年度）

〔目　的〕世界各地でトリクロロエチレン（���），テ

トラクロロエチレン（���）および���等の有機塩素

化合物や水銀，６価クロム等の重金属による土壌・地下

水汚染が顕在化し大きな問題となっている。これらの汚

染の浄化に，より安価でかつ無害化処理技術である微生

物を活用して汚染を修復するバイオレメディエーション

技術の開発が期待されている。本研究では，有機塩素化

合物や重金属の中で問題となっているトリクロロエチレ

ン，���や水銀等で汚染した土壌・地下水の修復をケー

ススタディとして取り上げ，バイオレメディエーション

技術の実用化に際しブレークスルーすべき，（１）分解

能強化微生物の開発　（２）土壌中における微生物の挙

動解析　（３）微生物センサー機能を活用する有害物質

モニタリング手法の開発　（４）分子生態学的手法を用

いる生態影響評価システムの開発　（５）大型土壌・地下

水シミュレータおよび現場における修復技術の適応性の

評価，の５課題に関する基盤研究を実施する。

〔内　容〕

（１）分解能強化微生物の開発

　汚染物質分解菌の探索・分離を行い，次いで分解酵素

遺伝子の単離，機能解析を行い，これらの結果をもと

に，遺伝子操作等により分解能強化微生物の開発を行

う。汚染物質として，���，���，１，１，１��トリクロロ

エタン，���，水銀等に着目する。

（２）土壌中における微生物の挙動解析

　土壌中の微生物���を直接抽出する方法を開発する。

ついで，特異的なプライマーを用いて増幅，解析する

�������法による微生物の迅速計数法を開発し，土壌

中での微生物の挙動解析を行う。

（３）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ

ング手法の開発

　運動性を有する微生物は外界からの化学物質等の刺激

に応答して，その物質に集積したり，忌避したりする性

質を有することが明らかにされつつある。この運動性に

着目し様々な細菌を選抜し，画像処理による迅速高感度

毒性試験法を開発する。

（４）分子生態学的手法を用いる生態影響評価システム

の開発

　生態系への影響評価方法として微生物生態系に着目

し，特に，エネルギー代謝，窒素代謝に関する微生物相

等に着目し，これらの微生物の種類と量を，培養法およ

び���法を活用して計数し，土壌生態系への影響を評

価する。

（５）土壌・地下水シミュレーターにおける修復技術の

適応性の評価

　フラスコ・カラムレベルの基礎データを踏まえて，シ

ミュレータを用いて，汚染物質，浄化微生物の消長を明

らかにするとともに，汚染現場でのバイオレメディエー

ションの有効性と安全性を評価する手法を開発する。

〔備　考〕

　共同研究グループ：九州大学農学部・広島大学工学部・

国立水俣病総合研究センター�・株式会社荏原製作所

〔成　果〕

（１）分解能強化微生物の開発

　有機塩素化合物として���，���，���，���等

を，また重金属として水銀化合物を対象に分解菌の探

索・分離ならびに分解酵素遺伝子の単離，機能解析を行

い，これらの結果をもとに，遺伝子操作等により分解能

を強化した微生物を開発した。自然界には浄化能の高い

未知の微生物が多数生息していることが判明すると共

に，遺伝子操作は分解機能の向上化に有効であることを

確認した。

（２）土壌中における微生物の挙動解析

　土壌中に導入された微生物の安全性を調べるために

は，環境中における生残・増殖性を明らかにする必要が

ある。そこで，培養を必要とせず，かつ短期間で検出が

―�����―
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可能な微生物特有の���塩基配列を対象とした���法

によるメタン酸化菌等の検出法を開発した。さらに本計

数法を用いて土壌中での微生物の生残性・増殖性および

移動性，拡散性を明らかにした。

（３）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ

ング手法の開発

　バイオレメディエーションによる有害代謝生産物の生

成が懸念されているため，化学物質に対して集積，忌避

する微生物のセンサー機能に着目し，画像処理による迅

速高感度毒性試験法を検討した。多くの細菌には鞭毛が

あり，誘引物質に集積したり忌避物質から逃避したりす

る。そこで有害物質による細胞運動の停止により検知す

る手法の開発を試み，１サンプルあたり数分で有害性を

評価する手法も開発した。

（４）分子生態学的手法を用いる生態影響評価システム

の開発

　培養法による各種の土壌微生物の計数法について，よ

り簡便で再現性のある方法を開発するとともにともにこ

れらの方法を用いて���汚染の土壌微生物数に与える

影響評価を行った。好気性一般従属栄養細菌，タンパク

質分解細菌，放線菌は���に対し影響を受けにくく，

糸状菌，フェノール資化性菌，メタノール資化性菌，亜

硝酸化細菌，アンモニア酸化細菌はより影響を受けやす

い性質を有していた。���レベルでの検出法との関連

を検討中である。

（５）土壌・地下水シミュレータおよび現場における修

復技術の適応性の評価

　フラスコ・カラムレベルにおける微生物の有害物質分

解能等に関する基礎データを踏まえて，大型のシミュ

レータを用いて，汚染物質および浄化微生物の消長を明

らかにするとともに，汚染現場に適応可能な技術の構築

を試みた。土壌にＭ株を添加し，ライシメータ土壌中で

のＭ株の生残性・増殖性について検討を行った。Ｍ株は

土壌中で増殖が可能であること，また���の浄化にも

有効であることが判明した。通気装置と振盪装置を組み

合わせた水銀除去バイオリアクターを設計し微生物を用

いて水銀除去を行った。土壌スラリー中で４０���の塩

化第二水銀が，チオールおよび塩化ナトリウムの添加に

より約７０％除去され，微生物による水銀汚染土壌の浄

化の実用化の可能性が示された。

〔発　表〕��１０８，��１１３～１１６，１１９～１２２，１２５～�

１３５，２７９，２８０，２８３，２８４�

（３）北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測

〔代表者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏

〔分担者〕地球環境研究グループ：向井人史

　　　　　化　学　環　境　部：横内陽子

〔目　的〕本研究は，国際共同研究である�����

（���������	
����
������������）の枠組みの中で，北

西太平洋高緯度海域の定点時系列観測を行う。高緯度海

域の特徴である季節的な水温変化，混合層深度変化に

よってもたらされる海洋構造の変化を理解した上で，物

質循環の季節変化の全体把握を行う。特に海域の���

の交換（吸収・放出）にかかわる生物生産の規定要因を

解明するために，炭酸系の精密観測，生物生産量と関連

因子の解明に重点を置く。既存時系列観測である定期貨

物船観測，衛星観測で得られる表面水情報と，この時系

列観測で得られる鉛直プロファイルの情報を総合解析す

ることによって，季節的に変動する現象を正確に把握す

ることができる。北太平洋では，亜寒帯のアラスカ湾

（ステーションＰ，カナダ）と亜熱帯のハワイ（���，

米国）の２点で時系列物質循環観測が継続されている

が，我が国では外洋定点での時系列観測が行われていな

かった。本研究課題によって，北緯４４°��，東経１５５°�に定

めた亜寒帯北西太平洋定点（������������������

�������������������������）で観測を行う。観測によっ

て海洋物質循環の東西太平洋比較，亜寒帯・亜熱帯比較

を行い，太平洋全域の物質循環理解を助ける結果を得る

ことを目的とする。

〔内　容〕高緯度海域での���の交換（吸収・放出）

は，鉛直混合と表層で起きる生物生産の両者に支配され

る。���吸収・放出の規定要因を明らかにするためには，

海水中の炭酸系を精密に測定しつつ，生物生産量と関連

する環境要因を解析する必要があるが，「定点時系列観

測」はその有力な観測手法である。本課題では，観測船

による時系列観測で得られる化学成分の鉛直プロファイ

ルと生物関連データを解析することによって，季節的に

変動する���吸収・放出と物質循環現象を把握すること

を目指して観測を行った。北太平洋では，東部亜寒帯海

域のアラスカ湾と亜熱帯海域のハワイの２点で時系列物

質循環観測が継続されており，本研究では，観測が実施

されていなかった西部亜寒帯太平洋で定点観測を行っ

た。太平洋東／西，亜寒帯／亜熱帯の海洋物質循環の比

較を行うことから，太平洋全域の物質循環理解につなが

る結果を得た。

―�����―
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　����定点は，カムチャッカから千島列島沿いを南

下する親潮由来の表層海水に覆われる海域である。親潮

域を含む北西太平洋亜寒帯域は，大気の���の吸収放

出に関わっているが，その収支に大きな季節変化があ

る。３月には海水中の���分圧が最大となり���放出

域となる。春には植物の生産で無機炭酸が有機化されて

���分圧が低下して���吸収域に変わる。夏から秋にか

けて���分圧が最低値となった後，表層の冷却による

鉛直混合で混合層深度が増し，亜表層から無機炭酸が回

帰する。このため，冬季の���分圧は上昇する。栄養

塩類も，同様な季節変化を示す。これに対して，東部太

平洋亜寒帯域では���分圧，栄養塩類の季節振幅が比

較的小さい。このことは，北西太平洋亜寒帯域の生物生

産性の高さを示している。����定点の南方に亜寒帯

フロントがあり，黒潮続流と親潮が混合する混合域とな

る。混合域海水は親潮海水より高温高塩分である。この

フロントの南北移動が起こると，����定点で混合域

海水の影響が見られることがある。

　１９９８年６月から２０００年１０月にわたって，総計２７回

の定点観測を２年５ヶ月の集中観測期間中に行うことが

できた。データ提供を受ける航海を加えると３６回の定

点来訪となった。ただし，３�４月には一度の観測もで

きなかったという季節カバーの問題が残った。観測航海

では短い場合１昼夜，長い場合は約４日の定点保持を行

い，表層から深層までの採水，漂流系での沈降粒子捕集

実験，培養による一次生産量の測定，長期係留系の設置

回収，プランクトン試料採取，海水の光学特性測定な

ど，多くの項目の観測を行った。炭酸系（全炭酸，アル

カリ度，���分圧），栄養塩，溶存酸素，一次生産量に

ついて，精度管理された時系列データを得ることができ

た。

〔成　果〕　����定点では，表層海水の全炭酸濃度

に，秋から冬に増大し，春から夏に減少する明瞭な季節

性が見られた。����定点は，亜寒帯フロント南縁に

位置するので，通常は表層海水が３３．２より低塩分であ

るが，親潮／黒潮混合域の海水が北上すると，黒潮影響

を受けた高塩分・低栄養塩の表層海水に覆われることが

ある。黒潮影響があると，全炭酸・アルカリ度とも親潮

水より低くなるので，時系列解析として合理的な濃度変

化を抽出するには，低塩分時のデータを除外しなくては

ならない。

　黒潮影響のない結果を抽出すると，全炭酸の冬と夏の

値の間に，約１００�μ�������の濃度差があった。これは，

定点観測点で全炭酸が継続測定されている����，

���のデータと比較して（それぞれ４０�５０および�２０

μ�������）極めて大きい。このような大きな全炭酸の

濃度変化は，春から夏の生物生産で生じるので，この期

間の大きな炭素輸送量あるいは新生産量を物語る。ま

た，この間のアルカリ度の変化は，炭酸カルシウム殻の

生成に由来するものではなく，硝酸濃度の季節変化によ

るものと考えられ，炭酸系の季節変化に対する炭酸カル

シウム殻生成種の影響が小さいことを示している。

　春から夏の水温成層期は，風速が低くガス交換量が小

さいので，全炭酸量の変化から炭素輸送量が見積もられ

る。その結果によると，１９９８年６～８月の７０日間，�

１９９９年５～８月の８４日間の新生産量は３３０と�

２７０����������であった。また，７～８月と比較して

５～６月の期間は２倍ほど大きな新生産量が見込まれ

た。新生産量は硝酸の消費からも推定できるが，全炭酸

の変化量からのものと矛盾しない。

　一方，表層水の����　は，秋に最低となり大気に対し

て－４０�μ����，春に最大となり大気に対して�＋�２０�μ����

であった。夏には生物による無機炭酸の利用が続くが水

温上昇が����上昇をうち消すので，表層水中の����

は高まらない。冷却期である秋に����　が最も低くな

り，風速が高まる作用もあって主たる���　吸収が起こ

る。

　定点����でのクロロフィル�量は０．４～０．５μ�����で

あり，５月から６月上旬や１０月に１～２�μ�����まで高ま

ることがあった。５月から６月の時期の現存量は他の時

期より多く，その他の時期は比較的一定で，冬季に減少

しないことが特徴的である。定点����は北海道沿岸

域や千島列島沿いに見られる春のブルーミングが明瞭に

見られる海域より外洋的であることがわかる。����

定点では���法による一次生産速度測定を行った。一次

生産速度は５月には５１８�����������であったが，６～

８月は２１６�����������，１０～１１月は１７０���������

���に低下した。真冬は最も低く４４�����������で

あった。これまでに得られているデータに基づく年間平

均値は８９�������である。この一次生産速度は生物生

産がより小さいと考えられる�点と比較して，やや低い

値であった。

　一次生産と新生産を比較すると，この海域の生物生産

が高い新生産／一次生産比を示すことが示唆された。定
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点����での生物生産は，春から初夏にはケイ藻を主

体とした効率的に沈降する植物に支えられる，あるい

は，高次の生物による捕食が大きく有効に沈降する，と

いう機構が考えられる。

　海洋物質循環をモデルで扱うには，生態系の表現が必

要である。これまでは，植物プランクトンを簡略化して

一つのコンパートメントとして扱い，窒素（硝酸とアン

モニア）が植物の生産の制限栄養素であるモデルが普通

であった。しかし，西部亜寒帯太平洋では，ケイ藻が植

物プランクトン優先種であり，ケイ素循環の考慮が必要

と考えられ，この点を拡充した海洋化学生物モデルを

����の現象の再現に応用した。

　２種の植物プランクトン・３種の動物プランクトンお

よび硝酸・アンモニア・ケイ酸・全炭酸・アルカリ度な

どからなる１５コンパートメント海洋生物化学モデルを

鉛直１次元混合層モデルに結合させた。時系列観測で得

られた����における温度・塩分を用いて物理場を駆動

した。モデルにより再現される物質の分布が観測値をで

きるだけよく表現するように，モデル中の動植物プラン

クトン，微生物活性，粒子の沈降などに関するパラメー

タの値を調整した。

　物質の分布は，光環境に高い感度を示したが，春先の

ケイ藻ブルーム，表層の栄養塩（硝酸・ケイ酸）の夏季

の極小，冬季の鉛直混合による栄養塩の高まり，冬季の

高いクロロフィルカラム濃度などを，ほぼ再現できる結

果を得た。

　３年間の�����プロジェクトによる観測で，西部亜

寒帯太平洋の定点����における炭素循環とその支配

要因である生物現象に関するかなり膨大な観測データを

得た。これらは，全球の物質循環モデルのパラメータ化

に必ず貢献できるデータであると確信しつつ，観測デー

タの確定作業とその解析を進めている。国際的な研究計

画会議でも，この定点観測は高く評価されており，その

データの国際的流通を強く要請されている。�����研

究チームでは，そのデータ公開と結果の解析を今後の中

心課題として臨む。この３年のデータ蓄積で，基本的周

年サイクルが明らかになったことは，今後のプロセス研

究にとって，はるかに有利な研究の場を提供したことに

なる。このことは，やや低頻度の定点観測であっても，

炭素循環研究にとって有益なプロセス研究ができること

を意味する。今後，我が国の海洋研究として，定点観測

研究の維持を強く望むものである。�

（４）超伝導受信機を用いたオゾン等の大気微量分子の

高度分布測定装置の開発

〔代表者〕名　古　屋　大　学：福井康雄

〔分担者〕大 気 圏 環 境 部：中根英昭

　　　　　地球環境研究グループ：秋吉英治

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕オゾン層破壊の原因を明らかにするために

は，オゾン及びオゾン層破壊の証拠物質である���の

高度分布を測定することが必要である。ミリ波分光計は

オゾンと���の両分子を測ることのできる装置である。

本研究は，２００���帯のミリ波分光計を開発し，これを

南米チリに設置して観測を行うとともに観測データを用

いて，南極オゾンホールとの関係等，オゾン及びオゾン

層破壊物質の動態解明とモデル化を行うことを目的とす

る。

〔内　容〕本研究は次の３つのサブテーマから構成され

ている。

（１）大気微量分子高度分布測定システムの開発

（２）エアロゾル変動の解析とモデル化

（３）オゾン・���変動の解析とモデル化

本研究所が担当しているサブテーマ（３）では，三次元

的に運動する気塊中の光化学反応を記述するモデル（ト

ラジェクトリーボックスモデル）に非断熱効果を導入す

ると共に，����予報データを用いて渦位分布予報の自

動作成，観測チームヘの自動配信を行えるようにした。

プロジェクト全体としては，チリのラスカンパナス観測

所においてミリ波による���の観測に成功する成果を

あげた。

〔発　表〕��３２～３４，３８，３９，��８６～８９

（５）生物・物理・化学的因子の制御による微生物細胞

の活性化・機能強化

〔代表者〕筑　 波　 大　 学：前川孝昭

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年度）

〔目　的〕水環境修復に貢献する有用微生物の中で，特

に増殖が遅い微小後生動物に関し，生物・物理・化学的

因子の制御による微生物細胞の活性化・機能強化の重要

な一環として，有用微生物の大量培養法，長期的保存・

再生法，および排水処理施設等浄化プロセスへの定着化

手法について，研究，開発を行う。

〔内　容〕実用化システムとしての嫌気ろ床・好気担体
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流動式浄化槽を用い，大量培養した微小後生動物輪虫類

���������	
������������の定着化実証試験を行った。そ

の結果，運転開始時に輪虫類と共に，増殖促進成分を好

気槽に添加することで，短期間のうちに１���　の担体当

たり１万個体数の高密度に達し，処理水の透視度は無添

加系に比べ明らかに向上することが確認でき，本法を用

いることにより効果的な水質改善につながる基盤ができ

た。

〔発　表〕��１１，１４，��１５，１６，８１，９０

（６）生態工学を導入した汚濁湖沼水域の水環境修復技

術の開発とシステム導入による改善効果の総合評価

に関する研究

〔代表者〕東 北 工 業 大 学：須藤隆一

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之

　　　　　生 物 圏 環 境 部：渡邉　信

　　　　　化　学　環　境　部：彼谷邦光

　　　　　水 土 壌 圏 環 境 部：徐　開欽

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕人間生活に由来する生活排水などに含有され

て湖沼に排出される窒素，リンによって，霞ヶ浦をはじ

めとする貴重な水資源である湖沼の富栄養化が進行して

いる。この抜本的な改善対策として，窒素，リン除去が

可能な高度合併処理浄化槽の開発および汚濁河川・水路

の物理化学的手法と生態工学手法を活用したハイブリッ

ド型直接的浄化技術の確立と効率的なエネルギー投資の

ための改善効果の評価手法の開発を目的として研究を推

進する。

〔内　容〕有用微生物の増殖促進成分の効果を明らかに

するとともに，その浄化プロセスへの早期高密度定着化

の可能性を実規模レベルで実証した。土壌・水生植物な

どの生態工学を活用した浄化システムにおいて浄化機能

向上と温室効果ガス削減の両立可能な工法，制御法の可

能性が立案できた。電気化学的手法を導入した汚濁物質

高速処理システムの装置化と湖沼底泥厚モニタリングシ

ステムを開発し，その改善有用性を明らかにした。

〔発　表〕��１１，１４，１６，１８，１９，２２，��１２～１６，�

１９，２７，２９，３５，３８，４８，５３，５４，５６，６２，７０，７７～７９，�

８１，８２，８９，９０，９４，９８

（７）都市ヒートアイランドの計測制御システム

〔代表者〕慶 應 義 塾 大 学：久保幸夫

〔分担者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明

〔期　間〕平成８～１２年度（１９９６～２０００年）

〔目　的〕東京，上海及びバンコクにおいて，リモート

センシング及びモニタリングによって収集されたデータ

を活用し，ヒートアイランド現象の数値モデルを構築す

る。エネルギー消費量削減の都市熱環境改善効果や，人

工排熱の時空間分布構造の都市気候影響についてこのモ

デルで評価する。また，熱環境インパクトの小さな都市

構造の実現手法の検討として，都市計画の視点から，都

市熱環境改善のための土地利用制御手法について検討す

る。

〔内　容〕東京周辺の大気汚染常時監視測定局の風向・

風速データに多変量解析の手法を適用し，当該地域にお

ける日変化を含めたダイナミックな気流パターンの抽出

を行った。重回帰式による東京首都圏のシームレスな気

温の時空間分布を推定し，盛夏時における時刻別の平均

気温メッシュ推定値を作成した。東京における盛夏時の

卓越風向を活用した都市のベンチレーション戦略を考え

るため，クリマアトラスとしての表現を試みた。

〔発　表〕��５，６，９

（８）都市交通の環境負荷制御システムに関する基礎的

研究

〔分担者〕日引　聡

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕本研究は，汚染負荷に比例するような燃料税

体系への変更が，新車（乗用車）車種選択に及ぼす影響

（���に関する環境高負荷型車から低負荷型車への選択

のシフト）および，その結果生じる汚染物質の排出量削

減効果を分析することを目的としている。本研究では，

ロジットモデルを自動車車種選択問題に応用することに

より，車種選択に関する計量経済モデルを開発し，燃料

税の変更の効果に関する政策シミュレーションを行う。

〔内　容〕本研究では，ケーススタディとして，ワン

ボックスカーに関する計量経済モデルを構築し，このモ

デルを使って，現在の軽油課税を，単位���排出当た

りガソリン税並課税に引上げる（１リットルあたり�

３２�１円から１１６�６円への引上げ）ことによる車種選択

への影響をシミュレーションした。この結果，ディーゼ

ル車のシェアは３２％（税制変更前）から５％（税制変更

後）に低下し，車種構成が環境低負荷型に移行すること

が明らかになった。
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（９）植物由来および人工の内分泌撹乱物質の相互作用

評価

〔代表者〕自 然 医 科 大 学：香山不二雄

〔分担者〕地域環境研究グループ：平野靖史郎

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕現代文明社会を支えている人工の化学物質の

中には，生物の内分泌系を撹乱することにより生殖，内

分泌，免疫，神経系に重大な悪影響を与える化学物質が

あることが明らかとなってきた。ほ乳類以外の野生生物

では，因果関係が明らかな例がいくつか報告されている

が，まだ人では内分泌撹乱化学物質の健康影響は明らか

になっていない。内分泌撹乱化学物質の人の健康および

生態系へのリスク評価を行うことは現時点の急務であ

る。本研究では，内分泌撹乱化学物質の影響評価に，影

響を与える植物エストロジェン（����������	�
）と人

工の内分泌撹乱物質との相互作用を��������，�������の系

を用いて評価する。��������検査では乳がん細胞株

����７またはリンパ球系細胞，骨組織由来細胞を用い

て，植物エストロジェンおよび人工内分泌撹乱化学物質

の影響の差および相互作用について，さらにその作用機

序に関する研究を行う。�������の系では，胎児期の両物

質群の暴露が免疫系の発育や骨代謝バランスにどのよう

な影響を起こすのか検討を行う。

〔内　容〕骨芽細胞を���で刺激し，���６の産生を調

べるとともに，植物エストロジェンを添加したときの

���６の産生量の変化を測定した。骨芽細胞を���で刺

激することにより���６産生量は著しく増加したが，エ

ストラジオールやクメステロール，ダイゼン，ジェニス

タインなどの植物エストロジェンによっても���６の産

生量は低下した。���６は破骨細胞を活性化して骨吸収

を促進することが知られているが，エストロジェン様物

質は破骨細胞の活性化を抑制しているものと考えられ

る。

（１０）東アジア域の地域気象と物質循環モデリングの総

合化

〔代表者〕九　 州　 大　 学：鵜野伊津志

〔分担者〕大 気 圏 環 境 部：江守正多・菅田誠治

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕地域気候・気象モデルによる東アジア域の気

候・気象変動解析と対流圏物質輸送モデリングを高速

ネットワークを用いて複数の機関が密接にデータ交換し

つつ並列に進め，その結果をもとに「化学天気予報図」

の作成と可視化を行う。

〔内　容〕コロラド州立大学で開発された領域大気モデ

リングシステム（��������）を用いて，東アジア地

域の長期間の計算を行うためのモデルの検証と改良を進

めた。また，��������と結合する物質輸送モデルと

して，米国����（環境保護庁）が開発を進めている第３

世代の物質輸送モデル（�������３�����）のアジア

域への応用を�������と共同で進めた。

〔発　表〕��１２，１５，１７～１９，２１，４３，４４

（１１）ネットワークによる地球環境衛星データベースの

構築と高度利用に関する総合的研究

〔代表者〕東 京 理 科 大 学：高木幹雄

〔分担者〕社会環境システム部：田村正行

〔期　間〕平成１０～１３年度（１９９８～２００１年度）

〔目　的〕本研究では，����衛星と���衛星の受信

局を高速ネットワークで結ぶことにより，�����及び

�����データをサイバースペース上に集積し，陸域，海

域，大気域の科学的なデータセットを作成することを目

的とする。�����データからは，最新の物理量推定ア

ルゴリズムを用いた高速大容量データ処理を行い，毎日

の植生指数分布図と海面水温分布図を空間分解能１��

で作成する。また，�����データにより１時間ごとの雲

分布図を作成し，�����解析結果と組み合わせること

により，アジア地域における環境の長期広域変動を予測

する。

〔内　容〕本研究所の黒島受信局，東京大学生産技術研

究所，タイ国アジア工科大学，及び千葉大学のウラン

バートル受信局で受信した����������データを用

いて，ウラル山脈より東側の全アジア域における植生指

数（����）モザイク図を，地上分解能１��，時間間隔

１０日で，１９９９年一年間にわたって作成した。また，

����に加えて，�����５バンドの元データ，衛星仰

角，太陽仰角，衛星－太陽方位角，及び観測日を記録

し，これらすべてを含む１０バンドのデータセットを完

成させた。

〔発　表〕��１９，��２４

（１２）内分泌攪乱化学物質の細胞内標的分子の同定と新

しいバイオモニタリング

〔担当者〕地域環境研究グループ：国本　学・石堂正美
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〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕内分泌攪乱化学物質による生体侵襲の機序を

分子レベルで明らかにし，さらに有効で簡便なスクリー

ニング系を確立することを目的とする。すなわち，生体

内ホルモンの合成，分泌，情報伝達に関わる諸過程を定

性・定量評価するための分析手法を開発し，内分泌攪乱

化学物質によるこれら諸過程への影響をモデル細胞を用

いて詳細に解析することを目的とする。

〔内　容〕ヒト神経芽細胞腫���１細胞を対象として，

内分泌攪乱化学物質を暴露した際に発現が変化する遺伝

子を��������	��
��������	�����������	（����）法を用

いて系統的に解析する。遺伝子バンクに登録されていな

い新規遺伝子で発現が顕著に変化するものについては，

����クローニングを行いそれらの機能検索を行う。

　���１細胞を用いて予備的検討から，少なくとも以下

の４種類の内分泌攪乱性が疑われている化学物質（β�

��������	
１７��������，�������，���������	
��）が，

���１細胞における神経突起の伸展に影響を及ぼすこと

を明らかになっている。これらに陽性対照としての

���������	
��とダイオキシンを加えた５物質を対象

として，���１細胞への暴露に伴って発現が変化する遺

伝子の系統的解析を行った。用いた手法は，１，１７６個の

ヒト遺伝子がスポットされているジーンアレイ法

（�����������）である。ヒト遺伝子全般を網羅したシー

ト（��������	
����１．２���������；クロンテック社）に

は，１，１７６個のヒト遺伝子がスポットされている。コン

トロール細胞あるいは各化学物質暴露細胞より，����

を単離後，������により作製した����をアレー

シートとハイブリダイズさせることにより遺伝子発現変

動を調べた．現在までのところ，ハウスキーピング遺伝

子とされるものやカドミウムによるメタロチオネインの

誘導が検出されたが，他の遺伝子発現変動に関してはほ

とんど情報が得られなかった．次に，神経系に特異的な

遺伝子（５８８個）をスポットしたシート（��������

���������	
��

����		����クロンテック社）を検討し

た。その結果，カドミウムによるメタロチオネインの誘

導以外は報告されていないいくつかの遺伝子発現の変動

がみられた。����暴露より得られた遺伝子発現変動は

これまで報告されてきているものと一致するため，行わ

れた実験の信頼度は極めて高い．したがって，今後ア

レーシート解析用ソフトを用いて定量的評価を行うとと

もに，���法やノーザンブロット分析により再現性の

確認を行い，それらの変動の生理学的ないし毒性学的意

義を調べる予定である。また，今回の���アレー法で

β�エストラジオールによる遺伝子発現変動がほとんど

見られなかった原因を調べるために，���１細胞のエス

トロゲン受容体の有無を���法で検討した。���１細

胞ではエストロゲン受容体αは検出できなかったが，他

のサブタイプ受容体に関しては更なる検討が必要である。

〔発　表〕��９

（１３）サンゴ礁物理環境モデルの構築

〔代表者〕東　 京　 大　 学：茅根　創

〔分担者〕社会環境システム部：田村正行・山野博哉

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕近年，人為起源と考えられる二酸化炭素の放

出量が急激に増加しており，生態系における炭素循環を

解明し，生態系による二酸化炭素固定能力を評価するこ

とが急務となっている。本研究においては，サンゴ礁を

対象として，サンゴ礁における海水流動・海水交換を規

定する要因を明らかにし，物理環境モデルを構築すると

ともに，生物・化学量との比較を行い，サンゴ礁による

二酸化炭素固定バイオリアクター構築技術の開発に資す

る。

〔内　容〕いくつかの異なるタイプのサンゴ礁を選定

し，それらのサンゴ礁において，流速計および漂流ブイ

の追跡によってサンゴ礁内の海水流動を観測した。ま

た，サンゴ礁近傍の気象を観測し，これと衛星データよ

り得られた外洋の波高により，外洋のうねり・風・潮汐

の条件に対応した海水流動を把握した。以上を統合し，

サンゴ礁内の海水流動・海水交換とそれらを支配する要

因を明らかにし，海水流動に基づいた礁内の物質の運搬

過程を示した。

〔発　表〕�５３～５５，��６５～６８，７０，７４

（１４）水棲生物への影響に関する研究―水棲動物の生殖

への作用メカニズムの解析

〔代表者〕岡崎国立共同研究機構・統合バイオサイエンスセンター

　　　　　　　　　　　　　　：井口泰泉

〔分担者〕化　学　環　境　部：堀口敏宏

〔期　間〕平成１１～１３年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕内分泌撹乱化学物質が生物に影響を及ぼすメ

カニズムを解明することは，影響を未然に防止するだけ

でなく潜在的な内分泌撹乱作用を有する化学物質のスク
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リーニングの実施などにも有用である。こうした観点か

ら本研究が実施されているが，分担者は，海産巻貝類の

インポセックスと呼ばれる雌の雄性化現象の機構を解明

する一環として，巻貝類の生殖生理に関する基礎的知見

の獲得とその蓄積を目的とする。

〔内　容〕有機スズ汚染が軽微な茨城・平磯で定期的に

採集したイボニシの消化腺，卵巣及び精巣を用いて���

法によるステロイドホルモン様物質の予備的測定を行

い，各種臓器におけるその季節変動を検討したところ，

生殖巣の発達時期にこれらステロイドホルモン様物質量

が変動することが明らかとなった。前処理法の改良を加

え，さらに検討する。性特異的発現遺伝子の検索や核内

受容体（エストロゲン受容体）遺伝子の単離も試み，知

見を得た。

〔発　表〕��７６～７８，８１

（１５）大気中に存在する新しいタイプの内分泌かく乱物質

〔代表者〕東 京 理 科 大 学：武田　健

〔分担者〕地域環境研究グループ：高野裕久

〔期　間〕平成１２～１６年度

〔目　的〕����������	
����	������（���）は内分泌か

く乱作用を持つことが明らかにされつつある。内分泌か

く乱物質は，���������	�などの核内レセプターや��

�κ��などの転写因子の活性化を経て多くの遺伝子を発現

させ，生殖あるいは内分泌影響を含む多くの生体作用を

発揮すると考えられている。本年度は初年度の３ヶ月と

して，���の気管内投与が，肺局所において，���

���������と���κ��を活性化しうるか否かを明らかにす

ることを目的とした。

〔内　容〕マウスに���を濃度を変えて気管内投与す

ると，４時間後に肺局所において���������	�の下流遺

伝子である����������	
４５０が誘導され，本��������

の活性化が惹起されていることが示された。この誘導は

一定の範囲内では���の濃度に依存していた。一方，

���気管内投与の２時間後には���κ��の核内移行が肺

で確認された。主として�５０��������の移行であり，

�６５��������の移行は乏しかった。本研究により，���

は他の内分泌かく乱物質と同様に，���������	�と��

κ��を活性化することが明らかになった。

（１６）温室効果ガスに関わる永久凍土撹乱の制御技術

〔代表者〕福田正己

〔分担者〕井上元

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９９～２００１年度）

〔目　的〕森林火災や開発行為による永久凍土地帯の環

境変化が，この地帯での温室効果ガスの収支に及ぼす影

響について調査研究を行い�対策を提言する。ここでは

凍土地帯の森林における二酸化炭素収支を推定する目的

で，大気観測を実施する。

〔内　容〕ヤクーツクのカラマツ林上空でタワー，有索

気球，航空機により二酸化炭素の高度分布を測定した。

二酸化炭素・メタン測定システムをコンテナに装備し現

地に設営し，７７�までの３高度での濃度測定を開始し

た。有索気球により１００�までの高度分布，小型航空機

により２，５００�までの高度分布観測を各１回実施した。

（１７）循環型社会に対応した有機性廃棄物の資源化処理

システムの開発

〔代表者〕岡山大学環境理工学部：田中　勝

〔分担者〕廃 棄 物 研 究 部：井上雄三・山田正人

　　　　　（財）廃棄物研究財団：山村勝美

〔期　間〕平成１０～１２年度（１９９８～２０００年度）

〔目　的〕近年，最終処分場の逼迫に伴い，有機性廃棄

物の処理処分コストの高騰や不法投棄の拡大が問題とな

る一方で，農業系廃棄物中に多量に含有される栄養塩に

よる地下水汚染問題，焼却処理施設で発生するダイオキ

シン等微量有害物質による環境汚染問題等も深刻化して

おり，処理システムの抜本的改革を迫られている。日本

は資源小国であるがゆえ，技術立国以外に道はない，代

わりに国内で生産される農産物をはるかにしのぐ量の有

機物が輸入消費され，し尿や食品残渣，家畜糞尿等の廃

棄物として排出されているのが現状である。この物質収

支のアンバランスを改善するためには，有機性廃棄物に

関して早急に循環型システムを構築することが求められ

る。以上の観点から，有機性廃棄物を対象としてこれら

の有効利用・循環資源化に必要となる各要素技術の開発

を行い，実用化に向けての研究を進めるとともに，これ

らの技術を実際に社会システムに適用するため，資源化

処理システムの総合評価手法の開発に取り組んだ。

〔内　容〕有機性廃棄物として含水率の高い，し尿処

理・浄化槽汚泥，家畜糞尿等農業廃棄物，食品加工から

の有機性廃棄物，生ごみ，下水汚泥などを取り上げ，以

下の各項目に関して研究を進めた。

（１）有機性廃棄物の前処理（可溶化・低分子化・無害
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化）技術の開発：機械的破砕，オゾン分解などの物理化

学的可溶化作用を利用したラボおよびベンチスケールの

可溶化反応槽の基本設計と，最適運転条件等の前処理に

関連した資源化技術の特性に関する基礎的検討を行っ

た。

（２）高機能バイオリアクターの開発：生分解性プラス

チックの原料としての乳酸回収システムを提案するとと

もに，���生産プロセス，化学ポリマー代替としての

有機性廃棄物を原料としたバイオフロキュラント生産プ

ロセス，有機酸生産プロセスの各プロセスについて検討

を加え，その特性を明らかにした。また，微生物細胞内

のポリリン酸蓄積メカニズムを把握し，液状廃棄物処理

システムからのポリリン酸回収プロセスを開発した。

（３）資源化技術・システムの開発：リン回収を主目的

として，小規模分散型生活排水処理汚泥を対象とした融

合処理・処分システムを検討した。また物理化学的作用

を利用したリンおよびアンモニアの回収プロセスの検討

と開発を行った。

（４）リスク制御：種々のイオンシグナルによって自律

的に膜細孔径を制御する機能膜を開発し，重金属イオン

に対する除去効果を示した。またし尿処理系コンポスト

の安全性を確保する観点から，し尿処理施設におけるク

リプトスポリジウムおよび重金属汚染等の実態とその対

策について検討し，資材のリサイクルにおける安全性の

評価を行った。

（５）総合評価手法の開発：既存し尿処理方式６方式と

汚泥再生処理システム（循環型施設と位置付け）を対象

として，ＬＣＡ手法による環境負荷評価を行った。

〔成　果〕（１）有機性廃棄物の前処理技術の開発：有

機性廃棄物資源化のための様々な前処理技術の開発を

行った。有機性廃棄物の可溶化・低分子化を行うため，

既存技術に関する情報収集に加えて，サポニン添加，機

械的破砕，加圧・加熱処理，酵素処理等の各種手法の適

用性を検討し，特性を把握した結果，各手法により可溶

化が促進され，メタン発酵や有用物質の回収に有効であ

ることが明らかになった。また実験室レベルの可溶化反

応槽（機械的破砕，オゾン分解などの物理化学的可溶

化）を設計し，システム性能を最適化するために，可溶

化槽内における有機物の詳細な物質収支を明らかにし

た。

（２）高機能バイオリアクターの開発：微生物機能を活

用して生ごみから有価な資源を回収するために安全でか

つ操作性に富むリアクターを開発することを目的とし

て，以下の各項目で成果を示した。

　１）種々の環境サンプルから，高効率な酸発酵特性を

持つ細菌を単離し，ペースト生ごみから効率的に低級脂

肪酸発酵を行うことを示した。

　２）有機性廃棄物からの炭素回収技術として，生ごみ

の焼却処理代替システムとなる生分解性プラスチックの

原料としての乳酸回収システムを提案した。本システム

は，乳酸菌による生ごみの乳酸発酵－固液分離－中和－

電気透析濃縮－蒸発濃縮から構成され，本システムによ

る乳酸収量及びエネルギー消費量の評価を行うことで，

実用可能性を示した。

　３）有機性廃棄物を原料としたバイオフロキュラント

（��）

生産に焦点を当てて，自然界から１５００以上の細菌株を

スクリーニングした結果，低級脂肪酸を基質として��

を生産する細菌株���������	�
�����０４を分離するこ

とに成功した。また，生産された��の化学構造をほぼ

キトサンと同定した。

　４）紅色硫黄細菌の大量培養方法を開発するととも

に，活性汚泥を利用した生分解性プラスチック���の

生産プロセスを開発し，工程最適化のための条件を明ら

かにした。

　５）細菌がもつポリリン酸蓄積機能を活用して液状廃

棄物中のリン回収を目的として，ポリリン酸量を負に抑

制する遺伝子����の存在を明らかにした。ポリリン酸

蓄積変異株を��リン酸含有培地でスクリーニングする

方法を確立した。シアノバクテリアの����変異株を構

築した結果，有機物に依存しないリン除去システムの構

築の可能性が示された。

（３）資源化技術・システムの開発：液状有機性廃棄物

に含まれる�，�，�を利用できる形で取り出し，循環

化することを目的とした技術開発に取り組んだ。加熱処

理した粒状リン酸マグネシウムアンモニウムが排水中の

アンモニア除去に有効であることを示し，回収法を確立

した。またリンの回収を主目的とした小規模分散型生活

排水処理汚泥の融合処理・処分について検討し，リンと

有機性微粒子の高い凝集沈澱効果を明らかにするととも

に，新しいシリカ・鉄重合高分子凝集剤（���）のゲル化

防止策とその効果を明らかにした。なお，リン吸着剤の

基本特性，吸着特性，影響因子について検討を行い，し

尿膜処理水への適用可能性を示すとともに，各種汚泥に
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含まれる有機／無機態の難溶性リン化合物が植物により

吸収されるメカニズムを解明し，回収リンの緑農地還元

の可能性を示した。

（４）有機性廃棄物のリスク削減：特定の重金属イオン

に反応して膜細孔の開閉を行う機能膜の開発に取り組ん

だ。種々のイオンシグナルによって自律的に膜細孔径を

制御する濾過膜開発に成功し，その重金属除去効果を明

らかにした。またし尿処理系コンポストの安全性を確保

する観点から，し尿処理施設におけるクリプトスポリジ

ウムおよび重金属汚染等の実態とその対策について検討

した。クリプトスポリジウムオーシスト不活化について

検討した結果，安全性を確保できる処理条件を示した。

（５）総合評価手法の開発：既存のし尿処理方式６方式

と汚泥再生処理システムの���手法による環境負荷評

価に取り組み，エネルギー消費量等の環境保全上の特性

を評価した。その結果，従来型処理方式の１９施設の処

理量１��当たりのエネルギー消費量が処理方式ごとに特

徴的に示され，総合評価手法としての有用性を明らかに

した。一方，循環型施設と位置付けられる汚泥再生処理

センターについても，処理量１��当たりのエネルギー消

費特性を明らかにした。さらに，資源化のメリットを評

価した結果，発電によるメリットが４�����，コンポス

ト化によるメリットが２４�����と消費量の約３％が回

収されることを示した。また，本サブテーマで実施した

評価手法の詳細をとりまとめ，���分析に関するガイド

ラインを提案した。

（１８）ダイオキシン類・���の分解処理とバイオアッセ

イモニタリング（文部科学省，革新的技術開発研究

推進費補助金）

〔担当者〕廃 棄 物 研 究 部：酒井伸一

　　　　　共同研究機関

　　　　　京　 都　 大　 学：高月　紘

　　　　　愛　 媛　 大　 学：田辺信介他

　　　　　　　　　　　　　　　１０機関１１名

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕難分解性の残留性機化学物質（����）の代

表的物質であるダイオキシン類や���に対して，分解

処理技術の機構解明と包括的・簡易モニタリング手法の

確立を目的としている。具体的には，①毒性発現機構と

リンクした指標の確立　②分解処理機構の解明　③分析

の簡易迅速化と制御指標の検討を主たる目標としてい

る。

〔内　容〕初年度は，下記の３点を中心に研究を進め

た。

（１）薬物代謝酵素誘導によるダイオキシン類縁化合物

のバイオアッセイ手法の開発と評価

　バイオアッセイ手法としての�����（��������	

���������	
��������	���������）細胞系の提供をオラ

ンダの�������教授より受け，さまざまなダイオキシ

ン類の標準物質を用いた適用性試験を行った。����

（７���������	��
�������������	�）バイオアッセイを

さまざまな環境試料に適用し，ＣＡＬＵＸとの比較検討

を行う。

（２）ダイオキシン類含有フライアッシュの脱塩素化処

理過程の機構解明とモニタリング

都市ごみ焼却フライアッシュの脱塩素化処理実験を行

い，脱塩素化前後の試料を作成する。（１）を適用してバ

イオアッセイによる毒性等量値を求め，この包括的な毒

性等量値とダイオキシン類の化学分析結果を比較した。

（３）廃���の化学分解処理機構の解明とモニタリン

グ手法の開発

　廃ＰＣＢの安定的な分解処理手法の確立に資するた

め，パラジウム�カーボン触媒（����）を用いた水素

化化学処理，カリウムターシャリーブトオキサイド（��

����）による廃���の化学処理実験を行い，分解処

理前後の化学性状，バイオアッセイ情報を獲得する。

〔成　果〕これらの研究・技術開発の初年度実績とし

て，（１）に関しては，����（７���������	��
�����

����������）アッセイはほぼ確立でき，さまざまな環境

試料や分解関係試料に適用中である。�����

（��������	
�����������������������������）アッセイ

については，細胞系の提供をオランダ�������教授よ

り受け，バリデーションの見通しがたってきた。（２）

に関しては，ごみ焼却フライアッシュの脱塩素化処理前

後の試料，６検体の予備試験結果が得られ，ＥＲＯＤ

アッセイによるダイオキシン毒性等量値（バイオ���）

は，化学分析毒性等量値（��������������	
�）の�

１�２～３．８倍であることがわかった。これで初年度の

当初目標達成の目途が立ちつつあり，この傾向の一般性

を確認しつつ，バイオ���を説明できるような化学分

析に取り組むことが次年度以降の課題である。（３）に

関しては，���原体やその化学処理物に対する����

アッセイとダイオキシン類化学分析を試みている。この

―�����―
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バイオアッセイ検出可能レベルの見極めをつけることが

本年度の目標であったが，この確認には至っていない。

より重要な問題は���などの共存成分の前処理方法で

あり，この課題には次年度取り組む。

（１）薬物代謝酵素誘導によるダイオキシン類縁化合物

のバイオアッセイ手法の開発と評価

　培養細胞を用いる���関与バイオアッセイである����

�����（���������	
��	���������������������������	
��

������������	
�）バイオアッセイ及び��������	
（７�

�����������	
��������������）バイオアッセイのダイ

オキシン類・���分解処理過程モニタリングへの適用の

可能性を探るための最初のステップとして��������

バイオアッセイを技術導入し，導入元とのクロスバリ

デーション試験により導入した試験技術の妥当性を確認

した。次いで��������バイオアッセイおよび既に基

礎試験技術を確立している��������	
バイオアッセ

イを用いて各種標準物質のダイオキシン様活性を評価す

ることにより，これらバイオアッセイ系のキャラクタリ

ゼーションを実施しており，臭素化ダイオキシン類など

への適用性を確認した。

　北海道利尻島産ウミネコおよび北太平洋産クロアシア

ホウドリの有機塩素化合物汚染実態について調査したと

ころ，すべての検体の肝臓から同化合物が検出された。

なかでも�����の濃度は高く，ウミネコでは�２２０�７６０�

������������，クロアシアホウドリでは�２２００�７９００�����

��������の値が検出された。コプラナ����濃度から

���値を算出したところ，ウミネコでは１４�１６０���

��������	��	
，クロアシアホウドリでは７２�５００����

��������	��	
�であった。全���値に占める�各同族体

の�寄与率は，両種ともに�����������	
��１２６�が最も

高く，������������	
���は低い値を示した。有機塩素

化合物濃度と���活性の関係をみたところ，一部の

���������コプラナ����と����活性との間に有意な

正の相関関係が得られた。この結果から，���������コ

プラナ����による���１�様分子種の誘導が示唆され

た。ウミネコでは�����７７，クロアシアホウドリでは

�����７７と�����１２６が���１�様分子種の誘導に

よって選択的に代謝されていることが示唆された。フェ

ノバルビタール型 ����同族体である������１３８，�

１５３，１８７の�����１８０に対する残留割合と�����１８０

濃度の関係から，���２�様分子種誘導の可能性が示唆

された。以上の結果より，北海道産ウミネコと，北太平

洋産クロアシアホウドリの薬物代謝酵素誘導を用いたバ

イオアッセイ法は，これら魚食性鳥類のダイオキシン様

化学物質の暴露および毒性影響の評価に有効であること

が明らかとなった。

（２）ダイオキシン類含有フライアッシュの脱塩素化処

理過程の機構解明とモニタリング

　脱塩素化処理におけるフライアッシュ性状の変動と処

理物の性状変化をみるため，脱塩素化処理装置の処理前

原灰と処理灰の採取と，ラボ装置による脱塩素化試料を

作成した。これらの試料に対して，バイオアッセイとし

て����法や�����法を適用した毒性等量値を求め，

ダイオキシン類の化学分析値と比較した。また，フライ

アッシュ試料にバイオアッセイ法を適用するにあたり，

妨害成分の除去方法の検討を行った。

　同族体や異性体の分布の変化から，窒素雰囲気下の加

熱処理によりフライアッシュ中のダイオキシン類は，高

塩素化物から低塩素化物に低塩素化していくことが確認

された。しかし，処理条件が悪いと，毒性の強い

２，３，７，８������や１，２，３，７，８������の異性

体が増加し，トータルの���値が増加する場合がある

ことが示唆された。

　化学分析値とバイオアッセイ値は一定の相関性が認め

られた。バイオアッセイ値は化学分析値に比べて高めの

値であったが，化学分析値に対する比率は����バイ

オアアセイでは１�２～３�８倍，�����バイオアッセ

イでは１点を除き１�３～４�９倍の範囲にあり，脱塩素

化処理での条件検討あるいはモニタリングの手法として

有効であると考えられた。

（３）廃���の化学分解処理機構の解明とモニタリン

グ手法の開発

　鉱物油系絶縁油中の微量���およびコンデンサ用高

濃度���を，脱塩素化分解法である������法および

����法にてそれぞれを処理し，この処理過程の試料に

ついての簡易的な評価方法として，培養細胞を用いたバ

イオアッセイの適用を試みた。

　鉱物油系絶縁油には，この物自体に，ダイオキシン様

の活性を示す化合物が含まれていることが示された。��

����による処理は，これらの物質をも減少させている

と考えられる。しかしながら，���の処理の状況をバ

イオアッセイを用いて調べる上では，これらの化合物の

除去等を含めた検討がさらに必要となった。

　バイオアッセイ分析において����の影響を除外し，

―�����―
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ダイオキシン類を特定的に測定する必要がある場合，

４４％硫酸シリカゲル添加加熱還流法がバイオアッセイ分

析において測定を妨害する����の除去法として有効と

考えられる結果が得られた。

　一方，高濃度の���については，処理前および����

法での処理後ともにバイオアッセイ値と化学分析値とは

かなり良い一致を示しており，バイオアッセイ手法が

���分解処理の日常管理手法として適用の可能性が高

いことが示された。

―�����―
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研究課題　１）河川における農薬流出量の定量評価の研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：今井章雄

　　　　　北海道環境科学研究センター：沼辺明博

　　　　　福岡県保健環境研究所：永淵　修

〔内　容〕水田施用農薬に関する調査結果を取りまと

め，検討を行った。農薬施用量の推定には農協における

販売量調査が有効である。農薬の河川への流出率は農薬

の水溶解度，施用方法，施用時期に影響されることが示

された。水田に散布されたダイムロンの鉛直方向の移動

量は表面流出量（畦畔流出量を含む）に比較して少な

かった。またダイムロンは降雨ごとに田面水中濃度が上

昇しており，水・土壌間の吸脱着が推測された。ダイム

ロンの田面水中の濃度変化は包括的に一次反応速度に近

似して減少することが明らかとなった。

研究課題　２）湖沼の�，�，��含量及びその元素比と

植物プランクトン組成に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子

　　　　　北海道環境研究センター：三上英敏・石川　靖・

　　　　　五十嵐聖貴

〔内　容〕北海道釧路湿原の沈水植物群落のある浅い湖

沼，シラルトロ湖と達古武沼おのおの１０数地点での植

物プランクトン種の変化を調べたところ，��，��濃度

の低い方から高い方に沿って，��������	��
�	����，

����������，����������	�
�����	�，���������	�
���	����
，

�����������	
������������������������，さらに��������	�
�，

緑藻の仲間，赤潮形成種である����������	
����，�������

�����，���そして，��������������	�
�������，���������������	����
�������

������といった植物プランクトン種の配置が得られた。こ

うした配置は，沈水植物群落のある湖沼の富栄養化に対す

る予測や診断に使える。

〔発　表〕ｂ�２０３

研究課題　３）リモートセンシングによる自然環境モニ

タリング手法の研究

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水　明・

　　　　　　　　　　　　　　　山野博哉

　　　　　北海道環境科学研究センター：金子正美

〔内　容〕本研究では，衛星画像データと地理情報デー

タを組み合わせて，北海道の自然環境を計測，評価する

手法の開発を行う。本年度は，衛星画像解析と地理情報

システムを組み合わせることにより，生物多様性と地域

環境間の関連性を解析・評価する手法について検討した。

〔発　表〕��１９，��２２

研究課題　４）ダイオキシン類の分析方法に関する研究

〔担当者〕化　学　環　境　部：伊藤裕康・中杉修身

　　　　　地域環境研究グループ：橋本俊次・山本貴士・

　　　　　　　　　　　　　　　森田昌敏

　　　　　宮城県保健環境センター：鈴木　滋・中村朋之

　　　　　栃木県保健環境センター：須釜安正

　　　　　新潟県保健環境科学研究所：村山　等

　　　　　東京都環境科学研究所：佐々木裕子

　　　　　長野県衛生公害研究所：小澤秀明

　　　　　岐阜県保健環境研究所：村瀬秀也

〔内　容〕環境試料中のダイオキシン類（ポリクロロジ

ベンゾ���ジオキシン類（�����）とポリクロロジベ

ンゾフラン類（�����））の分析法に関する研究を当研

究所において行った。試料は当研究所で作製した環境標

準試料����������	
１９「フライアッシュ粉末」を用

い，抽出，カラムクロマト等前処理，高分解能�����

による測定，データの解析，分析値の精度管理等を行っ

た。また，環境試料の分析法に関しては，ミッドボリュ

ウムサンプラーによる数地点の大気，土壌試料，底質試

料，水生生物等のサンプリングをし，その分析法の検討

を行なった。試料の処理についても，高速溶媒抽出法，

アルカリ分解法等種々の抽出法の検討，対象試料の違い

による前処理法の検討，高分解能�����による測定の

検討等を行った。

　環境標準試料フライアッシュ粉末の分析においては，

試料の処理によっては，回収率の良否，妨害成分により

分析値の精度が大きく変化することが知られた。

　環境大気の分析では，現在使用されている公定法等の

分析法の改善につながであろう有意なことが示唆され

た。

　土壌試料の分析では，土壌質の違いからサンプリング

法の良否による濃度分布，処理法の検討をし，焼却由来

や農薬等からのダイオキシン類のパターンが見られ，汚

―�����―
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染の多様性と公定法の問題点が示唆された。

　底質試料の分析では，種々の試料と処理法を検討し

た。土壌と同様な結果であったが，特出すべき事項は，

含有イオウの処理の有無による分析値に与える影響がみ

られた。アルカリ処理による抽出法の有用性が顕著とな

り，分析法の改善の知見が得られた。

　水生生物の分析では，河川に生息するヒゲナガカワト

ビケラ及びその河川水低質，コケののサンプリングを

し，その処理法の検討を行った。２，�３，�７，�８��体のダイオキ

シン類同属体は微量であったが，１，�３，�６，�８�，１，�３，�７，�９�

����が特異的に多量に検出された。これは河川が農

薬類等化学物質に汚染されていることが示唆され，環境

モニタリングの指標生物として有意な結果が得られたと

思われる。

　環境中ダイオキシン類の分析法は，対象試料の違いに

よる処理法の微妙な変更があり，分析値の精度に大きく

影響されるため，二重測定等の共同研究の必要性があ

る。また，環境モニタリングにおいても種々の問題点等

があり，今後の研究の重要性が示唆された。

〔発　表〕��２２９～２３１

研究課題　５）生活排水に含まれる窒素，リンの高効率

除去法の開発および同処理水中に含まれる

難分解性���除去法の開発

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　茨城県公害技術センター：高木敏夫

〔内　容〕霞ヶ浦に流入する溶存態���の生成機構解

明と低減化手法の開発を目的として，霞ヶ浦流域の実態

調 査 を 行 っ た。そ の 結 果，溶 存 態���は４．４～

５．４������であり霞ヶ浦全水域にわたり大きな差違は認

められないこと，また，生分解試験より，この溶存態

���の主要な成分は，難分解性の有機物であることが

示唆された。さらに，物理化学的な溶存態���除去法

について検討する。

〔発　表〕��２４

研究課題　６）新潟県上越市高田市街地の消雪用地下水

の揚水による地盤沈下性状

〔担当者〕水 土 壌 圏 環 境 部：陶野郁雄

　　　　　新潟県保健環境科学研究所：関谷一義

〔内　容〕新潟県上越市高田市街地においては，消雪用

地下水の揚水により著しい地盤沈下が生じている。そこ

で，地盤沈下観測井から得られたデータを解析するとと

もに，新町公園内で行ったボーリングにより得られた乱

さない土試料を用いた圧密試験を実施した。

　今までに得られた成果を加味すると，消雪用地下水の

揚水に伴う地層の収縮は主に深度５０ｍ以浅の地層で進

行しており，しかも市街地の南部から北部に向かうにし

たがって地盤沈下量が増大する傾向にある。

研究課題　７）水環境における農薬の動態予測および暴

露評価システムの構築に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：田辺　潔・鈴木規之

　　　　　社会環境システム部：森口祐一

　　　　　大阪市立環境科学研究所：山口之彦

　　　　　新潟県保健環境科学研究所：田辺顕子・川田邦明

〔内　容〕本研究では，農薬を対象として，散布状況，

気象条件，河川流況および河川水中濃度等の情報に基づ

き農薬の濃度変動を予測し，生態系への暴露量の推定な

らびに農薬濃度の低減化に関する情報提供を目的とす

る。本年度は，水環境における農薬の動態予測システム

構築のため，基礎データとしてフィールド調査を実施

し，さらに河川構造データベース，動態予測モデル及び

全体システムの基本設計を行い，今後の方向性について

検討を行った。

研究課題　８）廃棄物等から発生する揮発性有機化合物

類の同定と定量

〔担当者〕地域環境研究グループ：安原昭夫

　　　　　新潟県保健環境科学研究所：田辺顕子

〔内　容〕埋立廃棄物に含まれる高揮発性有機成分を迅

速にスクリーニングする方法として，昨年度開発した固

相マイクロ抽出における定量性と再現性を調べた。対象

物質１０４種類のうち，回収率が８０～１４０％，相対標準

偏差が２０％以下の物質は２５物質のみであった。フタル

酸エステル類は吸着が原因と思われるが，検量線が直線

から外れる傾向を示した。定量性，再現性が認められた

物質について，実試料での測定を試み，実用性の検証を

行った。

〔発　表〕��２９０

研究課題　９）河川水中における内分泌攪乱物質の存在

と生態系への影響評価

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：畠山成久
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　　　　　地域環境研究グループ：多田　満

　　　　　新潟県保健環境科学研究所：茨木　剛

〔内　容〕水田地帯を流下する信濃川と新川の定点にお

いて，農薬類（３２種類）と環境ホルモンとされる化学物

質（１８種類）を４月から９月まで定期的（前者：１回／

週，後者：１回／月）に分析した。その一方，これらの河

川水にチカイエカを受精卵から曝露して，羽化，成虫の

性比などを調べた。時期によりメスの羽化が早まり，そ

れらの原因物質を生物試験の結果と合わせて検討した結

果，一つにフタル酸エステルの可能性が示唆された。

〔発　表〕��２２，��２４

研究課題　１０）沿岸域の水環境の保全・回復に資する底

質改善対策に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　東京都環境科学研究所：木村賢史

〔内　容〕東京湾の水質を改善するためには，流入する

汚濁物質の削減とともに底質の改善が重要となる。そこ

で本年度は履砂事業の効果とその持続性を検討した。そ

の結果，全般的には履砂水域の強熱減量，底質���，

硫化物等の改善が見られるが，一部の地点では汚泥の体

積が確認された。生物的側面から履砂の効果が見られる

が，底生動物に関しては，履砂水域は生息しにくい環境

になっているものと推測された。

〔発　表〕��２０，��５１，５２，７６

研究課題　１１）自動車からの大気汚染物質発生量推定と

大気環境質に及ぼす影響評価に閑する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原　清・

　　　　　　田邊　潔・森口祐一・

　　　　　　櫻井健郎

　　　　　東京都環境科学研究所：石井康一郎・星　純也

〔内　容〕自動車からの���を中心とした大気汚染発

生量を推定するために実施したトンネル調査結果を用い

て実走行状態でのエミッションファクターの検討を行

い，走行状態や車種構成の違いによる特徴を比較，評価

した。これとともに��２�５・���の発生量推定に関す

る調査を実施した。

　国立環境研究所で試作した有害化学物質成分連続自動

分析装置の実運転を東京都において実施し，環境データ

を把握した。

研究課題　１２）化学物質が水生生物に及ぼす影響評価に

関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：畠山成久

　　　　　東京都環境科学研究所：森　真朗

〔内　容〕都市河川は様々な化学物質で汚染されてお

り，水生生物に対して高いリスクを有していが，これら

の複合影響に関してほとんど未解明である。そのため，

今年度はメダカを用いた��������試験，ファットヘッド

ミノー由来浮遊細胞（������）を用いた��������試験

により，界面活性剤，農薬類の毒性値を比較検討した。

ヌカエビ，ミジンコなどを用いた���������試験との感受

性，試験効率の比較検討も今後の課題である。

〔発　表〕��２０

研究課題　１３）地下水の要監視項目による汚染実態の解明

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高

　　　　　静岡県環境衛生科学研究所西部支所：中島二夫

〔内　容〕静岡県中部丘陵地帯の地下水では，指針値を

上回る硝酸が検出されている。また，その伏流水が流れ

込む池水は，結果として酸性化しており，重金属類の溶

出現象が確認された。

研究課題　１４）廃棄物埋立処分に起因する有害物質によ

る環境影響評価に関する研究

〔担当者〕化　学　環　境　部：白石寛明・白石不二雄

　　　　　長野県衛生公害研究所：笹井春雄・川又秀一・

　　　　　　　　　　　　　　　小口文子

〔内　容〕�前年度に引き続き，一般及び産業廃棄物処

分場からの浸出水及び処理水について２０カ所以上で採

取し，酵母エストロゲンアッセイ法でエストロゲン活性

のモニタリングを試みた。エストロゲン活性は産廃処分

場浸出水の８２％から，一廃処分場浸出水の４５％から検

出された。また，エストラジオール換算のエストロゲン

活性で産廃処分場浸出水の平均は１０．６���（前年度；

４．５���），一廃処分場浸出水の平均は４．６０���（前年度；

１．２２���）であった。本年度のエストロゲン活性の平均

値が増加した理由として，高いエストロゲン活性

（１７���以上）を示す少数の処分場により平均値を押し

上げられる傾向が読みとられることより，個々の処分場

について複数年にわたり，追跡する必要性が示唆され

た。

〔発　表〕��４０
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研究課題　１５）山岳地域におけるハロゲン化メチルの動

態に関する研究

〔担当者〕化　学　環　境　部：横内陽子

　　　　　長野県衛生公害研究所：薩摩林光

〔内　容〕内陸・山岳域における大気中ハロゲン化メチ

ルの動態を把握するために，前年度に引き続き，長野県

八方における大気サンプリング（月２回）と大気中ハロ

ゲン化メチル（塩化メチル，臭化メチル，ヨウ化メチ

ル）の�����測定を継続して行った。臭化メチルにつ

いてはその人為的な使用削減効果を反映して減少傾向が

見られた。

研究課題　１６）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着

マトリックス作成と国際共同観側に関する

研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎

　　　　　大 気 圏 環 境 部：畠山史郎

　　　　　長野県衛生公害研究所：西沢　宏

〔内　容〕東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マト

リックス作成と国際共同観側に関する研究の一環とし

て，地上観測を実施した。中部山岳地域の八方尾根山麓

で，６月，７月，９月に降水とガス，エアロゾルを採取

し，ウォッシュアウトによる大気から降水への物質の取

り込み過程を調査した。その結果，硫酸イオン（�����）

について４個の洗浄係数（��：���）が得られ，��と

降水強度（�：����）との間に��＝１�８６×１０�������

の関係式を得た。

〔発　表〕��１２５

研究課題　１７）車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然

界への復元に関する研究

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：渡�　信

　　　　　長野県衛生公害研究所：樋口澄男

〔内　容〕我が国で野生絶滅種となったホシツリモをか

つて生育していた長野県野尻湖に復活させるための技術

的検討を行っている。これまでの実験により，水草のほ

とんどない野尻湖では在来種のコイすらも植栽したホシ

ツリモを捕食し，ホシツリモの生育を妨げている可能性

が示唆された。今回は，小動物は自由に通過できるがコ

イ成魚等は侵入できない２５��網目の実験区を設置し，

ホシツリモを植栽して，その検証を行った。実験の結

果，ホシツリモの良好な生育が見られ，高さ５０��程度

の密な小群落を形成した。�

研究課題　１８）生物・物理・化学的処理を用いた水質浄化

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　石川県保健環境センター：小西秀則

〔内　容〕植物は栄養源として低分子化合物を主に摂取

するため，水生植物による水質浄化においては中・高分

子物質の低分子化が重要である。そこで，オゾン・紫外

線を併用した物理化学的処理を施し，高・中分子物質の

分解を促進するための条件について検討を行った結果，

オゾン供給量２．３６���������，１時間の処理で約８０％が

低分子化されるとともに，全有機炭素は処理時間ととも

に減少し，６５％程度減少することがわかった。

〔発　表〕��１６，１９，��２７，８２

研究課題　１９）有害物質藻類生産ミクロキスチンの生分

解機構と水質改善に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　福井県環境科学センター：塚崎嘉彦

〔内　容〕福井県三方五湖の中でも最も内陸に位置する

三方湖では，近年ではほぼ毎年発生し深刻な状況にあ

る。そこで，三方湖を中心にアオコ発生およびミクロキ

スチンの現存量調査を行ったところ，優占藻類として

���������	
�����が挙げられ，この種は冬季においても観

察された。有毒物質����������	の現存量は，最大で

０．５μ������と低い値であったが，夏から秋にかけて長期

間観察されたことから継続したモニタリングが重要であ

ることが明らかとなった。

〔発　表〕��６７，６８

研究課題　２０）微生物分解を用いた汚染環境修復に関す

る研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身

　　　　　名古屋市環境科学研究所：榊原　靖・朝日教智・

　　　　　　　　　　　　　　　成瀬洋児

〔内　容〕土壌中におけるトリクロロエチレン及びテト

ラクロロエチレンの化学的処理法による分解速度につい

て検討を加えた。２種の鉄粉及び２種の土壌について検

討を加えたところ，いずれの鉄粉でも，テトラクロロエ

チレン，トリクロロエチレンを分解し，分解生成物とし

てジクロロエチレン，クロロエチレンが生成された。ま

た，嫌気条件にすることにより分解が促進されることが
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判明した。

研究課題　２１）農耕地周辺の地下水に含まれる微量成分

の濃度実態と溶脱機構に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高

　　　　　福岡県保健環境研究所：松尾　宏

〔内　容〕福岡県八女にある茶畑周辺の地下水は，高硝

酸性化しており，その原因が施肥にある可能性が高い。

その汚染地下水中の硝酸濃度低減化に関するパイロット

プラント実験を行った。

研究課題　２２）小型焼却炉におけるダイオキシン類の生

成実態に関する研究

〔担当者〕廃 棄 物 研 究 部：安原昭夫

　　　　　岐阜県保健環境研究所：形見武男

〔内　容〕小型焼却炉を使い，各種プラスチックを単独

で，あるいは塩化ビニル樹脂と混合して焼却し，ダイオ

キシン類の発生量を測定した。基本的には塩化ビニル樹

脂がない状態では，ダイオキシン類生成量は極めて少な

く，塩化ビニル樹脂とダイオキシン類生成量の間に明確

な正の相関が認められた。塩化ビニル樹脂だけの燃焼で

は，ダイオキシン類生成量は燃焼条件と密接な関係にあ

り，一酸化炭素濃度が低いとダイオキシン類生成量はか

なり少ない。

〔発　表〕��１１０，１１３，��２８９，２９１～２９４

研究課題　２３）道路沿道の局地���高濃度汚染とその

対策に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：上原　清・若松伸司

　　　　　兵庫県公害研究所：池沢　忠・吉村　陽

〔期　間〕平成１１年度（１９９９年度）

〔内　容〕���の局地的な高濃度が生じていると考え

られる，主要幹線道路沿道の自動車排ガス測定局を選定

し，測定局周辺の大気汚染濃度分布を把握するための測

定を実施しデータを解析した。また，市街地の模型を用

いた風洞実験を行い，沿道の建物高さによって道路内部

の気流や大気汚染物質の拡散がどのような影響を受ける

のかを調べた。

〔発　表〕��２８，２９，��１３６～１３８

研究課題　２４）山林域における水質形成と汚濁負荷流出

過程に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：今井章雄

　　　　　兵庫県立公害研究所：駒井幸雄・梅本　諭

〔内　容〕降雨時自動測定・採水システムを構築し，降

雨時のほぼハイドログラフに沿った採水は可能となった

が，電気伝導度が低い渓流水の��測定上の問題点が明

らかにされた。また，約１０��離れた生野銀山湖と粟鹿

山の二集水域の渓流水質を比較したところ，いずれも

���の約８０％は����で������がその大部分を占めてお

り，���はほぼ�����であること，粟鹿山渓流水の

��，���および���濃度は高く，リンについては地質

の違いが反映されていると考えられた。

研究課題　２５）有害藻類発生湖沼の有機物，栄養塩類，

生物群集の動態解析と修復効果の評価に関

する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　岡山県環境保健センター：山本　淳

〔内　容〕水域の富栄養化の原因となる栄養塩類のひと

つであるリンについて，その除去が煩雑であり，また管

理が難しいという問題点がある。そこで，リンを効率よ

く除去することを目的として，アルミニウム缶を用いア

ルミニウムイオンとリン酸イオンを反応させることによ

るリンの系外除去を試みた。その結果，アルミニウム缶

を充填した系ではそのリン除去が対照系より向上し，除

去能として４０％以上になったが，生物膜の付着に伴い

その除去率の低下が確認された。さらに，充てんの方

法，量についての検討が必要であることが明らかとなっ

た。

〔発　表〕��１０，２２，��１９

研究課題　２６）汚濁湖沼の水質改善に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平

　　　　　広島県保健環境センター：橋本敏子・井澤博文

〔内　容〕湖沼の水質改善，水質管理を進めていくに

は，流入負荷を生活系，産業系，自然系等その発生源毎

に明らかにする必要がある。本研究では，特にこれまで

調査が不足していた自然系負荷の実態把握を中心に行っ

た。その結果，山林負荷は地域特性を大きく受け，土

壌，地質，植生によって水質が大きく変化することが明

らかとなった。また，農地負荷として最も大きいと考え

られる田植え時の負荷を実態調査から推計したところ，

���， 窒 素， リ ン で そ れ ぞ れ ７．５７�������，�
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１．３１�������となり，年間負荷に占める割合が少ないこ

とが明らかとなった。

研究課題　２７）島根県における光化学オキシダント濃度

の予測に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司

　　　　　大 気 圏 環 境 部：菅田誠治

　　　　　島根県衛生公害研究所：藤原　誠・中尾　允

〔内　容〕島根県における光化学オキシダント濃度の経

年変化の特徴を把握するために１９８４年から１９９９の間の

モニタリングデータを解析した。この結果，松江におけ

るオキシダント濃度は増加傾向にあることがわかった。

この原因を明らかにするために数値モデルを用いて冬季

のオキシダント濃度を再現し大陸方面からの影響を考察

した。

研究課題　２８）藻類の異常発生機構に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身

　　　　　鳥取県衛生研究所：南條吉之

〔内　容〕湖山池では，毎年アオコが形成され，その主

な優占種は�����������	�����である。そこで，この

�����������の１種 で，湖 山 池 よ り 単 藻 分 離 し た

�����������	
�������
を用いて湖水の制限物質を藻類

増殖試験により評価するとともに，それがどこから生じ

ているのかを室内実験を通して推定した。その結果，

霞ヶ浦，牛久沼で言われているように湖山池においても

ほとんどの月で����様物質が第一制限物質であるこ

とが判明した。

〔発　表〕��１０７

研究課題　２９）道路沿道における���の挙動と解析

〔担当者〕地域環境研究グループ：田邊　潔・若松伸司

　　　　　社会環境システム部：森口祐一

　　　　　山口県環境保健研究センター：長田健太郎

〔内　容〕本共同研究は，工業地帯を擁する地域の幹線

道路沿道における揮発性有機化合物（����濃度の実測

データ等をもとに，���の発生源や環境中での挙動を

解明しようとするものである。本年度は，国立環境研究

所担当者が現地を訪問し，石油化学コンビナート等の固

定発生源や，幹線道路の交通量・車種構成などの概況を

調査した。また，山口県による実測調査で観測された

���濃度の経時的変動と，各種発生源との関係につい

て基礎的検討を行った。

研究課題　３０）酸性汚染物質による環境汚染に関する研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研一

　　　　　福岡県保健環境研究所：永淵　修

〔内　容〕屋久島西部林道一帯の川原，半山地区の渓流

河川群は特異な水質を示してる。しかし，��������	

�����という指標を用いて渓流水質の地点間の差を検討

してみると中央山岳を除けばそれほど大きな違いは認め

られなかった。すなわち組成比は大きくは異なっていな

かった。したがって，西部林道一帯の渓流河川群の水質

形成に濃縮という効果が寄与していることが示唆された。

研究課題　３１）畑地周辺水域の酸性化が及ぼす環境リス

クの低下に関する研究

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高

　　　　　岐阜県保健環境研究所：寺尾　宏

〔内　容〕岐阜県各務ヶ原地区の農地は，肥料由来と考

えられる硝酸汚染が顕在化している。その地下水汚染の

改善のために，化学処理ー生物学的処理を組み合わせた

パイロットプラントを作った。その性能試験データの収

集を行った。

研究課題　３２）宝満山モミ自然林の衰退に関する研究　

－調査１０年後における衰退状況の変化－

〔担当者〕地球環境研究センター：清水英幸

　　　　　福岡県保健環境研究所：須田隆一

〔内　容〕福岡県三郡山地南部に位置する宝満山のモミ

自然林には多数の枯損木が認められる。そこで，最近

１０年間における森林衰退の進行または回復程度を明ら

かにするとともに，その要因について検討するために，

山頂近辺の既設調査区（４５�×４５�，１９９０年設置）に

おいて森林植生，樹木衰退度等の調査を行い，以前の結

果と比較した。その結果，この１０年間で新たに枯死し

たモミが一部認められたが，森林植生及び平均衰退度は

１０年前の調査とほぼ同様の状況であることが判明した。

研究課題　３３）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着

マトリックス作成と国際共同観測に関する

研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎

　　　　　鹿児島県環境センター：遠矢倫子
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〔内　容〕東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マト

リックス作成と国際共同観測に関する研究の一環とし

て，これまで，鹿児島県西方の甑島で行ってきたエアロ

ゾル地上観測のデータ解析を行った。

研究課題　３４）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着

マトリックス作成と国際共同観測に関する

研究

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎

　　　　　大 気 圏 環 境 部：畠山史郎

　　　　　沖縄県衛生環境研究所：金城義勝

〔内　容〕東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マト

リックス作成と国際共同観潮に関する研究の一環とし

て，地上観測を実施した。辺戸岬（沖縄）では降下物の

��は４．５～６．４の範囲に分布し年平均値は５．４で，前

年度（��：５．２）と比較しわずかに高い傾向にあった。

特徴としてイオン組成成分に台風の影響による海塩成分

が多くみられ，海塩による中和作用が考えられた。また��

������の 年 降 下 量 が ２．１������と 前 年 度 （１８．１�

������）の約１�９であった。
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３�１　業務概要

　環境情報センターは，平成２年７月，国立公害研究所

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ

れ，環境情報の収集，整備及び提供並びにコンピュー

タ・ネットワークシステムの運用等の業務を行っている。

近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広範な

需要に応じるため，「環境データベース」を整備充実し，

当研究所のみならず広く環境研究，環境行政の推進に必

要な情報を関係部局に提供している（図３�１）。また，

環境基本法を踏まえ，広く一般の国民等への環境情報の

提供を行うため，平成８年３月より環境情報提供システ

ムを運用している。

　コンピュータシステムについては，平成８年度に全面

的なシステム更改を行い，従来から設置されていた大型

電子計算機システムとスーパーコンピュータシステムを

統合した����環境のシステムとした。あわせて，基幹

ネットワークを��スイッチ，��スイッチ・ゲートウェイ

を用いたネットワークシステムに切り替え，性能，機能

等を強化した。その結果，科学技術計算の高速化及び

ネットワーク速度の向上が図られた。また，平成８年�

１０月より，所内における情報の共有・提供システムとし

て，イントラネットの運用を開始した。

　本年度の業務の概要は次のとおりである。
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

３．環境情報センター

図３�１　環境情報センターにおける提供データベースの構成



３�２　国立環境研究所ホームページ

　本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上

での情報発信手段として平成８年３月より「国立環境研

究所ホームページ」の運用を開始している。

　運用当初は，研究所の業務紹介やデータベースの提供

等研究所の基本的な紹介情報を主としたものであった。

その後，順次，個別研究テーマごとのページ，化学物質

データベース等研究成果等を提供，紹介するページを追

加掲載，さらにホームページ情報検索システムを導入し

たほか，英文年報等を全文掲載してきたところである。

　本年度は，独立行政法人化に向けた国立環境研究所

ホームページの再構築業務を実施した。

　情報提供の内容等については，図３�２に示すとおり

である。

３�３　環境情報提供システム（���ネット）

（���ネット：

����������	
�������
	�����������������������	�
�）

　���ネットは，環境基本法第２７条に基づき，環境教

育・学習の振興及び民間環境保全活動の促進に資するた

め，環境情報の提供及び情報交流の促進を図ることを目

的とするもので，平成６年度よりシステム構築を進め，

平成８年３月からパソコン通信による情報提供を開始

し，平成９年１月からは，インターネットを利用した提

供サービスを行ってきた。

　本年度は，１月の環境省発足に伴い，���ネット環境

庁行政情報ページを環境省ホームページに分離独立する

作業を行った。また，子供向け環境学習コンテンツ（こ

のゆびとまれエコキッズ），検索案内システム（環境

テーマ・カテゴリ別検索），掲示板システム（レン

ジャーからのお知らせ，環境Ｑ＆Ａ）の整備・拡充を行

い，環境情報総合案内サイト（ポータルサイト）を目指

した再構築作業を行った。

　平成１３年３月１ヵ月間の，���ネットへのアクセス

数（注）は，２，１０１，２９７件であった。提供情報内容につ

いては，図３�３に示すとおりである。これらのサービ

スを利用するための費用は通信料を除いて無料としてい

る。システムの運用は，（財）環境情報普及センターに請

け負わせて実施している。

　���ネットについては，今後引き続き機能の拡充，提

供情報の充実を図っていくこととしている。

（注）ここでいうアクセス数とは，���ネット内各ペー

　　　ジのヒット数の合計を取りまとめたもの。

３�４　環境国勢データ地理情報システム（環境

���）

　大気汚染，水質汚濁，海洋汚染，自動車交通騒音等，

我が国の環境の状況を示す基本的なデータについて，

データベース化を図るとともに，これらを地図やグラフ

など目に見える形に加工し，相互に重ね合わせるなどし

て，各種データが示す地域の環境状況について国民が理

解しやすく利用しやすい形で提供するシステムを，環境

省と密接な連携を図りつつ構築作業を実施した。

３�５　環境数値データファイルの整備と提供

３�５�１　データファイルの整備

　環境情報センターの主要な任務の一つである環境数値

データの収集，整理，保管，提供業務の一環として，本

年度は，前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境

データを収集してデータファイルの整備を行った。

　また，平成２年（１９９０年）度以降の大気環境月間値・

年間値データ及び水質環境年間値データについて，「環

境数値データベース」を作成し，国立環境研究所ホーム

ページと環境情報提供システムによりインターネット上

での提供を実施している。

（１）大気環境データ

　大気環境データは，①大気環境時間値データファイル

②大気環境時間値データファイル；国設局　③大気環境

月間値・年間値データファイル　④大気測定局属性情報

ファイル　⑤大気測定局マスターファイルにより構成さ

れている。本年度は，前年度に引き続きデータファイル

の作成を行った。

　各ファイルの内容は以下のとおりである。

　①大気環境時間値データファイル

　昭和５２年度より，大気汚染防止法に基づき都道府県

が実施する大気環境常時監視の１時間値測定結果をデー

タファイルに収録する作業を開始し，収録項目を逐次充

実してきた。本年度は，平成１１年度測定に係る関東・愛

知・近畿・中国・北九州地方の測定局（１８都府県，�

１，２７６局）について，大気汚染物質（窒素酸化物，浮遊

粒子状物質，二酸化イオウ，一酸化炭素，光化学オキシ

ダント，非メタン炭化水素等１６項目）及びその他項目
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図３�２　国立環境研究所ホームページによる情報提供



（気象要素等１０項目）等の各測定結果データを収録した

（延べ１０，４８９件）。

　②大気環境時間値データファイル；国設局

　①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排

出ガス測定局（１６局）についても，常時監視の１時間

値測定結果を収録した（延べ１９９件）。

　③大気環境月間値・年間値データファイル

　環境省環境管理局は，大気汚染防止法に基づき，各都

道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果をと

りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

当センターでは，環境管理局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和４５年度測定結果

から整備している。本年度は，平成１１年度測定に係る

全国の測定局（２，１４２局）について，大気汚染物質１１�

項目の各測定結果データを収録した（延べ１２，４１５件）。

　なお，本年度も，前年度に引き続き，環境管理局の平

成１１年度測定結果データファイル及び測定結果報告書

の作成について，支援を行った。

　④大気測定局マスターファイル

　測定局マスターファイルは，国立環境研究所及び環境

省環境管理局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関す

る基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平

成１１年度調査結果に係る情報を収録した。

（２）水質環境データ

　環境省環境管理局は，水質汚濁防止法に基づき，昭和

４６年度から全国公共用水域水質調査を実施しており，

都道府県より報告を受けた水質常時監視測定結果をとり

まとめ，データファイルに収録・集計を行っている。当
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センターでは，環境管理局よりデータの提供を受けて，

水質環境データファイルの作成を行った。

　水質環境データは，①公共用水域水質データファイル

②公共用水域水質年間値データファイル　③公共用水域

水質マスターファイルにより構成されており，その内容

は以下のとおりである。

　①公共用水域水質データファイル

　昭和４６年～平成１０年度の全国公共用水域の全測定点

について，生活環境項目（��，��，���，���，��，�

大腸菌群数，��ヘキサン抽出物質（油分等），全窒素，

全リン）及び健康項目（カドミウム，全シアン，鉛，ク

ロム（６価），ヒ素，総水銀，アルキル水銀，���等計�

２３項目）等の各測定結果データを収録している。

　②公共用水域水質年間値データファイル

　全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，

健康項目等の項目別に年間の最高値，最低値，平均値，

測定回数及び環境基準達成回数等を収録したものであ

る。本年度は，平成１１年度調査結果に係る情報を収録

した。

　③公共用水域水質マスターファイル

　水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関

する情報を収録したファイルであり，データの検索や環

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持ってい

る。本年度は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結

果に基づいて，地点統一番号，地点名称，指定類型，達

成期間，緯度，経度などをマスターファイルに収録し

た。

３�５�２　データファイルの提供

（１）貸出による提供

　環境数値データファイルは，「環境データベース磁気

テープ貸出規程」に基づき，従来より省内及び行政機

関・研究者等への提供業務を行っている。本年度は，計�

６５４ファイルの貸出を行った。

　また，ユーザの多様なニーズに対し，よりきめ細かな

対応ができるようイントラネット上に整備した���対

応「データ提供システム」を運用し，データファイルの

提供業務の効率化を図っている。

（２）コピーサービスによる提供

　環境数値データファイルが環境研究及び環境行政分野

のほか，民間機関を含め広く社会的に利用されるよう，

「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」に基づき，

（財）環境情報普及センターを通じて，磁気テープコ

ピーサービスによる有償提供を行っている。本年度は計�

８６８ファイルの提供を行った。

３�５�３　自然環境保全総合データベースの整備と提供

　自然環境保全総合データベースは，自然環境に関する

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ

とを目的として，環境情報センターにおいて平成３年度

より整備業務を開始したものである。

　これまでの成果としては，全国土の自然環境データを

３次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・表示

できるデータベースシステム（�����）を，国立環境

研究所データベースサーバ上に構築し，自然環境基礎調

査データの更新と追加及びその運用を行い，所内での利

用が可能となっている。

　また，本データベースのパソコン版として������

が開発されている。このパソコン用データベースは，既

システムの成果や収録データを基としつつ，�������

上でのグラフィカルな表示及び操作により，国土数値情

報やメッシュ気候値などを組み合わせた自然環境データ

の利用を容易にしたものである。

　なお，������（���２�０）については，平成９年１２

月より環境省内関係部署を始め，都道府県の環境・自然

保護部局を中心に，提供申込があった機関に対して配布

している。

　本年度は，改良・更新を行った������（���３�１）

について，平成１２年６月より環境教育機関等への利用

案内を配布し，申込のあった機関への提供を行うととも

に，������（���２�０）を提供した機関について，差

替え配布を行った。

３�５�４　機関情報（��������	
���）の整備と提供

　環境情報センターは，国連環境計画（����）の運営

する国際環境情報源照会システム（��������	
���：

��������	
������������
��	�����������������	
����）�

における我が国の代表機関（���：���������	�
���

�����）として登録されている。平成１３年３月現在，

��������	
���への参加数は１７８ヵ国であり，登録さ

れている情報源数は，約８，０００件となっている（日本国

内登録機関数５７６件）。

　なお，平成１２年９月，ダブリン市（アイルランド）
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において���������改革に関する国際会議が開催さ

れ，①���������から��������	
���への改称　②

����によるポータルサイト構築に対する各国の全面的

支援　③環境関連主要機関，���等で構成される各国

コンソーシアム（ネットワーク）の設立　④������条

約（施策決定への市民参加，情報入手権利を定めたヨー

ロッパ地域条約）との協力等が合意された。

　また，平成１３年２月第２１回����管理理事会にお

いて，���������改革の報告がなされ，その成果と

してグローバル環境情報ポータルサイト（��������）

が開始された。

　本年度行った業務は，次のとおりである。�

　①情報源の検索照会及び回答

　������を含む国内外からの依頼に対して，情報源照

会回答業務を行った。

　②検索システムの提供

　国立環境研究所ホームページから利用可能な検索シス

テムの提供を行った。なお，本年（平成１２年１～１２�

月）の本システムへのアクセス回数は４，２００件であっ

た。

　③その他の活動

　��������の構築に当たり，我が国の環境の現状等を

示す��������	��
��を����に提出している。

３�５�５　環境情報源情報（環境情報ガイド）の整備と提供

　環境情報については，これまで環境省を始め政府機関

等において多種多様な情報が集積され，環境白書などの

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的

な収集・整備が行われているわけではない。このため，

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ

とが必要となっている。

　このため，環境情報センターにおいては，どのような

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに

関する情報（環境情報ガイド）を整備し，環境情報の全

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情

報について，広く一般に利用可能な形で提供するため，

平成４年度より環境情報に関する調査を行っている。

　本年度においては，環境情報扱い機関情報等につい

て，省庁再編に伴う更新調査を実施した。

　環境情報ガイドに収録している案内情報としては，以

下のようなものがある。�

○環境関連機関保有情報

（国，地方自治体，主要 ���等の持つ環境情報約�

１，２００件）

　－情報の概要，収録内容，保有機関，整備期間，対象

地域，入手方法などを収録

○環境情報取扱い機関情報

（国や地方自治体の組織，公益法人，���など約３９０件）

　－名称，所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成

果，定期刊行物などを収録

○環境関連法令・条約・条例情報

（環境保全を主目的としている法律・条約・条例など約�

５１０件）

　－名称，概要，公布・施行年月日などを収録

○環境基本用語解説情報

（環境情報ガイド中の用語で解説を要すると思われるも

の約３３０語）

　－名称，解説，関連図書などを収録

○環境図書情報

（環境情報ガイドに収録された情報を理解する助けとな

るよう，環境に関する代表的な図書約２７０件）

○国際環境情報源照会システム（��������	
���）の

国内登録機関情報

（国や地方自治体の組織，研究所，大学など約５８０件）

　－名称，連絡先，扱う環境分野（キーワード方式）な

どを収録

○国際研究計画・機関情報

（国際的なモニタリング計画，環境情報の整備・提供機

関など約３７０件）

　－名称，概要，目的などを収録

○地方自治体の所掌事務解説情報

（都道府県政令市環境部局の情報約１２０件）

　なお，環境情報ガイドは，国立環境研究所ホームペー

ジ及び���ネットから一般に公開している。

　また，環境情報ガイドを収録した電子媒体（���

���等）について，（財）環境情報普及センターを通じ

て一般への配布を行っているが，広く活用されることを

考慮し，複写・譲渡を自由にしている。�
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３�６　研究情報の整備と提供

３�６�１　環境文献データファイルの整備と提供

　環境研究や環境行政に関する文献情報の収集とその

データベース化を推進するとともに，������及び

����（カレントコンテンツのフロッピーディスク版）

の導入を行うなど，国内外のデータベースのオンライン

検索による効果的な活用体制の充実を図っている。

（１）内部システム

　①���������

　収集した単行本の所蔵目録データベースとして，昭和

５８年度から入力を開始したもので，書名，著者名，出

版年，出版社，配架先等を入力している。このファイル

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の

集中管理と有効利用が進められる。

　②�������

　収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作

成しているもので，最新巻号，配架場所，所蔵巻号，所

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に

よって，雑誌管理の省力化とともに，イントラネットに

よる新着状況や所蔵情報の提供を可能としている。

　③����������	

　これまで刊行された国立環境研究所研究報告等につい

て，シリーズごとの表題，刊行年等を記録しているデー

タベースである。

　④�����������

　国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文

等及び口頭発表（講演等）に関し，発表者，題目，掲載

誌（学会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行年

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ

ベースとしているものである。

（２）������システム

　環境情報センターでは，������として下記の２種

類のデータベースを導入しており，本年度は，合わせて�

１４件の利用があった。

　①����

　����（���������	
��������������������
�����－米国

国立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報告書

を収録しているデータベースである。また，原典につい

ては，���及び環境科学関連の技術報告書をマイクロ

フィッシュで収集しているので，即時に利用できる体制

になっている。

　②������������	���
�������

　環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主

に，環境工学，石油・石炭技術，水源生態系，大気汚染，

水質汚染，酸性雨関連の文献を検索することが可能である。

（３）��システム

　����は，米国���社（����������	
��������	����	
�����
�，�

����）作成の目次速報誌であるカレントコンテンツの

��版であり，科学技術分野の主要な雑誌の目次情報を

検索することができる。

　なお，本年度は，３１４件の利用があった。

（４）��������	����
�	���

　�������は，米国国立医学図書館（���：���������

���������	�
������）作成の医学文献データベースで，

平成１０年度からは，所内���接続のパーソナルコン

ピュータから（株）紀伊國屋書店設置の������サーバ

に接続して，必要な文献を検索することが可能となっ

た。

　なお，本年度は，２，２８６件（接続時間延べ３５，１８３分）

の利用があった。

（５）���������	��
��������	�������

　���������	��
�����が提供する����������は，データ

ベース検索とドキュメントデリバリーが統合されたサー

ビスである。科学・医学・人文社会など広い分野を収録

しており，本年度より導入された。

（６）データベースのオンライン検索

　当センターでは，次の４種類の所外データベースを利

用しており，本年度は，８８件の検索申込みを受付けた。

　①����

　科学技術振興事業団（���）のオンライン文献検索シ

ステムである。このファイルには，国内の環境公害関連

の研究報告を含めて科学技術文献が毎年数万件入力され

ている。

　②������

　��������	
���������������の検索システムであり，�

利用できるファイル数が多い（約４５０種のデータベー

ス，蓄積情報量は世界最大）のが特色である。また，科

学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用である。
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　③��������	�
����


　米国化学会の��������	
������	�������（���）と

ドイツ���������	�
��及び科学技術振興事業団が共同で

提供する国際的オンラインネットワークデータベース

サービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイル

を含む。

　④��������

　（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，

一般紙及び専門紙の新聞情報，産業技術情報の人物・人

材情報の検索に利用している。

（７）所外文献照会業務

　所外文献の原典コピー入手については，国立大学附属

図書館，���及び国立国会図書館を利用しており，さら

に，国外所蔵文献に関しては，���������	��
�����の原

報複写サービスを利用することにより，原報提供体制の

強化を図っている。本年度の，外部機関への複写申込件

数は，２，２７２件であった。

３�６�２　図書関係業務

　図書関係業務については，環境情報の収集，整理及び

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい

る。本年度末における単行本蔵書数は４１，９０５冊であり，

購読学術雑誌は，国内外合わせて５８２誌にのぼる。図書

等の管理及び研究情報の提供については，情報の電子化

を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索でき

るよう整備している。また，本年度は平成４年度より稼

働した磁気カード方式の図書室入退室管理システムを更

改し，最新の指紋認証による管理システムを導入した。

　図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数２，６６４�

棚，雑誌展示書架８４０誌分，２０４㎡，単行本閲覧室は棚

数７０８棚，雑誌展示書架２８０誌分，１９４㎡，索引・抄録誌

閲覧室は棚数１，００８棚，８０㎡，報告書閲覧室は，棚数

９１８棚，７４㎡であり，その他情報検索室（５０㎡），地図・

マイクロ資料閲覧室（１０１㎡），及び複写室（１７㎡）と

なっている。

　なお，本年度の延べ入館者数は２８，６０３人であった。

３�６�３　環境省委託調査報告書等の収集

　環境省行政部局が委託等により実施した調査研究の成

果（“��������	���
�	”）は，研究者や一般の国民に

とっても貴重なものである。本年度は，環境省が本年度

中に実施した調査研究等の成果物を中心に，７３種の報

告書を収集，整備した。

　この結果，累積総数は，２，０２５種に達している。

　また，国，地方公共団体，大学等より６１５種の寄贈及

び寄贈交換があり，累積総数では，１２，４９７種を数える。

３�６�４　編集・刊行業務

　当研究所の各部，各グループ，各センターの活動状況

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に

広く提供している。

　本年度においては，年報，���������	
�������２０００，

特別研究報告（５件），研究報告（１１件），地球環境研

究センター報告（１１件），国立環境研究所ニュース（６

回／年）を刊行した（７�１　研究所出版物参照）。

　なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国

会図書館，国内外の環境関係試験研究機関，各省庁及び

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配布した。

３�７　電子計算機管理業務

　環境情報センターは，電子計算機管理業務として，

スーパーコンピュータを含む各種のコンピュータシステ

ム及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用

等業務を所掌している。これらの業務を遂行するため，

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な

管理，運用等を行っている。

　これまで，接触型磁気カードによる入退室管理システ

ムを導入し，閉庁日及び勤務時間外の入室規制を行って

きたが，導入から８年が経過し，制御用補修部品が無く

なるなど，保守管理の問題や磁気カード式のため，使用

者を本人に限定できないなど，セキュリティ面に不安を

抱えていたことから，平成１２年１２月から，使用者本人

を特定できる指紋照合方式を採用した入室管理システム

を導入し，２４時間の入室規制を開始するとともに，利

用に当たり，「国立環境研究所電子計算機室利用要領」

及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領細則」の改

定を行った。

（１）コンピュータシステム管理業務

　平成９年３月のシステム更改により，計算需要の増大

及び処理形態の多様化に対処するため，大型電子計算機

システムとスーパーコンピュータシステムを統合したシ
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ステムとして，比較的大規模のスーパーコンピュータシ

ステムを中核に，複数の各種サブシステムを加えた分散

型のシステムを導入した。これらのシステムは，夜間及

び閉庁時を含めて２４時間連続運転を行うとともに，

スーパーコンピュータシステムについては，原則として

月に１度の定期保守を行っている。

　各システムのうち，ベクトル計算機本体，フロントエ

ンドシステム及びグラフィックスサブシステムの利用に

係る調整にあっては地球環境研究センターが行い，それ

以外のシステムの利用に係る調整，全システムの管理及

び運用にあっては環境情報センターが行うこととしている。

　本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含め

て，ベクトル計算機及びフロントエンドシステムは６７

名，グラフィックスサブシステムが８６名，計算サーバ

サブシステム７８名となっている。

　また，本年度においては，通常の管理・運用のほか，

平成１３年度に予定されているシステム更改に備え，次

期コンピュータシステム導入検討委員会，同委員会導入

ワーキンググループ及び利用ワーキンググループにおけ

る議論を踏まえ，新システムの導入に必要な種々の検討

を進めた。

（２）ネットワーク管理業務

　平成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に

導入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリ

アネットワーク：���）として，����を基幹ネット

ワークとする国立環境研究所ネットワーク（�������）

が構築された。代表的な利用例は，各研究室等に配置さ

れたワークステーション又はパーソナルコンピュータに

より，スーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用及び国外を含む所内外との電子メールの

交換である。

　その後，所外との接続回線について，平成６～８年度

に科学技術振興調整費による，外部接続用専用回線の省

際研究情報ネットワーク（�����）への接続，各年度毎

の回線速度の増強（５１２����，１�５����及び６����）

を図り，平成１１年度には，さらに，１３５����（���専

用サービス）まで回線速度を増強した。

　また，平成６～７年度には，所内の各種業務及び研究

活動の紹介を中心にした研究情報提供システム（���

サーバ日本語版・英文版）の運用，平成７年度のファイ

アウォール導入，平成８年度のドメインネームサーバの

更新及び電話（デジタル・アナログ）回線によるリモー

トアクセスサーバの設置，��スイッチの新規導入によ

る高速化及び���構成の変更に伴う運用の見直しを

行った。

　さらに，平成９年度には，前年度より試験運用を開始

したイントラネット（所内掲示板等）の本格運用，研究

所職員に対するネットワーク利用に関するアンケート調

査の実施，コンピュータウィルス対策システムの導入及

び運用試験の開始，平成１０年度には，ファイアウォー

ルの更新，���サーバを接続する非武装地帯（���）

の運用，コンピュータウイルス対策システムの整備，平

成１１年度には，前年度に実施したアンケート結果を踏

まえて提言された「ネットワークの活用に関する報告

書」に基づく，イントラネットの電子掲示板，職員名

簿，電子申請システム等の開発・運用，個別��に係る

ウイルス対策ソフトの導入及び頒布システムの構築等の

整備を図った。

　本年度においては，前年度に引き続きイントラネット

各機能の利便性の向上にかかる開発，個別��に係るウ

イルス対策ソフト頒布システムの試験運用の開始及び常

時監視型のセキュリティシステムの導入を行うととも

に，リモートアクセスサーバ（電話回線接続）等を用い

た所外からのメール利用形態に関して，より利便性の高

い���メールサーバの試験運用を開始した。

　また，本ネットワークの所属情報に当たる汎用��ド

メイン（「�������」）の取得を行うとともに平成１３年度

中に整備が予定されている筑波研究学園都市内の各研究

機関を結ぶ１００����級の超高速ネットワークである

「つくば���」に関して，関係機関との連携を図るな

ど，整備に向けた各種の検討を加えた。

３�８　環境情報ネットワーク研究会

　本年度には，前年度に引き続き「国立環境研究所環境

情報ネットワーク研究会（第１３回）」を平成１２年１１月�

１５，１６日に開催し，地方行政機関及び地方公害試験研

究機関等から約４０機関（約６０名）の参加を得た。本研

究会では，「環境情報提供の今後の展開」を主テーマと

し，���活用事例等の各種の事例紹介がなされた。ま

た，新たに公開された情報提供システム等の紹介とその

デモンストレーションを行った。
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４�１　業務概要

　近年，地球温暖化，成層圏オゾン層の破壊，酸性�酸

化性降下物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化，生物多

様性の減少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類

の生存基盤に深刻な影響を与えている。このような事態

に対して実効ある取り組みを行うためには，地球環境に

関する観測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の

諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学的に解明する基礎

作りを進めることが不可欠であるという認識が世界的に

広まっている。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れ

た技術力を有するわが国としては，「世界に貢献する日

本」の立場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果

たしていくことが必要である。

　以上のような背景の下，地球環境研究センターは�

１９９０年１０月１日に発足した。当センターの基本的任務

は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な

観点から総合的に推進することにあり，この実施のため

に，地球環境研究の総合化，地球環境研究の支援および

地球環境のモニタリングを業務の「三つの柱」として据

えている。２０００年度には，これまでに築き上げた基盤

をさらに発展させるべく業務を実施した。具体的には，

内外の研究者の参加による地球環境研究者交流会議を２

回開催するとともに，各種講演会等を開催して研究者間

の交流を促進した。また，地球環境研究センターニュー

ス（月刊）及び研究成果等を取りまとめた各種報告書の

発行による広報活動，総合化研究の継続的推進，スー

パーコンピュータシステムの戦略的運用，国連環境計画

／地球資源情報データベース（��������	）のセン

ターとしてのサービス提供，苫小牧フラックスリサーチ

サイトでの観測開始，落石岬や波照間などの地球環境モ

ニタリングステーションでの観測継続等の地球環境モニ

タリング事業の充実などを図った。また，地球観測プ

ラットフォーム技術衛星（�����）に搭載された改良

型大気周縁赤外分光計（����）によって取得されたオ

ゾン層関連データの解析と一般ユーザーへのデータ提供

をほぼ終了し，次期センサーである�������データ処理

運用システムの改訂作業を行った。

　このほか，国際研究協力の観点から，気候変動に関す

る政府間パネル（����），砂漠化対処条約（���），地

球圏・生物圏国際協同研究計画（����），地球環境変化

の人間・社会的側面に関する国際研究計画（����）等

の各活動への参加等の活動を行った。また２０００年１０月

に創立１０周年を迎え，初代センター長である市川惇信

人事院人事官による講演「ダーウィン・ディレンマを越

えるために」とオープンディスカッション「地球環境研

究の推進と地球環境研究センターの役割」を開催した。

４�２　地球環境研究の総合化

　地球環境問題は，発展途上国における人口増加や貧

困，農業用地の乱開発，先進国の都市化，高度な生活の

要求および急速な技術進歩等，人間活動が複雑に関連し

合って生じている。地球環境研究の総合化においては，

地球環境保全に向けて，各分野の研究者の総力を結集し

て効果的に研究を進めるため，研究の有機的連携を図る

とともに，こうした社会現象や環境破壊に至る現象を総

合的に把握し，相互作用を解明することにより，地球環

境研究の方向づけを行うことを目的としている。

４�２�１　地球環境研究の方向づけ

（１）地球環境研究者交流会議

　地球環境研究センターでは，体系的，効率的，学術的

かつ国際的な地球環境研究を推進するための一環とし

て，地球環境研究に携わっている研究者を広く結集し，

研究手法，成果等について総合的且つ分野横断的に検討

するための交流会議を開催している。

　１）第１６回地球環境研究者交流会議

　標記交流会議は，「砂漠化研究の現状と展開」をテー

マに，２０００年１２月７～８日に，国立環境研究所大山記

念ホールにて開催された。本会議は，世界各地の代表的

な砂漠化地域における砂漠化研究や砂漠化対策の現状の

比較・検討を通じて，その特性や問題点を明らかにし，

今後の進むべき方向性についても検討することを目的と

して，アジア・オセアニア・アフリカ地域の研究者等に

よる発表が行われた。第１部では，「砂漠化対処の国際

的取り組み」について４件の発表が行われ，第２部で

は，「世界各地における砂漠化対処の研究」をテーマに，

中国，中央アジア，モンゴル，インド，アフリカのサ

ブ・サハラ地域，西オーストラリア等の地域について１８
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件の発表が行われた。第３部では，「評価・統合化・シス

テム化」をテーマに４件，続く第４部では「砂漠化対処

条約と国際協力事業団のプロジェクト」をテーマに２件

の発表が行われた。最後に発表者を交えた参加者全員に

よって，今後の砂漠化研究の方向も含めた自由討論が行

われた。

　本会議には，海外からの研究者を含め約１００名の参加

者があった。本会議については，第１６回地球環境研究

者交流会議報告書（�����������）として出版され

る。

　２）第１７回地球環境研究者交流会議

　標記交流会議は，「残留性有機汚染物質（����）に

よる海洋汚染」をテーマに，２００１年２月２７～２８日，

国立環境研究所大山記念ホールにて開催された。本会議

では，重要な環境問題である海洋汚染の進行について，

人間活動に伴う陸域起源の汚染物質について，生物蓄積

性，生物毒性の側面に重点を置き，生物モニタリング，

生物影響ならびに長距離輸送，生態系挙動モデルなどに

関する世界的な研究者による最新の知見の発表と今後の

研究課題についての議論がなされた。

　「海岸域と海洋環境」を扱った第１部では，６件の口

頭発表が行われた。「生態系への影響」を扱った第２部

では，４件の口頭発表が行われ，「残留性有機汚染物質

（����）の長距離移送と環境サイクル」をテーマにし

た第３部では，５件の口頭発表が行われた。また，平行

して，１１件のポスター発表が行われた。

　本会議には，海外からの１４名を含めて約６０名の参加

者があった。本会議については，第１７回地球環境研究

者交流会議報告書（�����������）として出版され

る。

（２）国内・国際ワークショップの開催

　１）陸上隠花植物の環境生物学および生物多様性に関

　　するワークショップ

　２０００年８月２日所内中会議室において，標記ワーク

ショップを開催した。本ワークショップでは海外からの

招聘者３名を含む１０件の発表が行われ，分類学，生態

学をはじめとする環境と陸上隠花植物に関する最近の研

究成果の報告及び情報交換等が行われた。本ワーク

ショップには約３０名の研究者が出席した。

　２）�地球環境変動の制度的側面（�����）における

　　炭素管理研究活動（����）に関する国際ワーク

　　ショップ

　２０００年５月２９～３０日，����との共催で，東京にお

いて標記ワークショップを開催した。本研究分野に関連

する約３０名の第一線の研究者が国内外から招聘され，

����の紹介と，そのスコーピングレポートで挙げら

れた制度的な問題や研究課題に対する討議が活発に行わ

れた。

　３）�������と��������国際ワークショップ

　２０００年９月２７～２９日の３日間，北海道大学百年記

念館において標記ワークショップを開催した。海外から

の招待講演者２０名を加え，国内外からの研究者約１１０

名 の 参 加 を 得 て，��������の 国 内 外 へ の 紹 介，

��������観測サイトの測定の成果報告，現状と課題の

相互確認等，ハイレベルな報告と活発な議論がなされ

た。本 ワ ー ク シ ョ ッ プ の 報 告 書，「������������	


���������	���
����������������������������

���������	
��������	���」は�����������として

出版される。

　４）「ジョイントフォーラム：���時代における生物多

様性保全と分類学イニシアティブ」

　２００１年１月１３～１４日の２日間，標記ジョイント

フォーラム地球環境研究センター他の主催で，国立科学

博物館新宿分館において開催した。環境研究の基盤とな

る生物多様性の分類学や生態学に関わる国内およびアジ

アオセアニア地域の研究者が一堂に会し，データベース

の紹介が行われ，国際的なデータ統合と生物多様性研究

のための情報ファシリティである����（地球規模生物

多様性情報ファシリティ），生物多様性条約の戦略プラ

ンとして実施される���（世界分類学イニシアティブ）

についても，最新の情報が紹介された。本ジョイント

フォーラムの参加者は海外からの参加者１３名を含め約

４０名であった。

　５）アジアにおける稲作起源温室効果ガス排出に関す

　　るワークショップ

　２００１年２月２６～２７日の２日間，中国の南京におい

て標記ワークショップを開催した。本ワークショップは

日本，中国をはじめとするアジア諸国および欧米から，

約５０名の参加を得て行われ，「稲作起源の温室効果ガス

排出について地球規模での概観」，「稲作起源の温室効果

ガス排出量の国別インベントリー」，「稲作活動から温室

効果ガスが発生する仕組み」，「稲作起源の温室効果ガス

排出の緩和方策」の４つのセッションに分かれて議論が
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すすめられ，最後に第５セッションで全体の発表・議論

をふまえて今後の研究方針や����への提言について議

論がなされた。

（３）地球環境研究総合推進費関連

　地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費

の各分野毎に研究代表者が集まり，課題毎の連絡を密に

取り合うことにより，各分野の効率的な推進を図るこ

と，また，各課題の進捗状況を把握し，地球環境研究等

企画委員会に報告することを目的に，研究連絡会議を毎

年主催している。本年度も７月に各分野毎に開催し，課

題代表者や環境庁地球環境部の担当者とともに，今後の

研究の方向性を含め，活発な議論が行われた。また，推

進費の地球環境研究等企画委員会やその分科会にも参加

した。

（４）定期刊行物などによる広報活動

　地球環境研究センターニュースは，地球環境研究の推

進と情報交換のために，地球温暖化や酸性雨など，地球

環境研究の第一線で活躍する研究者による最新の研究成

果や，気候変動枠組み条約締約国会議などの国際会議の

報告，地球環境研究センター主催会議の案内などの内容

を取り上げて毎月発行し，地球環境問題に関心をもつ研

究者をはじめ，行政機関，研究教育機関及び一般読者な

ど約２，６００名を対象に無料で配付している。

　また，「第１３回地球環境研究者交流会議報告書（二酸

化炭素と植生）」や，スーパーコンピュータを利用した

研究成果をまとめた「アクティビティ・レポート」，「モ

ノグラフ・レポート」をはじめとする，地球環境研究の

成果を取りまとめた報告書を刊行し，関係する研究者，

各機関などに配付した。

４�２�２　地球環境研究の国際的な組織化

（１）インドネシア森林火災に関する研究者ネットワー

　　ク（�����）

　１９９７～１９９８年にインドネシアのスマトラおよびカリ

マンタン島で発生した大規模かつ長期間に及んだ森林火

災に関し，地球環境保全の観点から監視・研究する戦略

について検討する必要が生じた。このため，関連研究

者，関係省庁等の情報交換を継続することが重要である

との認識から，環境庁地球環境部と協議し，地球環境研

究センターが事務局となり，１９９７年１１月にメーリング

リストを作成した。本ネットワークではインドネシアを

中心に，森林火災の状況や研究関連情報，社会情勢等を

含めた有用な情報交換がなされている。

（２）��������２０００���������������

　国際生物学連合，国際微生物学連合などの後援を受け

た��������２０００計画は，統一された生物種名の記載を

進め，生物多様性保全のための基盤となる生物種情報の

世界規模のネットワークを推進する国際プロジェクトで

ある。アジア・オセアニア地域では，その活動に関して，

日本にイニシアチブをとることが求められており，１９９９

年７月の第１４回地球環境研究者交流会議（テーマ「生

物多様性とその情報」）に引き続いて，��������２０００�

���������	��の第１回実行委員会が開催され，アジア・

オセアニア地域における各国の関係者の情報支援のため

のメーリングリストを作成するとともに，生物多様性関

連の情報収集にも努めた。さらに，��������２０００������

�������のサーバ管理及び細菌等に関するデータベース

である����の管理を行った。また２００１年１月には，

第３回実行委員会を東京で開催し，国内研究者約�

２０名による国内ワーキンググループが発足することと

なった。

４�２�３　各種研究企画支援活動

（１）地球環境保全と土地利用（������）検討会

　本検討会は，当センターデータベース部門の土地利用

に関するデジタルマップ整備事業と平成１０年度開始の

推進費研究プロジェクト「中国における土地利用長期変

化のメカニズムとその影響に関する研究（�������

Ⅱ）」との連携，整合性を図り，両者の効率的推進を目

指して設置された。数回にわたる検討会を行い，その成

果は「������プロジェクト報告書���」としてまとめ

られた。

（２）����活動支援

　日本学術会議地球環境連絡委員会����専門委員会

�����国内委員および����小委員会幹事として活動

を行った。�����国内委員としては，２００１年７月に開

催される��������	�
���	�������	�にアジア地域の

若手研究者を参加させるための若手育成プログラムを

���へ共同提案した。また，����������の国内シン

ポジウムの企画・運営に携わり，炭素循環に関わる我が
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国の研究や研究協力の状況についての意見交換を設定し

た。

（３）世界気候研究計画（����）�成層圏プロセスと

その気候における役割研究計画（�����）�水

蒸気アセスメント

　��������	
�����������
���
�	（�����）報告書

が２０００年にまとめられた（以下のホームページ参照：

������������	
������	��
�����
��）。このアセスメン

トは，温室効果ガスの一つである水蒸気を対象とし，上

部対流圏（��������������	�
���）と下部成層圏

（����������	�
	������）を対象領域とした。������

の水蒸気の全球分布の定量的把握，その季節内変動，季

節変化，年々変動，長期変化等の理解を総合的にまとめ

ることを目指して����������としてこのアセスメ

ント活動が行われた。環境庁の衛星センサー����の水

蒸気データが，この活動に貢献したことから，����プ

ロジェクトと連携しながら，この�����活動に参加し

た。

４�２�４　国際条約等への貢献

（１）気候変動に関する政府間パネル（����）

　����は気候変化に関する科学的知見をまとめた評価

報告書や特別報告書を作成，公表し，気候変動枠組み条

約（������）など温暖化政策や対策の基礎となる知

見を提供してきた。����は１９９５年に気候変動に関す

る知見をまとめた第二次評価報告書を作成，公表した

が，その後，１９９７年９月にモルジブで開催された����

第１３回全体会合で組織改革を行い，新たな体制で２００１�

年完成を目指し第３次評価報告書の作成を進めてきた。

第三次評価報告書の作成にあたっては，国立環境研究所

の 研 究 者 も 責 任 執 筆 者（����������	
��	
������

������）等に選出され，関連分野において作業を分担

し，活動の推進に貢献してきた。

・第３次評価報告書の採択

　２００１年１月に上海（中国）で開催された第一作業部

会全体会合において，気候システムに関する三次報告書

が審議，採択された。以降２月ジュネーブ（スイス）に

おいて第二作業部会報告書，３月アクラ（ガーナ）にお

いて第三作業部会報告書が相次いで審議，採択された。

いずれの報告書も４月のナイロビでの����全体会合を

待たずに公表された。国立環境研究所からは，第二作業

部会に２名，第三作業部会に１名の執筆者（うち２名は

執筆責任者）が選出され報告書作成作業に貢献したが，

さらに各部会の全体会合に出席し，担当分野について得

られた知見を各国代表者に対してセミナー等により報告

するとともに，各国の質問への対応を行うなど，報告書

審議，採択に際して貢献を行った。

・第三次報告書の概要

　第一作業部会報告書では，人間活動による気候変化が

より確実になったこと，気候の将来予測を行う���の

進歩がみられたこと，����の新しい排出量シナリオに

基づいた将来予測では１�４～５�８度の気温上昇が起こ

ることが結論として出された。第二作業部会報告書で

は，温暖化の進行の結果として，脆弱な生態系にすでに

種々の影響が現れていること，温暖化の影響は一部の分

野や地域では，一時的には便益をもたらすが，長期的に

生じる温暖化の特徴を考慮すれば，悪影響が卓越し，特

に途上国における影響が顕著であること，また，異常気

象などの極端な気象現象が，今後増大する可能性が指摘

されている。長期平均的な温暖化を防止するために，今

後削減策を早急に打つこと，さらに温暖化した気候への

生態系や社会システムを調整する適応策がますます重要

になってきたことなどが報告されている。第三作業部会

報告書では，新しい排出量シナリオの詳細，気候変化の

安定化は技術的対策により可能なことなどが，示されて

いる。

（２）砂漠化対処条約関係

　１）���１ワークショップ

　２０００年６月２８～３０日の３日間東京において，砂漠

化対処条約のアジア地域のテーマ別プログラムネット

ワークの中の砂漠化のモニタリングと評価（���１）に

関するワークショップが開催された。本ワークショップ

は，���１発足を受けて，アジア各国及び国際機関の専

門家が一堂に会し，砂漠化のモニタリングや評価に関す

る科学技術面での実質的な取り組みを目的に開催され，

各セッションでの議論を踏まえて，参加者の合意事項，

今後の作業計画などを取りまとめた，共同議長サマリー

が採択され，１２月に開催の���４にて報告された。地

球環境研究センターからも研究管理官が参加し，発表，

討論等を行った。

　２）砂漠化対処条約第３回アジア地域フォーカルポイ

　　ント会合
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　２０００年１１月７～８日にタイのバンコクにおいて，砂

漠化対処条約第３回アジア地域フォーカルポイント会合

が開催され，地球環境研究センターの研究管理官が出席

した。本会合では，砂漠化問題に関する各国の対処状況

や種々の研究・技術支援に関する国際協力の現状把握

等，砂漠化問題に関する情報収集・情報発信を行うとと

もに，今後，現地の研究者等との国際共同研究の実施や

日本を含めた先進国の貢献等について検討された。ま

た，地球環境研究者交流会議の開催に向けた準備を行っ

た。

　３）アジア・アフリカ地域における砂漠化・土地荒廃

　　防止に関する調査検討委員会

　砂漠化対処の国際的な取り組みの現状把握，砂漠化被

影響国による行動計画作成支援のための基礎資料の収

集・整理，国内の砂漠化防止研究の整理等を行うことを

目的とした本委員会では，特に，���１支援のあり方

（我が国の貢献策の検討およびアジア地域の砂漠化進展

状況の解析手法の検討・実施）や第４回締約国会議

（���４）への対処，日本からの提案について等を主要

課題として検討した。地球環境研究センターからは，研

究管理官が委員として参加し，アジア地域ナショナル

フォーカルポイント会合に関する報告や第１６回地球環

境研究者交流会議についての報告を行った。

（３）地球規模生物多様性情報機構�（������������

����������	
�������	���������	
）暫定運営委

員会

　２０００年９月２３～２５日（米国，バージニア州）およ

び２０００年１２月２～４日（デンマーク，コペンハーゲ

ン）に，第３回および第４回の標記会議が開催された。

����は，生物多様性保全の基盤としての地球規模の生

物多様性情報を構築することを目的にしており，発展途

上国も含めた機構として，生物多様性条約（���），

��������２０００計画との連携を視野に入れて活動してい

る。これらの会議では，����を国際科学プロジェクト

とし，地球規模で今後進めるべき生物多様性情報につい

て組織，機構のあり方を含め議論し，覚書（���）の

最終草案をはじめとする����設立のための各種文書の

検討，作成等を行った。地球環境研究センターからも標

記暫定委員会に委員を送り，����に関する検討に参加

した。また，国内でも科学技術振興事業団（���）内に

設置された����ワーキンググループに委員として参加

し，����に対する日本としての対応等について検討し

た。なお，����は２００１年３月に正式に発足した。詳

細は�������������２０００�����������	
の����を参照

されたい。

（４）東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

　　　（�����）関係

　�����は，東アジア地域の酸性雨の状況に関して共

通の理解を形成し，酸性雨による人間の健康および環境

への悪影響の未然防止または軽減を目的とした地方

（�����），国�（��������）�及び地域（��������）のレベル

における政策決定過程に有益な情報を提供することを目

的として，東アジア各国政府の参加により活動してい

る。環境省からの委託事業である土壌・植生国際協力

チーム委員会には，地球環境研究センター研究管理官が

参加し，�����土壌植生専門家ネットワークの運営，

�����土壌植生モニタリング戦略ペーパーの作成，

�����土壌植生国際タスクフォース支援等について討

議・検討した。

（５）地球環境モニタリングに係る検討会

　環境省地球環境局が，地球環境モニタリングに係わる

省庁機関・大学等の専門家で構成される委員会（座長：

安岡東京大学教授）を組織し，わが国の地球環境モニタ

リングの実状と今後の展開について検討した。地球環境

研究センターからは，２人の研究管理官が委員として参

加し，報告書の作成に協力した。

４�２�５　総合化研究

　地球環境研究総合推進費の中の「総合化研究」につい

ては，当センターが中心となって推進しており，２０００�

年度は，「持続可能な国際社会に向けた環境経済統合分

析手法の開発に関する研究」，「温室効果ガスインベント

リーシステム構築の方法論に関する研究」を実施した。

（詳細については，２�３�１０参照）

４�３　地球環境研究支援

４�３�１　データベース

（１）地球環境データベース

　地球環境研究センターは，地球環境に関する各種情報

を収集・蓄積し，国内外の研究者や施策決定関係者に提

供することを目的としている。
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　平成１２年度は，前年度に引き続き，東アジア・太平洋

地域における温室効果ガス吸収源データベースの確立に

重点的に取り組むこととし，関連情報，データの収集・

整備を行うとともに，�����（地球環境変動の制度的側

面）の３大研究プロジェクトの１つである「炭素管理の

制度的側面」に関する初の国際会合を����等と共催し

た。同会合の議論については����レポートとしてと

りまとめ出版した。また，地球環境概況について分かり

やすくとりまとめることを目的とした����のプロ

ジェクトである���（���������	
��������������）�３

に参画し，協力センターの一つとして，北西太平洋及び

東アジア地域の環境状況に関するデータ，情報を収集

し，とりまとめを行った。

　分野別のデータベースの構築については，地球温暖化

対策として，前年度に着手したアジア・太平洋地域にお

ける温暖化対策のデータベース化と，温室効果ガス排出

シナリオデータベースの更新及びシステムの改良を引き

続き行った。温室効果ガス吸収源については，吸収量推

定のための衛星画像データベース整備を引き続き行うと

ともに，航空機を用いたリモートセンシング手法によ

り，森林パラメータに関するデータ取得を行った。また

���６における焦点の１つであった吸収源プロジェク

トに関して，その国際的動向をとりまとめ，����レ

ポートとして出版した。排出源については，東アジア地

域での長距離越境大気汚染解明のための基礎データベー

スとして整備を行ってきている，中国，インド及び韓国

における���，���等の市町村ごとの排出インベント

リを精緻化するとともに，地理情報システムの適用範囲

を拡大した。土地利用変化について，北朝鮮北部国境地

域（１９８０年代）の土地利用図モザイク画像の作成及び

表示システムの開発・改良を行った。生態系については，

マレーシア及びスリランカの調査プロットにおける調査

に基づき，熱帯域における陸上生態系の基礎データ整備

を引き続き行った。

（２）����－つくば

　地 球 環 境 研 究 セ ン タ ー は，平 成３年５月 に

��������	（地球資源情報データベース）のセンター

に指名され，以来����－つくばとしての活動を進めて

いる。

　平成４年度から開始した����の地球環境データの提

供業務については，平成１２年度は，国内外から１８件の

申請があり，１０４データセット（�����つくばホーム

ページからのダウンロード件数を含む）の提供を行っ

た。

　平成１２年度は，世界日射量メッシュデータの整備を

前年度に引き続き実施し，これまでの成果をとりまとめ

た。　また，１０月２５，２６日にバンコクで開催された，

第１回�����������	
��
�
����
�����会合に出席

し，�����つくばの活動概要について報告を行った。

４�３�２　スーパーコンピュータ

　１９９１年度からスーパーコンピュータシステムの利用

サービスの提供が開始され，１９９５年度に現行のシステ

ムに更新されて以降も，超高速・大容量の磁気ディスク

を追加し大幅に性能の向上を図るなどして，引き続き研

究所内外に開放して運用を行った。運用に当たっては，

専門家からなる「スーパーコンピュータ関連研究ステア

リンググループ」会議を開催し，その意見等を反映させ

るとともに，「スーパーコンピュータ利用ワーキンググ

ループ」会議を開催し，代表的ユーザーを中心にスー

パーコンピュータへの意見などを収集，整理し，利用研

究の改善を推進している。

　本システムを利用して実施された２０００年度の研究課

題は，下記のとおりである。

・高解像度大気海洋結合モデルを用いた気候変化実験

・����衛星データと３次元化学輸送モデルの比較解析

・高分解能ナッジング化学－輸送モデルの開発

・東シナ海の生態系モデルに関する研究

・流域環境管理に関する国際共同研究

・衛星データによる地球環境の解析

・大気海洋結合モデルによる最終氷期のシミュレー�

　ション

・新排出シナリオに基づく新しい気候変動シナリオの

　推計に関する研究

・東アジアの広域輸送モデル開発に関する研究

・アジア縁辺海と太平洋との海水，物質交換

・オゾンホールシミュレーション

・熱帯大気海洋相互作用の超高分解能モデリング

・東アジアにおける大気の運動と大気質の特性

・浅海域における海水面及び海中での熱及び物質の乱

　流拡散機構の解明と海水面を通しての熱と物質の交

　換機構に及ぼす気泡の巻き込みと温度成層の効果

・準地衡風渦運動と物質輸送現象
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・地球流体中の渦構造生成メカニズムと乱流構造

・大気輸送モデルを用いたメタン循環の解明

・球座標系における地球大気流体の数値差分解析方法

　の開発

・気候モデルによる大気の低緯度・中緯度循環の相互�

　作用の研究

・地球大気を念頭においた大気大循環の基礎的実験：

　水惑星での循環構造

・金星・地球・火星大気を念頭においた大気大循環の

　基礎的実験

・����������	
��
	��
	�����	
�����
������������

　��������	
�����
	�	���	������	���	���������	
�����

　��������������

　本年度は，当システムを利用して行ってきた研究成果

の�う�ち「�����������	�
����
������	������������

��������	�
（��������２）���������	
�������
	


����������	�
�	
��	������	����
�����）」を�������

����������	��
��������

�����	
����７

として出版した。また，１９９９年度の研究成果を

���������	���
�	���������������	
���

����８�１９９９として出版した。さらに，当システムを利

用した地球環境研究の幅広い紹介，利用者間の情報交換

などを目的として，第８回スーパーコンピュータによる

地球環境研究発表会を２０００年９月１８日に開催した。代

表的ユーザー１０グループによる研究発表，及び�����

��������	�
博士による講演「����������	�
�����	����

����������	
���	��
�����������
������������	
��	�

��������	
����	��	����������	��	������������	�
��

��������」が行われ，活発な討論が行われた。なお，

本発表会には，約５０名が参加した。

　また，今年度は，平成１４年３月に現行システムが更

改の時期を迎えることから，次期システムの導入に向け

て地球環境研究センター長が委員長，地球環境研究セン

ターの総括研究管理官と環境情報センター長が副委員長

の，「次期コンピュータシステム検討委員会」が発足し，

計４回会合が開かれた。また，検討委員会の下に，利用

ワーキンググループ，導入ワーキンググループが設けら

れ，地球環境研究センターでは，事務局を環境情報セン

ターと共同で務めるとともに，利用ワーキンググループ

に主査及び委員１名，導入ワーキンググループには，委

員２名が参加し，仕様書原案作成などに関する議論を

行った。

４�４　地球環境モニタリング業務

　地球環境研究センターでは，地球環境研究及び行政施

策に必要な基礎データを得るために，世界各国の関係機
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図１　地球環境モニタリング事業の実施体制



関・研究所と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的

かつ長期的な地球環境のモニタリングを実施している。

４�４�１　�地球環境研究センターのモニタリング体制

　当センターのモニタリング事業は，図１に示す実施体

制で推進されており，環境庁が実施する地球環境モニタ

リング事業として位置づけられている。

　衛星観測プロジェクト関連を除く事業は，事業の中核

となる所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力

する所内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・助

言を行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担当・

補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グルー

プにより実施されている。そして，事業全体の企画調

整・予算等は，地球環境研究センターの研究管理官（観

測担当）・観測第一係が事務局となり，事業実施グルー

プ・技術支援団体等と緊密な連携を図りながら管理・運

営が行われている。例として，地上モニタリングにおけ

る事業実務の連携関係を図２に示す。

��事業の成果は毎年，国立環境研究所内に設置された地

球環境研究センター運営委員会で評価され，幹部会議に

報告される。

　なお，得られた観測データは検証・評価を経てデータ

ベース化し，報告書，������，インターネットなど

の情報媒体を通じて逐次公表している。

４�４�２　地球環境モニタリングの種別

　地球環境モニタリング事業は，①地球環境の諸事象に

係る個別のモニタリング（個別事業），②地上ステー

ションモニタリング（波照間・落石岬），③衛星搭載観

測機器のデータ処理運用システムの開発・運用等（衛星

観測プロジェクト関連），④国際的なモニタリングネッ

トワークへの参画・支援に大別される。

（１）地球環境モニタリング（個別事業）

　地球環境の諸事象に係る個々のモニタリングを対象と

しており，進捗状況などにより次の４段階に分類され

る。

・フィージビリティスタディ（��）－原則１年間とし，

モニタリングの継続可能性・手法等の検討を行う。

・試験モニタリング－原則３年間とし，��で検討され�

た手法等を試行し，長期モニタリングとしての手法・体

制を確立する。

・長期モニタリング－試験モニタリングで確立された手

法で長期・継続的にモニタリングを実施する。原則３　

年ごとに事業を見直す。

・特定モニタリング－特定事象を期間を限定して短期集

中的に観測する。

（２）地上ステーションモニタリング

　沖縄県波照間島・北海道落石岬に設置された観測局で

は，温室効果ガスなどの大気微量成分を継続して観測し

ている事業であり，個別事業と切り離し，独立した事業

として位置づけている。
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図２　地上モニタリング事業の実務の流れ



（３）衛星観測プロジェクト関連

　衛星観測プロジェクトの一環として，����（改良型大

気周縁赤外分光計）が取得したデータの処理及び再処理

運用，並びに，����の後継機である�����Ⅱのデータ

処理運用システムの開発業務を担当している。

　本事業で得られたオゾン層関連データは，データ質の

検証後，インターネット等によるコンピュータネット

ワークあるいは，������等の電子媒体及び印刷物で

公表され，一般に広く提供される。

　なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項

についての検討は，本研究所「研究推進委員会」の下部

組織である「衛星観測プロジェクト検討小委員会」にお

いて行われている。

（４）国際モニタリングプロジェクトへの参画・支援

　世界の関係機関と連携しつつ，国際的なモニタリング

プロジェクトの一員として参画すること，かつ，プロ

ジェクト自体の構築・強化への積極的な貢献もわが国の

責務である。特に，東アジア・西太平洋地域における中

核機関としての機能を果たすことが期待されている。

　現在，１９７７年から����と���などが推進してい

る地球環境監視システム�陸水環境監視計画

（��������	
）に参画し，独自にモニタリングを実施

するとともに，わが国のコアセンターとして機能してい

る。

４�４�３　事業別活動概要

（１）地球環境モニタリング（個別事業）及び地上ス

テーションモニタリング

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞

　当センターは地上ベースの遠隔計測器による国際的な

オゾン層総合観測ネットワークである����（成層圏変

動探査ネットワーク）に加盟している。

　①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ

タリング（長期モニタリング）

　１９８８年よりオゾンレーダーレーダーによりつくば市

上空の高度１０～４０��の低中高度成層圏オゾン濃度の

垂直分布を観測している。

　②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング

（試験モニタリング）

　①に加え１９９５年度よりミリ波放射計による高度３５㎞

以上の高高度成層圏オゾン濃度の垂直分布を観測してい

る。これらにより成層圏のほぼ全域における各高度での

観測を行っている。

　③北域成層圏総合モニタリング（試験モニタリング）

　日本におけるオゾン層破壊の状況を把握するため，北

海道陸別町の町立天文台の一室を借り受け，総合的な成

層圏モニタリングとして，成層圏オゾン濃度の垂直分

布，有害紫外線量の観測体制等を構築し定常観測を行っ

ている。

　④有害紫外線モニタリングネットワーク（試験モニタ

リング）

　成層圏オゾンの減少による有害紫外線量（����）の

増加を監視するため，全国規模での紫外線モニタリング

ネットワークを構築しデータの収集及び精度確保に向け

た取り組みを開始した。

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞

　⑤地上ステーションモニタリング

　人為的発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温

室効果ガス等の長期変化を監視するため，波照間島（沖

縄県）及び落石岬（北海道）に無人観測ステーションを

設置して，大気微量成分の高精度自動観測を行ってい

る。

　⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング

（長期モニタリング）

　温室効果ガスに関する観測データの集積が少ない西太

平洋海域における，温室効果ガスのバックグラウンド濃

度（人為発生源の直接影響を受けない濃度）を観測する

ために，民間船舶（さざんくろす丸；㈱商船三井）の協

力を得て，日本－オーストラリア間の定期航路上で洋上

大気を約３度の緯度間隔で自動採取し，温室効果ガス濃

度を観測している。

　⑦定期船舶を利用した北太平洋域大気－海洋間ガス交

換収支モニタリング（長期モニタリング）

　全球的な炭素循環において重要な位置をしめる北太平

洋海域の役割を評価するために，民間船舶（���������	

����；㈱商船三井）の協力を得て，日本－カナダ間の

二酸化炭素の発生源／吸収源として重要な北太平洋の定

期航路上で，大気と海水中の二酸化炭素濃度・海水の水

質などを観測し，二酸化炭素の大気／海洋間の交換収支

に係る基礎データを収集している。

　⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ

ニタリング（試験モニタリング）
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　温室効果ガスの発生源／吸収源として重要なシベリア

地域における，湿地からのメタンの発生や森林による二

酸化炭素の吸収などの把握を目的として，航空機を用い

た温室効果ガスの観測を行っている。

　ロシア連邦の中央大気観測所・凍土研究所の協力を得

て，シベリア地域の３地点（スルグート，ヤクーツク，

ノボシビルスク）で，チャーターした航空機を用いて大

気を採取し，温室効果ガス濃度の鉛直分布（～７０００�

まで）を観測している。

　⑨北方林温室効果ガスフラックスモニタリング（��）

　森林生態系による二酸化炭素の吸収能力を観測し評価

する手法の確立に向けて，北海道苫小牧地方の国有林に

おいて，カラマツ林を対象に，森林の二酸化炭素の吸収��

放出（フラックス）をはじめとする森林生態系の炭素循

環機能について，試験的な観測を開始した。

＜海洋環境に係るモニタリング＞

　⑩定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリ

ング（試験モニタリング）

　人為活動による地球規模の物質循環の撹乱を把握する

ために，東アジア地域の縁辺海域での海洋汚濁を，生

物・化学的指標を用いて観測している。

　現在，大阪～別府間を航行するフェリー（さんふらわ

ああいぼり；関西汽船㈱）の協力を得て，機関室内に設

置した海水自動計測装置と自動採水装置により，わが国

沿海の水質を高頻度に観測している。

＜陸域生態系に係るモニタリング＞

　⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分

布モニタリング（試験モニタリング）

　東アジア地域の植生および土地被覆状況の変化を把握

するため，����衛星の�����センサ画像を用いて，

植生指数モザイク画像を作成している。

（２）衛星観測プロジェクト関連

　地球観測プラットフォーム技術衛星�����（１９９６年

８月打ち上げ：打ち上げ後「みどり」と命名）に搭載さ

れた����の観測データを������Ⅱデータ処理運用シス

テム（計算機システムおよびソフトウェアシステムを統

合したシステム）において再処理した。１９９７年６月に

太陽電池パドルのトラブルにより「みどり」が停止する

までに得られた約８ヵ月分のデータ処理・解析を進め，

オゾン及びオゾン層関連大気微量成分の高度分布が得ら

れている。また，２００２年に打ち上げを予定している後

継機������Ⅱのデータ処理運用システムの開発及び改訂

作業を進めている。

（３）国際協力・支援事業

＜��������	
支援事業＞

　地球環境監視システム �陸水監視計画（������

�����）に参画し，参照研究室業務（分析精度管理のた

めの標準試料作成及び内外関係機関への配布・評価等）

及びナショナルセンター業務（国内観測点のデータの取

りまとめ；現在２３観測点）を担当している。

　また，従来から研究所の観測研究の一環として継続調

査されてきた摩周湖・霞ヶ浦を��������	
の観測点と

して位置づけ，摩周湖は人為的汚染源の直接的な影響の

少ないベースラインモニタリングステーション（１９９４

年度より），霞ヶ浦は水質汚濁の変化を調査するトレン

ドステーション（１９９６年度より）として調査を継続し

ている。

（４）広報・普及業務等の推進

　地球環境モニタリングによって得られた成果を，研究

者をはじめとして広く活用してもらうとともに，地球環

境モニタリングを通じて，地球環境問題への関心を高め

てもらうため，本年度には以下の広報�普及業務等を

行った。

①モニタリングステーションの一般公開

　６月の環境月間行事として，地球環境モニタリングス

テーション－波照間において，施設の一般公開を実施

し，約１００名の来訪ががあった。

②エコスクールの開催協力

　北海道根室支庁及び根室市教育委員会が６月の環境月

間行事として，地球環境モニタリングステーション－落

石岬において地元小学生３０名を対象に開催したエコス

クールに協力した。

③サイエンスキャンプの開催

　８月に北海道根室市の地球環境モニタリングステー

ション－落石岬において，全国から応募のあった中から

選ばれた６名の高校生が参加して，３日間にわたり地球

温暖化をテーマに「サイエンスキャンプ２０００」（科学技

術庁等が主催し国の試験研究機関が受入機関となって実
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施）を開催した。

④ほっかいどうエコフェスタへの出展参加

　９月に北海道札幌市の「札幌メディアパーク・スピカ」

において，北海道が主体となって開催された「ほっかい

どうエコフェスタ２０００」に，「地球環境問題」をテーマ

にエコビークルや模型施設とともにの出展参加し，２日

間で１万２千人の参加を得た。

⑤��������国際ワークショップの開催

　９月に北海道札幌市において，温室効果ガスフラック

ス観測の技術向上と，アジア地域における観測ネット

ワーク（��������）づくりを目指して，国内外の１２０名

の研究者等の参加を得て「������������	
�������
���


���������	
��������������	
������
�������」を開催

した。

⑥つくば科学フェスティバルを通じた普及

　１０月につくば市で開催された「つくば科学フェス

ティバル２０００」において，小中学生を対象にスクラッ

チカードを使った「かんきょう問題かんしん度チェッ

ク」（地球温暖化，酸性雨など８部門）を行い，２日間で

５００名以上の参加を得た。

⑦エコ＆フューチャーメッセへの出展参加

　１１月に北海道札幌市の「札幌メディアパーク・スピ

カ」において，（社）札幌青年会議所及び日本経済新聞社

が主体となって開催された「エコ＆フューチャーメッ

セ」に出展参加し，国立環境研究所の紹介と併せて地球

環境モニタリングに関するパネル展示を行い，６日間で

来場者は約３万人に達した。�

⑧データベースの構築

　地球環境モニタリングで得られたデータを，広く研究

等に活用してもらうために，データベースの構築作業を

進めてきており，本年度には地上モニタリングのデータ

をホームページから提供するシステムを試験運用した。

⑨ホームページの充実

　地球環境モニタリングについてわかりやすく説明して

いるホームページを，随時更新を行うとともに，より理

解を深めてもらうための一層の充実を図った。

４�５　その他

４�５�１　組織

（１）組織概要

　平成１２年度末現在で，地球環境研究センター長（充

て職），総括研究管理官（１名），研究管理官（４名），

主任研究員（１名），課長補佐（観測第一係担当），業務

係長，交流係長，観測第一係員及び観測第二係員の体制

で業務に当たった。（内併任者：課長補佐，観測第一係

員）

　また，当センター職員のほかに，特別流動研究員（１

名），ＥＦＦフェロー（２名）と，モニタリング，デー

タベース及び総合化研究を主体的に実施する研究者等

１４名を所内併任として，業務の推進を図った。

（２）客員研究官制度

　地球環境研究センターには，研究活動推進のための客

員研究官を置くこととされており，平成１２年７月２９日

付けをもって７名の大臣発令があった。

　客員研究官は地球環境研究に関する有識者としての立

場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環境

研究の総合化に対し指導，助言を行った。また，平成

１２年１０月１３日に平成１２年度地球環境研究センター客

員研究官会議を地球環境研究センター創立１０周年記念

講演会と同日に開催した。

４�５�２　所外協力活動

（１）地球環境研究等企画委員会，地球環境研究小委員

会，�地球環境モニタリング小委員会

　地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地

球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎

年度策定される実施要綱に基づき研究連絡会議及び研究

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地
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球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている

「地球環境研究小委員会」にその結果を報告している。

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地球

環境モニタリング小委員会」においては当センターで行

う地球環境モニタリングが審議されている。
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５．２　行政関係研修 �
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５．環境研修センター

５．１　業務概要
　環境研修センターは，国及び地方公共団体等の環境行

政担当職員等の行政的識見の向上，専門的知識，技術の

習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修を実施

している。

　研修コースは，行政関係研修と分析関係研修等に大別

されるが，平成１２年度においては，環境をめぐる社会

情勢の複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべ

く，新たに「化学物質行政研修」，「地球温暖化対策研

修」及び「ダイオキシン類環境モニタリング研修（専門

課程）」を開設したほか，既設の研修コースについても

研修内容等の改善を行い，行政関係研修１８コース，国

際関係研修７コース，政策研究研修１コース，分析関係

研修１３コースを実施し，１，３８０名が研修を修了した。

　また，国際協力の一環として開発途上国における環境

モニタリングに関する人材の養成のための，「環境モニ

タリング（水質）研修」を実施した。平成１２年度の研

修実績は次のとおりである。

修了者数（人）実　施　目　標実施時期（日数）研　　修　　名

５６専門家による講義，演習及び研修員間
の討議等を通じ，環境問題とその対応
策について研究するとともに，将来の
環境行政のリーダーとしての資質の向
上を図る。

１２�１０�３～１２�１０�６（４日）環境行政研修

８３地方公共団体における環境基本計画の
策定，総合的な地域環境施策の企画，
実施手法の解説，演習等を行う。

１２�６�１２～１２�６�１６（５日）地域環境・環境基本計画研修

７６環境教育・学習に関する理論及び実践
活動の解説及び環境教育・学習技法の
演習等を行う。

１２�１１�６～１２�１１�１０（５日）環境教育研修

１０４環境影響評価に係る制度・手法の解説，
具体的な事例に即した評価及び審査の
実務についての解説，演習等を行う。

１２�７�２５～１２�８�３（８日）環境影響評価研修

６６自然保護をめぐる動向，自然保護行政
の実務に必要な自然保護の理論・手法
等の解説及び実習を行う。

１２�９�１８～１２�９�２２（５日）自然保護研修

４２野生生物保護制度，鳥獣の生態及び鳥
獣保護管理における地方公共団体等の
役割と実務の解説及び実習を行う。

１２�５�１５～１２�５�１９（５日）野生生物保護研修

１０５大気保全に関する法制度，最近の重要
課題と対応の方向などについて解説，
演習等を行う。

１２�７�３～１２�７�７（５日）大気保全研修

７４騒音・振動に係る制度と対策等につい
ての解説及び交通騒音・振動等に係る
具体的対策に重点をおき実施する。

１２�１２�４～１２�１２�８（５日）騒音・振動防止研修

１０３水質保全に関する法制度，最近の重要
課題と対応の方向などについて解説，
演習等を行う。

１３�１�１５～１３�１�１９（５日）水質保全研修
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修了者数（人）実　施　目　標実施時期（日数）研　　修　　名

５４水質環境保全，土壌環境保全に関する
法制度，最近の問題と対策などについ
て解説，演習等を行う。

１２�１０�２３～１２�１０�２７（５日）地下水・地盤・土壌環境保全
研修

１９インターネットを利用した環境情報の
収集と活用，パソコンを使用した環境
情報の処理方法等について解説及び演
習を行う。

１３�２�１９～１３�２�２３（５日）環境情報研修

６０化学物質問題の現状，関連する法制
度，対策，国や地方公共団体の役割等
に関し解説，演習等を行う。

１３�１�２２～１３�１�２６（５日）化学物質行政研修

３９環境省設置と環境政策の展望，新環境
基本計画の解説を行うとともに，それ
らを踏まえてのグループ討議に重点を
おく。

１３�２�７～１３�２�９（３日）環境行政管理者等特別研修

８監督者（係長）としての業務，リー
ダーシップ等についてグループ討議に
重点をおく。

１３�２�５～１３�２�９（５日）環境省職員研修（係長級）

１９環境行政全般について，基礎的な考え
方と施策の概要及びこれからの展望に
ついての解説を中心に実施する。

１２�４�１０～１２�４�１８（７日）環境庁新採用職員研修
（Ⅰ種）

２０環境行政全般について，基礎的な考え
方と施策の概要及び行政実務について
の解説を中心に実施する。

１２�４�１０～１２�４�１４（５日）環境庁新採用職員研修
（Ⅱ・Ⅲ種）

３８国立公園管理，野生生物保護，施設整
備等の業務に必要な専門的知識の整理
と応用技能向上に重点をおき実施す
る。

１２�１１�１３～１２�１１�１７（５日）自然保護官等研修

１０環境保全行政の概要及び各局の所管事
項とその課題についての解説を行うと
ともに，地方環境情報収集の方法等の
理解に重点をおき実施する。

１２�４�１８～１２�４�２１（４日）地方環境調査官等初任者研修

１地方公共団体の環境行政において優先
度の高いテーマに関し，専門家等の指
導・協力を得つつ，政策研究を行う。

１２�９�１８～１２�１２�１５（３ヶ月）課題研究型研修



５．３　国際関係研修

５．４　分析関係研修�
�
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修了者数（人）実　施　目　標実施時期（日数）研　　修　　名

４０地球環境問題に関して，その発生要因
や現状を解説するとともに，地域にお
ける対策の立案に役立つように国内外
における具体的な取組の動向及び対策
技術などについて解説する。

１２�７�１０～１２�７�１４（５日）地球環境保全研修

７０地球温暖化の原因・現状，地球温暖化
対策推進法及び同法に基づく基本方針
の内容を解説するとともに，地方にお
ける対策の進展に役立つよう，地方公
共団体の実行計画の策定方法・演習及
び温暖化防止のための国内外の具体的
な取組の解説に重点をおく。

１２�９�４～１２�９�１２（７日）地球温暖化対策研修

４国際環境協力，開発途上国の環境問題
などに関する現状の解説と，国外から
の研修員の受け入れプログラム作成手
法，研修実施上の留意点等の実務面の
説明に重点をおく。

１３�１�２９～１３�２�２（５日）海外研修員指導者研修

２２
２２

国際環境協力に対する理解を図るた
め，地球環境問題，途上国の環境問
題，環境協力の概要及び事例など国際
環境協力に関する基礎的な知見の解説
に重点をおき実施する。

１２�５�２２～１２�５�２６（５日）
１３�１�２９～１３�２�２（５日）

国際環境協力入門研修
（第１回）　
（第２回）　

１４国際環境協力に従事する人材育成の一
環として，途上国における環境問題の
実状，国際環境協力の理念及び具体的
な手法に対する理解を深めることに重
点をおくとともに，プレゼンテーショ
ン技法等の習得を図る。

１２�６�１９～１２�６�３０（１０日）国際環境協力専門家育成研修

５国際環境協力の理念や知識について解
説する。加えて各人の専門的知見をも
とに途上国の状況に適応する手法や技
法を習得し，国際環境協力の専門家に
必要とされる基本能力の向上を図る。

１２�１０�３～１２�１０�３１（２０日）国際環境協力専門家専攻別研
修（環境政策・計画）

３国際環境協力の理論と手法について，
途上国の状況に適用するための知識や
技能の習得を図るとともに，環境分
析・モニタリングに関する専門的知見
の深化及び環境専門家に必要とされる
基本能力の向上に重点をおき実施す
る。

１２�１０�３～１２�１０�３１（２０日）国際環境協力専門家専攻別研
修（環境分析・モニタリング）

修了者数（人）実　施　目　標実施時期（日数）研　　修　　名

４１大気及び水質の分析測定において汎用
される度合いの大きい機器を用いる測
定法について，基礎的な技法の習得に
重点をおき実施する。

１３�１�２２～１３�２�２（１０日）機器分析研修

２２有害大気汚染物質の測定法について公
定法及び最近の応用測定技法等の習得
のため，実習に重点をおいて実施す
る。

１２�１１�２８～１２�１２�１３（１２日）大気分析研修



５．５　その他の研修
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修了者数（人）実　施　目　標実施時期（日数）研　　修　　名

３８公定法に基づいた測定技法及び最近の
応用測定技法等の習得のため，実習に
重点をおいて実施する。

１２�５�２２～１２�６�６（１２日）水質分析研修

１１嗅覚測定法について取り上げ，オペ
レータとして必要とされる技法の習得
に重点をおいて実施する。

１３�２�１９～１３�２�２３（５日）臭気分析研修

１０
１０

環境分析において必要とされる専門的
機器の測定方法及び操作技法の習得の
ため，�����（四重極型）の最新の手
法による機器測定法に重点をおいて実
施する。

１２�７�１０～１２�７�１４（５日）
１２�９�４～１２�９�８（５日）

特定機器分析研修Ⅰ
（第１回）　
（第２回）　

１０
９

環境分析において必要とされる専門的
機器の測定方法及び操作技法の習得の
ため，�������もしくは������の最
新の手法による機器測定法に重点をお
いて実施する。

１２�７�１０～１２�７�１４（５日）
１２�９�４～１２�９�８（５日）

特定機器分析研修Ⅱ
（第１回）　
（第２回）　

６
１２
１３

現地採集試料の同定を主眼とし，水質
評価法の習得を図る。

１２�９�４～１２�９�８（５日）
１２�１０�２３～１２�１０�２７（５日）
１２�４�２４～１２�４�２８（５日）

課題分析研修
①付着藻類
②プランクトン
③河川の底生動物

１０
１０
１０

ダイオキシン類のサンプリング手法並
びに測定分析方法について体系的な習
得を図るため実習に重点をおいて実施
するとともに，安全管理手法及び分析
データの精度管理手法の習得を図る。

１２�５�１０～１２�６�８（２２日）
１２�６�２８～１２�７�２８（２２日）
１２�９�４～１２�１０�４（２２日）

ダイオキシン類環境モニタリ
ング研修（基礎課程）

（第１回）　
（第２回）　
（第３回）　

６大気，排ガスのサンプリングから測定
分析までの専門的知識の習得を図る。

１２�１１�２８～１２�１２�２１（１８日）ダイオキシン類環境モニタリ
ング研修（専門課程）大気・
排ガスコース

４水質，土壌のサンプリングから測定分
析までの専門的知識の習得を図る。

１３�１�２２～１３�２�１５（１８日）ダイオキシン類環境モニタリ
ング研修（専門課程）水・土
壌コース

１分析測定等に係る専門分野について総
合的な知識・技能の向上を図るため，
受講者及び派遣機関の要望を加味した
内容となるよう配慮したカリキュラム
を作成して実施する。

１２�１０�２５～１２�１１�２２（２０日）特別分析研修

１�３８０研修修了者計

修了者数（人）対　　象　　者実施時期（日数）研　　修　　名

４６都道府県，政令市等において環境関連
業務を担当している職員で，その経験
が２年以上の者

１２�４�１～１３�３�３１（１年間）環境行政実務研修

１２開発途上国において水環境保全を担当
する若手技術者

１２�１０�１０～１２�１１�２４（３２日）環境モニタリング（水質）
研修



６�１　運営体制

　本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って

いる。

６�２　大型研究施設

６�２�１　大気化学実験棟（光化学チャンバー）

　本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成

層圏等の大気光化学反応を解明することを主目的として

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー

が設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

６�２�２　大気拡散実験棟（風洞）

　本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

　本年度は，特別研究，地方公害研究所との共同研究お

よび経常研究等が行われた。

６�２�３　大気汚染質実験棟（エアロドーム）

　本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（７・

８階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚

染質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測するた

めの装置で，コンピュータによって操作，データ処理を

行う。３階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ

ンバー装置が設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

６�２�４　大気共同実験棟（大気フリースペース）

　本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー

ダーが設置されている。

「オゾンレーザーレーダー」

　オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーは３台のレーザーと口径１００㎝ および５６㎝ の２台

の望遠鏡を備えており，高度４５㎞ までのオゾンの高度

分布を高い精度で観測することができる。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ

ングが行われた。

６�２�５　大気モニター棟

　本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（���，���，��，���，非メタン，���，

ガス状　��，酸性雨化学成分に関する各測定機器）が

設置されている。機器の性能を維持するために，専門技

術者が精度管理を厳しく行っている。また，所内外の研

究者に対して，気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日

射量，紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果の

公開やデータ提供サービスなども行っている。

　本年度は，３研究課題の施設利用申込みと，１２件の

データの閲覧申込みがあった。
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６�２�６　ラジオアイソトープ実験棟（��棟）

　本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って

いる。

　文部科学省より使用承認を受けている核種は２３核種

である。本年度には放射線業務従事者は職員，客員，共

同研究員，研究生合わせて４７人であった。また，本施

設を利用して特別研究２課題，地球環境研究総合推進費

による研究５課題，原子力利用研究４課題，文部省科学

研究費補助金による研究２課題，経常研究１６課題が行

われた。

６�２�７　水生生物実験棟（アクアトロン）

　本施設は，水界における汚濁物質の挙動および影響を

生態学，微生物学，水質工学等の見地から解明し，汚染

環境を修復改善するための手法開発の研究を目的とした

施設である。大型実験施設として，アオコ等の微生物の

挙動および水質改善手法等を研究する目的で淡水マイク

ロコズム装置，微生物大量培養装置が設置され，微量の

重金属，農薬等の汚染物質が，魚類や甲殻類等の水生生

物にどのように影響するかを研究する目的で毒性試験装

置が設置されている。

　さらに，水生生物の飼育培養および系統保存のための

設備が設置されている。屋外には自然条件下における生

態系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応

を，生物群集の面から解析するための実験施設として生

物生態実験池が設けられている。

　本年度に供試された実験水生生物は，大型のもので

グッピー，メダカ，ヌカエビ，タマミジンコ，オオミジ

ンコ等，微少なものではワムシ，ベン毛虫，水生ミミズ

等であり，およそ５０種・系統に及んだ。

　本年度は，特別研究，開発途上国環境技術共同研究，

地球環境研究および経常研究等が行われた。

６�２�８　水理実験棟

　本施設は，水土壌圏の水理現象と水質に関与する物

理・化学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを

目的とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循

環機構の解明を目的として海産藻類の無菌的純粋培養を

行う海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モ

デル測定装置，物質循環速度・経路を解明するための安

定同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。

　本年度は，地球環境研究，重点共同研究，経常研究が

行われた。

６�２�９　土壌環境実験棟（ペドトロン）

　本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，環

境制御下で土壌－植物系における汚染物質の挙動を調べ

るための地温制御大型ライシメーター，グロースチャン

バー，地温制御チャンバー，化学物質研究のための実験

室などの装置が設置されている。

　本年度は，本施設を利用して，特別研究，地球環境研

究，経常研究などが実施された。

６�２�１０　動物実験棟（ズートロン）

　本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

���������	
������の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

　本施設は，特別研究（①空中浮遊粒子（��２．５）の

心肺循環器系におよぼす障害機序に関する研究，②超低

周波電磁界による健康リスク評価に関する研究，③環境

中の「ホルモン様化学物質」の生殖・発生影響に関する

研究，④環境中の化学物質総リスク評価のための毒性試

験系の開発に関する研究）の４課題と，さらに経常研究

および奨励研究の多課題に使用された。これらの内容と

して，大気汚染物質，重金属およびその他の環境汚染物

質の生体影響の解明に関する基礎的研究・リスク評価研

究に加えて，地球規模の環境変化としての地球温暖化や

オゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影響に関する研究が

含まれている。

「生体用���装置」

　本装置は実験動物が生きた状態でＮＭＲ計測を行い，

その代謝機能や体内イメージを解析する装置である。内

分泌撹乱化学物質総合対策研究，経常研究，科学技術振

興調整費による研究などに使用された。

６�２�１１　植物実験棟（ファイトトロン）

　本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影

響について，制御された環境下で研究をすることを目的

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対
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象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅡ

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため

の低温低湿，高温高湿の設定のできるグロースチャン

バーも設置されている。

　本年度は本施設を利用して，地球環境研究，科学技術

振興調整費による研究，経常研究などが実施された。

６�２�１２微生物系統保存棟

　本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応

じて保存株を株データとともに提供することを目的とし

た施設である。

　本年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻類，汚

染指標藻類，���供試藻類，有毒藻類，炭酸カルシウ

ムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保全研究

および地球環境保全研究に利用された。

　本年度は，寄託株５８種を含めた微細藻類と原生動物

１，１００株について，それらの種名，履歴（産地，採集

者，分離者，採集月日等），株の状態（無菌，単藻等），

培地，培養条件等をパーソナルコンピュータで整理し

た。本施設の保存株を利用して，特別研究，地球環境研

究総合推進費や科学技術振興調整費による研究，経常研

究などが実施された。

６�２�１３　騒音・保健研究棟

　本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康部・病態機構研究室およ

び環境疫学研究室，地域環境研究グループ・都市環境影

響評価研究チームが以下の研究を実施している。病態機

構研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的

研究，および健康影響のモニタリング手法の開発に関す

る基礎的研究を，環境疫学研究室は各種疫学調査の準備

並びに現地調査の実施，調査試料の分析，収集資料の整

理とデータベースの作成を行うとともに，各種計算機シ

ステムを活用したデータ解析を行っている。都市環境影

響評価研究チームは人を対象とした生理実験室を利用し

た騒音，超低周波電磁場等の環境ストレスの健康影響に

関する研究を実施するとともに，各種疫学調査の準備・

解析に利用している。

６�２�１４　環境遺伝子工学実験棟

　本施設は，組換え���技術を環境保全に利用するた

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収

集することを目的とした施設である。

　本年度に承認された本研究所における組換え���実

験は３１課題，登録された組換え���実験従事者は１１６

人であった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植

物の作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解

明，動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で

実施された。

　また，管理区域外の分析機器室にはペプチドシークエ

ンサーや���シークエンサー等の分析機器が設置され

ており，極めて活発に使用された。

６�２�１５　共通機器

　本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，

表６．１のとおりである。どの機器も性能を維持するため

に専門技術者による維持管理業務が行われている。その

中でも，［①透過型電子顕微鏡（���）②走査型電子顕

微鏡（���）③超電導磁石核磁気共鳴装置（���）④

ガスクロマトグラフ質量分析計（�����）⑤パージ，

アンドトラップガスクロマトグラフ質量分析計（����

�����）⑥プラズマ発光分光分析装置�������（���

及び�����）の２機種⑦���質量分析装置（������）

⑧元素分析計］は，特に分析希望が多い装置である。分

析希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とする

ものが多いため，この９装置については，専門技術者に

よる依頼分析業務を行っている。

　本年度に依頼分析を行った研究テーマは，約３０課題，

約１３，０００検体の分析希望があった。このようにして，

所内約４割の研究者が共通機器を毎年利用しており，環

境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータ

を提供している。

　なお，本年度にリアルタイム���解析システムが更

新された。�
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６�２�１６　情報関連施設

（１）コンピュータシステム

　本システムは，平成９年３月のシステム更改により，

計算需要の増大及び処理形態の多様化に対処するため，

大型電子計算機システムとスーパーコンピュータシステ

ムを統合したシステムとして，比較的大規模のスーパー

コンピュータシステムを中核に，複数の各種サブシステ

ムを加えた分散型のシステムを導入した。

　主な構成要素としては，演算処理を超高速に行うベク

トル計算機本体を中心として，フロントエンドシステム

や地球環境研究において重要となる現象解明，影響評価

及び予測のための計算結果の可視化を行うグラフィック

スサブシステム，米国等で開発された数値シミュレー

ションの計算アルゴリズム（算法）及びプログラムの実

行に適したスカラー計算サーバが揚げられる。

　また，オペレーティングシステム（��）を����系

��に統一するとともに，地球環境問題を扱う大規模な

�������プログラムを効率よく作成・実行するための

多様な機能を持つ�������コンパイラ及び各種支援

ツールを備えている。

　このほか，大量のデータを格納する大容量磁気ディス

ク装置，本システムを構成するコンピュータが扱うデー

タ等の高速バックアップ及びマイグレーションが可能な

大容量磁気テープ装置を備えたファイルサブシステム，

データベースサーバ（統計解析システムソフトウェアを

含む），当研究所の情報を所内外へ発信する���サー

バ及びイントラネットサーバ等から構成されている。

　さらに，平成１０年度補正予算により，高速かつ効率

的なデータの入出力が可能な大容量超高速磁気ディスク

装置（約５００��，３台）を含むグローバル・ファイル・

システム（���）を導入するとともに，平成１１年度補

正予算により，無停電電源装置（����）の蓄電池交換

及び同電源装置の構成変更が実施されている。

―�����―
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表６．１　共通機器一覧表



（２）国立環境研究所ネットワーク

　本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの

授受等を行うことを目的として，スーパーコンピュータ

システムの新規導入に伴い，����を基幹ネットワーク

として，平成３年度に構築されたものである。

　その後，研究本館Ⅲの増設（平成７年度）に伴い，新

たに２つの����サブネットを構築するため，���ス

イッチを導入し，既設の����基幹ネットワーク等の統

合，本館及び実験棟の間に光ファイバケーブルを敷設及

び研究室等へのツイステッドペアケーブル（���，カ

テゴリ５）配線等を敷設した。

　平成８年度には，新コンピュータシステムの処理能力

の向上及びデータ格納領域の拡充に合わせ，特に大容量

データの高速伝送に適した��スイッチ（２台）及び��

スイッチ・ゲートウェイ（１１台）を導入し，既設����

基幹ネットワークのイーサーネットセグメントをこれら

のゲートウェイに収容するなど，���構成の変更を

行った。なお，一般の利用者においても，これらの整備

により，より高速なネットワーク（１００�������）の

利用が可能となった。

　平成１０年度には，��スイッチ・ゲートウェイ用無停

電電源装置の導入，高速化未対応の研究室等への���

配線の敷設，平成１１年度には，高速化未対応の大気拡

散実験棟，動物実験棟，環境遺伝子実験棟への光ケーブ

ルの敷設及び各研究室等への���配線の敷設を行った。

　本年度においては，整備が未完了であった大気共同実

験棟への光ケーブル敷設及び各研究室における高速化対

応や既設配線の見直し等を引き続き実施するとともに，

平成３年度に整備した，イーサネットケーブル（イエ

ローケーブル，１０�����５��）については，ほぼ，

１００�������への高速化に移行し，一部を除いて，段

階的に廃止を進め，平成１３年度末のコンピュータ・ネッ

トワークシステムのシステム更改に備えることとした。

６�２�１７　実験ほ場

　本施設は，植物および土壌生態系の環境保全機能に関

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研

究成果を野外条件下での応用試験，並びに実験植物の系

統保存，供給を行うことを目的とした生物系野外実験施

設である。施設は，所内にある構内実験ほ場と当研究所

の西方約４��に所在する別団地実験ほ場（つくば市八

幡台３）の２施設より構成される。

　本年度には，特別研究，地球環境研究総合推進費によ

る研究などによる野外実験が実施された。また，熱帯の

樹木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存するととも

に，それらを植物実験棟などで実施される研究に供給し

た。

６�２�１８　霞ヶ浦臨湖実験施設

　霞ヶ浦臨湖実験施設は本研究所の研究者の共同利用施

設として利用されている。日本の中でも水質汚濁の進行

している霞ヶ浦の湖畔に位置するところから，霞ヶ浦を

対象とした調査や，霞ヶ浦の湖水や生物を利用した各種

の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解明，汚

濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態等や物質循

環などを明らかにすることを目的として研究が行われて

いる。

　本年度は，特別研究、内分泌撹乱化学物質総合対策研

究費による「霞ヶ浦とその周辺における魚類の性比に関

する研究」，奨励研究「湖沼における有機物の物質収支

および機能・影響に関する予備的研究」，特別奨励研究

「環境低負荷型・資源循環型の水環境改善システムに関す

る調査研究」，地球環境モニタリング経費による����

／�����支援事業で「霞ヶ浦トレンドモニタリング」，

科学技術振興調整費による「環境と資源の持続的利用に

資する資源循環型エコシステムの構築に関する研究」，

�霞ヶ浦における南米産ペヘレイの侵入による湖内生態

系撹乱に関する研究」，文部省科学研究費「湖沼で蓄積

する難分解性溶存有機物の動態とトリハロメタン生成能

の評価」，経常研究「霞ヶ浦の生物資源保護に果たす役

割に関する研究」等，総合研究グループおよび基盤研究

部で多くの研究テーマが施設を利用して行われた。

６�２�１９　奥日光環境観測所

　本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設

である。

　本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し，観測所と管理棟の２施設により構成されている。

　本年度は，生物圏環境部と大気環境部において下記の
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研究テ－マについて実施された。

　干潟・湿地等の保全に資する知見を得ることを目的と

した重点国際共同研究の湿地生態系の参照基準地として

戦場ヶ原で調査を実施した。調査データから湿地生態系

の持つ分解機能等のパラメータを解析をした。酸性雨関

連課題としては森林被害地におけるオゾン濃度との比較

のため，本観測所で測定したオゾン濃度を解析し，また

過酸化水素，有機過酸化物を測定して気象要素や他の環

境要因などと比較し，森林衰退地に対する大気汚染物質

の輸送などに関する知見を得た。

６�２�２０　地球環境モニタリングステーション

　地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測している。

　本年度には，つくばにおいて両観測局の稼働状況を監

視するシステムを更新するとともに，観測局の周辺状況

を確認するための遠隔制御���カメラを整備した。

　各ステーションの観測項目は表６．２のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

　本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約２０��の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に所在している。

　本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

の長期的な変化を観測するために，３９．０ｍの観測塔上

で大気を採取して，温室効果ガスのほか，採気する気団

の起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子

状物質・ラドン・気象要素などを１９９３年秋より観測して

いる。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

　本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜５０ｍ）に建設された。

　本施設は，５５．５ｍの観測塔上で大気を採取して，波

照間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・

気象要素を１９９５年秋より観測している。

６�２�２１　陸別成層圏総合観測室

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共

同で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分

布の観測，ブリューワー分光計などによる有害紫外線の

観測，レーザーレーダーによる成層圏の気温鉛直分布の

観測を行っている。

６�２�２２　苫小牧フラックスリサーチサイト

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北方

林温室効果ガスフラックスモニタリング」を行うための

施設であり，森林生態系による二酸化炭素の吸収能力を

観測し評価する手法の確立に向けて，北海道苫小牧地方

の国有林（カラマツ林）において，森林の二酸化炭素の

吸収／放出（フラックス）をはじめとする森林生態系の

炭素循環機能について総合的な観測研究を行っている。

　本年度には，二酸化炭素のフラックスについて試験観

測を行うとともに，森林の生理生態学的機能，森林上空

における二酸化炭素の高度分布等の観測研究を行った。

６�２�２３　黒島����受信施設

　本施設は，米国の地球観測衛星����から送られて

くる観測データを受信，処理するためのシステムであ
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表６�２　地上モニタリングステーションの観測項目

落石岬ステーション波照間ステーション観測項目

◎◎二酸化炭素（���）

◎◎メタン（���）

◎◎一酸化二窒素（���）

◎◎オゾン（��）

○○ラドン（��）

－＊フロンガス（����）

○○エアロゾル

－○炭素粒子

－○一酸化炭素／水素

◎◎窒素酸化物（���）

○○硫黄酸化物（���）

◎◎気象要素

◎：すでに観測を実施している項目

○：試運転・調整中の項目

＊：年４回のボトルサンプリング



る。平成５年度の補正予算により日本国内に２セットの

設置が認められ，一方を沖縄県八重山郡黒島の（財）海

中公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば

市の国立環境研究所内に設置することとなった。平成７

年１月より黒島受信施設が，平成７年９月よりつくば受

信施設が稼働を開始した。

　����は上空８５０㎞ で極軌道を周回する人工衛星で，

����に搭載されたリモートセンサ�����からは約

２７００㎞ の幅を，地上での分解能１㎞（地上１㎞ 四方が

一点）で，毎日２回観測することができる。（現在

����１２，１４，１５，１６号と４個の衛星が運行している

ので一日につき合計８回，同一地点を観測できる。）

�����は，地上で反射された太陽光や地表面から放射

される熱赤外線などの電磁波（光と熱）を検知して画像

化する。この電磁波信号を解析することにより，地上の

植生分布や海面の水温分布，また雲の分布に関する情報

を得ることができる。広い範囲を高頻度で観測できると

いう�����の特徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的

規模で進行しつつある環境の変化を正確にとらえるうえ

で非常に有効な手段となる。

　黒島，つくばの両受信局でカムチャッカ半島からマ

レー半島までの東アジア地域をカバーしており，現在

����１２号，１４号，１５号および１６号からのこの範囲

の画像を毎日２０枚程度受信処理している。本年度は，

これらの画像をもとに東アジア衛星モザイク画像と地表

面の植生指数分布図の作成，さらに植生指数データを用

いて植生純一次生産量分布の推定を行った。

６．２．２４　研究本館Ⅰ（計測棟）

　環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の

測定データを提供している。また，一部の機器について

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても

利用されている。

（１）主要機器

　１）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（�����）

　２）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　�����������

　３）二次イオン質量分析装置（����）

　４）高分解能質量分析装置（����）

　５）原子吸光光度計（���）

　６）大気圧イオン化質量分析装置（������）

　７）ガスクロマトグラフ四重極質量分析装置

　　　（������）

　８）レーザーラマン分光分析装置（�����）

（２）主要設備

　１）クリーンルーム

　２）純水製造装置

６．２．２５　研究本館Ⅱ（共同利用棟及び共同研究棟）

（１）人間環境評価実験施設（�����：���������	


������������	�
�������������������������）

及び環境総合評価のための情報システム�

（�������：���������	
������
	���
		�	���	�

������������	�
���������������������������）

　�����は環境評価にかかわる人間集団の反応測定

や，意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の

確認等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設

であり，中会議室と兼用の一集団実験室，ゲーミングシ

ミュレーションのための多集団実験室および情報伝達に

用いるオーディオ・ビジュアル機器，実験制御装置

（サーバー，ワークステーション）等から構成されている。

　�������は�����での環境情報提示や，地域環境情

報システムの開発研究を進めるためのコンピュータおよ

び画像処理・表示システムと環境データベースよりなる。

（２）�試料庫

　環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ

ている。低温室は－２０℃ の３低温室からなり，大量の

試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には３

基の超低温槽と３台の液体窒素ジャーを設置し，超低温

保存（－８５℃，－１１０℃，－１９６℃）の必要な少量の試

料の保存が可能である。＋４℃，＋２０℃ の恒温室は，
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それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する

試料の前処理は試料準備室で行い，�記録室には各室の

温度が表示記録されるとともに，�保存試料の情報が記

録されている。

　研究所の試料に加え，環境庁化学物質モニタリング試

料のうち平成４年度分までが長期保存されている。

６．２．２６　研究本館Ⅲ

（１）大型質量分析施設

「フーリエ変換質量分析装置（��－��）」

　本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは３

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質

量範囲は１２�１６，０００���で，分解能は���＝１３１で１０６

以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イオン

源は��，��レーザーイオン化が使用可能であり，また

�����本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ系

を介して接続されている外部イオン化室を有する。

　以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ

ン反応の測定の研究に用いられる。

　本年度は，アセトン分子の硫酸溶液への溶解速度・溶

解度に関する研究を行った。

「タンデム質量分析装置（タンデム��）」

　本装置は，分解能６５，０００の二重収束型質量分析計

（��）を２台直列に組み合わせたもので，通常の高分解

能質量分析に加え，第一��で分離・選択されたイオン

をさらに第二��で質量分析することによって，正確か

つ詳細な化学構造情報を調べることができる。

　本年度は，エレクトロスプレーイオン化法を用いたタ

ンパク質の��������分析法に関する各種基礎検討を

行うとともに，そのホルモン受容体分析の適用可能性を

検討した。

「加速器分析施設」

　本施設は，最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（���），同百十

万ボルトの��������分析装置，並びに���用試料調

製クリーンルームから構成される。���は，質量分析

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ

せて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の１０�

１０以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシス

テムで，特に炭素１４等の，宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。　

��������は表面分析，元素分析の手法であり，各種環

境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力を

発揮する。���は放射線発生装置であり，放射線防護

の観点から，放射線モニターと連動したインターロック

システムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設に

なっている。

　本年度は，国立機関原子力試験研究費「������：加

速器による生体中，環境中微量成分の超高感度追跡手法

の開発」の中心に研究を展開し，年間１０００試料（標準

試料を含む）を超える測定を行った。

（２）化学物質管理区域

　本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設である。

　安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。

　さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ

ないよう区域内に焼却炉を設置している。

　また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録

している。

　実験室としては�����室，試料調整室，微生物実験

室，物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞実験

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分

解室がある。

　本年度は，「内分泌撹乱化学物質総合対策研究」「ダイ

オキシン類対策高度化研究」を中心に研究が進められ

た。

（３）������Ⅱデータ処理運用施設

　������Ⅱデータ処理運用施設は，平成１４年２月に打

ち上げ予定の環境観測技術衛星�������Ⅱに搭載され

る������Ⅱ（改良型大気周縁赤外分光計Ⅱ型）の観測

データを処理し，データの保存・解析・提供を行うため
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の計算機施設である。本年度は，これまでに開発整備し

たソフトウェアの性能試験と，処理アルゴリズムの改訂

作業を実施した。また，データ処理アルゴリズムの改訂

研究の成果を受けて，１９９６年１１月より１９９７年６月に

����（改良型大気周縁赤外分光計）によって観測された

データの再処理作業を当施設において実施した。さら

に，����観測データのプロダクト提供も本施設で行っ

ている。

　また，本年度には，������Ⅱの後継機である�����

（���������	�
�
������������������������������		���；傾斜

軌道衛星搭載太陽掩蔽法フーリエ変換分光計）のデータ

処理アルゴリズム検討用の計算機システムを当施設内に

導入設置し，平成１３年２月より稼働を開始した。

（４）ミリ波測定施設

　本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分

光観器室の３部屋からなっており，ミリ波オゾン分光観

測システム等を使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出

する電波（ミリ波）の回転スペクトルを高い分解能で分

光し，３８��以上の高度領域のオゾン鉛直分布を観測し

ている。本年度は，ほぼ毎日（雨天等，厚い雲のある場

合を除く），高度約３８��～７６��のオゾンの鉛直分布

を２４時間連続的に観測し，良好なデータが得られている。

（５）エコオフィス

　本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な

らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設であ

る。このエコオフィスの特徴は，１）断熱材の使用，ペ

アガラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性

能が大幅に向上していること，２）太陽光発電システム

の導入によりオフィス内の電力エネルギー消費の一部を

まかなうこと，３）太陽熱集熱器による温水を冷暖房に

利用して冷暖房エネルギーの削減をはかること等であ

る。なお，太陽光発電システムにおいては現在利用可能

な単結晶，多結晶，アモルファスの３種類の太陽電池を

用いた発電システムを併置し，同じ条件での各発電シス

テムの性能評価が可能である。

　本年度は，前年度に引き続きエコオフィスに導入した

個別の環境低負荷型技術および機器のデータ取得を一年

を通じて行い，省エネ，低���排出の効果を推定する

とともに，照明およびコンセントの瞬時電力消費量デー

タによる需要解析を行った。

（６）����受信施設

　本施設は，米国の地球観測衛星����に搭載された

�����センサの衛星データの受信及び解析を行うため

に設置された施設である。����������は，可視域

から赤外線に合計５バンドを受感する多重分光走査セン

サーである。�����は広い地域を高頻度に観測するこ

とができるのでグローバルな環境変化を抽出するのに適

している。本施設は，２つの受信局で構成されており，

国立環境研究所構内に９５年９月，沖縄県黒島の海中公

園センターに９５年１月に設置された。主な構成機器は，

レドーム付き直径１．２ｍの受信パラボナアンテナ，アン

テナ制御装置，受信機，���装置，制御及び解析用

���ワークステーションである。受信データの記録に

は，４�����テープ６本を格納できるスタッカー装置

を装備している。つくば局と黒島局をあわせると，カム

チャッカ半島から中国，さらにマレー半島付近まで観測

が可能である。

　本年度は，衛星データの定常的な取得，植生指数分布

図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行った。

（７）����情報処理解析施設

　地球環境研究センターは，国連環境計画（����）�地

球資源情報データベース（����）の協力センター

（�����つくば）の機能を果たしている。本施設は，

����情報処理解析システム（平成５年度導入）を中心

とする計算機システムを設置しており，�����つくば

のオリジナルデータの作成，データの加工・解析，デー

タの提供等を行っている。本年度は，引き続き同システ

ムを用いて，����データの提供を行った。

�６�３　共通施設

６�３�１　エネルギー供給施設

　生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

　また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省

エネルギーに努めた。

　本年度末における，エネルギーセンターの施設概要は

次のとおりである。

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



（１）電気設備

　１）特高受電需要設備　６６，０００Ｖ

　　　　変圧器容量　１０，０００���×２台，　

　　　　特高受電所　１カ所，　２�３次変電所　２１カ所

　２）自家発電設備

　　　　非常用ディーゼル発電設備　１，０００���×３台

（２）機械設備

　１）蒸気ボイラー

　　　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　　　１０���×３台

　２）冷凍機

　　　　蒸気二重効用吸収式冷凍機　６００����×４台

６�３�２　廃棄物処理施設

　廃棄物処理施設は，各処理施設と共に順調に稼働した。

　本年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおりで

ある。

（１）処理能力

　１）一般実験排水処理能力　　　３００���

　２）特殊実験排水処理能力　　　１００���

　３）一般固体焼却処理能力　　　１５０����

　４）特殊固体焼却処理能力　　　１００����

（２）排水処理

　本年度における処理水について，表６．３に本構内の汚

水排除基準と霞ヶ浦臨湖実験施設の排水基準および各々

の最高値を示す。

６�３�３　工作室

　研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用

され研究機器等の加工，製作が行われた。
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表６．３　平成１２年度　汚水排除基準













































































































































































































































［資　料］



１．予　　　算

（単位：千円）

注）補正後予算額�
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平成１２年度平成１１年度平成１０年度平成９年度平成８年度区　　　　分

９，２３５，１２９８，７８３，８７７８，４９０，７７１７，９８７，２１０７，４５６，１６７運　営　費

２，３２３，８２４２，２９５，１７５２，３５７，９２３２，３４７，７２２２，２７６，０６５１．人に伴う経費

２，３１４，１０９２，２８５，４３４２，３４８，９２５２，３３８，７２９２，２６７，２７１（１）人件費

９，７１５９，７４１８，９９８８，９９３８，７９４（２）人当庁費

３７４，２２３３８８，２６６３６３，８９６３５７，９３７３４７，５６３２．一般事務処理費

５６１，３２４５５８，４８９５４９，２５９５４９，５３４５０９，３２３３．環境情報関係経費

３４，０５２３４，０５２３２，１７７３２，１７７３１，５８６（１）情報収集等経費

３５３，４２６３５４，５０４３５４，７５１３５５，６０６３０８，７９８（２）情報処理経費

１，０７５１，０７５１，０７５１，０７５１，０６０（３）インターナショナル・リファラルシステム経費

３，３６２３，３０４３，３０５３，２９９３，２４１（４）自然環境保全総合データベース経費

１４８，６２２１４８，６２２１５７，９５１１５７，３７７１６４，６３８（５）環境情報提供システム経費

２０，７８７１６，９３２（６）環境国勢データ地理情報システム整備運営経費

１，１４９，９７８１，０３４，０２５９１２，７８８７８６，４６６６９３，６６０４．研究費

２６４，４００２６２，４７３２４１，１７５２３７，５６７２２８，２６１（１）人当研究費

３２，７６６２８，７２４２８，６７６２８，７５８２８，６７４（２）経常研究費

１７５，２１０１９７，３２０３９７，９８２２９０，９９６２８９，８１１（３）特別研究費

６８，６２２４７，４１６８１，１２５１０１，０９８９９，３３１（４）開発途上国環境技術共同研究費

９０，８９９９４，３５１９９，２１４８９，８８８４７，５８３（５）重点共同研究費

２７，６８８３１，１４２２９，５３１３８，１５９（６）革新的環境監視計測技術先導研究費

３５，５５３３５，２１３３５，０８５（７）環境修復技術開発研究費

３４９，６３６３３７，３８６（８）内分泌攪乱化学物質総合対策研究費

６９，９７０（９）ダイオキシン類対策高度化研究

３５，２３４（１０）廃棄物対策研究費

１，６１５，１００１，６１６，４６１１，４５７，４２５１，４５７，１８４１，４１７，８４３５．大型特殊施設関係経費

２，４４０，３１２２，６７８，７２０２，６５１，９０３２，３０１，２４５２，０９０，６５４６．地球環境研究センター経費

２２，９５９２２，６７８２２，７０７２２，６９４２２，６５３（１）地球環境研究交流推進等経費

１８６，４４７２１０，０８５１５４，２８２１８６，０２６１６６，２４９（２）データベース経費

８１５，７６１８４７，０３３９５２，２４２８１５，８４７７９８，１３６（３）スーパーコンピュータ経費

１，４１５，１４５１，５９８，９２４１，５２２，６７２１，２７６，６７８１，１０３，６１６（４）地球環境モニタリング経費

１０６，８３８１０５，５８２９４，４５９９４，１３０９２，５５７７．環境研修センター事務処理費

３５０，１１３１０７，１５９１０３，１１８９２，９９２２８，５０２８．研修費

３１３，４１７９．独立行政法人移行準備経費

１，８８５，７４０５，６４４，１７４８，９２３，４５８２５４，９８９４６３，１３２施設整備費（環境庁研究所施設費）

８８７，３０３０４３，３３６２９，８１３４０，６３６施設整備費（官庁営繕費）

２，００６，８９７２，２０７，４４５２，３５７，７４２２，０６１，６２８１，９００，４７３移替等経費
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

所　　　長� 大　井　　　玄

副　所　長� 合　志　陽　一

主任研究企画官� 高　木　宏　明

　　研究企画官� 滝　村　　　朗

　　　〃� 牛　場　雅　己

　　　〃　　　（併）� 須　賀　伸　介

　　　〃　　　（併）� 平　野　靖史郎

　　　〃　　　（併）� 杉　山　健一郎

　　国際共同研究官� 植　弘　崇　嗣

　　国際研究協力官� 広　兼　克　憲

総務部長� 斉　藤　照　夫

　　総務課長� 山　本　　　浩

　　　課長補佐� 渡　辺　隆　彦

　　　　�〃� 高　田　雅　之

　　　　総務係長� 吉　成　信　行

　　　　総務係主任� 　　�（欠）

　　　　総務係員� 小　山　勝　利

　　　　　�〃� 田　代　浩　一

　　　　車�庫�長� 阿久津　　　勇

　　　　副車庫長� 染　谷　竹　男

　　　　厚生係長� 名　取　美保子

　　　　厚生係主任� 　　�（欠）

　　　　人事係長� 小　林　浩　治

　　　　人事係主任� 山　口　和　子

　　　　人事係員� 桑　原　　　隆

　　　　業務係長� 川　村　和　江

　　会計課長� 稲　葉　博　士

　　　課長補佐� 久　米　英　行

　　　　経理係長� 高　木　　　勉

　　　　経理係員� 望　月　敦　史

　　　　支出係長� 種　瀬　治　良

　　　　支出係員� 杉　山　　　健

　　　　契約係長� 小　林　良　一

　　　　契約係員� 辻　　　恵　一

　　　　　�〃� 菅　沼　大　輔

　　　　　�〃� 湖　　　昭　英

　　　　調度係長（併）� 久　米　英　行

　　　　調度係員� 下　田　貴　之

　　　　　�〃� 佐　藤　恵　介

　施設課長� 臼　木　民　夫

　　課長補佐� 佐々木　寛　壽

　　　�〃� 竹　内　　　正

　　動物施設専門官� 小　石　　　元

　　生物施設専門官� 糸魚川　　　弘

　　理工施設専門官� 駒　場　勝　雄

　　特殊施設専門官� 土　屋　重　和

　　営繕専門官� 伊　藤　元　雄

　　　管理係長� 工　藤　常　男

　　　共通施設係長� 池　田　利　男

　　　特殊施設係長（併）� 竹　内　　　正

　　　技術係長（併）� 駒　場　勝　雄

　　　係員� 吾　妻　　　洋

地球環境研究グループ統括研究官（併）� 鷲　田　伸　明

　上席研究官� 椿　　　宜　高

　　温暖化現象解明研究チーム総合研究官� 野　尻　幸　宏

　　　主任研究員� 向　井　人　史

　　　　　〃� 町　田　敏　暢

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　温暖化影響・対策研究チーム総合研究官� 甲斐沼　美紀子

　　　主任研究員� 　　�（欠）

　　　　　〃� 　　　〃

　　　研究員� 増　井　利　彦

　　　　〃� 藤　野　純　一

　　オゾン層研究チーム総合研究官� 今　村　隆　史

　　　主任研究員� 秋　吉　英　治

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　　　　〃� 　　　〃

　　酸性雨研究チーム総合研究官� 佐　竹　研　一

　　　主任研究員� 　　�（欠）

　　　　　〃� 　　　〃

　　　　　〃� 　　　〃

　　海洋研究チーム総合研究官� 原　島　　　省

　　　主任研究員� ■　刀　正　行

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　森林減少・砂漠化研究チーム総合研究官� 奥　田　敏　統

　　　主任研究員� 唐　　　艶　鴻

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　野生生物保全研究チーム総合研究官� 高　村　健　二

　　　主任研究員� 志　村　純　子

　　　　　〃� 永　田　尚　志

　　　　　〃� 五　箇　公　一

　　衛星観測研究チーム総合研究官� 中　島　英　彰

　　　主任研究員� 　　�（欠）

　　　研　究　員� 杉　田　考　史

　　主任研究官� 村　野　健太郎
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　　（併）� 中　根　英　昭

　　（併）� 原　沢　英　夫

　　（併）� 畠　山　史　郎

地域環境研究グループ統括研究官� 森　田　昌　敏

　上席研究官� 兜　　　眞　徳

　　交通公害防止研究チーム総合研究官� 田　邊　　　潔

　　　主任研究員� 近　藤　美　則

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　　研　究　員� 松　橋　啓　介

　　都市大気保全研究チーム総合研究官� 若　松　伸　司

　　　主任研究員� 上　原　　　清

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　海域保全研究チーム総合研究官� 木　幡　邦　男

　　　主任研究員� 中　村　泰　男

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　湖沼保全研究チーム総合研究官� 今　井　章　雄

　　　主任研究員� 松　重　一　夫

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　水改善手法研究チーム総合研究官� 鈴　木　規　之

　　　主任研究員� 　　�（欠）

　　　　　〃� 　　　〃

　　　研　究　員� 櫻　井　健　郎

　　大気影響評価研究チーム総合研究官� 高　野　裕　久

　　　主任研究員� 鈴　木　　　明

　　　　　〃� 古　山　昭　子

　　化学物質健康リスク評価研究チーム� 米　元　純　三

　　総合研究官

　　　主任研究員� 高　木　博　夫

　　　　　〃� 曽　根　秀　子

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　化学物質生態影響評価研究チーム� 森　田　昌　敏

　　総合研究官（併）

　　　主任研究員� 多　田　　　満

　　　　　〃� 菅　谷　芳　雄

　　新生生物評価研究チーム総合研究官（併）� 矢　木　修　身

　　　主任研究員� 中　嶋　信　美

　　　　　〃� 岩　崎　一　弘

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　　研究員� 玉　置　雅　紀

　　都市環境影響評価研究チーム総合研究官�新　田　裕　史

　　　主任研究員� 高　橋　慎　司

　　　　　〃� 今　井　秀　樹

　　バイオアッセイ環境リスク評価研究� 国　本　　　学

　　チーム総合研究官

　　　主任研究員� 石　堂　正　美

　　　　　〃� 足　立　達　美

　　開発途上国健康影響研究� 安　藤　　　満

　　チーム総合研究官

　　　主任研究員� 山　元　昭　二

　　　　　〃　　（併）� 田　村　憲　治

　　開発途上国環境改善（水質）研究チーム�稲　森　悠　平

　　総合研究官

　　　主任研究員� 水　落　元　之

　　開発途上国生態系管理研究チーム� 高　村　典　子

　　総合研究官

　　　主任研究員� 福　島　路　生

　　開発途上国環境改善（大気）研究チーム� 森　田　昌　敏

　　総合研究官（併）

　　　主任研究員� 西　川　雅　高

　　主任研究官� 平　野　靖史郎

　　　　〃� 春　日　清　一

　　　　〃� 松　本　幸　雄

社会環境システム部長� 森　田　恒　幸

　上席研究官� 大　井　　　紘

　　環境経済研究室長� 原　沢　英　夫

　　　主任研究員� 青　柳　みどり

　　　　　〃� 日　引　　　聡

　　　　　〃� 川　島　康　子

　　資源管理研究室長� 森　口　祐　一

　　　主任研究員� 森　　　保　文

　　　　　〃� 寺　園　　　淳

　　環境計画研究室長� 乙　間　末　廣

　　　主任研究員� 　　�（欠）

　　　　　〃� 高　橋　　　潔

　　情報解析研究室長� 田　村　正　行

　　　主任研究員� 須　賀　伸　介

　　　　　〃� 清　水　　　明

　　　　　〃� 山　野　博　哉

　　主任研究官� 青　木　陽　二

化学環境部長� 中　杉　修　身

　上席研究官� 藤　井　敏　博

　　計測技術研究室長� 相　馬　悠　子

　　　主任研究員� 久　米　　　博

　　計測管理研究室長� 白　石　寛　明

　　　主任研究員� 伊　藤　裕　康

　　　　　〃� 堀　口　敏　宏

　　動態化学研究室長� 柴　田　康　行

　　　主任研究員� 瀬　山　春　彦

　　　　　〃� 田　中　　　敦

　　　研　究　員� 米　田　　　穣

　　化学毒性研究室長� 彼　谷　邦　光

氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　　主任研究員� 白　石　不二雄

　　　　　〃� 佐　野　友　春

　　主任研究官� 河　合　崇　欣

　　　　〃� 横　内　陽　子

環境健康部長� 遠　山　千　春

　上席研究官� 小　林　隆　弘

　　生体機能研究室長� 藤　巻　秀　和

　　　主任研究員� 持　立　克　身

　　　　　〃� 野　原　惠　子

　　　　　〃� 黒　河　佳　香

　　　研　究　員� 　　�（欠）

　　病態機構研究室長� 青　木　康　展

　　　主任研究員� 松　本　　　理

　　　　　〃� 佐　藤　雅　彦

　　　　　〃� 大　迫　誠一郎

　　　研　究　員� 石　村　隆　太

　　保健指標研究室長� 三　森　文　行

　　　主任研究員� 梅　津　豊　司

　　　　　〃� 山　根　一　祐

　　環境疫学研究室長� 小　野　雅　司

　　　主任研究員� 田　村　憲　治

　　　　　〃� 　　�（欠）

　　　研　究　員� 宮　原　裕　一

大気圏環境部長� 笹　野　泰　弘

　上席研究官� 中　根　英　昭

　　大気物理研究室長� 神　沢　　　博

　　　主任研究員� 菅　田　誠　治

　　　研　究　員� 江　守　正　多

　　　　　〃� 野　沢　　　徹

　　　　　〃� 日　暮　明　子

　　大気反応研究室長� 畠　山　史　郎

　　　主任研究員� 酒　巻　史　郎

　　　　　〃� 高　見　昭　憲

　　　研　究　員� 猪　俣　　　敏

　　　　　〃� 佐　藤　　　圭

　　高層大気研究室長� 杉　本　伸　夫

　　　主任研究員� 松　井　一　郎

　　　研　究　員� 清　水　　　厚

　　大気動態研究室長� 福　山　　　力

　　　主任研究員� 内　山　政　弘

　　　　　〃� 遠　嶋　康　徳

　　　研　究　員� 高　橋　善　幸

水土壌圏環境部長� 渡　辺　正　孝

　上席研究官� 大　坪　國　順

　　水環境質研究室長� 内　山　裕　夫

　　　主任研究員� 冨　岡　典　子

　　　　　〃� 徐　　　開　欽

　　　研　究　員� 越　川　　　海

　　水環境工学研究室長� 村　上　正　吾

　　　主任研究員� 牧　　　秀　明

　　　研　究　員� 亀　山　　　哲

　　　　　〃� 中　山　忠　暢

　　土壌環境研究室長� 高　松　武次郎

　　　主任研究員� 向　井　　　哲

　　　　　〃� 林　　　誠　二

　　　研　究　員� 村　田　智　吉

　　　　　〃� 越　川　昌　美

　　地下環境研究室長� 陶　野　郁　雄

　　　主任研究員� 土　井　妙　子

　　　　　〃� 稲　葉　一　穂

　　　研　究　員� 　　�（欠）

生物圏環境部長� 渡　邉　　　信

　上席研究官� 畠　山　成　久

　　環境植物研究室長� 竹　中　明　夫

　　　主任研究員� 名　取　俊　樹

　　　　　〃� 戸　部　和　夫

　　　研　究　員� 吉　田　勝　彦

　　環境微生物研究室長� 笠　井　文　絵

　　　主任研究員� 広　木　幹　也

　　　　　〃� 河　地　正　伸

　　生態機構研究室長� 野　原　精　一

　　　主任研究員� 宮　下　　　衛

　　　　　〃� 佐　竹　　　潔

　　　　　〃� 上　野　隆　平

　　　研　究　員� 矢　部　　　徹

　　分子生物学研究室長� 佐　治　　　光

　　　主任研究員� 久　保　明　弘

　　　　　〃� 青　野　光　子

　　　研　究　員� 　　�（欠）

�



任期付き研究員等

（ア）「一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律」

　　　（平成９年６月施行）による任期付任用制度に基づく任用者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

（イ）外国人の任用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

廃棄物研究部長� 酒　井　伸　一

　　廃棄物管理計画研究室長� 後　藤　純　雄

　　　主任研究員� 大　迫　政　浩

　　廃棄物資源化・処理研究室長� 池　田　　　孝

　　　主任研究員� 山　田　正　人

　　最終処分工学研究室長� 井　上　雄　三

　　廃棄物試験・評価研究室長� 安　原　昭　夫

　　　主任研究員� 橋　本　俊　次

　　　研　究　員� 山　本　貴　士

環境情報センター長� 高　橋　　　進

　　情報管理室長� 阿　部　重　信

　　　室長補佐� 桑　原　伸　充

　　　情報システム専門官（併）� 佐々木　寛　壽

　　　　連絡調整係長� 佐々木　淳　一

　　　　電算機管理係長（併）� 阿　部　裕　明

　　　　電算機管理係員� 井　原　啓　太

　　　　電算機運用係長� 阿　部　裕　明

　　　　国際情報係員（併）� 鶴　田　慎二郎

　　情報整備室長� 小　沢　晴　司

　　　数値情報専門官� 杉　原　祐　二

　　　　調査係員� 鶴　田　慎二郎

　　　　整備係長� 宮　下　七　重

　　　　管理係長� 松　井　文　子

　　研究情報室長� 鈴　木　和　男

　　　学術情報専門官� 杉　山　健一郎

　　　　研究情報係主任� 木　村　幸　子

　　　　照会検索係長� 古　田　早　苗

　　　　図書資料係長� 猪　爪　京　子

　　　　普及係長� 赤　塚　輝　子

地球環境研究センター長（副所長充て職）� 合　志　陽　一

　総括研究管理官� 井　上　　　元

　　　研究管理官� 藤　沼　康　実

　　　　　〃� 清　水　英　幸

　　　　　〃� 横　田　達　也

　　　　　〃� 山　形　与志樹

　　　　主任研究員� 一ノ瀬　俊　明

　　　　業務係長� 成　島　克　子

　　　　交流係長� 宮　部　　　徹

　　　　観測第１係長（併）� 高　田　雅　之

　　　　観測第１係員（併）� 田　代　浩　一

　　　　観測第２係長� 　　�（欠）

　　　　観測第２係員� 酒　向　　　健

環境研修センター所長� 柳　下　正　治

　　　研修企画官� 望　月　時　男

　　　　庶務課長� 川　崎　俊　郎

　　　　庶務係長� 前　田　征　孝

　　　　運�転�手� 佐久間　　　啓

　　　　用�務�手� 五十嵐　光　子

　　　　会計係長� 小　島　繁　雄

　　　　会計係員� 古　川　真　弓

　　　　教務課長� 菊　池　光　彦

　　　国際研究協力専門官� 常　冨　　　豊

　　　　教務係長� 関　口　幸　子

　　　　教務係員� 猪　又　勝　徳

　　　　国際研修企画係員� 持　田　弥穂子

　　　主任教官� 牧　野　和　夫

　　　　教　　官� 中　村　勇　兒

　　　　　�〃� 渡　辺　靖　二

　　　　　�〃� 四ノ宮　美　保

　　　　　�〃� 大　高　広　明

　　１２　　１１平成１０年　　　度

０００招 へ い 型 任 用 者 数

０１３若 手 育 成 型 任 用 者 数

　　１２　　１１　　１０　　９　　８　　７平成６年　　度

１１任用者数



４．客員研究員等の状況

①　客員研究員　　　　　　　　３８３名

　　　　国立大学　　　　　　　１７１名

　　　　公立大学　　　　　　　　３２名

　　　　私立大学　　　　　　　　５８名

　　　　国立研究機関　　　　　　２０名

　　　　地方公害研究所　　　　　６５名

　　　　公益法人　　　　　　　　１４名

　　　　民間企業　　　　　　　　　４名

　　　　その他　　　　　　　　　１２名

　　　　外国人　　　　　　　　　　７名

②　共同研究員　　　　　　　　　９８名（内５６名フェロー）

　　　　国立大学　　　　　　　　　８名

　　　　私立大学　　　　　　　　　３名

　　　　地方公害研究所　　　　　　２名

　　　　公益法人　　　　　　　　　６名

　　　　民間企業　　　　　　　　　８名

　　　　その他　　　　　　　　　　４名

　　　　外国人　　　　　　　　　６７名（内５６名フェロー）

③　研究生　　　　　　　　　　　８８名

　　　　国立大学　　　　　　　　４９名

　　　　公立大学　　　　　　　　　４名

　　　　私立大学　　　　　　　　２８名

　　　　外国人　　　　　　　　　　７名

客員研究員等合計　　　　　　　５６９名

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



５．国際交流及び協力等

（１）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）

（２）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）

開催期間場　所開催地国�際�会�議�名

１２．５．２９～３０ホテルインターコン
チネンタル東京ベイ

東　京地球環境変動の制度的側面に関する国際会議

１２．９．２７～２９北海道大学開学
１００年記念会館

北海道フラックス観測・ネットワーク国際ワークショップ

１２．１１．１２～１５���������	
��
������

米国メリーラン
ド州ベゼス

日米合同地球変動ワークショップ－環境と健康－

１３．２．９国連大学東京・渋谷気候変動レジームの国内政策決定に関するワークショップ

１３．２．２８～　
　　　　３．３

国立環境研究所茨城・つくば内分泌撹乱化学物質による環境汚染とその影響評価手法に関する日米
　国際ワークショップ

担当部等相手先機関名等課　題　名国　　名

水土壌圏環境部テネシー大学微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発アメリカ合衆国

地球環境研究センター米国海洋大気局地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定

地域環境研究グループ米国環境保健研究所地域社会の罹患率に及ぼす気候変化と環境劣化による健康
影響の研究

地域環境研究グループアラスカ大学森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響

生物圏環境部スミソニアン研究所湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響
評価

生物圏環境部デューク大学ファイトトロン研究ネットワークの構築

環境健康部国立環境評価センター
（ＥＰＡ）

粒子状物質の測定法の標準化および健康影響に関する研究

大気圏環境部デンバー大学����による大気微量物質鉛直分布観測ネットワークの
フィージビリティーに関する研究

地域環境研究グループシェフィールド大学酸性雨による建造物からの有害金属溶出形態に関する研究イ ギ リ ス

環境健康部ケンブリッジ大学In vivo ＮＭＲ分光法の開発とその環境健康問題への適用

環境健康部ロウェット研究所ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ
す環境汚染の影響

生物圏環境部陸水生態研究所藻類及び原生動物

地球環境研究グループシェフィールド大学野生生物の保全と繁殖に関する生物学

地球環境研究センターニューキャッスル大学大気環境変動が作物及び野生生物に及ぼす影響

化学環境部オックスフォード大学加速器質量分析法とクロマトグラフィーの結合による放射
性核種測定方法の高度化に関する共同研究

化学環境部ウェールズ　スワンシー大学環境大気及びフレームの中間生成体に関する研究

化学環境部ダンディー大学日英の水域に発生する糸状藍藻類オッシラトリア及びノス
トックの新規有毒物質の化学構造と生体影響

水土壌圏環境部ワーヴック大学メタン酸化細菌の分子生物学及び生態学に関する研究

大気圏環境部ケンブリッジ大学３次元モデルを用いた成層圏オゾン層観測データの解析に
関する研究

地球環境研究グループシェフィールド大学地球環境汚染のタイムカプセル・樹木入皮による汚染監視
に関する研究

生物圏環境部大英博物館円石藻類の多様性と系統に関する研究

地域環境研究グループオックスフォード大学肺胞マクロファージの粒子貧食機構

化学環境部テルアビブ大学超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究イスラエル
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

担当部等相手先機関名等課　題　名国　　名

化学環境部　
地域環境研究グループ

西オーストラリア海洋研究所海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究オーストラリア

大気圏環境部
地球環境研究センター

ＣＳＩＲＯ地球環境モニタリングに関する研究協力

生物圏環境部ニューサウスウェールズ大学微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データベー
スの構築

生物圏環境部ユトレヒト大学湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為的評価オ ラ ン ダ

地球環境研究グループ海洋科学研究所北太平洋における大気・海水間の二酸化炭素交換の研究カ ナ ダ

化学環境部大気環境局極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気

化学環境部ブリティッシュコロンビア大学北太平洋海域における化学物質の動態解明

環境健康部ウェスタン・オンタリオ大学遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開
発に関する研究

地球環境研究グループ海洋研究所定期航路船舶を利用した汚染に関する研究韓 国

地球環境研究グループ海洋研究所定期航路船舶を利用した残留性有機汚染物質（����）の
長距離移動についての研究

地球環境研究グループ韓国科学技術研究院　
環境研究センター

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地
上観測

地域環境研究グループ国立慶尚大学校先端産業関連物質の健康影響に関する研究

社会環境システム部国立慶北大学校景観評価の国際比較（日本列島と朝鮮半島を例として）

地域環境研究グループ国立麗水大学校韓国における有機スズ汚染と巻き貝類のインポセックスの解明

地域環境研究グループ国立環境研究院外因性内分泌攪乱物質の評価・試験法

地域環境研究グループ国立環境研究院有害藻類の発生現況モニタリングと窒素，リン除去対策に
関する研究

大気圏環境部国立環境研究院北東アジアにおける大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着
の観測に関する研究

環境健康部カロリンスカ研究所人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価スウェーデン

地域環境研究グループウプサラ細胞毒性研究所In vitro系を用いたリスクアセスメント手法の開発

環境健康部バルセロナ自治大学環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発ス ペ イ ン

地域環境研究グループ環境科学研究院中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究中 国

地域環境研究グループ環境工程研究所
精華大学

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開
発に関する研究

地域環境研究グループ中国科学院沈陽応用生
態研究所

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処
理システム開発に関する研究

地域環境研究グループ中日友好環境保全センター環境標準試料の作製と評価

大気圏環境部中日友好環境保全センター乾性降下物の現状調査及び測定方法の確定

水土壌圏環境部国家海洋局，青島海洋大学東海特定海区河川経由環境負荷がその生態系に与える影響

環境健康部北京医科大学・
環境医学研究所

重金属による人の健康影響に関する日中共同研究

水土壌圏環境部中国環境科学院中国太湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による
水環境修復技術開発に関する研究

地域環境研究グループ日中友好環境保全センターダイオキシンの汚染状況の解明等に関する調査研究

地域環境研究グループ国家環境保護総局，
同済大学

生活汚水処理過程で発生する地球温暖化ガスの抑制技術の
開発に関する研究

地域環境研究グループ貴州省環境保護科学研究所貴州省紅楓湖，百花湖流域における生態工学を導入した富
栄養化抑制技術の開発に関する研究

地球環境研究グループドイツ気象庁ホーエンパ
イセンベルク気象観測所

レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究ド イ ツ

地球環境研究グループ連邦教育科学研究技術省衛星，航空機センサー等による極地オゾン層観測研究



�
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

担当部等相手先機関名等課　題　名国　　名

地域環境研究グループヴッパータール気候環
境エネルギー研究所

総物質収支に関する日独比較研究ド イ ツ

社会環境システム部連邦環境庁環境負荷の評価手法

大気圏環境部バイロイト大学地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究

水土壌圏環境部カールスルーエ核研究
センター

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究

地球環境研究グループアルフレッド・ウェゲナー
研究所

大気微量気体の衛星観測（ＡＤＥＯＳプロジェクト）

地球環境研究グループノルウェー大気研究所成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究ノルウェー

地球環境研究センターＧＲＩＤアーレンダール地球環境データベース

地球環境研究グループヘルシンキ大学酸性環境におけるコケ植物の重金属蓄積に関する研究フィンランド

地球環境研究グループＣＮＲＳ・マリー／ピエー
ルキュリー大学

衛星からのオゾン層観測フ ラ ン ス

地域環境研究グループアーマントゥルーソー病院大気汚染物質による肺障害評価

生物圏環境部パスツール研究所シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究

生物圏環境部ピカルディー大学植物の環境適応機構の分子生物学的研究

化学環境部ピエール＆マリー・
キューリー大学

環境大気およびフレーム中の中間生成体に関する研究

生物圏環境部カーン大学大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

地域環境研究グループ国立保健医学研究所環境汚染物質の毒性発現におけるホルモン調節

地域環境研究グループ育種馴化研究所植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究ポーランド

環境健康部労働・環境健康研究所大気汚染物質による健康リスク評価手法の確立

化学環境部陸水学研究所バイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究ロ シ ア

地球環境研究センター凍土研究所凍土地帯からのメタン発生量の共同観測

地球環境研究センター微生物研究所湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究

地球環境研究センター中央大気観測所シベリアにおける温室効果気体の航空機観測

大気圏環境部太陽地球物理学研究所シベリア領域における����等による大気微量物質に関す
る研究

地球環境研究センターヤクーツク生物学研究所，
永久凍土研究所，
太陽海洋研究所

シベリアにおける永久凍土地域における環境変動とその温
暖化への影響

化学環境部湖沼学研究所，
地球化学研究所，
太平洋海洋研究所

バイカル国際生態学研究プロジェクト

地球環境研究センター大気光学研究所シベリアにおける温室効果ガスの高度分布観測

生物圏環境部生物学・土壌科学研究所湿地生態系管理に関する共同研究



（３）国際協力協定等
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国立環境研究所年報（平成１２年度）
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日本国環境庁国立環境研究所及び中華人民共和国上海交通大学との間の湖沼水質改善バイオ・エコ技術の国際共
同研究の推進に関する取決め（２０００：日本語及び中国語を正文）

日本国環境庁国立環境研究所と中国科学院地理科学与資源研究所「環境資源関連分野における国際共同研究に
関する総括協議書」

日本国環境庁国立環境研究所と中国吉林省環境保護研究所との「湿地生態系の管理についての共同研究」に関
する覚書

中 国
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　　①招へい外国人研究者
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　　③共同研究員
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１２�５�１０～１３�３�３１森林における光合成活性の現地測定手法の開
発

山形与志樹梁　乃申（��������）中 国

１２�６�１９～１３�３�３１生活排水，湖水の浄化後の汚泥残さの効果的
処理技術の開発

稲森　悠平楊　瑜芳（�����������）

１２�７�１４～１３�３�３１生態工学を活用した高度化技術構築の基礎と
なる有用微小動物の定着化活用システムの開
発

稲森　悠平丁　国際（��������	�）

１２�６�２２～１３�３�３１温室効果ガスフラックスのモデリング井上　　元��������	
����ロ シ ア

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１２�５�１５～１２�７�１４電力産業における公害防止協定の効果日引　　聡����������	�
アメリカ合衆国

９�９�１～１２�１１�３０カワトンボにおける繁殖先楽の多型と免疫シ
ステムに関する研究

椿　　宜高�����������	
�イ ギ リ ス

１０�６�１０～１２�６�９環境ヒ素の化学形態の解明と効率的除去方法
の開発

柴田　康行�����������	
��イ ン ド

１０�１１�２～１２�１１�１大気有害物質に曝露した肺における遺伝子発現平野靖史郎���������	
�����������

１２�４�１～１３�３�３１２，３，７，８�四塩化ジベンゾ���ダイオ
キシンの���におけるアロマターゼ活性に及
ぼす影響

米元　純三����������	��

１２�５�１５～１３�３�３１ダイオキシン類の生成反応と毒性指標に関す
る計算機化学

藤井　敏博�����������	�
���

１２�５�２３～１３�３�３１環境産業のマクロ経済的効果に関するモデル
分析

森田　恒幸����������

１２�８�２９～１３�３�３１バイオ�エコシステムを活用した生活系，事
業場排水の���，���抑制対策中核技術の
汎用化と普及に関する研究

稲森　悠平���������		

１２�１０�１～１３�３�３１低エネルギー消費型窒素，リン除去活性汚泥
法におけるバイオマス発生抑制技術の開発

稲森　悠平����������	�
��������

１２�１０�１～１２�１２�３１大気中における光化学����の生成に対する
塩素原子添加効果

畠山　史郎���������	
��������

１２�１１�２～１３�２�１フッ素イオンに曝露した細胞におけるアポ
トーシス

平野靖史郎���������	
�����������

１０�６�１～１２�５�３１生物多様性評価モデルとしてのシアノバクテ
リアの分子分類と系統

渡邉　　信���������	���
�����オーストラリア

１２�１０�１～１３�３�３１エネルギー・物質資源消費の体系的把握とこ
れからの相互関係に関する総合的解析・モデ
ル化

森口　祐一���������	
�
�オ ラ ン ダ

１２�８�８～１２�１１�３０森林吸収アカウンティング方式の事例解析評
価

山形与志樹���������	

カ ナ ダ

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１２�６�１５～１２�７�２８環境に配慮した観光計画手法の研究青木　陽二烏　　恩（�����）中 国

１３�１�１５～１３�３�１４大型光化学チャンバーを用いた気相化学反応
の研究

畠山　史郎張　　俊（��������	
��）

１２�８�１～�１３�３�３１大気化学及び燃焼プロセスに関するフリーラ
ジカルのキャラクタリゼーション

藤井　敏博�������，���������	
��フ ラ ン ス
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国立環境研究所年報（平成１２年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１２�１１�１３～１３�１�３１粘土鉱物及び天然有機物質と重金属との表面
反応

瀬山　春彦����������	�カ ナ ダ

１０�４�１６～１２�４�１５浅い富栄養湖（霞ヶ浦）での生物相互作用及
び生物と水質の関係の解明

高村　典子金　白虎（��������	�
）韓 国

１１�１０�１０～１３�３�３１変異原物質検出用遺伝子導入ゼブラフィッ
シュの開発

青木　康展李　在晟（�����������	
）

１１�１１�１～１３�３�３１微生物固定化を導入した下水道処理プロセス
における���放出及び窒素除去の特性

稲森　悠平金　正 淑（��������	

����）

１１�１１�１６～１２�１１�３水生生物の相互関係解明を通じての湖沼生態
系管理に関する研究

高村　典子河　　景（��������）

１１�１２�２１～１２�１０�２４下水からの生物学的栄養素除去の高度化に関
する研究

稲森　悠平南　光 鉉（���������	
���）

１２�７�３１～１３�２�２６生態系モデルを用いた水質改善技術開発と評
価

稲森　悠平魏　晟旭（��������	�
�）

１３�１�４～１３�３�３栄養制限条件下における植物プランクトンの
形態変化及び捕食者に与える影響

高村　典子河　　景（��������）

１３�１�４～１３�３�３１動物プランクトンと魚の捕食圧におけるシア
ノバクテリアから発生する毒素の変化

高村　典子張　民豪（���������	
）

１３�２�２７～１３�３�３１各種農薬が水圏モデル生態系としてマイクロ
コズムに及ぼす影響評価

稲森　悠平魏　晟旭（��������	�
�）

１２�１０�２６～１２�１２�２４樹木入皮を用いる環境汚染史解明に関する研
究

佐竹　研一���������	
���
��	�スウェーデン

１１�７�１～１３�３�３１陸面における炭素交換過程のモデル化神沢　　博張　佳華（����������	�）中 国

１１�１０�１～１３�３�３１中国における砂漠化対策技術の評価に関する
研究

戸部　和夫邱　国玉（����������）

１２�１�１０～１２�４�９中国固有のエネルギーシステムをシミュレー
ションするモデルの開発

甲斐沼美紀子楊　宏 偉（��������	
����）

１２�２�１～１３�３�３１重金属の発癌のメカニズムの解明曽根　秀子賈　光　（���������）

１２�３�１～１３�３�３１地球温暖化に伴う温度・降雨変化と生物生産
に与える影響

渡辺　正孝楊　永輝（���������	��）

１２�４�１～１３�３�３１ヒト肺血管内皮組織モデルの構築及びディー
ゼル排気微粒子の毒性評価への応用

持立　克身白　禹詩（���������）

１２�４�１～１３�３�３１中国北部・東北部地域の持続可能性診断用
ディジタル地図セットの構築－���による中
国北部・東北部の土地潜在生産性の評価－

大坪　國順王　勤学（���������	
）

１２�７�１～１３�３�３１バイオ�エコシステムを活用した生活系，事
業場系排水の���，���抑制対策中核技術
の汎用化と普及に関する研究

稲森　悠平桂　萍（��������）

１２�７�３０～１３�３�３１ダイオキシンの受精卵への影響評価に関する
研究

大迫誠一郎呉　慶（����）

１２�８�３～１３�３�３１ダケカンバの衰退とオゾン等環境要因との関
係の解析

清水　英幸馮　延文（�����������）

１２�８�８～１３�３�３１長江経由の環境負荷予測に関する国際研究渡辺　正孝張　継群（��������	
�）

１２�９�２１～１３�３�３１中国における���の有効性と持続的発展へ
の効果

甲斐沼美紀子楊　宏 偉（��������	
����）

１２�１０�１～１２�１２�３１衛星データを用いた中国草地及び生産性の退
化過程

大坪　國順辛　暁平（������������）

１２�１１�２７～１３�３�３１産業部門からの温室効果ガス排出の精度管理
－中国における家畜の腸内発酵によるメタン
は移出量推計の改善－

清水　英幸菫　紅敏（������������）

１３�２�１～１３�３�３１高度廃水処理システムとしての植物連鎖系型
浄化機能強化汚泥減量化技術の確立

稲森　悠平孫　麗偉（���������）

１３�２�２８～１３�３�３１高濃度���に対する作物の生理特性清水　英幸陳　素英（��������	
�）



�

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　名

１３�３�１～１３�３�３１多元素・化学形態分析法の開発並びに生物，
医学，環境試料への応用

柴田　康行鄭　　建（���������	）中 国

１３�３�１～１３�３�３１廃棄物管理における有害化学物質のサブスタ
ンスフロー及びマテリアルフローに関する研
究

井上　雄三梁　鎮宇（���������	�
）

１３�３�１～１３�３�３１遼河三角州における土地利用変化過程と駆動
因子に関する研究

田村　正行楊　翠芬（��������	
�）

１２�８�１８～１３�３�３１中国における砂漠化評価のための指標に関す
る研究

戸部　和夫高　　永（��������）中 国
（内モンゴル）

１１�７�１～１３�３�３１バクテリアー殺藻類剤による有毒アオコの選
択的制御と毒素ミクロシスチンの無害化

渡邉　　信����������	��ド イ ツ

１１�１０�１５～１３�３�３１自動車排気ガスを中心とする化学燃料排ガス
の芳香族炭化水素の大気中での光酸化反応

鷲田　伸明��������	�
�

１２�４�１～１２�７�３１衛星搭載ライダーにおける多重散乱効果の評
価

杉本　伸夫����������	��

１２�１０�７～１３�３�３１����データ等を用いた雲／極成層圏雲の検
出に関する研究

横田　達也���������	
��	���	

１２�１１�２６～１２�１２�２５排出権取引と���の相互関係に関わるモデ
ル解析

川島　康子���������	��
���パキスタン

１１�１０�１～１３�３�３１環境中ヒ素のスペシエーション：バングラ
デッシュの場合

柴田　康行�����������	
���バングラディシュ

１２�４�１～１３�３�１森林・土壌部門からの温室効果ガス排出の精
度管理－熱帯����における様々な休閑地系
の炭素貯蔵量推計の改善－

清水　英幸������������	
���
��������

フィリピン

１２�５�２２～１２�８�２１地球環境変動の指標生物に関する評価研究河地　正伸���������	�
����フ ラ ン ス

１２�１２�１５～１３�３�３１３次元化学輸送モデルと����データの比較
による成層圏の脱硝過程及び極成層圏雲の挙
動について

中島　英彰��������	
	��	

１２�５�２４～１３�３�３１衛星センサーデータ処理におけるエアロゾ
ル・非ガス成分及びガス成分の同時算出に関
する研究

中島　英彰����������	
�������ベラルーシ

１２�４�１～１２�３�３１有機硫黄化合物の光化学酸化反応に関する研
究

畠山　史郎���������	
������
ルーマニア

１３�１�１５～１３�３�１４有毒シアノバクテリアの増殖に及ぼす金属イ
オン形態

彼谷　邦光���������	
���

１０�１１�２５～１２�１１�２４��＋イオンの付加反応を利用したプラズマ
及び大気中非発光フリーラジカルの検出と定
量

藤井　敏博���������	�
����ロ シ ア

１２�５�２４～１３�３�３１光化学モデルを用いたオゾン層破壊の解明中根　英昭���������	
�������ロ シ ア

１２�５�２４～１３�３�３１森林モデルの開発井上　　元��������	�
����	���
��������	
�

１２�９�１８～１２�１２�１８森林吸収アカウンティング方式の数理手法開
発

山形与志樹����������	�
����������

１２�１０�２２～１２�１１�３０東シベリアヤクーツク上空のオゾン及びオゾ
ン層破壊関連物質の挙動

中根　英昭���������	
�������



　　④研究生

　２）環境研修センター
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期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１２�６�１９～１３�３�３１リモートセンシングによる霞ヶ浦の水質計測田村　正行���������	
�������イ ン ド

１１�５�２４～１３�３�３１湿原における植物遺骸分解過程に係わる微生
物

内山　裕夫　　　　�（��������）中 国

１１�８�１～１２�９�３０内分泌攪乱物質が生殖に及ぼす影響の分析化
学的研究

堀口　敏宏陸　　明（�������）

１２�４�１～１３�３�３１中国における地球温暖化農業モデルの開発森田　恒幸游　松財（���������	
）

１２�１２�１５～１３�３�３１ビスマスの土壌中動態に関する研究高松武次郎侯　　紅（��������）

１１�８�９～１３�３�３１霞ヶ浦の植物連鎖が係わる重金属の生物濃縮田中　　敦�����������	
�������
������

バ ン グ ラ
ディッシュ

研修期間研　　修　　課　　題受け入れ先氏　　　　　名国　　名

１２�１０�１０～１２�１１�２４����集団研修
環境モニタリング（水質）

環境研修センター��������	
��
　��������	

ボスニア－
ヘルツェゴビナ

　　　　　〃〃���������	�
����
��ブ ラ ジ ル

　　　　　〃〃����������	
��
��
��������	�
�

チ リ

　　　　　〃〃������������	�

������

エ ジ プ ト

　　　　　〃〃��������	
��
�
��

���������	�
�

ホンデュラス

　　　　　〃〃����������	

����������

キ リ バ ス

　　　　　〃〃����������	
���
�
�������

フィリピン

　　　　　〃〃��������	��
��	��
�����

フィリピン

　　　　　〃〃���������
　��������

スリランカ

　　　　　〃〃��������	

�����������

ジンバブエ

　　　　　〃〃����������	
中 国

　　　　　〃〃�����������	
����
��������	�

���

エ ジ プ ト

１３�２�２６～１３�３�２９����チリカウンターパート環境研修〃����������	
���
����������	


チ リ



６．共同研究等の状況

（注）１　一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合は，それぞれ該当する機関の欄に計

　　　　上する。（複数あり）

　　　２　「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

　　　３　「特殊法人等」は特殊法人及び認可法人。

　　　４　国際共同研究は，二国間政府間協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されて

　　　　いるものの合計（１２年度）
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共　　同　　研　　究　　等　　の　　件　　数　　　　　　　　　　区　分

年　度　　　　　　　　　　

計国　外国　　　　　　　　　　内

その他
　地方

民　間
企　業

公　益
法　人

特殊法
人等　

公・私
立大学

国　立
大　学国　研

１５１１０４１５１２６２３共　同　研　究１２

受　託　研　究

１６５０１１１４１３０３３９４０委　託　研　究

３１６合　　　　　計



７．研究所行事及び研究発表会，セミナー等活動状況

（１）研究所

　１）研究所行事

　２）国立環境研究所セミナー

　３）第１６回全国環境・公害研究所交流シンポジウム

　　　　開催日：平成１３年２月１４日，１５日　　　　�場　所：国立環境研究所大山記念ホール

（２）研修センター
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所　　　属発　表　者題　　　　　　　　名年月日���

環境事業計画研究所所長吉村　元男風景のコスモトロジー１２．９．１９第１回

人間総合科学大学教授新井　康允脳から見た男と女１２．１０．１７第２回

フランス国立社会科学高等
研究院教授

オギュスタン・
ベルク

地球環境変化と景観１３．２．７第３回

所　　　属発　表　者題　　　　　　　　　　　　　　目

国立環境研究所大井　　玄開会挨拶

環境省山田　範保来賓挨拶

国立環境研究所新田　裕史基調講演
　��２．５／���の健康影響に関する疫学研究の動向

横浜市環境科学研究所平野耕一郎
研究発表
　����，�����，�β�線吸収式自動測定機と���による環境大気
　　中��２．５濃度の測定比較

横浜市環境科学研究所平野耕一郎　��（または���）による��２．５濃度測定の問題と課題

兵庫県立公害研究所池澤　　正　道路沿道の局地���高濃度汚染とその対策について

国立環境研究所上原　　清　風洞実験による道路沿道の高濃度汚染気候に関する研究

東京都環境科学研究所石井康一郎　自動車用トンネルを利用した排出ガス調査法について

東京都環境科学研究所秋山　　薫　ディーゼル排出ガスに含まれる粒子状物質の特徴

国立環境研究所若松　伸司　地公研と国環研とのＣ型共同研究の紹介

島根県保健環境科学研究所藤原　　誠　島根県における光化学オキシダント濃度の特徴

国立環境研究所菅田　誠治　大気質モデルによる大陸スケールの物質動態の解析

京都府保健環境研究所山川　和彦　大気常時監視システムの活用について

国立環境研究所森口　祐一　環境リスク評価のための統合情報システムの構築と都市大気汚染
　　問題への適用

国立環境研究所合志　陽一閉会挨拶

事　　　　　項年�月�日

（科学技術週間）施設一般公開１２．�４．２０

（環境月間）国立環境研究所公開シンポジウム２０００
－２１世紀への環境研究のプロローグ－（於：東京）

　���６．��６

事　　　　　項年�月�日

（環境月間）施設一般公開１２．�６．１０

第２０回地方公害研究所と国立環境研究所との協力
に関する検討会

　　２．１５

事　　　　　　　　　　　　　　項年�月�日

環境研修センター施設一般公開１２．�６．１０



８．委員会への出席等
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氏　　　　名委　　　嘱　　　名委　　嘱　　先

環境省

森田昌敏，森田恒幸，遠山千春，
中杉修身，酒井伸一，白石寛明

中央環境審議会専門委員，臨時委員　審議会等

小野川和延，滝村　朗総合研究推進会議幹事　総合環境政策局

森田恒幸，日引　聡環境政策における経済的手法活用検討会委員

森田昌敏環境測定分析検討会委員

伊藤裕康，稲葉一穂，山本貴士環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委員

伊藤裕康，鈴木規之環境測定分析検討会統一精度管理調査部会超微量有害化学物質検
討分科会委員

渡辺正孝，渡邉　信生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会委員

渡辺正孝，若松伸司，森口祐一大気・水・環境負荷分野の環境影響評価技術検討会委員

五箇公一，青木康展，国本　学，
米元純三，菅谷芳雄，白石寛明，
柴田康行

化学物質審査検討会委員

森口祐一事業者の環境パフォーマンス指標に関する検討会委員

畠山成久，菅谷芳雄生態影響���評価分科会委員　環境保健部

中杉修身，畠山成久生態影響評価分科会委員

国本　学，五箇公一，白石寛明化学物質安全性評価検討会委員

森田昌敏，中杉修身化学物質環境調査総合検討会委員

中杉修身，畠山成久化学物質環境調査総合検討会（環境調査第一分科会）委員

松本幸雄，田邊　潔，白石寛明，
堀口敏宏

化学物質環境調査総合検討会（環境調査第二分科会）委員

白石寛明化学物質環境調査総合検討会（検出下限検討分科会）委員

田邊　潔化学物質環境調査総合検討会分析法（大気系）分科会委員

白石寛明化学物質環境調査総合検討会分析法（水系）分科会委員

森田昌敏，渡辺正孝内分泌攪乱化学物質問題検討会委員

森田昌敏ダイオキシン類排出量削減検討会委員

遠山千春，森田昌敏，鈴木規之，
田邊　潔

ダイオキシン類精密暴露調査検討会委員

新田裕史，森口祐一，小野雅司環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員

甲斐沼美紀子温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会委員　地球環境局

森口祐一温室効果ガス排出量算定方法検討会エネルギー・工業プロセス分
科会委員

中根英昭温室効果ガス排出量算定方法検討会ＨＦＣ等ガス分科会委員

森田恒幸，渡辺正孝，若松伸司日中環境協力検討会委員

若松伸司日中環境開発モデル都市構想専門家委員会委員

松本幸雄，若松伸司，上原　清自動車排出ガス測定局適正配置検討会委員　環境管理局

若松伸司，福山　力自動車排出ガス低減効果評価検討会委員

森田昌敏，遠山千春，鈴木規之，
田邊　潔

ダイオキシン類長期大気曝露影響調査検討会委員

森田昌敏，伊藤裕康，鈴木規之，
橋本俊次，櫻井健郎

ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会委員

森田昌敏，中杉修身，若松伸司，
森口祐一，新田裕史，田邊　潔，
藤巻秀和

ディーゼル排気微粒子リスク評価検討会委員

森口祐一道路交通騒音対策検討会委員

鷲田伸明，今村隆史，青木康展，
中根英昭

成層圏オゾン層保護に関する検討会委員



�
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氏　　　　名委　　　嘱　　　名委　　嘱　　先

高松武次郎，畠山史郎，
佐竹研一，村野健太郎

酸性雨対策検討会生態影響分科会委員

村野健太郎，畠山史郎，
福山　力

酸性雨対策検討会大気分科会委員

村野健太郎東アジア酸性雨モニタリングネットワーク推進検討会委員

森田昌敏，田邊　潔大気汚染に係る重金属等による長期曝露影響調査検討会委員

森田恒幸廃棄物・リサイクル対策における経済的手法の活用方策の在り方
　に関する検討会委員

　水環境部

田邊　潔，安原昭夫ダイオキシン類未規制発生源調査検討会委員

中杉修身土壌・地下水汚染対策技術検討会委員

中杉修身土壌の含有量リスク評価検討会委員

中杉修身土壌環境保全対策の制度の在り方に関する検討会委員

稲森悠平農薬生態影響評価検討会委員

白石寛明農薬登録保留基準設定技術検討会委員

森田昌敏未査定液体物質査定検討会委員

稲森悠平水環境に係る微生物指標検討会委員

森田昌敏水質分析方法検討会委員

渡邉　信，奥田敏統自然環境保全基礎調査検討会委員　自然保護局

渡邉　信絶滅のおそれのある野生生物の選定・評価検討会委員

渡邉　信，高橋慎司野生生物保護対策検討会委員

内閣府

森田昌敏ダイオキシン類・環境ホルモン対応評価・助言会議委員　内閣内政審議室

森田昌敏，白石寛明遺棄化学兵器処理技術検討調整会議委員　遺棄化学兵器処理担当室

若松伸司環境対策検討チーム委員

森田昌敏，白石寛明化学剤等分析検討チーム委員

総務省

渡邉　信微生物学研究連絡委員会委員　日本学術会議

横内陽子極地研究連絡委員会委員

原沢英夫，大坪国順地球環境研究連絡委員会委員

小林隆弘環境保健学研究連絡委員会委員

志村純子情報学研究連絡委員会委員

森田昌敏荒廃した生活環境の先端技術による回復研究連絡委員会委員

文部科学省

安原昭夫，森口祐一科学技術会議専門委員　科学技術・学術政策局

井上　元成層圏プラットフォーム開発協議会地球観測部会委員　研究開発局

井上　元地球シュミレータ部会委員

杉本伸夫送風ダストの大気中への供給量評価と気候への影響に関する研究
運営委員会

平野靖史郎原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会ウラン廃棄物分科
　会委員

合志陽一高エネルギー加速器研究機構評議員　高エネルギー加速器研究機構

合志陽一物質構造科学研究所評議員

合志陽一物質構造科学研究所放射光研究施設評価委員会委員

三森文行画像診断研究ネットワーク会議超高磁場磁気共鳴研究班委員放射線医学総合研究所

米田　穣共同研究員　国際日本文化研究センター

小野川和延，高木宏明総合地球環境学研究所（仮称）創設調査委員会委員　国立極地研究所
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氏　　　　名委　　　嘱　　　名委　　嘱　　先

原島　省南極圏環境モニタリング研究センター運営委員会委員

神沢　博，町田敏暢特別共同研究員

井上　元北極科学研究推進特別委員会委員

米田　穣共同研究員　国立民族学博物館

佐治　光非常勤講師（特別講義）　北海道大学

稲森悠平，春日清一非常勤講師（湖の環境問題）　茨城大学

稲森悠平非常勤講師（地球環境工学）

神沢　博非常勤講師（地球環境学特論）

唐　艶鴻非常勤講師（地球生態システム科学）

春日清一非常勤講師（自然科学の研究プロセス）

中杉修身，渡邉　信，遠山千春，
田村正行，小林隆弘

併任教授　筑波大学

野尻幸宏，持立克身併任助教授

稲森悠平非常勤講師（生態系利用工学）

青木陽二非常勤講師（都市・地域・環境を探る）

青木康展非常勤講師（環境と人間の活動）

内山裕夫非常勤講師（バイオシステム特別講義）

稲森悠平非常勤講師（生物機能科学特別講義）

稲森悠平，内山裕夫修士（環境科学）学位論文審査専門委員会委員

藤井敏博非常勤講師（公衆衛生学）　医療技術短期大学部

平野靖史郎非常勤講師（病理組織細胞学特論）

高松武次郎併任教授　千葉大学

畠山史郎，江守正多非常勤講師（大気科学）

渡邉　信運営協議会委員　真菌医学研究センター

稲森悠平非常勤講師（環境アセスメント）　埼玉大学

佐竹研一非常勤講師（総合講義）

渡辺正孝，椿　宜高併任教授　東京大学

渡邉　信，佐治　光非常勤講師（細胞生物学研究所研究指導）

国本　学非常勤講師（衛生薬学・公衆衛生学）

原沢英夫非常勤講師（環境計画論）

井上　元非常勤講師（化学システム工学最前線）

森田昌敏非常勤講師（衛生学）

新田裕史非常勤講師（環境保健学）

安藤　満，兜　眞徳，米元純三非常勤講師（人類生態学特論）

田村正行，上原　清非常勤研究員　生産技術研究所

合志陽一外部評価委員会委員　環境安全研究センター

神沢　博運営委員会委員　気候システム研究センター

森田恒幸併任教授　東京工業大学

増井利彦，日引　聡，青野光子併任助教授

森田昌敏非常勤講師（総合科目）

渡辺正孝非常勤講師（生態環境工学）

高橋　潔非常勤講師（地球環境と経済発展のモデリング）

一ノ瀬俊明非常勤講師（地球環境と都市デザイン）

青木康展非常勤講師（衛生学）　東京医科歯科大学

大井　玄外部評価委員会委員

畠山史郎非常勤講師（環境資源科学特別講義）　東京農工大学
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鈴木　明非常勤講師（公衆衛生学）

遠山千春非常勤講師（地域・老人看護学）　山梨医科大学

森田恒幸併任教授　北陸先端科学技術大学院大学

高藪　縁非常勤講師（地球環境計測学特論）　名古屋大学

中杉修身研究企画委員会委員　難処理人工物研究センター

畠山史郎非常勤講師（エコロジー工学特別講義）　豊橋技術科学大学

遠山千春非常勤講師（環境衛生学）　京都大学

竹中明夫非常勤講師（森林化学特別講義）

今井秀樹非常勤講師（地域環境学特講）　京都教育大学

安藤　満発達科学部外部評価委員会委員　神戸大学

今井章雄非常勤講師（土木工学特論）　岐阜大学

井上　元非常勤講師（地球環境問題を考える）　広島大学

松重一夫非常勤講師（応用微生物機能学特別講義）　島根大学

野原清一，矢部　徹客員研究員　汽水域研究センター

安原昭夫非常勤講師（環境科学概論）　徳島大学

椿　宜高非常勤講師（保全生物学）　佐賀大学

中杉修身非常勤講師（化学と環境）　熊本大学

厚生労働省

大井　玄，森田昌敏，酒井伸一薬事・食品衛生審議会臨時委員　審議会等

森田昌敏生活環境審議会専門委員

大井　玄食品衛生調査会委員

後藤純雄変異原性試験等結果検討委員及びがん原性試験指示検討委員　労働基準局

青木康展水域環境における内分泌かく乱化学物質の次世代への影響評価法
　確立に関する分子遺伝学的研究委員会委員

　国立医薬品食品衛生研究所

田邊　潔生物評価試験による浮遊粒子状物質の長期暴露モニタリングに関
する研究委員会委員

　国立公衆衛生院

西川雅高規制項目等有害元素による地下水高濃度汚染実態解明と修復技術
　に関する研究委員会委員

農林水産省

渡邉　信農林水産省ジーンバンク事業微生物遺伝資源部会委員　農業生物資源研究所

宮下　衛那珂川沿岸地区環境保全対策検討委員会委員　関東農政局

経済産業省

白石寛明化学品審議会臨時委員　審議会等

合志陽一産学官連携推進委員会委員　産業技術総合研究所

森田昌敏国際計量研究連絡委員会物質量標準分科会委員

中杉修身国立研究所における中小企業支援型研究開発制度審査委員会委員

国土交通省

藤野純一非常勤講師（システム工学）　航空保安大学校

中杉修身公共事業におけるリサイクル材利用の技術・品質に関する検討委
　員会委員

　土木研究所

地方公共団体

中杉修身化学物質環境保全対策検討委員会委員　北海道

宮下　衛大樽川荒廃砂防事業計画検討会委員　山形県

遠山千春，相馬悠子福島県ダイオキシン等化学物質対策専門委員会委員　福島県

若松伸司栃木県環境審議会専門委員（大気専門委員会議）　栃木県

陶野郁雄群馬県地盤沈下調査研究委員会委員　群馬県
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藤野純一宮城村新エネルギービジョン策定等事業フィージビリティー　宮城村

スタディー調査バイオガス化エネルギー専門部会委員

森田恒幸，稲森悠平，藤巻秀和茨城県環境アドバイザー　茨城県

中杉修身，高村典子，陶野郁雄茨城県環境審議会委員

兜　眞徳，若松伸司茨城県生活環境調査委員会委員

高村典子茨城県総合計画審議会委員

兜　眞徳，若松伸司茨城県環境影響評価審査会委員

兜　眞徳，若松伸司茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員

兜　眞徳茨城県大規模小売店舗立地審議会委員

宮下　衛涸沼川浸食対策検討会検討委員

春日清一ミュージアムパーク茨城県自然博物館助言者会議助言者　茨城県自然博物館

藤沼康実非常勤講師（環境保全と農業）　茨城県立農業大学校

松橋啓介つくば市民環境会議会員　つくば市

森田昌敏埼玉県化学物質対策専門委員会ダイオキシン特別部会委員　埼玉県

中杉修身埼玉県地下水汚染対策検討委員会委員

池口　孝埼玉県環境科学国際センター研究審査会委員　埼玉県環境科学国際センター

兜　眞徳ダイオキシン類に係る人体への蓄積調査専門委員会委員　所沢市

青木康展越谷市環境保全審議会委員　越谷市

田邊　潔千葉県新産業環境保全対策専門委員会委員　千葉県

木幡邦男千葉県環境調整検討委員会委員

若松伸司千葉県大気環境保全対策専門委員会委員

甲斐沼美紀子千葉市環境審議会委員　千葉市

春日清一平和公園オオタカ生息環境保全検討委員会委員

薄井みどり柏市環境審議会委員　柏市

渡邉　信「イノカシラフラスコモ」の保護保全に係る検討委員会委員　市川市

中杉修身東京都廃棄物審議会委員　東京都

相馬悠子市街地土壌汚染対策検討委員会委員

若松伸司大気汚染測定結果検討会委員

森田昌敏母乳中ダイオキシン濃度調査検討委員会委員

松本幸雄，若松伸司特別区における大気環境監視のあり方等に関する検討会委員

中杉修身杉並中継所周辺環境問題調査委員会委員

高木宏明東京都環境科学研究所運営委員会研究評価部会委員　東京都環境科学研究所

薄井みどり練馬区環境基本計画策定懇談会委員　練馬区

若松伸司港区環境影響調査審査会委員　港区

中杉修身日産跡地土壌・地下水浄化対策監修委員会委員　杉並区

遠山千春���暴露による健康対策等検討専門家会議委員　八王子市

若松伸司神奈川県環境影響評価審査会委員　神奈川県

中杉修身神奈川県化学物質等環境保全対策委員会委員

森口祐一神奈川県自動車排出窒素酸化物総量削減計画策定協議会専門委員

原沢英夫神奈川県環境科学センター研究推進委員会委員　神奈川県環境科学センター

新田裕史ＰＭ２．５動物曝露実験調査検討委員会委員　横浜市

中杉修身横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員

中杉修身神明台処分地保全対策検討会委員

新田裕史，森口祐一浮遊微粒子（２．５ミクロン）の調査検討のあり方に関する委員会
　委員

　川崎市

川島康子鎌倉市まちづくり審議会委員　鎌倉市
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西川雅高硝酸性窒素等負荷軽減総合対策推進事業連絡調整委員会委員　静岡県

木幡邦男富山県環境審議会水質専門部会専門員　富山県

陶野郁雄富山県環境審議会地下水専門部会専門員

鈴木規之富山県環境審議会土壌専門部会専門員

中杉修身福井県民間最終処分場技術検討委員会委員　福井県

稲森悠平福井県環境科学センター評価委員会委員　福井県環境科学センター

森田昌敏健康影響評価検討会委員　和歌山県

今井章雄第９回世界湖沼会議実行委員会第３分科会委員　滋賀県

中杉修身事前環境モニタリング等に係る指導・助言者　香川県

中杉修身豊島廃棄物等技術委員会委員

酒井伸一北九州市���処理安全性検討委員会委員　北九州市

堀口敏宏北九州市における外因性内分泌攪乱化学物質の野生生物に与える
　影響に関する検討委員会委員

特殊法人等

合志陽一科学技術振興事業団領域総括　科学技術振興事業団

野尻幸宏戦略的基礎研究代表者

安原昭夫若手研究者研究推進事業領域アドバイザー

渡邉　信，清水英幸����ワーキンググループ委員

合志陽一計算科学技術委員会委員

田村正行，小沢晴司技術アドバイザリー委員会委員

笹野泰弘招聘研究員　宇宙開発事業団

杉本伸夫客員開発部員（ライダの研究）

合志陽一地球フロンティア研究システム運営委員会委員　宇宙開発事業団・
　海洋科学技術センター

合志陽一地球観測フロンティア研究システム運営委員会委員　海洋科学技術センター

森田昌敏廃棄物処理技術開発（���等適正処理支援事業）審査委員会委
員

　環境事業団

中杉修身環境浄化機材貸付事業に係る技術アドバイザー

原沢英夫大気環境情報整備検討会委員　公害健康被害補償予防協会

新田裕史環境保健情報整備検討会委員

森田恒幸健康被害予防事業検討委員会専門委員

大井　玄チリ共和国身体障害者リハビリテーションプロジェクト国内委員
　会委員

　国際協力事業団

合志陽一産業技術研究開発委員会フォトン計測・加工技術推進委員会委員　新エネルギー・産業技
　術総合開発機構

中杉修身環境負荷低減汚染土壌浄化技術の開発技術審査委員会委員

遠山千春，小林隆弘，小野雅司科学研究費委員会専門委員　日本学術振興会

大井　玄未来開拓学術研究推進事業研究評価委員会委員

渡辺正孝未来開拓学術研究推進事業評価協力者

森田恒幸未来開拓学術研究推進事業「アジア地域の環境保全」研究推進委
　員会委員

合志陽一，柴田康行環境科学研究委員会委員日本原子力研究所

佐治　光研究系職員採用試験業績評価委員

持立克身共同研究員　理化学研究所

渡邉　信微生物系統保存事業運営委員会委員
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私立大学

大井　紘非常勤講師（コミュニティ環境論）　常盤大学

平野靖史郎非常勤講師（保健科学講座）　自治医科大学

畠山成久非常勤講師（環境化学）　東京理科大学

牧野和夫
牧野和夫

環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討員
環境測定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支援
部会検討員

環境省総合環境政策局

四ノ宮美保
大高広明

�ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会環境省環境管理局

牧野和夫�水質分析方法検討会環境省環境管理局水環境部

柳下正治�環境審議会委員所沢市

望月時男所沢基地跡地協議会総合部会長埼玉県・所沢市

望月時男コロンビア　フケネ湖周辺環境改善計画
調査作業監理委員会委員

国際協力事業団
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�１２�７�１１日引　　聡地球環境保全の経済的手法地球環境保全研修

�１２�５�２２徐　　開欽開発途上国の実状（公害問題）国際環境協力入門研修（第１回）

�１２�６�２１平石　尹彦途上国の現状・途上国支援の考え方国際環境協力専門家育成研修

�１２�６�２８水落　元之中国・韓国との共同研究事例　　　　　　〃

�１２�５�１０中杉　修身基調講義ダイオキシン類環境モニタリング研修

（基礎過程）（第１回）

�１２�５�２５伊藤　裕康精度管理　　　　　〃

�１２�６�８橋本　俊次ゼミナール　　　　　〃

　　〃〃生体試料分析法　　　　　〃

�１２�５�２３柴田　康行環境水中の分析法（重金属類）水質分析研修

�１２�５�２９，３０田中　　敦実習（水質・土壌中の重金属）　　　〃

�１２�７�４新田　裕史大気汚染と健康影響大気保全研修

�１２�７�５若松　伸司大気汚染の予測手法－大気汚染の予測概論－　　　〃

�１２�６�２８中杉　修身基調講義ダイオキシン類環境モニタリング研修

（基礎過程）（第２回）

�１２�９�４原沢　英夫温暖化問題に関する科学的基礎地球温暖化対策研修

�１２�９�４田中　　敦実習（�������と������について）特定機器分析研修Ⅱ（第２回）

�１２�１０�５平石　尹彦途上国の現状と途上国支援の考え方国際環境協力専門家専攻別研修

�１２�９�４中杉　修身基調講義ダイオキシン類環境モニタリング研修

（基礎過程）（第３回）

�１２�１０�６合志　陽一環境研究の方向環境行政研修

�１２�１０�２３中杉　修身地下水・土壌汚染のリスク評価地下水・地盤・土壌環境保全研修

�１２�１０�２７陶野　郁雄地下開発と地盤環境　　　　　　　　〃

�１２�１２�１３中根　英昭大気汚染と環境科学大気分析研修

�１２�１１�２８森田　昌敏基調講義ダイオキシン類環境モニタリング研修

（専門課程）大気・排ガス���

�１２�１２�５鈴木　規之ダイオキシン類の環境挙動　　　　　　　〃

�１２�１２�２１安原　昭夫廃棄物焼却におけるダイオキシン類の生成　　　　　　　〃

�１３�１�２９徐　　開欽開発途上国の実状（公害問題）国際環境協力入門研修（第２回）

〃〃　　　　　〃海外研修員指導者研修

�１３�１�２２中杉　修身化学物質の種類・発生源と暴露経路化学物質行政研修

�１３�１�２３田中　　敦原始吸光法及び発光分析法の基礎と応用機器分析研修

�１３�２�２彼谷　邦光これからの環境化学　　　〃

�１３�２�５櫻井　健郎ダイオキシン類の環境挙動ダイオキシン類環境モニタリング研修

（専門課程）水質・土壌コース

�１３�１�２２鈴木　規之基調講義　　　　　　　〃

�１３�２�１９小沢　晴司国・自治体による環境情報整備／提供の現状と課題
＜基調講義＞

環境情報研修
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受賞年月日受�賞�内�容賞�の�名�称所　　属氏　　名

１２�４�５北西太平洋域における自然及び人
工起源の対流圏微量気体成分の化
学、輸送過程の解明のための貢献

����（米国航空宇宙局）
グループ業績賞

地球環境研究グループ中島　英彰

１２�５�３０地球物理学研究誌（大気）の著者
と読者に対する貢献

米国地球物理学連合編集委
員長表彰

大気圏環境部畠山　史郎

１２�６�５韓国国立環境研究院との間で実施
した国際協力事業団のプロジェク
ト方式技術協力「韓国水質改善シ
ステム開発プロジェクト」に対す
る貢献

韓国環境保全有功者環境部
長官表彰

地域環境研究グループ水落　元之

１２�８�２Ｘ線分光においての研究業績、特
に環境への応用、シンクロトロン
放射光の利用における教育者、研
究者としての永年の貢献

第４９回デンバーＸ線会議
バークス賞

副所長合志　陽一

１２�９�７ポスター発表演題「発生源砂漠
（タクラマカン砂漠を例として）
で採取した砂塵系ダストの特徴」

ヨーロッパエアロゾル会議
２０００　ポスター賞

地域環境研究グループ西川　雅高

１２�１０�１９����������を用いた２波長全
球エアロゾル解析アルゴリズムの
開発

社団法人日本気象学会　山
本・正野論文賞

大気圏環境部日暮　明子

１２�１１�３多年にわたり市政進展に尽力した
ことに対する功績

土浦市市制施行６０周年記
念表彰

地域環境研究グループ稲森　悠平

１３�３�１６日中友好環境保護センターにおけ
る黄砂の測定技術の指導に対する
功績

日中友好環境保護センター
主任表彰

大気圏環境部杉本　伸夫
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��������	
つくば
※����（���������	�
���	������������������	�：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

プログラム等の名称

１９９１年５月，地球環境研究センター内に設立。発 足 年 度

����が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上国
への移転を目的として，１９８５年，����の一部として設立。１９９１年５月には，地球環境問題の深刻化と
情報整備の重要性増大に伴い，����管理理事会の決定によって����は����から独立した����の
独立機関となった。

概 要

����－つくばの設立に関して，����と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，����の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを����データとして提
供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野にお
ける����データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹担 当

����　��������	
：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクトプログラム等の名称

１９７７年度より開始。当初は国立公衆衛生院が担当（１９７９からデータ提供）。���������は１９９４年（標
準試料作成は１９９３年）から担当している。

発 足 年

国連環境計画（����）と世界保健機関（���）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，１９７４年に����が設立され，１９７６年に環
境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（��������	
）が発足し，世界的
な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

概 要

地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②リファレンス�ラボラト
リー事業，③摩周湖ベースラインモニタリング，④霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実担 当

��������２０００����������	��プログラム等の名称

１９９９年発 足 年

アジアオセアニア地域の１１カ国（経済地域を含む）の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究と情報
共有の機構構築に取り組むための研究ネットワーク。各国の生物多様性クリアリングハウスメカニズム，
分類学・生態学研究機関，博物館・大学・研究所の生物多様性研究者により，（１）生物種・生息地・分
類群研究専門家のインベントリを構築する（２）情報の電子化と共有化を行うためのデータベース開発，
ソフトウエア開発を行う，（３）生物多様性に関する総合的な解析を行うためソフトウエア開発とこれ
を用いた研究活動の実施，等を行う。

概 要

事務局を運営し，国際プログラム（�������２０００，����，����，����������等）と連携・調整しつつ，
年１回分類群または適時性のある課題について研究フォーラムを開催し，研究内容の公表を促進するほ
か，データベース化に必要なツール開発，微生物に関する標準学名情報データベースの構築・更新，
データサーバーならびに公開用の���サーバーを構築している。

国 環 研 の 役 割

議　長　生物圏環境部　渡邉　信
事務局　地球環境研究グループ　志村純子

担 当

アジアライダー観測ネットワーク�（����������	�
���	�����������	�）�プログラム等の名称

１９９９年発 足 年

ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。����の���������
（����������	��
�����������������������������	
��������）�のライダーワーキンググループを兼ね
る。観測情報，観測データの交換および公開。日本，韓国，中国の研究グループが参加。

概 要

ネットワーク観測および���������ライダーワーキンググループの取りまとめ。リアルタイムデータの
交換，公開のための���ページの運用。
（����������	
����
	
���８０９４���������）

国 環 研 の 役 割

大気圏環境部・杉本伸夫，
（清水　厚：���ページの運用）

担 当
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����������　地球環境変動の制度的側面プログラム等の名称

２０００年発 足 年

気候変動枠組み条約，京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究概 要

国環研の役割国際研究推進委員国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター　山形与志樹担 当

��������	
���プログラム等の名称

１９７４年発 足 年

環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（����）によって設立され，
各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

概 要

ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

�������：環境情報センター長　高橋　進
���������	
����	（担当）：環境情報センター情報管理室　鶴田慎二郎

担 当

日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ（����ウェブサイト）運営プログラム等の名称

２０００年発 足 年

日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を���上に掲載，三カ
国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

概 要

フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境協力室と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

環境情報センター情報整備室長　小沢　晴司担 当

�����������	�
���	������（���）プログラム等の名称

２００１年発 足 年

生物多様性条約締約国会議の決議により，締約国は各国に分類学イニシアティブのナショナルフォーカ
ルポイントを設置し，国および地域の分類学の振興を図り，分類学情報の構築と共有化を実施する。こ
のために必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，ツール開発をはじめ，
国際協働をとり行う。

概 要

研究活動をとおして，���に必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，
ツール開発，をはじめ，国際協働をとり行う。���調整機構会議，および関連する専門家会合等に出席
し，国際間の連携と調整に協力する。

国 環 研 の 役 割

���調整機構会議アジアオセアニア地域代表者　生物圏環境部　渡邉　信担 当

��������ネットワークプログラム等の名称

２０００年発 足 年

アジア地域における陸上生態系のフラックス観測についてのネットワークを構築しようとする機運が高
まる中で，国内の研究者により，「アジアフラックス・ネットワーク」（運営委員会及び幹事会）が発足
し，ホームページを開設し現在国内外の観測サイトなどに関する情報提供を行っている。今後は，ネッ
トワークのアジア地域への拡大を図るとともに，観測技術の交流，観測データの交流を進め，アジアに
おけるフラックス観測の連携をより強めていくこととしている。

概 要

暫定的に事務局的な機能を担うとともに，苫小牧フラックスサイトにおいて，技術開発拠点としての役
割を担う見込み

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実担 当
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有害紫外線モニタリングネットワークプログラム等の名称

２０００年発 足 年

地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形で
その成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点をネット
ワーク化し，有害紫外線にかかわる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。ネットワークは，
国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６箇所を中心に，１４機関の自発的な参加を得て発足し，
現在データ収集，精度確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会及び担当者会議による技術
検討を行っている。

概 要

・ネットワークの事務局としての役割
・����の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

国 環 研 の 役 割

環境健康部　小野雅司
地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実

担 当
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平成１２平成１１平成１０平成９平成８平成７区分　　　　　　　　　　年度末現在

２２２２２３出願中特　 許　 権外　国

４３２２２２所　有

３４２６２８２９２６３６出願中特　 許　 権国　内

３５３７３６３１３１１９所　有

１５６６８１０出願中実用新案権

６６６６６４所　有

００００１１出願中意　 匠　 権

３３３３００所　有



１３．研究所関係新聞記事

（平成１２．４～１３．３に掲載された主なもの）
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新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

読売（夕）マラリアとの闘い　決着いつ，薬剤耐性持つ原虫次々出現，治療体勢の準備必要，温暖
　化で日本も流行域に？

２０００．４．３

化学工業日報ほか６月６日に公開シンポ開催，国環研２０００．４．１８

茨城����排出量予測，削減率が大幅低下，９７年段階の半分以下に２０００．４．１６

読売（朝）大気汚染の�真犯人�，浮遊粒子なぜか急減，異常気象？焼却規制で？，埼玉２４％
　東京１５％（昨年度）

２０００．４．２４

信濃毎日北極のオゾン層も危機，生命を守る「バリアー」，温暖化の影　今年も深刻，フロン削
　減進める各国

２０００．５．５

日経（夕）リサイクルは生活の一部，ドイツの環境対策，遅れる日本の取り組み２０００．５．１３

読売（朝）現代の空気　未来人はどう思う？，「タイムカプセルの森」着手，大気閉じ込める「入
　皮」活用へ

２０００．５．２２

日経（夕）ほか紫外線の観測網，国立環境研など全国２０カ所に２０００．６．１

日刊工業環境ホルモン，活性を簡単チェック，酵母使い土中浸出水”監視”国環研が新手法２０００．６．８

日本消費者環境ホルモン，「奪われし未来」著者が来日公演，従来型対策の限界を強調２０００．６．１５

毎日（朝）究める，海水データを蓄積し赤潮の原因を研究する２０００．６．１９

北海道環境ホルモン蓄積へその緒に１５種類，東京のシンポジウムで報告，千葉大森教授，胎
　児への影響調査を

２０００．６．２０

茨城（朝）ゴミ処分場，排水に環境ホルモン，国立環境研グループ調査で作用確認２０００．６．２１

茨城ダイオキシン，塩ビ燃焼後が最多，環境研など共同実験「分別徹底が必要」２０００．６．２２

常総ニュース筑波研究学園都市内，国立環境研究所紹介②，国立環境研究所と計量研究所，平成１３
　年度独立行政法人に移行

２０００．６．２８

毎日（朝）ほか川口長官　国立環境研究所を視察，つくば２０００．７．１１

朝日（夕）オゾン層，北極域でも急減，日米欧の研究者確認，今春６割減過去最大に気象条件で
　北海道も

２０００．７．１２

朝日（朝）ダイオキシン作業員から検出，作業環境の検証急務，免疫系異常起きる恐れ２０００．７．１３

中日新聞ほか気候変動の跡湖底から発見　バイカル湖でたい積層調査　２７０万年前から寒冷化２０００．７．２４

日刊工業環境対策，業種ごとに特徴（環境庁調査）２０００．７．２７

信濃毎日ほか水の汚染調査で組み換え熱帯魚，ゼブラフィッシュに大腸菌の遺伝子２０００．７．３０

日刊工業生まれ変わる国研，迫る！独立行政法人化，国立環境研究所２０００．８．１

朝日（夕）紫外線から子供守れ，母子手帳から「日光浴」消え，プールにテント・外遊び制限，オ
　ゾン層破壊広がる防御策

２０００．８．１

朝日（朝）環境への視点，国立環境研究所総合研究官　稲森悠平さん，汚染浄化し有効活用住民に
　見える形でシステムづくり

２０００．８．７

苫小牧民放森の息づかい気球で観測，苫小牧の国有林上空　高度２００メートル，����，気温，
　風速・・航空機投入高高度調査も，森の作用解明へ

２０００．８．１０

信濃毎日共生の世紀へ，保全へ個体群の変化予測，サクラソウ遺伝情報，環境要因もとにシミュ
　レーション，

２０００．８．２８

毎日（朝）プラスチック原料ビスフェノールＡ「基準以下の量でもラットの精子減らす」大阪でシ
　ンポ国立環境研が発表

２０００．９．２３

読売（夕）ディーゼル排ガスぜんそくを誘発，国立環境研，実験で確認２０００．９．２８
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新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

北海道国境越えて技術提携，����吸収研究者ら国有林など視察，苫小牧２０００．９．３０

十勝毎日地球温暖化テーマに，２３日シンポジウム，地球環境フォーラム会長　近藤氏ら招き
　講演会

２０００．１０．８

日経（夕）ダイオキシン，微量でも胎児に影響，国立環境研研究者ら，動物実験で確認２０００�１０�１４

朝日（朝）合併浄化槽中国実験へ，湖や川の水質対策２０００�１０�１６

十勝毎日地球温暖化を考えませんか，専門家が具体例講演，２３日，初のシンポジウム２０００�１０�２１

北海道（夕）北極・南極に吹く強い西風，極渦に注目，勢力範囲が年追って拡大，オゾン層破壊促す２０００�１０�２４

日経（夕）ほかアジアの生物一発検索，データベース構築へ，国立環境研１１カ国と協力２０００�１０�３０

神戸（朝）アサリ，バカガイ，シオフキガイ・・・，二枚貝が海水浄化（東京湾・三番瀬），国立環
境研が調査１２００ヘクタールわずか数日でろ過

２０００�１１�１２

科学新聞　バイカル湖　土から読む気候変動　「放射線利用の最前線」２０００�１１�２４

朝日（夕）海洋大循環が刻む形跡，炭素分析で縄文人の食解明２０００�１１�２９

読売（夕）巨木が語る環境汚染の今昔２０００�１１�２９

読売（朝）雲仙で「火山工学」フォーラム，学際的な取り組み行政と協力体制を２０００�１１�２９

日経（朝）浅瀬の浄化　主役は２枚貝，環境庁調査で判明，東京湾・三番瀬なら数日で２０００．１２．２

朝日（朝）九州北部，メスに男性器　オスに女性器，サワガニに生殖異常２０００．１２．３

日経（朝）酸汚染雨だけじゃない２０００．１２．３

毎日（朝）臭素化ダイオキシン，���が報告書，最新の情報を盛り込む２０００．１２．８

毎日（夕）ほか天皇陛下迎え，酸性雨国際学会が開会２０００�１２�１１

日経（朝）環境ホルモン，広がる簡便測定法，島津製作所３０分で試料分析，朝日大だ液で蓄積
　判定

２０００�１２�１８

日刊工業科学技術，新世紀に挑む，今年の主役，環境保全の教育が必要，国立環境研究所長・
　大井玄氏に聞く

２００１．１．５

茨城（朝）新環境宣言，電気自動車，脚光浴びる燃料電池，第一部最前線２００１．１．１２

日経産業ほか花粉，量と種類を同時計測，協和　紫外線で蛍光分析２００１．１．１７

茨城（朝）ひろば，私の時評，霞ヶ浦浄化へ技術開発，筑波大学農林工学系助教授杉浦則夫２００１．１．２８

日経（朝）雲の発生促す　地表冷却作用，温暖化左右するエアロゾル観測２００１．１．２９

日本工業（朝）次代を想う　環境主義への提言，大胆な施策の実施が必要　ホルモン対策　企業主導で，
　国立環境研究所所長　大井玄

２００１．１．３１

毎日新聞（朝）雑誌「環境ホルモン　文明・社会・生命」創刊，環境����，「自然死産に占める男児割
　合の増加」特集で報告

２００１．２．２

毎日新聞（朝）日中共同で環境観測，人工衛星のデータを解析，黄河暖流など防止，来年度開始予定２００１．２．１８

朝日（朝）くらし，ディーゼル排ガス，花粉症の「共犯」？環境省では灰色　研究で黒説も　動物
　実験で関連指摘　他にも容疑者

２００１．２．１９

朝日（朝）廃プラスチック「焼却派」優勢に，調べてみました，燃やしちゃいけないはずが・・・，
　ダイオキシン「高温なら発生抑制」焼却やめたら発生量減った

２００１．２．２６



１４．環境情報提供

（１）研究所ホームページのヒット数（平成１２年度末現在）

２２，６７３，７１１件　

（２）研究所ホームページへの照会件数（平成１２年度末現在）

質問　１３５件，リンク依頼　７１件，出版物掲載依頼　２件　

（３）環境情報提供システム（ＥＩＣネット）のヒット数（平成１２年度末現在）

４１，７９１，３８３件　

（４）環境情報提供システム（ＥＩＣネット）への照会件数（平成１２年度末現在）

７０９件　

（５）環境データファイル提供実績（平成１２年度末現在）

貸出　６５４件，コピーサービス　８６８件　

（６）環境データベース登録件数（平成１２年度末現在）

７０件　

―�����―

国立環境研究所年報（平成１２年度）



１５．評議委員会構成員

国立環境研究所評議委員会
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（財）国際科学技術財団理事長近　藤　次　郎委　員　長

理化学研究所脳科学総合研究センター所長伊　藤　正　男委　　　員

京都大学名誉教授上　山　春　平〃

武田薬品工業（株）相談役梅　本　純　正〃

（財）自然環境研究センター理事長大　島　康　行〃

京都大学教授（経済研究所）佐　和　隆　光〃

京都大学教授（大学院工学研究科）内　藤　正　明〃

東京家政大学家政学部教授中　村　信　也〃

東京大学名誉教授不　破　敬一郎〃



１６．国立環境研究所研究評価委員会（外部評価委員会）構成員
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所属及び役職氏　　名

関西学院大学総合政策学部長天　野　明　弘

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授石　　　弘　之

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授磯　部　雅　彦

九州大学大学院工学研究科教授井　村　秀　文

北里大学薬学部教授井　村　伸　正

九州大学大学院理学研究科教授巌　佐　　　庸

国立公衆衛生院労働衛生学部長内　山　巌　雄

筑波大学生物科学系教授鎌　田　　　博

群馬大学医学部教授鈴　木　庄　亮

国際連合大学副学長鈴　木　基　之

埼玉県環境科学国際センター総長須　藤　隆　一

東京大学気候システム研究センター教授住　　　明　正

京都大学大学院工学研究科教授武　田　信　生

東北工業大学工学部通信工学科教授田　中　正　之

前東京大学教授富　永　　　健

（社）海外環境協力センター顧問橋　本　道　夫

北海道大学大学院工学研究科教授眞　柄　泰　基

富士常葉大学環境防災学部教授松　下　秀　鶴

大阪大学大学院工学研究科教授盛　岡　　　通

東京大学生産技術研究所教授安　井　　　至

東京大学大学院農学生命科学研究科教授山　崎　素　直



１７．施設の整備状況一覧

（平成１３年３月３１日現在）
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竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

Ⅰ期昭和４９年３月竣工１１，６３３５，５４０��－３研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅱ棟）

Ⅱ期昭和５２年５月竣工

Ⅰ期昭和５４年１１月竣工　５，６６４２，４０５��－３研究本館Ⅱ（共同利用棟，共同研究棟）

Ⅱ期昭和５７年２月竣工

平成７年８月竣工４，０７７１，０６８��－４研究本館Ⅲ

Ⅰ期昭和４９年５月竣工１，１４４６９７��－２管理棟

Ⅱ期昭和５４年１月竣工

昭和５１年１０月竣工７２３７２３��－１大気化学実験棟（スモッグチャンバー）

昭和５３年３月竣工２，３２９７４１��－２，地下－１大気拡散実験棟（風洞）

昭和５４年４月竣工１，３２１１７６���－８大気汚染質実験棟（エアロドーム）

昭和５３年３月竣工８１８１��－１大気モニター棟

昭和５８年１２月竣工９８６４４３��－３大気共同実験棟（フリースペース）

昭和５３年３月竣工１，５８０９７４��－３ラジオアイソトープ実験棟

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工２，５３５１，３８４��－３，��－２水生生物実験棟（アクアトロン）

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工１，１６７１，１６７�－１水理実験棟

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年３月竣工５，１８５１，３７９���－７動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）

Ⅱ期昭和５１年１０月竣工

（中動物棟含む）

昭和５５年５月竣工１，８６２９３４��－３動物実験棟Ⅱ（ズートロンⅡ）

昭和５３年２月竣工１，９３１６３７��－３土壌環境実験棟（ペドトロン）

昭和５０年１２月竣工３，３４８１，３９２��－３植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）

昭和５６年７月竣工３，７２１１，２４２��－４，地下－１植物実験棟Ⅱ・騒音保健研究棟

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（本構内）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

４１４３７３　　管理棟

５７６５７６　　温室３棟

５，６００　　ほ場

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（別団地）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

Ⅱ期昭和５７年３月竣工２１４１７９��－２　　管理棟

７，０００　　ほ場１１面

昭和５４年１０月竣工１５，０００生物生態園

昭和４９年１０月竣工１８９１５８��－２工作棟

昭和５５年１１月竣工８２８２�－１危険物倉庫

昭和４９年１０月竣工３，１０１２，５９０��－２エネルギーセンター

（昭和５１年一部増築）

昭和４９年１０月竣工特殊実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅰ

　　　　１００��／日

昭和５４年２月竣工一般実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅱ

平成７年３月更新　　　　３００��／日
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竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

昭和５８年１月竣工８０１３５５��－２微生物系統保存棟

平成１３年３月竣工５，２４５１，７４６��－４環境ホルモン総合研究棟

平成１３年３月竣工５，４４７１，８８３��－３地球温暖化研究棟

昭和５８年３月竣工霞ヶ浦臨湖実験施設

１，７４８１，０４５��－２　　実験管理棟

９１３９１３��－１　　用廃水処理施設

２８６２８６��－１　　附属施設

奥日光環境観測所

昭和６１年１０月竣工１８９１２１��－２　　管理棟

昭和６３年３月竣工１９８１９８��－１　　実験棟

昭和６３年３月竣工８８��－１　　観測棟

平成４年３月竣工建／延面積１６０．７���観測棟：��－１地球環境モニタリングステーション－波照間

平成４年３月竣工観測塔：自立型鉄骨造
　　　　�３９．０ｍ

平成６年３月竣工建／延面積８３．４���
観測棟：アルミパネル
　　　　構造１階建地球環境モニタリングステーション－落石岬

平成６年３月竣工観測塔：支線型鉄骨造
　　　　�５５．５ｍ

平成７年１月竣工受信アンテナ塔：
　自立型鉄骨造���１３．０�ｍ

黒島����受信施設

平成５年６月竣工１，６２７７３７��－３環境遺伝子工学実験棟

平成９年３月竣工５２４５２４��－１特高受電需要設備棟

昭和４９年９月竣工（所沢市）２，２１６８２５��－３環境研修センター１号棟（本館）

昭和４９年９月竣工２，１９７７２０��－３　　　　　　　　２号棟（実習棟）

昭和４９年９月竣工４５０３９９��－１　　　　　　　　３号棟（厚生棟）

昭和４９年９月竣工４，２９９９８２��－５　　　　　　　　４号棟（宿泊棟）

（平成６年６月増築）

（平成９年９月増築）

昭和４９年９月竣工２０２２０２�－１　　　　　　　　５号棟（渡廊下）

（平成９年９月増築）

昭和５１年３月竣工９９��－１　　　　　　　　６号棟（薬品庫）

昭和５１年３月竣工６０６０�－１　　　　　　　　７号棟（車庫）

昭和５１年３月竣工４０４０��－１　　　　　　　　８号棟（ゴミ処理室）

昭和５１年３月竣工２３２３�－１　　　　　　　　９号棟（乾燥室）

昭和５７年９月竣工１４１４�－１　　　　　　　　１０号棟（物品倉庫）

昭和６３年５月竣工１，０５４３７５��－３　　　　　　　　１１号棟（特殊実習棟）

昭和６３年５月竣工４４�－１　　　　　　　　１２号棟（ボンベ置場）

平成６年６月竣工１５１５�－１　　　　　　　　１３号棟（自転車小屋）

平成９年９月竣工１，９５５７６１��－４　　　　　　　　１４号棟（国際研修棟）

平成９年９月竣工４５４５�－１　　　　　　　　１５号棟（渡廊下）
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平成１３年７月３１日

編　集　国立環境研究所　編集委員会　　　　 

発　行　独立行政法人　国立環境研究所　　　 

〒３０５－８５０６　茨城県つくば市小野川１６番２

電　話　０２９８－５０－２３４３（ダイヤルイン）

印　刷　株式会社　イセブ　　　　

〒３０５－０００５　茨城県つくば市天久保 ２－１１－２０

本年報は再生紙を使用しております。


